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第1章 問題の所在 
 
 1970 年代から続いてきた民事手続法関係の改正は、平成 16 年の破産法の抜本的な改革
により、ひとまずの終結をみたといわれる。商事法分野における改正も、会社法の制定と
いう大きな山場を越えたことになるだろう。バブル崩壊やグローバル化、IT 化などを経て、
我が国の社会・経済が大きな変革の時期を迎えていることが、一連の法改正にも大きな影
響を及ぼしていることはいうまでもない。 
こうした変革のうねりは、証券化に代表される動産・債権の流動化取引といった新しい
金融取引にも見ることができる。これらは、単に新たな取引形態であるというだけではな
く、そうした取引の生成・発展してきた英米の社会や市場が我が国のそれとは異質なもの
であるのと同様、その前提とする法的な枠組みもまた、我が国の民法とは大きく異なるも
のである。そのため、我が国の民法学は、不動産担保を中心に発展してきた伝統的な解釈
論や判例法理といったものが、欧米を起源とする新たな金融取引においても機能しうるも
のであるのか、あるいは、経済取引の変革に対応するための新たな枠組み、新たな法理を
構築していく必要があるのかという問題に直面している。この難問を解くためには、新し
い取引の構造や本質、あるいは当該取引が起源とする欧米での議論を正確に理解する必要
があることはもちろん、場合によっては既存の法理を根本から見直していく必要も生じう
る。 
しかしながら、新しい概念や新たな取引態様が生まれ、担保物の種類やその手法が変わ
っても、金融担保の究極的な命題が、いかに確実に債権を保全するかという点にある以上、
他の債権者との競合が生じた場合における競合債権相互間の優劣の調整という問題が重要
な論点であることに変わりはない。抵当権などのいわゆる典型担保との競合場面だけでは
なく、譲渡担保その他あらゆる金融スキームと租税債権との競合の場面において直面する
私債権と租税債権との優劣の調整という問題もまた、競合債権相互間の優劣をめぐる伝統
的な論点の一つであり、金融の発展とともにその議論は複雑化する傾向にある。不動産担
保を中心とした従来型の金融取引に代わる新たなスキームとして、大きな注目を集めてい
る将来債権の流動化取引をめぐる近時の議論では、流動化取引の一つである集合債権譲渡
担保について、国税徴収法（以下「徴収法」という）24 条に定める譲渡担保権者の「物的
納税責任」が適用されうるのか否か、適用されるとすればそれはどのような場合であるの
かという問題が大きな議論にも発展していた。最高裁は、後述する平成 19 年 2 月 15 日判
決(第６章第 2 節)において、法定納期限等よりも前に対抗要件を具備していた場合には、そ
の適用はないとの結論を下しているが、その前提にある将来債権譲渡担保の対抗要件の効
力等をめぐってはなお慎重な検討を要すべき課題も数多く残されている。本論文では、伝
統的な債権競合の問題の一類型として、そして、債権流動化に関する法的インフラの整備
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を背景に、近時、大きな展開を遂げつつある論点として、債権の譲渡担保と租税債権との
競合という問題に着目し、複雑化する債権競合時における競合債権者間の優劣の調整に関
する基準としての徴収法 24 条の有効性とその限界を検証していく。 
将来債権を含む債権譲渡担保における競合債権者との優劣決定のための基準の一つとし
て徴収法 24 条を取り上げるにあたっては、同条をめぐる近時の議論において、次のような
疑問が提示されていることを認識しておく必要がある。それは、譲渡登記の創設を背景に
将来債権の流動化が現実のものとなった今日、設定契約に基づき対抗要件を具備した時点
で未発生の将来債権も含めた譲渡対象債権（譲渡担保財産）が債権譲受人（譲渡担保権者）
へ移転することを前提として開発されている債権の譲渡担保は、もはや伝統的な譲渡担保
とは全く異質な新しい金融手法として認識されるべきものであって、譲渡担保の中心が主
として動産あるいは不動産に関するものであった昭和 30 年代に創設された徴収法 24 条は
既にその意義を失いつつあるのではないか、あるいは、同条を債権の譲渡担保にも適用し
租税債権が優先するような結論を導くことは、徴収法の定める特別法秩序と私法秩序との
ギャップを極めて深刻なものとしてしまうのではないかというものである。このような疑
問に応えるため、本論文では、債権譲渡担保への適用の可否と債権譲渡担保権者との競合
時における優劣調整ルールとしての有効性に関する検証の前提として、徴収法 24 条の立法
経緯や条文構成、その適用範囲について再考した上で（第 2 章）、同条の適用が私法秩序と
のギャップを深刻とするという懸念が妥当するのかどうかについても考察を試みることと
する（第 3 章第 1 節）。 
さらに、債権競合時における競合債権者間の優劣の調整に関する基準として徴収法 24 条
に着目する本論文のテーマに対しては、次のような、より本質的な疑問も当然ありうるよ
うに思う。すなわち、徴収法 24 条は譲渡担保財産上での租税債権と私債権との競合におけ
る優劣の基準を定めたものであるところ、仮に同条が債権の譲渡担保にも適用されうるも
のであり、立法から半世紀を経た現在もなお有効にその機能を発揮するものとして、十分
に意義が認められるものであったとしても、「租税債権と私債権」との競合時における優劣
の調整ルールを定めた徴収法 24 条について、一般的な債権競合の問題にも応用されうるよ
うな汎用性を見出すことはできないのではないか、という疑問である。 
確かに、徴収法は債務者の租税滞納という極めて特殊な状況でのみ適用されるものであ
り、なんら公示を要することなく、債務者の財産上での優先を主張することを認める租税
債権のルールを私債権にそのまま置き換えることは妥当ではないし、同法を理解する上で
は「租税債権の特殊性」というものが重要な鍵となる。しかし、結論を先取りしていえば、
徴収法は、公示を具備した担保権者にも優先する絶対的な優先を租税債権に認めるもので
はない。徴収法が採用した優劣決定の基準は、あくまでも、各債権者が把握しうる担保財
産の範囲について時間的な先後を基準に決するという私法上の基本原則と軌を一にするも
のであり、譲渡担保設定者の滞納租税の徴収のために譲渡担保財産への租税債権の追及を
認める同法 24 条もまた、租税債権の確保のために譲渡担保財産上での優劣の順位を遡及的
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に覆すツールとして機能するものではない。むしろ徴収法 24 条は、譲渡担保権者に対する
租税債権の優先が認められるための要件を法定担保権との競合の場合以上に厳格なものと
しており、その結果、同条によって租税債権の優先が認められる範囲は極めて限られたも
のとなっている。そして、徴収法が租税債権の優先を確保するために採用した基準が租税
滞納という問題を解消するために創出された独自のルールではなく、あくまでも私法上の
原則に依拠したものであるとすれば、徴収法の採用した優劣決定のための基準やその考え
方を、税法という限られた領域でのみ機能しうる特異な規定にすぎないと解するのは早計
にすぎるというべきであろう。私見は、私法上のルールとしても十分に採用可能な考え方
がそこにはあると考えている。本論文の目的は、このような視点から、民法学上の最も伝
統的な論点の一つであるとともに、新しい対抗要件制度の創設を背景に再び大きな注目を
集めている譲渡担保について、徴収法 24 条がそれをどのようなものとして捉え、どのよう
な形で競合債権との優劣を決すべきものとしたのかを検証することにより、最新の金融ス
キームとして大きな発展を遂げつつある債権譲渡担保における競合債権者との優劣調整を
めぐる議論について、そのあるべき方向性を見いだすことにある。 
さらに本論文では、流動化取引の先進国であるアメリカにおける公示制度や対抗問題処
理の構造を整理し、競合債権間の優劣調整の法理に関する日米の比較法的考察も試みるこ
ととする（第 5 章）。流動化の先進国であるアメリカ法が採用する公示システムや流動化取
引の発展を支えてきた法的な枠組みについては、我が国における動産・債権譲渡担保をめ
ぐる公示制度創設時の議論においてしばしば言及されていたところであり、国際的な議論
の場面においても、同法は一種のモデル法として位置づけられている。アメリカ法の下で
発展を遂げてきた浮動担保取引や資産流動化取引をめぐる判例・学説の議論、特にその豊
富な判例の集積は、流動化の黎明期にある我が国の議論にも重要な示唆を与えるものであ
るといえる。 
アメリカ法に関しては、数多くの優れた先行研究があり、浮動担保（floating lien・第 5
章第 2 節第 3 款）の優先がどのような制度的前提の下に許容されているのかという点を詳
細に分析したものとして、角紀代恵（「アメリカ法における爾後取得財産条項の効力」
（1996））、森田修（『アメリカ倒産担保法』（2005））など、債権競合時における競合債権者
との優劣の調整という問題についても重要な示唆を与えるものとして、小山泰史（「アメリ
カ法における浮動担保と売主取戻請求権の競合」（1994））などがあり、本論文もこれらの
先行業績から多くの示唆を得ている。また、我が国における集合債権譲渡担保を含む債権
譲渡金融に関する研究としては、我妻栄博士を初めとする昭和における優れた民法研究、
そして、近年のものとしては池田真朗教授による一連の債権譲渡法理に関する研究などが
あり、本論文の中でも数多く引用・言及させていただいている。 
これに対し、徴収法 24 条の立法趣旨やその適用範囲等に関しては、実務的にも極めて大
きな意義をもつ議論でありながら、税法という特異な分野に係るものでもあるために、近
時、必ずしも十分な研究がされている状況にはない。本論文でも、その問題の性質上、税
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法上の論点についても必要な範囲で言及することとするが、著者の研究・認識不足等をご
指摘いただくべき点も多々あるのではないかと思う。あるいは、租税債権と集合債権譲渡
担保との競合の問題を民法上の論点の一つ
．．．．．．．．．
と捉え、民法学の観点からのアプローチを試み
る本論文の視点に違和感を覚える部分もあるかもしれない。しかしながら、昭和 34 年の徴
収法改正が私法学の観点からの問題提起に応える形で実現に至ったものであること、そし
て、この改正によって創設された同法 24 条に定める譲渡担保権者の物的納税責任は、民事
法学における最大の論点の一つである譲渡担保をめぐる議論にも大きな影響を与えてきた
ことに鑑みれば、民法学の観点から、譲渡担保に関する先駆的な立法の一つとして、同条
を論じることの意義は決して小さなものではない。私見は、むしろ、徴収法と民法との重
要な接点ともいうべき徴収法 24 条に着目し、同条の適用が争点となった集合債権譲渡担保
や譲渡担保方式の一括支払システム等に関する一連の議論を再考することで、譲渡担保と
いう金融の発展の過程で生じてきた様々な問題に共通する本質的な論点が見えてくるもの
と考えている。 
なお、本論文が取り上げる徴収法 24 条については、平成 19 年の税制改正（平成 19 年法
律第 6 号。平成 19 年 3 月 30 日公布、平成 19 年 4 月 1 日施行）において、譲渡担保設定
者の財産として行った差押処分について、同条 4 項に定めるところにより、譲渡担保財産
に対する差押処分として続行する場合に第三債務者や競合債権者に対しても、当該差押処
分が物的納税責任の追及のために続行されることを通知する旨を定めた条文が追加されて
おり（5 項及び 6 項）、本論文でも必要に応じ、新旧の条項を併記している。この改正によ
って、徴収法 24 条による物的納税責任の追及における手続き的な要件はさらに厳格化され
たことになるわけだが、当該要件が付加されたことで譲渡担保と租税債権のいずれかが優
先する範囲が拡大されたわけではなく、同条が採用する優劣の決定基準そのものは、改正
後もそのまま維持されていることを付記しておく。 
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第2章 国税徴収法改正の経緯と譲渡担保権者の物的納税責任の創設 
 
第 1 節 旧法における問題点と昭和 34 年改正の背景 
現行の徴収法は、「租税徴収の確保の要請と私法秩序の尊重の要請とを調整し、その上に
合理的な租税徴収制度を確立する」との基本理念の下、昭和 34 年に旧国税徴収法（以下「旧
法」といい、昭和 34 年改正以降の国税徴収法と区別する）を全文改正したものが原型とな
っている。後述するとおり、私債権との競合をどのように調整するか、ということが、昭
和 34 年改正における重要なテーマの一つであり、譲渡担保権者の「物的納税責任」を定め
た徴収法第 24 条の規定もまた、こうした私債権との競合における優劣調整のための規定の
一つとして創設されたものである。しかしながら、同条については、昭和 34 年の改正徴収
法（以下「昭和 34 年改正法」という）の原型となった租税徴収制度調査会（以下「調査会」
という）による答申の作成時はもちろん、答申提出後、法案可決に至るまでの段階でも、
しばしば議論の対象として取り上げられ、法案の修正が繰り返されていたことも事実であ
る（後述・第 3 款参照）。このことは、徴収法 24 条の定める譲渡担保財産への滞納処分の
執行という問題が、私債権と租税債権との優劣の調整を図るにあたり、極めて困難かつ重
要な問題を包含していることを示唆するものであり、立法時におけるこうした議論は、徴
収法 24 条の解釈において重要な指針となるものであることはいうまでもない。以下では、
昭和 34 年改正に至るまでの経緯、答申作成時の審議内容とその論点等を順に整理していく
こととする。 
 
第 1 款 旧法の問題点 
旧法の制定は、明治 30（1897）年に遡る（注１）。同法では、租税はすべての私債権に優
先して徴収するものとされ、例外として「納税者の財産上に担保権を有する者が、その担
保権の設定が国税の納期限より１箇年前に在ることを公正証書により証明した場合に限り、
国税は、その担保権により担保されている債権に優先しない」（旧法 3 条）こととされてい
た。但し、この規定が対象とする担保権は、質権及び抵当権であって、先取特権や留意権
は、国税に優先しうる抵当権や質権に優先しうる場合であっても、制度上、国税に優先す
る途はなかった。これは、旧法が立法された明治 30 年当時、留置権等の制度がなかったこ
とに起因するものであるが、この点もまた旧法における民法上の担保法理との乖離という
問題点を示すものにほかならない。昭和 34 年改正法では、この問題に関する修正が試みら
れることになるわけだが、こうした個別規定の不備以前の本質的な問題として、旧法が租
税債権の原則的な優先を極めて広範に認めていたことが、私債権者の地位を極めて不安定
なものとしていたという問題点を指摘することができる。すなわち、旧法においては、租
税債権の確定後はもちろん、それ以前の段階に設定された担保権であっても、1 年以内に発
生した後発の租税債権に対しては無条件で劣後することになるから、1 年以上前に設定され
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た担保権者を保護するとの旧法 3 条の規定は、残念ながら租税債権によって遡及的に私債
権者の地位が覆されるという問題を緩和する機能を十分に果たしてはいなかったのである。
そのため、こうした租税債権の「公示なき優先」は、公示制度による取引の安全を脅かす
ものであるとして、実務家はもちろん私法学者からも厳しく批判されていた（注２）。また、
このような広範な優先性を背景として、滞納処分と強制執行の競合の場面においても、私
債権者の地位は租税債権によって極めて不安定なものとされていた。すなわち、「国税滞納
処分として差押の登記ある不動産に対しては、強制執行たると競売法によるとを問わず競
売開始決定をなすべきではなく、従ってその登記の嘱託は受理すべきではない」（大正 6 年
9 月民第 1490 号司法省法務局長通牒）とされていたことから、滞納処分が先行する場合の
強制執行の途は完全に断たれていたのである（注３）。 
 
第 2 款 改正の背景 
明治に制定された旧法が、戦後の社会経済の変革に適合しないものとなっていたことは
論をまたないが、同法が上記のような問題点を露呈し、全面的な改正を余儀なくされるに
至った背景としては、次のような点が指摘されている（注４）。 
まず、戦後における滞納の激増とそれに伴う滞納処分そのものの質的・量的な変化がそ
の一つである。新規課税を示す徴収決定済額のうち滞納となった税額はわずか数パーセン
トにとどまり、「滞納はほとんど皆無」といわれていた戦前の状況は、戦後、昭和 20 年代
に入って一変し、特に昭和 24 年には新規滞納発生が 40 パーセントを超えるという危機的
な状況に陥る（注５）。調査会幹事の一人であった吉国二郎大蔵省主税局税制第二課長（当
時）は、このような顕著な滞納増加の要因として、「インフレーションその他困難な経済状
況を通じて、納税思想そのものが戦前とは著しく変わった状況を呈したこと」を挙げ、経
済環境の悪化と納税意欲の低迷との間には、高い相関性が存在することを示唆されている
（注６）。もちろん、こうした状況に対処するため、徴税当局は相当厳しく滞納処分を断行
していたわけであるが、滞納処分により差押えの対象となった物件は、必ずしも速やかに
換価されて滞納税額に充当されたわけではなく、むしろ、差押えがもたらす心理的な圧力
の下に、分割等による現金納付の督励手段として用いられる場合が多かったともいわれて
いる（注７）。つまり、滞納処分においては、強制換価手続きの前段階と言う本来的な意義
以上に、債権確保のための保全手段あるいは納税意欲の低下への対抗策として「差押え」
が多用されていたのである。一方、強制執行と滞納処分の競合については、前述したとお
り滞納処分に全面的な優先が認められていたため、事実上、滞納処分によって私債権者に
よる担保権の実行の機会は奪われ、このことは、特に競売手続きによって債権の回収が確
保される不動産の場合に深刻な問題となっていた（注 8）。そのため、戦前の滞納処分が動産
を中心としたものであったのに対し、戦後は不動産が滞納処分における重要な地位を占め
るようになったことも、私債権との競合の問題を一層深刻化させた要因の一つといわれて
いる（注 9）。 
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また、租税実体法と徴収法との乖離という問題も、重要な背景として指摘されている（注
10）。既に述べたとおり、旧法 3 条は、「担保権の設定が国税の納期限より１箇年前」を基準
として担保付債権との優劣の調整を図っているわけであるが、納期限の 1 年前という基準
は、課税要件の成立後、実際の納期限に事実上 1 年間の猶予が与えられ、1 年以上前に発生
する租税の金額が確実に算定可能である酒税等を前提としたものであり（注 11）、申告によ
る課税と納税の期限とが同一である所得税や法人税の場合には妥当しない。旧法 3 条が、
実体法上の拠り所を失ったことで、「公示なき租税」の優先は一層容認しがたいものとなっ
たことはいうまでもなく、このことが「租税債権の優先性」そのものを見直す重要な背景
の一つであったことは間違いない。もっとも、大正期以降の税制の改正により、大正 7 年
の時点で既に所得税が酒税に変わり税収の首位の座を占めていた（注 12）、という点には注
意を要する。つまり、実体法との乖離という問題は、旧法制定後、既に大正初期には生じ
ていたわけだが、その前提となる実体法上の根拠を失った後、旧法 3 条の見直しが行われ
るまでなお半世紀近くを要したのはなぜだろうか。この点について、吉国幹事は、確かに
所得税等の場合では、納期限の 1 年前の時点で税額は確定しておらず、その意味では酒税
の場合のような実体法的根拠を欠くが、所得の発生によって債権発生の予想が可能である
という租税債権の特質に鑑み、所得税等に関しても、潜在的な発生の段階（金額こそ確定
しないが、その発生自体は十分予期しうる時点）で徴税を確保するという意義を有してお
り、徴税実務の観点からは旧法の基準についても十分に合理性が肯定されうるものであっ
た旨を説明されている（注 13）。しかしながら、このような形で遡及的に租税債権の保全を
図ることは、正常な取引活動をも阻害するものとして厳しい批判の対象となっていたこと
は前述したとおりである。そのため、昭和 34 年改正においては、私債権者の地位を保護す
る一方、徴税回避のための規定を別途強化することで、この問題の解決を図るという方向
へ審議がすすめられていくことになる（後述・第 2 節参照）。 
さらに、戦後における不動産等の担保価値に着目した信用制度の発達や譲渡担保や仮登
記担保といった担保手法の多様化といった金融実務や取引慣行の変化が、租税債権と私債
権との競合の問題をより複雑で深刻なものとしたことはいうまでもない。 
こうした経済環境の大きな変化やそれに伴う租税実体法の変化を背景として、旧法は、
その根幹とする「租税の優先権」そのものの見直しを含め、全面的な改正を迫られるに至
る。しかしながら、「滞納がほとんどない」といわれていた戦前、昭和 10 年の段階でこの
点に関する厳しい批判があったことに鑑みれば（注 14）、戦後における経済の大転換期を待
つまでもなく、既に上記問題点は顕在化していたともいえる。それでは、徴収法の改正が
実現するまで 20 年以上もの間、この問題について、何らの措置もとられることはなかった
のだろうか。答えは否、である。昭和 26 年の旧法の一部改正（昭和 26 年法律第 78 号）及
び昭和 32 年の「滞納処分と強制執行の手続きの調整に関する法律」（昭和 32 年法律第 94
号。以下「調整法」という）の制定がそれである。すなわち、昭和 34 年の全文改正は、戦
後における経済環境の大転換期に乗じ、急遽、実現するに至った、というようなものでは
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なく、実務上における徴税の合理化のための制度の整備や関連法規との理論的な調整とい
った、いくつかの重要な調整段階を経て、極めて慎重に進められたものなのである。 
 
第 3 款 昭和 26 年改正と調整法の意義 
昭和 26 年改正では、法人解散時の清算人等の連帯納付義務（旧法 4 条 4）、同族会社株主
の滞納の場合の同族会社の第二次納税義務（旧法 4 条の 6）、低額譲渡等を受けた特殊関係
者等の第二次納税義務（旧法 4 条の 7）など、滞納者から親族、あるいは法人から代表者個
人への所有名義の移転等による徴税回避への対応策として、いわゆる「第二次納税義務」
と呼ばれる納税義務の拡張措置が設けられた一方、徴収猶予（旧法 7 条）、滞納処分の停止
（旧法 12 条）、滞納処分の猶予（旧法 12 条の 2）といった規定の創設によって滞納処分の
緩和措置の充実が図られている。この改正によって（その実効性はともかく、少なくとも
理論上は）、徴収困難事案における個別的な解決の手段が設けられたことになる。もちろん、
旧法における租税債権の広範な優先権と滞納処分による担保権者の権利実行の阻害という
上記問題の本質的な解決には、十分なものでなかったことはいうまでもない。それでも、
昭和 26 年改正で新設された納税義務の拡張や徴収の緩和措置のための規定が、正常な経済
取引を妨げず、かつ、徴収確保の要請にも応えうるような制度設計を目指した昭和 34 年改
正法においても、重要な役割を担うものとして位置づけられていることに鑑みれば、この
改正は、昭和 34 年の全文改正の実現のための重要な布石の一つとしての意義をもつもので
あったといえる。実際、昭和 26 年の改正後、経済環境の回復と安定とあいまって滞納状況
は落ち着きを取り戻し、ピーク時には 4 割を超えていた滞納割合は、昭和 30 年には１割程
度にまで減少していく（注 15）。そして、このような状況を背景として、徴税当局にも租税
債権の優先性そのものの全面的な見直しを行うだけの余裕が生じ、昭和 30 年 12 月、大蔵
省内に調査会が設置され、全文改正のための審議が始まることになる。 
昭和 34 年の徴収法改正に先立ち、調査会が着手した最初の仕事が、上述した滞調処分と
強制執行との調整に関する審議であり、昭和 31 年の調査会答申「滞納処分と強制執行手続
との調整に関する要綱」を受け、翌 32 年には調整法が成立する（注 16）。同法が、私債権者
にとって大きな障害となっていた滞納処分と強制執行との競合の問題を解決したという点
で、大きな意義を有してことはいうまでもないが、その実質的な意義は、単なる手続法上
の調整にとどまるものではない。旧法が租税債権の広範な優先性を認めていたことに基づ
き、租税債権の優先が絶対不可侵のものであることが基本的な前提とされていた制度設計
から、租税の優先性そのものを私債権との関係で見直すという「視点の転換」を可能にし
たという点で、調整法の創設がその後の徴収法の改正審議に与えた影響は決して小さなも
のではないといえる（注 17）。言い換えれば、戦前においては、ある種のドグマ的な理論と
して確立していた「租税債権の優先性」を、その根本から見直すというダイナミックな改
正作業は、こうした実務上の問題点の解決や関連私法との理論的な調整作業なしには完成
し得ないものだったのである。昭和 26 年改正法と同様、調整法による私債権と租税債権と
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の優劣の調整の機能は相当限られたものではあったが（注 18）、租税債権の優先の見直しを
図るにあたり、租税と私債権との競合を同一の土俵で争わせるという大きな視点の転換は、
調整法以前には実現を見てはおらず、同法の創設は重要な転機の一つとなっている。さら
に、強制執行との競合の問題に関しては、進行中の強制執行等に対し租税債権者が交付要
求をした場合、滞納者が差押財産を他に譲渡して強制執行等の取消を受けると、租税の徴
収が不可能になってしまう、といった租税債権の側からの問題点も指摘されていたところ
（注 19）、調整法が強制執行との競合における徴税困難の問題を解決するための役割をも担
っているという点に着目すれば、同法は、合理的な徴税手段を確保することで、私債権と
の競合における優先を緩和するための基盤を整備したという点でも、昭和 26 年の改正と共
通の意義を有していたといえる。 
以下、昭和 34 年改正において、「租税債権の優先性」はどのようなものとして見直され、
「徴収の確保」と「私法秩序の尊重」の両立という困難な課題について、どのようにして
調整を図ることとしたのか、立法時の議論を中心に見ていくこととする。 
 
注１ 明治 22 年、大日本帝国憲法の制定に伴う租税関係法制の整備の一貫として、徴収機構が整備され、
同年３月には国税徴収法も制定されたが、当初は滞納処分が別の法律として定められていた。この
滞納処分法と国税徴収法を一本化したものが、明治 30 年制定の「旧国税徴収法」である。国税徴収
法を含む各税法の立法経緯について、金子宏『租税法〔第 10 版〕』（弘文堂・2005）（以下「金子（2005）」
という）42 頁以下 
注２ 我妻栄『民法研究Ⅳ‐2・担保物権』（有斐閣・1967）（以下「我妻（1967）」という）11 頁以下 
注３ 三ヶ月章「強制執行と滞納処分の統一的理解」三ヶ月章『民事訴訟法研究第二巻（有斐閣・1962）』
（当初掲載は、法学協会雑誌 76 巻 5・6 号（1960））93 頁は、「改正国税徴収法の立案に当たって
配布された資料から想像してプロイセン・ベルギー・フランスのそれぞれの法制の中から徴税に便
宜と思われる法技術を適当に抽出してこれを組み合わせるところから出発したと考えて大きな誤り
はあるまい」として、強制執行と滞納処分の断絶という問題が、旧法制定時に何ら意識されていな
かったことを痛烈に批判している。なお、金子（2005）・744 頁は、この問題について、昭和 34 年
改正前に、既にいくつかの裁判例（東京高判昭30.8.15行裁例集6巻8号2043頁、大阪高判昭31.11.28
下級民集 7 巻 11 号 3411 頁）が実務上の解決策を提示していたことが指摘されている。 
注４ 佐藤英明「国税徴収法改正の経緯と審議過程」（以下「佐藤（2002）」という）・芦部信喜ほか編『日
本立法資料全集国税徴収法制定資料』（信山社・2002）（以下「制定資料」という）第１巻 3－8 頁 
注５ 佐藤（2002）・4 頁 
注６ 吉国二郎ほか編『国税徴収法精解〔平成 17 年改訂版〕』（大蔵財務協会・2005）（以下「吉国ほか（2005）」
という）9-10 頁。改正法立法当時の状況について、滞納が激増する中で「一方において財政需要の
全きを期するために租税徴収を確保する必要があり、多面において民主的な行政運営を委託され、
税務行政は極めて困難な時期に遭遇した」とする。後述するアメリカ法における連邦税リーエンの
立法・改正をめぐる議論（第 5 章第 3 節第 3 款）においても、その背景には同種の問題があったと
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いう点に鑑みれば、厳しい経済状況に陥れば陥るほど、租税徴収確保の要請が高まる反面、租税徴
収ないしは租税債権の優先に対する批判が高まるというジレンマは、租税徴収において避けること
のできない、ある種の普遍的な命題の一つとも考えられる。 
注７ 佐藤（2002）・5 頁 
注 8 三ヶ月・前掲注 3・94 頁 
注 9 佐藤（2002）7 頁、吉国ほか（2005）・526 頁 
注 10 佐藤（2002）・6 頁 
注 11 この点については、後述する租税徴収制度調査会において吉国二郎幹事による次のような説明があ
る。「こういう税の納期限の特殊性が一番典型的に現れますのは、造石税時代の酒がございます。こ
の造石税時代の酒は、たとえば 11 月ないし 3 月の間に酒が作られます。その酒が作られたときに課
税要件が成立して、そのときに直ちに取る、ということになるわけで、そのとき検定もいたします
が、ただそのときに税額を決定いたしまして、それから順次酒が売られていくであろうかというの
で、猶予的な意味で 4 期に分けて納期を定める。この場合には明らかに造石税による税額は、実は
3 月には確定しているわけでございます。期限前 1 年という規定がございましたのも、当時の明治
30 年にできたころは、酒税が租税の中核をなしておりました。」（制定資料第 4 巻 356 頁・第 45 回
吉国発言） 
注 12 明治～現在までの税制改正の動向について、金子（2005）・57 頁 
注 13 制定資料第 1 巻 300 頁・第 9 回吉国発言「第三者の財産権に影響を与える点は不当だという点は確
かでございますが、・・・納期限前 1 年以内に担保権が設定された場合には、その担保権が設定され
る前に、その財産価値の状態において租税債権についての責任財産があった、こう考えるという意
味におきましては、必ずしも第三者の財産権を侵害しているのではない。」 
注 14 我妻（1967）ほか 
注15 吉国ほか（2005）・8-9 頁（徴収決定税額に対する租税滞納の割合は昭和 24 年度が 42％、昭和 30
年度で 9.7％） 
注 16 佐藤（2002）・11 頁 
注17 三ヶ月・前掲注 3・93 頁は、強制執行制度と滞納処分手続とが（少なくとも強制執行の側から見る
限りは）完全に遮断されている状態にあったことを指摘し、調整法は「右のような峻別の方向にお
いて固定してきた両手続のあり方に大きな方向転換を促すものであるが、それに止まらず、こうし
た方向転換に伴って国税徴収法の全面的改正がいわば不可避的な問題として立ち現れてきたとい
うことを考え合わせれば、このきわめて技術的な法律の出現を『画期的』なものと評価することも
そんなに過当なことではない」とする。 
注 18 東京地判平 11.3.26 判時 1692 頁 
注 19 金子（2005）・761 頁 
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第 2 節 昭和 34 年改正における論点と法案作成の経緯 
第 1 款 租税債権の優先性 
１ 学説の状況  
 昭和 34 年改正は、少なくとも旧法の立法当時には、ある種のドグマ的な理論として確立
していた「租税債権の優先性」を見直すことから始まった。旧法がその前提としていた、
租税債権の優先性のドグマとはどのようなものであったのか、念のため確認しておくこと
とする。 
 旧法の立法が行われた明治の時代はもちろん、戦前、少なくとも昭和初期のころまでは
「租税というのは特殊なものであって、一般の私債権とは全く性格を異にする」ものであ
り、従って、租税債権の優先はいわば当然に容認されるべきものであるというという考え
方が一般的であったといわれる。このような考え方は、公法学的には、租税法律関係を公
法上の権力関係、すなわち国民が国家の行使する課税権に服従する関係であるという、い
わゆる「租税権力関係説」として分類されている（注１）。「租税権力関係説」はドイツ行政
法における伝統的学説として知られており、我が国の公法学者も伝統的にこのような立場
をとっていた。ところが、1919 年の租税通則法の改正を契機として、ドイツでは、納税義
務は行政庁による課税権の行使ではなく、課税要件の充足と同時に成立するものであり、
国家と国民は「権力関係」ではなく、公法上の債権者と債務者の関係にあるとする「租税
債務関係説」が有力に主張されるようになる（注２）。この「租税債務関係説」は、杉村章
三郎博士の研究により、戦前、既に我が国に紹介されており、その後、両説の対立は公法
学上の大きな論点へと発展している（注３）。しかしながら、公法学者の間で議論された「租
税権力関係説」と「租税債務関係説」との最大の相違点は、課税権の行使が警察権等の行
使と同様の性質を持つものであるとして前者が租税法を行政法の一領域と位置づけるのに
対し、後者が「租税債務」の観念を中心とした租税法という学問を他の行政法と独立した
学問領域として構成しようとするものであるという点にあるとされており、租税債権の債
権としての性質を強調する租税債務関係説の立場を取る場合であっても、必ずしも私債権
．．．
と同じ意味での
．．．．．．．
債権であるとは解されていない。したがって、「租税債権と私債権との優劣
を同一の土俵で決する」という発想は、同説にはない（注４）。 
一方、民法学の分野においては、既にこの時期に、租税債権についても、私債権と同じ
土俵で優劣を決すべきであるという主張が有力に展開されている。その代表的なものが昭
和 9 年に発表された我妻栄博士の「抵当権判例法」（注 5）である。同論文は、福島正夫氏と
の共著であり、執筆当時の状況について、我妻博士は次のように述べている。「福島正夫君
は、この論文を執筆した当時は、株式会社日本不動産会社に勤務し、抵当権の実行を担当
した。年少気鋭のかれは、書物で勉強した理論によって競売手続きを実行しようとしたが、
法律的な障害や事実的な不都合が意外なところからとび出してきて、かれの予期を裏切り、
かれの計画を妨げた。かれは幾度か悲憤の涙を呑んだ。読者はこの論文の到るところに、
執拗なまでに憤慨する言辞を聞かれるであろう。それは机上の推理によるものではなく、
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体験による憤りをぶちまけたものなのである。私はむろん机の上の研究者であったが、近
代抵当権の純粋性を主張しておった時なので、福島君の憤慨に共鳴したのであった。」（注６）
上記論文は、後に我妻博士が、座長として調査会に携わった際、開催時に行政当局側が準
備した配布資料の一つともなっていたという（注 7）。このことは、改正に際し、行政当局側
がこの論文に代表される私法学者及び実務家の指摘を強く意識していたことを示すものに
ほかならず、租税債権の優先性の問題に係る改正作業は、こうした民法学の側からのアプ
ローチを出発点として行われたものであったということになる。 
 
２ 改正審議における論点 
⑴ 租税債権の優先性の見直し 
いうまでもなく、調査会における審議の山場の一つは、そもそも「租税債権の優先性」
とはなんなのかという、租税債権の「本質」をめぐる議論であった。調査会では、答申案
作成までの間、徴税当局である大蔵省と法務省民事局との見解の対立がしばしば起こって
おり、民事強制執行法の改正に先立ち、一行政庁が民事の分野に大きな影響を及ぼしうる
法改正を行うことに法務省が強い不快感を持っていたことがその背景として指摘されてい
るところ（注 8）、租税債権の優先性をめぐる議論も両者の大きな対立点の一つとなっていた。
すなわち、民事局は調査会審議の当初から担保付私債権者に対する租税債権の優先そのも
のを厳しく批判し、担保権の設定時期にかかわらず租税債権の追及が担保目的物に及ぶこ
とについて全面的に
．．．．
否定する立場をとっていたのである。 
民事局側が示した論拠は次のようなものである。①納税者の財産上に公示を伴った担保
物権その他第三者の権利が設定されている場合には、その財産が形式上、納税義務者や債
務者の所有に属していても、その実質的な価値は、納税義務者に帰属している権利の価値
を除外したものである。一般の債権にしろ、租税債権にしろ、実質的に納税義務者あるい
は債務者に帰属する財産価値から満足を受けるべきで、それ以外のものから満足を受ける
ということはできないのが当然である。②私債権は債務者あるいは滞納者の現在の財産の
保持に役立っているということがむしろ通常なのであって、共益費用的な性格という点か
らすると、それは私債権者の方がより強い。③一般私法の分野では、公示を伴わない先取
特権というようなものが公示方法を備えた担保物権に優先する場合というのは極めてまれ
な場合しかない、というものである。そして、担保権の実行手続面における民事強制執行
法にも改正の必要性は認められるものの、租税優先の原則をもった徴収制度が、担保物権
の効用を薄弱にしているために、債権者としては、譲渡担保等の方法によって、債務者に
不利益な債権確保の手段を講ぜざるを得ないというような羽目に追いやられているのが現
状であって、そもそも「租税債権の原則的な優先を認めること自体が問題」である（注９）。 
上記民事局の見解は、私債権と同等のもの
．．．．．
として租税債権を取り扱うことで私債権者の
地位を保護すべきであるというものであり、これは租税の優先基準の見直しというレベル
をはるかに超え、租税債権の優先性そのものを真っ向から否定するものであった。当然の
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ことながら、このような考え方は租税債権と私債権との優劣の調整という観点自体、必ず
しも持っていなかった公法学上の「租税債権」の捉え方とはあまりにも乖離するものであ
り、調査会での田中二郎教授の次のような発言には、公法学者としての強い違和感が示さ
れている。「私は租税債権という者（ママ）は一種の債権とはいいながら一般の債権とは性
質的に違うものだという頭がこびりついているせいですか、それを一般私債権と同じに考
えていくという考え方に、もう一つまだすっきり割り切れないものがあるのです。・・・一
体租税債権というものを全く私債権と同じ面において考えるのが妥当なのか、あるいはや
はりそこで同じ権利ではなくて、メヤーウエルト（mehr wert）をもった権利だという考え
方で制度を立てるという方が結局においては公正になるのか。そこいらのところが、ま
だ・・・割り切れない感じもするのです。」（注 10） 
もっとも、私法学者を含む調査会委員の大半は、民事局意見のように租税債権の優先性
自体を問題視し、担保権への優先を端的に否定する立場をとるものではなく、むしろ「租
税債権の優先を認めることによって私債権者が被ることになる不利益を考慮した場合、ど
こまでその優先を許容することができるのか」という方向で調査会の審議はすすめられて
いたわけだが、そのような観点から私債権と租税との優劣調整の基準を見出していく上で
も、「租税債権の優先性」という旧法におけるドグマを根本から見直すという作業を避けて
通ることはできない。民事局意見が指摘するように私債権と「同等のもの」として租税債
権を捉えうるのか否かという点も含め、租税債権の性質を改めて見直し、「租税債権に優先
を認めることの合理性の有無」を判断することが、調査会審議における最大の難問の一つ
だったのである。 
 
⑵ 租税債権の特殊性 
民事局との議論を背景として、大蔵省側は、これまで審議の中で主張してきた租税債権
の特質について、①共益費用性②優先控除性③無選択性④無対価性⑤公示性⑥特異性とい
う６つの「特殊性」として整理した意見書（以下「大蔵省意見」という）を提出する。大
蔵省意見が挙げる租税債権の特殊性の内容は、次のようなものであった（注 11）。 
まず、第一番目が租税の「共益費用性」である。租税は、国家活動の基礎となる財政収
入の大宗を占めるものであり、諸法律秩序維持の経済的基礎を形造る「共益費用」として
の性格を有している。かかる共益費用としての租税徴収の確保の要請は、伝統的に租税の
優先徴収権確保の論拠とされてきたところでもある。第二に租税の「優先控除性」がある。
租税は所得の発生そのものの基礎となる国家活動の費用であり、法律の定めるところに従
い、課税要件の充足によって成立するものである。所得の発生等があれば、その所得のう
ちには、税金の引き当て部分が含まれており、納税義務者と取引をしようとする者は、納
付すべき租税を控除した後の残余の財産からのみその債権の満足を受けるべきものである
といえる。これは、担保物権が設定された場合、債務者の総財産の中から担保権者の権利
の価値を控除したものが債務者に帰属するとの考え方と同旨であるともいえる。第三に租
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税の「無選択性」があげられる。私債権は原則として当事者間の契約によって成立するが、
租税債権は、法定の課税要件の充足によって成立することは、前述したとおりである。私
債権の場合には、債務者の選定、債権金額の範囲について債権者が自由に選択できるだけ
でなく、担保権の設定も可能である。しかし、租税の場合には、こうした自由はなく、私
債権者に比し、相当に不利な立場にあるといえ、この私債権者の有利な立場に近づけるた
めにも、優先徴収権が確保される必要があるとされる。理論的には、私債権同様、租税に
ついても抵当権の仮登記等によって、租税債権を担保することも可能ではある。しかしな
がら、現実的な問題として、毎年大量に発生する納税義務者のすべてについて一律に抵当
権の仮登記を行うことは、税務及び登記の行政上の煩に耐えず、また、一般の経済活動を
害することも著しい。租税徴収の制度は、こうした「租税担保の特異性」に鑑み、大半の
納税義務者が税金を自主的に納付することを前提として、例外的に滞納となった納税義務
者につき税金を徴収する場合に限り、予め当該滞納税金について抵当権の仮登記がされて
いる場合と同様に一定期間遡及することとしたものであるといえる。さらに、租税債権は、
法定の要件によって、当然に成立・確定し、租税の発生の予測は、理論的には相当程度可
能であって、私債権のような任意の意思の介在が許されないものであることから、その公
示の方式を私債権と同一の基盤において求めることは適当でなく、また必要ではないとい
う「租税の公示性」という性質も、租税債権の特殊性の一つである。そのほか、租税債権
は、私債権のような直接的な反対給付を前提として成立するものではなく、直接的にはな
んらの対価関係を有していないという「租税の無対価性」が、大きな特徴としてあげられ
る。直接的な反対給付を有するものに比べた場合、当然、債務の履行の意思も弱いものと
なる可能性が高く、「優先徴収権」という形で債権が保護されるべき必要があることになる。 
これに対し、法務省民事局は「たまたま
．．．．
その滞納者に対する債権を有する私債権者だけ
の犠牲において税が徴収されるということはおかしい、『共益費用』ということからは、租
税債権が私債権に当然優先すべきであるということにはならない」として、大蔵省意見を
批判している。しかしながら、大蔵省意見は、調査会委員からは次のように評価され、民
事局側の反対意見が調査会での支持を得ることはなかった。 
まず、我妻博士は、「『共益費用』という民法その他の法律で使われている概念は、ここ
では必ずしも同じ意義を有するものではない」ことを指摘された上で（注 12）、結局のとこ
ろ「租税を取らなくては国が困るということが、一番基礎にあるんですよ。それが選択で
なしに、みんなにかかってくる。それから一番先にいわれたように、もう一つ前に、租税
をとらなければ国家がもたぬということはあるんですよ」として、上記大蔵省意見に示さ
れた「租税債権の特殊性」を論拠として、租税債権の優先性を認めることの合理性を支持
する立場を取っている。同様に鈴木竹男教授も、租税の「無選択性」を強調し、私債権者
は「たまたま
．．．．
」ではなく、自己の選択に基づき取引を行っているという点で租税債権とは
その前提を異にするものであるとする。さらに田中二郎教授も、６つの観点からの租税債
権の特殊性の分析について、「その一つ一つの点は、言葉も熟していませんし、説明も決し
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てうまい説明ではないので、ちょっとこじつけのようなところがある」としながらも、「し
かしその根本には・・・租税債権というものを私債権と同じに扱ったのでは取れない、だ
から何か特別のものとして扱わなければならないという気持・・・それをしいて説明すれ
ばこういうことになる」と評して上記大蔵省意見を支持し、民事局からの強硬な反対意見
にもかかわらず、調査会は租税の原則的な優先権を認める方向で一致をみている（注 13）。 
以上のとおり、租税債権の一般的な優先性は、徴税実務に携わる大蔵省側の提示した「債
権としての特殊性」という新たな観点から、昭和 34 年改正法においてもひとまず承認され
ることとなったわけであるが、調査会はここで次の問題に直面することになる。すなわち、
担保付の私債権との関係でも、このような租税債権の「公示なき優先」を承認すべきか、
承認するとした場合、公示に準じた合理的な基準をどこに求めるべきかという問題である。
調査会における審議の第二の山場となる担保付債権との調整の問題について、見ていくこ
ととする。 
 
第 2 款 担保付債権と租税債権との競合 
１ 租税債権と公示 
 租税債権との優劣を調整するための基準を策定するにあたり、最大の論点となったのが
「公示」の問題であった。一般に、公示は、その権利関係を明確に表示することで取引の
安全に資するものであるとともに、競合債権者間での優先順位を明確に決する基準となる
ものであり、信用取引の発展に重要な役割を果たしている。これに対して、租税債権は上
述したとおり、法定の要件によって当然に成立・確定し、その発生の予測は、理論的には
相当程度可能であることから、その公示の方式を私債権と同一の基盤において求めること
は適当でなく、また必要ではないという特性を有している（「租税債権の公示性」）（注 14）。
しかしながら、租税債権の「公示なき優先」が、公示制度を基盤とした信用取引に与える
影響は決して小さいものではなかったことは、滞納が極めて稀であった戦前においても既
に実務上の弊害が指摘されていた点からも明らかである（注 15）。したがって、私債権に対
する租税債権の原則的・一般的な優先性を肯定するとしても、担保権の意義や機能そのも
のをも否定するような租税債権の遡及的な優先を認める旧法の規定については、なんらか
の改正を図る必要があったことは論をまたない。 
 調査会は当初、租税債権についても、私債権と同様の方法で公示を確保することとし、
納税者の資産上に租税債権のための抵当権等を設定するといった方法を検討している。し
かしながら、①租税債権は、そもそもの発生の形態が一般債権とは著しく異なり、法定の
要件の充足によって自動的・大量回帰的に発生するものであることに加え、発生後滞納に
至るまでの段階にも法定の要件があることから、あらかじめ発生の段階で債権を保全する
ことは困難であること、②仮に課税の原因が生ずる期間に、その後に発生が予測される租
税債権を担保するために確実な方法を求めると、かえって、それは今の 1 年遡及の原則よ
りも取引安全には大きな影響を与えかねないことや（注 16）、租税債権が法定の要件によっ
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て一律に課税されるものであり、その発生の予測可能性はこれによって確保されうるもの
であること（注 17）を確認した結果、大蔵省意見の掲げる６つの租税債権の特殊性のうちの
「租税債権の公示性」という特質が調査会の理解を得る。最終的には、私債権と同様の形
での「公示」手段を講じることを租税債権にも求めることは、理論上はともかく、事実上
は不可能であるということで調査会の意見は一致し、こうした租税債権の公示に関する特
．
殊性を考慮した
．．．．．．．
上で
．．
、その優先の基準時をいつとするか、という点が改正審議における次
の争点となっていく。 
 
２ 租税債権発生の予測可能時期 
 念のため旧法の規定を確認しておくと、旧法では、租税債権の優先を原則とし、その例
外は「納期限の一箇年前に設定された質権または抵当権」のみを例外とする旨が定められ
ていた（旧法 3 条）。既に述べたとおり、この規定は、立法当時の租税収入の大半を占め、
納期限の 1 年前にその税額が確定的なものとなる酒税を前提としたものであり、納期限と
租税債権の確定が同時である所得税を中心とした税制に移行した後も、租税債権の優先の
基準時を所得の発生に伴って租税債権が潜在的に発生する時点まで遡及させることで、徴
税回避に対抗するという機能も担っていたとされる（第 1 節第 1 款参照）。しかし、租税の
原則的な優先はともかく、このような遡及的な優先が、正常な取引活動にも深刻な影響を
及ぼすことを容認することはできないというのが調査会の一致した見解であった。 
 いわゆる「公示なき優先」の最大の問題点は、私債権者の側の「予測可能性」という点
にある。抵当権設定時の債務者の資金状況について、債権者側が事前にこれを確認すべき
であることは、信用取引の性質上、いわば当然であって、私債権のような形での公示はな
くとも、取引先が既に負担している租税債務の有無については、決算資料等からも把握は
可能であるし、その確認を怠った場合には、その債権の回収が困難となったとしても、著
しく不当であるとはいえない。これに対し、設定時ではなく、その 1 年後の資金難や租税
滞納の発生を予め予測することは極めて困難であり、私債権者にその危険を負担させるこ
とは相当ではない。そして、旧法の下で、特に大きな批判の対象となったのが、担保権の
設定後、その財産が滞納者に譲渡された場合の租税債権の優先の問題である（注 18）。抵当
権の設定された不動産が譲渡されたが、たまたまその譲受人が、抵当権の設定時期から 1
年以内の納期限の国税を滞納していたという場合、抵当権者は設定者の滞納発生について
予期することは可能であるかもしれないが、設定者が抵当権の設定された物件を譲渡し、
その譲受人の滞納によって租税債権が優先するという事態を予期することは不可能である。
旧法は、このような場合にもなんらの調整規定も用意していなかった。このことは大きな
議論となり、当時の最高裁も、「（旧法 3 条は）抵当権設定時における抵当権者と設定者と
の関係を基本とし、設定者の納税義務を基準として考える趣旨の下に設けられた規定であ」
り、「抵当不動産の譲受人に対する譲受前に納期の到来した国税債権は抵当権に優先しない
と解すべきである」とし、設定後の譲渡によって租税債権の優先が生じたような場合には、
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租税債権の優先は認められないとの判断を下している（注 19）。 
こうした問題点を考慮した結果、最終的に採用されたのは、租税債権の発生が可能とな
り、私債権者の予測可能性が確保されうる「法定納期限等」を基準として、担保付債権と
の優劣を調整する方法であった。現行の国税徴収法の定める「法定納期限等」の内容は次
のようなものである。まず、法定納期限とは、「所得税法その他の国税に関する法律の規定
により国税を納付すべき本来の期限等」（2 条 10 号）であり、原則として、担保権者はこの
時点で租税債権の成立を予測できることになる。但し、法定納期限後に所得税等の更正決
定を受けた場合等、法定納期限（申告時点）においても質権者が国税の発生を予測できな
い場合がある。反対に法定納期限前に繰上請求（国税通則法 38 条 1 項）がされたような場
合には、法定納期限前にその発生を予測することができる。そこで、法定納期限前におい
て既に第三者が国税の存在を知りうるもの（徴収法 15 条 1 項 2-5 号）と、法定納期限後、
その告知等があってはじめて第三者が国税の存在を知りうるもの（徴収法 15 条 1 項 1 号、
5 号の 2 及び 6-9 号）については、本来の「法定納期限」ではなく、その存在を知りうる時
点を国税との優劣を決すべき「法定納期限等」として（徴収法 15 条 1 項）、担保権者との
優劣を決することとしているのである。 
さらに、担保権設定後にその財産に譲渡等があったような場合についても、担保権者の
権利を保護するための規定が設けられた。すなわち、納税者が質権又は抵当権の設定され
ている財産を譲り受けたときは、法定納期限等の先後を問わず、譲受人である納税者の国
税は、その質権または抵当権に常に劣後することが明文で定められたのである（徴収法 17
条）。また、租税債権に対する優先を主張する手段についても、公正証書以外に確定日付あ
る通知等、実務上の対抗要件具備に準じた方法を認めることとしたほか（注 20）、留置権・
先取特権については、民事執行手続きにおける留置権の強い担保的機能に鑑み、国税の強
制換価手続きにおいても、留置権に優先配当を認めること（徴収法 21 条）や、抵当権・質
権に常に優先する先取特権について法定納期限等及び差押の先後を問わず常に国税に優先
すること（徴収法 19 条）が規定された。 
一方、根質・根抵当については、租税債権との関係では、その限度額を制限することが
検討された。これに対し「根抵当の性質から言って、極度額の範囲はやはり担保されるの
が根抵当の本来の趣旨なので、強制執行、一般の私債権に対する関係では、最後の配当の
ときまで発生したものは、極度額の範囲内でそれぞれ担保されるのが根抵当の本来なので、
税が特別のことをされるのはおかしい」との強い反対意見を主張したのが民事局であった
（注 21）。このような反対意見の根底には、根抵当権の性質上、極度額の範囲内では絶対的
．．．
な優先が
．．．．
確保されるべきものであって、そもそも租税債権に対する関係での優劣の「調整」
の対象とはならないはずである、との考え方があるとみることができる（注 22）。しかしな
がら、昭和 34 年改正法は、予測可能性を基準として、法定納期限等以前に設定された担保
権を保護する一方、それ以外の場合には租税の原則的な優先を認めるという形で両者の優
劣の調整を図るものとしており、この考え方からすれば「予測可能となった時点で、どれ
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だけの保護すべき債権があったか」という点が問題となる。私債権については、根抵当権
の設定の有無やその極度額等の公示があれば、その公示を自己の債権保全の判断基準とし
て取引の開始または続行を判断するという選択も可能であるところ、租税債権の場合には
そのような選択性はない（「租税債権の無選択性」）（注 23）。昭和 34 年改正法のとる立場か
らすれば、差押処分によって滞納額を認識した後も、自己の選択によって
．．．．．．．．．
追加融資を行っ
た根抵当権者に極度額の範囲まで優先を認めるべき根拠は乏しい、ということになるので
ある（注 24）。こうした観点から、最終的には、「根質又は根抵当が租税に優先する場合にお
いて、これらの租税債権によって担保される債権が租税に優先する範囲は、滞納処分によ
る差押その他強制換価手続開始時に現存している債権額を限度とするほか、根抵当等の極
度額を増額するための変更登記をした場合には、その増額部分の根抵当等は、租税との関
係において新たに設定したものとみなしてその優先順位を定めるべきであるとの意見が調
査会で承認され、現行 18 条として立法化されるに至っている（注 25）。 
 
３ 徴税確保の要請との調整策 
法定納期限等を基準とした現行徴収法による法定担保権との調整の規定は、旧法の下で
生じていた問題を解消するものであり、これまで租税債権の優先が認められていた多くの
場面で、私債権者と租税債権の優先順位を逆転させた。このことは私法秩序の維持という
側面からは評価することができるものである。しかし一方で、上述した租税債権の特殊性
を考慮した場合、その優先が制限されることが徴税における大きな障害となることは容易
に想定される。また、旧法の定める広範な優先権は、徴税回避手段への対抗策としての意
義を有していたことが認められ、この点から、徴税当局からは旧法３条を維持する主張が
されていたことは前述したとおりである。この問題について調査会は、担保付債権者に対
する租税債権の優先そのものに疑問を呈し、徴税当局と完全に対立する姿勢を示していた
民事局側の次のような意見の中に、思いがけず「解決策」を見出す。「租税が私債権と発生
原因も違い、性質も違うということは少しも否定していない。私債権と並べなくちゃなら
ぬという観念論をやっているわけではない。要するに滞納者以外の財産が滞納者の租税の
ために害されるということは公平ではないということを申し上げているのです。ですから、
それが避けられるならば、租税は優先だという条文をお書きになっても一向差し支えな
い。・・・必ずしも租税優先だというので担保物権まで否定するという優先的地位を租税に
与えるという従来の立場にとらわれないで、もっと担保物権というものを尊重する立場に
立った場合に、租税回避防止の措置を講ずることによって国の財政を維持することができ
ないものかというところを研究してみたらどうか。」（注 26） 
民事局側の発言が「納税者の財産上に公示された担保物権その他第三者の権利が設定さ
れている場合には、その財産というものは、形式上、納税義務者や債務者の所有に属して
いても、その実質的な価値は、納税義務者に帰属している権利の価値を除外したものであ
るはずである。一般の債権にしろ、租税債権にしろ、実質的に納税義務者あるいは債務者
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に帰属する財産価値から満足を受けるべきで、それ以外のものから満足を受けるというこ
とはできないのが当たり前ではないか。」という立場から、租税債権の優先性は積極的に承
認されうるものではない（むしろ、制限を設けるべきである）ことを強調する趣旨のもの
であったことは、「もっと担保物権というものを尊重する立場に立った場合に・・・」とい
う表現からも明らかである。しかしながら、結果的には「滞納者以外の第三者の犠牲にお
いて徴税を確保し正常な私法取引を阻害するのではなく、本来の滞納者自身の納税責任を
厳格に追及せよ」との民事局の意見は、恐らくは発言者である民事局自身の意図をはるか
に超え、私法秩序の維持と徴税確保という相反する二つの要請をいかに調整させるべきか
という難問の答えとして、徴収法改正の方向性を決定づけていく（注 27）。そして、最終的
には、昭和 34 年改正法は「滞納者以外の第三者」の犠牲による徴税の影響を最小限のもの
とするため、租税債権の原則的な優先を担保付私債権との関係では大幅に後退させる一方、
「本来の納税義務者」への厳格な追及手段として、徴税回避に対する措置を別途講じるこ
とで、徴税確保の要請に応えるという形でその調整を図ることを選択するのである。 
例えば、前述した担保権設定後の譲渡の事例において、法定納期限等に後れる質権・抵
当権の設定された納税者の財産が譲渡された場合、旧法の規定では逆に本来行使しえたは
ずの優先権が行使できなくなることはもちろん、納税者の資産の散逸によって徴税は著し
く困難なものとなるという問題が生じてしまう。これに対し、昭和 34 年改正法は、「納税
者が他に国税に充てるべき十分な財産がな」く、「納税者の財産につき滞納処分を実行して
もなおその国税に不足すると認められるときに限り」、譲渡された財産の強制換価手続きに
おいて、その質権または抵当権によって担保される債権につき配当をうけるべき金額のう
ちから徴収することができることを規定している（法 22 条 1 項）。これは、譲渡人の国税
の徴収のために法定の転抵当を設定するという構成であって、譲渡人の税金は、本来国税
に劣後していた抵当権が配当をうけるべき金額の中から徴収することができるだけで、譲
受人にも、譲受後の後順位抵当権にも、何等の影響を与えない。また、抵当権者が、その
目的財産の譲渡によって「不当な利益も不利益も受けさせない」ような措置をすることに
よって、抵当権者が意識的に抵当権付財産の譲渡を行い、国税の優先徴収権を回避するこ
とを防止できるという効果もある。こうした、いわゆる納税義務の拡張措置は、昭和 26 年
の改正の段階でも、既にいくつかの規定が創設されていたわけだが（第 1 節第 3 款参照）、
昭和 34 年改正法では、「滞納者以外の第三者の犠牲において徴税を確保するのではなく、
本来の滞納者自身の納税責任を厳格に追及すべきである」との観点から、担保付私債権と
の関係では租税債権の優先を大きく後退させることといわば表裏一体をなす徴税確保のた
めの制度として、重要な役割を担うこととなった。 
改正審議ではさらに、譲渡担保や仮登記といった、いわゆる非典型担保について、その
法的構成に議論はあるものの、事実上、法定担保権の代替手段として用いられているにも
かかわらず、旧法の下ではなんらの徴収方途もなく、法定担保との著しい取扱上の不均衡
が生じていたことについても、解決策が議論されていくことになる。この点についても、
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民事局からは「担保権の実行手続面における民事強制執行法の改正の必要性を認めつつも、
租税優先の原則をもった徴収制度が、担保物権の効用を薄弱にしているために、債権者と
しては、譲渡担保等の方法によって、債務者に不利益な債権確保の手段を講ぜざるを得な
いというような羽目に追いやられているのが現状である」とし、法定担保権に対してすら
優先を認めるべきでない租税債権の優先が、そうした租税の不当な優先に対する「苦肉の
策」として講じられている譲渡担保や仮登記担保といった非典型担保に対して認められる
べきではない、との意見が提出されるが、結果的には、民事局側の意向とは相反する方向
へと改正は進んでいく。以下、昭和 34 年改正法における議論の最大の山場となった「譲渡
担保権者の物的納税責任」について、立法時の審議の状況と現行の徴収法 24 条の内容をみ
ていくこととする。 
 
第 3 款 譲渡担保権者に対する物的納税責任の創設 
１ 物的納税責任の必要性 
昭和 34 年改正法は、「租税は租税であるがゆえに当然に私債権に優先する」という旧法
の構造を見直し、「租税はその債権としての特殊性に応じ、必要な限度で私債権に対する優
先が許容されうるにとどまる」との考え方を基本的な前提として、「法定納期限等」を優先
の基準とすることで公示の原則に準じた予測可能性を確保し、その優先を緩和する一方、
徴収回避行為に対しては、優先権の行使を維持するという、いわば二本立ての制度設計を
とっている。そうである以上、租税債権に対する担保権の優先が先取特権や留置権にも拡
大され、法定担保権についての調整規定が整備されたこととあいまって、これまで法定担
保ではないがゆえに、なんらの規制もうけず、しばしば徴収回避の手段としても用いられ
ていた譲渡担保について、法定担保と同一の基準で租税債権との優劣を決する規定を創設
するに至ったことは、昭和 34 年改正法の理念からも、いわば当然の流れであったともいえ
る（注 28）。しかしながら、その担保としての実質を捉え、租税債権に対する関係では譲渡
担保を法定担保権と同列に取り扱うという徴収法 24 条の創設をめぐっては、私法上の議論
によって立法的解決を図ろうとしている譲渡担保の法的構成については、徴収法がこれに
先行して立法を行うことは妥当ではないとの見解も示され、答申後もなお、その立法の妥
当性をめぐる議論は続いた。 
答申が行われた昭和 34年当時の譲渡担保をめぐる学説の議論の詳細は後述することとす
るが（第 3 章第 1 節）、徴収法 24 条の創設への反対意見が指摘していた問題点は、概ね次
のようなものであった。 
①譲渡担保については、当事者の内部関係において所有権が債務者に留保されているか
否かにかかわらず、対外的には所有権は債権者に帰属するものであり、債務者の一般債権
者が目的物上に執行するときは譲渡担保権者は異議の訴えによってこの執行を排除するこ
とができるものとするのが判例・通説である。破産法（旧）88 条もこの判例と呼応して、
債権者が破産するときは目的物は破産財団を構成するものとして債務者の取戻権を否認す
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る旨を定めている。②譲渡担保の法律構成は「信託的譲渡」として解すべきところ、担保
物権との権衡を問題とするよりは、むしろ「売買」との権衡を考えるべきであり、法定納
期限等の前後を問わず、租税債権者は売買によって所有権が移転した譲渡担保の目的物に
追及することができないのが相当である。仮にその譲渡が徴税回避を意図したものであっ
たならば、虚偽行為や詐害行為によって租税債権の保護を図るべきであって、徴税回避を
恐れる余り正当な担保手段まで阻害すべきではない。③譲渡担保は、当初、虚偽表示との
批判によってその有効性が争われていたところ、上記判例・学説によって、売買としての
形態を認められるに至った。今日、法定担保制度の不備を補うものとして、その実務上の
要請は極めて高く経済の発展にも大きく寄与しうるものである。そのような実務上の意義
を無視し、徴収法によって譲渡担保に新たな規制を設けることは、租税によってその発展
の萌芽が摘み取られるに等しい（注 29）。 
以上が、譲渡担保と租税の優劣について、法定担保に準じた基準を採用することへの反
対説の主な論点である。反対説は、必ずしも譲渡担保についての立法整備の必要性自体を
否定するものではないが、あくまで私法の体系の中で立法ないし解釈による補正が行われ
るのをまって、その上に租税制度を構築すべきであることを主張する（注 30）。  
しかしながら、昭和 34 年改正法は、「租税債権の特殊性」という観点から、租税の優先
性については、これまでのような包括的な優先権として位置付けるのではなく、明確かつ
合理的なルールを定めることで、「租税であるがゆえに当然に優先する（あるいは優先すべ
き必然性がある）」という旧法のドグマからの脱却を図る、という方向をその出発点におい
て選択したのであり、租税債権の性質上、必要な範囲で徴税確保のための合理的なルール
を明文化することは、昭和 34 年改正法のとる立場からは、何ら否定すべきものではないと
いうことになる。さらに、次のような点も、その立法の必要性の根拠として挙げられてい
る（注 31）。①民法の条文に規定されている担保権が租税債権の優先によって一定の場合に
負けるというにもかかわらず、たまたま形式的に民法の上になく判例法上発達した制度の
方が租税に優先するというのは権衡がとれない。②譲渡担保は、それが動産であるときは、
公示の手続きを欠き、特に滞納処分の回避の手段として用いられやすく、かつ詐害行為の
立証も困難であるので、画一的にこれを処理する必要がある。③商法 33 条の規定により商
人の作成すべき貸借対照表においても、債務者の財産として、その者につき減価償却の取
り扱いをしているのが一般的な慣習となっている。そのほか、課税における実質課税の原
則との整合性という点についても根拠として主張されている。 
 
２ 立法上の問題点 
以上みてきたとおり、昭和 34 年改正法の立場からすれば、譲渡担保権者との優劣決定の
基準の明文化自体はむしろ積極的に肯定されうるものであったわけだが、立法を許容した
場合の問題点として、⑴ 譲渡担保権者と譲渡担保設定者との二重の滞納処分の可否、⑵ 
譲渡担保権者の納税責任の法的構成とその範囲、⑶譲渡担保設定の事実の証明手段、とい
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った点が指摘されるに至り、具体的な条文構成をめぐる議論が展開していく（注 32）。 
 
⑴ 二重の滞納処分の可否 
まず、譲渡担保権者と譲渡担保設定者との二重処分の問題であるが、この問題は、譲渡
担保のヌエ的な側面を最もよく示すものであるといえる。すなわち、上記反対説が主張す
るとおり、譲渡担保は、所有権その他財産権そのものの移転によって債権担保の経済目的
を達しようとする制度の一つであって、譲渡担保権者は移転を受けた権利を担保の目的に
のみ行使すべき目的を負うものではあるが、移転を受けた権利は、質権、抵当権のような
制限物権ではなく「財産権」自体であるから、担保設定者には、債務の弁済を条件とする
返還請求権がその責任財産として残存するにすぎないのであって、このことは、譲渡担保
が清算的なものであっても流質的なものであっても異なるところはない。したがって、当
事者間の「内部関係」についてどのような法的構成をとるにせよ、当該財産権は少なくと
も外形上は譲渡担保権者に移転しているわけであるから、譲渡担保権者自身が滞納をした
場合、譲渡担保権者の財産として差し押さえることが可能である。これは、譲渡担保財産
の所有権が譲渡担保権者に移転されている以上、当然の帰結であるわけだが、それにもか
かわらず、徴収法が譲渡担保設定者の財産としての追及をも認める規定を置くとすれば、
譲渡担保財産について、譲渡担保権者と譲渡担保設定者の両方の財産としての二重に徴税
の目的財産とすることができることになる。そのため、設定者と譲渡担保権者、いずれの
国税によっても追求は可能であるとの立場をとるのか、あるいはいずれか一方のみを真実
の所有者として追究する構成をとるのか、仮にいずれの国税でも追及可能であるとした場
合、譲渡担保権者自身が滞納した場合、当該財産を差し押さえた徴税機関はそこからいく
ら徴収できるのか、また、担保権者の債権者がこの担保物を差し押さえた場合、交付要求
した徴税機関はいくら租税をとれるのか、といった点が大きな論点となったのである（注 33）。 
調査会は、譲渡担保についての解釈の相違による２つの立場として、「譲渡担保は、すべ
て所有権の移転を伴うから、譲渡人の滞納によりこれを差し押さえることができないので、
租税の優先権は働かない、但し、譲受人の滞納の場合には、これを差し押さえることがで
きる。」とする甲説と「譲渡担保の実質は、担保権でもあり、所有権の移転はその手段にす
ぎないから、すくなくとも清算的譲渡担保については、譲渡人の滞納によりこれを差し押
さえることができ、従って租税の優先権の対象となる。」とする乙説という 2 つの見解につ
いて検討している（注 34）。 
甲説は、いわゆる「所有権的構成」をとるものであり、旧法の基本通達も通説であった
甲説の立場をとっていた。これに対し、乙説は、「所有権の移転はその手段にすぎない」と
いう譲渡担保の「実質的な機能」を重視するものであり、昭和 34 年改正法の原案となった
ものである。もちろん、譲渡担保設定者と譲渡担保権者のいずれの租税債権でも追及可能
であるとの解釈が国税にとっては最も有利であろうとの指摘もありうるわけだが（注 35）、
これについて吉国幹事は次のように述べ、譲渡担保権者の財産として滞納処分を認めるこ
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とは、徴税上、必ずしも重要な問題ではないとする。「ただいまの実際から申しますと、担
保権者の方は大体滞納することは少ないのです。設定者の方が滞納する場合が多いもので
すから、甲説だと今の解釈は実は損しているわけなのです。できれば乙説でやった方が徴
収上は実際には適するわけです。ただしかし所有権が移転しているということで、現在の
解釈としては民法の通説に従いまして甲説をとっているわけであります。」（注 36）すなわ
ち、譲渡担保権者は質権者・抵当権者同様、金融機関など貸金債権を有する債権者であっ
て、資金力の差という点からみても、譲渡担保設定者に比して租税滞納や徴税困難の問題
が生じる可能性は圧倒的に低い。立法当時、租税との競合がしばしば問題になったとされ
ている動産の譲渡担保の場合、唯一の資産である事業用動産を譲渡の目的物として資金提
供を受けているのが一般的であって、譲渡担保財産へ追及の可否によって、徴税の可否も
左右されてしまうことになる。仮に当事者間では担保を目的としたものであり、譲渡の対
価に相当するだけの資金の授受がなかったとしても、ひとたび担保権者への所有権移転が
されてしまえば、対外的には後発の競合債権者を完全に排除することが可能であり、租税
債権者も例外ではない。譲渡担保が金融の手段として用いられていることに鑑みれば、譲
渡担保権者と譲渡担保設定者との差異についての吉国幹事の発言は、譲渡担保の現実的な
問題の所在を明確に示すものであるといえる。さらに、改正審議では譲渡担保による徴税
困難の実例がしばしば紹介されており、譲渡担保による徴税困難の実態や実務に裏付けら
れた具体的な問題点の指摘が、乙説の重要な説得材料となったことはいうまでもない（注 37）。 
 
⑵ 譲渡担保権者の納税責任の法的構成とその範囲 
 譲渡担保権者の納税責任の法的構成に関し、現行の徴収法 24 条は「物的納税責任」とい
う構成をとっているわけであるが、改正審議においては、この納税責任の内容を「第二次
納税義務」とし、国税徴収法上の「滞納者」として納税責任を追及するのか、あるいは譲
渡担保権者があくまで「担保権者」であることに鑑みて、担保財産のうち国税に劣後する
範囲で納税責任を負うものとするのかという点が大きな争点となった。 
 譲渡担保権者の納税責任について、当初示された案は、「譲渡担保（売渡担保を含む、以
下同じ。）が納税者の財産上に設定されている場合には、譲渡担保権者に対して譲受財産を
限度として、納税者の滞納国税につき第二次納税義務を負わせるものとする。但し、譲渡
担保が第一に掲げる一定期限等に設定されている場合には、当該譲受財産によって担保さ
れている債権額を控除した残余分に相当する当該財産を限度とするものとする。」（注 38）と
いうものであり、「第二次納税義務」としての追及という構成をとっている。確かに、譲渡
担保権者への所有権移転を認めた上で第二次納税義務者として、滞納処分を執行するとい
う構成は、通説・判例のとる所有権的構成と整合的ではあるが（注 39）、譲渡担保財産上で
国税の優先徴収権に劣後する範囲で納税責任を負担することになる譲渡担保権者は、いわ
ば「劣後債権者」なのであって、「第二次納税義務」のカテゴリーに入れることに対しては、
強い反対意見があった。 
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「第二次納税義務」とは、本来の納税義務者から、その納付すべき国税の全額を徴収す
ることができないと認められる場合に、無限責任社員、清算人、同族会社、実質課税の場
合の収益の法律上の帰属者、共同的な事業者たる親族、事業を譲り受け特殊関係者その他
その納税義務者と資産の処理、所得の帰属について特別の関係がある特定の者に対し、受
けた利益の限度その他一定の限度において、第二次的な納税義務を負わせる制度である（注
40）。つまり、第二次納税義務の制度は、滞納者と実質的には同一、あるいは、同じ側に立
つ者に対して賦課するものであるところ、あくまで担保を目的として滞納者の資産の移転
を受けている債権者の場合には滞納者と経済的な同一性を有するとはいえないし、仮に滞
納者の親族や共同事業者等、いわゆる税法上の「特殊関係者」と同じ立場で、納税義務を
怠った滞納者の納税責任を債権者が負うものとすれば、債権者の側の信用が著しく害され
ることにもなりかねない（注 41）。こうした点を考慮した結果、「租税優先権に関する仮決定
案」は次のような構成を採用するに至っている。 
１「譲渡担保の設定者が滞納した場合においては、譲渡担保権者は、設定者の滞納国税
につき、質権又は抵当権の場合と同様の条件及び証明方法により物的納付責任を負う」 
２「譲渡担保権者の所有する担保財産は、１に掲げる物的納付責任に基き、直接差し押
えるものとする。但し、設定者の財産として差し押さえた後、担保財産であることが
明らかとなった場合においては、当該差押は、差押の当初から当該担保財産に対して
行われたものとみなすものとする。」 
すなわち、譲渡担保権の納税責任を「物的納付責任」と定義し、上述した第二次納税義 
務者とは異なる立場にあるということを明確にした上で、譲渡担保財産についても直接差
押えることができるとの構成をとったのである。また、「設定者の財産として差し押さえた
後、担保財産であることが明らかとなった場合」について、財産の帰属が設定者のままで
あるとした当初の差押を維持する旨の定めを置くことの趣旨は、当時の譲渡担保の中心が
動産であって、占有改定などの方法で譲渡が行われていた場合、その帰属が必ずしも明ら
かではないことを考慮したものであり（注 42）、その後の要綱試案でも、この考え方が維持
されている（注 43）。 
試案は、「譲渡担保財産が前条の納税者によりその徴収されるべき国税及びその滞納処分
費の法定納期限前に譲渡担保権者に対し譲渡されている場合には、その国税及び滞納処分
費は、その財産の換価代金につき、その譲渡担保財産により担保される債権についで徴収
する。」として、譲渡担保についても法定担保権と同様に法定納期限等との先後を基準とし
て、租税債権の優先範囲が画定される旨を定めているわけだが、後述するとおり、譲渡担
保実務では、公正証書の作成を省くのが通常であり、対抗要件の具備方法についても議論
のある譲渡担保について、法定担保権と同一の基準で取り扱うことは、所有権的構成をと
る通説判例はもちろん、金融実務とも乖離するものであるとの問題点が指摘されるに至り、
私法上の財産権の移転の事実と矛盾しない解釈、いいかえれば、通説・判例のとる「所有
権的構成」との整合性を維持することが可能である二次義務的構成に再び意見が傾き、「譲
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渡担保と租税に関する第二次案」として、次のような２つの案が提示される。 
第 1 案：「経済的な実態と法律上の形式がかい離する譲渡担保の本質からいって、この経
済的実態に即した法律構成をとろうとする限り、一般私法上の取扱いと矛盾を生じ、
複雑な調整を要することは避けられない。従って、この矛盾を回避しつつ、譲渡担保
の経済的実態に即した責任を求めるためには、法律形式は一般私法のそれに則りなが
ら、次のように第二次納税義務の形式により、その調整を図ることが考えられる。  
１ 譲渡担保権者に譲渡担保設定者の租税につき、次の各号により計算した額を限度
として、その担保の目的となっている財産をもって、第二次納税義務を負う。 
⑴ 譲渡担保権がその設定者の租税の法定納期限前に設定されたものであるときは、
その財産の価額から譲渡担保の被担保債権額を控除した額（優先抵当権と同様な
取扱） 
⑵ 譲渡担保権がその設定者の租税の法定納期限後に設定されたものであるときは、
その財産の価額（劣後抵当権等と同様な取扱） 
注１ 上記財産の価額は、第二次納税義務を課す際の財産の時価により、控除さ
れる被担保債権額は、その際における被担保債権額を限度とする。 
注２ 上記⑴または⑵の場合において、その財産上に租税に優先する担保権があ
るときは、財産の価額は、その担保権の被担保債権額を控除した金額とする。 
２ 譲渡担保権者は、第二次納税義務にかかる租税の納付期限までに第二次納税義務、
被担保債権の清算のためにその財産を換価すべきことを申し立てることができる。
但し、その財産につき、滞納処分、強制執行等の強制換価手続が開始されていると
きは、この限りでない。」 
第 2 案：「譲渡担保財産は、経済的実質において、その被担保債権額を限度として譲渡担
保権者に帰属し、じ余の部分は譲渡担保設定者に帰属している点に着目して、租税と
の関係においては、両者の滞納税額につき、それぞれ上記の財産価値を限度として徴
収することができるものとする。（したがって、試案と異り、譲渡担保権者の租税の徴
収に当っても、その被担保債額の限度においてのみ徴収できるに止まる。 
注 この案による場合には、譲渡担保財産の私法上の帰属関係が実体法的にその経済
価値に制約されることとなる。したがって、譲渡担保財産につき譲渡担保権者が設定
した抵当権による競売が開始された場合において、その担保権者の租税を交付要求し
たときは、たとえ租税が抵当権に優先していても、租税の優先権を行使する範囲が上
記により限定され、抵当権については、租税の優先権の影響を受けない部分が生ずる
こととなる。また、譲渡担保財産につき譲渡担保権者が質権又は抵当権を設定した場
合には、譲渡担保設定者の租税はこれらの担保権には優先しないこととする。この場
合には、譲渡担保設定者の租税につき、これらの担保権の設定がなかったときにおい
て徴収することができる金額を限度として、譲渡担保権者の一般財産にして第二次納
税義務を課する）」 
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しかしながら、第 1 案のとる二次義務的構成に対しては、第二次納税責任を賦課される
金融機関等の譲渡担保権者側の信用力低下などの面で問題が生じることへの懸念のほか、
「担保財産」であることを前提として、法定納期限等に劣後する範囲で、滞納処分の目的
とすることを認めるという譲渡担保財産への追及の趣旨とも本質的にそぐわないものであ
るとの反対意見が根強く（注 44）、最終的に採用されたのは、第 2 案の方であった。第 2 案
に基づいて作成された要綱試案は、「徴収機関は、譲渡担保設定者の財産から租税を徴収す
ることができない場合に限り、譲渡担保権者に、譲渡担保設定者の租税につき、その担保
財産を限度として、物的納税責任を負わせることができる。但し譲渡担保権がその設定者
の租税の一定期限前に設定されたものであるときは、その財産の価額から譲渡担保の被担
保債権額を控除した金額を限度とする。この証明方法については質権の場合に準ずる。」（注
45）というものであり、滞納者の財産からの徴収不足を要件とする物的納税責任により、譲
渡担保財産からの徴収が可能となることを明確にしている。 
 
⑶ 譲渡担保設定の事実の証明手段 
 そして、最後に残された問題が、「譲渡担保設定の事実の証明手段」という問題だった。 
調査会は、法定担保権と同様、譲渡担保についても法定納期限との先後で優劣を決すると
の基準を採用するとともに、その証明方法についても、法定担保権に準じた方法を採用す
ることを決めたわけだが、これに対して実務家の側から、次のような問題点が指摘された。
「法定担保権の場合は別として、今度の改正の結果すべて公正証書による証明方法を要求
されるということになると、私債権者の負担が相当重くなる。質権その他すべての約定担
保権を通じて、租税債権者に対抗する場合も、ほかの債権者に対抗するのに必要な要件を
備えれば、それで足るということにしていただきたいと私は考えるのです。・・・たとえば
担保の場合－これは今後どういうことになるかわかりませんけれども、譲渡担保なんかは
安心しておったわけです。こちらに少なくとも占有しているものは押さえられないという
安心があったわけで、その場合だってもうだめだということになる。」（注 46） 
すなわち、実務上は、法定担保権の場合では同一の財産上での競合が起こりうる後続の
利害関係人の発生を所有権ないしは占有の事実によって排除し、それは破産管財人に対し
ても主張できるものとされている、というのが譲渡担保の最大の利点であったところ、「法
定担保権と同様の方法で」優劣を決するというのは、譲渡担保実務にとって相当の違和感
を感じさせるものだったことがこの発言から読み取れる。この問題提起に応え、我妻博士
はここでいう「証明」の方法と第三者対抗要件との差異について、次のような指摘をされ
ている。「第三者対抗要件というのは現在第三者に対抗し得るような状態にあるのですね。
しかしここで要求しているのは、何月何日に第三者対抗要件を備えた完全なものができた
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ということをいいたいようだから、現在第三者対抗要件があるからといって、当事者の申
し出るように何月何日からそうなったんだということの証明にはちょっと困るのですね。
（傍点筆者）」（注 47）また、三ヶ月教授は、「確かに今まで譲渡担保で絶対安心、破産にな
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ったって何になったって、とにかく占有さえ移しておけば大丈夫だという点がありますが、
それはやはり少なくとも公正証書ないし確定日付くらいのところまではやっておかなくて
はならないというふうになることが今度の間接的な違い」であるとし、「（実際に）占有は
向うに移っているというふうな場合に、あといつそれが成立したかということで合わせて
．．．．
一本
．．
になって初めから占有があったということ（傍点筆者）」（注 48）が必要であるとして、
租税に対する関係では、第三者対抗要件とは必ずしも一致するものではない、「完全なもの」
としての証明を要するとの考え方もとりうることを示唆している。 
こうした証明責任を譲渡担保権者に課すことへの違和感の根本には、やはり譲渡担保の
有する多面性、つまり「担保」としての追求に必ずしも馴染まない側面を否定できないこ
とがあったと見るべきである。法定担保ではなく非典型担保を利用することの利点の一つ
が債務不履行時における債権回収の容易さという担保実行の側面にあることはいうまでも
ないが、担保設定の側面でも両者には差異がある。例えば、「株を提供させて、譲渡証書は
書くけれども、名義の書換はしない。配当は本人にとらせるので、ただ元本を担保に使う
だけで、従って名義書換はせず・・（略）・・必要があればいつでも名義書換が請求できる
ように譲渡証書に判だけ押して、日付のところはブランク」のまま、といった方法がとら
れることは、実務上、決して稀有なケースではなく、このような場合に当該譲渡がいつ「完
．
全なもの
．．．．
」（租税債権についても対抗可能なもの）となりうるのかといった点についても議
論を要することが指摘されてはいたものの、結局、調査会の審議の中で十分な議論はされ
ていない（注 49）。 
また、手形の譲渡担保の場合、金融機関の帳簿に譲渡担保である旨が記載され、この記
録だけで決済等の処理が行われるのが通常であり、公正証書の作成が要件となった場合に
は、事務手続きについても、その費用についても、相当な負担となることは容易に想定さ
れる。そこで、租税に優先する担保権であることの証明方法として次のような要綱案が作
成された。「公正証書による証明は、登記または登録されている質権については、登記簿等
によりその事実が確認できるから、この証明を要しないこととし、登記又は登録制度のな
い質権については、取引慣行を尊重して手続きの簡素化を図るため、公正証書のほか、登
記所若しくは公証人役場において日付のある印章が押されている私署証書又は内容証明郵
便によることもできることとするとともに、質権者が金融機関であるときは、徴税機関の
心証を得るに足る内部の帳簿等によることもできることにすべきである。」（注 50）但し、後
段の「質権者が金融機関であるときは、徴税機関の心証を得るに足る内部の帳簿等による
こともできる」との部分については、手形譲渡の実務を想定したものであったが、①金融
機関の帳簿に限って特殊な例外を設けることはおかしい、②「徴税機関の心証を得るに足
りる」ことを実体法規定の要件とした場合、この点が問題となって最終的に裁判所が「徴
税機関の心証を得るに足りるかどうか」を判断するのはおかしいとの反対意見があったこ
とから採用はされず、最終的な法案は次のようなものとなった（注 51）。 
「第 15 条 2 項 前項（法定納期限等以前に設定された質権等の優先）は、登記（登録を
 33 
含む。以下同じ。）をすることができる質権以外の質権については、その質
権者が強制換価手続きにおいて、その執行機関に対し、その設定の事実を
証明した場合に限り適用する。この場合において、有価証券を目的とする
質権以外の質権については、その証明方法は、次に掲げる書類によってし
なければならない。 
一 公正証書 
二 登記所又は公証人役場において日付のある印章が押されている私署証書 
三 郵便法第 63 条（内容証明）の規定により内容証明を受けた証書 
四 民法施行法第 7 条第 1 項において準用する公証人法第 62 条ノ７第 4 項の
規定におり交付を受けた書面 
3項 前項各号の規定により証明された質権は、第1項の規定の適用については、
民法施行法第 5 条（確定日付がある証書）の規定により確定日付があるも
のとされた日に設定されたものとみなす。」 
この規定は徴収法 24 条 6 項（現行 8 項）において、譲渡担保の場合に準用されている（注
52）。しかしながら、譲渡担保の場合、外形上、担保の設定という形をとるものではなく、
あくまで譲渡（売買）の形をとるものであることから、質権等の規定をそのまま準用する
ことが妥当ではないという問題がある。その設定方法としては、①日付等を白紙にした譲
渡証書を作成して差し入れておく方法（包括担保の多くはこうした手法をとる）②譲渡担
保とする旨の意思表示に基づき、当事者の帳簿上の記録でこれを整理しておく方法（金融
機関における手形の譲渡担保）など対抗要件の取得自体を行わないのが通常とされていた
場合も少なくなかったほか、③動産の譲渡担保であれば、占有改定の方法によるなど、対
抗要件を具備していたとしても、担保権者への権利移転（担保設定）の事実が明確ではな
い場合も少なくないというのが実状であった。また、①や②の類型では、履行遅滞が生じ
た場合に、譲渡担保の「実行」として当該証書について確定日付等を取得するなどの措置
を講じるわけだが、それ以前の段階では譲渡の事実についてこれを証明するような書類に
あたるものがないという場合が少なくはないということも指摘されていたところである。
結果的に立法化条文は、上述したとおり「法定納期限以前に譲渡担保財産となっているこ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と
．
」という文言に修正されており、その修正の理由の一つは上記のような譲渡担保の「設
定」方法の特殊性にあるものと推測されるが、例えば集合物の譲渡担保の場合に、どの時
点で「譲渡担保財産となった
．．．．．．．．．．
」と認められるのか、といった点については、この規定から
は何ら明らかではないし、調査会の審議過程からも必ずしも明確ではない（注 53）。 
なお、最終的には、手形の譲渡担保については、譲渡担保財産としての追求の例外とす
ることで決着をみている（第 3 章第 1 節第 2 款）。昭和 34 年当時、手形決済は、わが国に
おける企業間の決済手段の中心に位置付けられるものであったわけだが、手形の譲渡担保
については、手形の占有を移転するほか、金融機関の帳簿上に譲渡担保の設定を記録する
方法が実務においては定着しており、「公正証書」による設定を要するとした場合、その影
 34 
響が相当深刻なものとなることは容易に予測される。こうした点に鑑み、政策上、これを
例外とすることとされたのである。 
そのほか、立法化条文では、次のような点にも修正が加えられている。譲渡担保権者の
「実行」が完了しているとすれば、対外的にはもちろん、設定者と譲渡担保権者との内部
関係においても、既に完全な
．．．
権利移転が行われているということになるから、実行後もな
お所有権の帰属を否認し担保財産として追及することは妥当ではない。譲渡担保の「実行」
が、なんらの執行手続きを要さず、確定的に権利移転を行うことが可能であるということ
は、譲渡担保の最も重要な機能の一つであり、これを否定することは譲渡担保の存在意義
自体を否定するといっても過言ではないだろう。昭和 34 年改正法は、このような場合にま
で物的納税責任の追及を認めるものではない。 
さらに、法定納期限等以前に譲渡担保財産となっており、仮に 1000 万の目的物の価値の
うち、800 万が譲渡担保権者の優先部分、200 万については租税債権の回収にあてることが
できる場合であったとしても、譲渡担保が滞納者の徴税回避の手段として利用されること
を阻止することが立法理由の一つであった以上、法定納期限等以前（潜在的な課税の可能
性としてではなく、課税が現実となった後の具体的な徴税回避の必要性が生じる時点より
も前）に既に譲渡されていたことが認められる場合には、追求の根拠を欠くことになる。
また、優先債権たる被担保債権の額と譲渡担保財産の価値との差額が生じる場合、納税者
は精算金の支払請求権を取得するから、当該請求権を債権として差し押さえることで徴税
を図ることも可能である。立法化条文は、こうした点を考慮して、法定納期限等以前の譲
渡担保の場合には一律に物的納税責任を負わないものとすることとしている（徴収法 24 条
6 項（現行 8 項））。 
なお、設定者の国税と担保権者の国税が競合したときの優先順位については、抵当権設
定者の国税と抵当権者の国税との関係に準じて処理すべきものとされている（答申第二の
三の一（注 54）、施行令９条）。 
 以上のような立法経緯を踏まえ、以下、現行徴収法 24 条の規定をみていくこととする 
 
注１ 金子（2005）・26 頁 
注２ 租税債務は課税要件の充足と同時に成立するという独租税通則法 38 条の考え方に基づくものであ
り、この考え方は、その後、我が国の国税通則法 15 条 2 項にも採用されているところである。 
注３ 伊地知大介「租税債務関係説に関する一考察」税法学 167 号 1-7 頁、168 号 29-34 頁（1964）ほ    
   か 
注４ 佐藤（2002）・8 頁 
注 5 我妻（1967）・11 頁以下 
注６ 我妻（1967）・3－4 頁 
注 7 我妻（1967）・1 頁 
注 8 三ヶ月章・制定法資料第 1 巻・巻頭「『国税徴収法制定資料』刊行にあたって」ⅱ頁（2002） 
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注９ 制定資料第 1 巻 275-276 頁・第 8 回民事局意見書 
注10 制定資料第 1 巻 306 頁・第 9 回田中二郎発言 
注 11 吉国ほか（2005）・276-279 頁 
注 12 制定資料第１巻 392 頁・第 11 回我妻発言「『共益費用』という言葉を、たまたまほかの民法その他
の法律で使われている概念をお使いになりましたから―それと同じでないことは確かなんですよ。
もし同じなら問題はとっくに片付いているはずなので・・・」 
注 13 制定資料第 1 巻 391-393 頁・第 11 回 
注 14 上述・第 1 款⑵参照 
注 15 我妻（1967）・11 頁 
注 16 制定資料第 1 巻 290 頁・第 9 回吉国発言 
注 17 制定資料第 1 巻 392 頁・第 9 回田中二郎発言「租税債権というのは、単純な私債権のように、偶発
的に誰もが知らないという性質のものではなくて、それは継続的に誰が見てもはっきりしていると
いうほどのものではないのですが、知らぬところに私債権者がいたというような性質のものではな
くて、所得のある人には税金がかかるし、もうかっている会社にはとにかく税金がかかる。それは、
それと取引をする者の立場からすれば、当然常識的に知っていていいことであり、また、それを知
らないでやったというのでは理屈にならないだろう。だからその意味で一つ、租税債権は現在の段
階で十分ではないにしても、相当に公示性をもっているのではないか。」 
注 18 我妻（1967）・11 頁以下 
注 19 最大判昭 32．1.16 民集 11 巻 1 号 1 頁。抵当権設定時における抵当権者の租税滞納の予測可能性を
問題としたこの判決は昭和 34 年の徴収法改正にも大きなインパクトを与えたとされている。金子
（2005）・722 頁 
注 20 後述・第 3 款２⑵参照 
注 21 制定資料第 4 巻 379 頁・第 45 回平賀健太法務省民事局長（当時）発言 
注 22 制定資料第 4 巻 379 頁・第 45 回我妻発言「出発点が違う。税は何とかして租税をとろうという考
えできて、このくらいはがまんしてもらってもそんなに不都合はないだろう。出発点がそこでそも
そも根抵当にしてみれば勝つのは当然で、租税は引っ込むべきだというので、出発点が違う。」 
注 23 前述・第 1 款⑵参照 
注 24 制定資料第 4 巻 379 頁・第 45 回雄川一郎発言「この点は私債権と租税、ことに担保権と租税との
関係をどう調整するかという一般の考え方の問題になるかと思いますけれども、今度のこの答申案
を貫く考え方というのは、・・・一定期限を時期として、そのときまでに生じた抵当権付債権なら保
護しようという立場で貫かれているのではないかと思います。質権にしても、譲渡担保にしても、
抵当権にしても同じだと思います。そういう考え方を持ってくると、極度金額が幾らになっている
かということよりも、むしろ一定時期にどの程度の債権があったかということを基準として問題を
考えていくべきではないか。つまり実質的にどれだけの貸付金があったか、保護されるべき貸付金
は幾らかということをその面で見ていけばいいのではないかという感じがするんですね。それがこ
の答申を貫く一つの考え方になるのではないかと思うんですよ。」 
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注 25 根抵当権は判例によってその有効性が認められながらも（明治 34.10.25 大判民録 137 頁）、民法に
取り込まれたのは昭和 46 年の「民法の一部を改正する法律」（同年法律第 99 号）以降のことであり、
租税債権との競合という限られた観点からとはいえ「根抵当権」の性質に関する立法上の議論とし
て、この点に関する調査会審議には先駆的な意義が認められるだろう。 
注 26 制定資料第 1 巻 317-321 頁・第 10 回村上朝一法務省民事局長（当時）発言 
注 27 佐藤（2002）・45 頁は、「（民事局意見が指摘する）徴収回避に対処する個別の制度の拡充を検討す
るという構想は、今後の調査会の審議に決定的な影響を与えている」とする。 
注 28 佐藤（2002）・42 頁 
注 29 柚木馨「新国税徴収法案に対する私見」金法 200 号 14 頁（1959） 
注 30 制定資料第１巻 291 頁以下。第 9 回民事局意見書「譲渡担保権者は、担保の目的財産の取得が債権
の担保のためではあっても、対外的には、所有権その他の財産権を無条件に取得するのであるから、
譲渡担保の対外的効力は画一的に理解するのが当然であって、租税その他の債権との競合の場面に
おいてのみ優先弁済権にすぎないものとして二様の効力を認めることはできない。」 
注 31 制定資料第 1 巻 265－266 頁・第 8 回「租税徴収制度改正に関する主要検討事項」 
注 32 佐藤（2002）・54 頁「一連の議論において焦点となったのは、実は、譲渡担保権設定者における譲
渡担保の扱いではなく－それは、譲渡担保の担保的機能を承認した時点で大きな問題とはなりえな
くなっていた－、譲渡担保権者における譲渡担保財産の扱いなのである。」 
注 33 佐藤（2002）・54 頁 
注 34 制定資料第 1 巻 264 頁・第 8 回調査会資料 
注 35 制定資料第 1 巻 281 頁・第 8 回鈴木竹雄発言 
注 36 制定資料第 1 巻 281 頁・第 8 回吉国発言 
注 37 調査会審議等で例示されたものとして、①制定資料第１巻 203 頁・第 6 回桃井直造国税庁徴収部徴
収課長（当時）発言「これは品川の印刷会社の事例であります。そこに書いてありますように滞納
が 2 千万、そして現実に徴収困難の税金は 1800 万というのであります。これは 26 年の 6 月にその
工場の印刷機械を差押をいたしました。ところが 7 月 3 日になりまして、B 銀行から取戻請求があ
ったのであります。その取戻請求に当たりましては、・・・「不動産抵当並びに譲渡担保金銭消費貸
借契約証書」こういう公正証書による証明をつけて参りまして、これは既に譲渡担保で所有権は銀
行に移っているのだから、その財産の差押を取り消してくれという主張であるわけでございます。
この場合に担保される債権、ここで上記契約によれば 1 千万の債権が・・・担保といたしまして別
に社長個人の不動産、これに抵当権が設定されております。そして、工場の機械 36 点を譲渡担保と
いたしているわけあります。そしてさらに A 会社の重役 3 人を連帯保証人としている。その後、債
権金額が 30 年の 12 月に 300 万円に減少したが、担保は実はそのままになっており、国税局から銀
行に対して担保の解除の話をいたしたのでありますが、銀行の方ではそれに応じないような状況で、
譲渡担保によるこれは徴収困難の事例であります。」②制定資料第 6 巻 250 頁・参議院大蔵委員会会
議録第 19 号（昭和 34 年 3 月 20 日）譲渡担保による徴収不能の問題に関し、「年間の実例はどのく
らいあるのか？」という大矢正理事の質問に対する吉国幹事の答弁「短期間に集めた事例でも、譲
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渡担保のために差押えができずに徴収債権を失ってしまったという実例が、165 件ほど出ておりま
す。その総税額が 2 億数千万円だったと覚えております。・・・大きな例は、あるかなり公共事業的
なものでございますが、これが源泉所得税を 8 千万円滞納しております。生命保険会社から融資を
受けており、この関係の機械、施設、その他建物はすべて抵当に入っております。その他の機械器
具すべて譲渡担保に入れてしまって、新しく入るのも追加して、どんどん譲渡担保に入れるもので
すから、結局行ってみると、中にその会社固有の資産というものはほとんどない。しかも会社はそ
のまま動いているという事例で、これは約 4 千万ほどのものが徴収不足になっております。その会
社はどこかへ今清算して合併して、まだりっぱにやっておりますが、そういう事例がございます。」 
注 38 制定法資料第 1 巻 413 頁・第 13 回資料 
注 39 制定資料第 1 巻 381 頁・第 11 回審議における二次義務的構成をとることのメリットについての吉
国幹事と鈴木竹雄教授との議論は次のとおり。吉国「いわば実質と公示が全く間違って・・・」鈴
木「しかし税金だけとれればいいのではないですか。」吉国「ですから税金を取る場合に、第二次納
税義務を負わせるのは一つの手なんですね。あるいは、・・・こっちで一方的に実質にしたがって（所
有権）移転（登記）をさせるか・・・」鈴木「何か行き過ぎはしませんか。登記まで変えろという
のは。」吉国「むしろ（名義はそのままの状態で）第二次納税義務を課していく方が素直だと思いま
す。」 
注 40 吉国ほか（2005）・105 頁 
注 41 制定資料 395 頁・第 36 回雄川発言「つまり現行法上の第二次納税義務というのは、税法上の特殊
関係者で、むしろ見ようによっては納税者と同じように見られる連中に対して考えているわけです。
ところが今度の場合は単に金を貸して担保をとった意味だけで、自分が納税義務を課せられるのは
非常にひどいではないか・・・。」 
注 42 制定資料第 1 巻 266 頁・第 8 回吉国発言「ことに動産の場合においては、いざ差押えをしてみると
譲渡担保であったという例がかなりあるようであります。詐害行為ということによって対処してい
くということも実際上立証が困難でありますので、少なくとも動産抵当たる譲渡担保については画
一的な一定の制度を設けるべきではないか。」） 
注 43 制定資料第 3 巻 334 頁・第 35 回資料・要綱試案（二）第 6 条（仮）第 1 項「滞納者が国税を徴収
した場合において、その者が担保の目的で譲渡した財産（以下、譲渡担保財産という。）があるとき
は、その者の財産につき滞納処分を執行してもなお徴収すべき国税に不足すると認められるときに
限り、その納税者の国税につきその譲渡担保財産に対し滞納処分を執行することができる。」第 2 項
「収税官吏が譲渡担保財産につき、納税者の財産として差し押さえた後、担保財産であることが明
らかとなった場合においては、当該差押は、差押の当初から当該担保財産に対して行われたものと
みなすものとする。」 
注 44 制定資料第 4 巻 413 頁・第 43 回吉国発言「大きな銀行が譲渡担保をとっておる、この第二次納税
義務を課せられた場合に、それではその譲渡担保で弁済したいというときに滞納処分を受けており
ますと非常に外聞がよくない－外聞がよくないというだけでなく、本質的に問題があるということ
になるわけでございます。」 
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注 45 制定資料第 4 巻 332 頁・第 45 回資料 
注 46 制定資料第３巻 351 頁第 35 回堀内仁発言 
注 47 制定資料第３巻 352 頁・第 35 回我妻発言 
注 48 制定資料第３巻 354 頁・第 35 回三ヶ月発言 
注 49 制定資料第３巻 333 頁以下・第 35 回 
注 50 制定資料第 4 巻 365 頁・第 45 回資料 
注 51 「新国税徴収法案（抄）」金法 200 号 29 頁(1959) 
注 52 徴収法 24 条第 6 項（現行 8 項）「第 1 項の規定は、国税の法定納期限等以前に担保の目的でされた
譲渡に係る権利の移転の登記がある場合又は譲渡担保権者が国税の法定納期限等以前に譲渡担保財
産となっている事実を、その財産の売却決定日の前日までに、証明した場合には、適用しない。こ
の場合においては、第 15 条第 2 項後段及び第 3 項（優先質権の証明）の規定を準用する。」 
注 53 後述するとおり、当時の段階で既に集合債権あるいは集合動産の譲渡担保については様々な可能性
が検討されていたし、集合動産の譲渡担保に関しては単なる講学上の議論にとどまらず、実務上の
問題として争点となっていたわけであるから（大阪地判昭 30.12.6 判時 67 号 16 頁）、立法者が集合
物の譲渡担保を徴収法 24 条の対象として想定していなかった（したがって、完全にその想定を超え
．．．．．．．．．．
るものとして
．．．．．．
、同条の対象とする譲渡担保にあたらない）という指摘は妥当しない。但し、集合債
権が大きな発展を遂げる昭和 50 年以前の状況では、債権の譲渡担保が（実務的に活用はされていた
ものの）正常時の金融手段としては位置づけられていなかったことはもちろん、集合動産について
も金融の中心的な位置づけにはなく、不動産や個別動産の譲渡担保を「原則的な形態」とし、集合
動産等については例外的な形態と考えられていたという見方はできよう。 
注 54 昭和 33 年 12 月 8 日「租税徴収制度調査会答申」については、ジュリ 171 号（1960）44 頁以下に
掲載 
 
 
第 3 節 小括：私債権との競合を考える意義 
租税債権は、その成立や実現の方法あるいは確保の方法を当事者の自由意思で決めるこ
とのできる私債権とは、本質的に異なるものである。その成立はもちろん、債権の確保・
実現の場面においても法律に大きな拘束を受け、私債権のそれに比べると本来的には相当
に不利な立場にある。第 2 節第 1 款で述べたとおり、租税徴収制度とは、このような不利
を克服し「どうすれば技術的に最も公正に相手方あるいはその他の利害関係者の権利を不
当に侵害しないと同時に他方で租税債権というものを私債権と十分競争して取れるほどの
保障を与えていくかという技術的な制度」なのである。つまり、一方的に国の歳入目的を
実現するのではなく、むしろ一般私債権者と対等の立場において、その徴収を確保するた
めの技術的な手段をいかに確保するかという方向において、私債権者との利益調整の問題
を考える必要があるとされている（注１）。徴収法 24 条に定める譲渡担保権者の「物的納税
責任」はまさにそうした技術的な手段の一つにほかならない。 
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一方は、契約自由による設定時の選択の自由を、他方は法定納期限等を基準とした法定
の一定の優先権を有していることで、あくまでも私債権者・租税債権を対等な立場で競合
させるというのが、現行徴収法の基本的な考え方である（注２）。すなわち、現行徴収法は、
租税債権もまた私法秩序を無視した超越的なものではありえず、あくまでも私法上のルー
ルにのっとって、その徴収が行われるべきものであるとことを基本的な前提としているの
であり、このことは、租税債権・私債権間の競合の問題を検討する上では、極めて重要な
視点となる。 
もちろん、租税の優先性が極めて限定的なものであるのと同様に、「契約の自由」もまた、
当事者の権益のみを追求した超越的なものではありえず、譲渡担保についてもなんらかの
制限が課せられるべきではないか、という点が徴収法 24 条の議論の出発点であったことは
前述したとおりである。そして、譲渡担保と租税債権との競合時の優劣調整の基準を定め
た徴収法 24 条の構成をめぐる議論が二転、三転していたことが示すとおり、「譲渡担保」
をめぐる最大の問題の一つは、その法的構成を明確に決することの難しさにあることはい
うまでもない。 
以下では、昭和 34 年の徴収法改正前後の譲渡担保の法的構成をめぐる議論の状況を整理
し、徴収法 24 条は、当時のどのような議論を反映し、具体的にどのようなものとして「譲
渡担保」を捉えているのか、そして、租税債権に対する関係で「譲渡担保権者」が一種の
担保権として取り扱われるものとされたことが、その後の判例・学説の展開にどう影響し
たのか、順にみていくこととする。 
 
注１ 田中二郎編『租税徴収法研究・上』（有斐閣・1959）（以下「田中（二）（1959）」という）7-9 頁 
注２ 答申・序「答申の基礎となった考え方」ジュリ 171 号（1960）44 頁 
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第３章 譲渡担保法理の発展と徴収法 24 条 
 
第 1 節 譲渡担保をめぐる伝統的な議論と徴収法 24 条の影響 
第 1 款 物的納税責任の適用要件とその例外 
  １ 適用要件 
 現行の徴収法 24 条 1 項は、担保目的で譲渡された財産がある場合、設定者の財産につき
滞納処分を執行してもなお徴収すべき国税に不足すると認められる場合に限り、譲渡担保
財産から設定者の国税を徴収できる旨を定めている。但し、その財産の売却決定前に、当
該譲渡担保が国税の法定納期限等以前に設定された事実を証明した場合には、その適用は
ない（8 項（旧 6 項））。 
 さらに、徴収法 24 条 2 項では、譲渡担保権者から徴収をしようとするときには、徴収し
ようとする金額その他必要な事項（徴収法施行令 8 条）を記載した書面により、譲渡担保
権者に告知をしなければならない旨を定めている。そして、この告知書を発した日から 10
日を経過した日までに国税が完納されていないときは、譲渡担保権者は第二次納税義務者
とみなされ、その譲渡担保財産に限り滞納処分の執行を受けることを内容とする物的納税
責任を負うことになる（3 項）。なお、この場合においては、徴収法 32 条 3 項から 5 項ま
での第二次納税義務に関する通則規定が準用され、10 日の期間を置くことが国税の徴収の
確保上適当でないと認められるときは、その期間を短縮することができるが（32 条 3 項）、
譲渡担保財産の換価は、設定者の財産を換価した後でなければできないとされている（同
条 4 項）。 
ところで、徴収法 24 条 2 項における告知後、同条 3 項による差押までには、原則として
10 日間ある。この間に担保財産が担保権者の所有に確定的に帰してしまえば、3 項による
差押えが不能となってしまう。そこで、徴収法 24 条 7 項（旧 5 項）は、同条 2 項の告知後、
譲渡担保権者の債権が債務不履行その他弁済以外の理由により消滅した場合もなお、譲渡
担保財産として存続するものとみなす旨を規定している（注１）。また、事業用動産等につ
いては占有改定の方法により譲渡担保の目的物とされることが多く、差押時点では、譲渡
担保財産であるとの認識がされず、設定者の財産として差し押えることもありうる。その
場合、譲渡担保財産であることが判明した時点で、設定者の財産としての差押えを解除し、
2項及び3項の手続きを踏んだ上で、担保権者の財産として再び差し押えるのが本来である。
しかし、差押解除後新たな差押処分を行うまでの間に財産が処分されてしまうリスクがあ
りうるし、結果的には同じ設定者の滞納税金を徴収するために差し押えるものであること
を考慮すれば、徴収の確保の観点はもちろん執行経済上も、設定者に対する差押がそのま
ま維持されることが望ましいといえる。そこで、徴収法 24 条 4 項では、その譲渡担保財産
以外に滞納税金にあてるべき十分な資産がないと認められるとき、すなわち同条第一項の
規定に該当する場合に限り、滞納者の財産として行われた差押は、譲渡担保権者に対する
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差押として、3 項の規定により滞納処分を実行することができることとしている。但し、こ
の場合も事後において 2 項の告知をしなければならないこととされている（4 項後段）。 
なお、後述する一括支払システムとの競合事例では（本章第 3 節）、1 項の要件を充足し、
2 項の告知が送付されても、その送達が差押えの要件である以上、送達前に譲渡担保が実行
されれば、4 項の適用はないとの解釈を前提として、告知を発した後送達前に譲渡担保の実
行が完了したことになる代物弁済条項の有効性が争われ、譲渡担保財産の差押前に行う譲
渡担保権者への「告知」の意義が問題となった（注２）。確かに、譲渡担保財産への差押え
は 2 項の告知後 10 日を経過した場合でなければ行うことはできないこととされている。し
かしながら、この告知自体は、あくまで 1 項の実体的要件が充足していることを前提とし
て送付されるものであり、客観的な要件の成立に基づいて物的納税責任を追及するという
税務署長の意思を公にするものにすぎず、これによって新たに物的納税義務を課すことを
目的とした行為ではない（注３）。したがって、2 項の告知の本来的な意義は、むしろ担保権
付財産を差押えた際の質権者等への通知（徴収法 55 条）と同様、利害関係者への滞納処分
を通知することにあり、担保権者に譲渡担保財産への差押えを行うことを予告をする趣旨
と解すべきである（注４）。 
以上から、徴収法 24 条の物的納税責任追及の要件は次のように整理される。すなわち、
①滞納者が譲渡した財産で、その譲渡により担保の目的となっているもの（「譲渡担保財
産」）があること（1 項前段）、②滞納者の財産について滞納処分を執行してもなお徴収すべ
き国税に不足すると認められること（1 項後段）、③国税の法定納期限等後に譲渡担保権が
設定されたものであること（8 項（旧 6 項））、の３つの実体的要件を充たし、譲渡担保権者
に対する納税責任の告知後 10 日を経過した場合（2 項・3 項）に、物的納税責任の追及と
して譲渡担保財産への滞納処分を行うことができるというものである。 
 
２ 例外 
 ⑴ 手形の除外 
譲渡担保の大きな特質は、譲渡あるいは売買としての側面と担保としての側面という二
面性にあるわけだが、目的物の種類によっては、単に譲渡（売買）の形式をとっているだ
けではなく、実質的にも担保よりはむしろ譲渡（売買）と同視しうる場合がある。いわゆ
る「手形割引」の代替手段として多用されていた「手形の譲渡担保」もその一つである。
もっとも、徴収法 24 条は、目的物の種類を問わず法定納期限等後に「譲渡担保財産」とな
ったものである限りは物的納税責任を追及する旨を定めているから、目的物の性質上ある
いは取引慣行上、売買と同視できる側面があったとしても、当事者が「譲渡担保」の形式
を選択している以上、「担保のための譲渡」として同条が適用されることはいうまでもない。
但し、徴収法 24 条の適用対象となる譲渡担保財産には例外も設けられており、「手形その
他政令で定める財産」については、徴収法 24 条の適用から除外されている（附則 5 条 4 項）。 
志場喜徳郎大蔵省主税局税制第二課長(当時)の解説（以下、志場解説という）（注５）は、
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手形を除外財産とする理由として、次のような点を挙げている。手形割引は、満期日の到
来しない手形の売買と解するのが通説であるところ、問屋が小売商振出の仕入代金手形や
月賦代金手形のような零細手形の取立依頼を兼ねて融資を申し込む場合に、手形割引の方
法によることは、割引料の計算が容易でなく記帳その他の手数が煩雑であることから、こ
れを避けるため、手形割引に代えて、これらの手形を一括して担保とする貸付が行われて
いる。このような手形に物的納税責任を課するとしても、金融機関が手形割引の煩をいと
わなければ、実際に規定の適用の場がなく実益がない。のみならず、いたずらに当事者に
煩雑な手数を強いて無益の負担を負わせる結果となってしまうにすぎない。したがって、
手形については徴収法 24条の適用対象となる譲渡担保財産から除外するのが相当であると
いうのが、その理由とされているのである。しかしながら、そもそも当事者が所定の手続
きを回避するために譲渡の形式を選択しているのは譲渡担保に共通の事情であり、実務上
の手続の煩雑化を論拠として、手形のみを除外することには理論的な矛盾が指摘できる。
それにもかかわらず、実務界からの手形の適用除外の要請に応じた背景として、企業間取
引において手形決済が極めて重要な役割を担っていたことを看過することはできない。つ
まり、手形取引の性質上あるいはその法的構成が売買にほかならないものであったために
例外として取り扱うこととしたというよりはむしろ、社会経済取引に与える影響の大きさ
に配慮した結果、これを除外財産としたというのが実情とみるべきである。 
ところで、立案の過程においては、経済界からは商品・原材料等の譲渡担保についても
適用除外を求める要望書が提出されていた（注 6）。こうした要望書の一部には、大蔵省主税
局から、各経済団体にあてた「譲渡担保の設定事情等の調査」の依頼に基づいて行われた
実態調査の回答があわせて提出されていたほか（注 7）、大蔵省主税局においても、租税と譲
渡担保との関係に関する独自の実態調査が行われている（注 8）。 
手形のみならず、商品・有価証券を徴収法 24 条の適用除外とすべき理由として、実務界
からの要望書が挙げる理由は次のようなものであった（注９）。①商品等(原材料、仕掛品、
製品を含む)並びに有価証券を目的とする譲渡担保にあっては、不動産その他の固定設備の
場合と異なり、本来流動性に富むため、たえず内容が変化し、担保差し換えの必要を生ず
る。担保差換の都度譲渡担保の設定があったものと解されるならば、差し替えの都度、設
定者の未納税額やその法定納期限等を調査しなければならないこととなるが、これは当事
者の甚だ苦痛とするところであり、担保差し換えの頻繁なる場合には事実上不可能を強い
ることになる。②動産の譲渡担保は大企業ではなくて中小企業においてひろく利用され、
苦境に陥った中小企業に対し救済融資の行われる事例がしばしば見受けられる。このよう
な性質をもつ譲渡担保にも租税の先取を免れないとすれば、救済措置が滞り、中小企業金
融に深刻な影響を与えることになる。③有価証券、手形を目的とする譲渡担保は、主とし
て短期融資の担保として利用されており、手続きの簡易迅速がなによりも尊重されるとこ
ろ、調査に手間取れば商機を逸する恐れがある。しかしながら、上記実態調査の結果によ
れば、弁済期が 6 ヶ月未満の短期融資は全体の一割以下、救済融資との回答は一割に満た
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ないものであり、短期融資や緊急融資の性質からその保護を主張する意見については、必
ずしもこれを裏付けるものとはなっていなかった（注 10）。また、たとえ、緊急性を要する
融資であっても、債務者の弁済能力や担保価値の調査を省略するのが適当でないことは言
うまでもない。国税債権の存在については、納税証明制度による調査をすれば容易に知り
うるものであり（注 11）、中小企業への短期融資・緊急融資であることをもって、適用除外
とすることは公平の観点からみても妥当性を欠くことになる。一方、流動性の高い商品等
の譲渡担保については、判例・学説のとる集合物論を考慮し、通達により「集合動産」と
して取り扱う旨を定めることとされた。 
結果的には、要望書の主張した適用除外財産の創設は、上述した手形の譲渡担保を除い
て実現しておらず、集合動産としての取扱いが通達に反映されたにとどまる。すなわち、
①徴収法附則 5 条 4 項に基く政令は、現段階においては制定しないことするが、法施行の
情勢に応じ必要と認められるときは再検討すること、②商品等の集合物について設定され
た譲渡担保については、いわゆる集合物理論を基本的に認める取扱いとし、担保の差し替
えがあっても、譲渡担保によって担保される債権と国税のいずれが優先するかは、担保設
定時と国税の法定納期限等の先後によって定めることとし、有価証券に関してもこれに準
ずる取扱いとすることとされたのである（注 12）。その後現在まで附則 5 条 4 項に関する政
令は制定されておらず、徴収法 24 条の適用除外財産として定められているのは手形の譲渡
担保のみとなっている。 
 
 ⑵ 集合動産の取扱 
徴収法基本通達（以下「基本通達」という）24 条関係 32 では、集合物が譲渡担保の目的
となっている場合、「担保権設定後その集合物に財産を加えたときにおける法第 24 条第 8
項の規定の適用に当たっては、その加えられた財産が集合物として同一性がある限り
．．．．．．．．．．．．．．
、当
初の譲渡担保設定のための譲渡の時期をもって、その財産の譲渡担保財産になったときと
して取り扱う」としている。 
この基本通達について、志場解説は次のように説明している。「新たに流入する商品につ
いて、流入の都度、それら個々の物について譲渡担保の設定があったとすることは、そも
そも当事者の意思には合致しないであろう。およそ単一目的により客観的に結合され、単
一な経済的価値を有する多数の物の集合物は、物権的取引においても単一の物として取り
扱われる。かような集合物について法律的にもこれを一体と認めることが適切であるとす
る集合物理論は、近時学説として有力であり、下級審ながらこれを肯定する注目すべき判
例がみられることも周知のことである。もっとも、右の集合物理論にはなお異説もあり、
かつまた、判例としても確立されたものであるとはいえないし、とりわけ将来取得する物
のために予め占有改定をなし得るか、及び設定者における個々の物の利用・処分権と間接
占有との調整をどうするのかの二点において、今後の研究に俟たなければならぬところが
ある。とはいえ、この理論を否定して、全体を構成する部分の変動あるごとに、譲渡担保
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の設定が個々の物についてなされたと解し、煩瑣な手続を当事者に強制することは、この
種担保による金融の途を梗塞せしむることになりはしまいかと危惧される。よって、右の
ような譲渡担保の社会的機能が円滑に作用できるよう集合物の譲渡担保と税務との関係に
おいては、取扱上基本的に右の集合物理論によることを適当と認め、集合物の当初の設定
時をもって国税の法定納期限等と先後を争わせることとされた。これによって、前記要望
に述べられた難点は回避され、この種譲渡担保による融資が依然として円滑に行われるこ
とが期待されよう。」(注 13）ここでいう「下級審判例」が、集合動産譲渡担保についてのリ
ーディングケースとして、当時、大きな注目を集めていた昭和 30 年の大阪地裁判決（大阪
地判昭和 30.12.6 下民集 6 巻 12 号 2559 頁）を指していることは、上記基本通達が同判決
を引用していることからも明らかである（注 14）。同判決は、集合物概念を正面から認めた
ものとして高く評価されていたものの、公示の方法について従来の法理論との調和が図ら
れていないという点で実務上も難点があるとされていたが、この判決を論拠の一つとして、
国税徴収法の基本通達が集合物論的
．．．．．
取扱を採用したことについては、集合物論を主張する
学説の多くが着目し、その分析を試みている（注 15）。 
但し、基本通達が集合物論的
．．．．．
取扱ではなく集合物論を採用したと言えるのか否かについ
ては疑問が残る。なぜなら、「譲渡担保財産が集合物である場合において、その担保権設定
後その集合物に加えられた財産については、集合物として同一性がある限り、当初の譲渡
担保設定のための譲渡の時期をもって、その財産の譲渡担保財産となった時として、この
条第 8 項の規定を適用する取扱いとする」との規定にもかかわらず、基本通達 24 条関係 32
は、その（注）において、「譲渡担保設定後、その集合物に新たに財産が加えられたため、
その譲渡担保財産の価額が当初の譲渡担保財産の価額を越える場合には、その超えている
．．．．．．．
部分に相当する財産については、譲渡担保を新たに設定したものとして取り扱う
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
」として
いるからである。この（注）部分の解釈について、米倉明教授は、①（イ）集合物論を出
発点とし、（ロ）基本通達 24 条の 32 で集合物論により生じる結論を確認しつつも、（ハ）
徴税上の配慮
．．．．．．
から特にこの（注）が設けられたとの解釈と②（イ）’法定納期限等との先後
については、個別動産ごとに判断するという分析論の立場を出発点としながら、（ロ）’基本
通達 24 条の 32 で分析論の帰結を（担保設定時点を繰り上げることにより）修正し、（ハ）’
徴税上の配慮
．．．．．．
から、超過価値部分については（注）により再び分析論の原則に戻ったとの
解釈が成り立ちうるが、いずれと解するにしても（イ）→（ロ）→（ハ）の系列は、集合
物論→集合物論の確認→分析論と変転し、（イ）’→（ロ）’→（ハ）’の系列は、分析論→分
析論の修正(個々の物が客体であることに変更を加えないでそれについての担保設定時点の
みを繰り上げた)→分析論というように変転するから、基本通達が集合物論を前提としてい
ると断言しうるのか、それとも分析論を前提としているのかは、結局のところは判然とし
ないとしている（注 16）。確かに、この点は集合物論・分析論いずれの立場とも完全な整合
性を欠くものであり、超過部分について「集合物」としての同一性にかかわらず、新たに
．．．
譲渡担保財産となったものとするとの結論は、基本通達が引用する昭和 30 年の大阪地裁判
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決とも矛盾するものとなる。但し、上記基本通達の意図が、米倉論文にいう「徴税上の配
慮」、すなわち、集合物論的遡及効を利用した滞納処分免脱の防止という点にあることは論
を待たないところであり（注 17）、租税債権の性質上、法定納期限等という予測可能性の確
保される時期を基準として、担保取引の保護の要否を判断するとの現行徴収法の立場とは
整合的であると考えることもできる。 
なお、その後、昭和 54 年の最高裁判決（最判昭 54.2.15 民集 33 巻 1 号 51 頁）が、構成
物の変動する流動動産の場合であっても、集合物に加入する前に取得した包括的な対抗要
件の有効性が主張できる旨を判示し、集合動産については集合物論によって包括的な対抗
要件の取得が可能であることは、既に確定した判例法理となっている。 
 
第 2 款 譲渡担保立法論と徴収法 24 条 
 徴収法 24 条の立法をめぐる強い反対意見があったことは第 2 章において述べたとおりで
あり、これまでの議論と重複する部分もあるが、以下では、徴収法の改正があった昭和 34
年前後の判例・学説の状況は具体的にどのようなものであり、徴収法 24 条はどのような状
況の中で立法に至ったものであるのか、という点を見ていくこととする。また、強い反対
意見にもかかわらず、徴収法 24 条の立法に踏み切ったことは、その後の判例・学説にどの
ような影響を与えたのかといった点についても、徴収法 24 条の意義を考える上で重要な論
点となると考える。以下、昭和 34 年の立法前後の譲渡担保に関する判例・通説の状況を概
説し、徴収法 24 条の意義と問題点について再考していく。 
 
１ 徴収法 24 条立法当時の状況 
譲渡担保と国税との優劣を法定担保に準じた基準で決するという徴収法 24条の立法に際
しては、譲渡担保の法的構成について、判例・学説が必ずしも統一的な見解を見出すに至
っていないことを理由とする強い反対意見があったことは既に述べたとおりである（第 2
章第 2 節第 3 款）。改正審議の行われた昭和 30 年代初期の時点で判例は、少なくとも対外
．．．．．．．
的には
．．．
所有権は完全に譲渡担保権者に移転するとし、目的物の権利は設定者ではなく担保
権者に帰属するものとする、いわゆる所有権的構成と解される立場をとっていた。しかし
ながら、判例は、必ずしも担保目的物の所有権が完全に譲渡担保権者に帰属している
．．．．．．．．．．．．．．．．
、と
の立場をとっていたわけではない。大正14年の大審院連合部判決（判決大連判大正13.12.24
民集 3 巻 555 頁）は、従来の判例が内部的には設定者に所有権が残っているものの、対外
的には担保権者に所有権が移転し、内外ともに移転するのは例外である（大判明治 45.7.8
民録 18 輯 691 頁）としていたところを、「原則として内外ともに移転し、対外的な移転だ
けがあるのは例外的な場合に限られる」として、原則と例外を入れ替える判断を下し、こ
の原則と例外を入れ替えるという判断は当時の学説を混乱させるものではあったが（注 18）、
例外という形とはいえ、同判決が、譲渡担保権者に完全な所有権の帰属があるわけではな
く、設定者の側に権利が留保されている場合があることを認めている点は注目すべきであ
 46 
る（注 19)。もっとも、徴収法 24 条に対する反対説が主張していたように、譲渡担保権者が
破産しても設定者は取戻権を与えられないとの破産法の規定（88 条)や、設定者の一般債権
者が目的物に対して強制執行した場合に、譲渡担保権者は第三者異議の訴を提起すること
ができるとの判例（大判大正 3.11.2 民録 20 輯 865 頁、大判大正 5.7.12 民録 22 輯 1507 頁）
はむしろ、譲渡担保権者に権利が帰属するものとみる所有権的構成と整合的であり、学説
においても所有権的構成をとる見解が優勢であった（注 20）。 
 一般に、譲渡担保が利用される理由としては、動産については、民法が非占有型担保を
認めていないこと、抵当制度の完備された不動産については、強制換価制度における手続
きが極めて煩雑であり、これを回避する要請があったことなどが挙げられる（注 21）。こう
した実務上の要請から生み出された譲渡担保は、法定担保のような立法の規制を受けない
ことがその最大の強みであり、判例・学説によって譲渡担保の有効性は認知されるに至っ
ていたわけだが、一方で、私的実行の妥当性や公示の不備の問題については、その解決が
課題となっていた。私的実行の妥当性に関しては、競売手続きを回避して債権回収を行う
場合の被担保債権の清算の要否・方法などが問題となるが、この点については、あくまで
も内部関係の法律関係処理の問題であるから解釈論によっても一応の解決を与えることが
できる（注 22）。一方、不動産以外の物件、特に非占有型の担保の要請が高い動産について
は、譲渡担保の方法により「事実上の」譲渡抵当を行うほかなく（注 23）、公示制度の不備
による「譲渡」としての外観と「担保」という実質との不一致が取引実務上も最も大きな
問題となっていた（注 24）。そして、解釈による解決が可能である清算の問題とは異なり、
公示制度の不備という問題を如何に解決すべきかは、まぎれもなく立法が引き受けるべき
論点であった（注 25）。そのため、初期の譲渡担保立法論議は、動産の登録制度導入の適否
をめぐるそれであった、といっても過言ではない状況にあった（注 26）。しかし一方で、登
録制度の整備における技術的な問題点や譲渡担保に対する立法そのものへの反対意見等も
根強く（注 27）、いまだ具体的な立法に着手する段階には至っていなかったものの、徴収法
24 条に対する反対意見における「民事立法を先行すべし」との主張は、当時、譲渡担保に
関する立法の必要性が相当強く認識されていたことを示すものにほかならない。 
 
２ 判例・学説にみる徴収法 24 条の影響 
 こうした状況の中で、国税徴収法が「譲渡担保権者の物的納税責任」の創設に踏み切っ
たことは、譲渡担保の法的構成をめぐる議論にも当然に影響を与えるものとなっており、
同条の創設以降、譲渡担保に関する学説の中心は所有権的構成から担保権的構成へと移行
していくことになる。 
昭和 34 年以前の判例・通説が、所有権的構成によって譲渡担保権者による設定者の一般
債権者による執行への第三者異議を認めていたことは前述したとおりであるが、徴収法 24
条立法後は、譲渡担保権者は執行異議ではなく、担保権者のための優先弁済請求の訴え(旧
民訴旧 565 条）の方法によるべきであるとの担保権的構成に基づく見解が有力に主張され
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るようになっていく。そして後者の見解をとる場合の論拠の一つとされたのが、徴収法 24
条が法形式ではなく設定者への実質的な帰属に着目し、設定者の租税債権による譲渡担保
財産への追及を認めているという点であり、譲渡担保設定者の債権者による譲渡担保財産
への執行の可否という問題に関し、徴収法 24 条の創設が重大な意味をもっていたことはい
うまでもない（注 28）。なお、この問題については、その後、民事執行法が優先弁済請求の
訴えを廃止し、動産執行における配当要求の資格を先取特権と質権とに限定し、民事執行
法の判例（最判昭 56・12・17 民集 35 巻 9 号 1328 頁）においても譲渡担保権者の第三者
異議を認める判断が下されている（注 29）。  
また、会社更生手続きにおける譲渡担保権者の処遇については、譲渡担保権者は譲渡担
保目的物を「会社に属しない財産」として更生会社（設定者）から取り戻すことができる(更
生法 62 条)とする所有権的構成に基づく見解と、譲渡担保目的物は会社財産に属し、譲渡担
保権者は取戻権を有せず、更生担保権者として更生手続きにおいてのみ権利行使をなし得
るとの担保権的構成による見解との対立があったところ、昭和 41 年の最高裁判決（最高裁
昭 41.4.28 民集 20 巻 4 号 900 頁）は後者の見解を採用し、この点についても徴収法 24 条
の立法の影響が指摘されているところである（注 30）。 
 ところで、譲渡担保の担保としての実質に着目した場合、譲渡としての外観との不一致
という問題は一層深刻なものとなってしまう。そのため、徴収法 24 条の立法後、担保権的
構成をとる学説が優先となる中で、前述した公示制度の整備による立法的解決をめざす議
論は、さらにその重要性を増したともいわれている（注 31）。譲渡担保立法に関して本格的
な研究活動を行った松本財団財産立法研究会（以下「研究会」という）が発足したのも、
徴収法の改正時期にあたる昭和 34 年の夏である。研究会委員には我妻博士ほか昭和 34 年
の徴収法改正の立案に携わった調査会のメンバーが数多く名を連ねており、昭和 33 年 12
月 8 日の答申後まもなく、譲渡担保に関する立法の議論が本格化したことになる（注 32）。
研究会は、譲渡担保に関する判例理論を法案の形で整理し、各条項の検討の結果によって
は登録質制度の検討に進むこと、試案の対象はさしあたり動産それも商品等の集合動産で
はなく、機械等の特定動産とし、順次他の対象の検討にすすむことを基本方針とした「譲
渡担保法要綱」の検討をすすめ、その試案は、昭和 35 年 9 月の時点で第一試案が完成、第
二試案は半ば以上完成、改訂第二試案は 3 分の１ほど進行している状態にあった。この試
案における譲渡担保の基本的な捉え方は、「譲渡担保は債権担保のために財産権を相手方に
移転することによってその効力を生ずる」(第一節第一)というものであり、ここでいう譲渡
担保は、所有権が譲渡担保権者と設定者に分属するものという法的構成に立脚するもので
あるとされている（注 33）。昭和 34 年の徴収法改正以前には所有権的構成が通説であったこ
とに着目すれば、こうした実体法上の議論における担保権的構成への傾斜についても、設
定者への実質的な帰属を重視した徴収法 24 条立法の影響を看過することはできない。 
なお、その後昭和 43 年には、研究会の作業とは一応切り離されたものではあるが、研究
組織の継続性など密接な関連性の下、日本私法学会大会の民商法合同シンポジウムの討議
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資料として「動産担保法要綱試案」が作成されている。この試案の基本的な骨格には譲渡
担保法試案の考え方が承継されているが、研究会の試案がとっていた所有権の分属という
構成に代え、所有権は設定者に属し
．．．．．．
譲渡担保権者は制限物権たる担保物権を取得するにす
ぎないとしてとの構成が採用されている。譲渡担保の法的構成に関する所有権的構成と担
保権的構成との理論的対立は、前述した昭和 41 年の会社更生法に関する事例で、判例が担
保権的構成に整合的な判断を下したこと機に、担保権的構成が通説的見解となっていくこ
とで収束に向かうが、担保権的構成をとる学説の中でも、設定者に残された権利をどのよ
うに解すべきかという点は論者によっても異なり、必ずしも見解の統一をみてはいない。
このような判例・学説の変遷は、譲渡と担保という二面性をもつ譲渡担保の法的性質につ
いて、一義的にこれを定義することのできない難しさを反映したものにほかならない。結
果的には、担保権的構成に立脚した昭和 40 年代の議論も立法化には至っておらず、動産公
示制度の創設は平成 16 年の動産・債権譲渡特例法の立法を待たなければならなかったので
ある。我妻博士は、昭和 34 年改正法答申案の提出にあたり、私法上の議論の趨勢によって
は、再び徴収法の改正が必要となることを示唆されているが (注 34)、博士がこのような意見
を付け加えられた理由も、譲渡担保の法的構成をめぐる議論が、理論的な問題を十分に克
服するには至っていない「発展途上」の段階にあるとの認識に基づくものだったと考えら
れる。 
 なお、その名称が「動産担保法要綱試案」に変更されていることが示すとおり、昭和 43
年に公表された試案は、「動産」に絞ったものとなっている。但し、ここでいう「動産担保
法」は「不動産以外の客体に関する担保法」と説明されており、「英米法の chattel personal
あるいは強制執行法における『動産』の概念を借用」した「動産」をその対象として想定
していることには注意を要する（注 35）。ここで不動産が試案から除外されている理由は、
不動産の場合には民法に定める抵当権制度を利用することが可能であり、公示という対外
的な問題に関しても動産の場合のような登録制度の創設という問題を論じる必要はなく、
内部関係の問題である譲渡担保権者の清算義務等については、解釈論によって解決すべき
課題であったことがあげられる。また、不動産について競売の煩を回避するには、いわゆ
る代物弁済予約の方法をとり、所有権移転請求権保全の仮登記をしておけばよく、これに
よって、債権者は、譲渡担保の設定を受けたのとほぼ同じ効果を作出することができ、し
かも、登録税の節約等の便宜が得られることになるから、不動産に関しては、譲渡担保よ
りもむしろ仮登記担保の手法が好まれたことも大きな理由の一つである（注 36）。実際、徴
収法 24 条の立法時に実施された譲渡担保の実態調査においても、不動産の譲渡担保とされ
ていたものに「代物弁済予約の仮登記」が多数含まれていたとの結果が報告されている（注
37）。もっとも、仮登記担保の場合にも設定者である納税者の責任財産の流出や徴税回避と
いう譲渡担保と同様の問題があり、昭和 34 年の時点では、目的物の処分や清算方法につい
ては、判例による解決には至っていなかったことから、徴収法は仮登記担保についても同
様の条文を設けている（23 条）。その後、昭和 46 年の最高裁判決（最高裁昭和 46.3.25 判
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決民集 25 巻 2 号 208 頁）が、流担保型の不動産譲渡担保においても担保権者は清算義務を
負い、かつ清算金の支払いと引き換えでなければ、目的物の引渡しを請求できないとして
常に清算を強いられる旨を判示したことで、担保権者の清算義務が判例法理として確立し
（注 38）、昭和 53 年の仮登記担保契約に関する法律の制定によって、仮登記担保に関する問
題は一応の解決をみたとされている。一方、この仮登記担保法を譲渡担保にも準用すべき
か否かについてはなお議論のあるところであるし、仮登記ではなく、所有権移転の本登記
を行う譲渡担保の場合には他の債権者を完全に排除することができるなど、国税債権を含
めた設定者側の債権者による執行を回避する方法として、譲渡担保が好んで用いられるこ
とは不動産の場合にも同様にあてはまる。したがって、不動産についても譲渡担保の議論
の対象から外れるものではなく、試案は、立法による解決が不可欠とされていた動産の公
示制度の不備の問題に力点を置いていたために、不動産が除外されているにすぎない。 
ひとくちに譲渡担保といっても、目的物がなんであるかにより、その規律のあり方は大
きく異なったものとなるということは、現在では既に定着した方法論上の留意点とされて
いる（注 39）。ところが、徴収法が立法された昭和 34 年当時には必ずしもそうした視点はな
く、射程範囲となる目的物の種類を明確にせず、譲渡担保一般について包括的にこれを論
じている判例はその後も少なからず見ることができる（注 40）。もっとも、判例によって清
算法理等が確立される以前の昭和 30～40 年代までは、公示制度に関する立法論とともに、
担保権者による暴利行為など、およそ譲渡担保すべてに共通する脱法的な性質に起因する
問題がなお重要な論点とされていたのであり、法的構成に関する議論もこのような問題意
識の中で生まれたものであると考えれば、目的物ごとの視点が必ずしも重要な意義をもっ
ていなかったことはむしろ当然であるとも考えることができる。徴収回避の阻止を目的と
した徴収法 24 条が不動産とそれ以外の物件といった目的物ごとの構成をとらず、目的物の
種類を問わない包括的な構成をとっていることも、税法独自の観点によるものというより
は、譲渡担保に特有の問題状況とその解決のための議論を強く反映したものにほかならな
い。徴収法 24 条が譲渡担保設定者の租税債権による譲渡担保財産への執行を認めることに
対しては民事立法を先行すべしとの強硬な反対意見があり、このような規定を設けること
は私法学との乖離を深刻なものとすることが懸念されていたことは前述したとおりである。
しかし、その後の議論の展開に与えた影響に着目すれば、譲渡担保財産への執行を認める
徴収法 24 条の創設は、私法学との乖離を深刻なものとしたという批判は妥当しない。むし
ろ、必ずしも十分な理論的成熟には至っていなかった譲渡担保をめぐる私法上の議論に多
くの示唆を与えた先駆的な立法の一つとして、私法学上、看過することのできない重要な
意義をもっているものと位置づけることができる（注 41）。  
もちろん、私法上の議論の趨勢をまって（民事立法をまって）その上で税法上の取り扱
いを決すべきであるとの指摘自体は極めて正当なものであるが、立法者は徴収法 24 条の創
設に際して私法上の議論の状況になんらの配慮も払っていなかったわけではない。先に述
べた調査会での審議の内容や最終的な条文が完成するまでに作成されたいくつかの試案は、
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譲渡担保の法的構成に関する私法上の議論を十分に認識した上で、私法上の議論の帰結と
税法上の取扱いとの深刻なギャップやそれによって生じる私法取引への影響を回避しつつ、
徴税の確保を図るための条文構成というものが模索されていたことを示している。確かに、
譲渡担保設定者の租税滞納による譲渡担保財産への執行を明文で認める徴収法 24条の立法
は大きなインパクトをもつものであり、その後の譲渡担保の法的構成をめぐる学説の議論
や判例が担保権的構成に傾斜したことを捉えて、徴収法 24 条は譲渡担保について担保権的
構成が妥当することを前提とした規定であり、同条がこのような構成を採用したことでそ
の後の議論の方向性が決定的になったと考えることもできる。しかし、私見はむしろ徴収
法 24 条の立場はより中立的なものであり、その後の議論の方向性を決定づけたものという
よりはむしろ、議論の「起点」として位置づけるべきであると考える。けだし、徴収法 24
条そのものは「譲渡担保」に関する明確な基準をなんら示してはおらず、むしろ端的に「担
保のために行われた全ての譲渡」について包括的に適用される構成を採用することで、目
的物の種類や法的構成の差異によって生じる議論を回避しているものと解されるからであ
る（注 42）。徴収法 24 条に定める物的納税責任が目的物の種類や法的構成による取扱いの差
異が生じないことは同条の適用要件からも明らかであり、同条にいう「譲渡担保」は、当
時の譲渡担保の中心的存在であった事業用動産に特有の取引形態や法的構成を前提とした
ものであるとのというよりはむしろ、納税者の財産について行われた担保のための譲渡の
形式をとる取引のすべてを包括する概念とみるべきである。 
 
第 3 款 徴収法 24 条の適用要件に関する再考 
 以上みてきたとおり、徴収法 24 条は、財産の種類を問わず、施行令が例外として定める
手形以外の全ての譲渡担保財産を対象とする構成をとるものであり、これは私法上の判
例・学説の議論を反映したものにほかならない。それでは、立法に携わられた我妻博士自
身が懸念していた「私法学との乖離」という問題は、結果的には生じてはいないというこ
とになるのだろうか。仮にそのような乖離が生じているとすれば、どのような点にそれを
みることができるのだろうか。 
 徴収法 24 条の立法後、取引実務において最も大きな関心を集めたのは、その適用範囲に
ついての解釈だった。もともと、なんらかの資産価値が認められ、担保としての活用につ
いての要請があるにもかかわらず、法定の担保権ではカバーできない部分を補うものとし
て発展してきたものであるから、譲渡担保の目的となる資産の範囲は、法定の担保権以上
に広範なものとなっているのが通常である。特に、現在の資産のみならず将来取得する資
産や流動資産を集合的・包括的に担保化する手法として、譲渡担保は好んで用いられてき
た。ところが、こうした集合物を対象とした譲渡担保については、集合物としてだけでは
なく、それぞれの資産について個別に設定された担保権や売買との競合が生じる場合も少
なくはない。そのため、それぞれの資産が「集合物となった時期」をいつとみるのか、集
合物としての対抗要件の取得をいつの時点と解するべきか、という点が議論されてきた。
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もっとも、将来債権を含む「集合債権譲渡担保」の実用化とその理論的な検証が本格的に
行われるようになるのは昭和 50 年代後半以降であり、徴収法 24 条の立法前後に議論の対
象となっていた「集合物」は「集合動産」に関するものに限られる。そして、この点に関
する徴収法 24 条の適用に関しては、基本通達によって既に解決済であるわけだが、「私法
学との乖離」という観点から、集合物の譲渡担保と徴収法 24 条の適用についてもう一度、
整理してみよう。 
集合物に対する譲渡担保の設定は、通常、占有改定の方法で行われ、集合物の構成内容
は刻々と変動を続けるが、それが「集合物」として経済的な一体性を維持している限りは、
当初の譲渡担保設定時において占有改定の方法で取得した対抗要件を主張することができ
る（最判昭 54.2.15 民集 33 巻 1 号 51 頁、最判昭 62.11.10 民集 41 巻 8 号 1539 頁）。しか
し、こうした「集合物」概念は対抗要件の効果を拡張するための擬制的な概念にすぎない
から、対抗要件の有効性が認められる集合物の範囲等については、なお慎重な検討を要す
る。ところで、徴収法 24 条は、「法定納期限等以前に譲渡担保財産となっていた」もので
ない限り、物的納税責任の対象となる旨を定めているわけだが、この点については、次の
ような２つの解釈が成り立ちうる。 
まず、1 つ目の考え方は、目的財産の譲渡契約が締結された時点で、当事者間で有効に譲
渡担保が成立することはもちろん、当該譲渡に関する対抗要件が具備されれば、その時点
で譲渡担保は有効に設定されたものといえ、担保権の設定の時期と法定納期限等との先後
でその優劣を決することとし、譲渡担保についても同様に取扱うという昭和 34 年改正法の
立法趣旨を貫くとすれば、譲渡担保の設定時期すなわち対抗要件の取得時期と法定納期限
との先後で物的納税責任の適用を判断すべきであるというものである。この場合には法定
担保同様、担保権設定についての対抗要件具備の時期のみが問題となるにすぎないから、
目的物が未発生であったり、集合物への加入が認められないとしても、法定納期限等以前
に当該譲渡について有効な対抗要件の取得が認められる場合には、徴収法 24 条の適用対象
となる法定納期限等後に譲渡担保財産となったとはものにはあたらないと解される。もう
一つの考え方は、法定納期限等に先行し、譲渡担保契約が締結され、当該譲渡について有
効に対抗要件を具備していたとしても、法定納期限等以前の時点で既に「譲渡担保財産と
なっているもの」、すなわち、譲渡担保権者への現実の権利移転がなければ、「譲渡担保財
産となっている」とはいえないというものである。 
前者の立場によれば、譲渡担保の有効性は、私債権における債権競合の場面での対抗問
題と結論を一にするものとなるから、「私法学との乖離」という問題を生じる必要がない、
という点で圧倒的に優れている。また、前述した答申案では｢譲渡担保権がその設定者の租
税の一定期限前に設定
．．
されたものであるとき（注 43）｣という表現が用いられており、立法
化された徴収法 24 条の条文においても法定担保権との優劣の基準を定めた徴収法 15 条が
準用されている以上、目的物の譲渡に関する対抗要件の取得時点が法定納期限等よりも前
であれば、法定納期限前に「設定」されたものと考えることができる（注 44）。さらに、前
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述した集合動産に関する基本通達の取扱が、有力学説である「集合物論」の考え方を反映
したものであることも、私法秩序の尊重という徴収法の基本方針に鑑み、可能な限り租税
に対する関係でも私法学上の議論を尊重すべきであるという考え方に基づくものであると
解されるところ、前者の立場は、基本通達のとる考え方に沿うものという点でも優れてい
る。 
もっとも、前者の見解にも次のような問題がある。まず、前者の立場から徴収法 24 条が
「設定の時点」と法定納期限等との先後で決する趣旨であると解した場合には、集合物と
して譲渡担保が設定され、その対抗要件が具備されれば、徴収法 15 条の準用により法定納
期限等に先行するものとして物的納税責任の対象とはならないものと解されるから、あえ
．．
て
．
譲渡担保財産となった時期を繰り上げる旨の取扱を定める必要はない。すなわち、基本
通達が集合物論的な取扱いを定めていることは、むしろ徴収法 24 条の物的納税責任の対象
とならない「譲渡担保財産」であるためには、集合物論（あるいは前記米倉論文のいう「分
析論の修正」）により法定納期限等以前に「集合物に対する譲渡担保が設定された」という
擬制を要することを示すものであると考えることができる。そして、このように解した場
合には、対抗要件の具備が法定納期限等よりも前であったかどうか、ではなく、租税債権
との競合が生じている問題の資産が法定納期限等よりも前に現実に譲渡担保権者に帰属す
るものとなっていたのかどうかを問題とする後者の立場の方が妥当なものとも考えられる。
また、第 2 章で述べたとおり、立法時の議論においては、旧法の下で納期限の 1 年前とさ
れていた担保権に対する租税の優先の基準時を法定納期限等の時点まで大幅に引き下げる
一方、徴税回避手段ともなっていた譲渡担保については、法定の担保権に準じた取扱いを
することで徴税確保を図ることとしたという経緯があり、昭和 34 年改正法が柱とする「私
法秩序の尊重」と「徴税確保」という二つの基本理念のうち、徴収法 24 条は、後者の要請
の方により重点を置いた規定であるとも考えられる。そうであるとすれば、法定納期限等
後に取得することになる資産についても、法定納期限等前の対抗要件の具備が認められる
限り、物的納税責任の追及を受けないとする前者の立場よりもむしろ、譲渡担保財産の現
実の権利移転というより厳格な基準を採用する後者の立場の方が、法定担保権の場合と同
．．．．．．．．．．
様の基準で
．．．．．
譲渡担保の効力を制限するものとして、譲渡担保の利点を封じ、徴税回避を阻
止するという目的を達しうるものとなる。 
しかしながら、集合動産譲渡担保の有効性が最高裁判決によって確認されたのは昭和 54
年のことであり、昭和 34 年の時点では、昭和 30 年の大阪地裁判決というリーディングケ
ースは存在していたものの、集合物としての対抗要件の有効性が果たしてどこまで認めら
れるべきものであるのかは、私法学上も確立した議論とはなっていなかったという点に鑑
みれば、上記基本通達については、実務上の混乱を回避するため、租税に対する関係では
集合物論的な考え方を採用することを確認する
．．．．
という意味で、あえてその立場を明確にし
たものと解されるし（注 45）、旧法における私法学との乖離を克服することが、昭和 34 年の
徴収法全面改正のそもそもの契機となっていたことに鑑みれば、徴税の確保の要請から「租
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税債権の特殊性」を考慮する徴収法の構造上、当然に生じうるものであるとはいえ、私法
上の議論とのギャップは、必ずしも肯定されるものではない。 
もちろん、問題の集合動産譲渡担保について徴収法 24 条をそのまま
．．．．
適用した場合、法定
納期限等後に構成物に加入した動産に関する譲渡担保の設定は租税に対する関係では一切
主張できないという解釈も当然成り立ちうるところではあるが（注 46）、そのような解釈を
とることは、既に昭和 34 年当時、学説や判例によって集合物としての対抗要件の拡張が承
認されつつあった私法上の取扱との乖離は深刻で看過しがたいものとなる。上記基本通達
が、「集合物」としての譲渡担保財産の設定の時期を優先の基準とするとの取扱を認めたこ
とには、このような深刻な乖離を回避する意義があったことは看過すべきではない。もっ
とも、上記基本通達の（注）では、集合物として包括的な優先が認められる場合であって
も、当初の目的物の「価値」を超える部分は優先を認めない旨も定めており、この点につ
いて、集合物論・分析論いずれの学説とも矛盾を生じるという問題点が指摘されうること
は前述したとおりである（第 1 款２⑵集合動産の取扱）。しかしながら、集合動産の合理性
を最大限承認し、租税の優先範囲を制限する一方、その結果として生じる徴税上の問題点
については、必要な範囲で（「目的物の「価値」を基準として」）その有効性を制限する、
という上記基本通達の構成は、設定時における予測可能性を基準とすることで、租税に対
する関係でも担保権者の優先が覆ることはないものとして私法秩序の尊重を図る一方、徴
税回避ともなりうる滞納者の責任財産の権利移転に関しては、第二次納税義務や物的納税
責任といった納税義務の拡張措置を講じて徴税の確保を図るという昭和 34年改正法の構成
とも一致するものであるといえる。そうであるとすれば、上記基本通達の「真意」は、昭
和 34 年改正法の基本理念を前提としてはじめて理解することができるものであり、同通達
は徴税の確保のための基準を示すとともに、私法学との乖離を最小限にする機能を果たす
ものであると考えることができる。 
なお、後述する平成 19 年判決は集合債権譲渡担保に関する事例で、法定納期限等以前に
対抗要件を取得していた譲渡担保権者の優先を認める旨の判断を下しており、同判決は、
譲渡担保の対抗要件具備時期＝設定時期と法定納期限等との先後でその優劣を決するとの
前者の解釈を採用したものと解されている（第 6 章第 3 節参照）。 
ところで、「集合動産」がこのような形で調整を図られているのに対し、「債権」の場合
の調整に関しては、基本通達も含め何ら法令による調整は図られてはおらず、債権の譲渡
担保に関する徴収法 24 条の適用については、大きな議論にも発展している。特に、昭和 50
年代のリース、クレジット債権の担保化をきっかけに「正常担保」としての役割が認識さ
れ、近年、事業資産の流動化や証券化に対応した新たな対抗要件制度が創設されたことを
背景に、資金調達手段としての重要性が注目されている将来債権を目的とした集合的・流
動的な譲渡担保に関しては、平成 11 年以降、最高裁がその有効性を承認する方向性を認め
る方向性を示唆していることもあり、集合将来債権や流動債権を含む債権の譲渡担保への
徴収法 24 条の適用に否定的な見解も少なくない（後述・第３節第 2 款）。 
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徴収法改正が行われた昭和 34 年から既に半世紀近くの時が経過した現在、重要な民事関
係立法があいつぐ中、私法の中心にある民法もまた大きな転換期を迎えている。そうした
状況の中で、昭和 34 年当時の解釈論を前提とした徴収法 24 条の条文構成（「法定納期限等
後に譲渡担保財産となったこと」）は、近年における一連の資産流動化法制の立法を背景と
して急速に発展した将来債権の対抗要件の有効性に関する議論と「乖離」するものである
ようにもみえ、後述する集合債権譲渡担保への徴収法 24 条の適用をめぐる議論では、この
点に学説の批判が集中している（注 47）。 
確かに、昭和 34 年当時、学説における譲渡担保に関する議論の中心が動産の譲渡担保に
関するものであったことは前述したとおりであり、昭和 50 年代以降に急速に発展した債権
の譲渡担保については、立法当時、十分な議論がされていなかったことは否定できない。
しかしながら、徴収法 24 条の立法の主眼が、「徴税の回避」という譲渡担保に共通の問題
の解決にあり、判例や学説においても、担保と譲渡との二面性や清算の必要性など譲渡担
保に共通の問題を論じる場合には、「目的物ごとの視点」が必ずしも重視されるべきものと
はならないこと、そして、このような包括的な（それぞれの目的物ごとの法的構成に縛ら
れない）構成をとることで、私法上の議論との深刻な乖離とそれによって生じる私法取引
への影響を回避しつつ、徴税の確保を図るという構成をとるものであるということは既に
確認したとおりであり、目的物の法的構成による差異は、同条の適用の可否に影響するも
のではないと解される。また、仮に、私法と徴収法との間で一種のダブルスタンダードの
ような状態が生じることがあったとしても、徴収法が、課税要件の充足により当事者に選
択の余地なく成立するものである租税債権と当事者自らが選択した契約関係から生じるも
のである私債権との差異に着目し、「租税債権の特殊性」というものを肯定した上で、私債
権との調整を図るとの立場に立つものである以上、徴収法が機能する場面と私債権相互間
の競合の場面とでは、なんらかのギャップが生じることは当然の帰結であるといえる。そ
して、徴収法がこのような構造（ダブルスタンダードの許容）を採用しているがゆえに、
我妻博士は「私法学との乖離」という懸念を示され、その乖離が深刻なものに至った場合
には、徴収法の改正を検討すべきである旨を示唆されていたと考えることができる。もっ
とも、租税徴収の確保という目的を達成するために、一種のダブルスタンダードを生ずる
ということ自体が、法解釈上、否定されるものではないとしても、そのギャップが極めて
深刻で実務取引に重大な影響を与えるものとなるような場合には、我妻博士の指摘すると
おり、徴収法について再びなんらかの立法措置をとることを検討しなければならないこと
はいうまでもない。 
以下では、これまでに確認した徴収法 24 条の立法経緯や徴収法 24 条に反映されている
譲渡担保の法的構成に関する考え方などを手がかりとして、本論文のテーマである集合債
権と徴収法 24 条の問題を考察していくこととする。 
 
注１ 吉国ほか（2005）・280 頁。譲渡担保財産として差押えた後に債務者が弁済した場合においては、本
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来その財産は設定者の財産に帰することになるが、このときにおいては既に譲渡担保財産として差
押えが行われた後の問題であるから、差押えの効力としての当初の滞納処分を続行することができ
る。 
注２ 一括支払システムの有効性が争われた東京地判平 9.4.28 判時 1632 号 53 頁は、「徴収法 24 条 2 項
は、譲渡担保財産から設定者の滞納した租税を徴収しようとするときは、第二次納税義務者から徴
収しようとするときと同様（徴収法 32 条第 1 項）、譲渡担保権者に対して告知をしなければならな
いと規定するが、譲渡担保権者は、本来設定者の国税のため滞納処分が行われることを受忍する義
務（物的納税責任）を負うに留まり、第二次納税義務者のように納税義務を負うものではないから、
右告知を要するとした趣旨は、物的納税責任を負担することになる譲渡担保権者に対して滞納処分
を執行することを予告することに主眼がある。」と判示している。 
注３ 平成 15 年判決「同条第 2 項による告知は、譲渡担保財産から納税者の国税を徴収することができる
場合に、譲渡担保権者にとって不意打ちとならないようにするため、あらかじめ同項所定の事項を
通知しようとするものである。（下線筆者）」 
注４ 我妻博士は租税の優先権を消防自動車に例え、次のように利害関係人への通知の必要性を指摘して
いる。「消防自動車が通るときには、みなに道を空けさせて先に通るというぐらいなら、我慢す
る。・・・（但し）消防自動車のサイレンが聞こえたらみなとまらなくちゃならぬというくらいの規
則は作っていいと思う。（サイレンも鳴らさずに他の人を全部）ふっとばしていっていいというので
は、やはりみなが納得しないだろう。」（田中（二）（1959）・100 頁・我妻発言） 
注 5 志場喜徳郎「譲渡担保財産に対する新国税徴収法の取扱」金法 229 号（1960）22 頁 
注 6 志場喜徳郎「新国税徴収法と譲渡担保」ジュリ 192 号（1959）22 頁では、昭和 34・2・9「租税徴
収制度改正に関する要望意見」経済団体連合会、昭和 34・2・17「国税徴収法改正に関する要望に
ついて」東京商工会議所・金法 229 号 58 頁（1960）の二つが例として挙げられている。 
注 7 東京商工会議所では、鈴木竹男・矢沢惇・加藤一郎教授らとともに譲渡担保に関する実態調査を行
っており、昭和 30 年代当時の貴重な資料が収集されている。加藤一郎教授による報告は、「私法」
21 号（1959）190-202 頁に掲載。 
注 8 大蔵省による調査内容とその結果について、志場前掲注５・23 頁 
注 9 志場・前掲注５・23 頁  
注 10 加藤・前掲注 7・198-200 頁。但し、普通融資と緊急融資の区別には必ずしも明確な定義はない。
一方、大蔵省調査では、譲渡担保による融資の使途として、設備資金 35 件に対し、運転資金が 192
件（調査件数総数 202 件、複数回答有りと思われる）と大幅に前者を上回る結果となっているが、
志場・前掲注 5・23 頁は、理論的には融資の事情と譲渡担保制度とを結び付ける（譲渡担保即救済
融資）のは無理があるとする。 
注 11 志場・前掲注 5・25 頁。改正国税徴収法にあわせて創設された納税証明制度を利用すれば、即日、
未納税額を確認することができる。 
注 12 昭和 34.12.25 省議決定・国税徴収法基本通達（以下「基本通達」という。）24 条関係 28（現行基
本通達では、24 条関係 1 に「譲渡担保財産」に関する定めが置かれている。） 
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注 13 志場・前掲注 5・24 頁 
注 14 同通達は、その後の改正により、昭和 30.12.6 大阪地裁判決の判旨引用箇所（「構成物のたえず変動
する在庫商品を一括して譲渡担保の目的とした場合には、個々の商品を離れた一個の集合物として
一個の所有権を移転したものと解すべきであり、したがって在庫商品を構成するものであると認め
られるかぎり、契約の当初から在庫商品を構成していたかどうかには関係はなく譲渡担保の拘束を
受ける（昭和 30.12.6 大阪地判・下民集 6 巻 2559 頁）」）がなくなったほか、最高裁昭和 54.2.15 判
決、東京高裁昭和47.3.29判決などが追加される等の改正がされているが、現行通達（24条関係32(注)
１）でも「特定の倉庫に存する商品の全部」に関する集合動産譲渡担保が認められた事例として同
判決が挙げられている。 
注 15 鈴木禄弥「譲渡担保」幾代通ほか著『企業担保・経営法学全集』（ダイヤモンド社・1966）227 頁
以下ほか 
注 16 米倉明「流動動産譲渡担保論一斑」北大法学第 18 巻 4 号（1967）13 頁 
注 17 潮見佳男「将来債権譲渡担保と国税債権の優劣」NBL856 号 (2007)（以下「潮見（2007）」という）
19 頁は、「集合物」としての経済的価値が当初設定時の価値を超えた部分については、基本通達に
おける集合物の取り扱いに関する規定について、新たな譲渡担保設定契約が締結されていなくても、
『譲渡担保を新たに設定したものとして取り扱う』との処理をすることにより、国税徴収の利益を
優先させ、集合動産譲渡担保に修正が加えられているものとみるべきである」とする。 
注 18 我妻栄ほか「座談会・譲渡担保をめぐる諸問題」金法 229 号(1960）33 頁 
注 19 道垣内弘人『担保物権法・第 2 版』（有斐閣・2004）（以下「道垣内（2004）」という。）299 頁は、
同判決を引用し、「判例は担保目的物の所有権が完全に譲渡担保権者に帰属しているとすることには
躊躇をみせていた」とする。 
注 20 譲渡担保の法的構成に関する初期の判例・学説の変遷について、我妻栄『新訂担保物権法』（岩波
書店・1968）（以下「我妻（1968）」という）598-608 頁 
注 21 個別債権の譲渡担保については、民法の定める「債権質」によらず、譲渡担保の方法を用いる合理
的理由はないとされている。この点に関しては後述第 3 節参照。 
注 22 清算を認める旨の判例は既に大正８年の大審院判例（大判大正 8.7.9 民録 25 輯 1373 頁）にもみら
れる。 
注 23 もっとも、特殊の個別動産(船舶・農業機械・自動車・航空機・建設機械)については特別法による
手当てがされている。しかし、これらの特別法による動産抵当制度は実際にはあまり利用されてお
らず、その原因として、公示に関する規定が商業的にみて実際的なものではないことも指摘されて
いる。この点に関する比較法的検討を行っている当時の資料として、ウォレン・L・シャタック（曾
野和明訳）「日米動産担保法の比較的一断面」アメリカ法 1966 年 1 号（1966）（以下「シャタック
（1966）」という）１頁 
注 24 四宮和夫「譲渡担保法要綱(改訂第二試案)解説」（以下「四宮・解説（1961）」といい、掲載の号数
及び頁数のみ記載する）立教法学 3 号 194 頁(1961)は、「従来の譲渡担保の最大の弊害は、《その秘
密性》に存する。」とする。 
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注 25 山野目章夫「譲渡担保立法学・既存の譲渡担保立法案の検討」法律時報 66 巻 2 号（1994）43 頁 
注 26 山野目・前掲注 25・43 頁。民商法合同シンポジウム「譲渡担保立法の問題点」私法 31 号(1969)27
頁・四宮報告によれば、大阪商業会議所では、既に大正 7 年の段階で、中小業の金融担保のために
機会器具・原料・製品等について動産抵当制度が必要である旨決議していたことも指摘されている。 
注 27 四宮・解説（1961）・3 号 194 頁「譲渡担保の秘密性がかように多くの弊害をはらんでいるにもか
かわらず、法がそのままに放置したのは、公示の技術的困難さを別とすれば、譲渡担保の両当事者
がしばしば秘密性を好むことによるのかもしれない。けだし、譲渡担保権者は表面上《財産権移転》
の形式をとり、担保目的はこれを contre-lettre(隠匿行為)として内部に隠すことによって、担保物を
《独占》しようとするであろうし、設定者＝債務者自身も、自己の《信用》保持のために譲渡担保
を公にすることを欲しないからである。」 
注 28 柚木馨「譲渡担保立法化の方途―動産抵当法の提唱―」金法 229 号(1960)1-5 頁ほか 
注 29 この点について民事執行法が所有権的構成に立脚しているとみるべきではなく、譲渡担保の問題解
決は学説の展開に任せたのであり、担保権的構成を執行内部で貫くための方法としては譲渡担保権
者が第三者異議の訴えを起こしてきたときは、優先弁済を認めるにとどめる判決を第三者異議の訴
えの一部認容判決として認めるべきであるとする学説もある(高木多喜男「担保物権法〔第 4 版〕」(有
斐閣・2005）（以下「高木（2005）」という）356 頁、三ケ月章「民事執行法」(弘文堂・1980）146-152
頁)。 
注 30 谷口安平「会社更生手続と譲渡担保」判評 97 号（1966）103 頁ほか 
注 31 柚木・前掲注 28・1 頁 
注 32 四宮・解説（1961）・2 号 158 頁によれば、昭和 35 年 9 月時点の委員は、石井照久、大原栄一、加
藤一郎、四宮和夫、清水誠、新堂幸司、鈴木竹雄、竹内昭夫、星野英一、三ヶ月章、森島昭夫、矢
沢惇、我妻栄。 
注 33 四宮・解説（1961）・2 号 163 頁。同解説によれば譲渡担保を信託行為とみる法律構成はとらない
としているが、山野目・前掲注 25・40 頁は、「担保提供者および債権者を受益者として財産権が第
三者に信託される場合に関しては、信託法を適用するほか、譲渡担保権の実行に関する本法の規定
を準用する（第一節第四の一）」など信託法理との関連を色濃く意識させる規定案があったことを指
摘している。 
注 34 我妻博士は私法上の法律関係と食い違いを生じることを懸念しつつも、「法律関係の形式に捉われ
ず、その立場―従って、譲渡担保の場合には、所有権が移転したという観点からは課税しない立場
―からいえば、これを抵当権や質権と同一の基準に従って課税しようとすることにも十分の理由が
ある」として徴収法 24 条の立法意義を認め、「私の私法学徒としての希望は、この上は一日も早く、
譲渡担保や請求権保全の仮登記についての私法上の取扱を確立し、これらの制度についての答申の
取扱と実質的にも食い違いのないようにする―そして、そのために、もし必要なら徴収法の方を改
める―ことである。けだし、これらの制度の内容をはっきりさせ、必要な立法措置を講ずることは
税との関係を度外視しても、正に私法学の任務だからである。」と述べている（我妻栄「近代私法と
租税の優先的効力」金法 200（1959）2 頁）。 
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注 35 前掲注 26・シンポジウム四宮報告資料「動産担保立法の問題点」24 頁 
注 36 鈴木・前掲注 15・280 頁 
注 37 前掲注 18・25 頁・座談会・加藤発言 
注 38 もっとも特約で清算義務を排除しえないかという問題についてはなお議論のあるところである。道
垣内（2004）・316 頁 
注 39 山野目・前掲注 25・40 頁 
注 40 椿寿夫「譲渡担保目的物総合立法の是非」法律時報 66 巻 2 号 77 頁(1994)は、目的物視点を明確に
出したものとして、川井健「担保物権法」(1975)や槇悌次・民商法雑誌 55 巻 6 号(1967)194 頁など
を挙げるものの、目的物ごとの視点という考え方は、昭和 56（1981）年時点では一般に浸透してい
たとはいいがたい状況であったとする。 
注 41 徴収法 24 条への強い反対意見を主張されていた柚木博士も、その立法の意義については次のよう
に評価されている。「国税徴収法第 24 条が誕生した法律状態においては、破産執行ないし個別執行
の問題は全くドイツの学説の大勢と同一に解することが可能であり、そしてそれが新法の持する担
保権的把握と最も合目的にマッチするものであることを知りえよう。・・・かかる解釈が可能になっ
たのは、ひとえに新国税徴収法によって破産法 88 条が執行したと解することによるものであること
を牢記すべきものと思う。・・・現実にかように解釈上の変更を試みてみると、変更された解釈の方
が従前のものより合理的なものであることが感ぜられるのであり、国税徴収法 24 条は案外私法の上
に大きな貢献をしたものであると今更ながら痛感せざるを得ないのである。」（「譲渡担保と新国税徴
収法との解釈論的調整について」柚木馨・法曹時報 12 巻 5 号 529 頁（1960）） 
注 42 租税徴収制度調査会資料集・租税徴収制度調査会第 1 回幹事会議事録（1957）53 頁・三ヶ月発言
「譲渡担保の問題へ行く前に、調整の面からともかく具体的な合理的な調整をしていくという立場
をとるとすれば、譲渡担保の法律的構成をどう具体的な義務として規定するかという問題でつかま
えるより先に、第１段階としては、杉本さんが言われたように、とにかくそれに対して強制執行を
していくことによって文句をいえないというところが本体になる。そこからその裏づけになる実体
規定というふうなものも、第二次納税義務という面ではなくて、本来は所有権をもっているのだけ
れども、それに対して異議がいえないことを基礎付ける程度の実体的な義務を課すればいいのでは
ないか、というふうな感じもするのです。なるほど自分が所有権を持っているところを他の名あて
の債務でもって差押えられるのは、これは心外ですから、何らかの実体規定が要る。それは確かで
すが、その実体規定がそういう形での納税義務という実体規定とまでいかないのではないか。そこ
でまさに譲渡担保の経済的な機能というものが顕在化した程度の実体規定
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
を規定すればいいの
で・・・・（傍点筆者）」なお、通説である所有権的構成を前提とした「二次義務的構成」について
も、物的納税責任と並行的に検討されていたことについて第 1 章第 2 節第 3 款参照。 
注 43 制定資料第 4 巻 332 頁・第 45 回 
注 44 松田佳久「国税徴収法 24 条 6 項と集合債権譲渡担保の設定時期との関連」税 2005 年 7 月号（2005）
27 頁 
注 45 米倉前掲注 16・13 頁は「確認の意味とも解される」とする。 
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注 46 立法直後の集合動産譲渡担保に関する徴収法 24 条の適用をめぐる議論では、後者の解釈を前提と
した議論が展開されている（粟島浩ほか「共同研究・銀行取引における譲渡担保の実務」金法 229
号 28-30 頁(1960)ほか）。もっとも、この時点では、いわゆる「集合物論」は確立されておらず、そ
もそも「集合物」としての対抗力を主張できるのかどうかという問題が克服されていなかったわけ
であるから、徴収法 24 条の解釈論上、設定時に取得した対抗要件の効力が租税債権に対する関係で
否定されうるものと解されていたというよりはむしろ、租税債権を含む第三者一般について、集合
物としての効力を主張できないことが実務上の問題として懸念されていたにすぎないとみるべきだ
ろう。 
注 47 江口直明「将来債権譲渡担保に対する国税徴収法 24 条の物的納税責任の優先－東京高判 16・7・ 
21 キャッシュフローファイナンスの危機」金法 1739 号（2007）（以下「江口（2007）」という）9
頁ほか 
 
第 2 節 債権譲渡担保法理の発展とその背景 
 近年において、集合・流動債権を含む債権の譲渡担保が大きな注目を集め、実務上、重
要な役割を担うようになってきた背景としては、リース・信販会社の台頭、いわゆるバブ
ル経済の崩壊と資産流動化の要請、そして、国際的基準による債権譲渡規定の見直しの要
請といった要因を指摘することができる。債権譲渡の発展と軌を一にして、この分野に関
する判例・学説にも著しい発展があったが、それらについては第 4 章にて詳述することと
し、本章では、実務における債権譲渡担保の発展に的をしぼり、発展に寄与した各要因と
それによって債権譲渡担保がどのような発展をみせたのかを確認しておく。 
 
第 1 款 リース・信販会社の台頭 
昭和 40 年代までの譲渡担保に関する議論が、動産を中心としたものであったことは既に
述べた。これに対し、個別債権の譲渡担保については、①目的物の占有は問題とならない
こと、②質権の場合にも民法 364 条で債権譲渡と同様の対抗要件の方法となること、③民
法 366 条により質権者の直接実行が認められていること等から、動産の場合のように質権
ではなく、譲渡担保の方法を用いる合理的理由はない（注 1）。しかしながら、将来債権の譲
渡担保が実務上かなり古くから利用されていたことは、判例として現れた事例をみても明
らかである（注 2）。動産の譲渡担保の場合であれば占有改定（注 3）、不動産であれば所有権
移転の登記によって、第三者に対しても譲渡担保権者への権利移転を主張することができ、
権利移転の方式をとることで、後発の債権者の出現を排除できることが譲渡担保の最大の
利点の一つでもある。もちろん、債権の譲渡担保についても、民法 467 条に定める第三債
務者への通知によって対抗要件を具備することで同様の効果が得られるわけだが、債権の
場合には、債務者＝譲渡人側が譲渡の事実を第三債務者に知られることを忌避する傾向が
ある。動産や不動産と異なり、債権は人的関係を基礎として成立するものであり、第三債
務者との人的な信頼関係もまた取引における重要な要素の一つであるところ、譲渡によっ
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て支払先の変更が起こることは、時として第三債務者に大きな不信感を抱かせ、譲渡人の
信用不安を引き起こすことにもなりかねないからである。そのため、債権の場合には、あ
らかじめ日付を空欄にした状態の書面を債権者に交付しておくなどして、譲渡人である債
務者が危機状態に陥った段階で第三債務者への譲渡通知を送付し、譲受人として被担保債
権を回収するという方法が用いられることが少なくはなかった（注４）。しかしながら、対
抗要件を具備していない以上、当事者間での譲渡の合意はあくまでも内部関係での効力を
もつものにすぎず、担保としての実効性も不確実なままであることから、担保としての評
価も当然低いものにならざるを得ず、債権譲渡担保は、不動産等の「正式な担保」を取っ
た上で、これを補完するための補充的な担保として位置づけられていた。また、債務者で
ある譲渡人が危機的な状況に陥った段階で債権譲渡通知が発せられるという手法がしばし
ば用いられることから、「債権譲渡＝譲渡人の信用不安」というイメージが定着しているこ
とも（注５）、債権譲渡担保が危急時における最終的な担保以上のものとはなりえなかった
要因として指摘されているところである。ところが、昭和 40 年代後半から 50 年代にかけ、
添え担保あるいは危機時期における危急的な手段以上のものではありえなかった債権譲渡
担保に大きな転機が訪れる。リースや信販会社といった新興ビジネスの台頭である。 
いわゆる添え担保と位置づけられていた債権とは対照的に、金融担保の中心的な役割を
果たしていたのが、不動産であることはいうまでもない。また、事業用資産を含む動産の
担保についても、実務において重要な役割を担っており、動産の公示制度の創設が本格的
に議論されていたことは既に述べたとおりである。しかし、昭和 40 年代後半から、物的資
産はとぼしいが資金需要の旺盛な信販会社・リース会社などが新興ビジネスとして成長し
てくるにつれ、不動産・動産等の物的資産に代えて、多数の債権を一括担保化することが
志向されるようになり、債務者＝譲渡人側が債権譲渡を敬遠するという状況は一変する。
一方、融資を行う金融機関の側にとっても、個別の債権としての価値は決して大きなもの
ではないが、動産の場合のように集合物としてこれを活用することができれば、担保価値
という点でも必ずしも動産・不動産に劣るものではない。そして、リース・クレジット債
権を中心として、実務における集合債権の担保化の重要性が認識されたことを機に、学説
においても債権の譲渡担保の有効性をめぐる議論が活発に行われるようになってくる。も
っとも、その担保としての価値が疑問視されながらも、不動産担保・動産担保の補完手段
として、あるいは、債権質に代えて債権譲渡担保が実務において用いられてきたという点
に着目すれば、こうした新興ビジネスの台頭による債権の担保化の動きは、それまでも潜
在的に存在していた債権を利用した資金調達に関する実務的な要請が表面化したものにす
ぎないとも考えることができよう。いずれにせよ、リース・クレジット債権を中心とした
新しい債権担保の方向性が、これまでの「終末的な取立手段」としての債権譲渡あるいは
債権の譲渡担保の役割を見直し、平常時における正常な担保手段として、理論的検討を促
す発端となったことは確かである。そして、資金調達を図る側はもちろん、資金提供をす
る金融機関の側でも、集合債権譲渡担保など債権譲渡を活用した金融スキームが積極的に
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検討されるようになる。後述する債権譲渡方式の一括支払システムの開発が、この時期に
行われたものであるということも、こうした視点の転換を示すものにほかならない。 
 
第 2 款 バブル崩壊と資産流動化 
 リース・信販会社を中心として、集合債権として債権の担保価値を高め、これを有効に
活用するという新しい方向性が提示されたことは、「終末的回収手段」という金融における
債権譲渡の認識を改める大きな契機となった。その後、実務はもちろん学説においてもそ
の有効な活用が大きな関心を集めるようになったが（注 6）、債権譲渡の方法による資金調達
を図るには、なお大きな問題が残されていた。 
不動産や事業用の大型機械などの動産と異なり、在庫商品やリース・クレジット債権を
含めた売掛債権は、取引の都度、発生・消滅を繰り返すのが通常であるところ、これを有
効に活用するには、前述した集合動産の場合と同様、集合的・包括的にこれを担保する必
要がある。「集合債権」としての譲渡担保が実用化できれば、その担保価値は、陳腐化や流
通ルートが限られるなどの問題で実効性における問題を抱える動産を大きく上回るものと
なることも期待できる。ところが、それぞれの債権の第三債務者への通知またはその承諾
を対抗要件とする民法 467 条の構造上、第三債務者の異なる小口債権の集合体について、
集合動産の場合のように、「集合物」として一括した対抗要件を具備することはできない。
しかし、個別の債権について、その都度、各第三債務者への譲渡通知を送付するという方
法で対抗要件を取得することは、コストやその煩雑さという面で問題があることはいうま
でもない。そのため、将来債権を含む集合債権の譲渡担保では、民法 467 条の定める第三
債務者を介した債権譲渡の対抗要件の構造を克服することが集合債権譲渡担保の発展にお
ける最大の課題となっていく。つまり、第三債務者の介在を必要とする民法 467 条の構造
に起因する対抗要件の取得の困難という問題は、危急時における駆け込み担保から正常業
務型の担保へ、あるいは添え担保から独立した担保への転換が図られたことで必ずしも解
決されたわけではなく、その担保としての有効性を高めるために、対象物の集合性あるい
は流動性を確保することが志向された結果、さらに大きな問題となってしまったのである。
そして、債権譲渡の対抗要件をめぐる問題は、バブル経済の崩壊によって深刻化した不良
債権問題の処理や中小企業における資金調達困難の打開策として、いわゆる「資産流動化」
が注目されたことを機に、再び大きな転換期を迎えることになる。 
我が国における金銭債権の流動化は、昭和 48 年の住宅ローン債権信託がそのさきがけと
いわれるが（注７）、後述する一連の対抗要件の簡易化に関する立法は、証券化に代表され
る流動化取引の促進を意図したものであった。いわゆるストラクチャードファイナンスの
代表的な形態の一つである証券化の典型的な手法は、資金調達を望む企業（オリジネータ
ー）が、自己の保有する資産を特別目的会社（SPC）又は信託銀行に譲渡し、当該資産の
信用力を裏づけとした証券（資産担保証券）を投資家に販売することで、資本市場から直
接資金を調達するというものである（注 8）。その特徴の一つは、不動産を担保に金融機関か
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ら融資を受けるといった伝統的な間接金融から、資本市場から資金を調達する直接金融へ
の転換が図られるという点にあり、このような形をとることで、間接金融を上回る高い経
済効果が期待できるといわれている。証券化のもう一つの特徴は、資金調達者の信用力で
はなく、資産の信用力に依存したファイナンスであるという点にあるところ、その有効性
を最大化するためには、発行される証券の裏づけとなる資産がオリジネーターの倒産リス
クから切り離された倒産隔離の状態にあることが不可欠であるとされる（注 9）。そして、こ
の倒産隔離を実現するためには、オリジネーターから SPV への資産譲渡に際し、確実に対
抗要件を具備しておくことが必須となることはいうまでもない（注 10）。もちろん、その資
産価値を高めるためには、個別債権ではなく集合債権群としての包括的な譲渡が志向され
ることになるから、証券化のための債権譲渡においても、集合債権譲渡担保の場合と同様、
包括的な対抗要件の取得の困難が大きな課題とされ、第三債務者を介した民法の対抗要件
制度の見直しの声はさらに高まっていくことになる（注 11）。 
こうした状況を背景に、平成 5 年 6 月には債権流動化の促進を目的とした「特定債権に
係る事業の規制に関する法律」（以下「特債法」という）が施行されるに至り、民法 467 条
の対抗要件の簡易化が実現する。同法では、債権譲渡の公示手段として「公告」の方法が
採用され、同法に定める公告がされた日に民法 467 条による第三債務者への譲渡通知がさ
れたものとみなすとの構成がとられていた（同法 7 条 1 項、2 項）。これによって、ひとま
ずは「債権譲渡」を活用した資金調達手法において、最大のネックとなっていた対抗要件
の取得の困難という問題への打開策が提供されたことになるわけだが、同法は、債権を活
用した資金調達手法の開発に積極的であったリース・クレジット業界における債権流動化
の促進を意図したものであり、その対象も「特定事業者」の有する「特定債権」に限定さ
れたものであった。 
一方、バブル崩壊による不動産価値の下落や不良債権の処理問題等、経済の不安材料が
尽きない中で、その打開策の一つとして、流動化による経済効果が大きな関心を集めるよ
うになり、「特定の業界」における特殊な取引としてではなく、一般的な資金調達ツールと
しての流動化取引の拡大にも大きな期待が寄せられるようになってくる。こうした状況を
背景に、平成 7 年 6 月、法務省民事局に債権譲渡法制研究会が発足する。同研究会では、
特定債権のみならず、より一般的・普遍的な債権を対象とした制度を構築するという観点
から、対抗要件制度の簡素化に関するさらなる検討が行われ、平成 9 年 4 月には「債権譲
渡法制研究会報告書」が公表される。そして、この検討結果を受け、平成 10 年 6 月に「債
権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律」（平成 10 年法律第 104 号。以下「特
例法」という）が成立し、法人がする金銭債権の譲渡等の対抗要件として債権譲渡登記の
制度が創設されている（同法 2 条 1 項、3 条 1 項。現行 4 条 1 項、5 条 1 項）。さらに、同
法と時期を一にして、「特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律」（SPC 法）も
制定され、資産流動化のための法整備は順調に整っていく。 
もっとも、債権譲渡登記においては、第三債務者の記載が必須の登記事項とされていた
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から（5 条 1 項 6 号）、「第三債務者不特定」の流動債権の状態で、包括的な債権譲渡の対抗
要件を取得する場合における対抗要件の取得の困難という問題については、依然として克
服されないままとなっていた。それでもなお、特定債権のみならず一般企業の有する売掛
債権を対象とする譲渡についても対抗要件の簡易化が実現したことの意義は、決して小さ
なものでなかったことはいうまでもない。債権譲渡登記は、本来的には特債法における公
告制度と同様、証券化のための SPV への譲渡を前提としたものであったが、実際には譲渡
担保を含む「その他」の債権譲渡による利用が予想以上に大きな割合を占めていたことも
指摘されているところであり（注 12）、信用不安に対する懸念から、対抗要件を具備しない
「サイレント」方式が主流であった債権譲渡担保についても、登記制度の導入を受け、対
抗要件の具備が一気に拡大したことは、同制度が金融実務に与えた影響の大きさを示すも
のにほかならないといえる。 
さらに、景気低迷を背景として中小企業の深刻な資金調達難が深刻な社会問題化する中
で、その打開策としても債権流動化の促進が注目を集めるようになり、平成 11 年 8 月には
経産省中小企業庁事業環境部に中小企業債権流動化研究会が組織される。同研究会は、平
成 13 年 3 月に報告書「債権の流動化等による中小企業の資金調達の円滑化について」を公
表し、同年 12 月には、売掛債権担保融資保証制度が創設されるなど、信用不安への懸念か
ら、これまで困難とされていた売掛債権を資産として活用する方向性が前面化してくる。
また、平成 15 年 3 月に閣議決定された「規制改革推進 3 ヵ年計画（再改定）」では、「動産・
債権担保法制の整備による資金調達の円滑化」に関して、動産担保法制及び債権担保法制
の整備に関するニーズや問題点の洗い出しが重要な検討課題とされ、平成 15 年 9 月の法務
大臣の諮問を受け、法制審議会に動産・債権担保法制部会が設置されている。その後、同
部会作成の「動産・債権譲渡に係る公示制度の整備に関する要綱中間試案」の公表（平成
16 年 2 月 18 日）や関係各界への意見照会（パブリックコメント）の実施を経て、平成 16
年 11 月、「債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律」（平成 16 年法律第 148
号。以下「改正特例法」という）が成立することになるわけだが、改正特例法では動産の
譲渡に関する公示手段として登記制度が採用され、動産譲渡担保における長年の課題とさ
れていた公示の不備の問題が克服されたほか（注 13）、平成 10 年特例法後の最大の課題とも
なっていた第三債務者不特定の状態で債権譲渡の登記が可能となったことで、対象債権の
集合性・流動性による対抗要件具備の困難という問題も克服されている。 
特債法に始まる一連の立法措置は、必ずしも集合債権の譲渡担保を念頭に置いたもので
はなく、証券化における SPV への真正売買を実現するための法的枠組みを提供し、債権の
流動化取引を促進することを意図したものであったことは既に述べてきたとおりであるが、
第三債務者を介しない方法での対抗要件制度の実現が、集合・流動債権を含む債権の譲渡
担保の利用可能性を確実に拡大したことはいうまでもない。 
 
第 3 款 国際的基準による「債権譲渡」規定の見直し 
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債権流動化の促進という観点が前面化してきた背景には、国際的な規模での債権譲渡に
よる資金調達の要請があることも看過すべきではない。「債権譲渡」による資金調達の円滑
化の促進は、国際的にも重要な問題として認識されており、平成 7 年（1995 年 11 月）か
ら、国連国際商取引委員会（UNCITRAL;United Nations Commission on International 
Trade Law, 以下「UNCITRAL」という)において、国際的な資金調達の円滑化・低利化を
図るため、国際取引における債権譲渡に関する条約についての草案作成作業が開始し、平
成 13 年 12 月には、国際規模で債権譲渡による資金調達を行う場合、各国の対抗要件制度
を始めとする法制度の相違やそれらの法選択の不透明性が、債権譲渡の円滑化ひいては資
金調達コストの削減の障害となっているという認識にたち、それらを除去して、より円滑・
低利に債権譲渡取引が行われることを意図した「国際取引における債権譲渡に関する国連
条約」（United Nations Convention on the Assignment of Reseivables in International 
Trade, 以下「国際債権譲渡条約」という）が採択されるに至っている（注 14）。 
こうした国際的な議論の趨勢が、債権譲渡に関する登記制度の創設を検討していた債権
譲渡法制研究会の議論にも大きな影響を与えたことはいうまでもない。特に、国際債権譲
渡条約の草案が将来債権譲渡における債権の移転時期として、個別債権の発生時ではなく
譲渡契約時としたことは、債権流動化の促進のためには、集合・流動債権についての包括
的な対抗要件の効力としての権利移転が設定契約時点で生じることを主張する近時の有力
学説の論拠の一つともされていた（注 15）。しかしながら、債権の移転時期と対抗要件につ
いては、債権譲渡金融の先進国であるアメリカでも債権発生時に権利移転および対抗力が
生じるとの構成がとられているほか、必ずしもわが国以外の諸外国の立法において統一的
な基準が確立している状況にはないことには注意が必要である（第 5 章・第 6 章参照）。但
し、国際的な債権譲渡法制の「見直し」に大きな貢献を果たしたという点で同条約の意義
は極めて大きなものであることはいうまでもなく（注 16）、我が国における債権流動化の大
きな促進要因の一つとなっていることは論を待たないところである。 
 
第 4 款 小括 
 以上みてきたとおり、債権の譲渡担保は、リース・クレジット債権等小口かつ第三債務
者が多数になる集合債権の担保化の議論をきっかけとして、独自の発展経過をたどってき
た。証券化取引を促進するための立法措置がとられたことは、債権譲渡のもっていた危機
的なイメージを改善したばかりでなく、対抗要件の簡易化が実現したことで、これまで信
用悪化を理由に敬遠される傾向のあったリース・クレジット債権以外の一般的な売掛債権
の活用の拡大にも寄与したわけだが、近年、著しい発展をみせている証券化をはじめとし
た流動化取引は、「譲渡」としての外観をもちつつも、実質的には「担保」としての側面の
強い従来の「譲渡担保」（動産・不動産を中心とした昭和 40 年代までの譲渡担保）とは異
なる次のような特徴をもっていた。 
 まず、証券化取引における倒産隔離のための真正売買に象徴されるように、その有効性
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を最大限に発揮することができるよう、債権者のみならず債務者の側でも、資金調達の手
段として「担保」よりもむしろ「譲渡」の方式が好まれることが少なくないという点は、
伝統的な議論が前提としてきた金融取引とは異なる近時の取引の特徴であるといえる。さ
らに、金銭債権の譲渡は、担保としての機能のみならず弁済の手段としての機能も果たし
うるものであり、このことを債権の「自働決済力」と呼ぶことがあるが（注 17）、こうした
機能は動産や不動産とは異なる債権の譲渡担保の大きな特徴であり、近時、積極的に開発
が進められている債権譲渡を活用した金融スキームが不動産・動産を前提とした伝統的な
担保取引を前提とする議論になじまないとされる理由もこの点にある。すなわち、債権の
場合、目的物の換価手続きをとるまでもなく第三債務者からこれを直接取り立てることで
譲渡人は満足を受けることが可能であるわけだが、債務者=譲渡人による被担保債務の弁済
についても、わざわざ譲渡対象債権を弁済によって取り戻すまでもなく、債権者＝譲受人
が直接これを取り立てることで足りることになるから、担保の実行によって被担保債権の
満足を受けることになる不動産・動産の担保とは本質的に異なるものであるとされている
のである。 
既に述べたとおり、近年、債権譲渡による資金調達の有効性を主張する見解が有力に主
張されているところ、債権の譲渡担保が上記のような特徴を有することを重視し、不動産・
動産を前提とした伝統的な譲渡担保に関する議論は妥当せず、有効な債権譲渡がされてい
るにもかかわらず、あえて担保としての取扱をすることについても否定的に解される傾向
がある。しかしながら、サイレント方式や債権譲渡登記を利用した対抗要件の取得など第
三債務者への通知を要しない債権譲渡が志向されてきたことが示すとおり、金銭債権の譲
渡担保においても、譲受人による直接取立が行われることは必ずしも当事者の意図すると
ころではないとみるべき場合があることには注意を要する。つまり、被担保債権の弁済の
手段とする意図ではなく、あくまでも担保として債務の弁済後に受け戻すことを前提とし
て債権譲渡を行うケースは決して少なくはないと考えられるところ、債権譲渡＝弁済の手
段という解釈を一律に採用することは、取引の本質と乖離したものとなることも懸念され
る。 
以下では、自働決済力という債権の譲渡担保特有の機能を活用した譲渡担保方式の一括
決済システムと徴収法 24 条の適用の問題を中心として、債権譲渡スキームの一形態として
の一括支払システムとその問題点を考察していくこととする。 
 
 
注１ 道垣内（2004）・339 頁は「譲渡」という債権者の「心理的満足」をもって説明するほかないとする。
そのほか、勝田信篤『債権流動化の現状と展望』（日本評論社・2005）（以下「勝田（2005）」とい
う）・7 頁は、第三債務者に対する関係では対抗要件を留保する必要があったことから、資金調達の
ための債権譲渡では、債権譲渡に代えて「譲渡担保」の方法が利用されてきたとする。 
注２ 大判昭 9.12.28 民集 13 巻 2261 頁（後述第 6 章第 2 節参照）ほか 
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注３ 最判昭 30.6.2 民集 9 巻 7 号 1 頁 
注４ 租税徴収制度調査会審議でもこの種の手法について言及されている。制定資料第 3 巻 333 頁以下・
第 35 回松隈発言 
注５ 「債権譲渡」については、「担保」というよりもむしろ、債務者の経営悪化時において行われる「終
末的な回収策」であり、「病理的」な利用形態としてとらえられていたという。堀龍児「集合債権譲
渡担保契約作成上の留意点」NBL204 号（1980）38 頁 
注6  この時期、債権譲渡担保に関する学説が大きく発展している。特に椿（1989）は債権譲渡担保の「正    
常時」の担保としての側面に着目したものであり、学説における債権譲渡担保に関する視点の転換
を促したという点で、その意義は極めて大きい。なお、実務において、いわゆる「集合債権譲渡担
保」が正常業務型の担保として利用されるようになった理由について、堀龍兒「集合債権譲渡担保
の今日的課題」伊藤進教授還暦記念論文集編集委員会編『民法における「責任」の横断的考察（伊
藤進教授還暦記念論文集）』（第一法規出版・1997）244 頁は①金融期間などがバブル期に取引先に
多額の融資を行うのに利用したこと、②バブル崩壊後は、不動産・株式価格が大きく下落し、債務
者に担保不足が生じ、債権者としてはやむを得ず、集合債権を譲渡担保として取得せざるをえなか
った、といった点がその要因であると分析する。 
注７ 池田真朗「指名債権譲渡法理の再検討―今日的課題と民法理論」金融法研究資料編(11)（1996）102   
      頁 
注 8 近年はコスト削減のためにそもそも SPC を設立せず資産の信託譲渡後に直接投資家に対して受益権
を販売する受益権譲渡スキームが隆盛を見せ、さらに日本における証券化商品の発行額の 2 割近く
を占める住宅金融公庫債（その中の直貸型及び買取型）においてはオリジネーターたる住宅金融公
庫が公庫債を発行し、その公庫債への担保的役割を目的とする信託として住宅ローン債権を信託す
るというスキームがとられている（前田敏博ほか「資産流動化法（SPC 法）と信託」金商 1261 号
（2007）124 頁。 
注 9  角紀代恵「証券化における債権の売買と担保のための移転」NBL659 号（1999）8 頁 
注 10 小梁吉章「差押禁止と倒産隔離」金商 1261 号（2007）40 頁は、証券化の委託者（オリジネーター）
の倒産隔離について、①資産、特に不動産の売却の詐害行為否認、②流動化のための資産譲渡が譲
渡担保付融資と捉えられる可能性の 2 点に分類し、①については、平成 17 年 1 月に施行された新
破産法は、詐害行為否認の特例として不動産を適正価格で売却した場合に否認するための要件を厳
格にしており（破産法 161 条 1 項）、この点に関する資産の流動化・証券化に伴う譲渡の否認のリ
スクは低下したとする。 
注 11 「証券化」の語は、資本市場を出口として考えるものであるから、一括決済方式や集合・流動債権
譲渡担保などには、「証券化」の語は妥当しないとされており（池田真朗ほか座談会「債権流動化に
よる中小企業金融の円滑化」小野傑発言・ジュリ 1201 号(2001）（以下「池田ほか・座談会（2001）」
という）18 頁、本論文でも、SPC 等を利用した典型的な手法を「証券化」とし、これを含む債権譲
渡スキーム一般に関して言及する場合に「流動化」の語を用いて区別している。なお、本論文では、
証券化や集合債権譲渡担保を含む広義の概念として、「流動化取引」という用語を使用するほか、「債
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権譲渡金融」あるいは「流動化スキーム」という言葉についても同様の意味で用いているが、これ
らの用語に関しては、厳格な区別を設けることはしていない。 
注 12 渋佐慎吾「債権譲渡登記制度の概要と運用状況」金法 1567 号（2000）（以下「渋佐（2000）」とい
う）36 頁 
注 13 昭和 40 年代の議論では技術的な問題点が指摘され登記制度の実現に至らなかったが、コンピュー
ター処理によって技術的な問題がクリアされたことも、公示制度実現の背景として指摘されている
ところである。 
注 14 池田真朗「国連国際債権譲渡条約の論点分析と今後の展望」金法 1640 号（2002）22 頁 
注 15 池田真朗「債権譲渡法理の展開」（弘文堂・2001）（以下、「池田・展開（2001）」という）379 頁ほ
か。もっとも、同条約では最終的に権利移転時期の明文規定は採用されていない。 
注16 なお、ユニドロワ（UNIDOROIT,私法国際統一協会）の作成したユニドロワ国際商事契約原則では、
「将来の権利は、その権利が発生したときに、それが譲渡にかかわる権利であると判定できるなら
ば、譲渡の合意の時に譲渡されたものとみなす」（第 9.1.5 条。邦訳は内田貴「ユニドロワ国際商事
契約原則 2004－改訂版の解説⑴NBL811 号（2005）46 頁による。）として、「将来債権の契約時移
転」が明記されている。なお、内田・前掲解説では、ここでいう「将来の権利」とは、履行期が将
来到来するところの現存債権ではなく、いまだ発生してはいないが将来において発生し、または発
生する可能性のある債権であり、日本法でいう停止条件付債権はここでいう「将来債権」にあたる
ものと解されている。 
注 17  椿寿夫『集合債権譲渡担保の研究』（有斐閣・1989）（以下「椿（1989）」という）206 頁によれば、
自動決済力という用語は、もともと実務の解説書において使用されていたものを、西原寛一『金融
法』（有斐閣・1968）が採用したものであるとされている。 
 
 
第３節 一括支払システムにみる債権譲渡スキームの混迷 
第 1 款 一括支払システムとは  
 伝統的な企業間決済の方法である手形決済は、支払企業側にとっては、決済日までの実
質的な支払の猶予が受けられること、受取企業側にとっては、決済期日前においても、割
引や裏書により自己の支払いに利用することが可能であることなどのメリットを有する反
面、手形現物の授受・管理事務の煩雑さや印紙税等の負担などのデメリットをも有してい
る。特に、下請企業を多数抱えた大企業にとっては、手形の発行・受渡しに係る事務の負
担は極めて大きなものであった。そこで、こうした負担を軽減しつつ、手形決済における
メリットを享受しうるような企業間の決済手段の開発がすすめられ、手形に変わる新しい
決済手段として考案されたのが、いわゆる一括決済方式あるいは一括支払システムとよば
れる方法である。伝統的な手形決済の仕組みを大幅に合理化したという意味で、その意義
が極めて大きなものであったことはいうまでもない（注１）。  
 一括支払システムの最も初期の形式は、数千百枚の手形を一枚に集約した①「一括手形
 68 
方式」（①方式）であり、昭和 59 年にジャスコと提携した第一勧銀が開発して先行したが、
その後、昭和 61 年に手形を全く使用しない②「債権譲渡担保方式」が公正取引委員会の認
可を受け、丸井がこの②方式を採用したことを機に、②方式が主流となっていく（注２）。 
②方式の概要は、次のようなものである。支払元企業 A が、仕入先企業 B に対する代金
支払いについての支払いを銀行 C に委託する。A 社は B 社からの仕入れに関し、電子化さ
れた買掛明細データを C 銀行に提出し、C 銀行は B 社に対し債権明細として通知し、それ
と同時に B 社は、将来の資金調達に備え、この債権を担保目的で C 銀行し対して譲渡する。
これによって、B 社はこれまでの手形割引に代え、A 社への債権を担保として当座貸越を受
けることが可能となる。C 銀行は、従来の手形期日に売掛債権を取立て、当座貸越が実行さ
れていれば返済に充当し、返済すべき当座貸越がなければ通常の取引口座に入金する（注３）。
つまり、売掛金の支払を行う大企業とその取引先企業及び金融機関の 3 者間の契約により、
取引先企業の有する売掛代金債権を金融機関に譲渡担保として供し、大企業が売掛代金相
当を金融機関に振り込んだ際に、金融機関が当座貸越貸付の形で取引先に支払った売掛代
金相当の貸越債権の清算を行うという方法により手形を用いることなく、手形の場合と同
様のメリットを支払先企業と支払元企業の双方が享受できるわけである。 
但し、一括支払システムは、その導入・運用のされ方によっては下請業者の支払条件が
下請事業者にとって著しく不利となる可能性もあり、下請取引における支払遅延等の行為
は、優越的な地位の濫用行為として不公正な取引に該当することになるから、このシステ
ムの運用にあたっては、下請事業者保護のために昭和 31 年に制定された「下請代金支払遅
延等防止法」による規制を考慮する必要がある。この問題について公正取引委員会は、昭
和 60 年の事務局長通達（「一括決済方式が下請代金の支払手段として用いられる場合の下
請代金支払防止等遅延防止法及び独占禁止法の運用について」）により、一括決済システム
をとりながらも金融機関から下請代金相当額全額の貸付又は支払を下請業者が受けられな
い場合は、下請代金支払遅延行為(4 条 1 項 2 号)に該当する旨を明らかにしたほか、下請事
業者の取引先金融機関の選択の幅を狭めたり、下請代金の支払条項が下請業者にとって不
利に変更されないよう、その加入・脱退の自由等についての定め（「一括決済方式が下請代
金の支払手段として用いられる場合の指導方針について」）を置き、下請法上の一括支払シ
ステムの取扱を明確にしており、この取扱に基づき一括支払システムの運用が行われてき
た（注４）。なお、上記通達が、下請負業者の取引金融機関からもこのシステムによる融資
が受けられるように求めたことを受け、銀行側が下請負業者の取引金融機関を提携先とし
て一括支払システムに加えたことから、4 者型の契約パターンが開発されたという経緯があ
り、後述する平成 15 年判決の事例でも、4 者型の方法が採用されている（注 5）。 
債権譲渡を利用した金融手法が対抗要件の取得の困難という問題に直面していたことは
既に確認したとおりであるが、それにもかかわらず、昭和 50～60 年代以降、債権譲渡を利
用した資金調達手法の開発・利用は大幅に拡大していく。②方式以降の一括支払システム
も、こうした債権譲渡のもつ可能性に着目して開発された債権流動化スキームの一つであ
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ることはいうまでもない。但し、一括決支払システムは、複数の下請企業を抱えた元請企
業の決済を想定して開発されたものであり、支払先企業から金融機関への債権譲渡がされ
る旨を支払元企業＝第三債務者への通知することで、民法 467 条に基づき対抗要件を具備
することができるから、不特定多数の第三債務者に対する債権群を一括して譲渡する集
合・流動債権の債権譲渡や、取引先への通知を留保する傾向のある従来型のサイレント方
式の債権譲渡の場合に必要となるような民法上の対抗要件の取得方法についての簡易化の
必要性が問題とはならなかった、という点で大きな違いがある。もっとも、一括支払シス
テムにおいても、将来債権の包括的な譲渡契約に関する対抗要件の有効性が問題となる点
は同様であったから（注６）、譲渡対象となる個々の債権については、実際の取引によって
債権が確定的に発生してから担保の実行として対抗要件が具備されるのが通常であり、そ
れまでの間に、債務者＝譲渡人による二重譲渡や、譲渡人の債権者による差押との競合が
生じることは十分に想定される。しかし、立法による対抗要件の簡易化が実現するのは、
平成 4 年以降のことであり、特定債権以外の一般売掛債権にいたっては平成 10 年の債権譲
渡登記の創設までは対抗要件の具備を留保した債権譲渡が一般的であったから、一括支払
システムの利用者にとって、債権譲渡との競合の問題は必ずしも深刻なものではなかった
と考えられる。むしろ、民法の定める対抗要件が第三債務者を「インフォメーションセン
ター」とするものである（注７）という点に着目すれば、譲渡人側が第三債務者への通知を
躊躇したり、あるいは包括的な債権としての譲渡の合意はあっても、個別の債権に関する
対抗要件の具備としては、個々の債権の第三債務者が特定するまで通知を留保せざるをえ
ない他の債権譲渡の場合と比べ、第三債務者＝支払元企業を起点として、支払先企業から
金融機関への債権譲渡を行うという一括決済方式は圧倒的に有利なものだったといえる。 
ところが、譲渡担保の形をとる②方式には重大なリスクがあった。国税徴収法 24 条によ
る譲渡担保権者の物的納税責任である。一括支払システムは、基本的に支払企業側の信用
を前提に開発された決済システムであり、銀行が万一の場合に被った損失については支払
企業が補償することが約定されるのが通常である（注８）。そのため、金融機関が支払先企
業の国税滞納によって、物的納税責任を負担した場合には、支払元企業が、買掛債務を決
済した上で銀行の損失補償を行わなければならないという二重払いのリスクを負担するこ
とになってしまう。そこで、このリスクを回避するため考案されたのが、徴収法 24 条に基
く告知を停止条件とする代物弁済の予約に関する条項（以下「代物弁済条項」という）で
あり、昭和 63 年頃から②方式に代物弁済条項が追加されるようになっていく（注 9）。後述
する平成 13 年 11 月判決及び平成 15 年判決の事例をめぐり、代物弁済条項の有効性は大き
な議論に発展したが、最高裁がこの条項によって徴収法 24 条による物的納税責任を回避す
ることはできないとの判断を下したことを機に（後述第 2 款参照）、近年では、②以外の方
式への転換が図られている。 
現在までに開発・実用化された一括決済システムとしては、①・②方式のほか、③ファ
クタリング方式、④信託方式、⑤並存的債務引受方式といった方式があり、上記最高裁判
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決以降は、③～⑤方式が主流となっている。⑤方式は、債権ではなく債務を譲渡するとい
う点で特殊な方式であり、異なる論点を有するが、いずれの方式も、譲受人への権利移転
を留保する「担保」ではなく、対象債権（⑤方式では「債務」）が完全に譲受人に移転する
「譲渡」の構成をとる。こうした形式が選択される理由は、確実な決済手段として機能す
るためには、「譲渡担保」として譲渡人の滞納国税による物的納税責任や譲渡人による二重
譲渡等のリスクを排除する必要があるからにほかならない。確かに、譲渡担保の形式をと
らない③～⑤方式には徴収法 24 条の適用は困難であり（注 10）、物的納税責任のリスクは回
避されうる。しかし、平成 4 年以降、債権譲渡の対抗要件の簡易化が進み、債権流動化が
促進された結果、二重譲渡のリスクについてはむしろ増加したとみることができ、こうし
た競合債権者の出現による二重払いのリスクの問題をどのように克服するかという点が一
括支払システムにおける大きな課題となっている。 
以下、②方式と徴収法 24 条の問題を中心として、一括支払システムが採用した様々な債
権譲渡スキームが直面した問題について考察していくこととする。 
 
第 2 款 一括支払システムと徴収法 24 条の物的納税責任 
まず最初に、債権譲渡方式における代物弁済条項と徴収法 24 条の物的納税責任の問題に
ついて検討する。この問題については、最高裁としての判断が示された２つの事案におけ
る争点とその議論を整理し、債権譲渡担保方式の一括支払システムはどのような問題点を
有するものだったのか、徴収法 24 条の物的納税責任の意義とその適用要件を判例がどのよ
うに解しているのか、そして、債権譲渡担保への徴収法 24 条の適用には、どのような問題
点があるのか、最判平 13.11.27 金法 1640 号 37 頁（以下「平成 13 年 11 月判決」という）
及び最判平 15.12.19 民集 57 巻 11 号 2292 頁（以下「平成 15 年判決」という）という２つ
の最高裁判決とその争点について、順に検討していく。 
 
１ 平成 13 年 11 月判決 
⑴ 事案の概要 
訴外 A 社は、Y の工場の工作機械の修理・改造を請け負っており、平成元年 4 月 20 日、
A・Y 及び訴外 B 信用金庫との間で債権譲渡方式の一括支払システム契約が締結された。こ
の契約の内容は、Y が譲渡代金債権明細書兼承諾書を元請銀行である Z 銀行に対して交付
したときに、明細書記載の債権につき A から B への譲渡がされたものとし、Y は明細書を
Z 銀行に交付することにより、当該譲渡を異議なく承諾したものとするというものであった。
一方、X（国）は、A が 3,189 万年余りの国税を滞納していたことから、Y に対する売掛債
権について、平成 6 年 1 月 7 日に徴収法 62 条に基づき、滞納処分として差し押えた。同年
1 月 10 日、A は事実上倒産し、差し押えた売掛債権については、大半が B 信用金庫に譲渡
担保として供されていることが判明したため、Xは国税徴収法24条2項及び4項に基づき、
B 信用金庫に対する告知を行った。しかし、Y 及び Z 銀行（補助参加人）は、本件一括決
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済システム契約における代物弁済条項を理由として、「差押通知の発信時」に譲渡担保債権
者であるＺ銀行が当座貸越債権の代物弁済を受け、当該代物弁済によって本件売掛金債権
は既に消滅していることを主張し、Y が支払いを拒んだため、X は国税徴収法 67 条に基づ
き、Ｙに対する取立訴訟を提起した。 
 
⑵ 争点と最高裁の判断 
本件は、設定者Ａの財産としての差押え後、徴収法 24 条 4 項により、譲渡担保財産とし
て差押えが続行された事案であり、当初から譲渡担保財産としての差押えが行われていた
後述の平成 15 年判決の事案とは事例を異にする。徴収法 24 条 4 項は、譲渡担保設定後、
設定者の財産として行った差押えについても、同条 2 項に基づく譲渡担保権者への物的納
税責任の告知後、譲渡担保財産に対する差押えがあったものとしてこれを続行することが
できる旨を定めている（第 1 節第 1 款参照）。一方、問題の代物弁済条項は、譲渡担保権者
への告知前に譲渡担保財産が差し押さえられる場合を想定したものではなかったが、Ｙは、
控訴審において、「本件代物弁済条項は、滞納処分が先行する場合には、B は本件差押処分
の発信時に譲渡担保に供された債権で当座貸越債権の代物弁済を受けるものと解釈して類
推適用されるべきであるから、債権差押通知書が到達した時点において既に譲渡担保財産
でなかった」との主張を追加し、徴収法 24 条 4 項による差押処分の続行の場合には、その
差押時点に遡って、代物弁済条項が機能するとしてその有効性を争った。 
つまり、代物弁済条項の有効性に関する判断の鍵となるのは、徴収法 24 条の解釈、特に
同条 2 項の「告知」と 4 項による差押処分の続行の可否や代物弁済条項に基づく代物弁済
が 5 項（現行 7 項。以下同じ。）における弁済にあたるのかどうか、という点であったわけ
だが、さらに、一括支払システムは手形に変わる決済手段としての機能を営むものである
という点に着目し、債権譲渡担保方式の一括支払システムについても、手形の譲渡担保が
物的納税責任の例外にあたる旨を定めた附則 5 条 4 項の類推適用があるのではないか、相
殺予約は国税の差押えに対しても対抗できるとした昭和 45 年の最高裁判決（最大判昭
45.6.24（民集 24 巻 6 号 587 頁）。以下「昭和 45 年判決」という）から、当該代物弁済条
項についても相殺契約と同様に国税の差押えに対抗することができるのではないか、とい
う点も大きな議論となった。 
一審（東京地判平 9.4.28 判時 1632 号 53 頁）、二審（東京高判平 10.1.29 金法 1512 号 28
頁）はともにＹの主張を認めず、手形決済に代わる新しい決済システムとして開発された
一括支払システム契約の有効性に関する最高裁の判断が大きな注目を集めていた。ところ
が、本件最高裁は、問題の代物弁済条項の有効性については言及せず、徴収法 24 条 2 項に
定める告知は「滞納処分の執行の予告」であり、同条 5 項は告知後譲渡担保の実行により
滞納処分を回避することを防止するため、債務不履行その他弁済以外の理由で譲渡担保債
権が消滅した場合にはなお譲渡担保財産として存続するものとみなすことを定めた趣旨で
あるとした上で、同条 5 項の「前項の規定を受ける差押え」とは、同条 1 項の要件に該当
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し、滞納処分としての差押えとして続行できるものであれば足り、告知の時点で譲渡担保
財産が存続していることを必要としていないとして、本件差押処分の有効性を認める結論
を下した。 
本判決は、債権譲渡方式の一括決済システム契約における代物弁済条項の有効性に関す
るリーディングケースであり、その結論が金融実務のみならず、学説においても大きな注
目を集めたことはいうまでもない。しかし、本件は代物弁済条項が想定していた物的納税
責任の告知後の差押処分に関する事例ではなく、告知前の差押処分が続行されたという事
例であり、告知後に譲渡担保財産の差押が行われた場合、代物弁済条項によって物的納税
責任そのものを回避することをできるのかどうかという点に関する最高裁の判断は、次に
述べる平成 15 年判決を待たねばならなかった。 
 
⑶ 考察 
一括支払システムは、手形に代わる決済手段として開発されたものであり、徴税の回避
を目的とするものではないことはもちろん、高い合理性を認めることができる。しかし、
その主観的な意図はともかく、結果的に譲渡担保財産への追及を認める徴収法 24 条が機能
しなくなることは、徴税の確保という観点からは深刻な問題となる。つまり、本件は、昭
和 34 年の徴収法改正時はもちろん、後述する相殺と差押えをめぐる議論でも（後述ⅲ参照）
繰り返し問題とされてきた、私人間の契約上の債権の優先性と租税債権の優先性の競合が
生じた場合に、いずれがより重視されるべきものなのかという普遍的な論点に係るもので
あり、改正徴収法がこの問題をどのようにして解決したのかという本質的な問題が、債権
流動化スキームの先駆的な手法である新たな金融システムとの競合という形で、再び議論
されることになったということになる。 
 以下、ⅰ.徴収法 24 条の適用要件とその解釈、ⅱ.手形の譲渡担保と一括決済システムの
異同、ⅲ.相殺の有効性を認めた昭和 45 年判決の射程という３つの論点について、学説の議
論を整理し、若干の考察を試みることとする。 
 
ⅰ. 徴収法 24 条の適用要件とその解釈 
徴収法 24 条が定める物的納税責任追及の要件は、①滞納者が譲渡した財産で、その譲渡
により担保の目的となっているもの（「譲渡担保財産」）があること（1 項前段）、②滞納者
の財産について滞納処分を執行してもなお徴収すべき国税に不足すると認められること（1
項後段）、③国税の法定納期限等後に譲渡担保権が設定されたものであること（8 項（旧 6
項））、の 3 点である。但し、徴収法 24 条 2 項は、物的納税責任の追及にあたっては、第二
次納税義務に準じ、譲渡担保権者に対して「告知」をしなければならないことを規定して
おり、代物弁済条項によれば、譲渡担保財産による代物弁済は、常にこの規定に定める告
知の到達前に完了し、物的納税責任の対象となる「譲渡担保財産｣は既に消滅している、と
いうことになるから、①の要件に該当しない。また、２項の告知後、譲渡担保権者の債権
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が、債務不履行その他の理由により消滅した場合もなお、譲渡担保財産として存続するも
のとみなす、との 5 項の規定は、告知発付後差押前に、担保財産が担保権者の所有に確定
的に帰してしまい、差押えが事実上不能となってしまうことを防止する趣旨で設けられた
ものであるが、同項にいう「告知後」が果たして「告知」の発付時よりも後の時点をいの
か、到達時よりも後の時点をいうのかは、明らかではない。そのため、仮に、この告知後
を告知到達後の趣旨に解すれば、告知発付後、その到達前に、譲渡担保の実行が完了した
場合には、Ｙが主張するとおり、徴収法 24 条の規定は機能せず、物的納税責任を追及する
ことができないということになる。 
しかしながら、後述する平成 15 年最高裁判決の事例に関する国税不服審判所の裁決（平
7.6.19 裁決・裁決事例集 55 巻 719 頁）は、「擬制的な担保権実行時点の定めについては、
徴収法第
．．．．
24
．．
条の立法趣旨に照らし
．．．．．．．．．．
・・・このような擬制による権利変動を保護していると
は解され」ないというものであり、同裁決以後、判例は一貫して代物弁済条項の有効性を
否定する態度をとっている。 
既に述べたとおり、「物的納税責任」は、租税に対する関係では譲渡担保の効力を法定担
保と同様のものとして取り扱い、法定納期限等を基準として租税が優先すべき場合には、
設定者の国税の徴収のために、譲渡担保財産上でその優先権を行使しうることを認めたも
のにとどまる。そうであるとすれば、第二次納税義務者への告知（徴収法 32 条 1 項参照）
のように、新たに納税義務を賦課する性質のものとは異なり、あくまで担保権者に対して
滞納処分が行われることを受任する義務（物的納税責任）を通知するものであるというこ
とになる。また、立法時においては、租税の「公示なき優先」という問題をどのように解
決すべきかという点が大きな議論となり、結果的には「法定納期限等」という租税債権の
発生が確実に予測可能となる時点が優先の基準時点として採用されたわけだが、それでも
本来的な公示の趣旨からすれば十分なものではない。特に滞納者以外の第三者に帰属する
財産が滞納処分の対象となる場合には、私法上の財産の帰属にもかかわらず、徴税のため
の特別な措置としてこれを行うわけであるから、租税債権の優先を行使する旨の予告を行
うべき要請は滞納者自身の財産の場合以上に高いものであり、徴収法 24 条が「告知」を要
する旨の規定を置いた理由も徴税上の配慮としての「予告」という点にある。したがって、
徴収法 24 条の解釈上は、2 項による「告知」は一種の「予告」あるいは「通知」にすぎず、
上記①から③の要件を満たすかぎり、その到達の時期と実行の時期との先後を問わず、滞
納処分を執行することができるものといえ、告知の発付後到達前に実行が完了するという
代物弁済条項をもって、徴収法 24 条の物的納税責任の追及をまぬがれることはできないも
のと解される（注 11）。 
もっとも、公示なき優先権の行使にあたっては、慎重な対応が求められるべきであるこ
とはいうまでもなく、徴税上の配慮という「告知」の趣旨を厳格に解せば、これを単なる
通知ではなく、「実体的な要件」とみる解釈は必ずしも否定されるものではないし、この点
は、後述する平成 15 年判決の事例においても大きな論点となっている。しかしながら、判
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例は、物的納税責任を負担することになる譲渡担保権者に対して滞納処分を執行すること
を予告する趣旨のものであることを明確に判示し（注 12）、このような解釈は否定されてい
る。また、2 項の告知到達を実体的な要件と解する考え方については、告知発付後、差押え
が事実上不能となってしまうことを防止するための 5 項の実効性が、告知の到達の時期に
よって左右されると解することは、「告知」の意義を法が本来予定しないところにまで拡大
するものであるとして、学説も厳しくこれを批判している（注 13）。 
 
ⅱ. 手形の譲渡担保と一括決済システムの異同 
既に確認したように、徴収法 24 条は、目的物の種類を問わず、その適用要件に該当する
限り適用されるものであるが、附則 5 条 4 項によって、手形の譲渡担保については、その
例外とされている。そのため、手形の代替手段として開発された一括支払システムについ
ても、手形の譲渡担保同様、物的納税責任の例外となるのではないか、という点が問題と
なる。 
この点につき、後述する平成 15 年判決の第二審（注 14）は、「本件契約によれば契約当事
者の事務負担が軽減される上、支払い側企業は支払手形に貼付する収入印紙の印紙税、受
取側企業は領収書に貼付する収入印紙の印紙税が不要になるのであって、本件契約の当事
者は、手形の譲渡担保とは異なる法形式を選択したことによる利益を享受しているのであ
るから、本件契約は実質的にも手形の譲渡担保とは異なるものというべきである。」と判示
し、最高裁もこれを肯定する判断を下したわけだが、学説はこれを厳しく批判し、そもそ
も、附則 5 条 4 項が「手形」についてしか物的納税責任を免除していないことに問題があ
るとする見解もある（注 15）。 
しかしながら、もともと手形決済からの脱却を図るという趣旨で開発され、手形に関す
る規定の適用を受けないことによるメリットを享受できることが、このシステムが利用さ
れている理由の一つであるとすれば、手形取引との同一性を主張して、附則 5 条 4 項に定
める手形の取扱いを論拠として、物的納税責任が適用を問題とすることには矛盾がある。
けだし、企業が金融機関から受ける融資としては、手形割引のみならず様々な形態が考え
られるが、いかなる形にせよ、当事者の選択した方式によってのみ、その権利を主張する
ことができるのであって、手形類似の機能を有することをもって、手形と同一の権利を主
張することはできないというべきだからである。 
もっとも、手形の譲渡担保が除外財産とされている理由は、手形割引とともに手形の譲
渡担保が企業間決済において重要な役割を担っていることによるものであり、政策的配慮
によるところが大きいことは既に述べたとおりである。つまり、物的納税責任のリスクが
生じることで企業間決済が滞り資金調達が困難になるという点を懸念したと考えれば、手
形に変わる金融システムとして開発された一括支払システムについても物的納税責任の除
外対象とすべきとの主張は正当なものであるし、この点に関する配慮の必要性も否定すべ
きではない。しかしながら、解釈論上、一括支払システムに対する物的納税責任の追及は
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何ら否定されるものではなく、この点については、あくまでも立法論として解決を図るべ
き問題である。 
 
ⅲ. 相殺の有効性を認めた昭和 45 年判決の射程 
  問題の昭和 45 年判決は、債権者による相殺をもって、差押権者にも対抗できるのか、と
いう伝統的な論点について、最高裁としての判断を示したものであるが、差押権者である
国に対しても、契約に基づく相殺が有効に主張できるとした点で、租税債権と私債権との
競合という問題についても、最高裁がある種の方向性を示したものと考えられている。以
下、昭和 45 年判決が示した判断はどのようなものであったのか、租税債権との優先に関す
る議論についてどのような意義をもつものであるのか、そして、その射程が一括支払シス
テム契約の場合にも及ぶものであるのか、順に考察していくこととする。 
民法 511 条は差押え後に取得した債権による相殺をもって差押権者に対抗することがで
きない旨を定めている。同条の解釈について、伝統的な学説および判例は、両債権の弁済
期の到来の時期によっては、差押権者には対抗できないとの立場をとっていたが、弁済期
の有無を問わず、相殺の有効性を認めるべきであるとのいわゆる「無制限説」も金融実務
家を中心に強く主張されており、昭和 39 年に最高裁（最判昭 39.12.23 民集 18 巻 10 号 2217
頁）が、「期待利益」という観点から相殺の有効性を拡大する判断を示したことについても
活発な議論が展開されていた（注 16）。こうした状況の中で、昭和 45 年判決は、民法 511
条の反対解釈から、差押え後に取得した債権でない限り、相殺をもって差押権者に対抗で
き、「信用を悪化させる一定の客観的事情が発生した場合において、直ちに相殺適状を生ぜ
しめる旨の合意と解す」べき｢相殺予約｣については、「契約自由の原則上、有効であること
は論をまたない」との判断を示したのである。但し、この判断は、8 対７という僅差で下さ
れたものであり、この判決を厳しく批判する学説も少なくはなかった。そして、この判決
以降、同判決が契約自由の原則上、相殺予約の合意を有効としたことについて、特に「相
殺権の濫用」の問題と関連して、同判決のいう「契約の自由」がどこまで認められるもの
であるのか、その射程がしばしば議論の対象となってきた（注 17）。 
それでは、一括支払システムにおける代物弁済条項の有効性は、差押えに対する相殺予
約の対外効を認めた昭和 45 年判決の趣旨から、正当として是認しうるものであろうか。そ
の有効性を主張する見解は、一括支払システムは徴税の回避を目的として開発されたもの
ではないが、事実上、代物弁済条項によって、物的納税責任を回避することができる結果
となるとしても、「契約自由の原則上」、このような契約が有効であることは論をまたない
とする。確かに、昭和 45 年判決は、租税債権の差押との競合が問題となった場面で、「契
約の自由」により合意に基づく債権の消滅を有効と解しているわけであるから、契約によ
って差押を回避することも可能、と解することもできるように思われる。また、事実上の
担保としての機能を営んでいる点では、相殺も譲渡担保も、その契約の実質に共通する点
がある以上、相殺契約のみならず譲渡担保契約についても、差押権者に対抗することは可
 76 
能であるとも考えられる。 
しかしながら、「相殺」は、民法上、あくまでも債務消滅原因の一つとして位置づけられ
ており、債権の移転があっても、民法 468 条 2 項の相殺の抗弁権を主張することができ、
相殺権の付着された債権の差押えについても、差押債権は相殺権付着のままで、それに差
押えによる法的拘束を加えうるにすぎない。つまり、差押えと弁済期の前後にはなんら論
理必然的なつながりはないものと解されるから、差押えは当然に相殺を制限する理由とは
ならず、昭和 45 年判決が、相殺に関する民法 511 条の規定の反対解釈による無制限説を採
用した理由もこの点にあるとされている（注 18）。もちろん、昭和 45 年判決は、その形式や
内容を問わず、差押えを回避しうる旨の契約の有効性が「契約の自由」によって当然に認
められることを肯定するものではない。したがって、同判決を根拠として、譲渡担保方式
の一括決済システム契約における代物弁済条項は当然に差押権者にも対抗できるとするこ
とには疑問があるといわざるをえず、一括支払システムの問題は、昭和 45 年判決にいう「契
約自由の原則」の射程外にあると考えるべきである。 
 なお、相殺と差押えの問題は、私人間の契約による優先権と徴収法による租税の優先権
との競合という伝統的な議論としても論じられてきたわけであるが、代物弁済条項による
物的納税責任の回避を「脱法行為」とする学説がある一方、逆に徴収法 24 条の解釈論を超
えるものであるとして、租税法律主義の観点から問題点を指摘する学説もあり、民法のみ
ならず、税法上の論点に関しても、さらに検討する必要がある。この問題に関しては、告
知前に差押処分がされた場合のみならず、告知後に差押処分がされた場合についても、代
物弁済条項の有効性を否定し、譲渡担保方式の一括支払システムのリスクを確定的なもの
とした平成 15 年判決と同判決をめぐる学説の議論を踏まえ検討していくこととする。 
 
２ 平成 15 年判決 
⑴ 事案の概要 
平成 4 年 12 月 8 日、X2 及びその取引先 Z は、Z が X2 との継続的取引との継続的取引に
よって取得する売掛金債権を担保のために X1 に譲渡し、X1 は Z との間で別途当座貸越契
約に基づき、右譲渡に係る代金債権を担保とし、その支払期日未到来の代金債権残高を貸
越限度額として、Z に対して貸付を行うことを内容とする「一括支払システムに関する契約」
を締結し、平成 5 年 3 月と同年 4 月の 2 回にわたり、本件契約に基づき、約 2500 万円の債
権が、担保として X1 から Z に譲渡され、Z はＸ１より同額の貸付を受けた。なお、本件契
約には、「担保のために譲渡された代金債権について、国税徴収法 24 条に基づく譲渡担保
権者に対する告知が発せられたときは、これを担保とした当座貸越債権はなんらの手続き
を要せず弁済期が到来するものとし、同時に担保のため譲渡した代金債権は当座貸越債権
の代物弁済に充当される」との約定がされていたところ、Z は銀行取引停止処分を受けて事
実上倒産、同年 5 月 20 日、Y は、Ｚの滞納国税 7686 万円（法定納期限はいずれも平成 4
年 12 月 22 日）について、徴収法 24 条 2 項に基づく告知を発し、この告知書は、同日、
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X1 に到達した。これに対し、X1 は「法 24 条 2 項の告知は、これが相手方に到達した時点
で譲渡担保財産が存在することが必要であるところ、本件条項により、Y が告知を発した時
点で、本件代金債権は X1 の Z に対する当座貸越債権の代物弁済に充てられて X1 に確定的
に帰属しており、本件告知が原告に到達した時点ではもはや譲渡担保財産ではなくなって
いたのであるから、本件告知はその要件を欠き違法である」として争った。 
しかしながら、第一審（平 9．3.12 東京地判民集 57 巻 11 号 2316 頁）は「本件条項は、
法 24 条の規定に反し、私人間の合意によって、国税の徴収が及ばない譲渡担保財産を創出
するものであり、当事者間においてその効力を認めることはともかくとして、少なくとも
国税債権者との関係では、原告は、右合意の効果を主張して、代金債権が譲渡担保財産で
なくなったことを理由に法 24 条に基づく物的納税責任の追及を免れることはできない」と
して X の請求を棄却、第二審（平 10.2.19 東京高判民集 57 巻 11 号 2328 頁）も、「本件条
項のような私人間の合意を法が許容しているということはできず、本件条項が法 24 条に違
反することは前記引用に係る原判決の理由のとおりであ」るとして、X の控訴を棄却した。 
 
⑵ 争点と最高裁の判断 
X の上告理由は次のとおりである。①法令上、譲渡担保権の実行の完了時期について何ら
手当がされていないし、本件合意により徴収法 24 条の告知到達時には譲渡担保財産ではな
くなっていても、なお告知を適法に行い得る旨の規定は存在しない。それにもかかわらず、
本件合意を徴収法 24 条の脱法行為であるとして無効と判断することは憲法 84 条に定める
租税法律主義に反する。②一括支払システムは、現行法上、24 条の物的納税責任の追及の
例外（徴収法附則 5 条 4 項）とされている手形割引、手形の譲渡担保と同じ結果を確保す
るものに過ぎないから、本件合意を脱法行為であり無効と判断することは、法令の解釈適
用を誤ったものである。③国税の差押後に行われた相殺の有効性を認めた昭和 45 年最高裁
判決（注 9）に照らし、私人間で差押えをすることができない財産を作出する契約も経済的
合理性がある限りは許されるものと解すべきであり、原審の判断は先例に反するものであ
る。④一括支払システムは合理性のあるシステムとして取引、金融世界に定着している。
取引の実体、規模が様変わりしている今日、なお国税徴収法 24 条を引合いに国税の優先を
主張すること自体、法的にも到底認めることができないものである。 
これに対し、本判決は次のように判示し、X の上告を棄却した。徴収法 24 条「5 項にい
う『第 2 項の規定による告知を発した後』とは、同条 2 項の告知書が譲渡担保権者に到達
した時点以後を意味するが、同条 2 項の告知の発出と到達との間の時間的間隔をとらえ、
告知書の発出の時点で譲渡担保権者が譲渡担保権を実行することを納税者とあらかじめ合
意することは、同条 2 項の手続きが執られたことを契機に譲渡担保権が実行されたという
関係があるときにはその財産がなお譲渡担保財産として存続するものとみなすこととする
同条 5 項の適用を回避しようとするものであるから、この合意の効力を認めることはでき
ない。」但し、本判決には「強行法規の趣旨を没却するような私人間の合意は、脱法行為と
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して、あるいは当該規定の解釈として無効であるとする考え方は、一般論としては是認す
ることができるが、当該規定が租税の賦課、徴収に係るものであるときは、租税法律主義
の趣旨に鑑み、当該規定の立法の経緯及び文理、当該合意を明文を持って禁止することの
容易さ、当該合意の社会的、経済的合理性、相当性の有無、程度、当該合意に関する当事
者と徴税当局とのかかわり合いの状況等諸般の事情を総合的に考慮して、当該合意を無効
とすることが一般法理によって制限される場合があるかを検討すべきものと考える」との
亀山裁判官の補足意見が付されており、本件の事実関係次第では、Y が本件合意の無効を主
張することが信義則に反して許されないと解する余地があったことが指摘されている。 
 
⑶ 考察 
代物弁済条項の有効性についてなんら言及することなく、譲渡担保方式の一括支払シス
テム契約に基づく譲渡担保財産への徴収法 24条に基づく差押処分の有効性を認める結論を
下した平成 13 年 11 月判決とは異なり、本判決は、一括支払システム契約における代物弁
済条項と徴収法 24 条 5 項との関係について正面から判断を下したものであり、重要な意義
がある。 
当初、一括支払システム契約に基づく譲渡担保財産についての徴収法 24 条の適用の問題
については、その経済的合理性から一括支払システムの有効性を積極的に肯定すべきであ
るとして、相殺の有効性に関する昭和 45 年判決や手形割引との類似性を論拠とする見解が
有力に主張されていたことは前述したとおりである。しかしながら、原審は、「法は、相殺
による担保的効果を他の担保とは同一視せず、租税債権も相殺との関係では一般の私法上
の債権と同一の立場にあるとしたのに対し、譲渡担保については、租税の優先徴収の確保
という観点から、国税債権について特別の地位を定め、譲渡担保権の効力を他の担保権並
に制限するという考え方を採用したものと解され」ることから、国税徴収に関し、譲渡担
保権の効力を制限する規定である徴収法 24 条との抵触が問題となる本件は、45 年判決とは
事案を異にするものであること、及び、手形の譲渡担保との類似性に関しても、「本件契約
は、手形の譲渡担保ではなく、当事者がこれとは異なる法形式を選択しているのである以
上、これを手形の譲渡担保と同様であるとか、何ら変わりようはないということはできな
い」ことを判示し、いずれの論拠についても完全に否定する立場をとっており、本判決が
原審の判断を是認する結論を下したことで、一応の決着をみている。 
本判決に対する学説の評価も、概ね、肯定的なものである。但し、本件は租税債権と譲
渡担保権との競合の問題に係るものであるから、民法上の議論に加えて、租税法律主義と
徴収回避の問題や私法上の債権と租税債権の優劣調整のあり方といった観点からも考察が
必要となることはいうまでもない。また、本判決では全く言及されていないところである
が、譲渡担保の実行とは目的物の担保権者への確定的移転をいうと解されるところ、本件
のような一括支払システムにおける債権譲渡担保では、設定者の本旨弁済による譲渡債権
の受戻しは予定されておらず、本件の債権譲渡があくまで決済手段として行われたともの
 79 
であるという点に着目した場合、本件売掛債権が譲渡され、その対抗要件を具備した段階
で、債権の確定的な移転があったと考えることもできることも指摘されているところであ
る（注 19）。 
以下、こうした最高裁の判断と学説の議論を踏まえ、債権譲渡担保方式の一括決済シス
テムに対する徴収法 24 条の適用に関する問題点をⅰ.租税法律主義の観点からみた最高裁
の判断の妥当性、ⅱ.債権譲渡担保としての一括支払システムに対する徴収法 24 条適用の問
題という２つの観点から整理し、若干の考察を試みることとしたい 
 
ⅰ. 租税法律主義の観点からみた最高裁の判断の妥当性 
本件で問題となったのは、徴収法 24 条 5 項の「第 2 項の規定による告知を発した後」の
意義と「告知」を発した時点で譲渡担保の実行が完了することを内容とする代物弁済条項
の効力である。本判決は、「第 2 項の規定による告知を発した後」とは、同条 2 項の告知書
が譲渡担保権者に到達した時点以後を意味することを述べた上で、「同条 2 項の告知の発出
と到達との間の時間的間隔をとらえ、告知書の発出の時点で譲渡担保権者が譲渡担保権を
実行することを納税者とあらかじめ合意することは、同条 2 項の手続きが執られたことを
契機に譲渡担保権が実行されたという関係があるときにはその財産がなお譲渡担保財産と
して存続するものとみなすこととする同条 5 項の適用を回避しようとするものであるから、
この合意の効力を認めることはできない」として、代物弁済条項の効力を否定している。
学説は、この結論を支持しつつも、徴収法 24 条の趣旨に反する合意の効力をどのように解
するかという点については、その理論を異にしている。具体的には、①本件代物弁済条項
は、脱法どころか、直接に徴収法 24 条の「骨抜きを図る企て」であり、「端的な強行規定
違反」というべきであるから、無効(対外効否定)とされてしかるべしとする見解(注 20)や②
本件代物弁済条項を契約することは、脱法行為でありそれゆえに公序良俗に反し無効とす
る見解(注 21)のほか、③銀行の代金債権に対する期待利益と徴収法 24 条の合理性とを対立
関係にあると位置づけた上で本件代物弁済条項による譲渡担保の擬制的実行、精算金の確
定方法、倒産寸前の仕入先企業との本件契約の駆け込み的締結態様等の問題性から、後者
に合理性があるとする見解(注 22)、さらに、④本件は、本来適用されるべき法規が単純に強
行規定といえるものでなく、しかも租税関係法であるという特殊性に着目して、徴収法 24
条 5 項の適用回避(徴収のがれ)を阻止するために必要な限りで―あたかも、法人格否認の法
理ないし詐害行為取消の効果に関する相対的無効と同じ発想に立って―本件代物弁済条項
の効力を否定すれば足りるとの見解（注 23）など、その理論構成は様々であり、譲渡担保権
者の物的納税責任を定めた徴収法 24 条の規定をどのように解するかによって、その内容は
異なるものとなっている。一方、この問題に関する税法上の問題点として、税法は「納税
者と課税庁との債権債務関係（租税法律関係）を規律し、納税者・課税庁間の任意の取り
決めを認めない」という意味で強行法であるが、「私法関係を規律することがない」という
意味で、私法関係においては強行法ではなく、あくまでも有効な私法関係を前提として課
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税ないし徴収要件といった租税法律関係を定めるという税法の二重構造からすれば、本件
合意の効力も、直接、租税実体法の規定に反して無効ということはできず、本件合意は(民
法 90 条等から)私法上効力をもたないものであるから、租税関係においても効力をもたない
と解すべきであるとする見解もある（注 24）。さらに、税法上の観点からは、次のような問
題も指摘されている。「（徴収法 24 条では、『法定納期限等』と担保権設定時の先後で決す
るという原則の例外として、法定納期限等後の譲渡担保であっても、告知前に実行された
ものに関しては国税に優先する取扱いがされているところ）法は、このようなダブルスタ
ンダードの採用によって、事実上、譲渡担保権者については、他の担保権者に比して一種
の優遇措置をとっているものとも解される。代物弁済条項が、譲渡担保権者がこうした優
遇に着目して自己の利益を法の定める最大限まで確保しようとしたものにすぎない以上、
当該合意が脱法行為であるとまではいえないのではないか。さらにいえば、代物弁済条項
の有効性の問題は、徴収法 24 条 5 項が『法定納期限等後』ではなく『告知・・・をした後』
とする一種の『二重構造』に起因するものであって、むしろ租税法の立法技術上の問題と
みることができ、このような合意の効力をなんら明文の規定もなく否定することについて
は、租税法律主義の観点から問題となりうるものではないか。」 (注 25）。 
憲法 84 条に定める租税法律主義は、国民の税負担について予測可能性と法的安定性を保
証することを目的とする法原理であるが、その内容としては、遡及立法の禁止、課税要件
法定主義、課税要件明確主義等をあげることができる。その中で最も重要なのは、課税要
件法定主義であり、それは、課税要件及び租税の確定・徴収の手続は原則として、すべて
法律で規定されなければならないことを意味する（注 26）。これまで課税要件の明確性が問
題となった事例において、判例は、たとえ一見不明確に見える規定であっても、その意味
内容は法の趣旨、目的等の解釈によって合理的、客観的に認識できるものであるとして、
問題の規定が課税要件の明確主義に反するものではないと判示してきた（注 27）。問題は、
具体的に、どの程度の「明確性」が必要であるのか、また一定の場合において、その明確
性に欠けることを正当化しうる理由は何か、である。 
法 24 条の立法趣旨は、租税徴収上の公平の観点から、譲渡担保を他の担保権と同列
．．
に扱
うというものである。そうであるにもかかわらず、同条が、法定納期限等後の譲渡担保に
ついてのみ国税に劣後する抵当権と同様に取り扱うにとどまり、結果的に同条の適用要件
(徴収要件)を不明確なものとしていることは確かである。それでは、なぜ、法は、譲渡担保
に関してのみ、このような二重構造を採用したのだろうか。租税徴収制度調査会答申にお
ける法案も、抵当権等と同様に、法定納期限等後の譲渡担保権すべてについて租税債権に
劣後する取扱いとなっていたことは前述したとおりである。この点に関する法案の審議の
具体的な経緯については明らかではないが、現行国税徴収法は、私法秩序の尊重を立法方
針の一つとしており、第三者の権利の保護の充実が国税徴収法改正における大きな特色で
あったことが、その理由のひとつとして考えられる。すなわち、前述した「物的納税責任」
という技術的な制度に象徴されるように、徴収法 24 条は、「納税者以外の第三者への影響
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を最小限に抑えつつ、いかにして租税債権の確保を図るか」という観点から制定されたも
のであり、その徴収要件についても、他の担保権者に比し、譲渡担保権者を「優遇」する
趣旨ではなく、あくまでも、「私法秩序の尊重」や「徴税の合理性」の観点から、こうした
構成がとられたものであるとみるべきである（本章第 1 節第 2 款参照）。原審は、手形の譲
渡担保を徴収法 24 条の例外とした法附則 5 条 4 項の趣旨について、「手形の譲渡担保は、
多数の小売商の手形を問屋が格別に銀行に手形割引を依頼する代りに、これらの手形をま
とめて担保として資金の融通を受ける場合に用いられるところ、このような方法は、これ
らの手形の支払者の資力も必ずしも十分ではないため不渡りを生じる例も少なくな
く、・・・また、手形担保による貸付も通常の割引とほぼ同様であるが、これらの手形のた
めに金融機関に物的納税責任を負わせるとすれば、煩をいとわず手形割引の方法をとるこ
とが考えられ、・・・その結果、徴税官庁も徴税の実益がないだけでなく、金融機関もまた
割引を依頼する者も徒に手数を増すだけのことになってしまうので、手形を譲渡担保とす
るものについては、法 24 条の規定の適用を除外した」ことを説示している。すなわち、手
形の譲渡担保に関する例外的な取り扱いについても、私法取引への深刻な影響に配慮して、
同条の適用範囲が制限されているにすぎず、こうした配慮から設けられた同条の適用要件
における制限や例外的な取扱いを譲渡担保取引の「優遇」と解し、法令に定める例外的な
取扱いを越えた「新たな例外領域」をも許容する解釈については疑問がある。そして、こ
のような徴収法 24 条の趣旨に照らし、（主観的な意図はともかく）結果的にその徴収要件
を回避する本件代物弁済条項の効力を認めることは、租税法律主義の観点からも肯定され
うるものではないと考える。けだし、憲法 84 条の租税法律主義は、租税の賦課・徴収が法
律の根拠に基づき行われなければならないとする原則であるが、これは、私人にとって将
来の予測を可能にし、法的安定性を確保することを目的とするものにほかならず、形式的
にその文言に該当しないが、適用しないことが立法趣旨に反することが明らかな場合に、
当該租税法規を適用することは、当事者の予測に反し法的安定性を阻害するものとはいえ
ないからである（注 28）。本件代物弁済条項は、「同条 5 項の適用を回避しようとするもので
あるから」との本判決の判示のとおり、当事者がその趣旨に反することを認識し無効とさ
れる可能性があること、すなわち、法定納期限等後に設定された譲渡担保である以上、物
的納税責任が追及されうるという法の趣旨を十分認識した上で、その徴収要件を回避する
ために結ばれた合意である。そうであるとすれば、明文によってこれを否定する規定がな
いことを根拠に租税法律主義の観点から、本件合意の効力を肯定することができるかどう
かは疑問である。確かに徴収法 24 条に定める譲渡担保権者の物的納税責任は、法定担保権
との優劣を定めた徴収法 15 条の規定とはその構成を異にする極めて技術的な規定であり、
決して分かりやすい規定ではない。しかし、本判決が代物弁済条項の効力を否定し、徴収
法 24 条の物的納税責任の適用を認めたことは、同条の適用における予測可能性の確保や法
的安定性の維持の問題を招致するものとまではいえないから、租税法律主義の観点から問
題となるとの指摘は妥当しないものと考える。 
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ⅱ. 債権譲渡担保方式の一括支払システムに対する徴収法 24 条適用の問題 
徴収法 24 条に定める「物的納税責任」は、「譲渡担保財産」の存在を前提としたもので
あり、担保目的以外で譲渡された財産については、その追及の対象とはならない。しかし
ながら、指名債権の譲渡では、譲渡担保の形式をとりつつも、実際には、弁済による担保
目的物の取戻しは予定されておらず、「担保」というよりもむしろ「弁済の手段」そのもの
となっているのが通常であるといわれる。すなわち、このような債権の譲渡担保では、「譲
渡担保の実行」という概念が実質的に欠落しているものといえるから、国税の差押前に行
われた譲渡契約が対抗要件を具備したものである以上、その時点で既に債権の確定的な権
利の移転があったと解するべきであり、本件代物弁済条項の有効性を判断するまでもなく、
徴収法 24 条の物的納税責任の追及の対象とはならなかったのではないか、という点が問題
となりうる。そして、このような債権の譲渡担保の性質あるいは効力をどのように解する
かという議論の帰結次第では、本判決の結論も全く別なものとなりうる。 
通説の分類によれば、債権譲渡には、売買や贈与を目的とした譲渡（いわゆる「真性譲
渡」）のほか、特殊な目的の債権譲渡として、「担保のための債権譲渡」と「取立のための
債権譲渡」があり、後者はさらに「真正信託的譲渡」と「取立権限のみの授与」とに分け
られるが、債権の譲渡担保は、「担保のための債権譲渡」または「真正信託的譲渡」と「同
．
様のもの
．．．．
」であるとされている（注 29）。一方、近年の学説には、債権譲渡の機能に応じた
アプローチからの分析を試みるものもある（注 30）。その分類は、債権譲渡をその機能面か
ら、①債権回収手段としての債権譲渡、②換価・担保のための債権譲渡、③大規模な資金
調達手段としての債権譲渡の 3 つに類型化するというものである。このうち、②は、従来
の資金調達手段として行われてきた手形の割引と類似の機能を有するもの（注 31）であるが、
さらに、譲渡人と譲受人である金融機関との間で債権を直ちに換価するもの（「売却」の形
をとるもの）と、この債権を担保として譲渡するという場合の 2 つの類型に分けられ、後
者が通説における「担保のための債権譲渡」にあたるものと解される。そして、このよう
な債権譲渡の機能面からの分類を取引社会における債権譲渡の位置づけの変化（「危急時の
債権回収手段から正常取引における資金調達手段への重点移動」）に着眼したものとして評
価した上で、債権の譲渡担保は、債権の証券化・流動化といった大規模な資金調達手段へ
の「突破口」としての役割を果たすものではあるが、将来的には本来的意味での債権担保
の使命を終え、純粋に債権譲渡法理の中に吸収される可能性を指摘する学説もある（注 32）。
また、国際的な議論の趨勢としても、債権の譲渡と債権に対する担保設定とを同視する方
向性が窺われることは前述したとおりである（注 33）。したがって、こうした観点からは、
債権譲渡とは別に「債権の譲渡担保」という類型を独自に認めることの意義自体が疑問で
あるということにもなりそうである。 
しかしながら、学説は、債権の譲渡担保を民法上どの領域に位置づけて法的処理を行っ
ていくべきかという点では、その理論を別にしているものの、いずれの立場においても、
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債権の譲渡担保は「担保目的」であるがゆえに真正の債権譲渡とは異なる性格のものであ
ると解しており、その独自の存在意義自体は否定されていない。その理由としては、被担
保債権の存続を前提とした当事者における担保の合意、譲渡人への債権譲渡の受戻しが認
められること（及びその必要性）、譲受人の清算義務等が挙げられる（注 34）。また、譲渡担
保は、債権者が法定担保権における煩雑な強制換価手続きを回避するための手段として発
達してきたものであるが、債権の場合には、民法上の債権質にも直接取立権が認められて
いることから(民法 366 条)、債権の譲渡担保の存在意義を疑問視する見解もある。しかし、
債権質の場合では、金銭の直接取立権が被担保債権の範囲に限定されること（同条 2 項）、
及び、被担保債権の弁済期が未到来の場合に供託請求しかできないこと(同条 3 項)といった
理由から、債権質との対比においても、やはり、債権の譲渡担保に独自の存在意義を認め
る見解が有力である（注 35）。 
それでは、徴収法 24 条における物的納税責任の対象となる譲渡担保と債権譲渡との具体
的な相違点はどこにあるのだろうか。学説は、債権の譲渡と債権の譲渡担保の効力や機能
における差異は、必ずしも明らかにはされていないことを認めつつ、両者の区別の最大の
拠り所は「当事者間における担保の合意」にあるとする（注 36）。したがって、本件の事例
のように、当事者がその契約において「担保」であることを明文で合意し、「譲渡担保」と
しての構成を選択したことが第三債務者に対する関係でも明らかにされているものである
以上は、当然に徴収法 24 条に定める物的納税責任に服するものと解されることになる（注
37）。さらにいえば、当事者間のこのような合意の内容を否定してまで、債権譲渡との構成
をとるべき理由はなく、徴収法 24 条の物的納税責任の要件は、その譲渡が担保を目的とし
て法定納期限等後に行われ、告知時点でその譲渡担保財産が存在していることであり、本
件債権譲渡が当座貸越契約に基づく貸付金債権の担保を目的として行われたものとして、
この要件を満たしていた以上、徴収法 24 条の適用の対象となるものと解せざるを得ない。
確かに、指名債権の譲渡が弁済手段としての機能を有しているということは、当事者間の
意思表示が必ずしも明確なものでない場合には、担保のための債権譲渡か否かの判断基準
のひとつとなるものではある。しかしながら、担保目的の譲渡か否かの判断は、第一義的
には当事者の担保の合意をもって判断すべきであり、徴収法 24 条の物的納税責任が私法関
係において成立した契約内容を前提としたものである以上、当事者間の合意の内容は、そ
の成否の最も重要な判断基準となりうるはずである。けだし、「納税者が譲渡した財産で、
その譲渡により担保の目的となっているものがあること」との徴収法 24 条の文言は、債権
譲渡と担保目的の譲渡とを別異に取り扱う旨を明記しているからである。したがって、当
座貸越債権の担保を目的として譲渡された本件指名債権に関しても、譲渡担保財産として
物的納税責任を追及の対象となるものと解せざるを得ず、その上で代物弁済条項をもって、
その責任を回避することができるかどうかを判断することになるから、本件のような譲渡
担保型の一括支払システムに関しては、この点は争点とはなりえなかったものと解される。 
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３ 小括 
徴収法 24 条 2 項の告知を発したとき
．．．．．
に代物弁済が実行されるという代物弁済条項が有効
に機能すれば、事実上、債権譲渡方式の一括支払システムの決済システムとしての「安全
性」は確実なものとなる。一方、その適用要件を回避するための条項を追加することで、
物的納税責任の追及を回避することができるとすれば、徴税確保の観点から立法に至った
徴収法 24 条は、結局のところ、その役割を十分に果たしえない。最高裁は、この問題に関
し、徴収法 24 条によって譲渡担保に対する租税債権の優先を認めるとの判断を下したわけ
だが、近年における債権譲渡スキームの著しい発達と軌を一にして開発・実用化され、最
新の電子債権取引の先駆的な形態ともいわれる一括支払システムの有効性をめぐる議論の
根底にも、昭和 34 年の徴収法立法前後に噴出した租税債権と私債権の競合時における優劣
の調整という伝統的な問題があるということは看過すべきではない。 
ところで、徴収法 24 条による物的納税責任の追及を回避できないことが明らかになった
譲渡担保型に変わるものとして、近年、提唱されているのが、信託型・ファクタリング型(「信
託」に関しては、異なる論点を有するものではあるが、いずれも、譲渡担保ではなく売買
（譲渡）の形式をとるという点で、本論文では「債権譲渡」方式という) や債務引受型の一
括支払システムである。前述したとおり、これらの方式は、目的債権（債務引受方式では
債務）の帰属が完全に
．．．
移転する構成をとる、という点で「譲渡担保」の方式による場合と
決定的に異なる。もっとも、これらの方式も、その実質的な機能は、複数の取引に対する
売掛金債務を負う支払企業の決済の合理化のための手段という点では、譲渡担保方式とな
んら異なるものではなく、代物弁済条項の有効性を否定する前記判決以降、譲渡担保方式
からの転換が図られたという経緯もあることから、譲渡担保方式以外の方式にも徴収法 24
条による物的納税責任の追及は及ぶかどうかはなお検討を要するとも考えられる。両者の
相違は、法定納期限等・差押年月日がともに譲渡の対抗要件取得より前であれば、問題と
はならないが、法定納期限等に後れるものの、国税による差押に先じて譲渡の対抗要件が
取得された場合には、譲渡担保方式では徴収法 24条によって追及されうる譲渡人の国税が、
債権譲渡方式では追及されないという大きな差異を生じるからである。そのため、両者の
差異が形式的なものであり、その実質からは譲渡担保として徴収法 24 条の適用の余地があ
るとする見解や、徴収法 24 条適用回避を図った一括支払システムを「公序良俗違反」とし
て無効と解する立場から、ファクタリング方式についても、形式の相違からこれを肯定す
ることはできないとする見解もある（注 38）。しかしながら、譲渡担保方式における最大の
問題は、譲渡担保の実行方法、すなわち、代物弁済条項による実行の擬制と徴収法 24 条適
用要件の回避にあり、手形に代わる新しい決済方法としての一括支払システムの合理性・
正当性は十分肯定しうるものであるから、公序良俗違反として、一括支払システム契約の
効力自体を否定することには疑問がある（注 39）。また、徴収法 24 条は、譲渡により「担保
の目的となっている資産」がある場合に、その資産の所有者＝担保権者は、あくまで優先
する国税債権による目的財産への滞納処分の執行を受忍することを定めたものにすぎない。
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そうである以上は、譲受人＝担保権者ではない債権譲渡方式あるいは債務引受方式では、
譲受人＝買受人はなんら物権的順位の拘束を受けることはなく、徴収法 24 条の適用範囲外
であると解すべきである（注 40）。 
なお、譲渡担保方式の一括支払システムでは、特定の第三債務者との個別債権について
の債権譲渡として対抗要件を具備する構成がとられており、集合・流動債権の譲渡担保に
関しては、異なる解釈もありうることは、前述したとおりであり、集合・流動債権の譲渡
担保に関する徴収法 24 条の適用という観点から、この点に関しては、第 4 章以降において
再考する。 
 
 
第 3 款  債権流動化と一括支払システム 
１ 債権流動化による二重譲渡リスクと一括支払システム 
以上みてきたとおり、譲渡担保方式においては譲渡人の租税滞納による物的納税責任の
リスクが生じることは避けられない。また、譲渡担保方式以外の方法を選択することで、
物的納税責任の問題が回避されるとしても、平成 4 年以降、債権流動化の促進のために、
債権譲渡の対抗要件の簡易化が進んだ結果、①特債法による公告②特例法による債権譲渡
登記③民法 467 条の対抗要件の３つの方式が併存する状況が生じるなど、一括支払システ
ムを含めた債権譲渡を活用した金融取引では、競合債権者との「二重譲渡」の問題がより
困難な問題となってしまっている。以下、流動化取引における二重譲渡の問題について、
ファクタリング方式の一括支払システムとの競合の観点から検討する。 
特債法や特例法において採用された対抗要件制度については次章にて詳述するが（第 4
章第 2 節第 2 款）、一括支払システムの直面した問題点を述べるにあたり、各法に定める対
抗要件の構造とその問題点について簡単に確認しておくこととする。まず、特債法では、
公告が掲載されたときに民法 467 条の通知があったものとみなす旨を規定しており、ここ
でいう公告が日刊紙上への掲載を採用していることについては、発行に関する公的裏づけ
と保証のある官報等の方法と比べた場合の公示手段としての妥当性という点で問題がある
とされている。また、当該公告によって、第三債務者は「通知をうけた」ものとみなされ
ることになるわけだが、これはあくまで法による擬制であって、現実には債務者は譲渡の
事実を知らないわけであるから、譲渡の事実を知らないまま譲渡人への支払いを履行して
しまい、結果的に二重払いを強いられることも十分ありうる。こうした第三債務者の保護
の問題が、債権流動化取引の促進における最も重要な問題の一つであることはいうまでも
ない（注 41）。そのため、特例法では、第三者に対する対抗要件（第三者対抗要件）と第三
債務者に対する対抗要件（債務者対抗要件）とを切り離した債権譲渡登記制度が採用され
ており（現行特例法第 4 条（旧第 2 条））、公示手段としての妥当性や、その構造上、第三
債務者保護に欠ける点が問題とされていた公告制度と比べた場合、債権譲渡登記制度の有
用性は高く評価されている。もっとも、平成 10 年の制度創設当時は、流動化促進の観点か
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ら立法化が強く要望されていた第三債務者不特定の債権に関する登記が認められていなか
ったことから、この立法によって劇的な流動化の促進には至らなかったことは前述したと
おりであり、特定債権に関しては、なお従前のシステムを継続して利用できるといったメ
リットなどから、むしろ従前どおり特債法による公告を活用するのが通常であったとも言
われている（注 42）。その後、平成 16 年の特例法改正では、第三債務者不特定の場合につい
ての登記が認められ、特債法廃止後は、同法に基づく公告による対抗要件を具備した債権
譲渡との競合の問題も解消した。しかしながら、前述したとおり、この改正は、これまで
対抗要件の問題がネックとなっていた集合・流動将来債権の流動化にとっては、大きな追
い風となるものであり、債権譲渡取引が拡大したことで、むしろ、債権譲渡における二重
譲渡のリスクはさらに深刻化しているといえる。 
この二重譲渡の問題は、次のような点で、債権譲渡方式の一括支払システムにとって非
常に深刻なものであった。債権譲渡方式は、譲渡対象の売掛債権について確定日付ある書
面による異議なき承諾を債務者からとることで、手形の場合と同様、抗弁を切断し第三者
対抗要件を具備するものであり、その経済的実質は手形割引に近い。債務者である支払企
業は、債権譲渡の優先順位をインフォメーションセンターとして掌握できる立場にたつこ
とからこそ、異議なき承諾をするのであり、この意味で、民法 467 条の対抗要件以外の方
法がない流動化法制以前の状況では、債権譲渡の競合時における第三債務者の二重弁済の
リスクは大きな問題とはなりえなかったのである（注 43）。ところが、対抗要件の簡易化に
よって、債務者である支払企業の知らないところで、売掛債権が集合債権譲渡担保等、他
の流動化スキームに利用され、しかも、有効な債権譲渡の第三債務者対抗要件が具備され
ている、という状況が生じたことでこの状況は一変する。もっとも、特債法の流動化対象
は、不特定多数の小口のリース・クレジット債権に限られていたし、証券化の場合につい
ても、証券化やファクタリングによる流動化を行う資産を有する企業もある程度の事業規
模以上のものに限られるわけであるから、一括決済システムが前提とする一般の売掛債権
の譲渡との競合による二重譲渡の問題は現実にはそれほど深刻ではなかったとも考えられ
る。しかし、平成 16 年の特例法改正以降は、これまで流動化スキームの対象外にあった一
般の中小企業の有する売掛債権を対象とした様々な債権譲渡スキームが開発・実用化され
ている結果、一括支払システムとこうした債権譲渡スキームが競合するという問題も現実
のものとなってしまったのである。流動化スキームの開発のための特定債権の譲渡に関す
る議論とは別に、危機時期における資金調達手段の一つとして売掛債権を譲渡担保に供す
る手法が存在していたことは前述したとおりであり、古くから将来債権の譲渡に関する判
例が存在することが示すように、このような形での債権譲渡についても、その需要は決し
て低いものではなく、多くの事業者や中小企業がそうした資金調達を余儀なくされている
のも事実である。もちろん譲受人や第三債務者はともかく、ほかならぬ譲渡人自身は債権
譲渡の事実を把握しているはずであり、どの売掛債権を誰に譲渡したのか理論的には承知
されうるものではあるが（注 44）、実際には将来債権を含む大量の債権をまとめて担保に供
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する場合、譲渡人の認識は相当希薄なものともなってしまうことは否定できない（注 45）。 
また、こうした一連の対抗要件の簡易化は、不特定多数の第三債務者に対する債権を包
括譲渡する集合・流動債権譲渡担保や証券化取引においては、大きなメリットがあったわ
けだが、同じ債権譲渡スキームとはいえ、一括支払システムは、多数の支払先に対する支
払債務を有する第三債務者の決済の合理化のために開発された方法であり、複数（多くの
場合では不特定多数）の第三債務者のある債権を対象とする流動化スキームとは構成が逆
になる。つまり、第三債務者への譲渡通知について信用悪化を理由に回避する理由はなく、
第三債務者の異議をとどめない承諾によって債務者対抗要件と第三債務者対抗要件の双方
が取得できるため、一括決済システムにおいては対抗要件の簡易化による恩恵は少ない、
ということになる。むしろ、これまで民法による対抗要件の具備の方法が壁となって、債
権譲渡の競合から守られていたともいえる一括支払システムは、債権流動化の拡大により、
再び大きな問題に直面してしまったともいえる（注 46）。 
 
２ 債務引受と債権譲渡 
ところで、こうした二重譲渡の問題に対応可能な方式として注目されているのが債務引
受方式である。債務引受方式は、債権譲渡とは逆に、大企業の納入企業に対する債務を金
融機関が併存的債務引受をし、金融機関が各納入企業に債権額を弁済し、金融機関が各納
入企業に債権額を弁済し、大企業が金融機関にそれらを一括支払いする方法である（注 47）。
債務引受は、当事者間の債務関係により、免責的債務引受と並存的(重畳的)債務引受に大別
される（注 48）。免責的債務引受は、債務がその同一性を変えることなく、従前の債務者か
ら引受人に移転するものであり、債務の特定承継をもたらす点で債権譲渡に対応し、債権
譲渡同様、債務の簡易な決済手段としての機能を営むものである。これに対し併存的債務
引受は、引受人が既存の債務関係に加入して新たに債務者となり、従前の債務者は債務を
免れることなく、その債務と同一内容の債務を負担するものであり、担保としての機能を
営む（注 49）。しかしながら、民法上、債務引受に関する明文規定はなく、実務で耐えうる
だけの理論的解明が未だなされていない可能性があることを否定しえない、②判例は大審
院時代から一貫して、「併存的債務引受がなされた場合、特段の事情がない限り、原債務者
と引受人との間には「連帯債務関係が発生する」と解し、このことは確定した判例法理と
なっているものの、わが国の民法の連帯債務規定は絶対効の範囲が広く、担保的効力とい
う意味においては、それだけ弱いものとなってしまうから、実務(特に債権者側)としては本
概念を敢えて用いるメリットが感じられない、といった問題点があるから、実務での利用
は必ずしもすすんではいないことも指摘されている（注 50）。但し、近年の通説では、債務
者と引受人の債務とは相互に独立したものであるため、保証債務における附従性や補充性
（452 条・453 条）はなく、また、連帯債務における絶対的効力事由もないとされており、
この点から、保証債務や連帯債務よりも「強力な人的担保」となりうるとされている（注 51）。
そのため、近年では、この「併存的債務引受」が金融取引に利用されることも少なくはな
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いし、債務引受方式の一括支払システムもその一つということになる。 
確かに、明文の規定を欠き理論の集積も十分なものではないという点からは、債務引受
方式の有効性は、極めて不透明なものともいえる。しかしながら、次のような点から、債
務引受方式の一括支払システムは、特例法との債権譲渡の競合において、有効性を発揮で
きると考えられている。併存的債務引受により、原債務者と受託会社の双方が債務を負担
するわけだが、受託会社が当該債務を弁済すれば、この弁済は連帯債務者による弁済とみ
ても、単に利害関係のある第三者の弁済としてみても有効であり、これによって原債権者
と原債務者との間の原債権は適法に消滅するから、この弁済後に二重譲渡が生じても、当
該譲渡は消滅後の存在しない債権の譲渡であって何ら効力はない、ということになるので
ある。また、特例法は、債務者対抗要件と第三者対抗要件とを切り離す構造をとっており、
集合債権譲渡担保を含め、一括支払システム以外の流動化スキームでは第三者対抗要件の
みを取得することで、特例法のメリットを享受できるわけだが、債務者に弁済請求するた
めには、債務者対抗要件として、さらに特例法 4 条 2 項に定める通知が必要となる。その
結果、債権譲渡登記による第三者対抗要件のみを具備した譲受人に対しては、債務引受方
式の一括決済システムに有利に働く場面がありうる（注 52）但し、債務引受契約には明文の
規定による対抗要件具備方法がない、という点で致命的な欠陥があり、弁済に至るまでは、
たとえ債務引受契約後であっても、第三者対抗要件を具備した債権譲渡が優先するとも考
えられる。また、原債権が原債権者と原債務者との間で存続している以上、原債権者の債
権者から差押を受けた場合は、差押が優先する。つまり、債務引受方式では、債務を消滅
させる弁済があって初めて差押権者にも譲受人にも優先できる、という点には注意を要す
る。 
なお、併存的債務引受の経済的実質が「担保」である点に着目した場合には、再び徴収
法 24 条による物的納税責任の追及をうけるのではないか、とも考えられる。併存的債務引
受における両債務者の債務の性質については、なお学説上の議論のあるところであり、慎
重な検討を要するものと思われるが、この場合にも、債務引受をした金融機関の「弁済」
により、当該債務が消滅すれば、「譲渡担保財産」が被担保債権の弁済により消滅した場合
と同様、徴収法 24 条の適用要件には該当しないものと解されることになる。 
 
注１ 池田真朗「債務引受と債権譲渡・差押の競合」法学研究 77 巻 9 号（2004）2 頁は、手形から他の決
済手段に移るという意味で、「電子債権の一種先駆的な取組み」として一括支払システムの意義を評
価している。 
注２ 「一括支払いシステムに問題が発生？」銀行法務 21 編集部・同誌 512 号（1995）39 頁 
注３ 辻田泰徳「一括支払いシステムの契約改訂について」金法 1183 号（1988）6 頁 
注４ 小野傑「金融法的側面からの評価と課題―流動化関連の法的問題点の分析・検討」ジュリ 1201 号
47 頁（2001）「このような下請法との関連は、単に下請法の規制との調整とみるべきではなく、一
括決済方式が法的枠組の定められた決済システムそのものであることの証左であろう」 
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注 5 松本恒雄「判批」金法 1652 号(2002)26 頁 
注６ 将来債権譲渡はその発生可能性にかかわらず有効に譲渡できるとの判例法理が確立するのは第 4 章     
にて後述するとおり平成 11 年以降のことである。 
注７ 最判昭 49.3.７民集 28 巻２号 174 頁 
注８ 辻田・前掲注３・７頁 
注 9 辻田・前掲注３・11 頁に掲載された契約書資料によれば、その内容は次のようなものであった。「（１）
貴行に担保のために譲渡した代金債権に対して、国税徴収法 24 条、地方税法第 14 条の 18 及びこれ
と同旨の規定に基づく譲渡担保権者に対する告知書が発せられたときは、これを担保とした貴行の当
座貸越債権は、何等の手続きを要せず弁済期が到来するものとし、同時に担保のために譲渡した代金
債権は当座貸越債権の代物弁済に充当されるものとします。貴行は代物弁済充当後の代金債権につい
て取立てまたは譲渡その他の処分を自由になしうるものとし、甲・乙は、意義なくこれを承諾します。
（２）前項により、代物弁済に当てられる代金債権の評価額は、貴行が前取りした利息額を代物弁済    
の翌日から代金債権の支払期日までの日数に応じて按分した金額を代金債権の額面金額から差し引
いた金額とし、貴行の有する当座貸越債権は、代金債権の評価額と按分した金額との合計金額によっ
て消滅するものとします。」 
注10 但し、この点について肯定説をとる学説もある。鳥谷部茂「一括支払システム―代物弁済条項の効
力を中心に」NBL788 号（2004）81 頁「単に形式を債権譲渡に切り替えても、被担保債権の回収
がセットになっていれば、その貸付債権の回収よりも国税債権を優先させるとの法の趣旨が働き得
る余地が残っている」 
注 11 高須要子「判批」判タ 1005 号（1999）278－280 頁 
注 12 東京地裁平 9.4.28 判時 1632 号 53 頁 
注 13 佐藤英明「判批」金法 1524 号 55 頁は、2 項の告知をあくまで単なる「予告」と解するのが立法趣
旨に沿うものであることを指摘された上、徴収法 24 条 1 項および 8 項（旧 6 項）の定める要件に
よって、譲渡担保権者は抵当権者等他の担保権者に比して相当有利な地位にあるとさえいえるにも
かかわらず、法が与えるこのような保護を自ら放棄し（設定者における滞納税額の有無を調査せず、
担保に供された債権のみに着目して融資を行い）、保護の薄いことを主張して、「告知」の到達とい
う新たな保護（要件）を創出しようとすることは、徴収法 24 条の解釈論からは肯定できないとする。 
注 14 東京高判平 10.2.19 金法 1512 号 22 頁 
注 15 松本恒雄「判批」判タ 973 号（1998）66－70 頁は「事務負担の軽減は法人税の増収としてはねか
えらせればよい問題であり、一括支払いシステムの普及による印紙税収入の減少を第二次納税義務
で補おうというのもやりすぎ」として批判する。また、今尾真「判批」ジュリ 1148 号（1999）337
－341 頁も、（手形割引との）「機能の異同といったことにはまったく言及せず、利益享受の有無か
らのみ法形式を異にすると論断した点は、論拠が脆弱である」として、松本評釈に賛同する見解を
示している。 
注16 無制限説にたつものとして、加藤一郎「銀行預金の差押と相殺」ジュリ 317 号（1965）10 頁以下、
制限説にたつものとして、前田庸「銀行預金に対する差押と銀行のなす相殺について」立教法学 8
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号（1966）94 頁以下、相殺の予約の存することや、質権の設定のあること、当該債権成立に際し
て対立債権間に事実上担保的期待のあることを考慮する「期待利益説」ないし「制限説の２」とよ
ばれる見解をとるものとして、林良平「S39.12.23 最判評釈」民商 53 巻 3 号（1965）96 頁以下な
ど。当時の私法学会での議論に関する資料としては、シンポジウム「相殺とその担保的機能」私法
28 号（1966）3 頁参照。 
注17 この点が問題となった事例としては、三者間相殺（最三判平成 7.7.18 金商 1056 号 6 頁）や年金や
労災保険の振込と預金相殺（最二判平成 10.2.10 金法 1207 号 27 頁）等がある。なお、塩崎勤ほか
「座談会・差押えと相殺の現在」銀行法務 21・579 号 17 頁（2000）・佐久間弘道発言は、「同行相
殺」を正当な相殺権の肯定される「限界」事例とする。 
注 18 千葉秀夫・昭和 45 年最高裁民事判例解説・476 頁 
注 19 今尾真「債権の譲渡担保と債権譲渡の関係に関する序論的考察」明治学院大学法学研究 78 号（2005）
11 頁 
注 20 武川幸嗣「一括支払いシステムにおける債権譲渡担保の実行に関する代物弁済合意の効力と国税徴
収法 24 条 5 項の趣旨」法学教室 285 号 （2004）83 頁 
注 21 米倉明「判批」NBL617 号（1997）6 頁 
注 22 石田喜久夫「判批」判評 471 号（1998）179 頁 
注 23 西山由美「一括支払いシステム特約条項の国税債権者に対する効力」ジュリ 1104・189 頁（1997） 
注 24 小粥太郎「判批」ジュリ 1269 号（2004）67 頁 
注25 高橋祐介「一括支払システムによる譲渡担保財産の代物弁済条項と国税徴収法 24 条」岡山法学会
雑誌 53 巻 3・4 号（2004）192 頁。本論文の基本的な視点は、民法における債権競合の問題の一
類型として、租税債権と譲渡担保との競合を論じるというものではあるが、この問題が私債権と租
税債権の競合という法の交錯領域に位置するものである以上、税法上の観点からの検討が必要なも
のであることはいうまでもなく、本論文でも必要な範囲で税法上の論点に関する検討を試みている。
なお、高橋論文では「主張・対抗」の概念を租税法律関係に持ち込むことの問題性が指摘されてい
るが（195 頁）、課税要件の充足によって租税債権がひとたび確定した後の徴収法における「租税
法律関係」は、租税債権の優先を原則とする一方で、私法上、優先的地位が認められている担保権
者に対しては一定の範囲でその優先権が制限されうるとの構成をとっており、この意味では、課税
における「租税法律関係」とはその問題の対象を別にしているとも解される。すなわち、徴収法に
おける租税債権の優先と私債権の競合の問題とは、私法上の権利をどこまで「対抗」しうるのかと
いう問題にほかならず、競合債権間の順位を決するものとしての「対抗問題」と租税徴収手続きと
は、本来的に切り離すことのできないものなのではないだろうか。 
注26 金子宏「租税法律主義の意義」租税判例百選〔第 3 版〕（1992）5 頁 
注 27 最判昭 53.4.21 訟月 24 巻 8 号 1694 頁ほか 
注 28 今村隆「最近の租税裁判における司法判断の傾向」税理 2006 年 5 月号（2006）6 頁 
注 29 鳥谷部茂「権利担保論序説―権利譲渡担保の前提として―」筑波法政 3 号（1980）（以下「鳥谷部
（1980）」という）73 頁以下。「信託的譲渡」（die fiduziarische Zession）とは、ドイツ法の概念
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であり、取立のための譲渡（Zession zur Einziehung）、すなわち譲受人が債権を譲受人の計算に
おいて取り立てるものと、担保譲渡（Sicherungszession）、すなわち債権が譲受人の有する彼の請
求権に対する担保となり、その請求権の満足後に取り戻されるもの、との２つに区分される。 
注30 内田貴『民法Ⅲ〔第 3 版〕債権総論・担保物権』（東京大学出版会・2005）（以下「内田（2005）」
という）203 頁以下 
注31 いわゆる従来の間接金融の延長にあるものであり、債権の流動化等による市場での大規模な資金調 
達手法としての債権譲渡を指す③とは異なる。 
注 32 今尾・前掲注 18・36 頁 
注 33 池田真朗「UNCITRAL 国際債権譲渡条約草案」NBL722 号（2001）27 頁以下 
注 34 今尾・前掲注 18・34 頁  
注 35 清水恵介「物的担保に基づく物上代位と債権譲渡担保―その競合と再構成―」日本法学 71 巻 1 号 
（2005）175 頁。同論文は、債権の法的構成に関する議論を「債権譲渡担保契約により譲受人が取
得する権利が当該債権そのものなのか（いわゆる所有権的構成に相当）」と「当該債権上に成立する
一種の担保権にすぎないのか（いわゆる担保権的構成に相当）」とに対比しつつ、物上代位に代わる
債権譲渡担保の有用性について、「法的構成からの演繹的な解釈による安易な解決」は回避すべきで
あるとの立場をとっている。また、「現在では、個別・特定の金銭債権の譲渡担保（の実像やその法
的処理）が未解明のまま、判例・学説は、いわゆる将来債権しかも集合債権の譲渡担保の議論にま
で突き進んでいる」（今尾・前掲注 19・7 頁）との指摘のとおり、今日の学説の関心は、その法的構
成に関する議論を通り越して、担保あるいは資金調達手段としての債権譲渡担保の有用性そのもの
にあるともいえる 
注 36 鳥谷部茂「権利の譲渡担保」法律時報 65 巻 9 号（1993）13 頁。鳥谷部教授は、担保権的構成と所
有権的構成とへの対比は、債権の帰属を不明確にする点からも疑問があるとし、「債権移転的構成」
と「債権非移転的構成」の対比としてこの問題をとらえるべきとする。 
注 37 池田真朗「判批」金法 1716 号（2004）41 頁 
注38 石田喜久夫「判批」判評 471 号（1998）17-21 頁 
注 39 学説も、契約自体の有効性を否定するものはほとんどない 
注 40 もっとも、真正売買の場合、徴収法 24 条の適用とは別に当該譲渡が、詐害行為にあたる等の理由
で租税債権による追及を受ける場合もありうるだろう。 
注 41 池田真朗「債権譲渡の研究〔第 2 版〕」（弘文堂・2004）（以下「池田・研究（2004）」という）105
頁以下 
注42 池田真朗ほか「座談会・債権譲渡特例法施行1年を振り返って－実務上の論点－」金法1567号（2000）
44 頁巻之内茂発言は、債権譲渡登記ではなく、流動化のために公告制度を利用することのメリット
として、①特債法では通産省への計画確認（6 条）の中で、譲渡債権が譲渡担保として設定されて
いるかいないか二重譲渡のチェックが入るため、格付けをとる上で便利であること、②特債法では、
公告と同時に債務者の抗弁が切断されること、③大量の債権の一括譲渡を行う際に、既に構築され
てきた公告制度のためのシステムを活用することがコストの面でもメリットが大きいこと、をあげ
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ている。 
注 43 小野・前掲注４・48 頁は、二重譲渡に伴う二重支払リスクは、「一括支払システムではなく手形を
利用する場合には起こりえない状況である」として、手形取引を前身にもつ一括決済システムにと
って、まさに想定外の問題であったことを指摘する。 
注 44 特例法は譲渡登記を譲渡人・譲受人の共同申請としている（現行 8 条 2 項、旧 5 条 1 項） 
注 45 池田ほか・座談会（2001）・24 頁小野傑発言「債権者（この場合は中小企業）は、債権譲渡登記は
共同申請ですから、本来なら先順位の譲渡を認識しているはずで、一括決済方式に当該債権（＊筆
者注：譲渡済の債権を指す）を入れないことが筋なのですが、大量の債権を、特に将来債権まで含
めて担保にとられるような場合だと、債権者の認識の度合いというのは、極めて希薄になってしま
うという側面があります。」 
注45 池田ほか・座談会（2001）・24 頁小野傑発言 
注46 池田・前掲注１・4 頁 
注 48 野澤正充「債権譲渡・債務引受・契約上の地位の移転」法学教室 231 号（1999）19 頁。そのほか、
「履行の引受」の方法もあるが、これについては、「債務者と引受人との内部関係にとどま」り、「債
務者と引受人の間で、特に債権者に直接の履行請求権を取得させる旨の契約(537 条第三者のために
する契約)がなされれば、併存的債務引受になる」ものであり、「併存的債務引受の前段階」という
ことになる。 
注 49 遠藤研一郎「担保のための並存的債務引受（担保的債務加入）における原債務と加入債務の関係に
ついて」独協法学 66 号（2005）47 頁は、免責的債務引受と併存的債務引受を別個の取引とみるの
ではなく、免責的引受同様、「債務承継」の側面でも併存的債務引受が果たす役割があるとし、免責
的債務引受と接合的に考えるべきとする。 
注 50 遠藤・前掲注 49・ 33 頁 
注 51 野澤・前掲注 48・19 頁 
注 52 各競合類型ごとに詳細な検討を行うものとして、池田・前掲注１ 
 
 
第４節 小括：一括支払システムにみる債権譲渡スキームの混迷 
以上みてきたとおり、一括決済システムは、手形取引から原因債権そのものを対象とし
た譲渡担保、譲渡担保から債権譲渡、そして債権譲渡から債務引受と様々な金融手法を活
用して開発・利用されてきた。前述した様々な問題点にもかかわらず、多くの企業がこの
システムを利用し、企業間決済の方法として取引に広く浸透していることは、この決済シ
ステムの合理性が極めて高いものであることを示すものにほかならない。しかしながら、
その高い合理性の一方で、譲渡担保方式以降、このシステムが直面してきた問題―物的納
税責任の追及や深刻な二重譲渡―はいずれも、債権の譲渡担保を含む債権流動化のもつ
「負」の側面を映し出すものであるようにも思われる。特に債権譲渡方式の一括支払シス
テムとの競合が最も深刻であるのが、このシステムがターゲットとしてきた中小企業の有
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する売掛債権の流動化の場合である。近年における中小企業の資金調達難を打開するため、
売掛債権の流動化は極めて重要な役割を担うことが期待されており、こうした観点からも、
債権の流動化が促進されようとしているわけであるが、これによって、同じく中小下請企
業における重要な金融の役割を手形に代わって担ってきた一括支払システムとの間で深刻
な衝突も生じている。さらに、改正特例法による債権の流動化が、他の流動化スキームと
は逆に、債権譲渡方式の一括支払システムにとっては不利に働くものとなるという点は（前
述第 3 節参照）、一括支払システムもまた債権流動化の先駆的なスキームであるということ
に着目した場合、極めて皮肉な状況でもあり、近時における債権流動化スキームの「混迷」
を象徴するものともいえる。もっとも、昨今の電子債権の議論等の中では、金融システム
としての一括支払システムの合理性とその意義が再び指摘され、こうした問題点に関し、
深刻化している債権譲渡の競合問題についての立法的な解決も示唆されているところでも
あり（注１）、これらの問題について、債権譲渡スキームの本質的な問題点というよりはむ
しろ、法整備が不十分な「過渡期」における一過性のものに過ぎないという見方も当然あ
りうる。一括支払システムが直面したこれらの問題点は、いずれも債権譲渡を利用した金
融スキームに共通する重要な論点として、さらなる議論が必要とされるところであり、こ
の点に関する判例の集積が待たれることはいうまでもない。 
ところで、一括支払システムがたどってきた譲渡担保から債権譲渡へという方向性は、
流動化により、最終的に債権の譲渡担保は債権譲渡へと収束されていく、という学説の指
摘を裏付けるものとも考えられる。確かに「譲渡」としての側面を強調することで、譲渡
人の滞納国税による物的納税責任をはじめとした様々なリスクが回避されうることに着目
すれば、今後、債権譲渡への収束が生じることは十分に予想される。しかし、債権譲渡担
保の全てが債権譲渡へと収束していくものであるのか否かという点に関しては、なお検討
を要すべき問題が多く残されている（注２）。 
売掛債権が資金力の乏しい中小企業にとって唯一の資産である場合も少なくはないとい
う点に着目すれば、その流動化は、中小企業の有する売掛債権をターゲットとした一括決
済システム同様、資金難の企業による滞納租税債権と流動化スキームとの競合も、より深
刻化することが予想される。以下では、一括決済システムで明らかになった将来債権の譲
渡に関する問題点を踏まえ、租税債権との競合という観点から、集合・流動債権譲渡担保
に関する問題点を考察していくこととする。 
 
注１ 小野傑「電子登録債権の多様な制度側面と流動化・証券化との関わり」金法 1781 号（2006）39
頁。なお、売掛債権の電子債権化による活用例として、「中小企業者が製品納入先等に有する債権
を電子債権として継続的に登録してもらい、その電子債権（売掛債権）を継続的に担保として金
融機関が担保の登録を行うことにより、担保額の範囲内で融資取引を電子債権で（または通常の
融資で）行う」との方法も提案されており、このような方法をとることで、「金融機関からすると
売掛金の存否、残高の把握が容易であり、二重譲渡・他の債権者の排除ができ、借入企業も簡便
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な手続で売掛金を有効活用して融資が受けられる」という利点（いわゆる IT 化による「情報の可
視性」による利点ということになろう）が享受できるようになることも期待されている（吉元利
行「ノンバンク融資の電子化」NBL812 号（2005）30 頁）。 
注２ 鎌田薫ほか「〈シンポジウム〉動産・債権譲渡公示制度の整備に向けて」金融法研究第 21 号（2005）
（以下「鎌田ほか・シンポジウム（2005）」という）・118 頁・森田宏樹発言は、動産譲渡登記制度
の創設をめぐる議論において、公示制度創設以降も「担保のための譲渡（あるいは権利移転型担保」
というものが何らかの形で存続していくものとしている（「譲渡担保権という実体法上の立法がなさ
れた場合に、所有権の移転の形式を採る担保権というものが残るのか、残らないのかという点が問
題となりますが、私自身は、その場合でも、所有権の移転の形式をとる担保というのは、やはり残
るであろうと思います。・・・日本では譲渡担保というのは、民法典が用意した典型担保権の不備を
補うために新しく出てきた担保権であるという説明がなされるわけですけれども、フランスなどで
は、そもそも所有権移転の形をとる担保というのは、担保の原型であって、そこから担保物権が分
化していったという説明がなされており、このことから考えてみても、担保の原型として、所有権
移転の形式をとる担保というのは、常に残るものではないかと思います。」）。 
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第４章 集合債権譲渡担保法理の発展 
 
第１節 集合債権譲渡担保をめぐる議論の変遷 
第 1 款 学説の状況  
集合債権譲渡担保とは、文字どおり集合債権を目的とした譲渡担保であって、現在及び
将来の指名債権を一括して譲渡担保にとる場合をいう（注１）。つまり、その対象は将来債
権を含む債権の集合体ということになるが、担保としての実行性を最大化するためには、
さらに、集合動産譲渡担保の場合と同様、将来及び現在において発生・消滅を繰り返す流
動債権としてこれを捕捉する必要があり、「将来債権」・「集合債権」・「流動債権」の３つが、
集合債権譲渡担保の重要な構成要素とされている（注２）。典型的な例としては、信販会社
が顧客に対して有する小口・大量、かつ流動的な現在及び将来の債権を一括して、担保目
的で譲渡するといったものがあげられ、昭和 50～60 年代に、物的資産に乏しい信販会社や
リース会社が、集合債権の包括的譲渡を担保手段として利用したのが、そのさきがけであ
ることは前述したとおりである（第 3 章第 2 節参照）（注３）。 
こうした実務の発展と軌を一にして、判例及び学説もまた、昭和 50 年代以降、急速な発
展を遂げている。以下、集合債権譲渡担保について学説はどのような議論を展開してきた
のか、そして、判例はそれらの論点についてどのような判断を下し、どのような方向性を
示唆してきたのか、集合債権譲渡担保をめぐる学説・判例の変遷を順に見ていくこととす
る。 
 
１ 「集合債権譲渡担保」概念の登場 
集合債権譲渡担保に関する最も先駆的な研究は我妻栄博士によるものであり、我妻博士が
昭和初期に発表された論文において、既にその有効性に言及していたことはよく知られて
いるところである。我妻博士は、債権の担保化について次のように分析する。「債権、殊に
小売商人は、その顧客に対して多くの売掛代金債権を有する。この債権は個々的には価値
少ないものではあるが、全体として見れば、相当の額に上がるのみならず、その営業が常
態において継続せられる限り、その総額はほぼ同額を維持するものである。・・・したがっ
て、商品倉庫の担保と全く同一の必要に促されて、この債権の包括的担保化の現象が生じ
たのである。」（注４）。また、民法の定める債権質ではなく譲渡担保が利用される理由につ
いては、次のように説明されている。「一つの商店、一つの製造会社の一部門などの取得す
る売却代金債権群―営業の経営に従って取立てられて消滅し、取引によって新たに発生す
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
るもの―を一括して
．．．．．．．．．
担保とする場合は、債権質の規定では目的を達しえない。そこで、譲
渡担保が利用されることになる（傍点筆者）。」（注５）つまり、ここで譲渡担保の対象物とし
て想定されているのは、①将来債権②集合債権③流動債権の３つの要素を具えた債権群で
あり、質権によってはその目的を達し得ないが、譲渡の形式をとることでその資産価値を
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捕捉するというのが、債権の譲渡担保の原点であるということになる。そして、こうした
観点から、「債権がその財産的性質
、、、、、
を増加する最も重要なる点は、その譲渡可能性を完全な
らしめることである」（注６）旨を主張されている。 
但し、我妻博士は、「企業の経営に従って変動する、個々的には少額の債務者に対して通
知またはその承諾を求めることは不可能である」ことを指摘しており、民法 467 条の解釈
上、包括譲渡の場合の対抗要件の取得は困難であるとしている。そうであるとすれば、集
合・流動将来債権群の譲渡を金融の手段として利用することは、現実的なものではないと
いうことになりそうである。しかしながら、我妻博士は、「企業担保において、担保権は存
在するだけでは、企業を構成する個々の財産に対する拘束力はすこぶる弱く、ただ担保権
実行の段階に入ると、差押宣言によって、その時点の言わば横断面における個々の財産を
特定し、これによって優先弁済を受ける」のと同様、「対抗力」という点では完全な譲渡と
．．．．．．．．．．．．．．．．．
しての効力を主張できないとしても
．．．．．．．．．．．．．．．．
、担保としての有効性は認められるべきであるとする
（注７）。つまり、いまだ確定的でない将来の不特定多数の債権の譲渡について対抗要件を
取得することは困難であるとしても、対象債権が発生したときに、その財産的価値を移転
する契約の有効性さえ確保されれば、少なくとも担保としての価値は十分に認められるの
であり、対象債権のもつ財産的価値を最大化するために、債権質→債権譲渡→債権譲渡担
保という方向性が志向されてきた、としているのである（注 8）。 
もっとも、我妻博士は、将来債権の包括的譲渡の対抗要件の取得について、解釈論上、
絶対的に不可能なものであるとしているわけではなく、第三債務者が不特定多数かつ未出
現の場合の包括譲渡について、民法 467 条の通知または承諾が物理的に不可能であること
を指摘しているにすぎない。したがって、特定の大口の顧客が第三債務者である場合であ
れば、その者について、予め、通知するか承諾を得ることによって、対抗力を認めること
は可能であるとし、次のように説示する。「例えば、ある出版会社の出版物在庫全部とその
売却代金債権を譲渡担保とし、大口の取次店に対する代金債権について予め対抗要件を備
えることなどが考えられる。もっとも同様の目的は、設定者と譲渡担保権者（金融業者）
に大口取次店を加えた三面契約で、大口取次店は譲渡担保権者を通じて支払うべき旨を約
することによっても達成される。しかし、製品・商品の譲渡担保の延長として
．．．．．．．．．．．．．．．．
、譲渡担保
設定の通知または承諾によることも可能というべきである（傍点筆者）。」（注９） 
我妻博士は、「客観的な企業という観念の成立過程において重要な一環を占める」もので
あるという点が集合財産の担保化に着目された理由であるとし、「金銭債権があらゆる財産
を担保化して投資の客体とする進展の過程のいきつくところは、いわゆる「客観的意義に
おける企業」、すなわち、人的・物的のあらゆる施設を含む企業そのものである」との立場
から、その研究がなされた旨を説示する（注 10）。「製
．
品・商品の譲渡担保の延長として
．．．．．．．．．．．．．．．
・・・」
との記述部分にも、このような「企業資産の包括担保化」という視点をみることができよ
う（注 11）。我妻博士の示唆した企業そのものの価値の担保化という考え方が、極めて先駆
的なものであったことはいうまでもなく、近年における債権流動化による金融取引の変革
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の動きに我妻博士の構想を重ねる論稿も少なくない（注 12）。しかしながら、我妻博士の構
想する集合債権群の包括譲渡では、上記のような例外的ケースに該当しない「普通の場合」
については、包括譲渡としての対抗要件の取得は不可能であることを前提として、あくま
でも企業担保類似の制限的な効力を有するものにとどまるものとされている。つまり譲渡
ではなく担保であるからこそ
．．．．．．．．．
、担保価値の増加という有効性を見出すことができるものと
されているのである。そうであるとすれば、我妻博士の論じている企業資産の包括譲渡の
有効性に関する議論と、有効な債権譲渡の対抗要件を具備することにより競合債権者に対
する優先を決定的なものとすることが重視されている近時の債権譲渡スキームの有効性に
関する議論とは、必ずしも同じ視点に立つものではなく、対抗要件の捉え方という点に関
しては、両者の間には大きな差異が存することが指摘できる。 
 
２ 将来債権譲渡の有効性に関する検証 
我妻博士と同時期に「将来の権利の処分」という観点から、将来債権譲渡の有効性につ
いて、先駆的な研究業績を残されているのが於保不二雄博士である（注 13）。後述するとお
り、判例は古くから将来債権譲渡の有効性を認めてきたわけだが（第 2 款参照）、対抗要件
の問題はもとより、目的物が現実に発生する前
．．．．．．．．
に行われた譲渡の効力に関する理論的検証
は必ずしも十分なものではなかった。於保博士は、「将来の権利の処分の問題は、将来、権
利が発生した場合に、直ちに処分の効力を生ずるような仕方で処分行為を有効になしうる
か否かの問題であって、将来の物権といえども、その発生前に、処分の効力によって捕捉
されうるか否かの問題ではない」とする（注 14）。つまり、目的物が発生する前の段階で物
権が成立するかどうかという問題ではなく、「処分行為」自体の効力の問題として考えるこ
とで「目的物の未発生」という問題を克服し、譲渡の有効性は承認されうるとする。そし
て、「処分行為の有効性」という観点からは、将来の権利であっても、「事実上の根拠が存
し、かつ社会観念にしたがって確実であると認めえられる限り」承認することができる（注
15）、ということになる。但し、このような形で、広くその有効性を承認するとしても、①
「権利発生の場合に、さらに当事者の権利移転の行為を必要としない」こと②「権利発生
以前において債務者及び第三債務者に対する対抗要件を満たしうる」こと、という２つの
重要な問題をクリアしなければ、将来の権利の先行処分の有効性を認めることの実益はな
い。そこで、於保博士は、①発生前に処分行為があった場合における当該権利の移転の時
期②権利発生前の対抗要件の具備という２つの観点から、さらに論証を試みている。 
まず、①発生前の処分された権利の移転時期について、「将来の権利の処分は、将来、権
利が発生した場合に初めてその効力を生ずる。処分行為の瞬間に、権利は譲受人に移転し
ない。処分行為の時には、処分者はまだ権利者ではなく、権利発生までは譲受人は単に期
待権を有するにすぎない（下線筆者）」とする（注 16）。しかし、発生前の処分行為が有効で
あるということは、ひとたび「その権利が発生すれば、処分行為は直接にその効力を生ず
る」のであるから、結論的には、発生時には既に譲受人側に権利が移転している、といえ
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そうである。しかしながら、於保博士は次のように延べ、明確にこれを否定している。「権
利は処分者を経由しなければならないというのは、単に消滅するために発生を認めること
とはならない。ただ、論理の軌道において、必ず経由しなければならない駅停としての処
分者を経過しなければならないというのみである。一時間、一日と停車するか、急行列車
として一瞬に通過してしまうかは駅停の存在そのものにとっては問題ではない。」（注 17） 
 一方、②権利発生前の対抗要件に関しては、次のように述べてその有効性を承認すると
している。「対抗要件の本来の趣旨が、譲渡の事実を知らない債務者または第三者が不測の
損害を蒙るべきことを保護することにあるのであるから、将来の債権の譲受人は、権利発
生と同時に、債権者となるのであり、債務者は権利の発生は当然に認識すべき地位にあり、
また、第三者も期待権を侵害する範囲において保護を受けえない立場にあるのであるから、
単に譲渡の通知または承諾があれば、債務者または第三者は不測の損害を蒙るおそれがあ
るものとはいいえない。したがって、将来の債権の譲渡の対抗要件としては、譲渡の通知
または承諾のみで十分であるといわねばならない（下線筆者）。」（注 18） 
上記２つの下線部分は、一見すると、本質的に矛盾する記述であるように見える。しか
しながら、それぞれの下線部分の前後の文脈には、重大な違いがあることには注意が必要
である。つまり、於保博士は、対抗要件の趣旨から
．．．．．．．．．
、第三者に対する関係では、結果的に
．．．．
先行処分に遡及効が認められるものとしているのであって、権利移転自体は権利発生に先
立つ処分行為時点で生じるものとはしていない。 
もっとも、将来の権利の処分の有効性を認める実益は、前述したとおり、対抗要件の①
「権利発生の場合に、さらに当事者の権利移転の行為を必要としない」こと、及び、②「権
利発生以前において債務者及び第三債務者に対する対抗要件を満たしうる」ことにあるわ
けだから、少なくとも対外的な関係では譲受人に既に権利が移転している以上、実質的な
「権利移転時期」は、なんら特別な意義をもつものではないとも考えられる。しかしなが
ら、法が譲渡担保の目的物の実質的な帰属が設定者の側にあることに着目し、異なる取 
+扱いを定めている場合においては、その帰属の判断基準時として、この点が問題となり
うる。徴収法 24 条についても、譲渡担保の経済的な実態に着目し、実質的な権利の帰属を
問題とするものであることから、設定契約の時期ではなく、現実の「権利移転時期」が法
定納期限等以後であった場合には、譲渡担保権者に対する物的納税責任の適用がありうる
のではないかという点が学説上の大きな争点となっていたことは既に述べたとおりである。
この問題については、第６章において具体的な判例の検証を行いながら再考することとす
る。 
こうした我妻・於保両博士の先駆的な研究業績が、その後の学説にも大きな影響を与え
たことはいうまでもない。前述した昭和 50～60 年代の取引実務における集合債権を利用し
た資金調達スキームは、我妻博士の示唆した①将来債権②流動債権③集合債権という３つ
の要素をもつ債権群担保化の有効性（但し、それは強い対抗力を備えた独立型担保ではな
く、流動性を維持した状態でも、「企業担保」同様、一種の担保としての「作用」は認めら
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れるというものにすぎないわけだが）に関する議論が出発点となるものであるし、於保博
士による将来債権譲渡の有効性に関する理論的な検証が、債権発生の確実性を問わず、未
発生の債権についても有効な債権譲渡をすることができるという、その後の判例・学説に
大きな影響を与えたことはいうまでもない。 
 
３ 債権流動化の観点による学説の発展 
以上のとおり、昭和初期の段階で、既に将来債権の担保化の有効性は示唆されていたわ
けであるが、実務においては、譲渡禁止特約の慣行が示すとおり、取引先との信頼関係を
損ねるものとして債権譲渡は忌避される傾向が強く、理論的な可能性としてはともかく現
実的には、将来債権を利用した金融は、「危急時における最後の手段」として位置づけられ
ていた。ところが、昭和 50 年代に入り信販・リース業界が本格的に集合債権の担保化に取
組み始めたことを契機として、債権譲渡は「債権流動化」スキームして新たな意義をもつ
ようになり、動産や不動産に比し著しく立ち遅れていた債権の担保化、特に、我妻博士が
指摘される集合将来債権の担保化の有効性について、より実務的な観点から、理論的な検
証がすすめられていくことになる。 
 新たな金融手法としての集合将来債権の担保化をめぐる議論において、重要な先例とさ
れていたのが、将来債権譲渡の有効性に関する次のような２つの判決である。まず一つ目
が、将来債権の譲渡も有効に行うことができ、債権の現実の発生前に行われた確定日付あ
る譲渡通知をもって第三者対抗要件とすることができるとした昭和 9 年の大審院判決（大
判昭 9.12.28 民集 13 巻 2261 頁。以下「昭和 9 年判決」という）であり、この判決が認め
た権利発生前の債権譲渡の有効性について、ドイツ法との比較法的考察を交えて詳細な理
論的検証をされていたのが、前述した於保論文である。そして、もう一つの重要な判例は、
「将来発生するものであっても、それほど遠い将来のものでなければ、現在既に債権の発生原因
が確定し、その発生を確実に予測しうるものであるから、始期と終期を特定してその権利の範囲を
確定することによって、これを有効に譲渡することができる」とした昭和 53 年の最高裁判決（最
判昭 53.12.15 判時 916 号 25 頁。以下「昭和 53 年判決」という）である。同判決は「それ
ほど遠い将来のものでなければ」という極めてあいまいな基準により、その有効性が争わ
れた「1 年間分」の将来債権譲渡を有効と判断したわけであるが、この判決が示した①「そ
れほど遠い将来のものでな」いこと、②「現在既に債権の発生原因が確定し、その発生を確
実に予測しうる」こと③「始期と終期を特定してその権利の範囲を確定する」ことという基準が、信
販・リース業界を中心にすすめられていた集合将来債権群を活用した資金調達スキームの開発・
実用化における一種のメルクマールとして論じられるようになっていく（注19）。しかしながら、昭和53
年判決の示したこれらの要素は、実務における基準として機能するにはあまりにも不明瞭なもので
あった。そのため、「それほど遠い将来のものでない」
．．．．．．．．．．．．．．．
とは具体的にいつまでのことをいうの
か（昭和 53 年判決で有効とされた「1 年間」が限界であるのか）、債権の発生を確実に
．．．
予測
しうることとはどのような状態をいうのか、といった点がその後の学説における重要な論点へと発展
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していく。 
後述するとおり、将来債権譲渡に関する判例は少なくはなく、判例は古くからその有効性を認め
てきたわけだが、集合・流動債権群としての包括的譲渡という観点は、これまでの実務にはなかっ
たものであり、この時期の学説の発展には、萌芽期の段階にあった債権流動化スキームの開発に
携わった実務家の手による労作が、大きな貢献を果たしていることを看過することはできない（注
20）。 
集合将来債権譲渡の有効性について論じた最初の本格的な論文といわれているのが、昭
和 56 年に公表された高木多喜男教授の論文（注 21）である。高木教授は、将来債権譲渡の有効
性の基準のひとつとされていた債権の発生可能性について、法律的可能性も事実的可能性
も程度の差にすぎず、経済的需要にも応えられないとして、「発生可能性」が債権譲渡に関
する有効性の基準とはなりえないことを指摘する。そして、集合将来債権譲渡においては、
むしろ譲渡対象の債権群の特定・確定ないし識別可能性が問題となるのであり、①第三債
務者②債権発生原因③発生時期といった要素を基準として、債務者＝設定者の保護及び債
務者の一般債権者の保護の両面から、包括的な将来債権の譲渡担保の効力を判断すべきと
の視点を提示され、公序良俗違反等による効力制限もありうることを示唆する。一方、将
来債権の包括的譲渡の対抗要件に関しては、譲渡通知に示された債権と譲渡対象債権との
間に同一性が認識しうる程度の明確性があれば足り、少なくとも「期間」と「債権の種類
（発生原因の特定）」が具体的に示されておれば、その範囲内の債権に関しては、包括的譲
渡の対抗要件として認められるべきであるとしている。また、将来債権譲渡に関する対抗
要件の効力発生時期について高木教授は、前述した昭和 9 年判決を「債権発生時
．．．．．
に対抗力
が生ずると述べている」ものとしながらも、「私見としては、通知（確定日付をつけた―承
諾も同じ―）をもって第三者への対抗要件とした立法趣旨からみて、（発生時ではなく、譲
渡）通知時と解してよいと考えている」としており（注 22）、様々な要素によって、その効
力が制限的に解される可能性を認めながらも、基本的には、高木教授の見解は、集合将来
債権の譲渡担保の有効性を承認する方向性を示唆するものであったといえる。 
その後、リース・信販会社による本格的な
．．．．
債権群の担保化の動きを背景として、高木教
授の指摘した対象債権群の「特定」の問題は、「どのような要素を基準とすべきか」「どこ
までの厳格な特定を要求すべきか」といった、より実務的・具体的な議論へ発展していく。
この問題に関しては、集合債権譲渡担保の要件を絞って適格性を厳格にする代わりに効果
はかなりのものを与えるか、要件は緩やかにする代わりに効果を絞るかという２つの方向
性を考えることができ（注 23）、我妻博士が、包括的な担保としての有効性を広く承認する
代わりに、個別の財産上の競合債権者に対する関係では、企業担保類似の効力しか認めら
れないとすることで均衡を保ちうることを示唆されていたことは既に述べたとおりである。
しかしながら、仮に特定の問題を緩やかに解することで、包括担保の有効性を広く承認す
る方向を選択したとしても、対抗要件の効力という側面ではなお問題が残ることになる。
もっとも、（少なくとも理論上は）特定の要件をクリアでき、第三債務者への通知により対
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抗要件を具備することに何ら問題はないという場合であっても、債権譲渡の事実が取引先
に知れれば信用不安を惹起しかねないといった事情から、現実には対抗要件をあえて
．．．
具備
しない場合があるということに着目すれば、債権の譲渡担保ではむしろ実行段階まで対抗
要件を具備しないこと自体に担保としての意味があるという考え方もできる。実際に、対
抗要件の取得の困難という問題を避けながら（対抗要件取得のための第三債務者の介在を
回避しつつ）自己への弁済を確保するための手段として、いわゆる振込指定や代理受領等
の方法が実務では多く用いられてきたのであり、譲渡を嫌がる第三債務者との取引関係を
損ねることなく、事実上、債権の移転があったのと同様の効果を得ることができるという
点が、こうした方法を利用する理由とされている。但し、振込指定や代理受領は、債権の
帰属自体を移転させるわけではないから、債権差押や債権譲渡等があった場合にはなんら
優先権を主張することはできないという問題があり、被担保債権の満足を確実なものとし
たい債権者にとっては、不動産や動産の担保提供の方がはるかに望ましいものであること
はいうまでもない。つまり、債権の担保化の初期の試みである振込指定や代理受領といっ
た手法もまた、債権譲渡担保の場合と同様、事業資金や担保提供に窮した企業への融資で
用いられる弁済確保のための手段の一つではあっても、不動産や動産と同等のものとして
担保的価値が認められるようなものではなかったのである。 
一方、信販・リース会社を中心とした「本格的な担保化」は、①流動債権②将来債権③
集合債権という３つの要素を具えた債権群について、包括的譲渡の形をとることにより担
保としての財産的価値を付与するものであり、これまで行われてきた債権譲渡とはその性
質を異にする。もっとも、リース債権とクレジット債権ではその性格も異なり、担保化に
おける実務の要請も異なるといわれる。リース債権が企業間の継続的な取引関係から生じ
るものであるのに対し、後者の場合、その第三債務者の多くは、企業よりもむしろ消費者
たる個人である。したがって、前者では取引先への通知を回避するとの観点から、後者で
は（将来及び現在の不特定多数の顧客（ないし消費者）である第三債務者との人的な結び
つきは相対的に低いものであり、その意味では債権譲渡の方法を回避すべき事情はないが）
第三債務者が将来の顧客を含む不特定多数の者であるために譲渡通知により対抗要件を取
得するのは現実的に不可能であるという点から、対抗要件を留保した形での担保化が志向
されることになる（注 24）。 
こうした観点から開発・実用化されたのが、設定時に対抗要件の具備を留保しつつ、債
務者の支払停止や信用悪化を停止条件として債権譲渡の効力を発生させる方式（「停止条件
型」）や契約締結時に譲渡予約のみを行い、支払停止等の事由が生じたときに債権者が予約
完結権を行使する方式（「予約型」）である。契約当初において民法 467 条に定める通知な
いし承諾による対抗要件を具備する「本契約型」に対し、これらの方式をまとめて「予約
型」と称する場合が少なくないところ、本論文でもこれらをまとめて「予約型」という。
もちろん、「予約」や「停止条件」の方法をとる場合、第三者に対する優先的な効力が確実
に確保されるか否かという点では、不安定な要素が残ることはいうまでもなく、その意味
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では代理受領や振込指定との決定的な差異はないともいえる。それにもかかわらず、これ
らの方式が多用されるようになった理由は、我妻博士が指摘されていたとおり、対抗要件
の具備を留保した譲渡担保が、集合・流動将来債権群の包括的譲渡の有効性（経済的価値）
を最大化するための最も効果的な方法の一つであるからにほかならない。対象となる債権
群の流動性を維持しつた状態で、民法 467 条に基づき個々の債権に関する対抗要件を具備
することは困難であるし、コストの面でも問題がある。むしろ対抗要件の具備を留保する
ことで、譲渡による信用悪化等の問題も回避できるという意味では、設定時点で対抗要件
を具備する本契約型よりも予約型の方が当事者のメリットは大きく、譲渡対象となる債権
の範囲も広がる。さらに、破産法上の否認権行使の要件を回避しうるとの期待も、予約型
の利用拡大を後押しした要因の一つであったことも看過すべきではない。通常、集合債権
譲渡担保契約は、債務者の財産状態が健全な時期に締結されるから、契約締結自体が故意
否認（破産法 72 条１号）や危機否認（同２号）に該当する可能性は低いとされていたが、
権利移転を行いながらも信用不安回避等のために第三債務者への譲渡通知のみを留保した
場合には、契約締結時から譲渡通知時までの間に 15 日以上経過しているために、債務者が
破産すれば、当該譲渡通知は対抗要件否認（74 条１項）により否認されてしまうことが懸
念されていた。この点について昭和 48 年の最高裁判決（最二判昭 48.4.6 民集 27 巻 3 号 483
頁。以下「昭和 48 年判決」という。）は、破産法 74 条 1 項所定の 15 日の期間は、「権利移
転の原因たる行為がなされた日」ではなく、「当事者間における権利移転の効果を生じた日」
から起算すべきであるとしていることに着目し、停止条件の成就時を「権利移転の効果を
生じた日」とみれば、破産法上の否認権についても回避しうるとの考え方が有力に主張さ
れていたのである（注 25）。 
予約型や本契約型といった形式の相違はあるものの、流動・集合債権群としての将来債
権の担保化は、不動産や動産が正式担保の役割を担うことを前提に代替的・補充的な担保
として、あるいは危急時における弁済確保手段であった従来の債権譲渡（担保）とは異な
り、むしろ「正式な担保手段」としての集合・流動将来債権群を対象とする譲渡担保の有
効性を確立させようとしていたという点で、大きな違いを有するものであった。そして、
リース・信販業界を中心とした集合・流動将来債権の担保化確立の取組みは、これまでの
ような危急時における「危機対応型」担保や「あまり質のよくない金融業者」が用いる「過
大準備型」担保としての「債権譲渡」とは区別されるものであり、新たに「正常業務型」
担保という観点から、集合・流動将来債権の担保化の有効性を検討すべきであることを強
調されたのが、椿寿夫教授（注 26）である。椿教授は、「正常業務型」は債権が未発生であ
るか第三債務者が未出現であることを常態とするものあることから、担保として強い効力
を認めた場合には、特定や公示の面で一般債権者の利益と「正面衝突」するという問題点
があることを認めつつも、「どの程度の要件を満たすときに、どの程度の効力を認めるのが
妥当かはこれらの点を考慮した上で慎重に検討すべき利益衡量の問題」であるとする（注 27）。
そして、効力の不確かな集合債権譲渡担保では、債務者（設定者）＝譲渡人の収益力ない
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し信用をどの程度に考慮し評価するかが前面化せざるをえず、そのいかんによっては「従
来抜きがたく定着してきた担保重視の考え方（＝有担保主義）に変化を生じ、回収確保手
段への着目とそれの効力強化とがひたすらに志向されなくなる事態も予測できぬではな
い」として、債務者の事業の収益力そのものに着目した新しい金融の方向性を示唆してい
る。その意味では、我妻博士のいう企業の価値そのものに着目した事業資産の包括担保化
の方向性と軌を一にするものであるが、我妻博士が動産譲渡担保の「延長」としての債権
譲渡担保の有効性を示唆されていたのに対し、椿教授の考える債権の譲渡担保では、債権
を動産担保の延長に位置づけること自体が疑問視され、債権の特性に着目した資金調達と
いう視点がより明確なものとなっている（注 28）。 
椿教授はさらに、担保設定後、集合債権から順次弁済を受けて回収原資になっていくこ
とができるという「自動決済力」が債権担保の特徴の一つであり、集合債権譲渡担保は、
返済される度に順番に弁済充当されるという「特殊な状況」にあるとして、いわゆる受戻
権に関しても、「集合債権譲渡担保ないし金銭債権担保においては設定者がお金を返してお
金の権利を取り戻してくるということを認める必要はない」ことを指摘されている（注 29）。
そして、こうした債権譲担保の特性に着目すれば、これまでの動産を中心とした譲渡担保
論は、「目的物ごとの視点」から見直されるべきであり、動産や不動産の「添え担保」ない
しは「延長型担保」としてではなく、むしろ正式な「独立型担保」としての債権譲渡担保
という観点から、その有効性を強調する。椿教授の研究が、「危機対応型」・「延長型」から
「正常業務型」・「独立型」、あるいは不動産・動産を中心とした「有担保主義」から設定者
の「収益力」そのものを把握する金融への視点の転換により、「危急時の担保手段」として
の債権譲渡ではなく、債権の流動化による資金調達スキームとしての集合債権譲渡担保が
秘めている可能性の大きさを示唆するものであったという意味で、極めて先駆的なもので
あったことはいうまでもない。 
もっとも、延長型と独立型という点で大きな違いがあるとしながらも、対抗要件の問題
に関しては、椿教授も基本的に我妻博士の示唆した延長型の集合債権譲渡担保と同様、制
限的な効力を有するにとどまるものと捉えている。そして、包括担保としての対抗力の取
得は消極に解さざるをえないとする一方で、対抗力がないことが、すなわち「集合債権担
保・無用論」とはならないことを強調されている。また、その趣旨は必ずしも明らかでは
ないものの、このような新たな担保類型では「対抗要件はいらない
．．．．．．．．．
」という慣行の成立を
認める方向をも示唆されている（注 30）。しかし一方で、椿教授は、アメリカ法におけるフ
ァイリング・システムに類似した公示制度の創設による立法的解決も合わせて示唆されて
おり、対抗力を留保した予約型集合債権譲渡担保が否認権との関係でも有効性を主張する
ことができるとの見解に対しては強い疑問を示している。したがって、ここでいう「対抗
要件不要
．．
」とは、文字通りの不要論というよりは、むしろ我妻博士が示唆されているよう
に、対抗要件を具備していないとしても
．．．．．．．．．．．．．．．．
担保としての経済価値の把握は可能であることを
指摘し、債務者＝譲渡人の事業の収益力に着目した担保の有効性を強調するものであると
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解すべきである（注 31）。 
確かに、「正常業務」、すなわち危機時期における債権競合の問題を度外視できる状況で
あり、担保として取得するにすぎないのであれば、対抗要件の取得は必ずしも有効性を左
右するものではなく、こうした考え方は、前述した我妻博士の集合債権譲渡担保論におい
ても示唆されている。しかしながら、仮に設定時においては正常業務の状態にあったとし
ても、競合債権者が出現すれば、対抗要件の問題は避けては通れないし、特に債務者が破
産ないし債務超過の状態に陥っていれば事態は深刻なものとなることは避けられない。結
局のところ、実務における対抗要件留保の慣行も、譲渡による信頼関係の悪化に対する懸
念や未出現・不特定の第三債務者への通知が現実的に不可能である、といった対抗要件を
具備したくとも「できない
．．．．
」実状を反映したものにすぎないものとみることもでき、債権
者としては、対抗要件を具備することで、より強固な優先的地位が確保されるのを志向す
るのは、いわば当然の要請ともいえる。また、第三債務者の認識を基準とした民法の対抗
要件制度が、公示システムとして、その機能を十分に果たしうるものであるかどうかにつ
いても、疑問の余地がありうることはいうまでもない。こうした観点から、本格的な債権
流動化のためには、むしろ民法 467 条の定める対抗要件そのものを見直し、対抗要件制度
の簡易化を図るべきことが主張されるようになり、流動化取引の促進のための立法論へと
展開していくことになる。 
そもそも、集合債権譲渡担保の効力をどこまで認めるべきかという議論の根底には、い
わゆる利益衡量の問題があることは椿教授が指摘するとおりであり、目的物たる集合・流
動債権群についてどこまで特定の要件を緩和できるか、債権譲渡の対抗要件の簡易化をど
のような形で実現するのかといった点で、債権の流動化の促進を積極的に支持する見解と
これに懐疑的な見解とで見解が分かれる点も少なくはなかった。しかし、経済政策的な観
点からも債権流動化の促進が重要視されるようになり、平成 5 年の特定債権法によって対
抗要件の簡易化が現実のものとなったことで、流動化取引の有効性を承認し、その効果を
最大化するような方向性が強調されるようになってくる。さらに、将来債権譲渡の有効性
を認めた平成 11 年判決以降、最高裁が流動化を承認する方向性を示唆していることで、集
合将来債権群の担保化をめぐる議論では、従来の伝統的な譲渡担保の議論の枠を超えた債
権流動化スキームの一つとしての集合債権譲渡担保という視点が前面化するに至っている。
こうした経緯から、集合債権譲渡担保の有効性をめぐる議論では、伝統的な譲渡担保をめ
ぐる学説の議論において中心的な議論とされていた法的構成に関する問題は必ずしも大き
な論点とはなっていない。むしろ端的に、対抗要件の有効性という観点から、その優先性
を確立することが中心的な論点となっており、このことは、近時の集合債権譲渡担保をめ
ぐる学説の議論における大きな特徴の一つであるといえる。 
なお、対抗要件が阻害要因であるということから、対抗要件の簡易化とは別に、対抗要
件規定との抵触を避ける（つまり債権譲渡の方法をとらない）方向での金融商品の開発も
行われていることを付記しておく。その代表的なものがいわゆるローンパーティシペーシ
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ョン（Loan Participation）と呼ばれる方法であり、債権そのものではなく、そのレシーバ
ブルを移転するものであることから、債権そのものの譲渡にはあたらず、民法 467 条は適
用されないものと解されている（注 32）。また、平成 7 年 6 月には「会計処理上、債権の利
率・期限等を同一にすれば債権譲渡と同様にオフバランスの会計処理ができるとする」と
のガイドラインが財務省から提示され、債権譲渡の方法をとることなく、これと同等の経
済的効果を得ることができることが期待されている（注 33）。 
以上みてきたとおり、集合債権譲渡担保においては将来債権譲渡の有効性と対抗要件の
問題が重要な論点となっているわけだが、昭和 53 年判決以降、様々な議論が展開されてい
た将来債権譲渡について、最高裁がその有効性を正面から認める判断を下したのが最判平
11.1.29 民集 53 巻 1 号 151 頁（以下「平成 11 年判決」という）である。以下では、平成
11 年判決を含め、集合債権譲渡担保をめぐる学説の議論に重大な影響を与えた判例につい
て、将来債権や集合債権譲渡担保の有効性と対抗要件の問題はどのように判示されてきた
のか、そして、それらの判決がどのような意義をもつものであるのか、順にみていくこと
とする。 
 
第 2 款 判例の変遷 
１ 平成 11 年判決以前の判例の状況  
まず最初に平成 11 年以前の判例の状況を念のため確認しておく。我妻博士や於保博士に
よる先駆的な研究業績は既に昭和初期に発表されていたものの、実務上は、債権よりはむ
しろ動産や不動産を客体とする担保が主流であり、リース・信販会社の台頭によって実務
に大きな変化が生じる昭和 50 年代以前においては、動産あるいは不動産が譲渡担保の中心
的な存在を担っていたことは、既にみてきたとおりである。もっとも、危機時期における
担保や弁済手段としての「将来債権譲渡」は古くから行われており、その事例は大審院判
決にまでさかのぼることができる。 
この問題に関する最初の大審院判決とされているのが、大判明 43.2.10 民録 16 輯 84 頁
であり、株主総会で利益配当の数額が確定する以前にした株主の配当請求権譲渡契約につ
いて、債権発生を条件とする条件付譲渡行為として、これを認めたというものである。ま
た、将来債権譲渡の対抗要件の問題に関しても、将来債権の譲渡が当然に有効であるとの
前提から、債権成発生後、再度の通知は不要との判断を昭和 9 年の大審院判決（昭和 9 年
判決）が下していたことは既に述べたとおりである（第 1 款 3 参照）。初期の判例は、いず
れも将来債権譲渡の有効性の要件を非常に緩やかに認めていたが、昭和 15 年の朝鮮高等法
院判決（朝鮮高等法院昭 15.5.31 法律評論 29 巻 12 号 62 頁）は初めて将来債権の有効性に
関する制限的な基準を明示した。同判決は、「債権発生ノ基礎タル法律関係ガ既ニ存在シ且
其ノ内容ノ明確ナル限リ将来ノ債権ト雖之ヲ譲渡スルニ妨ナキモノト謂ウベク・・・」と
の論理を展開し、前述の於保博士が主張されていた「事実的基礎」があるだけでは足りず、
将来債権譲渡が有効であるためには、債権発生の基礎となる法律関係が存在することが必
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要であるとする「法律的基礎」を必要とする見解を示し、その後、将来債権の譲渡が有効
であるためには、具体的にどの程度の事実的ないし法律的基礎が必要であり、どこまでの
確実性が要件とされるのか、という点が将来債権譲渡の有効性に関する論点の一つとなっ
ていく。 
そして、将来債権譲渡の有効性の基準を示したものとして、その後の実務の指針とされ
たのが、昭和 53 年判決であった（第 1 款 3 参照）。この事案は、医師が将来の診療報酬債
権を借入金担保としてこれを譲渡していたところ、競合債権者が同債権を差押え、第三債
務者たる社会保険診療報酬支払基金に対し、その支払いを求めたというものである。同判
決は、「現行医療保険制度のもとでは、診療担当者である医師の社会保険診療報酬支払基金
等支払担当機関に対する診療報酬債権は、将来生じるものであっても、それほど遠い将来
のものでなければ、特段の事情のない限り、現在既に債権発生の原因が確定し、その発生
を確実に予測しうるものであるから、始期と終期を特定してその権利の範囲を確定するこ
とによって、これを有効に譲渡することができる。」として、1 年分の将来債権の譲渡を有
効としている。 
現行の医療保険制度では、医師の患者に対する診療は、医療保険制度における保険者の
被保険者に対する給付の一環としてなされるものであって、医師が診療によって取得する
診療報酬債権は、それが不特定多数の患者を診察した結果であっても、医師が直接基金等
に対して有する指名債権ということになる（注 34）。このような組織的な仕組みが確立され
ている同債権については、一般的な債権よりも、発生確実性を高く見込めるものであるこ
とはいうまでもないし、上記判旨は、目的債権の適格要件等について一般的な議論を展開
してはいない（注 35）。それでもなお、将来債権について、譲渡性が認められる旨を明言し
た同判決の実務への影響は大きく、本判決によって将来債権が正式担保の対象となりうる
ことが明確に認識されるようになったといわれている（注 36）。 
前述したとおり、昭和 50 年代以降、実務の発展に伴い、学説においても、より実務的な
観点から活発な議論が行われるようになり、集合・流動将来債権の担保化という観点から、
その有効性を承認する方向性も示唆されていたわけだが、特定性や対抗要件に関する面で
は、なお多くの問題が残されている状況にあった（第 1 款 3 参照）。また、下級審判決（東
京地判昭 61.6.16 訟月 32 巻 12 号 2898 頁ほか）では、将来債権を活用した資金調達スキー
ムの有効性について限定的に解するものが続いていた。そのため、差押え実務においても、
昭和 53 年判決を受け、差押えの日から「一年以内」の将来債権に限って認めるなどの処理
が定着し、昭和 53 年判決の射程を超える一年超の将来債権の譲渡については、その有効性
が問題となるのではないかとの懸念が抱かれるようになっていく（注 37）。 
 
２ 平成 11 年・12 年最高裁判決による将来債権譲渡担保の有効性の承認 
そうした中で、将来債権譲渡の有効性に関する懸念を払拭する役割を果たしたのが平成
11 年判決であり、最高裁は、債権譲渡の日から「6 年 7 ヶ月」経過後に発生した将来債権
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に対し国税滞納処分による差押えがされた事案において、当該債権譲渡を有効とする判断
を下した。問題の将来債権は、昭和 53 年判決同様、医師の将来の診療報酬債権であり、同
判決は、一般論として「債権譲渡契約にあっては、譲渡の目的とされる債権がその派生原
因や譲渡に係る額等をもって特定される必要があることはいうまでもなく、将来の一定期
間に発生し、又は弁済期が到来すべきいくつかの債権を譲渡の目的とする場合には、適宜
の方法により右期間の始期と終期を明確にするなどして譲渡の目的とされる債権が特定さ
れるべきである」こと、「契約当事者は譲渡の目的とされる債権の発生の基礎をなす事情を
しんしゃくし、右事情の下における債権発生の可能性の程度を考慮した上、右債権が見込
みどおりに発生しなかった場合に譲受人に生ずる不利益については譲渡人の契約上の責任
の追及により清算することとして、契約を締結するものと見るべきであるから右契約の締
結時において右債権発生の可能性が低かったことは、右契約の効力を左右するものではな
い」こと、「右期間の長さ等の契約内容が譲渡人の営業活動等に対して社会通念に照らし相
当とされる範囲を著しく逸脱する制限を加え、又は他の債権者に不当な不利益を与えるも
のであると見られるなどの特段の事情の認められる場合には、右契約は公序良俗に反する
などとして、その効力の全部又は一部が否定されることがある」ことを述べた上、昭和 53
年判決については「当該事案の事実関係の下においてはこれを肯定すべきものと判断した
にとどまり、将来発生すべき債権を目的とする債権譲渡契約の有効性に関する一般的な基
準を明らかにしたものとは解し難い」とした。そして、本件債権譲渡については、「その期
間及び譲渡に係る債権の額は明確に特定されていて、対抗要件の具備においても欠けると
ころはな」く、「医師に融資する側からすれば、現に担保物権が存在しなくても、この融資
により整備される診療施設によって医師が将来にわたり診療による収益を上げる見込みが
高ければ、これを担保として右融資を実行することには十分な合理性があるのであり、融
資を受ける医師の側においても、債務の弁済のために債権者と協議の上、同人に対して以
後の収支見込みに基づき将来発生すべき診療報酬債権を一定の範囲で譲渡することは、そ
れなりに合理的な行為として選択の対象に含まれているというべきである」として、当該
債権譲渡契約の有効性を肯定する判断を下したのである。 
平成 11 年判決の示した論理は、前述の高木論文をはじめとする有力学説のとる見解と一
致するものであり、学説の評価は概ね肯定的なものであった。また、将来債権譲渡契約の
有効性を認めるとの結論についても、一年という期間的な制限についての懸念を払拭した
ものとして、金融実務から大きな評価を受けたことはいうまでもない。 
 さらに最高裁は、その翌年の平成 12 年には、貸金債権の担保として、特定の商品（具体
的にはこたつ、羊毛・羽毛布団、暖卓台およびこれらのセット等）の売買取引に基づき、
第三債務者ほか 10 社に対して有し、または将来有することのある一切の商品売掛代金債権
を対象に締結された債権譲渡予約の有効性が争われた事案で、「他の債権からの識別が可
能」であることを基準として、将来債権譲渡予約契約の有効性を承認する判断を示してい
る（最判平 12.4.21 民集 54 巻 4 号 1562 頁。以下「平成 12 年判決」という）。この事案は、
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債権者側が、債務者の廃業と同時に予約完結の意思表示をし、第三債務者に対し支払いを
求めたが、そのうちの一社が支払いを拒絶したことから争いとなったものであり、第三債
務者側は、目的債権の特定性および公序良俗違反を主張していた。 
平成 12 年判決は「債権譲渡の予約にあっては、予約完結時において、譲渡の目的となる
べき債権を譲渡人が有する他の債権から識別することができる程度に特定されていれば足
りる」とし、「本件予約によって担保される債権の額は将来増減するものであるが、予約完
結の意思表示がされた時点で確定するものであるから、右債権の額が本件予約を締結した
時点で確定していないからといって、本件予約の効力は左右されるわけではない」とする。
また、「ＸがＡの窮状に乗じて本件予約を締結させ、抜け駆け的に自己の債権の保全を図っ
たなどということはできない」こと、予約完結権の行使まで「Ａは本件予約の目的となる
債権を自ら取立てたり、これを処分したりすることができ、Ａの債権者もこれを差押える
ことができるのであるから、本件予約がＡの経営を過度に拘束し、あるいは不当に害する
とはいえない」ことから、本件予約が公序良俗に反するとの第三債務者の主張を退けた。 
 最高裁は、平成 11 年判決によって、昭和 53 年判決以降懸念されていた将来債権譲渡の
期間的な制限はもちろん、法律的・事実的な基礎についても、譲渡の有効性を左右しない
ことを明言し、続く平成 12 年判決では、厳格な特定を欠く場合には公序良俗違反等の理由
により無効となりうることが懸念されていた将来債権の包括的譲渡について、「識別可能
性」による特定があれば足りることを明確に判示した。そして、この２つの判決によって、
将来債権譲渡の有効性は正面から承認されたことになる。特に、平成 12 年判決によって包
括的な譲渡の有効性が承認されたことは、集合・流動将来債権群の流動化の促進という観
点からは、極めて重要な意義をもっていたことはいうまでもない。また、この判決に先立
ち、既に実務においては、特債法や特例法の立法を受け、集合将来債権の流動化が本格的
にすすめられている状況にあり、最高裁が包括的譲渡を有効と判断した背景には、このよ
うな流動化スキームの著しい発展があったことは看過することはできない。 
しかし、その一方、特定債権のみならず一般の売掛債権についても流動化取引が拡大し
ていく中で、二重譲渡など債権譲渡における様々な問題が顕在化・深刻化してきたことは
前述したとおりである（第 3 章第 3 節参照）。特に、債務者のみならず第三者対抗要件の問
題としても重要な論点となる対象債権の特定の問題に関し、十分な理論の集積をみないま
ま、平成 12 年判決が包括的譲渡を有効としたことについては、必ずしも肯定的な学説ばか
りではなく、公序良俗の問題以前に、どのような要素から対象債権群の特定性を確保すべ
きであるかという点について、十分な検討が必要であることも指摘されているところであ
る（注 38）。 
この対象債権の特定性の問題は、対抗要件の簡易化の要請に応えるものとして平成 10 年
に創設された債権譲渡登記において、どのような事項を必要的登記事項とすべきかという
問題としても大きな論点となっていた。すなわち、平成 10 年に創設された債権譲渡登記が
第三債務者不特定の債権譲渡登記を認めていなかったために、不特定多数の第三債務者を
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対象とした流動債権の包括的譲渡については債権譲渡登記による対抗要件の具備ができず、
流動化促進の観点からは、その見直しが強く求められる一方、特定の最も重要な要素の一
つと考えられていた第三債務者を必要的登記事項から外した場合に対象債権の特定が十分
なものといえるのかどうかという点が特定性を重視する学説からは疑問視され、この点が
集合債権譲渡担保における最大の争点の一つとなっていたのである。 
さらに、理論上は譲渡通知の方法により有効な対抗要件の具備が可能な場合であっても、
実務上は第三債務者との取引関係への影響を懸念して、対抗要件の具備を留保する停止条
件型や予約型の方式が広く浸透しており、包括的な債権譲渡の有効性を承認するとしても、
債務者の危機時期に具備する対抗要件を設定時に遡及して有効なものと解することができ
るのかどうかといった点は、なお慎重な検討を要する問題として残されていた。また、対
抗要件を留保しない本契約型の場合であっても、実行までは、対象債権の取立権を設定者
に付与する場合が多く（注 39）、こうした取立権の付与が債権の帰属にどのような影響を与
えるのかという点についても不透明なままであった。 
 
３ 集合債権譲渡担保の対抗要件と平成 13 年判決 
平成 12 年判決により、集合将来債権に対する包括的な譲渡担保予約が有効とされたこと
で、集合債権譲渡担保は、これまでの危急時における担保手段という地位からの脱却を果
たしたわけだが、その次の段階として、集合債権譲渡担保をめぐる利害関係者の利益をい
かに調整するのか、あるいは、包括的譲渡としての対抗要件の効力をどこまで認めるべき
かという問題に直面していた。そして、平成 13 年 11 月、集合債権譲渡担保の対抗要件に
関し、最高裁が二つの異なる判断を示すに至る。二つの事例はともに典型的な集合債権譲
担保に関するものであったが、その契約内容には大きな相違点があった。「本契約型」と「予
約型」である。 
まず、第一番目の判決（最高裁平成 13 年 11 月 22 日第一小法廷判決・民集 55 巻６号 1056
頁。以下「平成 13 年判決」という）から見ていこう。事例は、やや複雑である。原告 X は、
B に対して有する一切の債権を担保するために、A が C との間の継続的取引に基づいて取
得する商品代金売掛債権および商品販売受託手数料について譲渡担保設定契約を締結し、A
は C に対して確定日付ある証書により、譲渡担保権を設定した旨及び X からの譲渡担保権
実行通知後は X へ弁済するよう通知し、同通知は C へ到達した。X の譲渡担保権実行通知
後、被告 Y（国）は A の C に対する同売掛債権に対し、国税滞納処分による差押えを行っ
た。C は債権者不確知を理由に供託し、X がその供託金還付請求権を有することの確認を求
めて争った。 
第一審及び第二審では、本件通知の第三者対抗要件としての有効性は否定されたが、最
高裁は以下のように判示し、原判決を破棄した。「（本件契約は、いわゆる集合債権を対象
とした譲渡担保の一つと解され、）この場合は、既に生じ、又は将来生ずべき債権は、甲か
ら乙に確定的に譲渡されており、ただ甲乙間において、乙に帰属した債権の一部について、
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甲に取立権限を付与し、取り立てた金銭の乙への引渡しを要しないとの合意が付加されて
いるものと解すべきである。したがって、上記債権譲渡について第三者対抗要件を具備す
るためには、指名債権譲渡の方法によることができるのであり、その際に、丙に対し、甲
に付与された取立権限の行使への協力を依頼したとしても、第三者対抗要件の効果を妨げ
るものではない」「（譲渡担保権実行通知がされた場合に譲渡人に弁済されたいとの）記載
は、X が自己に属する債権について A に取立権限を付与したことから、C に対し、別途の
通知がされるまではAに支払うよう依頼するとの趣旨を包含するものと解すべきであって、
この記載があることによって、債権が X に移転した旨の通知と認めることができないとす
ることは失当である。」この判決によって、取立権限を付与した集合債権譲渡担保について、
譲渡時に第三債務者に対し通知をする「本契約型」による場合、その通知をもって有効な
第三者対抗要件と認められることが、最高裁によって明言されたことになる。 
一方、続く同年 11 月 27 日判決（最高裁平成 13 年 11 月 27 日第三小法廷判決・民集 55
巻 6 号 1090 頁。以下「平成 13 年予約判決」という）では、集合債権譲渡担保に関する第
三債務者の確定日付ある承諾について、第三者対抗要件としての効力を否定する判断が下
されている。事案は、A の Y ゴルフクラブ会員権を B に対する債務の担保として、A が B
に譲渡することを予約し、「A が債務不履行に陥った際には、B からの予約完結の意思表示
により本契約を成立させることができる」ことについて、Y は確定日付のある証書により承
諾した。その後、B は予約完結権を行使したが、その際には確定日付ある通知・承諾はされ
ていない。B による予約完結権行使後、X（国）は A に対する滞納処分として本件ゴルフク
ラブ会員権を差押えた。本件は、A が解散し Y の会員資格を喪失した後に、X が Y に対し、
預託金の返還請求を求めたというものである。前件との大きな相違は、本件が「譲渡予約」
の形をとっていたことであり、第一審及び第二審ともに本件通知のXへの対抗力を否定し、
本判決も以下のように判示し Y の訴えを棄却している。「民法 467 条の規定する指名債権譲
渡についての債務者以外の第三者に対する対抗要件の制度は、債務者が債権譲渡により債
権の帰属に変更が生じた事実を認識することを通じ、これが債務者によって第三者に表示
されうるものであることを根幹として成立しているところ・・・（略）・・・、指名債権譲
渡の予約につき確定日付のある証書により債務者に対する通知又はその承諾がされても、
債務者はこれによって予約完結権の行使により当該債権の帰属が将来変更される可能性を
了知するに止まり、当該債権の帰属に変更が生じた事実を認識するものではないから、上
記予約の完結による債権譲渡の効力は、当該予約についてされた上記の通知または承諾を
もって、第三者に対抗することはできない」。 
判例・通説は、債権譲渡の事前承諾の有効性を承認する（最二小判昭 28.5.29 民集 7 巻 5
号 608 頁）。しかし、第三債務者の認識が、債権譲渡の成立自体が未確定な「予約」に関す
るものであるとすれば、債権譲渡の通知または承諾がされた場合とは区別されるべきもの
であり、この最高裁の判断について学説は概ね肯定的な評価をしている。ところで、二つ
の異なる類型の集合譲渡担保の対抗要件につき、最高裁が異なる結論を下したことには、
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実務を本契約型へ誘導しようとの意図があるのではないかということも指摘されていると
ころである（注 40）。第三債務者不特定の集合・流動将来債権に関しては、平成 16 年まで債
権譲渡登記の利用はできなかったわけだが、それ以外の場合であれば、平成 10 年の時点で
既に債権譲渡登記の方法で包括的な対抗要件の取得が可能となっていたことに照らせば、
対抗要件を留保した停止条件型や予約型を用いる必要性はない。もっとも、この類型が開
発された最も大きな理由の一つが、昭和 48 年判決を前提とした破産法 74 条による否認の
回避にあったことは前述したとおりであり、こうしたメリット
．．．．
が期待される限りは、依然
として対抗要件を留保した集合債権譲渡担保が利用される可能性が高い。最高裁の判断は、
このような破産法の「抜け道」を封じ、債権譲渡登記の方法による公示を具備させるとい
う意図によるところが大きいともいわれており、実務に与えた影響が決して小さなもので
ないことはいうまでもない。 
 
第 3 款 小括  
平成 11 年以降の一連の最高裁判決は、債権譲渡の対抗要件を簡易化する立法とともに、
集合・流動将来債権の「担保化」の有効性をめぐる議論を大きく前進させた。さらに、譲
渡担保の法的構成に関し、設定者＝譲渡人と債権者＝譲受人の有する権利については様々
な解釈があるが、担保目的であるとはいえ、対抗要件を具備した譲渡が行われている以上、
対外的な効力という面では、譲渡と譲渡担保とは区別されるものではないという点には異
論はないから、一連の最高裁判決は、集合・流動将来債権を目的をした譲渡担保の有効性
という問題はもとより、集合将来債権の包括的譲渡の対抗力を承認するものとしても、大
きな意義を有するものであったといえる。学説においても、包括的な将来債権譲渡の有効
性を承認する最高裁の判断が示されたことを契機に、債権流動化スキームとしての譲渡担
保という視点が前面化する傾向にあり、自動決済力などの機能的側面からも、債権の譲渡
担保についてはあえて担保としての構成をとる必要はなく、遅かれ早かれ債権譲渡担保は
淘汰され、債権譲渡に一本化されていくとするものが少なくない。 
ところで、本契約型の集合債権譲渡担保契約を有効とした平成 13 年判決は、国税の滞納
処分による差押えと将来の売掛金債権を対象とする集合債権譲渡担保との優劣が問題とな
った事例であり、同判決では、差押処分よりも前に取得されていた集合債権譲渡担保の対
抗要件の有効性を認める旨の判断が下されているわけだが、譲渡の対象となる債権が「法
定納期限等後に譲渡担保財産」となったものであるとすれば、前述した「物的納税責任」
の要件に該当することになる。そのため、この判決後、国は第三債務者が債権者不確知を
理由に供託していた当該売掛金債権に係る供託金還付請求権について、改めて徴収法 24 条
に定める譲渡担保財産として差押処分を行い、将来債権を含む集合債権の譲渡担保に関す
る同条の物的納税責任の追及の可否をめぐる第二の訴訟が展開されている。仮に、譲渡担
保が債権譲渡へ淘汰されていくべきものであるとすれば、集合債権譲渡担保についてもむ
しろ債権譲渡として取り扱われるべきであると解されるところ、徴収法 24 条の適用対象と
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なる「譲渡担保」といえるのかどうかという点も大きな争点となった。 
この第二の訴訟における争点については、第６章で検討することとし、以下では、民法
467 条の対抗要件の基本構造と、流動化の促進のため、対抗要件の簡易化がどのような形で
すすめられ、それによって譲渡担保を含む債権の流動化にどのような影響が生じるのか、
仮に債権譲渡担保が債権譲渡とは別に存続していくものであるとすれば、それはどのよう
な場合であるのか、という点について、順に検討していくこととする。 
 
第 4 章第 1 節 
 
注１ 高木（2005）・379 頁 
注２ 岡島芳伸「集合債権譲渡担保」民事法情報 No194（2002）84 頁ほか 
注３ 椿（1989）・146 頁 
注４ 我妻栄「近代法における債権の優越的地位」（有斐閣・1953、なお当初発表は 1927-29）173 頁 
注５ 我妻（1968）・636 頁 
注６ 我妻・前掲注４・29 頁 
注７ 我妻（1968）・674 頁 
注 8 鳥谷部（1980）・85 頁は、債権の譲渡担保を「権利質→特殊な目的の債権譲渡→債権の譲渡担保」
という発展過程の中で捉えられるべきとする。 
注９ 我妻（1968）・673 頁 
注 10 我妻（1968）・661 頁 
注 11 我妻（1968）・661 頁は「経営しつつある企業財産の一つの典型」としての集合動産やその延長に
ある債権群の担保化を示唆する。 
注 12 勝田（2005）、内田貴「担保法のパラダイム」法学教室 266 号（2002）19 頁以下ほか 
注 13 於保不二雄「将来の権利の処分」・於保不二雄「財産管理権論序説」(1995・有信堂)（なお前掲論
文の当初発表は論叢 34 巻 1 号 65 頁（1936）。以下、同論文を「於保（1936）」という) 
注 14 於保（1936）・314 頁 
注 15 於保（1936）・314 頁 
注 16 於保（1936）・327 頁 
注 17 於保（1936）・329 頁 
注 18 於保（1936）・332 頁 
注 19  椿（1989）・39 頁 
注20  堀龍兒「集合債権譲渡担保契約書作成上の留意点」ＮＢＬ201 号 12 頁、204 号 35 頁(1980）など。同論文  
は「集合債権譲渡担保」という用語を最初に用いたものとしても知られている。 
注 21 高木多喜男「集合債権譲渡担保の有効性と対抗要件（上）（下）」（以下「高木（1981）」という）NBL234 号 8 頁
以下、235 号 23 頁以下（1981） 
注 22 高木（1981）・NBL235 号 25 頁 
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注 23 椿（1989）・206 頁では、「袋の入り口と中身の問題」（中身で絞るか、入り口で絞るか・・・）の
例を用いて論じられている。 
注 24 田中幸弘「民法上の債権譲渡の第三者対抗要件制度の見直し議論と流動化・証券化の多様化」資産
流動化研究 vol.Ⅱ（1996）114 頁 
注 25 宮廻美明「将来債権の包括的譲渡予約と否認権の行使」法時 55 巻 8 号（1983）118 頁、梅本弘「集
合債権譲渡担保に関する問題点」判タ 510 号（1984）71 頁 
注 26 椿（1989） 
注 27 椿（1989）・148 頁 
注28 椿（1989）・165 頁「この延長型機能に即して
、、、
集合債権担保を理解するときには、担保としての主たる役割は
あくまで集合動産に存し、集合債権のほうは主役を補佐する従たる役割しかもたなくなるはずである。そし
て、この状況のもとでは第一次的に開発エネルギーが投下されるのは、集合動産となろう。我妻博士の集
合債権担保論が不徹底あるいは不透明な印象を与えるのも、このあたりに一因がひそんでいるのかもしれ
ない。」 
注 29 椿（1989）・206 頁 
注30 椿（1989）・264 頁 
注 31 田中・前掲注 24・118 頁は、実務的な見地から、「今後登録制度を採用するかどうかについての議
論においては、どのような債権を、②どのような方法・目的で、流動化・証券化するかにより債権
譲渡の対抗要件の「完全性」について差が存することを認識した議論がなされる」べきであること
を指摘し、「対抗要件」が必ずしも具備されるべき必然性がない場合もありうることはもちろん、そ
れぞれの債権の種類や契約の形態に応じて、対抗要件には差異が存するのはむしろ当然であり、次
のように対抗要件の完全性に固執することを疑問視する。「AB-CP と ABS と特債法の小口債権のす
べてに第三者対抗要件を検討することは良いとしても、すべての方式に完全な第三者対抗要件を同
様の方法でのみ具備する法的枠組みを用意する必然性は存在しないことを再認識すべきである。特
に AB-CP については、流動性補完の問題として考えれば、必ずしも対抗要件の問題と考える必要も
ないと思われるし、小口債権、場合よっては ABS についても適切な信用補完、流動性で商品性の確
保は可能である。従って、すべてを対抗要件の問題として考える、いわば「対抗要件至上主義」に
陥ることなく、今後の問題を検討すべきであると考える。」 
注 32 但し、ローンパーティシペーションと民法上の債権譲渡との異同に関しては、いまだ流動的な部分
も残る。田中・前掲・注 24 ・113 頁「当事者間では債権は確定的に譲渡されているとしても債務者
以外の第三者に対する対抗要件は具備しない形としてのいわゆる通知留保方式と同様に考えて対応
するべきである」 
注 33 池田・展開（2001）・78 頁 
注 34 水沢孝「将来の診療報酬債権の担保徴求ならびに管理上の留意点」（上）手形研究 286 号（1979）
45 頁 
注 35 八木一洋「平成 11 年判決判批」法曹時報 52 巻 6 号（2000）214 頁 
注 36 水沢・前掲注 34・43 頁 
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注37 升田純「平成 11 年 1 月 29 日判例解説」法教 227 号（1998）103 頁 
注38 古積健三郎「平成 12 年判決判例批評」民商 123 巻６号（2001）（以下「古積（2001）」という）85
頁 
注 39 包括的担保提供は、設定者の財政状況を深刻なものとする危険性をはらむものであるから、「取立
権」を付与することで過度の拘束による公序良俗違反による無効の問題が回避できることも指摘
されており、こうした意味でも「取立権」の付与はその有効性に重要な影響を及ぼすものである
と考えられている。 
注 40 石田剛「指名債権の譲渡予約に対する債務者の確定日付ある承諾と譲渡の第三者対抗力」ジュリ
1224 号（2002）79 頁 
 
 
第2節 民法 467 条の対抗要件の構造とその簡易化 
第 1 款 民法 467 条の対抗要件の基本構造 
１ 民法 467 条の起源とその基本構造  
 債権譲渡の起源は古く、ローマ法後期には既に条件付・期限付債権の譲渡が認められて
いたとされており（注１）、諸外国の立法も指名債権の譲渡は譲渡人と譲受人との無方式の
諾成契約によって完成するものとするのが通例である。一方、債務者及び第三者の保護に
ついては、①譲渡人と譲受人との債権譲渡契約のみで当事者及び第三者にまで譲渡の効力
を生ぜしめ、その上で債権譲渡を知らない善意の債務者及び第三者を保護する構造をとる
「形式主義」と②両当事者は合意のみで譲渡の効力を生じるが、第三者に対抗するために
は債務者への通知もしくは債務者からの承諾が必要であるとの構造をとる「対抗要件主義」
の２つの方式に大別され（注２）、ドイツ法では形式主義、フランス法や我が国の民法では
対抗要件主義が採用されている。以下、指名債権譲渡の対抗要件を定めた民法 467 条の基
本構造と解釈上の問題点についてみていくこととする。 
民法 467 条１項は、指名債権の譲渡は、譲渡人から債務者への通知又は債務者がこれを
承諾することを債務者その他第三者への対抗要件とする旨、同条 2 項は、この通知又は承
諾は「確定日付ある証書」によるものでなければ、債務者以外の第三者には対抗すること
はできない旨を定めている。民法 467 条の趣旨や構造については、二重譲渡における優劣
の決定の問題や対抗要件たる通知・承諾をあらかじめ省略する特約の可否等の問題を論じ
る際にも、しばしば議論の対象となっていたところであり（注３）、同条の定める対抗要件
の構造上の問題点は、近年における債権流動化のための対抗要件の簡易化の議論において
も重要な論点の一つとされてきた。 
 民法 467 条の構造に関する法制史的な検証を含め、この問題に関する重要な研究業績と
しては、池田教授の債権譲渡に関する一連の論文（注４）がある。池田教授は、民法 467 条
は、指名債権譲渡の対抗要件として、債務者に対してなされる移転の significaton と、債務
者による公正証書での acceptation とを定めるフランス民法 1690 条を継受したボアソナー
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ド旧民法草案 367 条 1 項を範とするものであること、そして、我が国では古くから
acceptation を「承諾」、signification を「通知」と訳し紹介してきたが、フランス法の解釈
上は、signification は、「通知」よりもむしろ「送達」もしくは「送達による通知」を意味
するものであり、フランス民法では、「送達（証書）」による通知を原則的な対抗要件取得
の方法とし、判例によって、送達証書以外の例外的な通知によることを認める対抗要件の
緩和が図られてきたことを指摘する（注５）。仮に公正証書による承諾または送達（証書）
を対抗要件とする同法をそのまま
．．．．
継受したのであれば、民法 467 条も、確定日付のある通
知又は承諾を対抗要件とするものとなるはずだが、実際には、2 項が第三者に対する関係で
のみ「確定日付ある証書」でなされることを要する旨を定めるものとなっており、通説は、
「1 項は対抗要件の原則を規定するもので、2 項はその付随的規定である」と解する。この
点について池田教授は、立法当時、確定日付による証拠保全の機能が正しく理解されてい
なかったために、このような証書を制度化するのは効果が上がらず面倒が増すばかりであ
る、収税のために証書の作成を義務付けるのではないか、といった批判が紛糾していたこ
とに着目し（注 6）、こうした議論がさらに紛糾することを避けるために、「その必要性を重々
承知の上で、できることならなるべく確定日付を要する部分を少なくしたい」（注７）との意
向から、第三者に対する関係でのみ確定日付ある証書を要する旨を定めたものとし、フラ
ンスにおいても、条文上は送達証書を原則としつつ、判例・学説によってこれを緩和する
取扱いが認められていたことに言及している。そして、指名債権譲渡について対抗要件主
義をとっていることの本質的意味は「譲渡契約の目的たる債権の価値を現実に獲得するた
めに働きかける必要のある債務者という存在を、本来的に債権譲渡契約の一要素として契
約の外部に捨象しきれないものであると認識し、その存在を広い意味の契約課程に巻き込
むこと」にあるとし、対抗要件主義をとる以上は、「債務者に譲渡を認識させる
、、、、、、、、、、、、
ことがそこ
であくまでも基軸とされなければならない」とする（注８）。なお、立法者である梅謙次郎
博士が民法 467 条 2 項に定める第三者対抗要件の立法趣旨について「他ノ第三者・・・先
ツ其ノ債権ノ債務者ニ對シ果シテ譲渡人ガ其者對シテ債権ヲ有スルヤ否ヤヲ確メ然ル後ニ
非スンバ敢テ譲受其他ノ行為ヲ為ササルヘシ是レ是等ノ第三者ニ対シテモ右ノ条件ヲ必要
トシタル所以ナリ或ハ之ヲ批難シテ若シ債務者ガ偽言ヲ為ストキハ第三者ハ之ニ欺カルヘ
キヲ以テ本条ノ規定ハ実際有名無実ニ帰セント論スル者アルト雖モ債務者カ悪意ナルコト
ハ甚タ頻繁ナラサルヘク他ニ適当ナル公示方法ナキヲ以テ此方法ヲ採用シタルナリ・・・（下
線筆者）」と説明していることについて池田教授は、フランス法のとる対抗要件主義の構造
を正確に説明したものであると評価した上で（注９）、立法者が対抗要件の構造を正しく認
識していた（それにもかかわらず、現在のような条文構成をとらざるを得ない事情があっ
た）との池田教授の説を裏付けるものであるとしている。 
 フランス法を正当に継受した条文構成こそが当初立法者の意図したものであり、その実
現が何らかの事情で阻まれたために民法 467 条は現在のような条文構成を採用していると
の池田教授の分析は説得的なものであり、法制史的な検証としても重要な意義を有するも
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のであるといえる。但し、真実（池田説のいう「本来的」な構成）がどのようなものであ
ったにせよ、現行の民法 467 条が採用した条文構成を前提とした（フランス法では生じえ
なかったはずの）解釈論上の問題が生じることは避けられない。特に民法 467 条 2 項の「確
定日付ある通知」がどのような意義を有するものであるかという問題は、二重譲渡におけ
る優劣の判断にも影響を及ぼしうる重要な論点であることはいうまでもない。以下では、
判例が民法 467 条 2 項の「確定日付ある証書」の意義をどのように解してきたのか、その
変遷を確認していくこととする。なお、我が国では、債権譲渡と差押・転付命令ないし仮
差押命令との競合を債権の二重譲渡の問題と同様に扱っており（注 10）、本論文でいう「二
重譲渡」も、それらの類型を含めたものである。 
 
２ 債権の二重譲渡に関する判例の変遷 
 民法 467 条 2 項にいう「確定日付ある証書」の意義について説いた先例としては、大判
明 36.3.30 民録 9 輯 361 頁（以下「明治 36 年判決」という）がある。この判決は「債務者
ニ於テ通知ヲ受ケタルコトヲ確定日付アル証書ヲ以テ証明スルニアラサレハ第三者ニ対抗
スルコトヲ得スト云フノ旨趣ニ解釈ス可キモノトス」とし、「通知または承諾があったとい
う事実」が確定日付のある証書で証明されなければならないこと、「確定日付ある証書を以
て通知すれば足りる」とした場合には、「特ニ確定日付アル証書ヲ要スル規定ヲ設クルノ必
要ナク該規定ハ無意味ニ属ス」とする。しかし、その後大正 3 年に、大審院は連合部判決
（大審院民事連合部大正 3.12.22 判決民録 20 輯 1146 頁。以下「大正 3 年判決」という）
により、「民法 467 条第 2 項ノ規定ハ債権譲渡ノ日附ヲ明確ニシ依テ以テ債権者ト債務者ト
通謀シテ債権譲渡ノ日附ヲ遡ラシメ第三者ヲ害スルノ弊ヲ予防セントスルノ目的ニ出タル
モノナレハ・・・・債務者ニ対シテ旧債権者ノ為ス通知行為又ハ債務者ノ為ス承諾行為ニ
付確定日附アル証書ヲ必要トシタルモノニシテ通知又ハ承諾アリタルコトヲ確定日附アル
証書ヲ以テ証明スヘキコトヲ規定シタルニ非スト解セサルヘカラス」とし、明治 36 年判決
を改める旨を判示した。この判決に基づき、その後の下級審は、複数の譲渡通知のあった
ときは、債務者に到着した順序は関係なく、その確定日付の一番早いものを優先させると
いう、いわゆる「確定日付説」を採用し（注 11）、学説も、確定日付の画一的明確性と、仮
装通謀による日付の遡記の防止の効果等を論拠として、確定日付説が支持するものが多数
を占めていた。しかしながら、確定日付の取得後、その送付を留保するようなものも現実
には少なくなく、確定日付ある通知が先に到達した場合にも、確定日付の日に遡及して後
からその順位を覆されるという事態が生じていたことから、このような不合理な事態を修
正するためには、むしろ、第三債務者への「到達時」を優劣の基準とすべきであるとする
「到達時説」も有力に主張されていた。そして、この問題は、昭和 49 年の最高裁判決（最
判昭 49.3.7 民集２8巻 2号 174 頁。以下「昭和 49年判決」という）が 467 条の定める対抗
要件制度の構造が次のようなものであることを前提として、「到達時説」をとったことで、
一応の解決をみることになる。 
 117 
「思うに、民法 467 条 1 項が、債権譲渡につき、債務者の承諾と並んで債務者に対する
譲渡の通知をもって、債務者のみならず債務者以外の第三者に対する関係においても対抗
要件としたのは、債権を譲り受けようとする第三者は、先ず債務者に対し債権の存否ない
しはその帰属を確かめ、債務者は、当該債権が既に譲渡されていたとしても、譲渡の通知
を受けないか又はその帰属を確かめ、債務者は、当該債権が既に譲渡されていたとしても、
譲渡の通知を受けないか又はその承諾をしていないかぎり、第三者に対し債権の帰属に変
動のないことを表示するのが通常であり、第三者はかかる債務者の表示を信頼してその債
権を譲り受けることがあるという事情の存することによるものである。このように、民法
の規定する債権譲渡についての対抗要件制度は、当該債権の債務者の債権譲渡の有無につ
いての認識を通じ、右債務者によってそれが第三者に表示されうるものであることを根幹
として成立しているものというべきである。そして、同条 2 項が右通知又は承諾が第三者
に対する対抗要件たりうるためには、確定日付ある証書をもってすることを必要としてい
る趣旨は、債務者が第三者に対し、債権譲渡のないことを表示したため、第三者がこれに
信頼してその債権を譲り受けたのちに譲渡人たる旧債権者が、債権を他に二重に譲渡し債
務者と通謀して譲渡の通知又はその承諾のあった日時を遡らしめる等作為して、右第三者
の権利を害するに至ることを可及的に防止することにあるものと解すべきであるから、前
示のような同条 1 項所定の債権譲渡についての対抗要件制度の構造になんらの変更を加え
るものではないのである。」 
昭和 49 年判決の判旨における 467 条の基本構造についての説示は、前述した梅博士の説
くところとも一致するものであり、債務者の譲渡についての認識を基軸とする民法 467 条
の基本構造が改めて確認されたという意味で、同判決の意義は大きい。しかし、昭和 49 年
判決が、大正 3 年判決を変更することはせず、確定日付は通知書に付されるものとし、到
達時の証明を一般の証明方法に委ねていることについては、確定日付に託されていたはず
の先後決定機能が放棄されてしまうという問題点も指摘されている（注 12）。すなわち、民
法 467 条がフランス法の「送達（証書）」を承継したものである以上、「到達時」と「確定
日付」とを分離させること自体に矛盾があり、民法 467 条の基本構造に鑑みれば、むしろ、
明治 36 年判決が示した「債務者の正式な認識時」を確定日付によって証明するというシス
テム（「到達時確定日付説」）が正当な帰結となるはずであり、その意味では、昭和 49 年判
決のとる解釈は 467 条の構造と整合的なものではないとされているのである。 
もっとも、明治 36 年判決が示した「到達時を確定日付で証明する」との判断には、「甚
だしい不便」を強いるものであるとの批判もあり（注 13）、理論上はともかく実務的には合
理性を欠く制度であることは否めない。確かに昭和 49 年判決によって、「到達時」と「確
定日付」の分離が決定的になった以上、「確定日付」には民法 467 条に定める対抗要件の根
幹にある「到達による債務者の認識」を証するものとしての意義はないということになり、
その結果、「債務者の認識」の意義も薄れてしまったとみることもできる。もちろん、債務
者の認識が公示として不完全であることは梅博士自身も認めているところであるわけだが、
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それでもなお、不完全ながらも債務者の認識に公示の機能をもたせることには、債務者自
身も二重払いの危険から守られるという意義があるということは、池田教授が指摘されて
いるとおりである。民法 467 条が第三債務者保護に優れた対抗要件主義を採用しているこ
とに鑑みれば、到達と確定日付とを分離した昭和 49 年判決の判断は必ずしも妥当なもので
あるとはいえないし、梅博士の記述にある通知の「到達」による債務者の認識を基幹とす
ることで第三債務者の保護を図るとの立法意図が正確に反映されてはいないということに
なる。但し、昭和 49 年判決は民法 467 条が「第三債務者の認識」を基幹とした構成をとる
ものであることを再確認したという意味で大きな意義を認めることができる。また、到達
時と確定日付を分離するとの昭和 49 年判決の解釈が、二重譲渡における優劣の確定という
実務的な問題の解決に資するものであったことはいうまでもなく、先例としての重要性は
極めて大きなものであるといえる。 
ところで、流動化の促進の観点から、第三債務者の認識とは切り離された公示制度が創
設された結果、債権の二重譲渡に関する問題は、昭和 49 年判決の時点では全く想定されて
いなかった新しい局面を迎えつつある。後述するとおり、特債法や特例法では、流動化の
促進の観点から民法の対抗要件の特例として公告あるいは債権譲渡登記による対抗要件の
取得を認めているわけだが、その一方で既存の民法 467 条の定める対抗要件についてもそ
のまま併存している状況にあることから、債務者の関与を不要とする新しい対抗要件とあ
くまで債務者の認識を根幹する民法の対抗要件という、本来的に異質な制度が競合する場
面が生じることになったのである。このことは、流動化とともに発展を続けてきた集合債
権譲渡担保をめぐる議論にも大きな影響を及ぼすものであることはいうまでもない。 
以下、民法の対抗要件の構造と比べ、それぞれの法律の定める対抗要件の構造はどのよ
うな点で異なるものであるのか、そして、対抗要件の簡易化によって、集合債権譲渡担保
はどのような影響を受けることになるのかを順にみていくことする。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
第 2 款 対抗要件の簡易化と集合債権譲渡担保 
１ 特債法 
債権流動化の促進という観点から、民法の対抗要件の緩和を図った最初の特別法が、平
成 5 年 6 月より施行された特債法である。特債法は、本格的な流動化を目指すための先駆
的な立法として評価されている一方、同法の採用した公告による対抗要件制度に関しては、
いくつかの問題点も指摘されていた（注 14）。以下、その具体的な仕組みをみていくことと
する。 
特債法は、同法に定める特定事業者等が、特定債権等譲受業者に特定債権を譲渡したと
きは、遅滞なく、民法 467 条の規定その他法令で定めるところにより、当該特定債権等に
係る権利の移転をもって第三者に対抗するために必要な行為をしなければならないとし（5
条）、特定債権を譲渡する場合には、債権譲渡に関する第三者対抗要件を具備することを義
務付けている（注 15）。そして、同法 7 条で、6 条に定されている特定債権の譲渡にかかる
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計画について確認を受けた特定事業者は、当該計画に従って特定債権等譲受業者に特定債
権を譲渡したときは、通商産業省の定めるところにより、その旨を公告することができ（7
条 1 項）、当該公告がされたときは、当該特定債権の債務者に対して民法 467 条の規定によ
る確定日付ある証書による通知があったものとみなされ、当該公告の日をもって確定日付
とする（同条 2 項）として、公告の方式による対抗要件の取得を認めていた。 
また、この公告をするに際し、特定事業者は、当該特定債権に関する事項であって、通
商産業省令で定めるものについて記載した書面を通商産業大臣に提出しなければならず（8
条 1 項）、特定事業者から特定債権を譲り受ける者は通産大臣に対し利害関係のある部分に
限り、当該書面の閲覧を請求することができるものとして（8 条 2 項）、公示制度としての
機能の充実が図られていた。 
この公告による対抗要件は、第三債務者の認識を根幹とした民法の対抗要件制度の構造
と対照的に、第三債務者の関与が不要となる構成をとるものであり、民法の対抗要件の構
造が債権流動化取引を促進していく上で障害ともなっていたことからすれば、画期的な制
度であったといえる。しかしながら、債権譲渡の対抗要件としての妥当性という点に関し
ては、流動化取引の促進という観点のみならず、民法 467 条において確保されている第三
債務者の保護という観点からの検証も必要となることはいうまでもないだろう。この点、
特債法の定める公告は、国内において時事に関する事項を総合して報道する日刊新聞又は
国内において産業及び経済に関する事項を全般的に報道する日刊新聞紙に掲載して行うこ
ととされており（省令 6 条）、第三債務者が必ずしもこれを了知しえないこと、そして、第
三債務者が譲渡の事実を認識しているか否かにかかわず、公告がされたことによって、民
法 467 条に定める通知がされたものとみなされるから、譲渡の事実を知らない第三債務者
は二重弁済の危険を負うことにもなりかねない。そのため、特債法では、特定事業者が譲
渡しようとする特定債権の取立について、特定債権等譲受業者から委託を受けていること
を要求し（6 条 3 項）、その取立委託契約の解除を禁止する（9 条 1 項）など、二重弁済回
避のための規定が置かれていた。 
しかしながら、特債法のいう新聞紙上への簡易な対抗要件で民法 467 条の対抗要件とみ
なすという構造が「フィクション性」の強いものであることは否めず、同法が民法 468 条
２項との調整規定を置いていないことから、ひとたび公告が行われれば、債務者は現実の
通知を受けることなく原債権者に対して有していた抗弁事由を対抗できなくなるという点
が、公告制度における大きな問題点として指摘されていた（注 16）。 
もっとも、特債法の対象とする特定債権の場合、一般の売掛債権の場合のような二重譲
渡が生じるケースは圧倒的に少ないともいわれている。但し、特債法のような特定の債権
に限定した立法の方向性は、それぞれの法の定める異質な対抗要件の競合という厄介な問
題を引き起こすものであることが懸念されたほか、適用対象の限定が指名債権の性状や譲
渡の形態についてなされているのではなく、特定官庁の管轄する特定の業種だけを対象と
した構成が採用されていたことが問題点として指摘されていた（注 17）。 
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特債法は、企業の資金調達と金融商品販売とが二つながらに達成され、クレジット会社
などにとっては大変うまくできたスキームであるという評価がある一方、監督官庁による
「行政指導」によって不適当な参加者が参入できないようにして仕組みの破綻を防いでい
るという点で、海外の投資家等には「不透明な信頼の置けないもの」を感じさせることが
批判されており、流動化の促進の観点からも、見直すべき問題点を多く抱えていたことは
否定できない（注 18）。その後の議論では、流動化取引を促進していくため、特債法のよう
な業法・単発法による対応ではなく、民法の改正あるいは包括的な特別法の制定といった
民事基本法による包括的な手当てを行うことが志向されるようになり、平成 7 年には、法
務省内に債権譲渡法制研究会が組織される。同研究会は、その検討の結果、包括的な特別
法の制定により、民法の定める指名債権譲渡の対抗要件に特例を設けることを提言し（注
19）、これを受けて平成 10 年に制定に至ったのが後述する特例法である。 
特債法は、特定の事業者にとっては、それなりに使い勝手のよいシステムであったこと
もあり、平成 10 年の特例法制定後もなお存続・利用されていたが、その後、平成 16 年の
第 161 回臨時国会での（改正）信託業法の成立をもって、附則第 2 条の規定に基づき、同
法は廃止されるに至っている（注 20）。後述する平成 16 年の特例法改正により、民法の対抗
要件の特例である債権譲渡登記が第三債務者不特定の場合にも利用できるようになったこ
とで、ひとまずは包括的な民事基本法への転換が実現したことになる。 
 
２ 特例法 
特例法は、法人がする金銭債権の譲渡等について、「債権譲渡登記ファイルに譲渡の登記
がされたときは、当該債権の債務者以外の第三者については、民法 467 条の規定による確
定日付のある証書による通知があったものとみなす」旨を定めている（現行 4 条 1 項、旧 2
条 1 項）。つまり、同法の定める債権譲渡登記制度を利用することにより、債務者を巻き込
まない形で、第三者対抗要件が取得できる、ということになる。そのため、特債法の場合
と同様に、民法 468 条第 2 項との調整が問題となるが、特債法が公告という一種のフィク
ションによって、実際には認識しないうちに債務者の抗弁が切断されてしまうという問題
点があったことに鑑み、特例法は、債権譲渡登記がされた場合、「民法 468 条第 2 項の規定
は、前項に規定する通知がされたときに限り適用する。この場合においては、当該債権の
債務者は、同項に規定する通知を受けるまでに譲渡人に対して生じた事由を譲渡人に対抗
することができる」との規定を置き、債務者保護を図っている（4 条 3 項、旧 2 条 3 項）。 
ところで、この債権譲渡登記には、既存の登記制度と比較した場合、以下のような差異
がある。①まず第一に、債権譲渡登記は、民法 467 条の定める第三者対抗要件制度に対す
る特例として認められたものであり、債権譲渡の第三者対抗要件を得ようとする者は、民
法上の確定日付ある証書による通知・承諾の手段によっても対抗要件を具備できる。した
がって、債権譲渡登記は、不動産登記制度のような特定の範疇に属する権利関係について
の唯一単独の対抗要件制度ではない。②債権譲渡登記は、民法 467 条の定める対抗要件具
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備手続と同等の代替手続と「みなされる」ものである。それゆえ、債権譲渡登記は、権利
関係を公示するものではなく、権利移転のあったことそれ自体を公示するものにとどまり、
債権の存在自体を公示するものではない。③不動産登記等既存の登記制度は特定の範疇に
属する権利関係に関する唯一の対抗要件であるため、その申請の順位さえ保全しておけば、
対抗要件具備の順序が逆転することはありえないのに対し、債権譲渡登記等は、債権譲渡
に関する他の対抗要件具備手続と競合し。厳密にはそれらとの優先関係によって対抗要件
具備の順序が決定することになる（注 21）。つまり、特例法は、その構成上、民法の定める
対抗要件制度との競合が生じることが避けられないことを前提としているものであるとい
える。また、もっぱら、対抗要件の部分についてのみ民法の特例を規定するものであるか
ら、他の問題はすべて、民法自体の判例・学説の進展に委ねられている。例えば、集合将
来債権の流動化スキームで問題となる将来債権の譲渡の問題に関しても、将来債権の譲渡
がどの範囲で有効と認められるか、将来債権を譲渡した場合、債権の特定等につき、どの
ような要件を満たせば対抗要件としての効力があるか等の問題は、民法等の解釈の問題と
して特例法とは別に存在しているのであって、特例法自体がそれらに解決を与えるもので
はないとされている（注 22）。そうであるとすれば、特例法によって対抗要件の簡易化が実
現することで流動化取引が拡大し、それに伴って議論の促進が図られることも、立法の意
図の一つであったと考えることができる。 
特例法が立法に至った経緯には、実務における債権流動化のための対抗要件簡易化への
強い要請があったことは、既に確認したとおりである。平成 15 年 1 月に公表された経済産
業省の「企業法制研究会（担保制度研究会）報告書」は、事業資金調達の円滑化のための
活路として、不動産の換価価値に着目した従来の担保制度から、事業の収益性に着目した
融資手法への転換を図るとの方向性を示唆し、この報告書を受けて、政策的な見地から資
産流動化のための法整備がすすめられてきたわけであるが、平成 16 年に第三債務者不特定
の場合にも債権譲渡登記の利用を可能とする等の特例法の大幅な改正がされたのも、さら
．．
なる
．．
流動化促進の一環であったことはいうまでもない。ところが、現実には、債権流動化
のための登記よりも、商社やノンバンク等がそれまで融資の添え担保として対抗要件なし
に譲渡担保に取っていた融資先の売掛債権等を、この制度を利用して一斉に登記してきた
ものが多かったという利用の実態が指摘されており（注 23）、証券化に代表される債権の流
動化取引を促進するための法的インフラの整備という特例法の本来的な立法意図を超える
場面が生じていることには注意が必要である（注 24）。そして、こうしたノンバンク等に売
掛債権を担保に供するのは、資金難にある中小企業事業者である場合が少なくはなく、こ
れまで「理論上の問題」とされてきた「二重譲渡」の問題が生じる確率が格段に高くなる
ことは既に指摘したとおりである（第 3 章第 3 節第 3 款参照）。 
二重譲渡の処理について、判例は確定日付ある証書による通知での対抗要件の競合が生
じた場合には、その通知が先に第三債務者に到達したものを優先する処理を採用したこと
は前述したとおりである。一方、債権譲渡登記の場合では、第三者対抗要件の取得に際し
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て債務者の「認識」は介在しない構造を採用しており、２つの対抗要件制度が競合する二
重譲渡の問題が生じた場合の処理が問題となる。この点について特例法はなんらの調整規
定も置いておらず、あくまで解釈による解決に委ねられている。 
民法 467 条の定める対抗要件のメリットは、対抗要件の手続きと債務者の保護が重ねあ
わされているところにあり、しかもこれが債務者にとって最もコストのかからない対抗要
件である点にある（注 25）。同条が、母法であるフランス法がとる「対抗要件主義」を採用
したものであることについては既に確認したとおりであり（第 1 款１参照）、民法 467 条の
趣旨を貫くとすれば、債務者はどの譲渡通知が先に自分のもとに到着したかを比べれば、
先に通知の届いた譲受人に支払えば免責されるはずである。特例法 4 条 2 項（旧 2 条 2 項）
は、債務者保護のため、譲受人が債権譲渡登記による第三者対抗要件を具備しても、債務
者対抗要件である通知によって第三債務者が譲渡の事実を認識しない限りは（注 26）、第三
債務者に対して譲受人としての地位を主張することができない旨を定めており、これによ
って、「第三債務者の認識」を根幹とした民法の対抗要件制度との調整が図られている。そ
れにもかかわらず、債務者対抗要件を具備しない段階、つまり特例法 4 条 1 項の債権譲渡
登記のみで、第三債務者が了知している民法 467 条の対抗要件を具備した譲受人にも優先
するとした場合、第三債務者が了知しえない登記の時点を基準として優劣が決せられるこ
とになり、2 項によって手当てされるはずの「第三債務者の認識」を根幹とした民法の対抗
要件制度との調整は実質的には機能しないことになる。 
この問題について法務省は、民法による通知の送達時と登記事項証明書に示された登記 
時の比較による、との解釈を示している（注 27）。しかし、このような解釈をとる場合には、
新法の制定によって第三債務者の負担とリスクが増大するという問題が生じることも指摘
されているところである（注 28）。特例法の利用状況が必ずしも立法が前提としていた流動
化のための利用に限られていないことに鑑みれば、二重譲渡の問題は、従来の特定債権を
めぐる議論のような理論上の問題に限られるものではなく、現実的な解決が求められる問
題にほかならない（注 29）。一方では譲渡当事者の合意時点を示すものである確定日付の先
後にかかわらず、あくまで第三者が譲渡の事実を認識できる時点の先後によって優劣を決
し（昭和 48 年判決）、他方では譲渡当事者の合意のみで行われる（債務者が了知しえない）
登記の時点の先後によって優劣を決するという２つの異なる優劣決定の基準が並存するこ
とは、画一的な基準が必要となる二重譲渡における優劣決定の処理を困難なものとする。
結局のところ、特債法に定める公告という新しい対抗要件の創設時に指摘された「異なる
対抗要件制度の併存による混乱」という問題は、特例法においても克服されていないもの
と言わざるをえない。債務者の認識にかかわらず、あくまで登記の先行のみによって完全
に有効な対抗要件を取得しうるとの解釈を採用するのであれば、それによって生じる民法
の対抗要件制度との齟齬に関しては、立法による解決を図ることが最も望ましい解決策の
一つであることはいうまでもない。 
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３ 対抗要件簡易化と集合債権譲渡担保への影響 
近年のわが国における債権流動化取引の発展は著しく、既に様々な形での債権の「流動
化」スキームが開発・実用化されているが、それらに共通しているのは、「資金調達のため
の債権譲渡」という点である（注 30）。そして、そのさきがけの一つであるのが、集合・流
動将来債権を目的とした譲渡担保（以下「集合債権譲渡担保」という）である。 
もっとも、民法は債権質を明文で認めているし、実務上は将来債権を債権譲渡の方法で
担保に供する手法は古くから行われてきたわけであるから、債権の資産価値を活用した資
金調達自体は、さほど目新しいものではない。しかしながら、資金調達手段としての債権
譲渡の役割について、従来の実務は必ずしも肯定的なものとして捉えていたわけではなか
った。その理由は、債権が人的関係と密接な関連を有するものであるという点に尽きる。
けだし、取引関係と人的な信頼関係との関連性が高ければ高いほど、第三者である担保権
者や譲受人の介入の影響は深刻なものとなりうるからである。そのため、債権者・債務者
とも債権譲渡を忌避する傾向があり、仮に債権譲渡の方法で資金調達をする必要が生じた
としても、少なくとも実行段階までは、譲渡の事実を第三債務者には知らせない方法で行
う必要があった。そして、この第三債務者の認識を根幹とする対抗要件の取得が壁となっ
て、債権譲渡による資金調達は金融の中心的存在とはなりえず、むしろ、危急時の駆け込
み担保として用いられてきたという経緯がある。さらに、まとまった金額の資金調達を図
るためには、小口債権の個別譲渡ではなく、「集合・流動将来債権」として債権群を包括的
に譲渡するという方向性が志向されるところ、その場合には譲渡による信用不安の惹起と
いう問題とは別に、第三債務者が未出現であるために対抗要件の取得が不可能であるとい
う問題も生じることになる。もっとも、財産的価値の捕捉という観点からすれば、譲渡で
はなく担保でも十分であるという考えることもできる。そのため、対抗要件の問題を回避
しつつ資金調達を実現する方式として、学説や実務が集合債権の「譲渡」ではなく「譲渡
担保」に注目してきたことは既に述べてきたとおりである（第 1 節第 1 款参照）。つまり、
集合債権譲渡担保は、対抗要件の問題がクリアできないために発展途上となっていた債権
譲渡に代わり、債権の財産的価値を捕捉するための手段としての役割を担ってきたものと
いえる。そうであるとすれば、集合債権譲渡担保は、債権流動化の発展の過渡期の一形態
とみることもでき、第三債務者の認識を根幹とした民法 467 条の対抗要件に代わる合理的
な公示システムが整備されていくことで、本来、意図していた債権譲渡へと再び回帰して
いく（債権譲渡→債権譲渡担保→債権譲渡）ことは十分に考えられる。 
しかしながら、この方向性がすべての譲渡担保にあてはまるものであるかという点につ
いてはなお疑問が残る。民法上、指名債権とされる債権には「個性」があり、貸金債権と
売掛債権では第三債務者との関係性は大きく異なるし、法人対法人の取引なのか、あるい
は法人対個人の取引なのかによっても、債権の性質が異なるものとなることはいうまでも
なく（注 31）、債権の性質的な差異は、当然に取引の性質にも反映することになる。対抗要
件の簡易化によって、第三債務者の関与なしに第三者対抗要件を具備した債権譲渡が実現
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し、対抗要件の問題を回避するために担保という方式を選択するまでもなく、端的に債権
の売買という構成をとることが可能となるとしても、対象債権の種類や譲渡の目的次第で
は、対抗要件の簡易化の実現後もなお、担保の方式をとることが好まれる場合があると考
えられる。現在、開発・実用化された流動化スキームの構成は様々であり、これを個々に
検討することは問題を徒に複雑にすることにもなりかねないから、債権譲渡担保の構成が
とられたものにその対象を絞るとすると、債権譲渡ではなく譲渡担保の形式が選択されて
いた理由は概ね次のように分類される。 
まず、①第三債務者が不特定多数または未発生のものを含む流動・集合将来債権の包括
的譲渡については、対抗要件を具備することができなかったために「譲渡担保」の形式を
選択したという経緯があることは前述したとおりであり、クレジット債権などがその典型
である。次に、②特定の第三債務者との継続的取引に基づく将来債権の包括的譲渡につい
ても、譲渡担保の方式を用いられてきたわけだが、その理由は、（ⅰ）特定の取引から生じ
る将来債権である以上、第三債務者の承諾の方法により、理論上はなんら問題はなく対抗
要件を取得することができるはずであるが、第三債務者との人的関係が取引の重要な要素
となっているために、譲渡による信用不安を懸念して対抗要件を留保した譲渡担保の方法
がとられる場合と、（ⅱ）第三債務者との取引関係における人的な信頼関係の要素は低く、
譲渡による信用不安の懸念はないが、未発生の将来債権群の包括的譲渡としての対抗要件
の具備の有効性が懸念されていたことや、流動債権について個々にその対抗要件を具備す
るのが困難であるといった理由で、あえて対抗要件を留保する譲渡担保の方法がとられて
いた場合とに大別される。 
上記①については、特債法や特例法による対抗要件の簡易化によって、債権譲渡の確実
性が高まれば、譲渡担保の方式をとるまでもなく、むしろ真正売買の方式へ転換すること
で、いわゆる倒産隔離などのメリットが享受できることを考えれば、譲渡担保→債権譲渡
への回帰は当然の流れともいえる。 
また、②のうちⅱについても、これまで困難と考えられていた未発生の将来債権群の包
括的譲渡の有効性が、平成 11 年以降の一連の最高裁判例によって確立したことで、状況は
大きく変わった。つまり、その不確実性から対抗要件を留保する必要はなくなったわけで
あり、対抗要件を留保している間に競合債権者が出現することを考えれば、①と同様、売
買の方式によるメリットを享受することを選択するものと考えられる。特に、債権の発生
の都度、順次、その「弁済」に充てていくような、弁済の手段としての債権譲渡の要素が
強い場合には、その傾向は強まるものと思われ、譲渡担保→債権譲渡への回帰の蓋然性は
高いといえる。前述した一括支払システムの例は、対象債権の債務者ではなく、債権者が
．．．．
複数
．．
という点で、債務者が複数となる債権群を想定した流動化の典型事例とは本質的に異
なるが、弁済の手段として譲渡担保が用いられてきたという経緯があり、決済システムと
しての確実性を上げるために、譲渡担保方式から譲渡方式への転換が図られている（第 3
章第 3 節第 3 款）。一括支払システムは手形取引をその起源とするために、指名債権の「債
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権譲渡」から発展した流動化スキームとは異なる独特な構造があるが、（手形の）譲渡→譲
渡担保→債権譲渡という発展過程をたどっていることは、債権譲渡→譲渡担保→債権譲渡
という指名債権譲渡の流動化の発展過程を示す一つの証左であるともいえる。但し、その
後、さらに債権譲渡方式から債務引受方式への転換が図られていることに着目すれば、債
権流動化の先駆的形態である一括支払システムは、ある種、独自の発展過程をたどってい
る（譲渡担保→債権譲渡→債務引受）ことには注意を要する。 
もっとも、②のⅱのケースの中でも、弁済手段としてよりもむしろ、本来的な担保とし
ての作用に着目して、流動・集合将来債権の譲渡担保の方法がとられていた場合には、必
ずしも譲渡への回帰の蓋然性は高くないと考えられる。譲受人は、流動・集合将来債権群
への譲渡担保の方法で融資を行うことで、貸付金債権と当該債権群に対する担保権の両方
を取得し、債権譲渡登記ないし通知・承諾の方式で当該譲渡担保に関する第三者対抗要件
を具備すれば、競合債権者に対する優先は確保できる。譲渡人の側にとっても、債権群を
担保とした融資によっても資金調達の目的は十分に達成できるし、担保の実行事由が生じ
ない限りは、譲渡対象債権群に含まれる債権を事業資金に費消していくことが可能である。
つまり、流動・集合将来債権の譲渡担保の形式を選択することで、譲渡当事者双方の目的
は達せられるわけであるから、あえて積極的に売買の方式に切り替えるべき理由もなく、
むしろ、譲渡対象債権の回収不能時等のリスクを移転しない「担保」の方式を好む場合が
あるものとみるべきである（注 32）。 
最後に、②のⅰの場合、同じ譲渡担保の方式をとるものであっても、信用不安の回避の
要請があるという点で、対象債権の性質は②のⅱや①とは大きく異なるものと考えられる。
譲渡による信用不安が懸念されるケースの典型としては、債権譲渡自体が忌避される傾向
が強い中小企業の有する売掛債権が挙げられ、この種の売掛債権は、いわゆる証券化スキ
ームの対象となる債権とは質的にも大きく異なるものであり、譲渡禁止特約が付されるこ
とが多いのもその特徴の一つとして指摘できる。もちろん、近年における流動化取引の拡
大には目覚しいものがあり、中小企業の資金調達手段として売掛債権融資制度の利用の促
進が図られていることに着目すれば、債権譲渡が信用不安を惹起する、という問題はもは
や過去のものであるとの見方もできる。また、比較法的な観点からは、譲渡禁止特約を認
める我が国の民法の条文は特異なものであり、譲渡禁止特約については、改廃が検討され
るべきであることも指摘されているところである（注 33）。しかしながら、債権が人的な関
係を基礎として成立するものである以上、当事者が譲渡を禁止することになんら理がない
わけではなく、事業規模の小さい中小企業にとって、取引先である第三債務者との関係が、
重要なものであることには変わりはないから、売掛債権の譲渡禁止特約の慣行は、必ずし
も過去のものとまではいえない状況があるのも事実である（注 34）。特に大手企業の下請関
係などでは、取引関係の維持のため、第三債務者に対する信用を何よりも重視する結果、
譲渡禁止特約の有無にかかわらず債権譲渡を忌避する傾向は強い。特例法施行後、流動化
の対象となる債権の範囲が大幅に拡大し、一般の売掛債権についても債権譲渡登記による
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対抗要件の具備が可能となったことを受け、それまで対抗要件の取得が留保されていたノ
ンバンク等の有する売掛債権の譲渡担保が債権譲渡登記を利用するようになったことが登
記件数の増加の一因となっていたことは既に述べたとおりであり（前述 2 参照）、債権譲渡
登記の利用件数の多さは、一般の売掛債権について民法 467 条の方法による対抗要件の取
得がどれほど困難なものであったかを示すものであると考えられる。そして、これまで第
三債務者への通知を留保した譲渡担保方式が利用されてきたことが示すとおり、資金調達
のために売掛債権を担保に供した事実については、取引先である第三債務者に知られるこ
とを回避したいというのが譲渡人の本音であるとすれば、債権譲渡登記を利用し、第三者
対抗要件のみを具備した上で具体的な債権の権利移転自体は実行段階まで留保することが
できる譲渡担保は、その要望に最も合致したものであるということになる。つまり、②の
ⅰのケース（典型的には一般の売掛債権）の譲渡担保は、債権譲渡の「代替手段」として
ではなく、債権譲渡を回避
．．
すべく発達してきたものであるという差異があり、「弁済の手段」
でも「売買」でもなく、まさしく「担保」としての債権譲渡担保こそが当事者の意思に最
も合致するものであるといえる。 
したがって、②のⅱのケースでは①と同様、一部の場合を除いては、債権譲渡→債権譲
渡担保→債権譲渡との発展過程をたどるべき蓋然性は高いものとみることができるのに対
し、②のⅰのケースではそもそも①と同じ発展過程をたどるべき蓋然性自体が低く、むしろ
債権譲渡→債権譲渡担保→「債権譲渡登記によって第三者対抗要件のみを具備した譲渡担
保」というのが通常の発展過程をたどるものとみるべきである（注 35）。 
 
 
注１ 於保（1936）・286 頁 
注２ 池田・研究（2004）・16 頁 
注３ 池田・研究（2004）・52 頁 
注４ 池田・研究（2004）及び池田・展開（2001） 
注５ 池田・研究（2004）・75 頁 
注6 池田・研究（2004）・75 頁 
注７ 池田・研究（2004）・88 頁 
注８ 池田・研究（2004）・107 頁 
注９ 梅謙次郎『民法要義巻之三債権編』（有斐閣・1908）209 頁、池田・研究（2004）・113 頁。なお、
この記述は梅博士のオリジナルではなく、「コルメ・ドウ・サンテールやボアソナードの説くところ
を忠実に承継したものである」とされている。 
注 10 池田・研究（2004）・159 頁 
注 11 東京地判昭 35.12.24 下民集 11 巻 12 号 2757 頁ほか 
注 12 池田・研究（2004）・125 頁 
注 13 我妻栄「連合部判決巡歴」33 話ジュリ 127 号 27-28 頁（1957） 
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注 14 同法の対抗要件制度については、既に多くの論考がすぐれた研究業績を残している。代表的なもの
として、千葉恵美子「特定債権事業規制法に基づく債権譲渡と差押―公告によるみなし対抗要件と
民法 467 条の対抗要件の優劣」阪大法学 44 巻 2・3 号上巻（1994）415 頁以下など。 
注 15 これは、特定事業者が仮に倒産するような事態になったときでも特定債権等譲受事業者に譲渡した
債権が特定事業者の財産とは別に確保されている必要があることから当該譲渡を法的に確実にする
ために必要なものであると説明されている。田中幸弘「特定債権法をめぐる最近の民法関係の問題
－第三者対抗要件の枠組みの問題を中心として」資産流動化研究（1995）（以下「田中（幸）（1995）」
という）91 頁 
注 16 池田・展開（2001）・79 頁 
注 17 池田・展開（2001）・80 頁 
注 18 池田・展開（2001）・80 頁 
注 19 「債権譲渡法制研究会報告書」NBL626 号（1997）31 頁 
注 20 平成 16 年 12 月 3 日公布・同年 12 月 30 日施行 
注 21 池田・展開（2001）・147 頁 
注 22 池田・展開（2001）・163 頁 
注 23 池田・展開（2001）・163 頁 
注 24 山野目章夫「動産担保・債権担保法制の課題」別冊 NBL86 号（2004）47 頁は、改正特例法が、
事業資金調達のための「新たな活路」となることが期待されているものである以上、改正法の下で
の動産・債権担保の活用は、新規の資金調達に資するものでなければならないとし、既存の融資の
補強的な担保に用いられるにとどまるような場合には、今回の立法の意義は大きく減退することを
懸念している。 
注 25  池田・展開（2001）・85 頁 
注 26 東京地判平 11.9.17 金法 1561 号 76 頁は、登記事項証明書の交付はコピー・ファックスではなく、
登記事項証明書の現物交付が必要であるとする。 
注 27 法務省民事局参事官室・第４課編『Q&A 債権譲渡特例法〔改訂版〕』（1998・商事法務研究会）（以
下「法務省 Q&A（1998）」という） 
注 28 池田・展開（2001）・144 頁は、現在の判例・学説では、通知同時送達の場合には債務者はいずれ
の譲受人からの弁済請求も拒めず、いずれに支払っても免責されるほか（最判昭 55.1.11 民集 34 巻
１号 42 頁）、先後不明ということで債権者不確知として供託することもできるとされているところ、
法務省が示した民法による通知の到達時と登記事項証明書に示された登記時の比較によるとの解釈
をとる場合には、登記制度の下では、債務者の負担と二重払いのリスクが増大することになること
を指摘する。もっとも、池田教授は、「このような紛争事例はそれ自体が起こりにくい」ことにも言
及され、その問題性自体は否定している。 
注 29 田中（幸）（1995）・105 頁は、特債法の対象債権では、二重譲渡の可能性自体が少ないことに加え、
仮に送達が同日となったとしても、民法上の第三者対抗要件を具備する形態が内容証明郵便であれ
ば、その到達時刻はいずれにしろ通産省の業務開始時刻より後になると考えられるから、同日であ
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れば公告が先行と考えるべきであり、両者の優劣は明確に決定できるとする（公告のフィクション
性に目をつぶれば、特例法の公告と民法の対抗要件の競合の問題は、昭和 49 年判決の射程内で解決
できる問題ともいえ、債務者対抗要件を分離した債権譲渡登記の構造と比べると、二重譲渡の問題
の処理は圧倒的にシンプルな理論で解決する。）。 
注 30 「資金調達のための債権譲渡」という視点を強調されているのが、債権譲渡研究の第一人者である
池田教授であるが、このような類型化についてはなお検討の余地があることも指摘されている（田
中（幸）（1995）・116 頁「池田教授は、資金調達のための債権譲渡という概念の導入を提唱されて
いるが、従来の金融法分野における集合債権譲渡担保のための債権譲渡についての実務との整合性
をどのようにイメージされているのかは必ずしも明らかではない。・・・いずれにしろ、包括的な対
応をとる場合には従来の商社等における債権管理法務により形成されてきた債権譲渡担保論との共
生・棲み分けについてその基準の定立・対抗要件の競合の問題は将来的な問題として検討せざるを
得ないことになると思われる。」）もっとも、この点については池田教授ご自身も、「本書では、将来
（集合）債権譲渡担保についてはほとんど債権譲渡法理からの分析に終始しており、担保物権法側
からの譲渡担保理論との突き合わせはいまだなされていない。」として、従来の担保法の議論との整
合性が今後の重要な課題であることに言及しておられる（池田・展開（2001）・385 頁）。 
注 31 田中（幸）（1995）・117 頁（1996）は、債権流動化の対象となり得ることが想定される債権は、①
一般の売掛債権、②クレジット債権、③カード債権、④リース債権、⑤貸金業規正法の適用のある
貸金債権、⑥不動産の担保付の可能性もある一般の貸付債権（金銭消費貸借債権）の６つに分類さ
れるとする。 
注 32 千葉恵美子「集合債権譲渡担保再考－予約型をめぐる最近の判例を契機として－」(以下「千葉
（2002）」という)佐藤進ほか『西原道雄先生古希記念・現代民事法学の理論・下』（信山社・2002）
101 頁は、「集合債権譲渡担保」が利用される理由と当事者の期待の内容を次のように説明する。「設
定者としては、自己の事業資金を獲得するために担保目的となっている債権についても利用するこ
とができ、事業からあがる利益によって担保権者に対する借入金債務を弁済することを期待してい
る。・・・担保権者としては、担保対象となっている債権を累積額によって把握すると多額になりす
ぎ、借入金債務が滞りなく弁済されている限りは、担保管理事務を簡素化し管理コストを削減する
ために、担保対象債権に対する拘束を最小限に抑えたいはずである。担保権者が集合債権譲渡担保
の効果として期待していることは、設定者の資産状況が悪化した時点で、確実に担保対象債権から
貸付債権を回収できることである。」 
注 33 池田・展開（2001）・304 頁 
注 34 勝田（2005）・117 頁は、売掛債権の譲渡に関するイメージアップを図るための中小企業庁による
政府広報に言及し、企業の「正常業務」の中での資金調達手法であるとの認識が必ずしも浸透して
いない状況を指摘する。 
注 35 もっとも、資金繰りに窮した企業が、将来の売掛債権を「弁済」の手段として譲渡することは従来
から行われているところであり、中小企業の売掛債権譲渡担保の中にも「担保」よりは、むしろ「弁
済の手段」としての「債権譲渡」へ回帰していくものも当然ありうる。 
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第 3 節 小括 
以上みてきたとおり、わが国においては、債権譲渡の方式では、その目的を達成するこ
とができないために債権譲渡担保の方式が選択されてきたという経緯がある。つまり、弁
済の手段として債権譲渡が行われる場合や本来的な意味での売買の場合であっても、譲渡
担保の形式が選択されてきたという点で、債権の譲渡担保は、動産あるいは不動産を対象
とする譲渡担保とは異なる独自の発展過程をたどってきたといえる。さらに債権の譲渡担
保では、資金調達手段としての有効性を最大限発揮するため、当初から個別債権ではなく、
将来債権も含めた「集合将来債権
．．．．．．
」の譲渡担保が志向されていたことも、大きな特徴とな
っている。債権流動化による経済効果が大きな関心を集めている昨今、集合債権譲渡担保
についても、流動化スキームの一つとして、その有効性が強調される傾向にあり、債権譲
渡担保は流動化の過渡期の形態の一種にすぎず、流動化によって金融の手段としての債権
譲渡が浸透していけば、再び譲渡担保から債権譲渡へと回帰していくとの方向性も示唆さ
れているところである。しかしながら、この点については、なお検討の余地がある。 
確かに、担保の形式をとることで対抗要件の問題を回避しながら財産的価値を捕捉する
ことができる、というのが集合債権譲渡担保を利用することの最大の利点の一つであった
という点に着目すれば、対抗要件の簡易化が実現することで譲渡担保の方式で代替する必
要性はなくなり、債権譲渡への転換が生じることは当然の流れであるといえる。しかしな
がら、債権譲渡担保の形を借りた債権譲渡ではなく、本来的な担保として債権譲渡担保が
用いられている場合については、譲渡当事者双方にとって担保の形式をとることによって
享受されうるメリットがあり、そのために担保という形式が選択されている以上、あえて
債権譲渡への転換を図るべき蓋然性は乏しい。従って、この点についてはむしろ、債権譲
渡→債権譲渡担保→債権譲渡との発展過程をたどるものと債権譲渡→債権譲渡担保→「債
権譲渡登記によって第三者対抗要件のみを具備した譲渡担保」という発展過程をたどるも
のとの２つの方向性を考えるべきである。 
ところで、「債権譲渡登記によって第三者対抗要件のみを具備した譲渡担保」では、第三
債務者の介在が不要となるために、中小企業の有する一般の売掛債権についても信頼不安
の惹起への懸念から生じていた譲渡人側の抵抗感は軽減され、譲渡対象となる債権の範囲
もこれまで以上に拡大していくものと考えられる。そこで問題となるのが債権の二重譲渡
の問題であり、単なる「講学上の応用問題」としてではなく、現実的な解決が図られるべ
き問題となりつつある。特に債権譲渡登記によって第三者対抗要件のみを具備した債権譲
渡と、民法 467 条に定める通知または承諾によって債務者対抗要件・第三者対抗要件の双
方を具備した債権譲渡あるいは差押との競合という場面が生じた場合、その優劣をどう決
すべきかという問題は、民法 467 条の構成を前提とした従来の二重譲渡に関する議論の想
定を超えるものであり、慎重な検討を要する課題となっている。 
これまでのところ、判例・学説のいずれも、債権の譲渡担保の法的構成について正面か
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ら論じることを避け、譲渡契約自体の有効性や対抗要件といった側面で、債権譲渡担保の
問題を論じてきた。そして、流動化の経済的合理性が注目されるようになった結果、本質
的な問題であるはずの法的構成の問題を曖昧にしたまま、債権の譲渡担保についても債権
譲渡の議論に飲み込まれつつある。確かに、本来的には債権譲渡として行われるべきもの
についても、譲渡担保の形式で行われてきたという経緯から債権譲渡担保と債権譲渡との
境界は極めて曖昧なものであるといわざるをえず、金銭債権である以上は、「弁済」の手段
としての機能を果たしうるものであることはもちろん、特定の動産・不動産の場合のよう
な目的物の受戻しの必然性がないということに着目すれば、債権の譲渡担保については「担
保」としての構成が妥当しない場合があることは既に述べたとおりである。 
さらに、いわゆるキャッシュフローファイナンス（注１）の一つとしての集合債権譲渡担
保の有効性という観点からも次のような問題提起がされている。すなわち、キャッシュフ
ローファイナンスでは、譲渡担保権者はキャッシュフローをベースとした緻密な分析に基
づき将来の債権群の担保価値を具体的に把握しており、仮に、担保権実行時点で把握され
た現実の担保価値が、譲渡担保権者が予め把握した担保価値を下回る場合であっても、譲
渡担保権者に対する契約責任の追及によってこれを清算する必要が生じるにすぎず、譲渡
担保権者はかかる清算のリスクをも含めて、集合債権譲渡担保における担保価値として把
握しているのであるから、既発生債権の価値把握の発想に基づく「清算」の概念は妥当せ
ず、債権の譲渡担保に関する限りは、債権譲渡とは別に譲渡担保としての法的構成を考える
必要はないという指摘である（注 2）。 
しかしながら、既に指摘したとおり、債権の譲渡担保は必ずしも債権譲渡へと一本化さ
れていくものではなく、譲渡へと淘汰されていくものと、なお譲渡担保として存続される
ものの２つの方向性がありうるところ、当事者があえて担保の形式を選択している後者に
ついても債権譲渡と同視しうるものかどうかは疑問であり、むしろ担保としての観点から、
債権譲渡とは異なる法的構成をとる場合もあるものと考える。さらにいえば、対抗要件の
簡易化の実現後、対抗要件の問題から譲渡担保の方式を選択せざるをえなかったものが本
来の債権譲渡へ再び回帰していく結果、これまでのような譲渡と譲渡担保との区別の曖昧
さはなくなり、その機能・形式面から債権譲渡と債権譲渡担保との明確な二分化が生じる
ことも考えられる。もっとも、二重譲渡や差押との競合など、端的に対抗要件の先後で優
劣を決すべき場合については、債権譲渡と債権譲渡担保とを別に論じる必要はないし、判
例もそのような考え方はとっていないから（第 1 節第 2 款 3 参照）、こうした局面では、両
者の区別は問題とならない。一方、破産法や会社更生法、あるいは国税徴収法が機能する
局面においては、譲渡担保との形式を選択している以上、不動産や動産の譲渡担保の場合
と同様、債権の譲渡担保についても担保としての側面が問題となる（注 3）。 
この点について、仮に集合債権譲渡の包括担保が、いわゆる危機対応型の担保にしばし
ばみられるような過剰に自己の債権の保全を図るものとして行われているのであれば、そ
の限りで「例外的な対応」を図るべきであり、徒に集合債権譲渡担保の有効性を否定し、
 131 
その可能性を狭めるような議論をすべきではないとする見解もある（注 4）。しかし、譲渡担
保の担保としての局面が問題になる状況を「例外」として議論の枠外に置くことには疑問
がある。確かに、今後、中小企業等が有する一般の売掛債権についても流動化が拡大して
いくことは、資金調達難に苦しむ企業の活路を切り開くものであり、大きな経済的な効果
が期待できるものであるし、徒にその可能性を摘むようなことはすべきではない。但し、
将来の売掛債権が文字通り譲渡人にとっての唯一の資産であったり、運転資金が枯渇した
状態で救済融資として資金借入れが行われることが決して少なくはない中小企業金融の実
情に鑑みれば、一般の売掛債権の流動化においては、特定債権の場合のように債務者（譲
渡人）の破産や譲渡人の滞納国税による譲渡担保財産としての差押えと債権譲渡との競合
のリスクを度外視することは現実的ではない（注５）。したがって、こうした局面において
債権流動化スキームとしての債権譲渡担保の担保としての側面が問題となりうるのか否か
という点については十分な検討が行われる必要があるし、集合債権譲渡担保について担保
としての観点から検討を行うことは、集合債権譲渡担保の発展を阻害するものというより
はむしろ、その正常な発展に資するものであると考える。 
平成 13 年判決の事例が、集合債権譲渡担保に対する徴収法 24 条による物的納税責任の
追及を争点として、再び最高裁で争われていることは既に述べたとおりであり、徴収法 24
条の譲渡担保権者の物的納税責任は、いわゆるキャッシュフローファイナンスの一類型で
あり、伝統的な譲渡担保の議論には馴染まないものとされている集合債権譲渡担保にも適
用されるものであるのかという点について議論がある（第 6 章第 2 節参照）。判例が、集合
債権譲渡担保の先駆的な類型の一つである譲渡担保方式の一括支払システムについて、徴
収法 24 条による物的納税責任の適用を認めていることは既に述べたが（平成 13 年 11 月判
決、平成 15 年判決。第 3 章第 3 節参照）、未発生の将来債権を含む流動債権群の譲渡担保
の場合、「法定納期限後に譲渡担保財産となったもの」という徴収法 24 条の適用要件をど
う解すべきかという点については、平成 19 年 2 月の最高裁判決の示した判断を踏まえ、章
を改めて論じることとする。 
ところで、我が国における流動化のための対抗要件簡易化の議論はもとより、伝統的な
譲渡担保の立法論においても、アメリカ法におけるファイリング・システムが、しばしば
登録による公示制度のモデルとして言及されてきた。アメリカにおける受取勘定債権金融
の歴史は古く、その取引の基礎をなしているのが、アメリカの統一商事法典（Uniform 
Commercial Code；以下 UCC という）第９編である。もともと、コモンローの下では将来
債権の譲渡は認められていなかったが、その実務上の要請の高さから、UCC 起草者は将来
債権の譲渡を明文で積極的に承認した上で、競合債権との優劣を調整する方法を選択した
という経緯がある。 
我が国における、譲渡担保を含む様々な債権流動化取引も、実務上の要請から生じてき
た金融取引の手法であり、その経済効果の高さからも、これを政策的に促進する措置がと
られてきたことは既に述べてきたとおりである。集合債権譲渡担保と租税債権との競合の
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問題は、結局のところ、債権流動化という新しい金融の方向性と伝統的な譲渡担保法理を
前提とした物的納税責任の追及による徴税の確保という二つの異なる要請をどのような形
で調整すべきかという問題にほかならない。徴収法改正をめぐる議論がそうであったよう
に、担保権の優先と租税債権の優先という二つの要請が本質的に相対立するものである以
上、いずれか一方の観点だけを強調すれば、流動化の促進に関する実務的なニーズの高さ
から徴税確保や破産法の観点からの検討そのものがナンセンスであるとか、あるいは、逆
に脱法手段となりうることを理由として流動化そのものに歯止めをかけるべきであるとい
った一面的な議論に終始し、両者の議論は平行線をたどることは避けられない。今後の議
論においては、流動化の効用あるいは弊害のみを強調するよりもむしろ、流動化によって
生じうる様々な問題点をも視野に入れた多角的な観点から、合理的な調整を図っていくた
めの議論に重点が置かれるべきである。その意味では、成功例・失敗例を含め、できるだ
け多くの事例の検討が不可欠であり、債権の流動化取引について既に多くの事例の集積の
あるアメリカ法における議論は、いまだ流動化の発展の過渡期にあり、これから様々な事
例の集積を通じて、今後の方向性を模索していくべき状況にある我が国の議論に大きな示
唆を与えるものとなることはいうまでもない。 
次章では、アメリカ法の根幹をなすファイリング・システムの構造がどのようなもので
あり、そして、ファイリング・システムの下で発展をとげ、今なおアメリカの金融取引に
おいて重要な役割を担っている floating lien、いわゆる浮動担保と連邦税債権との優劣の調
整はどのような形で図られているのかといった点を中心に、アメリカ法の判例・学説にお
ける議論を整理していくこととする。 
 
注１ キャッシュフローファイナンスの現状と問題点等について、後述・第 6 章第 3 節第 3 款３⑴参照。
なお、キャッシュフローファイナンスと同様、中小企業金融の打開策としての在庫資産・売掛債権
の譲渡担保を論じる際、ABL（Asset Based Lending）という用語も頻繁に用いられる。ABL とは、
経済産業省が普及を推進している資金調達手法であり、2006 年 3 月に経済産業省が公表した「ABL
研究会報告書」では、動産・債権等の事業収益資産を担保とし、担保資産の内容を常時モニタリン
グし、資産の一定割合を上限に資金調達を行う手法」と定義されている。一方、上記報告書と同時
に経済産業所が公表した「動産、債権等の活用による資金調達手法～ABL～テキスト一般編」（野村
総合研究所作成）では、ABL とは「企業の事業そのものに着目し、事業に基づくさまざまな資産の
価値を見極めて行う貸出」とされているほか、担保資産を「流動資産」に限定し、「在庫が販売され
売掛金となり、売掛金が回収され流動資産となる『事業のライフサイクル』に着目し、在庫・売掛
金・流動預金を一体として担保取得するとともに一定の極度融資枠を設定するスキーム」（2005 年 5
月 26 日付商工中金ニュース・リリース「流動資産一体担保型融資（アセット・ベースト・レンディ
ング）」第 1 号案件を実行（http://www.shokochukin.go.jp/news/））とするものもあり、非常に多義
的に用いられる用語であるという点で注意を要する（谷地向ゆかり「動産担保を活用した資金調達
―在庫、売掛債権、知的財産権等を担保とした資金調達―」信金中金月報 6 巻 1 号（2007）（以下
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「谷地向（2007）」という）85 頁）。 
注2  奥国範「将来債権譲渡担保にかかる譲渡担保権者が負担すべき国税徴収法 24 条の物的納税責任の範    
囲」金法 1791 号（2007）80 頁、池田真朗「ABL の展望と課題―そのあるべき発展形態と『生かす
担保論』」(以下「池田・NBL(2007)」という)ＮＢＬ864 号（2007）21 頁。池田教授は、ABL の目
標及び美点を「優良な中小企業の資金調達を円滑にし、経営の継続を可能にするものである」とし
た上で、「従来の担保物の換価処分を絶対とする担保ではない、債務者の『事業の継続』を前提とし
て『（基本的に）実行を考えていない担保』が新しい担保として認知・理解されるべき」として、「回
収、清算のための担保」から「債務者の経済活動を存続させるための担保」へのパラダイムシフト
を提言している。 
もっとも、本来的なアメリカ型の ABL が「清算価値」の充実に重点を置くものであることは池田
教授が同稿において指摘されているとおりであり（池田・NBL864 号 23 頁）、ひとたび事業活動の
資金源泉が枯渇する事態に陥れば、融資者のモニタリングに多くを期待することができないという
実状があるからこそ、アメリカにおいては、競合債権者相互間の優劣（priority dispute）をめぐる
議論が発達しているとみることができる（後述・第５章第 2 節第 3 款参照）。こうした実状を考慮す
れば、仮に「生かす担保」が今後の金融の中心的地を占めることになるとしても、徴収法 24 条など
の優劣調整のためのルールとの協調（ベクトルの向きを異にする議論としてではなく、状況設定の
異なる２つの議論として両立させること）は、重要な課題の一つであることはいうまでもない。 
なお、池田教授は上記論文において、事業活動から生じる資産への包括的な担保設定を通常とす
る ABL が「両刃の剣」となる可能性を指摘し、そこでは「万一の事態のための労働債権の確保等に
も配慮する、等のモラルが望まれる」こと、そして、ABL が「当該企業の生殺与奪の権限を握るこ
とになる」という側面を持つものである以上、「ABL の融資者は、被融資者と一蓮托生なのであっ
て、被融資企業を倒産させてしまったら、それは融資者の失敗であり、しかるべき損失も負うもの
と認識すべきであ」り、「そのような事態を招かないためにするのが、被融資企業へのモニタリング
や経営助言であり、つまり ABL は、従来の不動産担保融資と異なり、貸しっぱなしではできない、
対話継続型の動態的な融資形態と認識されなければならない」とし、「生かす担保」としての ABL
が「リレーションシップバンキング」であるべきことも強調している（池田・NBL864 号 25 頁）。 
注 3 田中（幸）（1995）・116 頁は、「債権譲渡」と「債権譲渡担保」とを「資金調達手段としての債権譲
渡」という一つの枠組みにあるものととらえる池田教授の学説に対し、次のような疑問を呈してい
る。「池田教授は、資金調達のための債権譲渡という概念の導入を提唱されているが、従来の金融法
分野における集合債権譲渡担保のための債権譲渡についての実務との整合性をどのようにイメージ
されているのかは必ずしも明らかではない。即ち債権譲渡担保について譲渡を考える場合について
は、当該担保権を実行する前に債権者（譲渡人）が倒産手続きに入った場合に、担保権者は破産法
においては別除権の行使、会社更生法においては更生担保権として更生手続きにおいて満足を得る
ことになる。・・・・債権譲渡担保のための債権譲渡と債権売買を明確に区分するための基準の定立
が必要となる。」 
注 4 奥・前掲注 2・80 頁。ここでいう例外的対応の内容がどのようなものであるのかは明確にされてい
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ないが、公序良俗違反による契約の無効などの余地がありうることを指していると思われる。 
注5  大塚宗一「動揺するアメリカンスタンダード―日本型金融の再構築へ」銀行法務 21・808 号（2002）     
87 頁は、大手企業と中小・零細企業金融との間にある本質的な差異について次のように指摘する。 
「中小・零細企業は、市場から直接（資金）調達を行うことは皆無に近く、信用金庫から間接的に
資金調達を行うことが一般的である。すなわち、信用金庫が行う中小・零細企業に対する貸出と、
都銀等が行う、大手企業への貸出スタイルとでは、資金の性質がまったく違うのである。大手企業
の場合は資本調達も市場から調達できるが、中小・零細企業の場合は直接的な資本調達・資金調達
は難しく、信用金庫等から間接的に資金調達を行っている。すなわち、金融機関からの借入れは、
大手企業の場合は運転資金であっても、中小・零細企業の場合は運転資金ではなく擬似資本を調達
して運用している場合がほとんどである。」今後、流動化取引が中小企業金融に拡大していく上で新
しい問題点が生じてくることも予想されるところ、このような我が国の中小企業金融の特徴につい
ても問題解決のための重要な視点の一つとなりうる。 
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第 5 章 アメリカ法における公示による順位保全とその調整の法理 
 
第 1 節 我が国における議論状況 
既に述べてきたとおり、わが国では、第三債務者の認識を根幹とした民法 467 条の対抗
要件制度が債権譲渡を活用した金融スキームの発展における大きな障壁ともなっていたと
ころ、特債法や特例法によって対抗要件の簡易化が実現し、現在では民法 467 条の対抗要
件と特例法に定める債権譲渡登記という２つの対抗要件制度が並存している状況にある。
ところで、特債法や特例法において新たな対抗要件制度を創設するにあたり、債権譲渡を
利用した資金調達スキームの典型的なモデルとして想定していたのは、いわゆる証券化の
方式によるものであり、証券化のメリットとしては、次のような点が挙げられている。す
なわち、①実質は債権を担保に資金を調達しているといえるが、法形式としては、債権譲
渡の形をとることにより、譲渡人・A 社が倒産しても投資家は被害を受けない（A 社に対す
る他の債権者と競合しない）という、いわゆる真正売買による「倒産隔離」が可能となる
こと、そして、②A 社のバランスシートから債権という資産をはずせるので、債権を残して
借入をする場合と比べて、資産を圧縮でき、これにより資産に対する収益の比率（ROA：
総資産利益率）を上げて、会社の格付けを高めることができるという、いわゆるオフバラ
ンスによる効用といった点である（注１）。 
こうした証券化の手法は、1980 年代～90 年代のアメリカにおいて開発・実用化されてき
たものであるが、アメリカにおいて、証券化スキームを利用する上で最も懸念されるのが、
裁判所による“recharactarization”であると言われる（後述・第 4 節第１款参照）。つま
り、アメリカの場合、資産の移転にあたり、譲渡の構成をとっていたとしても、当該取引
の性質や当事者の意図が、譲渡よりはむしろ担保にあたるものであると判断されれば、裁
判所により担保として再構成（recharactarization）されてしまうことがあり、真正売買の
議論は、オリジネーターの破産時に SPV への譲渡が「担保と再構成されないための基準」
を確立するための議論として発展してきたという経緯がある。アメリカの場合、わが国の
ような担保権者の別除権の行使は認められておらず、破産手続の開始によって担保権者の
権利は著しく制限されることになるため、担保と真正売買（true sale）との区別が重要と
なることから、証券化取引が拡大した 1990 年代には、判例の分析を中心とした真正売買の
基準をめぐる議論が展開され、実務における指針として重要な機能を担ってきた。一方、
我が国でも、会社更生手続においては、譲渡担保権者が更生担保権者と取り扱われること
とされているため(最高裁昭 41.4.28 民集 20 巻 4 号 900 頁)、譲渡担保か真正売買かで、そ
の権利行使が大きく制限される場面が生じるものの、我が国の場合には、メインバンクに
よる任意整理の形を選択するケースが圧倒的に多く、会社更生法の適用を受ける事例自体
が非常に限られたものとなっている。また、破産事件においては、担保権者に別除権の行
使が認められているために、譲受人は、当該資産上の権利の対抗要件さえ具備していれば、
担保であれ真正売買であれ、いずれの場合でも権利行使を妨げられないのであり、この点
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でアメリカにおける証券化の問題状況とは大きなギャップがある（注２）。 
もっとも、我が国においても、平成 13 年 12 月、SPV へ資産を譲渡する方法により資金
調達を行っていたマイカルグループが破綻し、会社更生事件へ発展したことを機に、この
資金調達スキームが、譲渡担保なのか、あるいは真正売買なのか、その区別の基準をめぐ
る議論が大きな展開をみせた（注 3）。しかしながら、この事件については、結果的には債権
者との和解によって解決に至っており、アメリカにおいて一定のコンセンサスを得ている
真正売買は、我が国の場合ではいまだ熟した概念とはなっていない（依拠すべき基準が定
まっていない）というのが実状である。もちろん、倒産隔離とならぶ証券化の重要な機能
の一つであるオフバランスを実現するため、アメリカのみならず我が国でも、真正売買の
基準をめぐる議論は、会計学上の重要な論点の一つともなっており、こうした議論が真正
売買のメルクマールを確立する上で、極めて重要な役割を担っていることはいうまでもな
い。また、改正破産法が破産手続開始後の担保権者の権利の実行を制限する方向を示した
ことで、我が国の法制の下でも、アメリカの議論が到達した真正売買の概念に相当するよ
うな何らかの基準を確立していくことが今後の重要な検討課題の一つであることはいうま
でもない（注 4）。 
ところで、特例法や特債法が前提とした証券化の手法は、債権譲渡金融の先進国である
アメリカにおいて発展してきた金融スキームを模したものであり、アメリカにおいて採用
されているファイリング・システムは、民法 467 条に定める対抗要件の簡易化に関する議
論でもモデルとしてしばしば言及されてきたところである。我が国の流動化取引や債権譲
渡担保に関する議論は、いまだ不確定な要素を多く含むものであり、その方向性を考える
上で、債権譲渡金融の先進国であるアメリカにおける議論は重要な示唆を与えるものとな
ると考える。また、動産担保制度の構築に向けた検討作業を行っている UNCITRAL が作
成した「担保付取引に関する立法ガイド」は、後述するアメリカの UCC 第 9 編をモデルと
するものであり、その内容は、UCC におけるファイリング・システムの下で発達した包括
的な担保制度である浮動担保の実現を指向するものとなっているところ（注 5）、国際的な議
論の動向を正確に把握するためにも、アメリカ法の同種の議論に関する検証は極めて大き
な意義を持つものであることはいうまでもない。 
以下では、我が国の特例法がモデルとした UCC のファイリング・システムとはどのよう
な構造であり、UCC の下では、競合債権間の対抗問題の処理はどのように行われているの
か、その基本的な構造とアメリカ法における議論の状況を整理するとともに、我が国にお
ける租税債権と譲渡担保との競合の問題への示唆を得ることを主眼として、アメリカ法に
おける連邦税債権と担保権との優劣の調整の問題をめぐる議論と判例法理を整理し、債権
流動化の促進という観点から、有効な対抗要件を具備することが重視される傾向にある我
が国の民法における議論の再考を試みることとする。 
 
注１ 内田（2005）・208 頁 
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注２ 但し、近年では、従来であれば任意整理がほとんどであったわが国の中小企業の場合にも、破産あ
るいは民事再生といった法的整理を選択するケースが少なくないとの指摘もある（河野玄逸「東京司
法書士会企業法務研修会講演録・動産・債権譲渡特例法と担保実務上の留意点」登記情報 547号（2007）
（以下「河野（2007）」という）15 頁）。 
注 3 不動産の流動化取引による資金調達を図った後、会社更生手続きが開始した事例であり、マイカル
の信託銀行への資産の信託的譲渡を「売買」であると捉え、マイカルと受託者である信託銀行間で締
結されている賃貸借契約を双方未履行の双務契約として更生管財人が賃貸借契約の継続を選択する
ことによって、マイカルに対して信託銀行が有する賃料債権を共益債権として取り扱うのか、あるい
は、マイカルと信託銀行との賃貸借契約を店舗等の譲渡担保を伴う融資であると捉え、信託銀行がマ
イカルに対して有する債権を更生担保権として取り扱うのか、といった点が争点となった。 
なお、平成 19 年 9 月より施行される改正信託法では、受託者倒産時における信託財産は、受託者
の破産財団に属しないとの明文規定が設けられるなど（25 条 1 項）、証券化取引を促進する方向性が
前面化されているが、小梁吉章「差押禁止と倒産隔離」金商 1261 号 41 頁（2007）は、同法は、委
託者の倒産時において、信託財産が「譲渡担保財産」として取り扱われるか否かという点を解決する
ものではなく、倒産処理においては「資産価値を最大限のものとしてそれを利害関係人に配分しよう
とする制度の目的を実現し、また破産債権者その他の利害関係人の公平を回復するために」当事者の
合意にかかわらず、利害関係人の権利義務を変更ないし修正する「倒産法的再構成」（伊藤眞「証券
化と倒産法理（上）」金法 1657 号（2002）10 頁」）が機能することを指摘する。 
注 4  但し、倒産隔離についてはどの程度の安定性があれば倒産隔離といえるかについて絶対的な基準が
ある訳ではなく、あくまで「投資家や格付け機関のリスク許容範囲」の問題であるともいわれてい
る（前田敏博ほか「資産流動化法（SPC 法）と信託」金商 1261 号 132 頁（2007））。 
注 5  See http://www.uncitral.org/en-index.htm  小山泰史「制定法の規定に基づくプロシーズ
（proceeds）への追求権（statutory tracing）」立命館法学 298 号 (2004)1457 頁、沖野眞巳
「UNCITRAL 担保付取引に関する立法ガイド(案)の検討作業状況」（１）NBL759 号 19 頁（２）、
NBL761 号 41 頁(3・完)NBL763 号 45 頁(2003) 
  
 
第 2 節 UCC 第 9 編における公示による順位保全の仕組み 
第 1 款 UCC 第 9 編の適用対象 
まず、最初に UCC 第 9 編の適用対象を確認しておこう。 
UCC 第９編については、我が国にも既に多くの文献によって紹介されており、昭和 40
年代における動産譲渡担保をめぐる立法論においても、先駆的な研究業績が散見される（注
１）。一般に、UCC には「統一商事法典」の訳語があてられているが、「商事法典」という
名称にもかかわらず、UCC それ自体は、アメリカ合衆国の連邦法ではなく、各州にその採
択を進める法案モデルにすぎない。しかし、現在では、既に全米のすべての州が UCC を採
択しており、事実上、アメリカの商事法としての役割を担っている（注２）。UCC は、我が
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国の商法及び民法の両分野にまたがる内容を含んでおり、我が国の担保法の領域に相当す
る部分が、商取引のうち担保的側面に係るものを対象とした第 9 編（Article9）」というこ
とになる。 
UCC 第 9 編は日本法と比べ、①対象目的が広範であり、②特定性が緩く、さらに③担 
保権設定手続も容易なこと、が大きな特色といわれる（注３）。我が国の譲渡担保をめぐる
議論では、担保目的物ごとの視点の重要性が強調されてきたことは既に述べたとおりであ
り（第 3 章第 1 節第 2 款参照）（注 4）、債権は債権、動産は動産のカテゴリーの中で論じら
れてきた。これに対し UCC では、動産も債権も personnel property という一つの概念の
中に包摂されている。一般に、第 9 編の適用対象となる personnel property には、「人的財
産」あるいは端的に「動産」の訳語があてられるが、personnel property は、我が国の民
法上の動産よりもはるかに幅広い概念であり、売掛金債権などの指名債権はもちろん、無
体の財産権をも包摂するものであり（§9-102⑴(a））、§9-104 条に定める適用除外取引に
当らない限り、第 9 編は、①動産もしくは不動産定着物（fixtures）に担保権（security 
interest）を設定しようと意図してなされた全ての取引、及び②売掛債権または動産抵当証
券の売買に適用される（§9-102⑴）。 
アメリカにおける譲渡形式のものを含む担保取引（いわゆる権利移転型担保）は、様々
な業界における独自の取引慣習を背景として発達してきたものであり、それぞれの取引態
様の差異がそのまま反映される形で様々な担保手法が発展してきた。そして、UCC 制定以
前のアメリカの動産担保法も、各州において、それぞれの担保形態ごとに独自の発展過程
をたどり（注５）、各州法・各取引によって異なる形式要件や登録制度が採用されていたた
めに、一つの州で半ダースもの登録制度が併存する状況があったともいわれている。その
結果、取引コストは増大し、本来であれば登録制度によって手当てされるはずの権利関係
についても極めて不透明なものとなってしまっていた（注６）。UCC 第 9 編の目的は、こう
した各種の金融担保取引が、より低コストかつより確実な形で行われるよう、単純かつ統
一的な法形式を提供することにあり、その形式要件を柔軟で単純なものとしたことには、
新たな形式の金融取引が開発された場合にも対応でき、取引ごとに立法を繰り返すことを
回避することができるという利点があるとされている（注７）。 
 なお、UCC 第 9 編が対象とする担保取引の中に、①担保目的でなされた取引のみならず
②売掛債権及び動産抵当証券に係る売買取引をも含める理由は、売買と担保取引とを区別
することが困難であるという点にあるとされている（注８）。このような取扱いは、UCC 起
草当時（1950 年代）、金融取引慣行として成立していた売掛債権譲渡担保取引を前提とした
ものであるといわれる。すなわち、売掛債権（及び動産抵当証）の譲渡取引に関しては、
売買としての取引(transactions making outright transfers)なのか、担保としての取引 
(transactions creating security interests) なのかの区別は困難であり、むしろ対抗問題
（perfection）や優先順位（priority）の規定を担保のみならず債権譲渡にも適用すること
が妥当であることが、その理由とされている（注９）。もっとも、売買一般に担保取引を前提
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とした第 9 編の適用を拡張するのは、必ずしも妥当ではない場合がありうることはいうま
でもない。そのため、第 9 編に包摂される売買取引は、金融取引慣行として定着していた
売掛債権及び動産抵当証に係るものに限ることとされている（§9-102）。すなわち、UCC
は金融取引の実状を踏まえ、その発展に資することを目的として、担保取引に関する規定
を売買の場合（但し、売掛債権及び動産抵当証券に係るもの）にも適用しているのであり（注
10）、我が国では、債権の「譲渡担保」が「債権譲渡」を前提とした民法 467 条の規定によ
って対抗要件を具備するのとちょうど逆の状態ということになる。また、我が国では譲渡
担保の法的構成をめぐり、いわゆる「所有権的構成」と「担保権的構成」との対立がある
ところ、第 9 編は、担保権について「所有権理論（title theory）」と「担保権理論（lien theory）」
のいずれを採用するものでもなく（注 11）、第 9 編においては、権利義務や救済手段は権原
（title）の有無に左右されないものとされている（§9-202）。 
以上のとおり、UCC 第９編は、複雑化した担保取引を統括する基準を設け、単純で統一
的な担保権概念を採用することによって、担保取引を促進することを主眼とする。そして、
担保取引の確実性・有効性を達成する上で、UCC が採用したファイリング・システムとい
う公示登録制度が重要な役割を担うものとなっていることはいうまでもない。ファイリン
グ・システムは、我が国はもちろん国際的にも、企業の有する事業資産を包括的に担保す
ることのできる浮動担保取引を実現する公示システムとして、流動化促進の観点から注目
されているわけであるが、そもそも浮動担保とはどのような取引であり、UCC の下で発達
してきた浮動担保取引において、登録（filing）はどのような機能を担っているのか、そし
て、我が国における債権譲渡担保をめぐる議論において最も重要な論点の一つとなってい
る対抗問題について、UCC ではどのような形で処理されるのかといった点についてみてい
くこととする。 
 
第 2 款 ファイリング・システムと UCC における対抗問題処理の構造 
UCC 上の動産担保権の公示の態様には、①貸付証書（financing statement）の登録（§
9-310）②担保物に対する債権者の占有（possession）（§9-312，§9-313）③ある種の無
体担保物に対する債権者のコントロール（§9-314）④設定と同時に生じる自動的対抗要件
（automatic perfection）（§9-309）の４つの方法があるが、このうち、①の登録が原則的
な方法とされている。 
 一般に、ファイリング・システムは、「担保取引についてのさらなる調査のための出発点」
を提供するものであると説明されることが多い。しかしながら、ファイリング・システム
における登録が債務者の担保取引状況を知る上で、有効な情報を提供するものといえるの
かという点に関しては、次のような疑問点も指摘されている。すなわち、UCC 第 9 編は、
それぞれ独自の発展を遂げていた動産担保金融について、制度の一元化を図ることを主眼
として法整備が図られたために、UCC 以前（Pre-Code 期）における動産登録制度に比べ、
登録の方式が大幅に簡略化されていることはもとより、UCC におけるファイリング・シス
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テムが、担保合意（security agreement）自体を登録する取引登録制度（transaction filing 
system）ではなく、「債務者がある債権者との取引により、今後、担保物上に『担保権』
．．．．．．．．．．．．．
（security interest）を持つかもしれない
．．．．．．．．．
ことを示す書類」としての貸付証書（financing 
statement）を登録する公示登録制度（notice filing system）にとどまるものであるという
点である（注 12）。UCC§9-502 は、貸付証書は、担保合意がなされる以前、または担保権
がその他の方法で設定される以前において、ファイルされうる旨を定めており、ファイリ
ング・システムは、担保権が設定されている
．．．．．．．
ことを公示するものではなく、担保設定によ
り担保権が現実に生じるよりも前、いわば、「今後、担保物上に『担保権』
．．．．．．．．．．．．．
（security interest）
を持つかもしれない
．．．．．．．．．
」という段階を公示するものとなっている。そして、このようなファ
イリング・システムの構造は、UCC 第 9 編が、当事者間での担保権の創設に係る法律関係
と、第三者に対する対抗の問題とを鮮明に区別する構成をとるものであることを反映した
ものにほかならない。 
ファイリング・システムが前提とする担保取引の構造を理解するには、ＵCＣ第 9 編にお 
ける、①担保権の設定（attachment）、②担保権の登録（filing）および、③対抗問題にお
ける優先順位（priority）の関係を整理する必要がある。以下、第 9 編の規定をみていこう。 
まず、§9-203(1)は、「担保物が担保物上に設定（attach）されるのは、当該担保物につ
いて担保権が債務者について実行可能(enforceable)となった時点においてである」とし、担
保設定の要件として実行可能性（enforceability）が必要となることを定めている。実行可
能性は、担保合意によって当然に生じるものではなく、§9-203⑵の定める①担保物
(collateral)が合意にしたがって担保権者（secured party）の占有下にあるか、または、債
務者が担保物の記述を含む担保合意（security agreement）に署名していること②対価
（value）の付与が与えられていること③債務者が担保物に対して権利を有していることと
いう要件を満たして初めて、担保設定（attachment）が認められることになる。金融取引
においては、担保ではなく譲渡ないし売買の形式がとられることも少なくはなく、UCC 第
9 編が売買の場合にも適用されるものであることは既に確認したとおりであるが、「担保物
の記述を含む担保合意
．．．．
（security agreement）に署名していること」（上記①）が要件とさ
れている以上、売買の形式をとる場合の担保設定が問題となりうる。しかしながら、この
点について、UCC の Official Comment は、売買証書が作成され形式的には「売買」であ
っても、それが実際には「担保取引」であったことを主張・立証することが可能であると
いうのはアメリカ法における確立した法理となっており、§9-203 の「担保合意（security 
agreement）への署名」の要件は、この法理を覆すものではないとする（注 13）。したがっ
て、債務者は、正式文書以外の証拠（parol evidence）によって、売買証書による取引が、
実際には担保取引であることを立証し、債務の弁済を行えば、担保物の返還を請求できる（注
14）。 
一方、第三者に対する関係では、既に確認したとおり、§9-502 は、「貸付証書は、担保
合意がなされる以前、または担保権がその他の方法で設定される以前において、ファイル
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されうる」旨を定めており、UCC 第 9 編では、担保合意に基づく実体法上の担保権設定
．．．．．．．．．．
（attachment）に先行して
．．．．．
、貸付証書の登録という形での「公示」が、完全に有効に行わ
れうる。しかしながら、ここでもう一つ確認しておく必要があるのが、UCC における優先
順位（priority）の問題であり、第三者との優先関係が「対抗要件の取得時期の先後」によ
って一義的に決せられる我が国の民法の場合とは異なり、UCC では、対抗力と優先的地位
の取得とは必ずしも一致するものではなく、対抗力を具備する以前の状態で優先順位が決
せられるという点に大きな特徴がある。 
既に確認したとおり、担保権は設定の要件を具備したときに債務者に対し実行可能とな
るわけだが(§9-203⑴)、当事者以外の第三者に対し自己の優先権を対抗するためには、担
．
保
．
設定の
．．．
公示
．．
が
．
されている
．．．．．
ことが必要とされ、「担保設定+公示」によって、当該担保権者
は「第三者から可能な限り保護される」ことになる（注 15）。このような公示が具備された
状態を perfect といい、担保権者はこの段階で対抗力を具備した担保権を取得することにな
る（注 16）。但し、UCC においては、対抗力を具備するための公示の方法は、担保物の種類
によって異なるものとされており、前述したとおり、登録を原則としつつも異なる４つの
方法がなお併存している状況にある。 
そして、以上を前提として、§9-322（a）は、競合債権間の優劣について、登録（filing）
または対抗力を取得した担保権となったとき（perfection）のいずれか早い時点を優先
（priority）の基準時期とする”filing or perfection”の原則を定めている。既に述べたとお
り、UCC では、担保設定の要件を具備するよりも前に登録を行うことが可能であるから、
担保設定後の perfection に先行する形で登録が既に存在することになり、この段階で同一
担保物上の担保権の競合が生じた場合には、登録の先後で優劣が決せられる（first in file 
rule）。但し、UCC 第 9 編では、担保物の種類により占有など登録
．．
以外
．．
の方法での公示及び
対効力の具備をも認めていることは既に述べたとおりであり、first in file を絶対的な優先
の基準とするのではなく、first in perfection についても優先(priority)の基準として採用し、
perfection を先に具備した担保権者には perfection を具備しない担保権者への優先を認め
るという構成をとっている（注 17）。もっとも、§9-303(1)は、対抗力は、担保設定がされ、
かつ対抗力具備に必要な全ての手続きが完了した時点で具備されるものであるところ、こ
の手続きが担保設定以前になされていた場合は、設定時点で対抗力が具備されたものとな
る旨を定めており、対抗力が具備された担保権相互間では、設定に先行して行われた登録
の先後によって優劣が決せられることとなるから、登録の先行によって実体法上の優先権
が確保できる仕組みとなっている。つまり、債権者は、担保合意に先立ち、包括的な人的
財産担保権の設定に備えた担保物の記載を有する貸付証書に債務者の署名を得れば、それ
をとりあえず
．．．．．
登録しておくことで、債務者の全資産について、少なくとも競合する他の担
保権者に対しては優先的な価値支配を行使することが可能となるのであり、その意味では、
登録による公示は、強力な順位保全手段として機能するものであるといえる。UCC では、
自己の権利を確保するための措置を一番早くとった債権者に優先を認めるという考え方が
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採用されており、このような時間的な先行による優先の原則（priority rule）は「早いもの
勝ちの原則」（first in time rule)といわれている。 
 もっとも、競合債権者に対する順位保全手段としての強力な機能にもかかわらず、UCC
における登録の必要的記載事項の内容は、極めてシンプルなものである。登録の記載事項
としては、①債務者氏名②担保債権者氏名③担保物（以上、§9-502）④担保債権者の郵便
住所（§9-516(b)⑷）⑤債務者の郵便住所（§9-516(b)⑸(A)）⑥債務者の法人・個人の別（§
9-516(b)⑸(B)）などがあるところ、このうち、少なくとも①~③が記載されていれば、それ
以外の事項の記載を欠いていても登録は有効であるとされているのである。もっとも、§
9-210 は、債務者から担保権者に債務残額等を問い合わせる照会手続きを定めており、貸付
証書に記載されていない被担保債権額等の情報は、理論上は、債務者への問合せにより入
手できるとも考えられる。しかし、信用供与に汲々とする債務者であれば担保負担を偽る
可能性があることは否めないし、仮に担保権者に直接照会しても、担保権者はそのような
照会に応じる義務はない（注 18）。そうであるとすれば、合理的な公示制度として、高い評
価を得ているファイリング・システムは、権利関係そのものを公示するものでないことは
もとより、「権利関係を知るための情報」を提供するものとしても不十分なものではないか、
とも考えられる。 
しかしながら、この点については、アメリカにおいて、ファイリング・システムが実際
にどのような形で運用されているのか、という観点から検討する必要がある。そもそも、
ファイリング・システム自体が州ごとに独立の制度である以上、個々の登録の確認だけで、
債務者の信用状態に関する完全な情報を得ることは不可能である。そのため、実際には、
全米に系列網を持つ専門のサーチ会社によるファイルサーチが、情報収集の役割を担って
おり（注 19）、その意味では、ファイル上の情報量が限られたものであることは、必ずしも
公示の実効性を損なうものとはなっていない。また、アメリカでは、不動産取引に係る公
的な不動産登録制度は存在しているが、実際には、その謄本を整備して一覧性を高め、法
的な専門知識によって権原をめぐるリスクを解析し、それに基づいて「権原保険」を付す
サービスを行う「権原会社」（title company）なるものが存在しており、こうした専門業者
による登録確認サービスが、郡単位で存在する公示制度の一覧性を補完する役割を担って
きたというコモンロー以来の伝統があることも看過することはできない（注 20）。つまり、
担保取引に係る情報提供という点では極めて簡略化されたものである「ファイリング・シ
ステム」が、いわゆる「公示」手段として機能する上では、こうした社会的な下地が不可
欠のものであり、我が国とはその前提とする取引環境等が大きく異なるアメリカ社会を基
盤として機能してきたシステムであるということを付記しておく必要がある（注 21）。 
実体的な権利の成立と対抗の問題とを切り離し、「時間的な先行」(first in time)によって
優劣が決せられるという UCC 第 9 編の構造は、極めて合理的なものである。また、それを
制度面で支えるファイリング・システムについても、その内容が極めて簡略化されたもの
であることやわが国とは異なる取引環境を前提としたものであることからは、これをその
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まま我が国の公示制度に置き換えることは難しいものであり、その実効性が確保されうる
社会的な下地が必要となるものであるとしても、方式の簡略性を理由として、ファイリン
グ・システムが採用する「公示登録制度」の有効性を否定することは妥当ではない。但し、
公示手段としての現実的な機能ないし有効性の問題をクリアしたとしてもなお、「実体的な
権利関係」（担保権の設定）とは切り離された登録に「強力な
．．．
順位保全手段」としての効力
が付与されることには疑問が残るし、①担保権設定契約→②担保権の公示→③対抗要件の
具備という我が国における通常の担保権設定の過程と比較した場合、②と①の順序が入れ
替わることについては、ある種の不安定さを感じることは否めない。  
登録の先行によって、強大な優先権が確保されるUCC 第 9編における priorityの構造は、
同法の下で発展してきた浮動担保と密接に関連するものであり、その意味で、浮動担保の
実現を企図する国際的な議論でも先駆的な制度として注目を集めていることは既に述べた
とおりであるが、そもそもアメリカ法では、どのような意図で、時間的先行によって獲得
される包括的な優先権を承認してきたのだろうか。以下、起草時における浮動担保をめぐ
る議論を踏まえ、ＵCC 第 9 編は浮動担保の強大な優先をどのような形で認めてきたのか、
あるいは、何らかの形で、その優先は制限されるようなものとなっているのか、その立法
経緯の概略について、簡単に触れておくこととする。 
 
第 3 款 浮動担保と UCC  
「浮動担保」あるいは「浮遊担保」と訳される floating lien については、既に我が国 
でも多くの文献が存在し、「在庫商品や商品あるいは売掛債権などをひとまとめにしたもの
を担保物とし、その上に存する担保権はこれら担保物を構成する個々の商品や個々の債権
の変動にかかわらずその上に浮遊して効力を有するような担保手段」として紹介されてい
る（注 22）。その最大の特徴は、浮動性（ないしは浮遊性）とでもいうべき、担保権の効力
の包括性にあり、個々の構成物の変動にかかわらず、将来にわたって広範に目的物を担保
することができるという点にある。また、棚卸資産や売掛債権といった目的物の性質上、
使用・収益権能のみならず、転売・加工、債権の場合には回収といった処分権能までもが、
担保権設定者に付与されていることも大きな特徴の一つである。アメリカにおいて、設定
者による自由な処分を認めながら、担保権者がなお、強大な効力を維持できる包括的担保
合意が可能となっている理由は、UCC 第 9 編が、担保権者が設定者によって処分された目
的財産の換価金、いわゆる「プロシード」（proceeds）への追及効のみならず、設定者が爾
後に取得する財産(after-acquired property)を担保目的物として捕捉できるものとする、い
わゆる「爾後取得条項」によって、担保目的物の範囲が拡張されるという契約の効力につ
いても、起草当初から一貫して、明文によりその有効性を承認してきたことによる（注 23）。 
ここで注意しておく必要があるのは、「浮動担保」は、英米法の伝統的な法理であるコモ
ンローに由来する概念ではなく、UCC 起草者によって法的な効力を認められた制度である
という点である。元来、コモンローでは、将来において発生あるいは取得される財産をそ
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の発生あるいは取得に先立ち、移転したり負担を課すことはできないとされており（注 24）、
「浮動担保」において重要な機能を担う「爾後取得財産条項」も、コモンローの下では、
認められるものではなかった（注 25）。また、UCC 制定以前の判例が、「担保としての財産
の譲渡において、譲渡人が使用する権利を譲渡人に留めるもの、ないし、同じ目的で目的
財産の換価金を回収する権限を譲渡人に留めるものは、詐害的な譲渡（注 26）にあたり、無
効である」（注 27）としていたことも、動産・債権の譲渡抵当の有効性を承認する上で大き
な障害となっていた。それでは、UCC 起草者らは、なぜ、このような「浮動担保」を有効
とし、それを可能にする法制度を創設したのだろうか。 
UCC 担保編の第一仮草案（Tentative draft No.1）とともに、1948 年に公表された起草 
者の解説（Notes and Comments）では、領域的に採用・施行されている制定法や、取引
慣行によって、上記のようなコモンロー上の準則は既に潜脱されているという(1940 年代
当時の)「近年の傾向」が指摘されている。そして、起草者の見解としては、このような「近
年の傾向」を無視することはできず、「かかる担保取引を一律に禁止することは、もはや正
当化されえないようである」とし、むしろ、「より望ましい案（preferable approach）は、
担保権を有効ならしめ（validate）、そのうえで、第三者（third parties）の権利を明らか
にする（define）ことであろう」と説いている（注 28）。また、UCC 草案が起草された当時、
第二次大戦後の物価変動や産業活動の高度成長及びそれに伴う資金需要の拡大という背景
があったことも看過すべきではない。こうした経済状況を背景として、UCC 第 9 編の起草
者の一人である Gilmore は、当時の製造業においては、棚卸資産（inventory）ないし在
庫商品（stock in trade）といった「流動動産（goods in motion）」を対象とした与信取引
が行われており、「稼動中の企業（going enterprise）を営み、継続的信用供与（continuing 
lien of credit）を望んでいる」借主が弁済を行う唯一の方法は、「それら（流動動産）を動
かして、現金や売掛債権に転化させること」にほかならないこと、そして、このような深
刻な資金需要に応えるものとしての浮動担保の有用性を考慮すれば、「浮動担保に対するコ
モンロー的偏見（common-law prejudice against floating charge）」を存続させるべき理
由はないことを指摘している（注 29）。このような Gilmore の提言は、UCC 起草委員会に
招かれた実務家の見解にも沿うものであり、その後の起草作業は、その経済的合理性から、
浮動担保の必要性を容認する方向ですすめられていくことになる（注 30）。 
但し、起草者 Gilmore のこうした提言の根底には、Pre-Code 期において、様々な形で
脱法的な手段として用いられてきた浮動担保を「技巧」(intolerable technicialities)によら
ず、むしろ端的に容認することで、「狡猾な者を利し、無知な者が害される」という弊害が
減り、その上で浮動担保による広範な優先の許容（unlimited and unrestricted 
application）による不当な結果（undesirable or unjust results）には、適切な「制限」を
かければよいという発想があることは看過すべきではない（注 31）。Gilmore はさらに、自
己の資金を投下している以上、担保権者は、債務者の事業活動について大きな関心をもっ
ており、危機的な徴候についても敏感に察知するものであり、担保権者に債務者の事業活
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動に関するモニタリング機能（policing）を担わせることで、他の一般債権者の利益にも供
するものともなるとの観点から、こうしたモニタリングや債務者への新規融資が阻害され
ないための制約（具体的には、後述する購入代金担保権者の優先など）が機能することを
説いており、あくまでこうした制約が有効に機能し、その効力が合理的な範囲に制限され
るものであることを前提として、浮動担保権者の優越を許容する構成を採用したものと解
される（注 32）。すなわち、彼が浮動担保を承認することを提言した真意は、実務的な必要
性や経済取引の促進といった観点から端的にこれを肯定するというよりはむしろ、浮動担
保の有用性を正面から肯定した上で
．．．．．．．．．．
真に合理的なルールを確立していくという点にあった
といえる。もっとも、担保権者によるモニタリング機能に関しては、後年、Gilmore 自身
が、「債務者の監視」の要件の形式的側面は廃棄されても、その制限の実質的側面は UCC
第 9 編においても維持されるべきであったとし、浮動担保権者の優先を認めることが彼の
想定したような「債務者の監視」機能を喚起することにつながるものとはならなかったこ
とへの率直な反省の意を表明しており、UCC の下で実現した浮動担保の実際は、必ずしも
上述したような起草者の構想に沿うようなものとはなっていない、という点には注意を要
する（注 33）。Gilmore は、次のような言葉で公示の時間的な先行による浮動担保権者の優
先を認めることによって生じる問題状況を的確に指摘している。「浮動担保権者に対して債
務者の監視を義務づけたとしても、彼らが債務者の営業について熟知している以上、債務
者との取引から生じる危険を負担することは十分に可能である。けれども、債務者が倒産
への道を転げ落ちていく間、怠けていた者に一切のものを与えることに、一体意味がある
のか。」（注 34） 
以上を整理すると、UCC 第 9 編による浮動担保制度の創設は、領域的法（判例法・制定
法）にみられたコモンロー制度の準則の緩和傾向を経済的必要性という観点から積極的に
捉えなおす趣旨で着手されたものであって、起草者らが採用した法理は、単なる彼らの概
念的想像の産物ではなく、取引実態に基づくものであるという点で、その合理性を評価す
ることができる。そして、実際的な取引需要に基づき、コモンロー上の準則を潜脱する形
で発展してきた浮動担保の有効性を積極的に認め、これを制度的に保証したことによって、
UCC 第 9 編は、取引の指針となる「安定的で明確な法的枠組み」を提供するという機能を
果たしてきたのであり、ファイリング・システムもまた、浮動担保を実現するための重要
な役割を担ってきたことはいうまでもない。本来、浮動担保（floating lien）は、爾後取得
財産条項・交差担保条項・将来貸付条項といった合意の効力により実現するものであるが、
そのような特別の合意がなくても、登録の先行により債務者の財産上で包括的な優先的地
位を確保することができるという UCC の構造は、浮動担保権者の優先を正面から許容し制
度的に保証するものとして、ファイリング・システムが構築されてきたことを示すもので
あるといえる(注 35) 。 
ところで、包括的な担保設定による強大な優先権を認めることは、必ずしも妥当でない
場合は当然ありうるし、伝統的なコモンローでは、浮動担保によるこのような包括的な優
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先は許容されうるものではなかったことは既に述べてきたとおりである。UCC においても、
必ずしも浮動担保の優先が無制限に認められるものとされているわけではなく、原則的な
優先を認める一方、その優先を緩和し調整を図るための規定も設けられている。 
浮動担保の優先に関する重要な調整規定としては、売買代金担保権(purchase money 
security interest, PMSI；§9-107)に対する時間的先行による優先の原則（First in time 
rule,第 2 款参照。以下「早いもの勝ちの原則」という）の例外を定めた§9-312(3)(4)を挙
げることができる。UCC は、浮動担保の重要な構成要素である「爾後取得財産条項」の有
効性を明文で認めており(§9-204)、担保権について既に登録がなされている場合、債務者
が担保設定後に取得した、いわゆる「爾後取得財産」（after-acquired property）に対して
も対抗力のある担保権が設定される。一方、売買代金担保権は、売主が未払いの売買代金
を担保するために、その売却した物品を担保物とする担保合意を買主と締結することによ
り取得する担保権であるところ、売買代金担保権の登録よりも前に、買主と第三者との間
で爾後取得財産を担保物に含む担保合意の登録がなされていた場合には、早いもの勝ちの
原則からは、売主の売買代金担保権は劣後することになってしまう。爾後取得財産に関し、
最初に登録した者に強い優先的地位を与える早いもの勝ちの原則を貫くことは、浮動担保
の地位を堅固なものとする一方で、債務者と新たに取引をする者の保護に欠け、結果的に
債務者の取引条件を悪化させることにもなりかねないから、なんらかの形でこれを制限す
る必要があることは否定できない。そのため、UCC では、在庫及びその他の担保物上の売
買代金担保権は、先に登録された他の競合担保権について優先することが定められている
のである(§9-312(3)(4))（注 36）。 
さらに、競合債権者を含む第三者に対する関係だけではなく、契約当事者である債務者
との関係でも、爾後取得財産条項の効力を制限すべき場合がありうる。UCC では次のよう
な場合にも爾後取得財産条項によって担保権の効力が拡張されることを制限する規定を置
いている。まず、消費者向け商品が追加担保として提供された場合、それが附合物
（accessions; §9-314）である場合を除いて、担保権者が対価を供与してから 10 日以内に
債務者が当該消費者向け商品に対する権利を取得しない限り、当該消費者向け商品に対す
る担保権設定はない旨を定めている(§9-204(2)。これは、窮迫した消費者が、現在および
将来の全ての財産に制限的権利を設定してしまわないように債務者＝消費者を保護する趣
旨であるとされている(注 37)。また、1999 年の改正 UCC では、商事不法行為債権は、担保
合意の認証時に存在するものに限ることとされ、将来の商事不法行為債権については、爾
後取得財産条項の効力の対象外となるとの規定が新設されている（§9-204(b)(2)）。これは、
担保権者が将来の不法行為債権をも担保対象に含め、信用拡大を行うことがありうること
を懸念し、爾後取得財産条項の効力を制限したものである。 
それでは、こうした調整規定は浮動担保の優先を合理的な範囲内に留めるものとして、
現実に機能しているのであろうか。判例や学説の状況をみるかぎり、必ずしもそうではな
い局面も生じていることは否定できない。特に、売主の代金債権を担保するための売買代
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金担保権と浮動担保との競合の問題は、アメリカ法における伝統的な論点の一つでもあり、
UCC に定める早いもの勝ちの原則の例外規定は、この問題を必ずしも克服できてはいない
（注 38）。また、UCC では、買主との担保合意による約定担保権であり第 9 編の適用を受け
る売買代金担保権のほか、売買取引を定めた第 2 編において、法定担保権である売主の先
取特権に相当する「売主取戻請求権」の制度が定められているが、早いもの勝ちの原則に
よって支えられている浮動担保権者の優先と比べた場合、現実的には売主の未払い代金債
権保全のための効力はそれほど強いものとはいえず、売主の保護の観点から、浮動担保の
優先について問題を指摘する見解も少なくはない（注 39）。調整規定の存在にもかかわらず、
浮動担保の優先が強大にすぎる局面があるという問題に関しては、起草者 Gilmore も後年
これを懸念する見解を示していることは前述したとおりであり、そうであるとすれば、や
はり、UCC 第 9 編によって浮動担保権者に付与される優先権は、極めて強大なものである
ということになりそうである。しかしながら、アメリカにおいては、浮動担保の優先性が
問題となる事例に関し、既に多くの判例の集積があり、浮動担保の強大な優先性の緩和に
尽力してきた判例の集積が一種の「調整法理」として機能してきたことを看過すべきでは
ない（注 40）。 
以下では、我が国における集合債権譲渡担保と租税債権との競合の問題に相当する、浮
動担保と連邦税リーエンの競合をめぐる問題について、アメリカ法における調整の法理を
みていくこととする。 
 
注１ シャタック（1966）、四宮・解説（1961）・２号 162 頁ほか。 
なお、1999 年の改正点も含めた最新の UCC に関する解説としては、田澤元章「アメリカ統一商事
法典（UCC）の概要」（以下「田澤（2000）」という）日本銀行金融研究所 IMES ディスカッション
ペーパーNo.2000-J-26（2000）（http://www.imes.boj.or.jp/japanese/jdps/fjdps2000_index.html）
など。本論文における UCC 条文や UCC 公式解説（Official Comment）の邦訳は、別段の表記のな
いものについては、同論文における田澤教授のものを引用させていただいている。 
注２ UCC の公式テキストが公表されたのは 1952 年に遡るが、州法として初めて採択され発効したのは
1954 年（ペンシルバニア）以降であり、1963 年までは UCC を採択する州は半分以下にとどまって
いた。一方、現行 UCC 第 9 編は、後述するとおり 1999 年の全面改正がされたものであるが、すべ
ての州で採択され、2001 年 7 月 1 日より発効している。 
注３ 日本銀行信用機構室・鹿島みかり「米国の動産担保法制について」日本銀行調査月報 2003 年 8 月
号（2003）3 頁 
注 4 特に昭和 50～60 年代の集合債権譲渡担保の黎明期を経て、債権流動化スキームの発展期を迎えてい
る近時の議論では、担保目的物としての「債権」の特性が強調されてきた感が強い。 
注５ アメリカ法において発達してきた動産担保取引としては、pledge(動産質),chattel mortgage(動産抵
当),conditional sale(所有権留保売買)などがある。本論文が対象とする売掛債権を対象とした担保取
引としては、問屋・商社などのファクターが販売委託者に対する手数料その他の債権の担保として
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手元にある商品や売上代金の上にリーエンを取得した factor’s lien（ファクターのリーエン）などの
手法が挙げられる。 
注６ 田澤（2000）・36 頁 
注７ 田澤（2000）・37 頁 
注８ §9－109 Official Comment4 
注９ WILLIAM D. WARREN ＆ STEVEN D. WALT, SECURED TRANSACTIONS IN PERSONAL 
PROPERTY 6th ed. 149 (2004) 
注 10 青木則幸「資産流動化取引における債権譲渡の分析の視点」早稲田大学大学院法研論集第 52 巻
（2002）（以下「青木（2002）」という）21 頁は、これを「担保権の概念の拡張による包摂」と呼
ぶ。 
注 11 田澤（2000）・37 頁 
注 12 森田修『アメリカ倒産担保法』（商事法務・2005）（以下「森田（2005）」という）61-69 頁は、起
草者 Gilmore は、1820 年代の動産譲渡抵当立法における Transaction Filing と比べ、貸付証書の
示す情報の乏しさを問題視し、本来的に、債務者の信用調査の「手がかり」にすぎないファイリン
グについて、この調査を可能にするためには、担保権者に対し、情報提供を求めるための法的な整
備が必要であると考えられていたことを指摘する。しかしながら、起草者のこのような意図に反し、
情報開示請求権等の手当てはされないまま、担保物記載の方式の抽象化は進み、現在では、銃身を
切り詰めた shot-gun のような、大幅に簡略化された登録（shot-gun notice）が一般化しているとい
う。 
注 13 §9-204Official Comment４ 
注 14 田澤（2000）・42 頁 
注 15 §9-303Official Comment1 
注 16 担保権者に公示を要求する理由は、第三者を秘密のリーエン（secret lien）から保護されることに
あると説明されている。 Schwartz, Alan&Scott, E.Robert, Commercial Transaction 2nd 
ed.at568(1991),角紀代恵「アメリカ合衆国における債権譲渡と対抗要件」ジュリ 1040 号 32 頁(1994)。
なお、森田（2005）では、担保権が「公示による対抗力を具備した状態」を指すものであることか
ら、「perfection」に、端的に「公示」との訳語があてられている。 
注 17 §9-322(a)：本条が別の定めを置く場合を除いて、同一担保物上の競合する担保権及び農業リーエ
ン（＊筆者注：1999 年改正で追加）の間の優劣は、次のルールによって決せられる。（1）競合する
公示された担保権及び農業リーエンは、filing または perfection のいずれか早い順により優劣が
決せられる。優劣順位の基準時は、担保物についての登録が最初になされた時点と、担保権ないし
農業リーエンが最初に公示された時点との、いずれか早い方である。但し、その後ファイルも公示
もない期間が生じた場合はこの限りではない。（2）公示された担保権及び農業リーエンは、競合す
る公示されていない担保権及び農業リーエンに優先する。（3）競合する担保権または農業リーエン
がいずれも公示されていない場合には、最初に設定され、または有効となったものが優先する。 
注 18 森田（2005）・88 頁 
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注 19 森田（2005）・114 頁 
注 20 LYNN LOPUCKI, ELIZABETH WARREN, SECURED CREDIT ; A SYSTEM APPROACH    
4th ed.345(2002)、森田（2005）・114 頁 
注 21 森田（2005）・115 頁 
注 22  谷口安平「浮遊担保と否認権―アメリカ統一商法典と連邦破産法の一問題」京大法学論叢 88 巻
4=5=6 号 156 頁（1971） 
注 23 青木則幸「アメリカ統一商事法典第 9 編における浮動担保制度の史的考察―事業収益を基礎とする
動産担保の制度設計に向けて―」早稲田法学 79 巻 2 号（2004）（以下「青木（2004）」という）63
頁以下。右論文は、浮動担保概念の生成過程を、第Ⅰ期（萌芽的構想の公表過程）、第Ⅱ期（在庫
担保取引としての伝統ある特定の取引類型についてのみ効力強化を試みた過程）、第Ⅲ期（狭義の
フローティング・リーエン法理の確立期）に分類して整理する。なお UCC 起草過程については、
様々な観点からの検証が行われており、その分析は論者によっても異なるものとなっている。資料
として、Robert E, Scott, The Politics of Article9, 80 VA. L. REV. 1783, 1804-06(1994), Heather 
Lauren Hughes, Creditor’s Imagined Communities and Unfettered Expansion of Secured 
Lending, 83 Denv. U. L. Rev.425 (2005), Allen R. Kamp, Downtown Cod: A History of Uniform 
Commercial Code1949-1954, 49 Baffalo. L. Rev. 359(2001)など。 
注 24 nemo dat qui non habet（No one gives what he possesses not;「自らもたざる物を与えることは
できない」）とは、権原 (title) のない者から譲渡を受けても、その物についての権原を取得できず、 
真の所有者に対抗できないという原則を示す（田中英夫編『英米法辞典』（財団法人東京大学出版会・
1991）（以下「田中（英）」という）581 頁）。 
注25 角紀代恵「アメリカ法における爾後取得財産条項の効力」中川良延ほか編『星野英一先生古稀祝賀・ 
日本民法学の形成と課題・上』（有斐閣・1996）359 頁 
注 26 fraudulent conveyance とは、債権者を詐害するために行われる財産の譲渡であり、破産法上は管
財人の否認権の対象となるとされている（田中（英）（1991）・363 頁）。 
注 27 Benedict v.Ratner,268U.S.353(1925) 父・Ratner が息子の経営するカーペット会社に対し、現在
及び将来の売掛債権（present and future accounts receivable）を担保とする貸付（一種の譲渡担
保）を行ったが、その後、第三債務者が破産するに至り、当該第三債務者の破産管財人がこの売掛
債権の譲渡の有効性を争った結果、当該譲渡担保が無効とされた事例。但し、同判決は、将来債権
譲渡担保そのものを否定したものではなく（争点は親子間で行われた当該譲渡担保合意の「詐害性」
にある）、「fraudulent conveyance」となりうる場合がある
．．．．．．．．．．
ことを判示した事例であり、その後の議
論では「同判決の射程がどこまで及ぶのか」が大きな論点となった。 
注 28 青木（2004）・2 号 76 頁以下 
注 29 Grant Gilmore, Chattel Security Ⅱ,57YALE L.J.761,776(1948)  
注 30 判例においては、既に 1930 年代後半から、前述の Benedict 判決の射程を狭め、取立権の留保され
た譲渡担保についても詐害的譲渡にはあたらないとする判決がみられるようになり（リーディング
ケースとして、 In re New York, New Haven and Hartford Railroad Co., 25 F. Supp. 
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874(Conn.1938)）、1940 年代以降は、Benedict 判決の射程を限定的に解する傾向が強まっていった
といわれる。しかし、一方で受取債権勘定に関する爾後取得財産条項については、浮動担保の優越
に批判的な見解も根強く、「これを克服する潮流の集大成」として、UCC が浮動担保の承認を制度
的に打ち出したという経緯があったことも指摘されている（森田（2005）・40 頁、69 頁）。 
注 31 Gilmore, SECURITY INTEREST IN PERSONAL PROPERTY(1965)360（The old rules, in so far 
as they have any surviving vitality, lead only to intolerable technicialities in the law, which 
penalize legitimate transactions and serve as traps for the unwary and the unskilled.） 
注 32 森田（2005）・44-45 頁は、爾後取得財産条項や将来貸付条項の承認は、一般債権者のために浮動
担保権者が policeman として機能するという Gilmore の構想によれば、浮動担保による優先を認め
られる一方で、担保権者は、爾後取得財産条項の上に「あぐらをかく」のではなく、債務者の財政
状況をモニタリングするという任務を負うものであったが、こうした構想を裏切り、その後の取引
実務は、競合債権者に対する強大な優越的地位を確固たるものとする形で発展していったことを指
摘する。 
注 33 Gilmore, The Good Faith Purchaser Idea and Uniform Commercial Code: Confession of a 
Repentant Draftsman, 15 GEORGIA L. REV. 625(1981) 
注 34 Gilmore, supra note33 at 627“The financing assignee, who serves a useful function in providing 
working-capital loans, is not an ignorant stranger. He is in position to find out―and, before 
putting up his money, does find out－all there is to know about the operation of his borrowers. 
He has a close and continuing relationship with them. He can, if he chooses, require the strictest 
accounting from them…..does it make any sense to award everything ton a secured party who 
stands idly by while a doomed enterprise goes down the slippery slope into bankruptcy?”本本論
文引用の邦訳は小山・後掲注 39・(二)66 頁による。 
注 35 森田（2005）は、登録の先行による優先的地位を「担保オプション」と定義する。そして、UCC
第 9 編は、担保オプションの付与を通じ、債務者に対して最初に担保貸付を行う者に、爾後の担保
貸付を行う者に対する優越的な地位を実現する」という法技術思想として有していることを指摘し、
このような法技術思想を「初期融資者の優越」と定義し、その制度構成を詳細に分析している。 
注 36 なお、UCC は、売買代金担保権の発生後登録までの間に成立したリーエン債権者に対しても、例
外的に債務者が売買代金担保権の対象となる担保物の引渡しを受けた後、一定期間内に登録を行え
ば、当該売買代金担保権はリーエン債権者に優先するとの例外を設けているが、1999 年の改正では、
この一定期間は 10 日から 20 日に拡大されている（§9－324(a））。 
注 37 田澤（2000）・43-44 頁 
注 38 William Louis Tabac, BATTLE FOR THE BULGE: THE RECLAIMING SELLER VS. THE 
FLOATING LIEN CREDITOR , 2001 COLUMBUS. L. REV. 509 
注 39 この問題について、我が国における譲渡担保と売主の動産先取特権との競合との比較法的考察とし
て、小山泰史「アメリカ法における浮動担保と売主取戻請求権の競合」（一）民商 110巻 4･5号 239-267
頁、（二）110 巻 6 号 64-93 頁（1994）がある。 
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注 40 売主の未払代金債権と浮動担保との調整に関する先例として、In re Sammuels & Co., Inc., 526 F. 
2d at 1238 (5th Cir.1973) ほか 
 
 
第 3 節 アメリカ法における租税債権の優先的地位と私債権との調整法理 
第 1 款 考察の対象と目的 
 本章では、債権競合の問題に関するアメリカ法との比較法的考察の一環として、アメリ
カにおける連邦税リーエンと競合債権との利益調整に係る判例法理の生成・発展過程を見
直し、その意義を考察する。 
連邦税リーエンの優先を確保するために、判例が確立した choateness doctorine と呼ば
れる法理が、連邦税リーエンと私債権との競合の問題に採用されるようになったのは 1950
年代の初めであるが（注 1）、その起源は、支払不能債務者の財産処分時における連邦債権一
般の優先を定めた支払不能法（注 2）にまで遡ることができる。この法理について、アメリ
カでは、既に多くの論文が発表されており、わが国においても、1954年のFrank R. Kennedy
の論文（注３）を基に 1950 年代までのアメリカの判例の状況について整理し、「未完成リー
エンの法理」として、choateness doctorine を紹介した先行業績として、須貝脩一「米国連
邦の租税優先権」（注 4）がある。本論文は、choateness doctorine の生成・発展の過程の記
述に関し、須貝論文に重複する部分があるが、その後の数度の法改正を経てもなお、この
法理を活用した 1950 年代の判例が、先例としての意義を失ってはいない点に着目し、アメ
リカにおける連邦税リーエンと競合する他の債権との利益調整についての最高裁の考え方
（その混迷ぶりも含めて）を示すものとして、この法理の意義を再考するという点で、そ
の視点を異にする。 
ところで、連邦税リーエンの競合債権に対する優先には、州その他地方公共団体に対す
るものと、私債権者等に対するものがあるが、判例は、そのいずれにもこの法理を適用し
ている。この点について、私債権者との競合問題は、いわば州債権と連邦債との優劣に関
する競合問題に巻き込まれてしまったにすぎないとの指摘もあり（注 5）、この二つの競合問
題には、異なる論点があることはいうまでもない。しかしながら、連邦税リーエンの優先
の問題は、州その他地方公共団体の債権との競合のみならず、UCC をモデルとした州法に
基づく商取引から生じる私債権にも共通するところであり、判例においても、私債権と州
その他地方公共団体の債権との別を問わず、共通の事例が先例として引用されている。し
たがって、同法理の生成・発展過程を考察するにあたり、本論文では、私債権のみならず、
州その他地方公共団体の債権との競合に関する判例についても、考察の対象として取り上
げる。但し、本論文は、州法に対する連邦法の優先の問題について論じるものではない。
筆者の関心は、あくまで、財源の確保と競合債権者の利益保護という二つの相対立する要
請に対し、連邦税リーエンの制度が、どのように調和を図り、どのような基準で両者の優
劣を決するものとされるのかという点にあり、競合債権者に対する連邦税リーエンの優先
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を定めた IRC （the Internal Revenue Code（内国歳入法典）；以下、IRC という）6323
条に関する改正の大きな原動力ともなった、UCC 法理とのギャップに注目し、判例がこの
問題にどのように対応してきたのかを考察することが本節の目的である。 
UCC がアメリカにおける商取引のモデル法としての地位を確立していることはよく知 
られていることであるが、商業融資の手法として、将来の売掛債権、棚卸資産や長期契約
から生じる権利といった爾後取得財産の形で融資契約を担保するのが一般化したこと、そ
して、このような実務を追認する形で編纂された UCC が、ほとんどの州で採用されるに至
り、UCC の後押しとともに、いわゆる浮動担保融資が拡大していったことで、連邦税リー
エンとの競合問題への関心（あるいは批判）は大いに高まった。すなわち、包括的な担保
合意に基づき、将来債権等を含め、広く債務者の総財産を対象とした担保手法が定着し、
競合債権者にも対抗しうる強力な初期融資者の優先が確立していく中で、同じく「債務者
のすべての財産」上に包括的な物権的効力を有する連邦税リーエンは、動かしがたい壁と
して立ちはだかっていたのである（注 6）。そして、その壁をより堅固なものにしているとし
て批判されてきたのが、後述する choateness doctrine だった。 
わが国において新たに導入された動産公示制度の立法過程においても、UCC ファイリン
グ・システムをモデルとする議論がしばしば展開されていたところであり、国際的な情勢
からも、わが国における動産・債権担保法制の改正は、UCC から強く影響を受けたものと
なっているようである。このような動向は、新たな局面を迎えつつある、わが国の動産･債
権担保取引における実務上の要請を反映したものにほかならず、民法はもちろん、国税徴
収法も含め、多くの関連法規が、不動産を前提とした論理の再考を求められている。現在
の状況は、商取引の拡大と新たな展開に直面し、それに対応する新しいルール作りを模索
していた、UCC 導入直後のアメリカの状況とも重なる部分がある（注 7）。実際、1950 年代
の判例の変遷や連邦税リーエン規定の改正の歴史は、競合債権者との利益調整の歴史その
ものであるといっても過言ではない。今後のわが国における同種の債権競合問題への示唆
を得ることを意識しつつ、実務取引の拡大が先行する状況の中で、判例とともに発展して
きた、アメリカにおける連邦税リーエンと競合債権者との利益調整の法理を考察していく
こととする。 
 
第 2 款 連邦税リーエンに関する立法・改正の経緯 
議論の前提として、連邦税リーエンと他の債権者との競合に関する立法・改正の経緯と
関連する IRC 及び UCC の現行規定について、最初に確認しておく。 
 
１ 立法・改正の背景と経緯 
連邦税リーエンに関する立法の歴史を遡ると、支払不能に陥った債務者の資産に関する
連邦債権の優先を定めた支払不能法に行き着く。同法は、支払不能に陥った債務者の資産
の配当における連邦債権の優先を定めることにより、国の歳入を確保することを目的とし
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ており、当初の立法は、当時、アメリカ経済の中心的な役割を担っていた船や輸入商品を
対象としたものであった（Act of July31, 1789）。その後まもなく、全ての支払不能債務者
に国の優先は拡大されたが（Act of Mar.3, 1797）、支払不能法による連邦債権の優先は、債
務者が既に占有を喪失した資産にまで及ぶものではなく、実際には、重大な債務超過の状
態に陥っており、租税債権についても回収が難しい状況にありながら、同法が適用される
「支払不能」の要件を回避することで、国の債権の優先が機能しない場面が生じていた（注
8）。このような支払不能法の「抜け穴」(loophole)を塞ぎ、国の歳入を確保するために考案
されたのが、「租税リーエン」の制度であり、当時、南北戦争による財政需要の拡大がその
背景にあったということが指摘されている（注 9）。 
それでは、この租税リーエンとは、どのような性質のものであり、どのような効力をも
っているのであろうか。「リーエン」（lien）は、一般に、わが国の留置権に近い性質をもつ
common-law lien (または possessory lien; retaining lien)、先取特権にあたる equitable 
lien (または charging lien)、制定法によって創設される特別の優先権である statutory lien 
の３つに分類される。アメリカ法においては、リーエン（lien）の語は、広く物的担保一般
を意味する場合もあり、 この場合には mortgage (譲渡抵当)もこれに含まれるとされる（注
10）。連邦税リーエンは、このうち、制定法リーエン（statutory lien）に分類されるもので
あり、IRS（Internal Revenue Service;内国歳入庁）の査定に基づく請求後もなお、租税債
務者が国税を支払わなかった場合に、債務者の全資産上に成立するものである（IRC6322
条）。連邦税リーエンは、納税者に対しては、なんら公示なくして、直ちに執行可能な性質
のものであり（6331 条（a））、未払いの租税及び附帯税、利息、罰金、経費の総額につい
て、その査定の日にさかのぼって生じ、弁済または時効によって消滅するまでは、物権的
効力を有する（6322 条）。そして、この権利は、査定後に取得した資産も含めた納税者の「す
べての資産」上で成立するものであり（注 11）、その範囲及び目的の点で、包括的（general）
なものであるとされる。 
連邦税リーエン制度が創設された当初、法は、連邦税リーエンに関して、なんらの公示
の要件を規定してはいなかった（The Act of July 13, 1866）。しかしながら、このような包
括的な強い物権的効力をもつ権利がなんらの公示なくして実行されることは、取引の安全
に極めて重大な影響を及ぼしうる、大きな脅威であることはいうまでもない。この「隠れ
たリーエン」（secret lien）の問題が、その後の立法につながる、大きな論争に発展する契
機となったのが 1893 年の Snyder 判決（注 12）であった。同判決は、1879 年に煙草税（注
13）の滞納により発生した滞納者 Snyder 所有の不動産上の連邦税リーエンに関するもので
ある。滞納者は、1881 年に右不動産を善意の買受人に売却していたが、国は、リーエンを
行使するために滞納者及び不動産譲渡人を相手方として訴を提起した。不動産所在地であ
るルイジアナ州法では、不動産に関する特権で登記されていないものに関しては 3 年の消
滅時効が規定されていた。同判決は、連邦税リーエン制度は連邦法に基づくものであり、
州法の適用を受けるものではないとの立場をとり、連邦税リーエンは、善意の買受人に対
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しても予告なくして行使され得るものであるとした。このような判決の結論に対する批判
から、連邦税リーエンの公示制度に関する立法を求める声が高まり、公示なくして納税者
以外の第三者に対しても、絶対的な効力をもっていた連邦租税債権の優先は見直されるこ
ととなった。 
その後、連邦税リーエンの登録の要件が明文で定められ（Act of March 4, 1913）、リー
エンの通知書を州法の指定する事務所またはこの指定がない場合には連邦地方裁判所の書
記に提出し、いわば、公的な登録が具備されるまでは、特定の第三者に対しては、有効な
ものとはならないことが規定された。当初、この登録の要件により、保護されるべき第三
者は、「買受人・モーゲージ権者・判決債権者」に限られていたが、同様の保護を受けるべ
き者として、1933 年には、さらに、「質権者」がそのリストに加えられた。 
しかしながら、1950 年以降、後述する choateness doctrine を採用することにより、連 
邦税リーエンの優先を認める判決が続き、登録を要件とした場合であってもなお、競合債
権者の利益が大幅に制限されうるとの印象は否めなかった。また、後述するように
choateness doctrine自体も、判決の意図や射程範囲等についても不透明な部分が多く、UCC
法理とのギャップを拡大するものとなりうることから、1950 年代後半には、choateness 
doctrine への批判とともに、連邦税リーエンの見直しの動きが高まっていった。その結果、
アメリカ法律協会の提案を受け、1958 年、下院において特別委員会（Special Committee on 
Federal Liens）が創設され、これまでの判例における争点を踏まえ、法案が審議された。
その後、1966 年に成立した連邦税リーエン法（FTLA; federal tax lien act）では、「質権者、
モーゲージ権者」を「担保権者（holders of security interests）」、「判決債権者」を「判決
リーエン債権者」に置き換えたほか、「買受人」の定義を見直し、保護される第三者として、
メカニクス・リーエン権者が追加された。これらの改正は、保護の対象となる権利は、そ
の形式よりはむしろ実質に応じて判断すべきであるという判例・実務を考慮し、その定義
を見直したものであると解される。また、連邦税リーエンの登録が先行する場合であって
も、UCC における早い者勝ちの原則の例外としての取扱いに準じて、特定の商取引に関し
ては、その優先を認めることとする、superpriority の制度もこの時期に創設されている。
このような一連の改正の最大の目的は、UCC に基づいた商取引の実状を反映させ、両者の
間のギャップを埋めることにほかならない。そして、その後も、この UCC とのギャップを
埋めるべく、改正が重ねられた結果、現行の IRC6323 条は、極めて複雑な規定となってし
まっているということは否定できないが、ともかくも、UCC における競合債権者間の優劣
ルールを反映させる方向で改正を重ねた結果として、保護の対象となる競合債権者の権利
の範囲は、劇的に拡大したといえる（IRC6323 条）。それでも、このような一連の改正は、
単に既存の法を再編し、制定しなおしただけのものであり、実質的には、期待されていた
ような連邦税リーエンの優先に関する影響はほとんどなかったという厳しい指摘も少なく
ない。この点については、具体的な判例を検討した上で、後述するが、その前提として、
ひとまず現行法規について整理しておく。 
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２ 連邦税リーエンに関する現行法規  
連邦税リーエンは、①租税の査定があり、②その支払いが請求され、③請求後も、その
支払がなされなかったという３つの要件を具備した場合に成立する（IRC6321 条）。連邦税
リーエンの効力は、租税の査定のときにさかのぼって生じ、租税が完納されるか、時効に
より連邦税リーエンが執行不可能なものとなるまで、動産・不動産を問わず、納税者に帰
属する全ての資産上で執行することが可能である（6322 条）。連邦税リーエンは、納税者に
対しては、なんらの登録手続を要せず、執行可能なものであるが、納税者以外の第三者に
対する関係では、その効力は制限される。連邦税リーエンの優先が制限される範囲は、第
三者の権利の性質によって異なり、連邦税リーエンの登録の時期に関わらず、絶対的な優
先（superpriority）が認められる場合がある（6323 条(b)）（本論文では、6321 条が対象と
する一般的な担保権等との優劣に関する原則についてを考察の対象とする。）。既に確認し
たとおり、連邦税リーエンは、その登録がなされるまでは、いかなる「担保権者（holders of 
security interests）に対しても有効なものとはならない（6323(a))。ここでいう「担保権」
とは、「債務の支払いや履行を担保し、または、損失や負債を保証するための契約から生じ
た権利」であると定義され、後続の無担保債権から生じた判決リーエンに対し、州法にお
いて保護が認められるものであり（protected under local law）、既に金銭その他の金銭相
当の対価の引渡しがされている範囲で保護されることになる(6323(h)(1))。したがって、競
合債権者の優先が認められるためには、連邦税リーエンの登録以前に、この「担保権」と
しての要件を具備しておく必要がある。なお、連邦税リーエンの通知が登録された後に生
じた担保権であっても、「商業上の融資」等の要件に該当する場合（注 14）、その貸付が連
邦税リーエンの登録を知らずに行われたならば、連邦税リーエンの登録後、45 日以内に行
われたすべての貸付について、連邦税リーエンに優先することが認められる。また、善意・
悪意を問わず、連邦税リーエンの登録の 45日以内に債務者により取得された担保物上では、
商業上の融資に係る担保権の優先が認められる（6323（c）(1)）。 
次に「州法において、後続のリーエン債権者に対して保護が認められる場合」の要件と 
して、競合する債権者間の優劣に関する UCC 第９編の規定についても改めて確認しておく
こととする。 
 
３ UCC における競合債権者間の優劣の調整 
UCC では、貸付証書の登録による公示が、実体法上の担保権設定（attachment）に先行
して、完全に有効に行われうる（第 2 節第 2 款参照）。一方、担保権者が担保権を取得する
のはあくまで、担保権設定のときであり、§9-203（a）では、「担保物が担保権上に設定さ
れるのは、当該担保物について担保権が債務者に対して、実行可能(enforceable)となった時
点においてである」とされている。したがって、登録が先行していたとしても、担保権の
設定（attachment）があるまで、債権者は、対抗可能な担保権（a perfected security interest）
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を取得していないことになる。しかしながら、担保権者相互間の優劣は登録の時点と対抗
可能の状態となった時点（perfection）の時点のいずれか早い時点を担保権の優先（priority）
の基準時としていることは既に述べたとおりであり（§9-322（a））、債権者は、担保合意
に先立って、包括的な人的財産担保権の設定に備えた担保物記載を有する貸付証書に債務
者の署名を得て、それをとりあえず登録しておくことで、債務者の全資産について、他の
担保権者に対し、優先的な地位を獲得することができるわけである（注 15）。 
但し、このような後続の債権者に対する「優先的な地位」の意味を離れて、登録それ自
体が perfection と同一視されうるものではない。すなわち perfection の概念は、あくまで
実体法上の権利を前提とするものであり、この点で両者には大きな相違がある。確かに、
実体的な権利の取得の有無にかかわらず、優先的地位の取得に関する当事者の意思決定が
どの時点で行われていたか、その意思決定段階での登録の先後で優劣を決することには合
理性が認められる。しかしながら、実体法上の権利の取得と切り離された公示の先行によ
る優先が妥当しない場合も当然ありうる。法定の先取特権としての性格を有するリーエン
との競合の場合がまさにそうであり、UCC では、リーエン債権者に対する優劣の判断基準
時を、①perfection または②9-203(b)(3)の定める実行可能性（enforceability）に関する４
つの要件の一つが充足され、かつ当該担保物をカバーする貸付証書がファイルされた時点
のいずれか早いときとしている（§9-317）。つまり、リーエン債権者に対する関係では、
単に登録が先行しているというだけでは、優先的地位を主張するのには不十分とされてい
るのである（注 16）。 
連邦税リーエンとの競合において、その優先を認められるためには、「後続の無担保債権 
から生じた判決リーエンに対し、州法においても保護が認められるもの」でなければなら
ないから（IRC6323(h)(1)）、競合債権者は、連邦税リーエンの登録よりも前に、後者の、
より厳格なものである、リーエン債権者に対しての対抗力（lien perfection）を具備してお
く必要があることになる。それでは、実際に、どのような場合に租税リーエンに対する優
先が認められるのか、判例を基に考察していくこととする。 
 
第 3 款 判例の展開 
１ 連邦税リーエンとの優劣に関する判例の状況とその背景 
choate とは、権利の実現の要件を全て具備した、「完全」な状態をいう（注 17）。対抗要
件その他担保権実行のための全ての要件を具備した「完全なリーエン」を choate lien とい
い、choateness doctrine も、このような意味での「完全」の概念がその中心にあるものと
解されるから、本論文では、以下「完全性の法理」との訳語をあてることとする。 
既に確認したとおり、連邦税リーエンの制度は、南北戦争を背景とする財政需要の拡大
を背景として、国の歳入を確保することを目的として創設されたものであったから、立法
当初、歳入の減少につながるような競合債権者の権利を保護するための規定はなんら設け
られていなかった。そのため、1893 年の Snyder 判決では、善意の買受人に対してさえ、
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なんらの公示なくして、その効力を主張することができるものとされたわけであるが、こ
の判決への批判を契機として、議会は、特定の第三者に対しては、登録による公示を要件
として、連邦税リーエンの効力を制限する立法に踏み切った。競合債権者は、「連邦税リー
エンの登録によりも前、後続の無担保債権から生じた判決リーエンに対し、州法において
も保護が認められるような権利を取得していた場合」に、連邦税リーエンに対する優先を
認められることになり、その後も、この第三者の範囲を拡大する改正が重ねられたわけで
あることは既に述べたとおりである。それでは、一連の改正の結果、連邦税リーエンとの
ギャップは解消し、このような問題は既に過去のものとなったのであろうか。判例の状況
を見る限り、その答えは否、ということになりそうである。確かに、改正の結果、6323 条
の債権者の範囲は劇的に拡大した。しかしながら、登録のときを基準として競合債権者と
の優劣を決するという原則自体が変わったわけではなく、判例は、あくまで原則的な連邦
税リーエンの優先に対し、「例外的に」優先が認められることとなる競合債権者という観点
から、その解釈には慎重な姿勢をとっている。すなわち、実際には、この規定による保護
がどこまで及ぶのかは、連邦法の問題であるとされ(注 18)、優先を認められない場合が少な
くはない。連邦税リーエンと競合債権者との優劣に関する争点は、まさにこの点にあり、
連邦税リーエンに対する優先が認められるための基準として「choateness」を要件とする
判例法理が形成されてきた。以下では、まず、この法理の生成・発展過程をみていくこと
にする。 
 
２ choateness doctrine の生成と発展 
 「完全性の法理」が最初に用いられたのは、支払不能法に基づく連邦税債権の優先が争
われた 1929 年の Spokane Country 判決（注 19）であった。同事件では、支払不能債務者
の管財人が有する資産上での Spokane County の地方税リーエンと連邦税リーエンとの優
劣が争われた。地方税リーエンは、連邦税リーエンに先行し、特定の資産上での差押を行
っていなかった。そのため、地方税リーエンは、法定の手続に基づく perfection を具備し
ていない、不完全なリーエン（inchoate lien）であるとされ、連邦税リーエンに対する優先
は認められなかった。この判決により、支払不能法に基づく連邦税債権の優先に対し、競
合債権者の債権が保護されるためには、その債権が「完全」なものでなければならないと
の原則が確立された。 
その後、州ガソリン税のリーエンと連邦税リーエンの競合に関する事例では、その対象 
財産が包括的であったことから、州の租税リーエンは「特定的」(specific)ではなく、リー
エンにより担保される債権の額も未確定（uncertain）で、リーエンを実行するための司法
手続き（judicial procedure）も行われていないのであるから、州の租税リーエンは「不完
全」(inchoate)なものであるとし、目的物の特定や金額の確定といった具体的な完全性の要
素について言及されている（注 20）。また、1946 年の Campbell 判決（注 21）では、「完全性」
をさらに詳細な基準へと発展させ、連邦債権に優先する「完全なリーエン」であるために
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は、リーエン権利者・金額及び対象の確定という 3 つの要件のみならず、特定及び完成が
認められるためには、権限の移転または占有が必要であるとした。しかしながら、いずれ
の判例においても、結果的には、連邦債権の優先が認められるような完全性は認められて
おらず、判例が「州法に基づくリーエンが、連邦債権の優先の適用を制限するような特定
的(specific)で対抗力のある状態（perfect）かどうかについては、連邦法の問題である」と
の立場をとっていることからも（注 22）、支払不能法に基づく連邦債権の優先を制限するよ
うな「完全性」の壁は、相当堅固なものであったといえる。 
 既に述べたように、連邦税リーエンは、支払不能法の適用が及ばない部分をカヴァーす
るために創設されたものであり、その後、第三者の権利との調整規定が設けられてはいる
ものの、歳入の確保という点では支払不能法と目的を一にしている。このような点に鑑み、
1950 年の Security Trust 判決（注 23）では、完全性の法理は、連邦税リーエンの優先にも
適用されるものとの判断が示されている。この事件では、納税者と係争中であった債権者
は、連邦税リーエンの登録前に、判決の取得を前提とした差押リーエン（attachment lien）
について、州法に基づく要件を具備していた。しかし、同判決は、特定的で対抗力のある
リーエン（specific and perfected lien）についての州法の判断は尊重されるべきものではあ
るが、連邦法の問題としての再考が必要であるとし、債権者のリーエンは、国以外の競合
債権者からは保護されるものであるが、判決が確定する前の段階での効力は、あくまでも、
執行のための重要な手続が取られるかどうか次第であるという意味で「偶発的」なものに
すぎないとした。そして、このようなリーエンは「完全なリーエン」であるとはいえず、
国に対する租税債務の徴収を確保するという連邦税リーエンの目的を達成するため、支払
不能法における連邦債権の優先と同様の原則、すなわち「完全性の法理」から、不完全な
リーエンに対しては、連邦税リーエンが優先すべきであるとした。 
 1940 年代までの下級審判決では、連邦税リーエンもまた、担保設定の時間的な先後に従
って、優劣を定めることが原則とされ、「完全性」を問題として、既に設定されていた競合
債権の優先が否定されたことはなかった。つまり、Security Trust 判決は、同判決以前の下
級審判決の立場を完全に覆すものだったのである。登録を要件として、競合債権者に対す
る優先が制限されうる連邦税リーエンについても「完全性の法理」の適用対象となるとし
た判断に対しては、なんらの例外規定もなく連邦債権の最優先を定めている支払不能法の
場合と同一の「完全性」が要件とされた場合、競合債権者の利益を保護するために設けら
れた連邦税リーエンの通知登録規定の立法趣旨を損なうことにもなりかねないという点が
大いに問題視された（注 24）。 
 連邦税リーエンとの競合における「完全性」の基準に関する先例的判断を示したのが、
1954 年の New Britain 判決(注 25)であった。この事件は、New Britain 市の不動産税と水
道使用料に関する地方税リーエンと連邦税リーエンとの競合が争われたものであり、地方
税リーエンは、連邦税リーエンの成立以前に課税対象である不動産上に設定されていた。
同判決は、リーエン債権者が、「完全なリーエン」を有しているために、「これ以上はもう
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なにもすることはない」という状態、すなわち、「リーエンの権利者・リーエンの対象とな
る資産・リーエンの額のいずれもが特定されている」という意味で、対抗力のある権利と
して「完成」された状態（perfected)であれば、「完全な権利」として、その後に生じた連
邦税リーエンに優先するとし、このような基準に照らし、本件地方税リーエンには、未確
定な要素はなく、「完全なリーエン」であるとした。さらに、同判決は、先行する債権者は
優先的に満足を受けることができるという「早い者勝ちの原則」を普遍的な原則であると
している。そして、連邦税リーエンとの競合においては、その先後を決する時期は、「完全
性」を具備した時期と解すべきであり、この意味では、連邦税リーエンとの競合において
も、「早い者勝ちの原則」が貫かれうるとの立場がとられているのである。 
New Britain 判決は、設定(attachment)ではなく完全性（choateness）の具備の先後に
よって優劣を決するという形で「早い者勝ちの原則」との調和を図るべきであるとし、少
なくとも、「連邦税リーエンとの競合の場合には完全性の法理を適用したとしても、競合
債権の優先が認められる場合がありうる」という新たな方向性を示したという点で、大き
な転機となるものであったといえる。また、完全性の法理の適用の結果、州法に基づくリ
ーエンを「完全」なものとして、その優先を認めた初めてのケースであったという点でも、
同判決は大いに注目されうるものであった。それでは、連邦税リーエンとの競合における
「完全性」とは、具体的に、どのような点で支払不能法における場合のそれと異なるもの
であり、その結論を全く逆なものとした決定的な差異はどこにあったのだろうか。残念な
がら New Britain 判決では、両者の具体的な相違点については、明らかになっていない。 
実際、New Britain 判決が示した３つの完全性についての記述は、それまでの支払不能
法に関する先例を踏襲したものにすぎず（注 26）、同じ完全性という文言を用いながら、支
払不能法の場合と全く逆の結論をとったことは、結果的には連邦税リーエンとの競合に関
する完全性の基準を非常にわかりにくいものとしているように思われる。その後、同判決
は、連邦税リーエンとの競合に関する完全性の基準を示したものとして多くの判例で引用
されてはいるものの、同判決にいう
．．．．．．
「早い者勝ち」の原則から、対象資産の個別の特定の
ない包括的なリーエンについて、完全なリーエンであることが認められたのは、連邦税リ
ーエンとほぼ同一の内容・性質の地方税リーエンについて、リーエンを完成させるための
税額の査定が先行していたことから、その優先を認めた 1964 年の Vermont 判決（注 27）
わずか一例にとどまる。実際には、New Britain 判決後も、依然として、金額の未確定や
対象資産の特定がないことを理由に「完全性」を否定する結論をとる判決がほとんどであ
り、制定法上のリーエンについて、権原や占有（title or possession）を取得していると認
められない場合には、リーエンは「包括的で未完成」(general and unperfected)なもので
あり、特定的で完成した「完全なリーエン」ではない（注 28）という支払不能法における
完全性の基準は、そのまま維持されているものといえる（注 29）。このような判例の状況は、
New Britain 判決が連邦税リーエンとの競合における完全性の基準を緩和する方向性を示
したことと矛盾するものであり、完全性の法理に対する困惑は一層強まったといえる。 
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完全性に関する判例の中で、特に激しい批判と困惑を生じさせたのが、制定法上のリー
エン(statutory lien)のみならず、条文上、リーエンの通知の登録に先行している場合に優先
が認められることが明記されている、モーゲージなどの担保権、いわゆる契約上のリーエ
ン（contractual lien）にも完全性が必要であるとした判決であった（注 30）。「完全性」と
いう、条文にはない、さらに厳格な要件を課すことは 6323 条の立法趣旨を損なうものであ
るばかりでなく、特定の財産上での権原や占有の取得といった実体法上の権利を重視した
完全性を基準として競合債権者間の優劣を決することは、現行の担保取引のメカニズムを
無視したものであるというのがその論拠であり、UCC とのギャップが議論の中心となって
いった。その後、このような批判を踏まえ、UCC に基づく商取引理念との調整を目的とし
て、連邦税リーエン規定の大規模な見直し作業が行われた結果、1966 年には改正連邦税リ
ーエン法が制定されたわけであるが、既に述べたとおり、実際に改正後の条文を見ても、
連邦税リーエンの原則的な優先と通知の登録に先行する特定の権利については例外的にこ
れを認める場合があるとする規定自体に変更はなく、結果的に、登録が先行する担保権に
ついても、その優劣の判断に影響を及ぼすような改正はなかったといえる。そして、「完全
性の法理」もまた、競合債権者の優先を拡大するための一連の改正後も、連邦税リーエン
との競合に関する優劣の判断基準としての意味を失うことはなかったのである。 
 
３ 爾後取得財産と完全性の法理 
 包括的な担保権の取得によって初期融資者に優先を認める UCC の浮動担保制度の最大
の特徴の一つは、担保権の先行登録により、その後に取得した「爾後取得財産」に関して
も、その優先が貫かれるという点であるが、財産の取得とその実体法上の権利の取得に先
立ち、登録のみが先行している場合、いつ「完全」な権利となるのか、登録の先行によっ
て、その優先は認められるものであるのかという点が問題となる。この爾後取得財産上で
の連邦税リーエン債権との優劣が争点となったのが、1993 年の McDermott 判決（注 31）
である。 
McDermott 判決では、競合債権者は、連邦税リーエンの登録前に、納税者の事後取得財
産に及ぶ判決リーエンについて、州法に基づき判決記録への記載という perfection を具備
していた。原審は、公示の要件を具備した判決リーエンは、納税者が財産を取得すると同
時に完全なリーエンとなることから、連邦税リーエンに対しても、その優先が認められる
としたが、上告審では、財産の現実的な取得がないことが問題とされた。New Britain 判決
の示した３つの基準は、リーエンの目的物に関する「特定」を要件とするものではあるが、
リーエンの「完全性」は、そのリーエンが、現実の執行に至るまでの「偶発性」に左右さ
れない（free from “contingencies”） ものであるかどうかという点で判断されるべきであ
り、連邦税リーエンの登録に先立ち、州法に基づく要件を具備していた判決リーエンの優
先を認めるべきであるとした Thomas 判事らと、現実に資産の取得があるまでは「完全な
リーエン」とはならず、爾後取得財産に関する判決リーエンは、連邦税リーエンには対抗
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できないとする Scalia 判事らの意見が対立したが、3 対 6 で、後者が最終的な判決となっ
た。 
多数意見は、次のような理由から、「完全性」を否定する立場をとっている。①UCC で
は、爾後取得財産上の担保権は、債権者が担保合意を登録したときではなく、その資産の
取得により、特定の資産上に設定されたときに対抗力のある権利（a perfected lien）とさ
れるが、連邦税リーエンは、資産の特定を要件としておらず、その現実の取得の有無を問
わずに有効な権利となるものであるから、連邦税リーエンが登録された後に取得した財産
に関し「早い者勝ち」を主張することはできない。②IRC6323 条（a）は、IRS が通知を登
録するまでに「完全なリーエン」の要件を具備していない場合には全て、連邦税リーエン
が優先するものと解され、6323 条（c）において、連邦税リーエンの登録後に取得した担保
物上で優先が認められる場合の要件が規定されていることは、連邦税リーエンの原則的な
優先を前提としたものにほかならない。したがって、このような例外に該当する要件を具
備していない限り、登録された連邦税リーエンが、爾後取得財産上での優先を享受するも
のと解される。③「早い者勝ち」の原則は、完全なリーエンが自発的な取引により同時に
生じる場合には妥当であるかもしれないが、連邦税リーエンとの競合においてはそうでは
ない。IRS は、先行する登録の有無にかかわらず、すべての納税者から租税を査定し、徴
収しなければならないのであり、このような理由から、法は連邦税リーエンに一般的な優
先を認めているものと解されるからである。 
一方、反対意見は、New Britain 判決の３つの完全性の基準に照らし問題となるのは、爾
後取得財産がリーエンの対象資産として有効に創設（establish）されていたかどうかとい
う一点のみであるとし、リーエンの執行がなんらかの「偶発性に左右されるかどうか」で
判断すべきであるとした。そして、「その債権を担保するために、これ以上、さらになんら
の措置もとる必要はない（とるべき措置は全てとった）」という意味で爾後取得財産上の競
合債権者の判決リーエンは、対抗力のある「完成」したもの(perfected）であったと主張し
た。実際、これまでの判決では、「判決リーエン」は、債権争いの最終的な解決、すなわち、
債務者に対する債権を執行するための「主要かつ決定的な手段」として認識されており（注
32）、このような債権者の権利を不完全なものであるとすることは、先例に矛盾するばかり
でなく、1893 年の Snyder 判決で問題となった「隠れたリーエン」の問題を再燃させるも
のとなるとして、多数意見の結論は厳しく批判された。また、爾後取得財産上の担保権は、
債権者 
が担保合意を登録したときではなく、その資産の取得により、特定の資産上に設定された 
ときに、完成した権利（a perfected lien）となるという多数意見は見当違いのものであり、 
動産に関する担保権を対象とした UCC 第 9 編の原則は、本件のような不動産に関する判決 
リーエンには適用されるものではないとし、UCC 第 9 編による完成(perfection)の基準をそ 
の論拠の一つとしたことも、問題点として指摘されている。 
反対意見においても、その矛盾が指摘されているとおり、同判決が示した完全性の基準
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は、不動産に関する一般の担保法理や UCC における perfection の概念と必ずしも調和し
うるものではなく、競合債権者に対する関係で対抗力が生じていることを意味する perfect
は、連邦税リーエンに対する関係で問題となる choate とは異なる概念とみるべきである。
それでは、このような差異はどこから生じているのだろうか。連邦税リーエンの優先を正
当化するもの、それは、多数意見が指摘しているように、6323 条があくまで連邦税リーエ
ンの原則的な優先を前提としたものであるという点に尽きると思われる。その立法の経緯
からも明らかであるように、連邦税リーエンの制度は、支払不能法における連邦債権の最
優先を起源としており、滞納国税の発生によってなんらの公示も要さず有効にその効力を
生じる。但し、連邦税リーエンの通知の登録に先行していた 6323 条各号の要件に定める特
定の第三者の権利に対しては、その優先的な効力は制限されるが、保護の対象となる競合
債権者の権利は、同条に定める以上のものではありえない。同条は、あくまで「登録」と
いう公示を要件として優先を制限することにより、「隠れたリーエン」による利害関係人の
不測の損害を排除するべきことを規定しているにすぎないのであり、先行する登録の有無
にかかわらず、すべての納税者から租税を査定し、徴収しなければならないという連邦税
リーエンの性質上、一般担保法理における「早い者勝ち」の原則をそのまま適用すること
は、この連邦税リーエンの制度趣旨に抵触するものともなりかねないからである。この意
味において、6323 条における競合債権者の保護は、極めて限定されたものである。しかし
ながら、New Britain 判決でも述べられているように、連邦税リーエンとの競合においても、
「早い者勝ち」の原則が完全に無視されることは、好ましいことではない。そこで、この
二つの要請を調和させるための「緩衝材」として用いるべく採用されたのが、連邦税リー
エンの制度趣旨になじまない、登録による公示の時間的な先後という基準ではなく、権原
や占有の取得による特定や完成を要件とした「完全性」という基準であったと考えれば、
判例が完全性の法理に固執することも説明がつくように思われる。また、このように考え
た場合、完全性の法理は、あくまでも競合債権者間の優劣を決するための基準となるもの
であって、連邦税リーエンについての優先の基準となる時期は、6323 条に定めるとおり、
あくまでも、その登録があったときであるから、登録という公示の有無を問わず、全ての
競合債権に無制限に優先するものとされていた Snyder 判決以前の「隠れたリーエン」の問
題とは、論点を別にするものであるといえる。 
 
４ 完全性の法理の抜け穴と近年の判例の状況 
主要な判例を整理してみると、やはり「完全性」は、連邦税リーエン制度を維持するた
めの「壁」として機能するものであるといえ、コモンローや債権競合に関する一般法理を
前提とした商取引にとって、そのようなルールとは別に、「完全性」という基準についても
クリアしていなければその権利を否定される場合があるということは、受け入れがたいも
のであることはいうまでもない。当然、完全性の法理は、厳しい批判にさらされてきたわ
けであるが、このような批判的な意見においては、厳格な「完全性」を盾に連邦税リーエ
 163 
ンの優先を守る一方で、同法理の「抜け穴」についても、その厳格な適用による過酷な結
果を回避するために容認されているということについてはほとんど言及されていない。最
後に完全性の法理の抜け穴として機能してきた no property rule について言及し、完全性
の法理についての考察を終えることとする。 
IRC6323 条によれば、国のリーエンは納税者に帰属するすべての資産に対して適用され
るわけであるが、逆に「納税者の資産以外」には適用されないということになる。判例は、
当初、工事費用を拠出した工事業者についての先取特権であるメカニクス・リーエンにつ
いても、発注者が連邦税の滞納者であった場合には、完全性の法理の適用対象となること
から、他の制定法上のリーエンと同様、リーエンを実行するための判決を取得していなけ
れば不完全なものであるとして、連邦税リーエンに劣後するものとしていた（注 33）。しか
し、その後の判例では、リーエンの対象となる納税者の資産がないこと（no property）を
理由として、メカニクス・リーエンについて、完全性の法理の適用による過酷な結果を回
避している（注 34）。その具体的な理論構成は、所有者との間の契約によって役務や材料を
提供することとされ、債務が履行されるまでの間、所有者は支払いを留保することができ
ると定められている場合、実際に役務や材料を提供した下請工事業者に対する支払いを行
っておらず、所有者が支払いを留保している金額以上の債務を負っているような建設業者
は、その金銭に対し、なんらの権利も発生していないのであるから、このような建設業者
たる納税者には、「連邦税リーエンの対象となる資産はなにもない（連邦税リーエンの優先
は及ばない）」、というものである（注 35）。判例がこのような譲歩を認めたのは、メカニク
ス・リーエンが、連邦税リーエン同様、先行の権利の登録の有無にかかわらず発生するも
のであり、早い者勝ちの原則などの一般的な優劣の基準とは別の観点から、その保護を図
るべきものであるという政策的な配慮によるところが大きいものと考えられる。 
厳しい批判にさらされ、その解釈をめぐっては意見の対立も見られるものの、競合債権
との優劣の基準として用いられてきた「完全性」の概念は、ごく最近の判例においても、
未だ健在である（注 36）。しかし、近年の判例においては、その完全性を真っ向から争うと
いう手法よりもむしろ、上述した no property rule に類似した主張、すなわち、連邦税リ
ーエンの対象となるような納税者の資産はないという理論構成をとるものが比較的多く見
受けられる（注 37）。競合債権者の確定した利益を保護するという 6323 条の性質上、「早い
者勝ち」の原則により、不特定・包括的な状態での優先的地位の取得を承認することには
限界があるが、New Britain 判決が意図したように、「完全性」について、支払不能法との
ダブルスタンダードを確立することは、その後の判例がこれを成し遂げていないことから
も明らかであるように、実際には相当困難なものであったといえる。そして、このような
問題を打破し、完全性の法理や早い者勝ちの原則に本質的になじまないような権利につい
ては、「完全性」の基準を緩和するのではなく、そもそもその対象となるものではないとい
う理論が構成されるようになったと考えられる。もちろん、このような理論構成は、メカ
ニクス・リーエンの性質が、公示の先行を基準とした早い者勝ちにも、厳格な完全性の要
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件にも、なじまない権利であるという点によるところが大きく、このような理論が通常の
早い者勝ちの原則で優劣を決すべき権利にまで拡大されうるかどうかは疑問であるが、「完
全性」の厳格な適用を打破していくための手法の一つとして、今後、連邦税リーエンとの
競合に関する争いでは、「完全性」そのものよりもむしろ、6321 条による連邦税リーエンの
対象となる「納税者の資産」であるかどうか、という点を争点とする傾向は今後も拡大し
ていくものと思われる。 
 
第４款 総括 
 支払不能法における連邦債権の優先を起源とするものであることが示すとおり、連邦税
リーエンは、「早い者勝ち」の原則のような債権競合に関する一般原則に、必ずしも馴染む
ものではない。しかし、一方で、他の債権者との競合が不可避のものである以上、なんら
の公示なくして全ての資産上で優先的な権利を主張できるという当初の立法が適切なもの
ではありえないということは、Snyder 判決を見るまでもなく明らかであり、6323 条にお
けるリーエンの登録の要件や特定の債権者の保護は、公示等の債権競合に関する一般の基
準を完全に無視した「隠れたリーエン」による過酷な結果を回避するためのものにほかな
らない。しかしながら、一方で、いわゆる「租税債権の特殊性」といった「債権の性質」
に着目した場合、一般原則とは別な基準による調整が必要となることは既に述べたとおり
である（注 38）。 New Britain 判決が確立しようとした「完全性」を基準とした「早い者勝
ちの原則」は、結果的には、支払不能法における「完全性の法理」と区別しうるようなも
のとはならず、完全性を緩和するための理論としては十分なものではなかったというのが
現実的な見方であるように思われる。但し、一般法理とは別な理論によって、その優先が
認められるという点に関する限り、支払不能法における連邦債権の優先と連邦税リーエン
の優先とは共通する性質のものであるから、「完全性」について、両者の区別がされていな
いことを理由に、その正当性が否定されることは妥当ではない。このように考えた場合、「完
全性の法理」は、連邦税リーエンとの競合問題を考える場合の基礎となるべき理論であり、
その意味では、現在もなお、その意義を失ってはいないといえる。 
  
注 1  後述・Security Trust 判決 
注 2  3466 of the Revised Statute (現行 31USC191) 
注 3  Frank R. Kennedy, The Relative Priority of the Federal Government: The Pernicious Career 
of the Inchoate and General Lien, 63 Yale.L.J.905(1954) 
注 4  須貝脩一「米国連邦の租税優先権」税法学・第 86 号（1958）1 頁 
注 5  須貝・前掲注 3・2 頁 
注 6   Michael D. McCullough When first in time is not first in right; The Supreme Court frustrates 
judgment creditors in United States v. McDermott, 25 Loy.U. Chi.L.J 405, (1994) 
注 7  UCC 創設期の状況について、青木（2004）・2 号 63 頁 
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注 8  United States v. Fisher 6 U.S. (2 Cranch) 358 (1805) 
注 9  須貝・前掲注 3・3 頁「南北戦争当時政府の財政需要が増大し、滞納処分執行前の納税人資産譲渡
による租税徴収の回避に対する対策的のものであった。リエン（ママ）が従来存した租税優先権
よりも一層強力なものとして設けられたことがわかる。納税人の支払能力の有無を問わず、また
追求力を有する点で、後者よりも強力であったわけである。」 
注 10   田中（英）（1991）・518 頁 
注 11   26C.F.R.301 6321-1 (The lien attaches to all property and rights to property  belonging to 
such person at any time during the period of the lien, including any property acquired by such 
person after the lien arises.) 
注 12   United States v. Snyder 149 U.S. 210 (1893) 
注 13   酒税とともに当時の主たる連邦税。「まことにのどかな時代」（須貝・前掲注 3・3 頁） 
注 14  6323(c)において、登録後の優先を認めているものとしては、(1)a commercial transactions 
financing agreement,(2)a real property construction or improvement financing agreement, 
(3)an obligatory disbursement agreement がある。 
注 15  森田（2005）では、このような理念を「初期融資者の法理」と定義し、詳細に検討している。第
2 章参照 
注 16  森田（2005）・94-99 頁 
注 17  田中（英）（1991）・143 頁 
注 18   United States v. Bess, 357 U.S.51(1958)ほか 
注 19   Spokane Country v. United States, 279 U.S. 80(1929) 
注 20   United States v. Texas, 314 U.S.480 (1941) 
注 21   Illinois ex rel. Gordon v. Campbell 329 U.S 362(1946) 
注 22   United States v Waddill, Holland & Flinn, Inc., 323 U.S. 353(1945) 
注 23   United States v. Sec. Trust & Sav.Bank, 340 U.S. at49 (1950) 
注 24   このことは、連邦税リーエンに関し、完全性の法理を適用することに対する批判の最大の論拠と
もなっており、その後のアメリカ法律協会による立法提言の中でも同種の問題が指摘されている。 
注 25   United States v. City of New Britain, 347 U.S. 81 (1954) 
注 26   Illinois ex rel. Gordon v. Campbell 329 U.S 362(1946)“Although the lienor was identified, and 
the amount of the lien was certain, the property subject to the lien was indefinite. 
Furthermore, the Court stated specificity and perfection required title and possession in the 
lienor, and noted that the appointment of the receiver was merely an initial step in the 
perfection of the lien.” 
注 27  United States v. Vermont, 377U.S.351(1964) 
注 28  United States v. Gilbert Associates, Inc., 345 U.S. 361(1953) 
注 29  連邦税リーエンの登録の 3 ヶ月前に特定の金額について成立していたメカニクスリーエンについ
て、確定判決の取得がなかったことから、「完全」ではないとしたもの；United States v. White 
 166 
Bear Brewing. Co., 350 U.S. 1010(1956)、弁護士報酬のためのモーゲージについて、「確定判決
の取得」があるまではその額が未確定であるという意味で「完全」ではないとしたもの；United 
States v. Pioneer American Ins.Co,, 374 U.S 84(1963) 
注 30  United States v. R.F. Ball Constr.Co., 355 U.S. 587(1958)ほか。契約上のリーエンである担保権
について、制定法上のリーエンと同様に完全性を要件とした同判決については、UCC とのギャッ
プを拡大させるものとの批判がある（Applicability of the “General and Unperfected Lien” 
Doctrine to Contractual Liens, Minnesota Law Review vol.43,755(1959)）。 
注 31  United States v. McDermott,507 U.S.447 (1993) 
注 32  United States v. Acri, 348 U.S211(1955)ほか 
注 33   White Bear 判決（前掲注 29）ほか。 
注 34   United States v. Durham Lumber Co., 363 US 522(1960)ほか 
注 35   Ｍ.L.Cross, 94A.L.R.2d 748 
注 36  Richards v. Richards, 368 F. Supp.2d 817, 95 A.F.T.R.2d 2005-1983(W.D.Mich.2005),  
Carter v. U.S., 216 F. Supp. 2d700, 2002-2 U.S. Tax Cas. (CCH)P50493, 89A.F.T.R.2d 2002 
-3010 (W.D.Tenn.2002)ほか 
注 37  United States v. Craft, 535Ｕ.S. 274(2002), Drye v United States, 528 U.S.49(1999) 
注 38  第 2 章第 2 節参照。国税徴収法では、租税債権の特殊性から「法定納期限等」を基準とし、私債 
権との利益調整を図っている。 
 
 
 
第４節 1999 年改正と証券化の影響 
以上みてきたとおり、アメリカにおいては、判例による調整法理が実質的な優劣調整の
ための基準として重要な役割を担っている。特例法の制定等によって債権譲渡金融のため
の法的なインフラの整備が進んでいるとはいえ、必ずしも十分な判例の集積のないわが国
の議論にとって、こうした判例から受けることのできる示唆は決して小さなものではない。
UCC の下で、1960 年代から公示の先行による包括的な担保権の優先が承認されてきたアメ
リカにおいて、包括的な担保手法である浮動担保が広く一般に利用されてきたことは、そ
の判例の集積を見ても明らかであるし、浮動担保がアメリカの担保取引の根幹をなす重要
な役割を担ってきたことはいうまでもない。それではなぜ、浮動担保という強大な優先権
が確立されうる法的・社会的な基盤をもつアメリカにおいて、「担保」ではなく「証券化」
（securitization）という特殊な資金調達スキームが、発達してきたのであろうか。 
 以下では、アメリカにおける証券化取引の発展の経緯の議論を概観するとともに、UCC
がアメリカの金融取引の発展にどのような形で貢献してきたのか、そして、1999 年に行わ
れた UCC 改正にはどのような背景があったのか、順に見ていくこととする。 
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第１款 アメリカにおける真正売買の議論 
 アメリカにおける広義の「証券化」は、1960 年代の政策的立法によって基礎が築かれ、
1970 年代に実現した資本市場におけるモーゲージ担保証券（Mortgage-Backed Securities,
以下 MBS と呼ぶ）の発行を伴う取引であるといわれるが、もともとは住宅金融機関の資産
たるモーゲージ債権を流動化させるための政策的立法努力にルーツをもち、その発祥は戦
前にまでさかのぼる（注１）。この MBS に関する取引の対象となったのは、S&L(Saving and 
loan association)のような住宅金融機関や銀行といった金融機関の保有する不動産担保付
債権であり、その多くは FHA（Federal Housing Administration)等の政府機関による信用
保証と GNMA（Government National Mortgage Association）等の政府系機関による MBS
のキャッシュフロー保証を受けた上で証券化されており、また、これらの金融機関は、連
邦破産法上の破産がありえないものとされているから(Bancruptcy Code§109(b)(d))、当初、
近時の証券化をめぐる議論の中では最も重要な論点の一つであるオリジネーターの破産に
係る「倒産隔離」という点に関心は向けられていなかったといわれる（注２）。ところが、
1980 年代に入り証券化の対象が、住宅不動産担保付債権の MBS 以外の多様な資産の証券
化取引及び金融機関以外の民間企業の資金調達手段としての証券化、つまり、非金融機関
をオリジネーターとする証券化へと拡大したことで、この状況は一変する（注３）。政府の
保証のあるモーゲージ債権の流動化を目的とした初期の証券化とは異なり、民間企業をオ
リジネーターとする現在の証券化取引では、倒産隔離が極めて重要な役割を担うものとな
っていくのである。 
 資金調達手法として証券化を利用する最大のメリットと言われているのは、金融機関か
らの担保付融資を受ける場合と比べた場合の資金調達手段としての有効性である（注４）。
通常の担保付融資の場合では、ある企業が優良な資産をもっており、高い収益性が見込ま
れるとしても、当該資産以外のところでなんらかの問題がある場合には、当該資産の優良
性にかかわらず、利率等の面で極めて不利な条件でしか資金調達をなすことができないこ
とは少なくない。これに対して、資金調達を望む企業＝オリジネーターが当該資産を SPV
へ譲渡する証券化の方法をとる場合には、オリジネーターから譲渡された資産の収益性が
高いものであれば、当該資産の価値に見合った合理的な資金調達が市場を通じて実現する
ことになる。そのため、優良資産を有しながらも、財政的に不安定であったり弱体化して
いる企業にとって、証券化は、非常に有効な資金調達手法と考えられている。 
 このような証券化スキームにとっての深刻なリスクとなるのが、オリジネーターの倒産
である。より正確には、証券化の最大の脅威は、オリジネーターが破産した場合から SPV
への資産の譲渡が、裁判所によって、資金調達のための「担保」と再構成されてしまうこ
とであるといわれる（注５）。UCC により確立されうる担保権設定の時間的な先行による優
先は強大なものではあるが、しかし、それは連邦法の管轄である破産法をも超越したもの
ではないということは既に述べてきたとおりであり、我が国のように担保権者の別除権の
行使が認められていないアメリカでは、担保権者は破産によって著しく制限を受けること
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になる。さらに、判例が、取引の実態的側面に着目し、その経済的利用目的が担保である
のか、売買であるのかを判断することとしていることも、証券化取引にとっては、重大な
脅威となりうる。仮に、証券化対象資産の SPV への譲渡が担保とされた場合、投資家はそ
の期待を大きく裏切られることになりかねないからである。当然、財政的に不安定であっ
たり、弱体化している企業をオリジネーターとし、その事業から生じる収益を証券化する
場合、初期の証券化取引と比較し、オリジネーターの倒産の可能性は圧倒的に高く、事業
収益についても不安定なものと評価せざるを得ない。そうすると、より高い格付けを獲得
し、好条件で証券化を行うためにはなんらかの形で、その信用補完をしなければならず、
リコースなど一定の条件をつけた上で譲渡を行わざるをえないことになる。そのため、証
券化取引においては、譲渡の形式をとりながらも、実質的には担保と同視しうるような条
件が付加されている場合が少なくはなく、その意味で、証券化における譲渡は、本来的な
意味での売買あるいは譲渡そのものというよりは、むしろ売買と担保の中間に位置するも
のといえる。 
そして、担保としての性質（要素）が強い譲渡であればあるほど、裁判所がこれを担保
と判断するリスクも高くなるわけであるから、当該譲渡が売買ではなく担保であると推認
されない範囲はどこまでなのかという限界領域を見極めることが必要となってくる。その
ため、1990 年代、アメリカの学説は、これまで判例がどのような場合に担保としての再構
成をしてきたのかを分析することで、このようなリスクを負わない譲渡の基準を見出すこ
とに尽力した。これが、真性売買(true sale)の議論であり、その目的が、オリジネーターの
倒産時において担保ではなく売買として取り扱われ、いわゆる倒産隔離（bankruptcy 
remote）が実現するための基準を確立することにあったことはいうまでもない。そして、
このような学説における判例の分析に基づくメルクマールの抽出により、担保と推認され
ない安全領域（safe harber）が創設されてきたことは、証券化取引の拡大へとつながって
いったものとして評価されている（注６）。 
 しかし一方で、破産手続きにおける破産財団確保の要請という観点からは、証券化によ
る倒産隔離への厳しい批判もなされてきた。価値ある資産を SPV へ移転することで、事実
上、執行不能（judgment proof）の状況を創出することも可能であり、資産証券化は、債
務者が無資力を利用して債務を逃れるための強力な戦略（judgment-proof strategy）とな
る危険性をはらむものとなりうるからである。こうした証券化の「負の部分」に関する議
論についても、アメリカにおける証券化取引をめぐる議論の状況を正確に理解する上で看
過すべきではない（注７）。 
つまり、証券化の先進国であるアメリカにおいても、証券化に肯定的な見解ばかりでは
なかったわけだが、そうした批判にもかかわらず、証券化取引が大きく拡大してきた理由
としては、SPV への譲渡が、倒産隔離のみならず、オフバランスの側面でも事業財政の建
て直しに有効であるとされ、いわば、その経済的効果が資金調達手法としての証券化の最
大の利点として強調されてきたことによるところが大きい。また、証券化における投資の
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安全性の面からは、いわゆる格付け機関の評価によって、倒産隔離の確実性も含めた適正
な評価が確保されることが重要となるわけだが、アメリカにおいては、民間格付機関がそ
の役割を担い、証券化取引の発展とその安全性の確立に大きな貢献を果たしてきたと言わ
れている。もちろん、証券化の手法が悪用される恐れがないわけではないが、そのような
恐れがあることは担保取引や本来的な売買のための債権譲渡の場合でも同じであるし、資
産証券化取引における債権譲渡の対価を決定するのは、金融機関ではなく市場による評価
の発現たる格付機関による評価であるとすれば、悪用される蓋然性は、通常の譲渡取引よ
りも低いといわれている（注８）。 
もっとも、当然のことながら、これを悪用する事例は決して皆無ではなく、2001 年 12
月に、米国のエネルギー企業大手のエンロン社が、増加する負債と不良資産を会計帳簿か
ら除外するために SPV を用いた簿外操作を行い、巨額の粉飾決算の結果、経営破綻に至っ
たことは記憶に新しい（注 9）。この種の巨額粉飾事件は、全米はもちろん、国際的にも波及
的な影響を及ぼすものであるわけだが、エンロン社の事件も、投資家が信頼を置く「市場
評価」の維持を重視した結果、生じてしまった事件であり、高格付・高株価が経営陣の操
作によって維持されていたことは、市場評価に基盤を置く証券化取引の有効性を根底から
揺るがすものともなりかねないものだった。いうまでもなく、エンロン事件はアメリカに
おける証券化の議論にも少なからぬ影響を与えており、同事件をその証左として、証券化
スキームの健全性自体を疑問視する学説も展開されている（注 10）。しかし、それでもなお、
証券化は、資金調達を望む企業にとって、金融機関からの間接金融以上の効果をもたらす
ものとして、大きな意義をもつものであり、その悪用が一部の例外に限られるものである
とすれば、そうした限られた事例を証左として、その全体的な正当性を否定するようなこ
とは妥当ではない（注 11）。重要であるのは、悪用の可能性を理由に証券化取引全体の正当
性を否定することよりもむしろ、それが一種の限界領域の中で行われる取引であるという
こと、そして、1980～90 年代の判例を中心として創設されてきた安全圏たる「safe harber」
もまた、単に限界領域の中で「安全圏」と考えられているものにすぎない（判例が担保と
．．．．．．
推認した事例から抽出した要素を組み合わせたものでしかない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
）ということを認識し、今
後の判例・事例の集積の中で、本当の意味での安全圏や正常取引の基準を見極めていく必
要がある。そして、このような認識は、取引の健全性を確保し、証券化が基盤とする市場
評価のメカニズムの正常性を維持していく上で、重要な視点となると考える。 
 以上、我が国の流動化法制がモデルとする証券化取引をめぐるアメリカでの議論状況を
みてきたわけだが、その有効性を疑問視するような学説の議論もあるものの、現実には、
証券化取引は、その経済的合理性と高い取引需要から、アメリカにおいて、既に金融手法
の一つとして幅広く活用されている状況にあり、だからこそ、エンロン事件のような事例
は大きな波紋を呼ぶことになったといえる。そして、このような証券化取引の拡大を可能
にした要因としては、起草当初から一貫して、担保と売買の境界があいまいな取引につい
ても、広くその適用対象に取り込み、統一的で安定した法形式を提供することで金融取引
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の発展に寄与してきた UCC 第 9 編の存在を看過することはできない。アメリカにおいて伝
統的に行われてきた債権譲渡金融や、近時、大きな発展をみている証券化取引は、我が国
における伝統的な譲渡担保をめぐる議論が問題としてきた法的構成の曖昧さ、つまり「担
保」と「譲渡」とのヌエ的な側面を少なからず有しており、証券化が確立してきた「真正
売買」（true sale）という概念も、本来的な意味での売買とは異なる概念であることは既に
述べたとおりである。しかしながら、アメリカ法では、こうした証券化のため債権譲渡に
ついても（その法的性質のあいまいさにもかかわらず）、第 9 編の適用対象取引に取り込ま
れる結果、担保取引と同一の方法で
．．．．．．．．．．．
対抗力を具備し優劣を決することができるという法的
枠組みが提供されているのである。以下では、1999 年に実現した UCC 第 9 編の改正では、
流動化取引の促進の観点から、どのような改正が行われ、どのような意義をもつことにな
るのかを簡単に整理しておくこととする。 
 
第２款 1999 年 UCC 改正と証券化 
UCC は、1962 年の First Edition 以降、数度の改正を重ねてきているが、アメリカ法律
協会（ALI）と統一州法委員会全国会議（NCCUSL）の両団体の協働による 1999 年の改正
は、5 年の歳月をかけて行われた、過去 25 年間で最も大規模な改正であり、第 9 編につい
ても、大幅な変更・修正が行われている（注 12）。その改正の趣旨は、情報通信技術の発展
を背景とした産業経済の実態的変化及び金融市場取引の高度化に対応し、より円滑な担保
付金融を可能にすることであり、知的財産関連取引や電子取引による担保付金融取引等に
も対応できるよう、条文の修正・新設が図られた。そして、改正後の UCC 第９編は、必ず
しも伝統的な「担保取引」のみをその中心に据えるものではなく、1990 年代以降、発展し
てきた新しい形態の取引にも対応する内容となっている。 
具体的な改正内容としては、①適用対象取引の拡大と定義規定の変更・新設、②担保登
録手続の現代化、③担保権の優先順位に関する新たなルール、④担保権実行手続きの明確
化・合理化などが挙げられるが（注 13）、その適用対象を広げ、UCC 第９編が確立してきた
明確かつ統一的な金融取引のルールの枠内に多くの取引を取り込むことで、証券化取引な
どの促進が図られている。UCC の提供する登録の先行による優先の原則には、取引の予測
可能性を提供するという重要な機能があるところ（注 14）、証券化取引の対象資産が拡大し、
様々なアレンジメントが試みられる中、UCC 第 9 編の適用対象資産の拡大は、大きな立法
課題の一つともなっていた。具体的には、インストルメント（instruments）の定義に当て
はまらない、その他の金銭支払債務を主とした「支払無形財産」（payment intangible）を
新たに第 9 編の適用対象に取り込んだほか、売掛債権（accounts）の定義を拡大し(§
9-102(a)(2))、ソフトウエアの使用料やクレジットカード債権、健康保険金請求権などを含
むものとし、これによってより広い種類の支払請求権等を証券化の対象にすることが可能
になった。さらに、改正法では、登録手続きの明確化・簡素化が図られ、電子登録にも対
応できるよう「債務者の署名」を不要としたほか（注 15）、これまで統一的な書式のなかっ
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た貸付証書について、統一様式（model form）が定められ（§9-521）、登録システムの統
一的な運用の促進と効率化が期待されている。 
また、改正法では、担保物ごとに異なる方法が採用されている対抗力具備のための公示
（perfection）について対象資産等を変更したほか（第 2 節第 2 款参照）、担保権の設定と
同時に対抗力が具備される（automatic perfection）の範囲を拡大している（§9-309）。改
正法により、新たに第 9 編の適用対象となった支払無形財産（payment intangible）の売
買と約束手形の売買についても自動的対抗が採用され（§9-309⑶・⑷,9-310(b)(2)）、貸付
証書の登録ないし証券（instrument）の占有の必要はないこととされた(§9-330(d))。これ
まで SPV への譲渡の際に perfection に必要な手続を取っていなかったとの理由で対抗が認
められなかった事例も少なくはなかったところ、自動的対抗が拡大することには、証券化
取引における SPV への資産の譲渡がより確実性の高いものとなるという意義がある。もっ
とも、優劣の決定の基本的な原則自体にはそのまま維持されており、担保設定に関する要
件についても登録の先行または対抗力の具備（either to file or to perfect）のいずれか早い
時点が優先の基準時であるという点にも変更はない。 
なお、旧法では、対抗力具備の有無に関し、担保物を中心に規律を行っていた結果、準
拠法の決定ルールも担保物毎に異なることとしていたが、改正法は、準拠法選択の問題を
大幅に単純化し、債務者の所在地を原則的な準拠法とした（9-301(1)）。これにより、可動
物（mobile goods）と通常物(ordinary goods)の区別などについて訴訟が頻発し、準拠法選
択の誤りが致命的なものとなってしまうこともあった旧法の問題が解決されたほか、債務
者の所在地として、州法の規定により設立された登記法人（registered organization 
organized under state law）について、その設立準拠法を所在地とするという準則により(§
9－307（e)）、誤った登録法人名を債務者として貸付証書に記載することができないような
登録システムを構築することもできるようになったとして、この改正がファイリング・シ
ステムに重要な利点をもたらすことが期待されている（注 16）。但し、ここでいう準拠法選
択はあくまで①対抗力の具備のための公示（perfection）の問題と②担保権の優先順位
(priority)の決定に適用されるべき州法の決定の問題に限られ、担保設定やその実行につい
てはあくまで担保合意の準拠法が規律することとされている(§1-105)。 
本論文が考察の対象とする売掛債権の流動化スキームの有効性に係る重要な改正点とし
ては、即金売買ないし代金支払済売買（outright sale）における売主は、売却物件に対して
何ら権益を有しないことを明らかにしたことが挙げられる(§9-318)。これによって、代金
を受領済の売掛債権の売主も、売却した売掛債権に十分な権益を有しており、既に譲渡さ
れ、売買代金を受領した売掛債権は、譲渡人の破産財団から除外されないとした 1993 年の
Octagon 判決（ Octagon Gas Systems V. Rimmer (995 F.2d 948 (10thCir.1993), 
cert.denied 510 U.S.993(1993))は明確に否定されたことになる。同判決が示した判断は、
売掛債権の真正売買を困難なものとし、この判決の意義をめぐっては学説上も大きな争点
となっていたところ、この改正によって売掛債権譲渡の「真正売買性」が明確にされたこ
 172 
とで、その流動化は大幅に促進されることになる（注 17）。一方、担保権の実行の場面で重
要となる差押リーエン(judicial lien)の対抗力についても、1999 年の改正は担保権の「登録
の日または対抗力の具備の日」のいずれか早い日まで遡らせており(§9-601(e))、これによ
って、担保実行手続（受戻権喪失手続）を行っている担保権者は、競合する債権者から最
大限に保護され、債務者の破産管財人による詐害的優先弁済を理由とする否認権行使が遮
断されることになった（注 18）。 
こうした改正は、第 9 編の枠組みを利用することで実現する「早いもの勝ち」（first in 
time）による優先の原則を拡大することで、法的安定性の確保を図るものと解され、優劣
を決するためのファイリング・システムによる公示についても、これまで以上に重要な役
割を担うものとなることが期待されているものとみることができる。もっとも、早いもの
勝ちの原則の例外となる前述の売買代金担保権については、設定後登録前であっても、リ
ーエン債権者に対抗できる期間を 10 日から 20 日へ延長したほか、これまで「売買代金担
保権類似のもの」（旧§9-114）として扱われてきた委託者の担保権が端的に売買代金担保
権とされ(§9-103(d))（注 19)、在庫商品（inventory）についての売買代金担保権と同じ優
先順位が付与されることとしているから(§9-317,320,322,324)8（注 20）、早いもの勝ちの原
則の拡大によって、その例外場面が必ずしも縮小されたわけではなく、強大な優先権に関
する調整措置は、改正後も維持されていることには注意が必要である。 
なお、登録の先行のみで優先関係が決せられる担保権者相互間での対抗問題とは別に、
リーエン債権者に対する関係ではリーエンの成立時までに lien perfection を具備しておく
必要があるという点については、改正法でも維持されているが（旧法§9-301⑴(b),改正法
§9-317(a)⑵(A）、改正法ではさらにリーエンの成立以前に担保権者が①貸付証書の登録に
よる公示を具備し、②9-203(b)(3)に定める４つの要件のひとつを具備した場合にも優先が
認められることとして、lien perfection の要件が若干緩和されており（改正法§9-317(a)⑵
(B)）、この改正によって、貸付証書の公示後、単に対価性(value)の要件を具備していなか
ったために優先を認められなかった担保権者を救済されることになる。但し、前節にて考
察した租税リーエンとの関係では、IRC6323 条に基づき優先が認められる「担保権」は「後
続の無担保債権から生じた判決リーエンに対し、州法において保護が認められるものであ
り（protected under local law）、既に金銭その他の金銭相当の対価（money or money’s 
worth）の引渡しがされている範囲において保護される」ことと定義されているから（本章
第 2 節）、「金銭及び金銭相当の対価」（money or money’s worth）の要件から租税債権に対
する関係では対価性の要件は緩和されることはない(IRC6323(h)(1))。もっとも、担保物によ
って異なる方法が採用され、登録を行うべき場所や公示の方法に関するルールが簡素化さ
れた結果、単純な登録誤りによって優先性を主張できなかったケースについては租税リー
エンに対する関係でも相当程度救済されることになる（注 21）。その意味では租税債権に対
する優先が主張できないというリスクは改正法によって軽減されたと解することができる
が、租税債権に対する関係も含め、基本的にはアメリカ法における登録による公示の位置
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づけは、実体的な権利関係とは切り離されたオプション的なものにとどまるものであり、
公示の先行による優先が認められる一方、実体的な権利関係における調整が機能するとい
う状況があるということについては改正後においても変わりはない。 
 
第３款 小括 
以上、みてきたとおり、UCC 第 9 編の改正は、できるだけ多くの取引をその適用対象に
取り込み、ファイリング・システムの統一的運用、優先順位の明確化により、安定した法
的枠組みを提供することで、金融取引の促進に寄与するという 1950 年代当初からの立法姿
勢を貫くものであるといえる。こうした改正は、従来、判例と UCC とが担ってきた、それ
ぞれの役割ないし機能分担についての本質的な変更を意味するものではなく、このことは、
改正による促進が期待されている証券化を含めた流動化取引についても例外ではない。確
かに、UCC は、証券化のための SPV への資産の譲渡が、本来的な意味での「売買」では
ない要素を含むものであることを知りながら、UCC 第 9 編が構築してきた統一的で安定し
た「法形式」を提供するために、あえて
．．．
、その適用対象をこうした取引にも拡大してきた
わけだが、UCC 第 9 編は「当該法形式を用いる取引がいかなる目的で用いられたものと解
すべきか」という点については何ら規定をもたず、この点について裁判所に判断を委ねる
ものとする UCC の基本的な立法姿勢は起草当初から変わっていない。したがって、証券化
取引において懸念される「不確実性」については、UCC 第 9 編の適用範囲が拡大したこと
によって完全に排除されるものとはなっていない。 
アメリカ法における流動化の議論が、こうした判例による調整の可能性を所与の前提と
して行われてきたものであるということは、我が国における同種の問題をめぐる議論との
比較を行う上でも、重要な視点となりうると考える。つまり、このような前提（当事者の
選択した法形式にかかわらず、取引の実質的側面から、裁判所によって、その効力が決せ
られるというコンセンサス）を認識しないまま、単純に UCC が確立してきた登録の先行に
よる強大な priority の有効性を強調し、我が国における債権流動化取引の対抗要件の有効
性をめぐる議論にこれをあてはめてしまうことは、アメリカ法における議論と看過するこ
とのできない重大なギャップを生じることにもなりかねないからである。 
以下では、こうしたアメリカ法の特色を踏まえ、我が国の議論との「ギャップ」を検証
し、アメリカ法における競合債権間の調整の法理による我が国の議論への示唆について、
考察していくこととする。 
 
注１ 青木（2002）・５頁 
注２ 青木（2002）・5 頁 
注３ 青木（2002）・5 頁 
注 ４  Steven L. Schwarcz, TOWARDS A CENTRALIZED PERFECTION SYSTEM FOR 
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いて詳細に検討したものとして、Timothy R. Zinnecker, Resolving Priority Disputes Between the 
IRS and the Secured Creditor Under Revised U.C.C. Article 9:And the Winner is…?,34 
Ariz.St.L.J.921 (2002) 
 
 
第５節  日本法への示唆 
第１款 アメリカ法における競合債権間の優劣調整の基本構造 
本章において確認してきたアメリカにおける競合債権間の優劣調整についての基本的な
構造を整理すると次のとおりである。 
既に述べてきたとおり、UCC 第 9 編の下では、プロシーズへの追及効のほか、将来貸付
条項・爾後取得財産条項の効力についても明文で認め、債務者の現在及び将来の資産への
包括的な担保設定である浮動担保が伝統的に承認されており、その強力な優先的効力を支
える仕組みとしてファイリング・システムが重要な役割を担っていることはいうまでもな
い（第 2 節第 2 款参照）。すなわち、競合債権間の優劣の決定の基準としても、登録は重要
な意義を有しており、その時間的な先行によって、競合債権者への優先が確保される仕組
みとなっているのである。また、「担保目的の取引」はもちろん、担保と売買との境界のあ
いまいな所有権移転形式の金融取引の存在を視野に入れ、本来的な担保以外の形式をとる
金融スキームについても、広くその適用対象として取り込んできたことも、UCC 第 9 編が
起草当初から維持している特徴の一つである。その趣旨は、積極的に金融取引の経済的合
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理性を承認し、これを促進するための統一的な法的枠組みの中で、予測可能性を確保し取
引秩序を確立することにあるといえ、本来的な意味での「担保」にも「売買」にも分類す
ることのできない、債権の流動化取引についても、その法的性質を問題とすることなく、
UCC 第 9 編の枠組みの中で競合債権間の優劣の問題を決することが可能となっている。 
但し、登録の先行によって実現する優先は、破産法上の否認権の行使や連邦税債権との
競合などの問題が生じた場合にまで対抗できるような超越的な優先としての意義をもつも
のではなく、その優先を緩和するための規定も設けられているほか、破産管財人の否認権
や連邦税債権といった特別法上の権利との競合が生じる場面では、判例法理が重要な調整
の役割を果たしてきたことも看過すべきではない。確かに、アメリカ法において、登録の
先行は大きな意義をもつものであり、登録による優先の仕組みは、流動化取引においても
その有効性が発揮されることになる。しかしながら、UCC 第 9 編は、登録による優先的地
位の取得とは別に、①担保物(collateral)が合意にしたがって担保権者（secured party）の
占有下にあるか、または、債務者が担保物の記述を含む担保合意（security agreement）を
認証していること②対価（value）の付与が与えられていること③債務者が担保物に対して
権利を有していることといった担保設定（attachment）の要件を定めていることは既に確
認してきたとおりであり、登録の先行のみによって対抗力が付与されるのではなく、あく
まで担保設定があってはじめて対抗力も具備されるものとしていることには注意が必要で
ある（注１）。さらに、破産法や租税法など特別法の適用が問題となる領域において、判例
法理が浮動担保との調整の機能を果たしてきたことは、アメリカ法の大きな特徴であり、
こうした機能分担があるからこそ、登録の先行による強大な優先を認める構成をとること
ができているともいえる。 
以下では、こうしたアメリカ法の構造を踏まえた上で、我が国における集合債権譲渡担
保の主要な論点に関し、比較法的考察を試みることとする。 
 
第２款 債権譲渡の対抗問題に関する日米間の議論における差異 
証券化取引で問題となる SPV への真正売買（true sale）は、オリジネーターの破産手続
きにおいて「担保」と推認されるリスクが回避されうる安全領域内（safe harbor）の取引
をいうものであることは既に確認してきたとおりである（第 4 節第 1 款）。すなわち真正売
買は、本来的な意味での売買ではなく、市場を介した効率的な資金調達を目的とした取引
であって、投資対象となる譲渡資産の格付けを維持するため、多くの場合には、リコース
などの信用補完のための特約を付加することが必要となる。ところが、信用補完のための
特約の内容は、担保と共通のファクターを含むものであり、こうしたファクターを含めば
含むほど、担保と推認されるリスクも高いものとなってしまう。つまり、資金調達の目的
を達成するためには、一定の信用補完措置は必要なものではあるが、過度の信用補完措置
を付加することは、投資対象としての証券化スキームの性質上、致命的な欠陥ともなりか
ねない。そのため、アメリカでは、裁判所により「担保」と推認された過去の判例の分析
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から抽出されたリコースや売買価格などのファクターを手がかりに、その安全領域を見極
め、倒産隔離（bankruptcy remote）を達成するための基準として、真正売買の議論が発達
してきたのであり、「真正売買」という名称にもかかわらず、それは、本来的な意味での「売
買」を前提とした基準でないことはもちろん、権利移転方式の金融取引をも広くその対象
とした UCC 第 9 編における「債権譲渡」の対抗力の基準とも、その内容は異なるものであ
るといえる。 
これに対し、我が国における流動化の議論では、流動化の目的を達成するための債権譲
渡の基準のための議論というよりはむしろ、端的に債権譲渡の対抗要件を具備することが
できるのかどうかという問題と債権譲渡スキームとしての有効性の問題とを端的に結び付
けた議論がされることが少なくない。民法の定める対抗要件は、本来的な譲渡を前提とし
たものであるから（注２）、譲渡担保と債権譲渡の基準を同一のものとすることは、権利移
転方式の金融取引を担保取引を前提とした対抗要件の枠組みの中に取り込んできたアメリ
カ法が、後者（譲渡）が前者（担保）の枠組みを用いるのとはちょうど逆になるわけだが、
いずれも流動化の促進を意図して、それぞれの法が定める対抗問題の枠組みの中で競合債
権者との優劣が決せられるものとすることで、流動化取引の不安定さを軽減し、その促進
を図ることという共通の意図に基づくものにほかならない。 
しかしながら、債権譲渡の代替手段として発達してきた債権譲渡担保の中には、対抗要
件の簡易化によって、債権譲渡へと回帰していくことが想定される債権譲渡担保と、本来
的な意味での譲渡担保（「譲渡」の方式をとる、いわゆる「権利移転型」担保）とが混在し
ている状況にあることは、前章において指摘したとおりである（第 4 章第 2 節第 2 款３）。
我が国におけるこのような債権譲渡の現状を、①売買（本来的な意味での譲渡）②流動化
のための「債権譲渡」③従来型の「譲渡担保」の３つに大別した場合、譲渡人から譲受人
への権利移転は①を 100（完全な権利移転）とすれば、②では信用補完措置のため、③では
担保目的のために、譲渡人からの権利移転が留保されている分だけ（その効果が対外的な
ものか対内的なものであるのかについては議論があるにせよ）、①における権利移転との差
異が形成されることになる。流動化取引の促進の観点から、①と②あるいは③における権
利移転の対外的な効果に区別を設けることには否定的な見解も少なくない我が国の議論状
況とは異なり、アメリカにおいては、担保目的の譲渡の効果に差異が生じる場合があるこ
とを所与の前提として、②の取引について、③と区分された安全領域（①と同じ取扱いを
受けられる限界領域）の圏内にとどまるための基準が確立され、「真正売買」と「担保」（と
して取り扱われる譲渡）とを明確に区別するような方向性が選択されてきたことは既に述
べてきたとおりである。もっとも、競合債権者間の優劣決定と対抗力の基準としての実体
的な権利移転の問題とを明確に区分するアメリカ法の構造が、わが国の民法の構造とは「異
質」なものである以上、こうした差異が生じることはむしろ当然であるともいえよう。す
なわち、アメリカにおいては登録による公示が後発の譲受人に対する優先性を確保するた
めのものとして対抗力とは別に取得されるものであるのに対し、公示と対抗力とが「対抗
 178 
要件」という形で一体のものとして取得されるわが国の法制の下では、流動化の実効性も
端的に対抗要件の効力によって左右されるところが極めて大きく、その意味では、②と③
とを区別するための真正売買の基準を論じることは（オフバランス等の基準としてはなお
重要な意義をもつものではあるものの）、必ずしも大きな意義をもつものとはなっていなか
ったとも考えられる。 
ところで、アメリカ法では、登録の時間的な先行によって、担保権者＝譲受人に強大な
優先的地位が確保される一方、その優先は対抗力をもった絶対的なものではなく、むしろ、
租税債権や破産法など特別法上の優先権との競合の場面では、その優先を制限するような
判例法理が確立されており、先行の担保権者による強大な優先を調整する機能を果たして
いる（第２節第 3 款）。一方、我が国においては、譲渡担保権の法的構成に関し、いわゆる
「担保権的構成」と「所有権的構成」の対立があり、譲渡担保の効力を適切な範囲内に留
めることができるという点から、前者が通説となっている。担保権的構成は、対外的には
権利移転の形をとっていても、内部関係においては、譲渡人に一定の権利が留保されてお
り、本来的な譲渡の場合のような「確定的な権利移転」は生じていないとするものであり、
判例においても、こうした考え方は少なからず反映されているものの、基本的には、判例
の立場は「権利移転的構成」に立つものであるとされている（注３）。また、債権の譲渡担
保については実務における歴史が比較的新しいものであることもあって、判例の集積はい
まだ十分なものではなく、その法的構成について依然として不透明な部分が残されている
（注 4）。一方、こうした判例・学説の展開に先行する形で、国税徴収法では譲渡担保設定者
の租税債権により譲渡担保財産に対する滞納処分を行うことができる物的納税責任の制度
が採用されていたことは既にみてきたとおりである。したがって、我が国においては、制
定法上は明確な差異を設けることをせず、個々の取引における担保と譲渡との性質決定を
判例に委ねてきたアメリカにおいて展開されてきたような強力な判例法理に匹敵する基準
を見出すことはできないものの、破産法上の議論とは別に、実体法上の要件として、「譲渡」
≠「譲渡担保」として異なる取扱いがされる場面が存在しており、その意味では我が国の
場合にも債権譲渡担保の有効性に関する解釈論上の基準を見いだす必要性があることはい
うまでもない。 
 
第３款 債権譲渡担保の対抗要件と権利移転時期 
特例法により、民法の債権譲渡の特例として、債務者対抗要件と第三者に対する対抗要
件とを分離した「債権譲渡登記」が導入されたことで、債権譲渡の「対抗要件」が具備で
きる範囲は劇的に拡大しており、流動化取引が促進されることも期待されているわけだが、
未発生の将来債権について、その「権利移転時期」を契約時とみるのか、債権発生時とみ
るのかについては、次章にて後述する契約時移転説と発生時移転説という２つの考え方が
あり、後者の見解を採用した場合には、将来債権譲渡の効力は極めて不安定なものとなり、
結果的に、流動化取引を阻害要因ともなりうることが懸念されるとして、実務的な観点か
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らは、前者の見解が支持される傾向にある。 
この点について、アメリカ法では、債務者が目的物の権利を取得することが担保設定の
要件となっているから（UCC§9-203⑵）、未発生の将来債権の譲受人（または担保権者）
は、現実の権利が発生するまでは対抗力ある担保権を取得しないが、その間に、仮に後発
の譲受人（または担保権者）への二重譲渡が生じたとしても、その優劣の問題については、
当該権利の発生前にされた登録の先後で一律に決せられる。つまり、「権利移転時期」はあ
くまで「個別債権の発生時」としながらも、登録の先行によって、競合債権者間の優劣に
ついては、明確にその優劣が決せられるので、対抗力を具備しないままでも、優先的地位
自体は既に確保されているため、「極めて不安定な状態にさらされている」とはいえないの
である。これは、UCC 第 9 編によって実現する登録の先行による優先的地位が、担保設定
とは切り離されたものであることの帰結であり、我が国の民法の対抗要件をめぐる議論と
は、その前提が大きく異なるものであることはいうまでもない。しかしながら、わが国の
債権譲渡登記制度の採用する対抗要件の構造は、流動化の阻害要因ともなっていた「第三
債務者の認識」を排除したものであるという点が最大の利点であるとともに、第三債務者
を積極的に債権譲渡の対抗要件の枠組みの中に巻き込み
．．．．
、その認識を根幹とする民法の対
抗要件の構造とは本質的に異質なものであるともいえ、このような新しい対抗要件システ
ムの構築にあたっては、アメリカ法におけるファイリング・システムがモデルとされてい
たことは既に述べてきたとおりである。そうであるとすれば、同制度の下で採用されてい
る優劣決定のメカニズムの有効性についても、一考の価値があるといえる。 
確かに、ファイリング・システムでは、登録の時間的な先行によって先行の譲受人に強
大な優先権が付与されることになる。しかし、登録によって確保される優先順位は、設定
時に生じる対抗力とは分離されたものであり、将来債権について「登録」と同時に、「確定
的な権利移転」が生じたことになるわけではない（注 5）。流動化の先進国であり、立法政策
的にも積極的に流動化をすすめてきたアメリカにおいてさえ
．．．．．．．．．．
、時間的な優先を緩和させる
法理の存在が認められ、未発生の将来債権については、「契約時」ではなく「設定時」に譲
渡人に権利が移転するものとなっているという点は、看過すべきではない（注 6）。 
 
第４款 小括 
UCC 第 9 編や同法におけるファイリング・システムは、強大な優先的地位を有する浮動
担保（あるいは浮動担保類似の包括的担保権）を可能にするという点で、我が国はもちろ
ん国際的にも、モデルとしての高い評価を得てきた。もっとも、私見は立法技術として評
価されるべきであるのは、単にこのような優先的地位を制度的に保証しているという点よ
りもむしろ、強大な優先的地位を制度的に保証する一方で、ある種の「取引秩序」を確立
しようとしているという点であると考える。 
確かに、UCC における登録の先行による優先の原則は、競合する他の担保権者に対する
関係では強大な優先的地位を担保権者に与える。しかしそれは、我が国の民法の下で「対
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抗要件」を具備した状態と同じレベルでの優先が登録の先行によって実現する、というこ
とではない。担保設定と競合債権者間の「優先順位」とを切り離す UCC の構造上、担保設
定の公示により対抗力が具備された状態（perfection）であることと優先的地位が保全され
ていることは別の概念であり、登録の先行による優先は、担保設定という現実的な権利の
帰趨とは切り離された「優先的地位」の取得時期を繰り上げるものにすぎない。つまり、
我が国の債権譲渡の対抗要件に関する議論において争点となっている「権利移転」の時期
は、UCC 第 9 編ではあくまで担保設定のときであり、対抗力が具備される時（perfection）
と登録（filing）の時という異なる２つの時点
．．．．．．．．
のうち、「いずれか早い時期」を優先の基準時
とするというダブルスタンダードをとった上で、登録の先行による優先的地位が実質的に
優劣の決定基準として機能するものとしているのである。また、「登録の先行」が後続の競
合債権者に対する関係では決定的な意義をもつことを認める一方で、債務者の取引先保護
のための売買代金担保権の例外など、その優先を緩和するための例外規定が設けられてい
るほか、時間的先行（first in time）による強大な優先権を緩和するための判例法理による
例外領域が確立しているという点も看過すべきではない。 
そして、こうしたアメリカ法における重要な例外領域の一つが、租税リーエンとの競合
の場合であり、租税リーエンとの優劣の問題に関する判例の変遷は、必ずしも IRC や UCC
施行当初から達成されていたわけではなく、数度にわたる改正と判例の集積を経て、その
強弱が調整されてきたことを示しているが、こうした変遷を経て確立された判例法理の示
す調整の基準は、わが国における租税債権と集合債権譲渡担保との競合に関する議論にも
示唆すべき点は大きい。 
以下、本章における比較法的な考察を踏まえ、我が国における集合債権譲渡担保と租税
債権との競合における問題点を再考していくこととする。 
 
注１ §9-203（a）担保物が担保物上に設定されるのは、当該担保物について、実行可能（enforceable）
となった時点においてである。但し、特約によって担保権の設定時点を遅らせることを妨げない。
（ｂ）本条(c)-(i)に定めるところを除いて、担保権が債務者及び第三者に対して実行可能となるのは
次の場合である。（1）価値が与えられた場合、（2）債務者が担保物に権利を有するか、担保物上の
権利を担保権者に移転する権利を有する場合、かつ（3）次の条件のいずれかを充足した場合（A）
債務者が担保物記載を有する担保合意を認証した場合。但し、担保権が伐採用樹林を目的とする場
合には、担保合意は関連する地片の記載をも有しなくてはならない（B）担保物が登録証券
（certificated security）でない場合には、債務者の債務合意に基づいて、これを§9－313 の定める
ところに従って担保権者が占有した場合（C）担保物が登録証券である場合（略）（D）担保物が預
託銀行口座等である場合（邦訳は森田（2005）・95 頁引用） 
注２ 池田・展開（2001）・11 頁 
注３ 例えば、最二判平成 18.10.20 金商 1256 号 24 頁は、傍論ではあるものの、譲渡担保の設定者は、弁
済期前の差押に対しては、第三者異議の訴えにより強制執行を拒むことができると考えられる場合
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がある、としており、現在の判例は、硬直的な所有権的構成よりはむしろ担保権的構成との中庸的
な立場にあると解される（山野目章夫「ハノイの思い出と譲渡担保の新しい判例」金商1256号（2007）
1 頁）。 
注 4 この点について、櫻井英喜「資産流動化に関する真正売買論についての一考察」資産流動化研究 vol
Ⅱ（1996）75 頁は、オリジネーターの破綻による会社更生手続き等において、証券化のための SPV
への譲渡が譲渡担保として取り扱われた場合のリスクを指摘し、「以上の弊害を避けるため、また、
税務・会計上のメリットを享受するため、資産流動化に際しては売買構成が取られることになる。」
としており、売買構成と整合的な見解として、いわゆる契約時移転説が実務家を中心に支持されて
いる理由もこうした点にあるといえよう（もっとも、櫻井弁護士は、仮に契約書上は「売買」であ
ると明示したとしても、流動化金融商品の商品性を高め、高格付けを維持するための各種の信用補
完措置がオリジネーター自身によって講じられている場合、当該譲渡が「譲渡担保」として取り扱
われる可能性があることも指摘しており、「更生会社が会社更生申立前に資産流動化プログラムによ
り資金を調達していた場合、裁判所が『資金調達』という『経済的目的』に着目して、当該スキー
ムによる資金の調達が債権の売却によるものではなく、債権を譲渡担保とした借入れ（金銭消費貸
借）によるものであると判断する可能性は皆無である、と安易に断定することはできない」(76 頁)、
としている。）。 
注 5 勝田（2005）・84 頁は、アメリカ法においては、対抗要件を備えた担保権が成立するのは将来債権
の発生時であるが、それによって対抗要件を備えた複数の担保権の優劣が決し得ないという問題は
起こらないことを指摘し、「債権譲渡の効果が発声し、対抗要件が第三者に対して効力を持つのは個
別債権の発生時であるが、いったん対抗力を備えた譲渡債権同士の優劣は、対抗要件具備の先後に
よって決する」との解釈について、その有効性を示唆する。 
注 6 現在、我が国の流動化取引について、アメリカ法の下で実現しているものを上回る強い効力が確立
されつつあることを指摘するものとして、森田修・後掲 NBL コメント 60 頁（2007）（「対租税との
関係でも、将来債権は爾後取得財産とされた上で集合債権・動産担保権者が連邦税リーエンに対し
て優先権を確保できるのは租税債権がファイルされた日の後 45 日の間に取得される将来債権に限
定されている。このようにわが国集合債権譲渡担保法制は比較法的にみても突出して強力である。
しかし、包括担保の先進国アメリカが担保法の外側に将来財産上の包括担保権の効力を制約する法
制度を上記のとおり分厚く展開させていることも無視できない。そこからは集合債権譲渡担保の効
力に何らかの制約を施そうとすること事態がただちにキャッシュフローファイナンスの価値を理解
していない発想であるとまではいえないことにならないだろうか。」） 
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第 6 章 我が国における集合債権譲渡担保論と物的納税責任に関する再考 
 
第１節 考察の視点と意義 
集合債権譲渡担保については、譲渡契約自体の有効性、譲渡対象債権の特定性、対抗要
件の有効性といった点が争点とされてきたことは既にみてきたとおりであり、判例によっ
て将来債権を含む集合債権譲渡担保契約が有効であることはもちろん、その対抗要件につ
いても有効に取得しうることが確認されてきたわけである。しかし、一方で将来債権の発
生前の段階で具備された対抗要件の効力発生時期がいつであるのか、という点については、
将来債権譲渡に関するリーディングケースとされている平成 11 年から平成 13 年までの最
高裁判例においては、必ずしも明らかにされてこなかった（第 4 章第 1 節第 2 款参照）。本
章では、集合将来債権譲渡担保の対抗要件について、対抗力が生じる時期やその範囲等に
ついて、平成 13 年判決以降の最高裁判決の考察を通じて整理し、前章にて整理したアメリ
カ法における時間的先行による優先的地位とその調整法理等を踏まえ、わが国における租
税債権と集合債権譲渡担保の競合の問題を再考する。 
集合債権譲渡担保は、未発生の将来債権を含む「集合債権」を目的とするものであると
ころ（第 4 章第 1 節第 1 款参照）、徴収法 24 条は「法定納期限等後に譲渡担保財産となっ
．．．．．．．．．．．．．．．．．
た
．
こと」を物的納税責任追及の要件としているから、集合債権を構成する「未発生の将来
債権」について、当該将来債権が「いつ譲渡担保財産となったのか」という点が問題とな
る。この点について最高裁は、法定納期限等前に民法 467 条の対抗要件を具備した、いわ
ゆる本契約型の将来債権譲渡担保に対する徴収法 24 条の物的納税責任の追及の可否が争わ
れた事案において、法定納期限等よりも前に将来債権を含む集合債権譲渡担保契約が締結
され、当該債権譲渡について民法 467 条の対抗要件が具備されていた場合には、債権発生
が法定納期限等後であっても、徴収法 24 条にいう「法定納期限等後の譲渡担保財産」とは
ならないとの判断を下している（平成 19.2.15 最判金商 1264 号 18 頁。以下「平成 19 年判
決」という）。 
ところで、未発生の将来債権を含む集合債権譲渡担保の対抗要件について、その効力発
生時期をいつとみるのかという問題は、集合将来債権譲渡担保を含めた債権流動化スキー
ムの有効性に係る問題としても重要な意義をもっている。そのため、将来債権譲渡につい
て対抗要件を具備していたとしても、当該将来債権について確定的な権利移転
．．．．．．．．
が生じるの
は具体的な債権の発生時であり、現実の債権発生時にはじめて「譲渡担保財産となった」
ものと解されるとした上記平成 19 年判決の原審の判断をめぐる議論は、大きな論争に発展
した。結果的には、平成 19 年判決が原判決を破棄し、未発生の将来債権の譲渡(担保)につ
いて、債権発生前の段階で対抗力が生じる旨の判断を示したことで、集合債権譲渡担保を
含めた流動化スキームの有効性をめぐる議論は、大きく前進したことになるわけだが、後
述するとおり、同判決は、債権発生前に具備した債権譲渡の対抗要件の有効性を判断した
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にとどまるものと解され、債権譲渡登記による第三債務者不確定・不確知の場合における
未発生の将来債権の二重譲渡や差押との競合の問題については、なお慎重な検討が必要で
あると思われる。 
いうまでもなく、集合債権譲渡担保と租税債権との競合における最大の論点は、租税債
権に対し集合債権譲渡担保の優先が認められる範囲はどこまでかという点にあるわけだが、
集合将来債権譲渡担保の対抗力の問題は、譲渡担保と租税債権との優劣調整基準としての
徴収法 24 条の解釈論はもとより、債権譲渡金融が隆盛となりつつある今、昭和 34 年に譲
渡担保に関する先駆的な立法として制定された同条がどのような意義をもつのか考える上
でも極めて重要な意味をもつものであるといえる。 
以下、平成 19 年最高裁判決の事例について、争点と原審判決をめぐる学説の議論、そし
て、それに対する最高裁の判断を整理した上で、伝統的な譲渡担保についての担保権的構
成を前提とした徴収法 24 条の構成は、債権流動化の先駆的スキームとして発展してきた集
合債権譲渡担保について機能するのか、同条の意義と機能について、再考を試みることと
する。 
 
第２節 平成 19 年判決にみる債権譲渡担保と徴収法 24 条の「物的納税責任」 
第 1 款 事案の概要 
１ 事実関係 
平成 9 年 3 月 31 日、Ｘは A に対する融資を行い、その担保として、Ａの連帯保証人であ
ったＢが C 社との継続的取引契約に基づき(ア)平成 9 年 3 月 31 日現在有する商品売掛代金
債権及び商品販売受託手数料債権、及び（イ）同日から 1 年の間に取得する商品売掛代金
債権及び商品販売受託手数料債権についての譲渡担保契約が締結され、同年 6 月 4 日、B
はＣへの譲渡担保設定通知を送付し、翌 5 日、同通知がＣに到達した。なお、本件契約に
おいては、約定の担保権実行の事由が生じたことに基づき、原告が第三債務者である C 社
に対し譲渡担保権実行の通知をするまでは、B が目的債権の弁済を受けることができるもの
とされていた。 
 平成 10 年 3 月 25 日、Ｂの手形が不渡りとなり、同月 31 日、ＸはＣ社に対し、書面によ
る譲渡担保権実行の通知をした。一方、Ｙ(被告・国)はＢの滞納処分のため、平成 10 年 4
月 3 日及び 6 日にＢがＣ社に対して有する「同年 3 月 11 日から同月 20 日までの商品売掛
代金債権及び商品販売受託手数料債権を差押え、Ｃ社に対し差押通知書を送達、平成 10 年
4 月 10 日には、譲渡担保権者であるＸに対し、徴収法 24 条 2 項に基づく告知をした。 
 平成 10 年 5 月 26 日、Ｃ社は本件債権を債権者不確知を理由に供託したため、Ｘは供託
金還付請求権を有することの確認を求める訴えを提起し、平成 13 年 11 月 22 日、最高裁は
Ｘの請求を認容する旨の判決をした（第 4 章第 1 節第 2 款「平成 13 年判決」参照）。 
しかし、この判決と同日、国は、徴収法 24 条 3 項の規定に基づき、譲渡担保権者Ｘを第
二次納税義務者とみなし、ＢのＣ社に対する上記売掛金債権のうち、平成 10 年 3 月に発生
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した売掛金債権に係る供託金還付請求権の差押処分をした。 
徴収法 24 条は、譲渡担保権者の物的納税責任を定めたものであるが、同条 8 項（旧 6 項）
は、「法定納期限等後以前に譲渡担保財産となっている事実を、その財産の売却決定日まで
に証明した場合」には、物的納税責任を負わない旨を規定している。本件滞納国税の法定
納期限等は平成 9 年 9 月から平成 10 年 1 月であり、Ｘの譲渡担保契約締結日(9 年 3 月)及
び第三債務者Ｃに対する譲渡通知日（9 年 6 月）のいずれも法定納期限等よりも先行してい
るが、本件譲渡担保に係る債権は、法定納期限等後に発生した将来債権であることから、
法定納期限等前に譲渡担保財産となった財産であるといえるのかどうか、同条の解釈が問
題となる。 
 そして、譲渡担保権者として物的納税責任を追及されたＸが、「将来債権を目的とする債
権譲渡契約が締結された場合、その譲渡の効力は、当該債権が現実に発生した時ではなく、
契約締結と同時に発生するというべきであるから、将来債権の譲渡担保の場合、その目的
債権は、譲渡担保契約締結時に譲渡担保財産となると解するのが相当である」として、Ｙ
の差押処分の取消を求めて争ったのが本件である。 
第一審（さいたま地判平 15・4・16（金法 1723 号 53 頁））は、いわゆる集合債権譲渡担
保契約における債権譲渡の第三者に対する対抗要件は、指名債権譲渡の対抗要件の方法に
よるということについて、平成 13 年判決を引用した上で、「法定納期限等以前に集合債権
譲渡担保契約が締結され、かつ、上記の第三者に対する対抗要件が具備した場合には、将
来生ずべき債権についても譲渡担保権者は国税に優先すると見るのが相当である」として、
Ｘの請求を認容した。その理由として、集合債権譲渡担保において、「譲渡担保権者は、譲
渡担保契約により種類、期間等で範囲を画され、譲渡担保の目的となった債権については
法定納期限等の前後を問わず、将来発生すべきものを含めて全体的・確定的に譲渡されて
担保財産になったと理解するのが普通」であること、また、「集合債権譲渡担保においては、
通常、目的債権は日々の取引において生じる売掛代金債権等であることから、他に不動産
等の担保が存しない場合、当事者としては法定納期限等の前後を問わず将来発生する債権
の全体を考えて担保価値を把握するものと考えられ」、「それにもかかわらず集合債権譲渡
担保において譲渡担保財産となった時期を債権が発生した時期とし、法定納期限等後に発
生した将来債権については国税に劣後すると解した場合には、実務上広く認められた集合
債権譲渡担保の担保価値を有名無実化してしまうおそれがある」ことをあげる。そして、「国
税徴収の観点からみて不当に不都合な結果をもたらす」という問題については、別途立法
的な解決が図られるべきであるとしたほか、最三小判平 11.1.29（民集 53 巻 1 号 151 頁。
第 4 章第 1 節第 2 款「平成 11 年判決」参照）を引用し、契約締結時における譲渡担保設定
者の資産状況、その当時における譲渡担保設定者の営業等の推移に関する見込み、契約内
容、契約が締結された経緯等を総合的に考慮し、将来の一定期間に発生すべき債権を目的
とする債権譲渡契約について、上記期間の長さ等の契約内容が譲渡人の営業活動等からみ
て社会通念に照らし相当とされる範囲を著しく逸脱し又は他の債権者に不当な不利益を与
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えるものであると見られるなどの特段の事情のあると認められる場合には、当該集合債権
譲渡担保契約につき公序良俗に反するなどとして、その効力の全部又は一部が否定される
ことがあるというべきであるとした。 
 これに対し、Ｙは、平成 13 年判決の「既に生じ、又は将来生ずべき債権は、甲から乙に
確定的に譲渡されて」いるとの文言は、「譲渡当事者間においては債権譲渡の意思が不確定
ではなく、債権譲渡の意思が確定している趣旨のものと解するのが相当であって、譲渡担
保契約時に将来債権の移転の効果が発生すると判示したものではな」く、「将来債権につい
て権利行使可能となるのは、あくまで債権の発生を前提とするものであり、譲渡担保権者
は、現実に債権が発生して初めて具体的な担保としての価値を把握することができるもの
である」として控訴した。 
 
２ 原審 
原審（平成 16 年 7 月 21 日東京高裁判決（金法 1723 号 43 頁））は、以下のように判示
し、徴収法 24 条の適用を否定した第一審判決を取り消した。 
まず、問題の将来債権の権利移転時期については、「将来発生する債権を譲渡した場合、
その債権が譲受人に移転するのは、その債権が発生した時点であり、将来債権が発生した
場合、何らの行為も要せず譲受人に移転する」とした大判昭 9.12.28（民集 13 巻 2261 頁。
第 4 章第 1 節第 1 款「昭和 9 年判決」参照）を引用し、「将来生ずる債権は、その譲渡契約
締結時において現実に存在しないことが明らかであるから、同契約が結ばれたとしても、
将来債権は、譲渡契約と同時に移転することは不可能であり、同契約は、将来、その債権
が発生したときに、その権利を直ちに取得することができる、という一種の期待権を譲受
人に取得せしめることを目的とするものにすぎないと解すべきである」とし、「平成 11 年
及び平成 13 年判決も、昭和 9 年判決を前提に理解すべきであ」り、平成 13 年判決は、「当
事者間では確定的に譲渡されていることを挙げたものである」とする。 
そして、このような解釈を前提とすれば、「いわゆる集合債権譲渡担保において、譲渡担
保設定契約時に未発生である目的債権が譲渡担保財産となった時期は、その債権が具体的
に発生した時点と解」されるから、徴収法 24 条による物的納税責任の追及の可否は、具体
的な債権の発生と法定納期限等の先後で判断すべきであるとし、同条にいう「譲渡担保財
産」の解釈について、以下のように判示している。 
「譲渡担保権者は、将来債権が発生するまでに譲渡担保設定者に国税に関する法定納期
限等が到来することを十分に予想することができるのであって、譲渡担保権者に不測の損
害を与えるものではない。もともと集合債権譲渡担保において、譲渡担保権者が把握して
いる価値は、発生し、かつ消滅していく債権の担保権実行時の残高であって、この価値の
把握は、一種の期待権にとどまると考えるべきものであり、現実に存在している財産の価
値を把握している抵当権等に比べれば、担保権としての効力は弱いものというべきであ
る。」「法定納期限等以前に、集合債権譲渡担保契約が締結され、第三者に対する対抗要件
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を具備した場合、将来発生する債権についても譲渡担保権者は国税に優先すると解した場
合、私人間の契約によって、国税債権の確保ができない財産（しかもその価値は無限定に
なり得る。）を創出することが可能になってしまう。これは、質権や抵当権等に与えた例外
的優先制度（法定納期限等による優先劣後の制度）との釣り合いを無視するだけでなく、
国税徴収確保ないし国税優先の原則からの観点を極めて軽視した結論になってしまう。」
「動産の場合には、基本通達にあるように、種類、所在場所及び量的範囲により目的物の
範囲が特定できるものの、法定納期限等との前後の区別が困難であるのに対し、債権の場
合には対抗要件の性質上その区別は極めて容易であること、債権の場合は、一度譲渡され
た場合、事実上徴収方途を失ってしまうことなどに鑑みれば、集合債権譲渡担保契約に上
記政策的見地を認める必要は存しないというべきであって、これらの取扱いに差異があっ
てもやむを得ないというべきである。」 
 
３ 本判決 
これに対し本判決は、次のように判示し、原判決を破棄した。 
 まず、将来債権の債権譲渡契約の有効性及び当該契約に係る対抗要件の有効性について、
平成 11 年判決と平成 13 年判決を引用し、「将来発生すべき債権を目的とする債権譲渡契約
は、譲渡の目的とされる債権が特定されている限り、原則として有効なものであ」り（平
成 11 年判決）、債権譲渡担保契約において「債権譲渡の効果の発生を留保する特段の付款
のない限り、譲渡担保の目的とされた債権は譲渡担保契約によって譲渡担保設定者から譲
渡担保権者に確定的に譲渡されているのであり、この場合において、譲渡担保の目的とさ
れた債権が将来発生したときには、譲渡担保権者は、譲渡担保設定者の特段の行為を要す
ることなく当然に、当該債権を担保の目的で取得することができ・・・譲渡担保契約に係
る債権の譲渡については、指名債権譲渡の対抗要件(民法 467 条 2 項)の方法により、第三者
に対する対抗要件を具備することができる」（平成 13 年判決）とする。 
そして、問題の徴収法 24 条 8 項（旧 6 項）の解釈については、「国税の法定納期限等以
前に、将来発生すべき債権を目的として、債権譲渡の効果の発生を留保する特段の付款の
ない譲渡担保契約が締結され、その債権譲渡につき第三者に対する対抗要件が具備されて
いた場合には、譲渡担保の目的とされた債権が国税の法定納期限等の到来後に発生したと
しても、当該譲渡は『国税の法定納期限等以前に譲渡担保財産となっている』ものに該当
すると解するのが相当である」とした。 
また、本件譲渡契約において、譲受人が第三債務者に対して担保権実行の通知をするま
で、譲渡人が本件目的債権について弁済を受けることができるものとされていた点につい
ても、平成 13 年判決を引用し「これをもって本契約による債権譲渡の効果の発生を留保す
る付款であると解することできない」として、本件契約における将来債権の譲渡担保につ
いて徴収法 24 条の適用はないとの判断を下した。 
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第 2 款 争点と原審をめぐる学説の議論 
本件は、法定納期限等後に発生する集合将来債権の譲渡担保について、法定納期限等以
前に包括的な債権の譲渡担保に関する対抗要件を具備していた場合の徴収法 24条の物的納
税責任追及の可否が争われた事案であるが、徴収法 24 条の解釈以前の問題として、集合将
来債権譲渡における債権の移転時期と対抗要件の効力発生時期をどのように解するかとい
う点が重要な争点となっていた。この点について、原審は、平成 13 年判決は将来債権につ
いてもその対抗要件の効力を認めている以上、「確定的な権利移転」があると判断している
わけではなく、「当事者間では確定的に譲渡
．．．．．．
されていることを挙げたものである」と解し、
「譲渡担保設定契約時に未発生である目的債権が『譲渡担保財産となった時期』は、その
債権が具体的に発生した時点と解すべきである」と判示しているわけだが、この判断に対
しては、流動化取引の今後にも大きな影響を与えるものであるとの厳しい批判が展開され
（注１）、大きな論争に発展していた（各学説の主張について後述１参照）。 
原審の示した解釈をめぐる学説の争点は、①将来債権の権利移転時期、②将来債権譲渡
における対抗要件の効力、③徴収法 24 条にいう「譲渡担保財産となった」時点の解釈の３
点に整理することができるところ、③に関しては、税法という特殊な領域に係る問題であ
ることから、必ずしも積極的な議論が行われている状況にはなく、また、債権流動化スキ
ームに対する影響への実務上の懸念を背景として、議論の重点は①あるいは②の点に置か
れる傾向にある（注 2）。また、①と③については、一つの問題として論じられていることも
少なくはないし（注 3）、将来債権譲渡をめぐる競合事例においては、あくまでも②対抗要件
の問題として考えれば足り、①を問題とすることは解釈論としての実質的な意義を欠くと
の指摘もされている（注４）。 
本判決では、原審と同様、平成 13 年判決が先例として引用されているものの、その結論
においては原審と全く逆の判断が下されていることから、その判断の前提となる同判決の
解釈についても、原審とは逆の立場をとるものであると考えられるわけだが、後述すると
おり、本判決は、あくまでも、法定納期限等以前に対抗要件が具備された集合将来債権譲
渡担保に関する徴収法 24条の物的納税責任の適用の可否という点についての判断を示すに
とどまるものとも解され、「権利移転時期」の問題については、本判決以降もなお、議論の
あるところである（注５）。 
以下では、本判決の示した判断とその理論構成に関する考察に先立ち、原審をめぐる各
学説の議論を整理するとともに、その対立の根底にある先例解釈上の相違に着目し、将来
債権譲渡の対抗要件に関し、先例がどのような判断を示してきたのかについて、念のため
確認しておくこととする。 
 
１ 各学説の主張 
⑴ 発生時説 
将来債権は具体的に発生した時に権利移転が生じるとする説（以下「発生時説」という）
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であり、その主張は次のようなものであった（注６）。 
① 将来債権は、集合債権譲渡担保契約締結時点においては、いまだ現実かつ具体的に
発生していないから、譲渡担保契約締結と同時に担保設定者から譲渡担保権者に移転
することは不可能である。 
② 将来債権の譲渡通知による対抗要件の公示は、契約締結時点で抽象的に発生し、将
来譲渡人(担保設定者)に現実かつ具体的に発生すると同時に譲受人（譲渡担保権者）に
移転する将来債権を確定的に譲渡したことを公示する意義を有するものである。 
③ 徴収法 24 条 6 項（現行 8 項）所定の「国税の法定納期限等以前に譲渡担保財産とな
っている」のは、将来債権が現実かつ具体的発生した時点以降というべきである。 
発生時説の説くところは基本的に原審の理論構成と一致するものであり、その結論にお
いても原審の判断を支持している。なお、発生時説は、将来債権譲渡（担保）の対抗要件
の効力を認めた平成 13 年判決について、同判決もまた、「契約時の権利移転」を前提とし
て、対抗要件の効力を認めているわけではないものと解しており、同判決の調査官解説に
おける「本件集合債権譲渡担保契約は、契約時に既存の債権及び将来債権を一括譲渡した
ものであり、既存の債権は契約時に、将来債権は債権発生時に
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
権利移転するものである（傍
点筆者）。」（注７）との記述がその論拠の一つとして挙げられている。つまり、発生時説によ
れば、平成 13 年判決の判断は「契約時における権利移転」を前提とするものではなく、（権
利移転とは切り離された）確定的譲渡の対抗要件
．．．．．．．．．．
の効力を承認したものにすぎないものと
解されるところ、このような解釈を前提とすれば、集合債権譲渡担保契約が既発生債権及
び将来債権を一括して確定的に契約締結時において譲渡人から譲受人に譲渡する契約とし
て有効であるという平成 13 年判決の説示とも矛盾は生じないとする（注８）。 
 
⑵ 契約時説 
これに対し、将来債権であっても契約時において権利移転が生じるものと解する「契約
時移転説」（以下「契約時説」という）は、原審の理論構成・結論をともに否定する。契約
時説の代表的な論者である池田真朗教授は、原審評釈（以下「池田評釈」という）におい
て、次のような主張を展開されていた（注９）。 
① 昭和 9 年判決は、確かに対抗要件具備と権利移転の効果を区別しているものと読め
るが、同判決で問題となった破産財団への帰属が問題となった将来債権は、「将来会
社カ解散シ清算ヲナス場合ニ残余財産ノ分配ヲ受クベキ債権」、「会社カ煙草許売捌廃
止ニ基ツキ転業資金ヲ受クルコトアラハ之ヲ分配ヲ受クベキ債権」であり、清算年月
日、転業資金の交付日のいずれも破産宣告よりも後であるにもかかわらず、同判決は、
破産宣告前の将来債権の譲渡通知により、これらの債権を譲受人が「完全ニ取得シ之
ヲ控訴人等ニ対抗シ得ヘキモノナル」ことを認め、対抗要件の再具備の必要性を否定
しており、この点に着目すれば、「有効な譲渡契約によって（その時に既に）権利が
移転し、その際に具備した対抗要件が有効である」と解するのが「素直な解釈」であ
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る。本判決は、昭和 9 年判決の明らかな「読込み過ぎ（ないしは国税優先の結論を導
き出すための意図的なミスリード）」である。 
② 仮に、本判決における昭和 9 年判決の解釈が正当であるとしても、以下の点で、平
成 11年以降の将来債権譲渡にかかる一連の最高裁判例が示した法理との整合性が問
われるべきである。 
ア）平成 11 年判決では、昭和 57 年～平成 3 年までの将来債権譲渡を受けた直後、確
定日付ある通知がされたが、平成元年 5 月に平成元年 7 月から発生する債権の差押
えをした譲受人が差押債権者に優先すると判示しており、このことは、将来債権譲
渡の第三者対抗要件の効力発生時期は、各債権の発生時ではなく対抗要件具備時期
であることを前提にしているものと解される。 
イ）平成 13 年判決が、譲渡担保実行通知云々という表現について、「この記載がある
ことによって、債権が上告人に移転した旨の通知と認めることができないとするこ
とは失当」とし、担保設定通知とでも言うべきものを「譲渡通知」と認めているこ
とから、債権譲渡担保によって実体的な権利移転が譲受人に移っていることを前提
にしているものと解される。したがって、平成 13 年判決の認めた対抗要件は権利移
転・帰属を表す対抗要件であって、譲渡の目的物が未発生の将来債権の場合には、
「当該債権は譲渡契約時に譲渡担保権者 X に移転し、具体的に債権が発生した時点
でそれが顕在化する」とみるべきである。 
ウ）平成 13 年予約判決が「譲渡予約について確定日付ある通知または承諾をしても、
債権譲渡の対抗要件とはならない。」とした理由は、債権譲渡の対抗要件は、正に「権
利帰属の変更が生じた事実を認識」せしめることができるものなのであり、予約を
通知しても権利帰属に変更が生じた事実を認識するものではない、というものであ
るから、最高裁判決のいう「対抗要件」は、本判決が昭和 9 年判決から導かれると
する、権利帰属に変更のない、「権利保全的対抗要件」ではなく、｢権利帰属を公示
する対抗要件｣にほかならない。 
③ 国税徴収法によって租税債権に認められている「制度的優越」なるものは、やはり
一般民事ルールそのものを曲げたり、一般民事の解釈論を変容させたりするもので
はなく、国税徴収法が定めた特別ルールの範囲内でこそ認められるべきものである
ところ、本判決は、譲渡担保に関する国税徴収法の特別ルールの適用範囲を、民法
一般の将来債権の発生時の解釈によって広げようとするものである。 
 上記下線部分から明らかなとおり、契約時説の主張は、発生時説とは対照的に平成 13 年
判決が契約時における権利移転を前提として対抗要件の効力を認めたものであるとの解釈
をとっており、平成 13 年以前の先例解釈においても、あくまで権利移転と対抗要件の取得
とはパラレルに解されるものであることを強調している。 
以下では、原審が依拠する昭和 9 年判決を含む一連の先例について、その判示内容を再
度確認し、各判例に関する解釈上の論点を整理した上で、両説の問題点について検討する
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こととする。 
 
２ 先例解釈と問題点の整理 
⑴  昭和 9 年判決 
昭和 9 年判決の事案は、合名会社Ａの社員Ｘにより①「将来会社カ解散シ清算ヲナス場
合ニ残余財産ノ分配ヲ受クベキ債権」、②「会社カ煙草許売捌廃止ニ基ツキ転業資金ヲ受ク
ルコトアラハ之ヲ分配ヲ受クベキ債権」という 2 種類の将来債権が譲渡され、第三債務者
への確定日付ある通知がなされた後、Ｘが破産宣告を受け、譲受人ＹとＸの破産管財人と
の間で、当該債権譲渡の効力が争われたものである。 
改めて、本件の事実関係を整理すると、まず、（１）本件将来債権の譲渡契約が昭和 5 年
6 月 28 日、（２）第三債務者へ内容証明郵便が送達したのが同年 7 月 2 日、（３）Ａ社の解
散が昭和 6 年 7 月 1 日、（４）Ｘの破産宣告が同月 22 日、（５）Ａ社の廃業により、国庫か
ら転業資金の交付があったのが同年 11 月 25 日、（６）Ａ社の清算が同年 12 月という順に
なる。なお、破産宣告に先立つ 6 年 1 月 22 日、Ｘの破産申立てを受けた裁判所は保全処分
として、Ｘに対しては「右会社ノ持分又ハ持分払戻請求権ヲ他人ニ譲渡シ又ハ之ニ関スル
負担ヲ増加スル行為ヲ為スヘカラサル旨」、Ａ社に対しては「Ｘノ持分ノ払戻ヲ為スヘカラ
サル旨」の仮処分を命じている。管財人側は、債権発生前に通知はできないことを主張し
たが、同判決は以下のように判示し、本件上告を棄却した。「然レトモ将来ノ債権ニ付テモ
譲渡契約ハ有効ニ之ヲ為シ得ベク此ノ場合ニハ後日債権カ譲渡人ニ付成立シタルトキ何等
ノ行為ヲ要セスシテ譲受人ニ移転スルモノトス。而シテ債権譲渡ノ通知ハ譲渡行為アリタ
ル事実ノ通知ニシテ債権譲渡ノ法律上ノ効果ヲ通知スルモノニ非ズ。」 
確かに、「将来ノ債権ニ付テモ・・・移転スルモノトス」という部分に着目した場合、池
田教授が指摘するように、同判決は将来債権の発生前の確定的な譲渡契約及び当該契約に
基づく権利移転を肯定していると読むのが「素直な読み方」のように思われるし、原審に
おける譲受人が取得するのは「期待権」に過ぎないとの解釈については、｢読み込みすぎ｣
の感も否めない。しかし、その後に続く「而シテ債権譲渡ノ通知ハ譲渡行為アリタル事実
ノ通知ニシテ債権譲渡ノ法律上ノ効果ヲ通知スルモノニ非ズ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
」、という部分に着目した場合、
その印象は逆転する。池田評釈も、この部分からは、同判決が「対抗要件具備と権利移転
の効果を区別していることは明らか」であると解されうるとしている（注 10）。 
もっとも、池田教授は、「後日債権カ譲渡人ニ付成立シタルトキ何等ノ行為ヲ要セスシテ
譲受人ニ移転スル」との部分についても、「債権発生時に移転する」との解釈がありうるこ
とを必ずしも否定してはおらず、仮にそうであるとしても、昭和 9 年判決は「単に、将来
債権譲渡の契約を有効になし得、その段階で対抗要件も具備しておいたならば、後日当該
債権が実際に発生した場合に再度対抗要件具備行為をする必要はないと述べ」たものにす
ぎないとし、そもそも将来債権の権利移転時期に関しては、昭和 9 年判決よりはむしろ平
成 11 年以降の一連の最高裁判例との整合性を重視すべきであることを強調されている（注
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11）。 
さらに、「対抗要件の効力発生時期」という問題に着目して、同判決を見直すと、同判決
が会社の清算(及び廃業)を停止条件とした将来債権の譲渡通知の有効性を肯定している点
からは、「債権発生前の通知による対抗要件の具備」を認めたものと読める。しかし、その
場合にもなお、「債権譲渡ノ通知ハ譲渡行為アリタル事実ノ通知ニシテ債権譲渡ノ法律上ノ
効果ヲ通知スルモノニ非ズ」との部分をどのように解するかとの問題が残る。すなわち、｢対
抗要件｣として機能しうる有効な債権譲渡通知であっても、「債権譲渡ノ法律上ノ効果」を
生じない「事実の通知」にすぎないものであるとすれば、「有効な譲渡通知が行われた以上
は、当該譲渡の法律上の効果は既に生じ、実体的な権利移転があった」とまではいえない
のではないか、という疑問である。もっとも、仮に「権利の移転」が生じていないと解す
るとすれば、債権発生前に譲受人が取得したものは何なのか、という点が問題点となる。
いずれにせよ、昭和 9 年判決は、債権発生前の譲渡通知の有効性が争われた事案であり、
その前提となりうる解釈は当然あるにせよ、直接的には将来債権譲渡の有効性に関する判
断が示されているにとどまるから、同判決を論拠として、将来債権の「権利移転の時期」
の問題に関する結論を導くことは必ずしも妥当ではない。それでは、平成 11 年以下の最高
裁判例からは、どのような法理を読みとることができるのだろうか。 
 
⑵ 平成 11 年判決 
将来債権譲渡の有効性に関するリーディングケースとされている平成 11 年判決では、昭
和 57 年～平成 3 年までの将来債権譲渡を受け、確定日付ある通知がされた後、平成元年 5
月に平成元年 7 月から発生する債権の差押えをした事案について、譲受人が差押債権者に
優先する旨を判示している。この点について、池田教授は、平成 11 年判決が、将来債権譲
渡の第三者対抗要件の効力発生について、各債権の発生時ではなく対抗要件具備時を基準
としているものと解されることを指摘する（注 12）。 
確かに、当該譲渡通知の有効性を認めた判断について、譲渡通知によって「既に
．．
権利が
．．．
移転しているから
．．．．．．．．
」、その後になされた差押にも対抗できるとの解釈は成り立ちうるが（注
13）、当該事案における争点は、債権の発生に関する予測可能性が当事者間においても高い
ものではない（と考えられていた）1 年以上後に発生する将来債権の譲渡契約の有効性と債
権譲渡通知による対抗要件の効力が認められるのかどうかという点であって、昭和 9 年判
決のような「事実ノ通知」にとどまるものであるとの判示こそないものの、平成 11 年判決
についても、その判断が（当然に）実体的な権利移転を前提とするものであるか否かは明
らかではない。この点に関する言及がない以上、平成 11 年判決が将来債権譲渡の対抗要件
をどのようなものと捉えているのかを断言するのは困難であるし、端的に対抗要件の効力
を認める判断のみを示していることからは、むしろ昭和 9 年判決と同様、対抗要件として
の効力の発生時期と実体的な権利移転の効果が生じる時期を別々に解する構成をとるもの
とみることができる。どちらの構成をとる場合にも同一の結論が導かれる以上、平成 11 年
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判決の判断は、発生時説または契約時説のいずれかにとって、決定的な論拠となるもので
はない。 
 
⑶ 平成 13 年判決・平成 13 年予約判決 
最後に、問題の平成 13 年判決の判断を確認してみよう。同判決では「甲が乙に対する金
銭債務の担保として、発生原因となる取引の種類、発生期間等で特定される甲の丙に対す
る既に生じ、又は将来生ずべき債権を一括して乙に譲渡することとし、乙が丙に対し担保
権実行として取立ての通知をするまでは、譲渡債権の取立を甲に許諾し、甲が取り立てた
金銭について乙への引渡しを要しないこと」を内容とする甲、乙間の債権譲渡契約を集合
債権譲渡担保契約と解した上で、「この場合は、既に生じ、又は将来生ずべき債権は、甲か
ら乙に確定的に譲渡されており、又は将来生ずべき債権は、甲から乙に確定的に譲渡され
ており・・・上記債権譲渡について第三者対抗要件を具備するためには、指名債権譲渡の
対抗要件の方法によることができる」旨を判示している。ここで注目されるのは、同判決
が（集合債権譲渡担保の）「担保設定通知」とでも言うべきものについて、譲渡通知と同じ
く「確定的」な債権譲渡の対抗要件の効力を認めているという点である。 
この点について原審は、ここでいう「確定的」とは、「確定的な権利移転」ではなく、あ
くまでも、「当事者間では確定的に譲渡されていることを挙げたものである」と解し、上記
発生時説も、契約時点で「確定的な譲渡」が行われていることについては肯定する立場を
とるものの、その対象債権が発生していない以上は、「契約締結の時点で抽象的に発生し将
来譲渡人に移転する権利」としての移転にとどまり、個別・具体的な債権が移転するのは
債権発生時であるとする。 
これに対し、契約時説の立場からは、発生時説が主張するような一種の「抽象的な権利」
についての対抗要件との解釈を疑問視し、平成 13 年判決はあくまで「確定的な権利移転が
あった」ことを前提として、債権発生前に将来債権譲渡の対抗要件の効力を認めるもので
あることが主張されている（注 14）。さらに池田評釈では、平成 13 年判決とほぼ同時期に出
された平成 13 年予約判決が「抽象的な権利」の対抗要件取得が否定される決定的な論拠と
なることも強調されている（注 15）。その主張は、平成 13 年予約判決は、「民法 467 条の規
定する指名債権譲渡についての債務者以外の第三者に対する対抗要件の制度は、債務者が
債権譲渡により債権の帰属に変更が生じた事実を認識することを通じ、これが債権者によ
って第三者に表示され得るものであることを根幹として成立している」ことを前提として
「予約」の通知の対抗力を否定しているものと解されるところ、単なる予約にとどまらな
い債権譲渡の通知については、正に「権利帰属の変更が生じた事実を認識」せしめること
ができるものであるからこそ、対抗要件としての効力が認められているというものである。
そして、最高裁判決のいう「対抗要件」が「権利帰属を公示するもの」であることは明ら
かである以上、権利帰属に変更のない、「権利保全的対抗要件」の発想を持ち込むことは困
難であるとする。確かに、平成 13 年予約判決の「民法 467 条の規定する指名債権譲渡につ
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いての債務者以外の第三者に対する対抗要件の制度は、債務者が債権譲渡により債権の帰
．．．．
属に変更が生じた事実
．．．．．．．．．．
を認識することを通じ、これが債権者によって第三者に表示され得
るものであることを根幹として成立している」との判示部分について、「権利の帰属に変更
が生じた事実」という部分を重視すれば、「確定的な権利移転の公示」であるとも読めるし、
そもそも「抽象的」な順位保全のための公示というものが認められるものであるのかどう
かという点について契約時説の指摘は正当なものであるといえる。 
しかしながら、平成 13 年予約判決の上記判示部分は、「譲渡予約」ではなく「譲渡」の
事実について第三債務者が認識していることが必要であるとの判断の前提として、第三債
務者がインフォメーションセンターとしての機能を担う民法 467 条の対抗要件の構造に関
して説示した一般論部分であり、昭和 9 年判決や昭和 48 年判決といった先例に従った解釈
を示しているにすぎないものと解されるところ（注 16）、これらの先例の解釈を前提とすれ
ば、ここでいう「債権の帰属に変更が生じた事実
．．．．．．．．．．．．．．
」の公示が「権利変動があったこと」の
公示にほかならないと言えるかどうかは疑問が残る。仮に「権利変動があったこと」と解
した場合、第三債務者の認識は、単なる「譲渡の事実」の認識では足りず、当該譲渡によ
って「実体的な権利移転があったこと」の認識でなければならないということになるから、
譲渡通知によって対抗問題を「一義的に決する」のはむしろ「譲渡の事実」のみを公示す
るものと解した場合以上に困難なものになるとも考えられる。平成 13 年予約判決と平成 13
年判決との結論の差異からは、第三債務者は「譲渡予約」ではなく「譲渡」の事実を認識
すべき必要があり、将来債権であっても「譲渡の事実」が公示されているものである限り、
対抗要件として有効であるとの解釈が導かれることは間違いないが、いずれの判決も「対
抗要件の効力」に関する判断を超えて「権利移転の時期」に関する判断を示すものとはな
っていないから（注 17）、「債権の帰属に変更が生じた事実
．．．．．．．．．．．．．．
」の公示であるとの平成 13 年予
約判決の説示から、「抽象的な権利の公示」として将来債権譲渡の対抗要件の有効性が認め
られるとの発生時説の解釈が、平成 13 年判決あるいは平成 13 年予約判決から完全に否定
されるとまではいえない。したがって、平成 13 年判決及び平成 13 年予約判決についても、
平成 11 年判決同様、いずれかの説にとって決定的な論拠となるものではないということに
なる（注 18）。 
 
３ 各学説の問題点 
上記①～③で指摘した先例解釈上の問題点を整理すると次のとおりである。まず、①昭
和 9 年判決では、「債権発生前の通知による対抗要件の具備」を認めたものと解することが
できるが、その場合にもなお、「債権譲渡ノ通知ハ譲渡行為アリタル事実ノ通知ニシテ債権
譲渡ノ法律上ノ効果ヲ通知スルモノニ非ズ」との部分をどのように解するか、すなわち、｢対
抗要件｣として機能しうる有効な債権譲渡通知であっても、「債権譲渡ノ法律上ノ効果」を
生じない「事実の通知」にすぎないものであるとすれば、「有効な譲渡通知が行われた以上
は、当該譲渡の法律上の効果は既に生じ、実体的な権利移転があった」とはいえないので
 194 
はないか、そして、「権利の移転」が生じていないとすれば、債権発生前に譲受人が取得し
たものは何なのか、といった点が問題となる。②平成 11 年判決は、債権の発生に関する予
測可能性が必ずしも高いものではないことから、その有効性が問題となった 1 年以上先に
発生する将来債権に係る債権譲渡の通知を第三者にも対抗できるのかどうか、という点が
争われたものであり、昭和 9 年判決同様、当該譲渡の有効性を認めてはいるものの、かか
る通知をもって「権利移転」があったのかどうかについては明らかにしてはいないし、将
来債権の発生前に取得した対抗要件の効力がどのようなものであるのかという点について
は疑問が残る。③平成 13 年判決では、「担保としての譲渡」との記載があることによって、
民法 467 条に基づく対抗要件の具備が否定されうるか否か、平成 13 年予約判決では、譲渡
予約の通知による対抗要件の具備の可否がそれぞれ争点となっており、いずれの判決も、
具体的な権利移転の時期については明らかにしていない。したがって、具体的な債権の発
生前の「抽象的な権利」の段階での「順位保全的対抗要件」としての対抗要件の具備が可
能であるのか、可能であるとすると、そのような「対抗要件」がどのような効力をもつも
のであるのか、といった問題については、さらなる検討を要する。 
一方、これらの判例の整理からは、少なくとも、①債権発生前の段階であっても、差押
債権者を含む第三者に対する対抗要件が取得できること、そして、②「担保目的」である
ことは、当該債権譲渡の第三者に対する対抗要件の有効性には影響を与えるものではない
ことの 2 点については、確定した判例法理であるといえよう。そして、具体的な債権の発
生の有無にかかわらず、「対抗要件」が有効に機能しうるものである以上、譲受人は、有効
に「権利」を取得しているものと解されるとの契約時説の論理は、非常に明快なものであ
るように思われる。しかしながら、「対抗要件具備」＝「権利移転」との契約時説の立場か
らは、昭和 9 年判決の「債権譲渡ノ通知ハ譲渡行為アリタル事実ノ通知
．．．．．
ニシテ債権譲渡ノ
法律上ノ効果ヲ通知スルモノニ非ズ」との判示部分をどう解すべきかという問題について、
必ずしも明快な説明はされておらず、近年の最高裁判例との整合性を重視すべきであるこ
とが主張されているにとどまる（注 19）。しかし、昭和 9 年判決は、将来債権譲渡の有効性
に関するリーディングケースの一つであり、近年の最高裁判決の解釈に際しても、昭和 9
年判決を含めた先例との整合性が問われうることはいうまでもないし、確定的な権利移転
の公示との考え方が、未発生の「将来債権」にも妥当するものであるのかという点につい
ては、議論の余地がある（注 20）。 
一方、発生時説についても、次のような理論的難点を指摘しうる。確かに、発生時説が
主張するとおり、平成 13 年判決が「具体的な権利移転の時期」については、言及していな
いものと読むことは可能であるし、この点については、契約時説も否定はしていない（注 21）。
しかしながら、仮に平成 13 年判決が確定的な権利移転を前提として対抗要件の効力を認め
るものではないとしても、一連の最高裁判例が有効性を認めている将来債権の対抗要件が、
なぜ本件の場合には有効に機能しえないのか
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
という点について、発生時説は、必ずしも十
分な説明をしてはいないし、「対抗要件の取得時期」ではなく「権利移転時期」が
．．．．．．．．．
「法定納
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期限等」よりも後であることを理由として、未発生の将来債権を対象とする集合将来債権
譲渡担保を法定納期限等よりも後に「譲渡担保財産となった」ものと解し、徴収法 24 条の
物的納税責任の適用を肯定する結論には疑問が残るといわざるを得ないだろう（注 22）。 
以下、こうした問題点について、本判決がどのような理論構成によって、どのような判
断を下しているのかを確認した上で、各論点について若干の私見を述べることとしたい。 
 
第 3 款 考察 
１ 本判決の意義とその理論構成 
本判決は、徴収法 24 条 6 項（現行 8 項）の定める「法定納期限等後の譲渡担保財産」に
ついて、最高裁として初めて具体的な判断を示したものであり、将来債権を活用した流動
化スキームの一つである集合債権譲渡担保について、同条による譲渡担保権者の物的納税
責任が追求される範囲を画する基準を示したものとして大きな意義を有している。徴収法
24 条の追及が問題となった事例としては、一括支払システムにおける代物弁済条項の有効
性が争われたものとしては、既に平成 13 年と 15 年に最高裁の先例が存在するが（第 3 章
第 3 節第 2 款参照）、いずれの判決も、徴収法 24 条の定める譲渡担保権者への「告知」の
意義を争点とするものであり、本件とは問題を異にする。既にみてきたとおり、原審にお
いては、本判決とは逆に徴収法 24 条の適用を認める判断が下されていたわけだが、その判
断の前提として示した将来債権の権利移転時期はあくまで具体的な債権の発生時であると
の解釈については、債権流動化の促進の観点から厳しい批判がされていた。本判決は、本
契約型の集合債権譲渡担保について、契約締結時の債権譲渡通知の方法による対抗要件取
得を認めた平成 13年判決を引用し、当該債権譲渡通知により対抗要件を取得した時点から、
債権譲渡があったことを対抗できる旨を判示しているものではあるが、未発生の将来債権
を含む集合債権の譲渡担保における「権利移転時期」はいつと解すべきかという問題に関
して、明確に答えてはいない。したがって、仮に譲渡担保財産としての追及が認められる
場合（本件でいえば、法定納期限等後の譲渡通知であった場合）、いつの時点で「譲渡担保
財産」として譲渡担保権者に帰属することになるのか、といった点に関しては、今後の問
題として残されているということになる。 
各論点の考察にあたり、本判決の示した判断とその理論構成について、念のため確認し
ておく。 
既にみてきたとおり、将来債権を目的とする債権譲渡の有効性に関する一連の最高裁判
決では、対抗要件の取得時点では目的債権がいまだ未発生であったということは、対抗要
件の有効性を否定する要素とはなっておらず、有効な「対抗要件」を取得した債権譲渡が
第三者たる差押債権者にも対抗できることは、確定した判例法理ともなっている（注 23）。
しかしながら、具体的な債権発生前、有効な「対抗要件」を具備した時点を当該債権の権
利移転時期と解することができるのか、という点については、なお、発生時説・契約時説
という２つの解釈がありうることは前述したとおりである。 
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契約時説は「債権の成立」はあくまで契約成立時であり、未発生の将来債権の段階でも
「権利移転」は既に生じていると解することが、将来債権譲渡契約とその対抗要件の有効
性を認めている先例と整合的であるとする。これに対し、原審及び発生時説は、昭和 9 年
判決の「後日債権カ譲渡人ニ付成立シタルトキ何等ノ行為ヲ要セスシテ譲受人ニ移転スル
モノトス」との判示部分を論拠として、未発生の将来債権は、「具体的な債権の発生時には
じめて移転する」ものと解している。確かに、上記下線部分に着目した場合、昭和 9 年判
決は、債権発生前の譲渡契約の成立、対抗要件の具備の有効性をいずれも認めながら、そ
のいずれの時点でもなく、「後日債権カ譲渡人ニ付成立シタルトキ
．．．．．．．．．．．．．．．．．
」に当該債権が譲受人に
移転する、としているものと読むことができるし、そうであるとすれば、「対抗要件の具備
の時」と「権利移転の時」とが別異に解されていることは明らかである。原審では、この
ような昭和 9 年判決の解釈を前提に、「将来生ずる債権は、その譲渡契約締結時において現
実に存在しないことが明らかであるから、同契約が結ばれたとしても、将来債権は、譲渡
契約と同時に移転することは不可能」とする契約時説の立場から、「同契約は、将来、その
債権が発生したときに、その権利を直ちに取得することができる、という一種の期待権
．．．
を
譲受人に取得せしめることを目的とするものにすぎない」ものとし、平成 13 年判決につい
ては、あくまで「当事者間では
．．．．．．
確定的に譲渡されていることを挙げた」ものにすぎないと
していた。 
これに対し、本判決は、学説上、大きな争点となっていた昭和 9 年判決の解釈（「後日債
．．．
権カ譲渡人ニ付成立シタルトキ
．．．．．．．．．．．．．．
」）についてはなんら言及せず、将来債権譲渡の対抗要件の
有効性を認めた平成 11 年及び平成 13 年判決を引用することで、原審とは逆の判断を下し
ている。そして、未発生の将来債権について確定的な譲渡
．．．．．．
があったことは、当該債権の現
実の発生時期にかかわらず、第三者にも有効に対抗できるとした本判決の結論は、譲
．
渡契
．．
約締結時点で
．．．．．．
「確定的な譲渡」があったことを主張する契約時説と一致するものでもあっ
た。それでは、未発生の将来債権について債権発生前の「権利移転」を認めた本判決は、
その理論的前提においても、契約時説を採用するものなのだろうか。 
ここで、本判決の判示内容を改めて確認すると、「債権譲渡の効果の発生を留保する特段
の付款のない限り、譲渡担保の目的とされた債権は譲渡担保契約によって譲渡担保設定者
から譲渡担保権者に確定的に譲渡されているのであり、この場合において、譲渡担保の目
．．．．．．
的とされた債権が将来発生したときには
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、譲渡担保権者は、譲渡担保設定者の特段の行為
を要することなく当然に、当該債権を担保の目的で取得する」とされていること、さらに 
その後に続く「以上のような将来発生すべき債権に係る譲渡担保権者の法的地位
．．．．
に鑑みれ
ば・・・・（徴収法 24 条 6 項（現行 8 項）の適用はない）」との判示からは、将来債権の譲
渡においては、①「確定的な譲渡」→②「債権の発生」→③（譲受人の）「権利取得」とい
うプロセスを経て、「権利移転」が生じるとしているものとも読める（注 24）。しかし、①の
段階では譲受人は「期待権」を有するにとどまり、③の段階で初めて「権利移転」が生じ
るとした原判決のように、本判決は、明確に①の段階での権利移転を否定しているわけで
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はない。また、原判決のような「期待権」との構成をとることに関しては、有効な対抗要
件の取得にもかかわらず、譲受人の「法的地位」は極めて不安定なものとの批判を免れな
いし（注 25）、当該対抗要件が「何についての対抗要件なのか」という問題が残るだろう。 
ところで、本判決は、徴収法 24 条 6 項（現行 8 項）の解釈として「国税の法定納期限等
以前に、将来発生すべき債権を目的として、債権譲渡の効果の発生を留保する特段の付款
のない譲渡担保契約が締結され、その債権譲渡につき第三者に対する対抗要件が具備され
ていた場合には、譲渡担保の目的とされた債権が国税の法定納期限等の到来後に発生した
としても、当該譲渡は『国税の法定納期限等以前に譲渡担保財産となっている』ものに該
当すると解するのが相当である」としている。つまり、同条の「譲渡担保財産となったこ
と」とは、原審がいうような「現実の権利移転
．．．．．．．
」があることを要件とするものではなく、
債権譲渡（＝譲渡担保の設定）についての対抗要件取得があれば足りるとしているのであ
る。確かに、「確定的な譲渡」に関する対抗要件があることをもって、譲渡担保権者たる譲
受人の優先を認める判断自体は、契約時説の立場と一致するものではあるが、その判断の
前提として、本判決が、将来債権の「権利移転時期」に関し、昭和 9 年判決との整合性が
問題となりうる契約時説の解釈を採用しているとまでいえるかどうかは疑問である（注 26）。
けだし、競合債権者との優劣が「対抗要件具備の先後」によって決せられるという結論自
体は、昭和９年判決と平成 13 年判決のいずれにも共通するものであり、競合債権者との優
劣を決するにあたり、譲渡担保財産として
．．．．．．．．．
の経済的実質という側面から当該資産の実質的
な帰属が問題となる場面（本件でいえば、「譲渡担保財産」として徴収法 24 条による物的
納税責任の適用がある場合）以外では、実体的な権利移転の時期にかかわらず、競合債権
者に対する関係では、対抗要件の効力を有効に主張できるとの結論において差異は生じな
い（平成 13 年判決）（注 27）。したがって、原審と本判決との結論の差異は、将来債権の「権
利移転時期」に関する解釈の差異というよりはむしろ、端的に徴収法 24 条の定める「法定
納期限等以後の譲渡担保財産」の要件についての解釈の差異にあるとみるべきである。 
以下では、本判決が示した徴収法 24 条の適用要件とはどのようなものなのか、そして、
本判決のいう｢確定的な譲渡｣とはどのような意義を持つものであり、先例である昭和 9 年
判決の「後日・・・移転スル」とは理論的前提を異にするものであるのか、本判決の判断
を踏まえ、徴収法 24 条の定める物的納税責任の要件と将来債権譲渡における「権利移転時
期」の問題について、順に考察していくこととする。 
 
２ 将来債権譲渡に関する物的納税責任追及の可否 
 現行国税徴収法は、租税債務の発生を了知することのできる「法定納期限等」を基準と
して、担保権者との優劣を決する旨を定めており(徴収法 15 条)、同法 24 条は、譲渡担保と
租税との競合の場合にも、同様の基準によって優劣を決する趣旨で設けられた規定である
（第 2 章第 2 節第 3 款）。担保権との優劣の基準となる「法定納期限等」は、租税債権の特
殊性を考慮し、私債権者との調整を図るための原則として昭和 34 年の徴収法改正において
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新たに採用されたものであるが、法定担保権のみならず、いわゆる非典型担保である譲渡
担保と租税債権との関係についても、同様の調整法理を採用することには、再三にわたっ
て強硬な反対意見が出されていたことは既に確認してきたとおりである（第 2 章第 2 節第 3
款参照）。そのため、同条については、仮に譲渡担保設定者の財産としての差押を認めると
しても、譲渡担保についてどのような法的構成をとるものとするのか、譲渡担保権者自身
の滞納国税がある場合にはどのような調整を図るのかといった点について数度の見直しが
行われ、その結果、最終的な立法化条文は、質権等が国税の法定納期限等以前に設定され
ているときは国税に優先するとの徴収法 15 条の簡潔な内容とは趣きを異にし、全 7 項（現
行法では全 9 項）から成る長文の規定が設けられるに至った。具体的には、納税者から財
産が譲渡されていることを前提としつつ、納税者の財産からの徴収不足等を要件として、
譲受人に帰属する当該譲渡財産への滞納処分を認めるとの「物的納税責任」という構成が
採用されているわけだが、このような特殊な構成をとる理由が、「譲渡」（売買）と「担保」
という譲渡担保特有のヌエ的な性質によるものであることはいうまでもない（第 3 章第 1
節第 3 款）。  
さらに、こうした性質を反映した結果、徴収法 24 条の条文は、徴収法 15 条の条文と完
全に一致する構成をとってはおらず、法定納期限等を基準として優劣を決するとの基本的
な趣旨を一にしながらも、担保権者の優先が認められる担保財産に関する徴収法 15 条と徴
収法 24 条の文言は異なるものとなっている。すなわち、徴収法 15 条でいう法定納期限等
以前に納税者の財産上に「設定」された担保権に対応する部分が、徴収法 24 条では「国税
の法定納期限等以前に譲渡により担保の目的となっているもの（「譲渡担保財産」）がある
とき」と規定されているのである。徴収法 24 条が法定担保権と租税債権との優劣の基準を
譲渡担保の場合にも拡張する趣旨のものであることに鑑みれば、この部分についても、「法
定納期限等以前に設定された」譲渡担保財産の趣旨であると解すべきであり、当該譲渡担
保に関する対抗要件取得の時期と法定納期限等の先後で優劣を決するものと解されること
になる（注 28）。 
もっとも、「租税債権に対する関係で譲渡担保と租税債権とを同一に取り扱う」との徴収
法 24 条の立法趣旨を、譲渡担保権者を含めた担保権者の取扱いにおける｢形式的な均衡｣で
はなく「実質的な均衡」を図るものと解するとすれば、担保目的物の「権利移転」の時期
と法定納期限等の先後で優劣を決するとの解釈についても肯定的に解することができない
わけではない。旧国税徴収法においては、所有権が担保権者に移転している以上、設定者
である債務者の滞納により差し押えることはできないものとされており（旧法通達 10 条関
係 9‐71）、その結果、譲渡担保権者は、事実上、法定担保以上の
．．．．．．．
優先的地位を享受してい
た。これに対し、「すべての担保制度が租税の徴収の面からはできる限り同一の取り扱いを
受ける」べきであり、「譲渡担保のみがひとり時期の前後を問わず、常に租税に優先する制
度は望ましいものではない」との観点から、「譲渡担保についてもそれに応じた効力の制限
を付すること」を目的として設けられたのが徴収法 24 条に定める「物的納税責任」の制度
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であるとされる（注 29）。ところが、本件のような将来債権を含む集合債権の譲渡担保では、
現在既に発生している債権はもちろん、将来発生する債権についても、目的債権が未発生
の段階において、包括的な担保設定が行われるのが通常であるから、債権譲渡通知等によ
る「対抗要件具備の時点」と「法定納期限等」の先後で優劣を決するものと解した場合、
譲渡担保権者が優先を主張できる時期は大幅に前倒しされ、徴収法 24 条によって集合将来
債権譲渡担保に対する物的納税責任を追及することは極めて困難なものとなりかねない。
言い換えれば、未発生の将来債権を含む集合債権譲渡担保権者は、実体的な権利関係を基
礎とする動産や不動産を対象とする抵当権や質権といった法定担保以上に強固な優先的地
位が認められることになるから、「対抗要件の具備時」よりはむしろ「目的債権が現実に発
生し担保権者に帰属する債権となったとき」、つまり、実体的な権利関係との一致があった
時点を「譲渡担保財産となったとき」と解する方が、法定担保との「不均衡」をなくすと
の徴収法 24 条の立法趣旨に適うとも考えられる。原審はこの点について、「法定納期限等
以前に、集合債権譲渡担保契約が締結され、第三者に対する対抗要件を具備した場合、将
来発生する債権についても譲渡担保権者は国税に優先すると解した場合、私人間の契約に
よって、国税債権の確保ができない財産（しかもその価値は無限定になり得る。）を創出す
ることが可能にな」り、「質権や抵当権等に与えた例外的優先制度（法定納期限等による優
先劣後の制度）との釣り合いを無視するだけでなく、国税徴収確保ないし国税優先の原則
からの観点を極めて軽視した結論にな」るとしている。徴収法の究極的な目的が租税債権
の確保にある以上、「国税徴収確保ないし国税優先の原則からの観点」が、同法の解釈にお
いて極めて重要なものであることは論を待たないところである（注 30）。 
それでは、徴収法 24 条に定める「法定納期限等後の譲渡担保財産」という物的納税責任
の適用要件について、「国税の法定納期限等以前に、将来発生すべき債権を目的として、債
権譲渡の効果の発生を留保する特段の付款のない譲渡担保契約が締結され、その債権譲渡
につき第三者に対する対抗要件が具備されていた場合には、譲渡担保の目的とされた債権
が国税の法定納期限等の到来後に発生したとしても、当該譲渡は『国税の法定納期限等以
前に譲渡担保財産となっている』ものに該当すると解するのが相当である」とした本判決
の判断は、集合債権の譲渡担保権者に対する徴収法 24 条の適用を否定し、「徴税の確保」
という徴収法の趣旨を没却するものということになるのだろうか。この点について、私見
は、徴収法 24 条の解釈論上、本判決の判断は正当なものであると考える。 
現行徴収法は、租税債権の確保のため、租税債権の原則的な優先は認められるとしても、
その優先が遡及的に認められることによる｢公示なき優先｣の問題について、租税発生の予
測可能性が確保されうる法定納期限等を基準として、公示によって優先が確保される担保
権との調整を図ることとしている。そもそも担保権者が優先を認められるべき根拠は、租
税債権の優先を厳格に貫いた場合、納税者の事業継続や資産の取得のために融資を行った
担保権者の犠牲によって租税徴収を行う結果となるという点にあり、この理は譲渡担保の
場合にもあてはまる（注 31）。確かに、集合債権譲渡担保では、譲渡担保権者の優先の範囲
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は極めて広範なものとなりうるし、結果的に徴収法 24 条の適用が不可能になることについ
ては、租税徴収上、懸念すべき問題ということは否定できない。しかし、徴収法 24 条によ
る譲渡担保権者への物的納税責任の追及は、徴収法 15 条が規定する担保権者の優先に比し、
極めて限定的なものとして構成されていることには注意が必要である。すなわち、徴収法
15 条の趣旨を貫くとすれば、徴収法 24 条が「法定納期限等」よりも前に譲渡担保財産とな
ったものについても、被担保債権の範囲で優先を認めれば足りるところ、起草者は私法上
の権利関係を否認する結果となる徴収法 24 条の適用が私法秩序に与える影響を懸念し、法
定納期限等後に譲渡担保財産となった場合にのみ徴収法 24条の適用を認めるとの構成を採
用している。そのような構成を採用する以上、徴収法 24 条は必ずしも全ての譲渡担保財産
について法定担保との均衡を実現するものとはなりえず、法定納期限等と設定時の先後に
よっては、同条による物的納税責任を追及しえない場合が生じることは避けられない。 
また、徴収法 24 条が（譲渡担保が）「設定されている」ではなく「譲渡担保財産がある」
との文言を用いている点について、立法時の租税徴収制度調査会における担保権の設定に
関する証明方法をめぐる議論の中で、金融慣行上、銀行の帳簿上の処理だけで譲渡担保（の
設定）が行われることも少なくはないということが指摘され、こうした実務上の慣行を尊
重した案も作成されていたことに鑑みれば（第 2 章第 2 節第 3 款参照）、その「実態」に即
したものとして、「設定」に代えて「譲渡担保財産がある」との表現が採用されたにすぎな
いと考えることができる。もっとも、譲渡担保について帳簿上の処理だけで行われる事実
上の担保設定にとどまる場合にも優先的効力を認めるとの案については、当事者による日
付の遡及が可能となることを理由として結果的に採用はされておらず、最終的な条文は、
徴収法 15 条 2 項後段および 3 項に定める優先質権の証明の規定を準用することとされてい
る（徴収法 24 条 6 項（現行 8 項））。徴収法 15 条 3 項にいう「民法施行法第 5 条（確定日
付がある証書）の規定により確定日付があるものとされた日に設定
．．
されたものとみなす」
という部分が「譲渡担保となっている
．．．．．．
事実の証明」に準用されるものである以上、徴収法
24 条における租税債権との優先が認められる基準について別に解すべきではない。 
したがって、本判決がこの点について、法定納期限等と対抗要件である確定日付ある債
権譲渡通知の先後を基準として、徴収法 24 条の対象となる譲渡担保財産か否かを判断した
ことは、徴収法 24 条の解釈上、正当なものであるといえる。 
 
３ 将来債権の権利移転時期 
将来債権の権利移転時期を「具体的な債権の発生時」であると明言した原判決とは対照
的に、本判決はこの点に関し必ずしも明確に判示してはおらず、権利移転時期よりもむし
ろ「確定的な譲渡」についての対抗要件か否かという点を判断の基準としている。本件が
問題とするのは、法定納期限等後に発生した将来債権を対象とする譲渡担保権者への徴収
法 24 条による物的納税責任追及の可否であるから、法定納期限等よりも前に、「債権譲渡
の効果を留保する特段の付款」のない確定的な譲渡
．．．．．．
についての対抗要件が具備されている
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以上、同条による追及の対象とはならないという点さえ明言すれば、本件の判断としては
それで十分である（注 32）。問題は、本判決のいう｢確定的な譲渡｣についての対抗要件は、
確定的な「権利移転」があったことを前提とするものであるか否かという点であるが、こ
の点について私見は、権利移転時期に関する最高裁の立場は明らかではないものの、少な
くとも本判決は「債権の権利移転時期は具体的な債権の発生時期」であるとの解釈を完全
に否定するものではないと考える。 
改めて、昭和 9 年判決における問題の判示部分をみてほしい。同判決は、将来債権につ
いての譲渡契約の成立、対抗要件の具備の有効性をいずれも認めながら、そのいずれの時
点でもなく、「後日債権カ譲渡人ニ付成立シタルトキ
．．．．．．．．．．．．．．．．．
」に当該債権が譲受人に移転する、と
しているのである。同判決の事例における債権譲渡契約が、会社の清算時・廃業時に生ず
る債権を譲渡対象としたものであり、清算あるいは廃業といった「条件」の成就に左右さ
れるものであったことに着目すれば、この部分は「後日この条件が成就した時
．．．．．．．．．．．．
」に移転す
る趣旨と解され、これを「具体的な債権の発生時」と言い換えることは必ずしも適切では
ないかもしれないが、少なくとも、「対抗要件の具備の時」と「権利移転の時」とは別異に
解されうる（注 33）。 
確かに、将来債権譲渡に関するリーディングケースとされる平成 11 年以降の一連の最高
裁判決では、目的債権が未発生であるということは、対抗要件の有効性の判断において問
題とはされておらず、そうした有効な「対抗要件」によって、第三者たる差押債権者にも
対抗できることは明らかであり、本判決についても同様の解釈をとっていることはいうま
でもない。しかし、具体的な債権発生前であっても、有効な「対抗要件」を具備した段階
で、既に実体的な権利の移転があった
．．．．．．．．．
ということがいえるのか、譲受人が取得した「対抗
要件」は権利移転があったことについてのものであるのか、という点については検討を要
する。この点について、昭和 9 年判決では、「対抗要件」たる第三債務者への譲渡通知は、
譲渡の「事実の通知
．．．．．
」であって「譲渡の法律上の効果
．．．．．．．．．
」がこれによって生じるわけではな
いとしているわけであるが、どの時点で「譲渡の法律上の効果」が生じるのか、という点
については、理解が分かれうる。 
この問題について言及している学説としては前述した於保博士の研究（以下「於保論文」
という）があり（第 4 章第 1 節第 1 款参照）、博士は、将来債権について既に確定的な譲渡
契約がある場合であっても、債権発生時においては、必ず譲渡人の債権を経由して譲受人
に移転し、たとえそれが瞬間的・概念的なものであるとしても、将来債権として譲渡され
たことを原因として、譲渡人から譲受人への移転を経ず、譲受人の債権として
．．．．．．．．．
発生するこ
とはないとする（注 34）。すなわち、将来債権の譲渡が有効であるとは、「将来、債権が発生
した時点において、新たに譲渡を行わなくても、譲渡の効力が当然に生ずる」ということ
を意味するのであって、「権利移転」という当該譲渡の法律的効果自体は「債権発生時」に
生じるということになる。 
本判決の「債権譲渡の効果の発生を留保する特段の付款のない限り、譲渡担保の目的と
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された債権は譲渡担保契約によって譲渡担保設定者から譲渡担保権者に確定的に譲渡され
ているのであり、この場合において、譲渡担保の目的とされた債権が将来発生したときに
は、譲渡担保権者は、譲渡担保設定者の特段の行為を要することなく当然に、当該債権を
担保の目的で取得する」との判示部分の表現は、於保論文の記述と重なるものとも読める
し、この点に関する先駆的な研究である於保論文が、本判決の理論構成にも少なからぬ影
響を与えていることは容易に推測されるところである。仮に於保論文の立場が踏襲されて
いるとすれば、本判決のいう「確定的な譲渡」もまた、「債権発生後の権利取得」という法
的な効果が当然に生じるという意味で「確定的」なものであって、既に権利移転の効果が
生じていることを意味するものではないということになる（注 35）。また、「確定的な権利移
転」ではなく「確定的な譲渡」という表現上の差異についても、実体的な権利の移転とは
異なる債権の処分行為としての「譲渡」の概念を示すものと考えることができる。 
なお、於保博士は、発生時における権利移転という解釈をとる一方、対抗要件の効力に
ついては、債権発生前に発生した対抗要件によって後続の競合債権者に対する対抗力が認
められることを肯定している（注 36）。その解釈の前提には実体的な権利移転の問題と確定
的譲渡に関する対抗力の問題とを明確な区別する考え方があるということは既に確認して
きたとおりである（第 4 章第 1 節第 1 款）。もちろん、譲渡の効力が生じるのがあくまで債
権発生時であるという点を重視すれば、具体的な債権が発生したときに対抗力を具備した
譲渡が同時に効力を生ずるものと解し、現在債権について対抗要件が同時に具備された場
合とパラレルに考えるという立場もありうるが（注 37）、その場合、未発生の将来債権譲渡
について競合する譲受人相互間の優劣の決定が困難になるという問題が生じる（注 38）。し
たがって、この点についてはむしろ、債権未発生の時点でも第三債務者に対する通知ある
いは債権譲渡登記の方法で債権譲渡の「公示」が確保されうる以上（注 39）、劣後譲受人に
対する関係では、債権の発生に先行する対抗要件具備の時期の先後によって優劣が決せら
れるものと解すべきである（注 40）。 
それでは、未発生の将来債権に関する対抗要件は、あくまでも劣後債権者に対する順位
保全的な対抗要件にとどまるものということになるのだろうか。確かに、そのような解釈
に対しては、競合債権相互間の優劣を一義的に決すべきものである対抗要件の趣旨を混乱
させるものであるという批判がありうる（注 41）。しかしながら、於保博士が指摘するよう
に、「対抗要件の本来の趣旨」が、競合債権者に対する優先的地位の確保にあるとすれば、
必ずしも「権利移転を前提とした対抗要件」である必要はないし、一種の「順位保全的対
抗要件」として、競合債権者に対する優先を主張することができるとの考え方も十分に成
り立ちうる余地がある。また、仮にこのような構成をとるとしても、具体的な債権が未だ
発生していない段階においては、当該債権の弁済や取立といった問題が具体化することも
ない。つまり、条件の成就等により実体的な権利が生じるまでは、競合債権者に対し、第
一順位の譲受人としての自己の「順位」を保全することができれば、「有効な」対抗要件と
しての機能は確保されているものといえ、時間的な先行による自己の優先が認められる以
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上は、契約時説との結論的な差異も生じないわけであるから、その理論的前提として契約
時説こそが正当であると解することには疑問が残るものといわざるを得ない（注 42）。 
 
第 4 款 総括 
 本件はいわゆる集合債権譲渡担保と租税債権との競合が問題となった事例であり、担保
権と租税債権との優劣の決定基準となる「法定納期限等」以後に発生する将来債権につい
ての租税債権の優先の可否が問題となっていたところ、本判決は、有効な対抗要件の取得
が先行する以上、譲受人（譲渡担保権者）が租税債権に優先する旨の判断を示した。この
判断については、徴収法解釈上、正当なものとして支持されうるものであることは既に述
べたとおりである。一方、原判決や学説が問題としていた将来債権の「権利移転時期」に
ついての本判決の判断は必ずしも明らかではなく、この点についてはなお議論の余地があ
るものと考える。 
なお、仮に本件が「譲渡担保財産」としての追及が可能な事例であった場合には、譲渡
担保権者への確定的な「権利移転」の時期の解釈によっては、徴収法 24 条による追及の可
否という結論には大きな差異が生じる。けだし、徴収法 24 条は物的納税責任を追及するこ
とができるのは、譲渡担保の実行としての確定的な権利移転によって譲受人に帰属する財
産となるまでとしているからである（徴収法 24 条 1 項）。したがって、仮に、対象債権の
「権利移転時期」が債権の発生に先行する対抗要件の具備時点であると解した場合には、
それが法定納期限等の前であるか否かを問わず、債権譲渡の対抗要件が具備された時点で
譲受人に帰属する財産であるということになり、将来債権に関する限り、ひとたび債権譲
渡の対抗要件が具備されてしまえば、およそ「譲渡担保財産」としての追及の余地はない
との解釈もありうる。「流動化の促進」という政策的観点からすれば、そのような解釈は望
ましいものであるということになるわけだが（注 43）、特定の契約類型のみが優先的な取扱
いを受ける結果が生じることについては、少なくとも徴収法の解釈上は問題があることを
指摘しうる（注 44）。今後は債権譲渡登記による対抗要件を具備した集合債権譲渡担保との
競合というケースが増加することが予想されるところ、債権譲渡登記制度の創設が租税債
権との競合に関してどのような意義をもつものとなるのかという点に関しては、なお慎重
な検討を要する課題であるといえる（注 45）。 
以下では、そもそも「譲渡担保財産」上で譲受人・譲渡人が有する法的地位あるいは権
利はどのようなものであるのか、どのような場合に「譲渡担保財産」としての追及が認め
られるのか、という譲渡担保に関する本質的な問題について近年の判例がどのような解釈
をとっているのかを整理していくこととする。 
 
注１ 江口（2007）ほか 
注２ 徴収法の立法趣旨や同法 15 条との整合性という観点から原審における問題点を指摘するものとし
ては、菅原胞治「将来債権譲渡担保と物的納税責任－東京高判平成 16.7.21 についての疑問」NBL825
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号（2006）（以下「菅原（2006）」という）4 頁など 
注３ 潮見（2007）・15 頁は、この点について「将来債権譲渡（担保）における債権の権利移転時期はい
つか」という問題と、「（徴収法 24 条にいう）譲渡担保財産となったとの意味を債権譲渡の効果が発
生したという意味で理解するのか、それとも債権が具体的に発生したという意味で理解するのか」
という「理論的には異質な２つの議論が並列的に、ときに区別されることなく行われてきた。」とす
る。 
注４ 古積建三郎・NBL コメント（後掲注５）37 頁「ここで問われるのは確定的な債権譲渡行為及びそ
の通知による第三者への対抗の可否であり、たとえ譲渡担保の効力が債権発生時点に生じるとして
も・・・確定的譲渡の公示によって既に対外的な優先効を主張できる・・・仮に契約時点で債権が
移転されているというならば、逆にその時点で既に譲受人に債権が帰属するということの法的意義、
また現実には債権が発生しなかった場合の法律関係などが問われることになりかねない。したがっ
て、あえて債権発生前にその帰属を論じる解釈論的意義は認めがたい。」 
注５ 平成 19 年判決への評価とこの問題に対する 32 名の見解は、NBL854 号 11 頁以下（2007）に掲載
されている（以下「NBL コメント」という）。なお、潮見（2007）・15 頁は、本件の争点には、「将
来債権譲渡（担保）における債権の権利移転時期はいつか」という問題と、「（徴収法 24 条にいう）
譲渡担保財産となったとの意味を債権譲渡の効果が発生したという意味で理解するのか、それとも
債権が具体的に発生したという意味で理解するのか」という２つの問題が含まれるところ、「平成
19 年判決はこの問題を後者のレヴェルでとらえ、かつ、譲渡契約時説、したがって国税債権との関
係では第三者対抗要件具備時点を基準とする立場を採用したものである。」と評している。 
注６ 井上繁規「金銭債務の担保として既発生債権及び将来債権を一括して譲渡するいわゆる集合債権譲
渡担保契約における将来債権の移転時期と譲渡担保権者の国税徴収法 24 条の物的納税責任」上・金
法 1765 号、下・金法 1766 号 52 頁（2006）ほか。 
注７ 三村晶子・最高裁判所判例解説民事篇平成 13 年度(下)（2003）701 頁 
注８ 井上・前掲注 6・55 頁 
注９ 池田真朗「将来債権譲渡担保における債権移転時期と、譲渡担保権者の国税徴収法 24 条による物的 
納税責任―東京高判平 16.7.21 の検討―」（以下「池田・平成 19 年判決原審評釈（2005）」という） 
金法 1736 号（2005）8 頁ほか。 
注 10 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・14 頁（「昭和
．．
9
．
年判決が権利保全的対抗要件の考え方を示唆す
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
るものであるといえたとしても
．．．．．．．．．．．．．．
、その考え方は平成 11 年判決とも平成 13 年予約判決とも整合しな
いものなのである」）なお、将来債権譲渡の有効性に関する先駆的な研究業績の一つである高木
（1981）・NBL235 号 25 頁は、昭和 9 年判決は「債権発生時
．．．．．
に対抗力が生ずると述べている（傍点
筆者）」とする（第 4 章第 1 節第 1 款参照）。 
注 11 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・13 頁 
注12 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・13 頁 
注13 道垣内弘人「債権譲渡特例法 5 条 1 項にいう『譲渡にかかる債権の総額』について」金法 1567 号
（2000）58 頁は、「処分行為は債権未発生の時点（譲渡担保設定契約時）に既になされており、処
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分の効果は真正の売買であっても譲渡担保目的であっても既に発生している」とする。但し、道垣
内教授は次のように契約時説をとることへの疑問も提起されていることには注意を要する（前掲注
５・NBL コメント 46 頁）。「私見は債権発生時には当初から譲受人を債権者として発生すると考え
るが、そうすると、移転しているのは本当に債権なのかという問題が生じてくる。むしろ、一定の
条件の下で債権者として債権を原始的に取得するという法的地位なのではないか。かつて、私は移
転対象を法的地位とする上記のような理解を「なお有体物的な思考に拘束されていると批判した。
しかし、他方で発生原因から切り離された抽象的意味での債権を観念するということ自体が多方面
から反省を迫られている。債権譲渡に関してもローン債権が譲渡されたとき、ローン契約の契約条
項がどこまで譲受け人に引き継がれるのか、は大きな問題となっているし、債務不履行の成否の判
断における契約内容の重視はもはや確定した方向性といえる。予定されている債権法の改正をめぐ
る議論においても、債権と契約上の地位を分けて考えることができるのかは問題になると思われる
し、将来債権をめぐる議論はそのための材料も提供しているのである。」 
注 14 池田真朗・江口直明・小林明彦「鼎談・最一小判平 19.2.15 の評価と今後の実務への影響」金法 1804
号（2007）（以下、「池田ほか・鼎談（2007）」という）11 頁池田発言「対抗要件主義というのは、
法の規定に従った一定の手続きを具備したものが権利を対抗できるという画一的な処理が可能にな
るところが最大の利点である。そしてその画一的処理に可視性がある、つまり書かれていない対抗
要件はない。その観点からすると、対抗要件は強行規定であり法定的なものでないといけないだろ
う」 
注 15 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・14 頁 
注 16 この説示自体は、昭和 49 年判決によって既に確定した判例法理を述べているにすぎない。昭和 49
年判決について第 4 章第 2 節参照。 
注 17 小山泰史「平成 13 年判決評釈」銀行法務 21・608 号（2002）85-86 頁は、「平成 11 年判決及び 
本件判決が権利移転基準時を契約時としたと解する余地もある」と述べつつも、譲渡通知時を基準 
としても同一の結果が導けるとして、権利移転基準時の問題は平成 13 年判決ではいまだ明らかにさ 
れていないと結論を留保する（「処分行為は譲渡契約時になしうるが、その処分の効果が発生するの 
は譲渡の目的たる当該債権が現実に発生した時点であって、ただ、その対抗力具備が、当初の譲渡 
契約時以降に、債権発生に先行してなされた通知の時点まで遡及して、事後的に追完される、と解 
する余地もあろう（最二判昭和 43.8.2 民集 22 巻 8 号 1558 頁参照）。」）。 
なお、同評釈は、「国際取引の場面では将来債権の権利移転基準時は契約時というのが既に共通の
理解である」ことが契約時説の論拠の一つとなっている点について、「これらは第三債務者不確定の
場合である」ことを指摘し、この点についても慎重な態度を示している。 
注 18 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・14 頁も、「平成 13 年判決では権利の移転時期そのものを判示
したものではないとしても、本判決のいう期待権という考え方については平成 13 年判決と整合性な
しとするのが常識的な判断
．．．．．．
（傍点筆者）」とし、同判決の解釈自体からダイレクトに権利移転時期の
問題に関する結論が導かれるものとはしていない。 
注19 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・13 頁 
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注20 鎌田ほか・シンポジウム（2005）・128 頁での債権譲渡特例法による将来債権譲渡の対抗要件の効
力に関する議論における鎌田発言においても、このような解釈への疑問が提起されている。「将来
債権の譲渡については、登記の先後が優先順位を決定する基準だといえば足りるのであって、登記
の時から対抗力が発生するというのは、説明の方法としてわかりやすいかも知れないけれども、そ
れしか説明の方法がないとか、それだけが理論的だといわれるとちょっと反発を感じます。」 
一方、潮見（2007）・16 頁は、契約時説の立場から、債権譲渡登記が権利移転についての 
対抗要件であることについて次のように説明する。「債権の譲渡の場合には、債務者から給付利益を
受けることができるという観念的な地位の移転が目的とされている以上、いかにこの譲渡契約が準
物権行為と呼ばれるものであるとはいえ、有体物の観点からの制約を受けず、したがって、その地
位の現実化を意味する譲渡債権の具体的な発生（将来債権の現在化）を待つまでもなく、債権譲渡
の合意時に既に譲渡対象となった債権が具体的な価値を持つ客体として把握され、未発生のもので
あっても譲受人に移転しているものとみることができるし、それが取引の実態にも適合している（債
権譲渡登記の制度にも合致する）。」 
注 21 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・14 頁（注 18 参照） 
注 22 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・15 頁は、「目前の国税回収にのみ力点を置く狭隘な発想による
ものである」として厳しくこれを批判している。」 
注23 平成 11 年判決・平成 13 年判決 
注 24 三村藤明・粟田口太郎 NBL コメント 56 頁は、「平成 19 年判決は再び『確定的に譲渡』の文言を
用いており、この解釈をめぐっても意見が分かれる可能性は残る。」として、「権利移転時期」がい
つであるのかについて、同判決が必ずしも明らかにしてはいないことを指摘する。 
注 25 江口（2007）・12 頁「この考え方は、不動産万能時代の不動産ファイナンスの思想をひきずったも
のであり、それを乗り越えたキャッシュフローファイナンスの価値を理解していない発想である。 
注 26 潮見（2007）・15 頁も、本判決は「将来債権譲渡（担保）における債権の権利移転時期はいつか」
という問題に直接答えたものではなく、「（徴収法 24 条にいう）譲渡担保財産となったとの意味」
について「国税債権との関係では第三者対抗要件具備時点を基準とする立場を採用したものであ
る」としている（注 5 参照）。 
注 27 千葉恵美子・NBL コメント 56 頁は、本判決について「実行通知まで取立権を認めている場合で   
あっても①設定契約時に譲渡担保の目的とされた債権は設定者から譲渡担保権者に債権譲渡されて
いること②目的債権に将来債権が含まれる場合であっても個別の債権が将来発生したときに譲渡担
保設定者の特段の行為を要することなく当然に譲渡担保権者は当該債権を取得すること③民法 467
条 2 項に準じて設定者から第三債務者に対する設定通知をもって集合債権譲渡担保についても第三
者対抗要件が具備できること、④目的債権に将来債権が含まれる場合は個別債権の発生時ではなく
て設定時まで遡って第三者対抗要件が具備されていると解されること」を判示した判決であれば将
来債権譲渡の対抗力は「極めて強力」なものとなるが、「②③だけでも本判決の結論は可能」であり、
(④についても「集合債権に譲渡担保について第三者対抗要件が設定時に具備されていること、差押
の対象とされた将来債権が譲渡担保の目的債権を構成していることで足りる」ことを指摘し、「個別
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債権について第三者対抗要件具備時期が設定通知の時点まで遡及すると解することは個別債権が発
生するまでは当該債権について第三者対抗力が生じているとはいえないのに、集合債権の譲渡担保
の対抗要件である『設定通知』にいわば順位保全効を認めることになる。債権譲渡登記でさえこの
ような効力が認められていないことからすると④の構成の危うさが認識できる」とする。 
注 28 菅原・前掲注 2・5 頁は、「法 24 条 6 項（現行 8 項）の条文上譲渡担保権者に求められているのは
「債権譲渡担保財産となったとき」の証明ではなく、「譲渡担保財産になっている事実」を「法 15
条 2 項後段の確定日付ある書類によって」証明することであるとした上で、原審の判断を「譲渡担
保財産となったとき(法定納期限等以前の債権発生)」の証明が求められていると解したために、同項
後段（法 15 条 2 項及び 3 項の準用）を無視する結果になったのではないか」と分析する。 
注 29 吉国ほか（2005）・267 頁 
注 30 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・15 頁は、私法上の対抗要件の問題としてはあくまで契約締結
時であるとしながらも、徴収法の解釈としては、将来債権を対象とした譲渡担保権者への徴収法 24
条の適用を認める解釈の余地がありうるとする。また、潮見（2007）・17 頁も、本判決の判断を正
当なものと評価しつつ、本判決の射程を超える問題については、「国税徴収法秩序において妥当する
特別私法秩序（およびその背後にある徴税権を支える思想・原理）のとらえ方次第では、一般私法
秩序の枠内での債権譲渡担保における債権移転に関する法理に制約ないし変更が加えられる余地が
ないとはいえない」とする。 
注 31 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・15 頁「譲渡担保権者は、既にその譲渡担保に見合う融資をし
て、その融資金を順次回収しようとする立場なのであるから、当該融資によって被融資者(多くの
場合譲受人)が事業を継続でき、その結果売掛金等が回収されそれが回金されて当然という融資ス
キームを採っているのである。したがって、それが国税に劣後して被担保債権の満足を得られな
いということになれば、そもそも融資の見通しが立たなくなる。」 
注 32 古積・前掲注 4・37 頁 
注 33 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・13 頁 
注 34 於保（1936）・327-329 頁（第 4 章第 1 節第 1 款参照） 
注 35 池田ほか・鼎談（2007）・13-14 頁池田発言（江口弁護士の「譲渡担保の目的とされた債権が将来
発生したときには、譲渡担保権者は、譲渡担保設定者の特段の行為を要することなく当然に当該債
権を担保の目的で取得することができる」という部分は「最高裁が発生していないものは譲渡でき
ないんだという発想にまだ少しとらわれていて、発生したときに、何も行為はいらないけれども、
譲渡担保権者に初めてそこで取得されるんだという考え方の名残とも考えられるが・・・」との問
題提起に対し、池田教授は「過去の判例(昭和 9 年判決)に使われていた文章がそのまま似た形でここ
で使われている」にすぎないとし、「決定的なポイントは、債権発生前の段階でそれらの将来債権を
自己の権利としてさらに他に譲渡することができるはずだし、また実務的にもそうでなくてはなら
．．．．．．．．．．．．．．
ない
．．
」ことを強調されている。） 
注 36 於保（1936）・332 頁（第 4 章第 1 節第 1 款参照） 
注 37 角紀代恵「将来債権の包括的譲渡の効力－最三判平成 11 年 1 月 29 日を中心として－」民事研修
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515 号（2000）（以下「角（2000）」という）21 頁 
注 38 鎌田ほか・シンポジウム（2005）・128 頁・池田発言 
注 39 於保（1936）・332 頁 
注 40 角（2000）・21 頁。債権の発生を問題としながらも、二重譲渡人間の優劣決定については対抗要件
具備時を基準とする。勝田（2005）・84 頁も同様の立場をとるものと解される。 
注 41 池田ほか・鼎談（2007）・池田発言（注 14 参照） 
注 42 鎌田ほか・シンポジウム（2005）・128 頁・鎌田発言 
注43 近年では、不良債権問題の反省から、欧米と同様に、銀行にリスクが集中したシステムを是正し、 
多様な当市主体の間でリスクを分散する複線的な金融システムの構築が急務とされており、そのた
めに不可欠なインフラとして、ローン債権の売却市場市場の整備が重要な課題として指摘されてい
る（木原正裕「ローン債権売買市場活性化」NBL812 号 13 頁（2005））。ローン債権の売買は指名
債権の譲渡であり、ローン債権売買取引が本格化すれば、当該債権が転々と売買されていくことに
なるところ、その過程で二重譲受人や差押債権者等との深刻な債権競合の場面が生じることにもな
る。我が国において、こうした債権売買市場が確立していく上で、転々売買の「安全性」を高める
ことが求められているという点も、債権譲渡の対抗要件の「絶対性」が重要視されている背景の一
つということになろう。 
注 44 吉国ほか（2005）・前掲 29・15 頁 
注 45 菅原・前掲注 2・7 頁は、「債権譲渡登記は確定日付ある証書による第三債務者への通知の効力を認
められるものであるから、徴収法 24 条 6 項（現行 8 項）前段の「権利の移転の登記」には該当しな
いであろうと解する。 
 
 
第３節 競合債権間の優劣調整法理としての徴収法 24 条の意義とその機能的限界 
第１款 集合債権譲渡担保に関する判例の整理 
平成 19 年判決は、同条６項（現行 8 項））にいう「法定納期限等後の譲渡担保財産」の
解釈に関し、最高裁として初めての判断を示したという点で大きな意義をもつものである
とともに、競合債権者に対する本契約型の譲渡担保権者の優先を承認しているという点で、
平成 11 年以降の最高裁判例が一貫して「予約型契約の淘汰」という方向性を示唆している
ことの証左の一つとしても先例的意義が認められる。判例が予約型契約の対抗力を制限的
に解していることの背景には、債権譲渡登記の創設によって債権譲渡の対抗要件の具備が
容易になったことを受け、債権譲渡登記等の利用による「公示」を促進させるという意図
があるといわれているところ、最高裁は「集合債権譲渡担保」の有効性や「公示」の時間
的な先行による競合債権者への優先は原則的には許容されるものであるとする一方、その
優先が制限的に解される場合があることも示唆している。                                                                                                              
まず、債権譲渡契約が①「公序良俗違反」にあたる場合、当該譲渡は無効となることは
いうまでもない。判例は、将来債権の包括的譲渡が公序良俗違反にあたる場合として、「譲
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渡人の営業活動等に対し社会通念に照らし相当とされる範囲を著しく逸脱する制限を加
え」る場合、または、「他の債権者に不当な不利益を与えるものであるとみられる」場合を
挙げている（平成 11 年判決）。 
さらに、未発生の将来債権譲渡の対抗要件の効力発生時期が問題となった平成 19 年判決
では、②「債権譲渡の効果の発生を留保する特段の付款」がある場合には、「確定的譲渡」
の効力は生じないことを示唆している。「債権譲渡の効果の発生を留保する特段の付款」の
具体的な内容については明らかにされてはいないが、「確定的譲渡」にあたる場合として、
本契約型の集合債権譲渡担保契約に関する対抗要件の有効性を認めた平成 13 年判決を引用
し、その結論においても対抗要件を具備した集合債権譲渡担保権者の優先を認めているこ
とからは、「債権譲渡の効果の発生を留保する特段の付款」のある債権譲渡契約とは、予約
完結時または停止条件の成就時（ほとんどの場合、それは「債務者の危機時期」でもある。）
まで確定的な債権譲渡を留保している「予約型」の契約を指すものと解される。もちろん、
予約型契約の場合についても予約完結時（または停止条件の成就時）以降は、譲受人への
確定的譲渡があった場合と同様に解されることになるが（平成 12 年判決）、この場合の対
抗力は予約完結時よりも前に遡及するものではないとされている(注１)。 
また、③将来にわたって発生する複数の債権を包括的に譲渡する場合については、譲渡
対象債権の「特定」が必要であるとされており、平成 11 年判決は始期と終期といった期間
的な特定をその判断要素の一つとして挙げている。さらに平成 12 年判決では、対象債権に
ついて「他の債権から識別可能な程度の特定」のあることを有効性の判断基準として示し
ているが、同判決は予約完結によって対象債権が絞られた時点以降から対抗力が生じる予
約型契約に関するものであり、譲渡契約と同時に対抗要件を具備する本契約型の場合にも、
識別可能性で足りるかどうか、という点に関し、学説は懐疑的である（注 2）。つまり、集合
債権譲渡担保契約の有効性の問題としては識別可能性の基準を満たしていれば足りるとし
ても、個々の対象債権に関する「確定的譲渡」の対抗要件の取得が認められるためには、「識
別可能性」以上に厳格な「特定」が要求されるものと考えられる。 
以上の点を要するに、最高裁判決によって示された集合債権譲渡担保契約に基づく債権
譲渡の効力が否定される要素としては、①公序良俗違反②債権譲渡の効果を留保する特段
の付款③特定性の欠如という３つの要素を指摘することができる。さらに、③に関しては、
譲渡契約自体の有効性の判断要素としての「特定性」と対抗要件の有効性の判断基準とし
ての「特定性」とは必ずしも同一のものではなく、前者の問題としては、「識別可能性」が
あれば少なくとも予約型の（対抗要件を留保した形での）譲渡契約としての有効性は認め
られるが、後者の問題としては、より厳格な特定があってはじめて対抗力を生じるものと
解される。また、３つの要素のうち、①「公序良俗違反」の問題に関しては、債務者自ら
の意思で将来債権譲渡の方法による資金調達を選択している以上、「債務者を不当に拘束す
る契約」にあたるかどうかは疑問であることはもとより、他の債権者の不当な不利益とい
う点に関しても、公序良俗違反よりはむしろ、詐害行為などを問題とすべき場面が少なく
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ないと考えられ、①を理由として集合債権譲渡担保契約の有効性自体が否定される場面は
ほとんどないといわれている。もちろん、経済的合理性や当事者間の契約自由の観点から
一義的には有効であるとしても、「一定の許容性を超えるもの」については、公序良俗違反
を問題とすべき場面がありうることには注意が必要であるが（注 3）、①については個別の事
案ごとに検討を要する問題ということになる。したがって、より一般的な集合債権譲渡契
約の有効性の問題としては、②特段の留保及び③特定性の欠如という要素がどのような場
合に認められるのかという点に関する検討が重要となるものと考える。 
以下では、判例が明確にその対抗力を否定した「予約型契約」について、予約型契約に
特徴的な②・③といった要素にはどのような意義があるのかという観点から再考した上で、
債権譲渡登記を利用する場合に予約型の有する問題点が完全に克服されることになるのか
どうかという点について考察をすすめていくこととする。 
 
注１ 千葉（2002）・85 頁 
注２ 池田真朗「平成 12 年判決判批」判評 507 号（2000）12 頁は「一部には本判決が非常に広範に将来
債権の特定性
．．．
を認めたという評価もあるようだが、私見の評価は必ずしもそうではない」とし、結
局は「具体的に発生した債権が譲渡（担保）の対象か否かが、当初の集合債権譲渡（担保）契約か
ら、一義的に明確に定まるか否かを個々的に判断して、特定性の有無に答えるしかない」ところ、
予約型にあたる当該事例に関する特定性としては十分なものであったとする。ほかに古積（2001）・
85 頁など 
注３ 角（2000）・19 頁は、他の債権者への不当な不利益という点に関し、「この点については次元の異な
る２つの問題が含まれている。一つは、譲渡人の財務状況が悪化した時点において設定された「駆
け込み担保」としての将来債権の包括的譲渡の効力の問題であり、もう一つは、たとえ譲渡人の財
務状況が健全な時期に行われたものであったとしても包括的な許容度の問題である。」とした上で、
それぞれの問題点を次のように整理する。「前者の問題は担保一般において生ずる問題であり、基本
的には債権者取消権や倒産法における否認権（破 72 条、会更 78 条）の問題として処理すべき問題
であると考えられる。ただ、非典型担保の場合には、典型担保と比べて、その内容が当事者に委ね
られる傾向が強いため、否認権や債権者取消権の対象にならない場合であっても、公序良俗違反と
して、効力を否定すべき場面があると思われる。なお、「駆け込み担保」として行われた将来債権の
包括的譲渡にあっては、他の債権者に不当な不利益を与えるだけではなく、譲渡人の営業活動等の
自由を著しく阻害することも多いと思われる。これに対し、後者の問題は、流動債権譲渡担保や集
合動産譲渡担保に特有の問題である。・・・平成 11 年判決がこの点（一人の債権者による責任財産
の独占）までも公序良俗違反の射程においているかは、はなはだ疑問である。むしろ、同判決は、
原審判決とは異なり、担保のための将来債権の包括的譲渡を正常な取引に基づく担保としてとらえ
ている。（下線筆者）」 
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第２款 債権譲渡登記による公示と対抗力 
１ 予約型契約の有効性に関する再考 
⑴ 予約型契約とは 
予約型契約は、債務者に対して有する債権を担保するため、債務者が現在及び将来有す
る債権を包括的・集合的に譲渡することを内容とする集合債権譲渡担保契約の一類型であ
るが、債務者の支払停止など信用不安の発生時に予約完結権を行使して債権を譲渡させる
方式（予約完結型）ないしは債務者の信用不安の発生を債権譲渡の効力発生の停止条件と
する方式（停止条件型）をとり、対抗要件の取得が予約完結時ないし停止条件の成就時ま
であえて留保されているという点に大きな特徴がある（注１）。 
このような方式が開発・利用されてきた背景には、対抗要件具備行為を留保することに
よって否認権の行使を回避するという意図があったとされている（注２）。しかしながら、
予約型を利用することにより現実に否認権の行使を回避しうるかどうかについては、従前
から議論があり、その理論構成に関しては相違があるものの、下級審レベルでは否認権の
対象となるとの判断も示されていたところ（注３）、後述する最二小判平成 16・7・16（民
集 58 巻 5 号 1744 頁。以下「平成 16 年判決」という）が否認権の対象となる旨を判示し
たことで、否認権の回避手段として予約型を利用する意義は既に失われているといえる。
また、債権譲渡登記が創設される以前の状況においては、債権譲渡通知によって債務者の
信用状態の悪化を回避する懸念からこれを留保する現実的な必要性があったことは既に述
べたとおりであるが、債権譲渡特例法施行後は、第三債務者の介在を要しない債権譲渡登
記の方法を利用することで、信用不安の回避が実現することになる。平成 16 年判決もこの
点を理由として予約型選択の必要性を明確に否定する判断を下しているところ、その判断
の根底には、平成 11 年以降の判例に共通する債権譲渡登記の創設による公示の具備の促進
という意図があるとされている。つまり、予約完結の方法による遡及的な対抗力の取得が
否定的に解されている最大の理由は、取引の安全性・透明性を高めることで、債権の流動
化取引を促進するという点にあると考えることができる。 
もっとも、予約型を利用する当事者の意図は、必ずしも否認権の回避や債務者の信用不
安の回避だけにあったわけではない。具体的には予約完結ないし停止条件の成就まで債権
譲渡の効力の発生を遅らせることで、①発生の可能性が不確実な将来債権について担保設
定の効力を生じさせる、②担保権者に過度に有利になる法律効果を減殺し集合債権譲渡担
保が無効となることを回避する、③目的債権が特定していないとして集合債権譲渡担保が
無効となることを回避する，といった効果が期待されていたといわれている（注４）。この
うち①・②については、平成 11 年判決が、譲渡契約の対象となる将来債権の「発生可能性」
は債権譲渡の有効性を左右するものではなく、公序良俗違反にあたるような場合は別とし
て、将来債権の「包括的譲渡」自体の有効性は肯定されることを明言したことで、「予約型」
の方式を選択すべき理由としての意義は既に失われているといえる。一方、平成 12 年判決
では予約型の集合債権譲渡契約の有効性が争われた事案について「識別可能性」という緩
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やかな特定の基準が示されているところ（第 4 章第 1 節第 2 款参照）、この基準が本契約の
場合にもそのまま妥当するのかという点はなお議論のあるところであり、③「目的債権が
特定していないとして集合債権譲渡担保が無効となることを回避する」という点でも、既
に予約型の意義が失われているといえるのかどうかについては、検討の余地がある（注５）。 
以下では、平成 12 年判決が採用した「識別可能性」という基準にはどのような意義があ
ったのか、「識別可能性」を基準とすることで具体的にどの程度の包括性が許容されている
のかを確認し、「対象債権の特定性」という観点から集合債権譲渡担保の対抗力の問題を再
考する。 
 
⑵ 平成 12 年判決による「特定性」の緩和 
 既に述べたとおり、将来債権の包括譲渡に関する初期の議論においては、対象債権の発
生可能性の問題のほか、将来債権の包括的な譲渡契約そのものの有効性を疑問視する見解
も少なくなかった。その理由は、平成 11 年判決が示唆しているとおり、集合債権譲渡担保
が現在のみならず将来発生する債務者の資産を包括的に担保目的物とするために、①債務
者の経済活動を拘束しかねない、②債務者の他の債権者に対し不当な不利益を与える、と
いった点で公序良俗に反するような要素を含むという点にあり、特に「債務者の有する一
切の債権」といった対象債権を特定しない形での担保設定については、その効力が疑問視
されていた。そして、将来債権譲渡担保の有効性が平成 11 年判決によって確認されたこと
を機に、「集合債権」という担保目的物の包括性そのものに対する問題意識を出発点として、
将来債権譲渡の有効性について判断した判例から、①第三債務者②発生原因③債権額④発
生する期間の始期・終期といった要素を抽出し、これらの要素による対象債権の特定の有
無によって集合債権譲渡担保の有効性を判断しようとする議論も活発になっていく。しか
しながら、特定に必要な個別の要素の内容は論者によっても異なり、具体的な基準を見出
すには至ってはいなかった（注 6）。そうした状況の中で、設定対象の特定性の要件を厳格化
することは、不動産等の物的資産の乏しい債務者に対する融通の機会を狭めることにもな
り、かえって譲渡人の経済活動を阻害することになる、譲渡人や第三者の保護は、公序良
俗違反や詐害行為取消、否認等の問題として処理すれば足り、対象債権の特定とは別次元
の問題であるとして特定性を要件とすることを疑問視する見解が有力に主張されるように
なり（注 7）、個別の要素による「特定」の有無よりはむしろ、それらを総合的に考慮した
ところで対象債権とそれ以外の債権とが「識別可能」な程度に特定されていれば足りると
する方向で議論は収束していく。平成 11 年判決及び平成 12 年判決も、その説示からする
と、譲渡対象債権の特定の問題と公序良俗違反等の問題とは区別して考えているものと解
され（注 8）、対象債権の包括性を理由とした集合債権譲渡担保契約の無効という問題は、公
序良俗違反等の問題と対象債権の包括性の問題とを切り離すことによって理論的に克服さ
れたということになる。 
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それでは「識別可能性」を基準として集合債権譲渡担保契約の有効性を認めた平成 12 年
判決は、具体的にどの程度の「包括性」を許容するものだったのだろうか。同判決で問題
となった集合債権譲渡担保契約の内容は、「債権者Ｘが債務者Ａに対して有する現在及び将
来の債権」を担保するために、コタツ・羊毛・羽毛ふとん・暖卓台及びこれらのセット等
の売却により、Ａが「取引先Ｙら 11 社に対して有する現在及び将来の一切の売掛代金債権
の全額」を対象とする債権譲渡の予約契約であり、Ａに信用不安等が生じた場合には、Ａ
は期限の利益を失い、Ｘは直ちに予約完結権を行使し、Ｙら 11 社のうちＸが任意に選択し
た者に譲渡通知書を送付することになっていた。つまり、債権者Ｘが債権回収に踏み切っ
た時点で債務者Ａに対して有する債権額を上限として債権譲渡額が決定されることになる
わけだが、このような形で譲渡対象債権を特定することは、個別の要素における特定性を
重視する従来の判例・学説の立場から見た場合には、「譲渡の目的となるべき債権の限度額
が特定されていない」として否定的に解されるべき内容であり、同判決が「特定性」の観
点からその効力を制限的に解すべきであることが主張されていた集合債権譲渡担保契約に
ついて、その許容性を広げる役割を果たしたことはいうまでもない。 
もっとも、同判決もまた、いわゆる「一切の債権」を対象とした文字通りの包括的な将
来債権譲渡契約を有効としたものではないという点には注意が必要である。同判決で問題
となった集合債権譲渡担保契約は、複数の第三債務者を対象とするものであり、譲渡対象
債権額を特定していないという点で包括的な担保契約となっているものの、「不特定多数の
取引先の全て」ではなく、特定の「11 社」に対する債権に限定されており、その発生原因
も特定の商品の売掛金債権に限定されているから、予約締結の段階で譲渡対象債権の種類
とその量的範囲は明確であったともいえる。また、問題の「債権者Ｘが債権回収に踏み切
った時点で債務者Ａに対して有する債権額」という形での譲渡対象債権額の特定について
も、X が A に対する不特定多数の債権を被担保債権とするものではなく、あくまで X の A
に対する特定の貸付金債権を担保するものにとどまり、その上限は当該貸付金債権の残額
に限定されていたから、契約締結時点ではその金額は不確定であるものの、同判決が識別
可能性の判断基準時とした「予約完結権の行使時点」での金額は明確に限定されていたこ
とが認められる。つまり、平成 12 年判決は、特定性の判断基準時を債権譲渡(担保)＝物権
行為効力発生時期である予約完結時まで繰り下げることで、予約締結の時点で譲渡の目的
とされる債権の限度額が限定されていないとの批判を斥け、予約完結権行使時までに
．．．．．．．．．．．
目的
債権を他の債権から識別することができる要素が充足されればよいとしているものと解さ
れる（注 9）。 
但し、このような包括性の高い譲渡契約に債権者 X への譲渡に債務者あるいは債務者の
他の債権者に対する関係で「不当性」が認められる場合には、公序良俗違反による無効と
いう判断もありうることについては平成 12 年判決も否定していない。したがって、問題の
譲渡予約契約では、譲渡担保予約に係る債権の額はＡの有する全売掛金の 50 パーセント程
度にとどまり、Ｘの被担保債権額は譲渡目的債権額の合計を常時上回るものであったとい
 214 
う点も、平成 12 年判決では考慮されているものと解される（注 10）。つまり、実行時を基準
とすることで担保対象債権の包括性を維持しつつ、譲渡の効果の発生を被担保債権の額の
範囲にとどめることができるという予約型の特長は、担保としての効果を適正な（債務者
の危機時期に乗じ債権者側に不相当に有利な条件で締結されたものではない）範囲にとど
めるものとして機能しているものと考えることができ、設定時において譲渡の効果が確定
的に生じていない予約型であるからこそ、包括担保の有効性を緩やかに解することができ
ると考えられる（注 11）。 
 以上のとおり、平成 12 年判決が肯定した予約型の集合債権譲渡担保契約は債権の限度額
に関する具体的な定めこそないものの、対象債権の第三債務者や債権の種類等にも十分な
特定があり、文字通りの「包括的」な担保設定契約ではなく、同判決が採用した「識別可
能性」の基準が、実質的にどの程度の「包括性」を許容するものなのかという点には疑問
が残る。確かに、同判決は譲渡予約時点での特定の問題と担保権の実行としての確定的な
譲渡の時点での対象債権の特定とを区別することで前者における特定性のハードルをこれ
まで以上に引き下げるという意義を有するものではあるが、あくまで「確定的な譲渡の効
力が生じた時点」での個々の債権の各第三債務者に対する譲渡通知の効力を認めたものに
すぎず、包括的な「集合債権群」の譲渡として対抗要件の効力を認めたものではない（注 12）。
したがって、個々の将来債権譲渡としてではなく、包括的な「集合債権群」の譲渡につい
て、本契約型として契約時点で包括的な対抗要件を取得した場合にも「識別可能性」を基
準として対抗要件の効力を主張できるのかどうかという問題は、本判決の射程外にあると
みるべきである。 
 
⑶ 予約型契約の淘汰と集合債権譲渡担保の新たな類型 
 集合債権譲渡担保は、個々の債権額ではなく集合・流動債権群としての価値に着目した
担保手法であり、債権群としての集合性ないし流動性を維持するためには、ある程度の包
括性が認められる必要がある。そして、仮に譲渡担保契約における対象債権の「包括性」
自体を理由とした無効の問題を克服したとしても、当該契約の効力が及ぶ範囲、特に第三
者に対する関係で、先行する譲渡としての効力が認められるために対象債権の特定がどの
程度まで必要であるのかという問題が残る。 
既に確認したとおり、平成 12 年判決は、個別の特定要素が不十分である包括的な譲渡担
保予約について、公序良俗違反による無効と包括性自体に起因する問題とを明確に切り離
すことで当該契約の有効性を維持するとともに、予約締結時＝担保設定時ではなく、予約
完結時＝実行時を判断基準とすることで、「譲渡担保予約」の対抗力の問題を克服している。
前者、すなわち契約の有効性の問題について、個別の特定要素が不十分であっても、当該
契約の性質が公序良俗に反するようなものでない限り、原則としてその有効性を維持しう
るとしている点は、包括担保の許容性一般にも妥当するものであり、判例は本契約型の集
合債権譲渡担保契約に関しても同様の考え方を採用している（平成 11 年判決・平成 13 年
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判決）。一方、後者、すなわち債権群の包括的な担保設定における対抗力の問題について、
平成 12 年判決では「譲渡担保予約」の方式による包括的な担保設定契約の時点に対抗力が
遡及することが認められているわけではなく、①譲渡予約＝譲渡担保の「設定」と②予約
完結（個別債権の確定的譲渡）＝譲渡担保の「実行」という二段階の構成をとる「予約型」
．．．．．
であったからこそ
．．．．．．．．
、その判断時期を②にずらすことで対抗力が認められているという点に
着目すれば、設定契約時点で確定的な譲渡の効力を発生させず、対抗要件の取得をあえて
．．．
留保する予約型の方式を選択することには、民法 467 条に定める第三債務者への債権譲渡
通知の方法で対抗要件を具備する従来の本契約型を選択した場合に比べ、次のような意義
が認められる。まず、本契約型では、設定の時点で対象債権について少なくとも第三債務
者にとって認識可能な程度での特定が求められることになるところ、予約型では、設定契
約時点での特定は実行時点よりも緩やかなもので足り、実行の段階まで対象債権の包括性
を維持することができるという効果がある。さらに債権の譲渡担保は、弁済の手段あるい
は債権群の包括的な債権譲渡の代替手段として用いられる場合のほか、本来的な担保とし
て用いられる場合がありうるところ（第 4 章第 3 節）、対象債権の譲渡が①予約＝設定、②
予約完結＝実行として段階的に行われることには、担保としての意図から譲渡担保の方式
を選択した当事者の意図には最もよく合致した方式であるといえる。もちろん、確定的な
譲渡がない以上、設定時点での対抗力が生じないという点では担保としての実効性に問題
があるわけだが、仮に当事者間で確定的な譲渡の合意があったとしても、第三債務者が複
数である場合、第三債務者への通知または承諾という民法の対抗要件の方法では、債権群
としての包括的な対抗力の取得は不可能であるし、第三債務者が不特定のケースに至って
は本契約型を選択する余地はないから、予約型には債権譲渡の代替手段としての譲渡担保
のケースも混在しているものと考えられる。 
それでは、債権譲渡登記を利用して対抗要件を具備する方式(以下「譲渡登記型」（注 13）
という)の場合はどうだろうか。債権流動化を念頭に置いて創設された債権譲渡登記では、
個別・特定の現在債権のみならず、第三債務者不特定の将来債権も登記の対象となってい
るから、対抗要件の具備が物理的に不可能という問題が生じないことはもちろん、「一切の
債権」といった文字通りの包括的な登記こそできないものの（注 14）、第三債務者の特定が
不要であるとされていることからも、個別要素の特定に関しては、相当ハードルが下げら
れているといえる（注 15）。但し、譲渡対象債権について競合する譲受人が出現した場合、
問題の債権が登記に係る譲渡対象債権であるか否かが当該登記のみを基準として
．．．．．．．．．．．．
判断され
るものであるという点を考慮すれば（後述 2・平成 14 年判決参照）、対抗力が認められるに
足りるだけの対象債権の「特定」は、登記の時点で
．．．．．．
必要であるということになる。また、
第三者に対する対抗要件と債務者対抗要件とを別にしたことで、第三債務者に対する譲渡
通知による信用不安の惹起の回避という予約型と同様の効果は譲渡登記型でも享受できる
わけだが（注 16）、債権譲渡登記後、債務者対抗要件である第三債務者への譲渡通知を留保
している間に、個別・特定の債権譲渡について民法 467 条の方法で対抗要件が具備され、
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第三債務者が後発の譲受人に弁済を行った場合（注 17）、第三債務者は同条 3 項により二重
弁済の責を負わず、もっぱら後発の譲受人に対する不当利得の問題として処理されること
になる（特例法 4 条 2 項・3 項、民法 468 条 2 項）（注 18）。しかし、私的実行による迅速な
優先的回収によって債務者の信用不安が生じた際にも債務者の資産上における他の債権者
との競合を回避できることが譲渡担保における最大の利点の一つであるところ、不当利得
の返還請求が譲渡担保の実行プロセスとして必要となるということは、こうした利点を損
なうものであるといえる。さらに担保設定時点での特定が不十分なものであるために対抗
要件としての効力が否定されてしまうというリスクがあることに着目すれば（注 19）、あえ
て設定時における対抗要件の取得にこだわるべき積極的理由はなく、設定時における包括
性を実行段階まで維持した上で、実行時における第三債務者への通知の方法により、第三
者及び債務者対抗要件の双方を一回で具備できる予約型の方式を選択する意義は、なお失
われてはいないとも考えられる。 
もっとも、予約型契約の場合には、譲渡予約があった旨を第三債務者に通知していたと
しても、第三者に対する関係ではなんら先行譲渡の効力を主張することはできないものと
されているところ（平成 13 年予約判決）、譲渡登記型では、債権譲渡登記によって債権譲
渡の時間的な先行を主張し、不当利得の方法で劣後譲受人からの回収を図る方途が残され
ているという意味で、譲渡担保型の実効性は予約型のそれを上回るものであることはいう
までもない。また、後述する平成 16 年判決が、破産管財人に対する関係で予約型集合債権
譲渡担保の実行としての債権譲渡の効力を完全に否定していることを受け、設定契約時点
で対抗要件を具備すべき現実的な必要性が生じていることは看過すべきではない（注 20）。 
したがって、平成 11 年以降の一連の判決が示唆しているとおり、今後、予約型から債権
譲渡登記を利用する方式への転換が図られていくことは確実であるといえるが（注 21）、そ
の際、予約型の特徴であった譲渡対象の包括性を維持したまま、債権譲渡登記を利用する
ことが志向されるものと考えられる。けだし、予約型は、対抗力に問題がある反面、①債
務者の信用不安の回避②包括性・流動性の維持といった点で、民法上の対抗要件を設定時
に取得する従来の本契約型にはない利点があり、これらの利点を享受するために予約型の
方式が選択されてきたという経緯があるところ、債権譲渡登記を利用する場合にも、可能
な限りこれらの利点を維持しようとするのが当事者の合理的意思であると推測されるから
である。具体的には、①に関しては債務者対抗要件たる譲渡通知の留保によって、②に関
しては可能な限り包括性を維持した債権譲渡登記によって、予約型と同様の利点が譲渡登
記型でも享受できるものと考えられる。 
但し、譲渡登記型において①のメリットを享受するために債務者対抗要件を留保してい
た場合、登記の先行にもかかわらず第三債務者は後発の譲受人に有効な弁済をなしえ、競
合債権者との優劣が複雑なものとなるという問題点が生じることは前述したとおりである。
また、②の点を重視した場合、債権譲渡登記の対抗力が個々の債権に有効に及ぶことを主
張する上で、その包括性が対抗力の障害となる場合があると考えられる（注 22）。また、債
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権譲渡登記はひとまず具備されてはいるものの、債務者対抗要件たる譲渡通知を留保し債
権譲渡登記のみが先行しているような場合について、「確定的譲渡」の効力発生をあえて留
保するという予約型に特徴的な要素があることを重視し、確定的譲渡の効力を発生させな
い「特段の留保」ある契約として、その対抗力が制限的に解されるのではないのかという
点についても検討の余地がありうる（注 23）。 
以下では、平成 14 年の最高裁判例（平成 14 年 10 月 10 日最高裁第一小法廷判決・民集
56 巻８号 1742 頁。以下「平成 14 年判決」という。）における債権譲渡登記の対抗力に関
する考え方と平成 12 年判決の示した予約型の場合の包括譲渡の対抗力と比較しつつ、譲渡
登記型の対抗力の問題について考察する。 
 
２ 債権譲渡登記による対抗力の及ぶ範囲 
⑴ 平成 14 年判決にみる債権譲渡登記の対抗力 
ⅰ. 事案の概要 
本件は、債権譲渡登記後の二重譲渡について、第一譲受人 Y と第二譲受人 X との間で、
Y の債権譲渡登記の対抗力が争われたものである。問題の Y への債権譲渡登記は、訴外債
務者 A 社が有する海外赴任に関するサービスに関する業務委託契約に基づく報酬債権（第
三債務者 6 社）について「法人会員契約ないし業務委託販売契約に基いて取得する、現在
及び将来の報酬債権について、被担保債権の額に充つるまで」譲渡することを内容とする
集合債権譲渡担保契約に基づき登記されていたものであり、債権譲渡登記においても「始
期」のみが記載され、具体的な「終期」が記載されていなかった。そのため、Y の債権譲渡
登記は、始期時点で存在していた債権についてのみ対抗力を有するのか、始期以降に発生
した債権についても対抗力が及ぶのかという点が争点となった。 
第一審では、本件将来債権の終期は定めがないもしくは被担保債権の弁済を完了したと
き(不確定期限)として定められているから将来債権として特定しているものといえるとし、
平成 12 年判決が先例としてあげられている。また、「債権譲渡登記令第 7 条第 3 項の規定
に基づく法務大臣が指定する磁気ディスクへの記録方式に関する告示（平成 10 年法務省告
示 295 号。以下「告示」という）」3(5)によれば、項番 25 の譲渡対象債権の債権発生年月日
終期記載は「任意」とされており、記載がない以上終期の定めがないと解するのが合理的
であるとして、Y の債権譲渡登記に係る対象債権については発生時期を問わずその全部につ
いて譲渡の対抗力を認めるとの判断を下した。 
これに対し、原審では、Y が譲渡を受けた債権は、現在または将来の債権のうち「債務残
高に満つるまでの金額部分」であり、第三債務者及び債権発生原因は特定されているが、
個別債権ごとにみればそのうちどの債権が譲渡対象となるのか明らかでないので特定性に
問題があるとしながらも、Y ないし譲渡人が担保権実行の際に譲渡対象債権を具体的に選
択・特定して通知をすることによって最終的に特定することを予定し合意しているので、
その時点で特定が認められるのであれば無効とすべき理由はないとし、譲渡契約の有効性
 218 
そのものは肯定しながらも、告示 3⑸の項番 25 が任意とされているのは、債権の発生年月
日が同一日である場合は記録する必要はないとの趣旨によるものであるから、終期の記載
のない債権譲渡登記は始期時点で発生していた債権についての対抗力を有するにとどまる
とした。 
結果的に原審では、Y の債権譲渡登記の対抗力はきわめて限定された形でしか認められて
いないということになるところ、この判断は下記ⅱのとおり、本判決でも維持されている。 
 
ⅱ． 本判決 
「債権譲渡登記に譲渡に係る債権の発生年月日の始期は記録されているがその終期が記
載されていない場合には、その債権譲渡登記に係る債権譲渡が数日にわたって発生した債
権を目的とするものであったとしても、他にその債権譲渡登記中に始期当日以外の日に発
生した債権も譲渡の目的である旨の記録がない限り、債権の譲受人は、その債権譲渡登記
をもって、始期当日以外の日に発生した債権の譲受を債務者以外の第三者に対抗すること
ができないものと解するのが相当である。けだし、上記のような債権譲渡登記によっては、
第三者は始期当日以外の日に発生した債権が譲渡されたことを認識することができず、そ
の公示があるものとみることはできないからである。」 
 
ⅲ. 本判決の意義と残された問題点 
 本件は、終期の記載を欠く債権譲渡登記の対抗力について判断したものであり、債権譲
渡登記における対象債権の特定方法に関する実務上の指針を示すものとしての意義を有す
る。本件で問題となった債権譲渡登記における始期・終期の記載について告示 3(5)が譲渡
対象債権の発生年月日の終期の記載を「任意」としているため、記載がなくとも対抗力自
体に影響はないのではないかという点が争われていたところ、法務省発行の債権譲渡登記
実務の手引書には、「債権の発生年月日が数日に及ぶときに限り
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、その末日の年月日を記録
する。将来発生すべき債権についても、同様である。」との注記がある（注 24）。したがって、
譲渡対象債権が始期当初の現在債権のみであれば記載の必要はなく、その意味では「任意」
であるが、将来発生する債権を譲渡対象として登記する場合には、その記載は事実上「必
須」のものということになる。発生時期の終期の記載を必要とする理由について本判決は、
登記に記載されていない以上、「第三者は始期当日以外の日に発生した債権が譲渡されたこ
とを認識することができ」ないことをあげている。仮に、終期の記載が文字通り「任意」
であり、本件登記の効力が始期以降にも発生した将来債権にも及ぶとした場合、終期の記
載を欠く登記について、始期に発生した債権のみを対象とするものとその後に発生した債
権を含むものという二通りの解釈がありうることになり妥当ではない（注 25）。 
それでは、なぜこのような不完全な（明確性を欠く）登記がされていたのだろうか。改
めて本件契約の内容をみてみると、譲渡対象債権は「特定の取引先数社の報酬債権」とい
う形で限定はされているものの、継続的取引契約に基づき将来にわたって発生・消滅を繰
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り返す当該債権のうち、具体的に「いつからいつまで」の期間に発生した債権が譲渡対象
となっているのかという点に関しては、なんら定められてはいない。仮に「実行段階での
被担保債権額を限度」としている点から、「契約日から実行日までの間に発生した債権」と
いう形で特定されていると読めなくもないが、実行日が不確定である以上、当事者間にお
いてさえそれがいつになるのかはわからず、その「終期」は不確定であるといわざるをえ
ない（注 26）。あるいは、逆に特定の報酬債権については、発生時期を問わず「すべて」を
譲渡対象とするという形で「特定」がされていたとの解釈もありうるが（注 27）、債務者の
主要な取引先に対する債権のすべてを将来にわたって担保に供することは、公序良俗等の
観点から問題となる可能性がある。しかしながら、登記の本来的な機能が「公示」にある
とすれば、本件登記における最も重要な問題は、譲渡対象債権の具体的な発生期間がいつ
なのか、果たして将来債権が譲渡対象なのかどうかさえ、その記載事項からは全くわから
ないという点であり、本判決もこの点を問題としている。 
本件のような担保目的物の包括性が集合債権譲渡担保の特色でもあることは既に述べて
きたとおりであり、「できるだけ広く網をかけておきたい」という一種の「債権者心理」か
らすれば、可能な限り包括性を維持した形で登記を行いたいというのが本音であろうし（注
28）、実行時における特定を条件とした包括的な担保契約（予約型）が広く行われてきたこ
とを考えれば、「具体的な終期の記載」が譲渡対象たる将来債権の特定方法として妥当であ
るのかどうかについて、実務的には疑問の余地があることは否定できない（注 29）。但し、
この点について本判決は「他にその債権譲渡登記中に始期当日以外の日に発生した債権も
譲渡の目的である旨の記録がない限り」、対抗力を否定するとしているから、必ずしも終期
の記載がない点のみを理由として債権譲渡登記の対抗力を否定しているわけではなく（注
30）、終期の記載以外にも何らかの方法で
．．．．．．．
将来債権に関する特定があれば足りるものとして
いると解される。具体的には、①仮の終期を定める方法、あるいは、②原審判決の示唆す
る債権個別事項ファイル 32 備考欄に、債権を特定するために必要な方法（たとえば「本件
債権譲渡登記についての登記についての通知をするまでに発生した将来債権のうち同通知
の時点で残存する債権」など）を記載する方法が考えられるが、前者をとれば、仮の終期
を何年先にするかが問題となり、終期を短くすると再度登記費用がかかるという不利益が
発生し、終期を長く定めると公序良俗違反により無効とされる危険性もでてくる。また、
後者を採用すれば、その表現いかんで結果的に「特定していない」とされる可能性が残る
ことになる。 
結局のところ、「現在及び将来の債権のすべて」を設定対象とし、実行時において具体的
な対象債権を特定するという集合債権譲渡担保契約の趣旨を登記に具体的にどのように反
映させるのかという点については本判決からは明らかではなく、今後に残された課題の一
つであるといえる。また、仮に登記上にそのような記載があったとしても、設定時点では
特定を欠いている状態で対抗力が認められるのか、認められるとすればその対抗力はどの
ようなものとなるのかという点についても、本判決はなんら言及しておらず、いずれも今
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後に残された問題として検討を要するものということになる。 
次項では、平成 14 年判決の事例をめぐる学説の議論を整理しながら、これらの問題につ
いて順に考察していく。 
  
⑵ 「特定」の要素と対抗力の判断基準 
ⅰ. 確定的譲渡契約における対象債権の不特定の問題 
平成 14 年判決で問題となった譲渡契約は、特定の第三債務者 6 社分の「現在及び将来の
報酬債権」を実行時の「被担保債権の額」を限度として譲渡することを内容とするもので
あり、譲渡対象期間や譲渡対象額についての具体的な定めを欠き、登記上も将来債権の発
生期間の終期の記載はされていない。もっとも、実行時における「被担保債権の額に充つ
るまで」という表現に着目すれば、必ずしも対象債権が「特定」されていないわけではな
く、少なくとも「実行時」には「特定」されるものであるともいえる。また、このような
「実行時」に残存する債権を譲渡する趣旨の予約型の債権譲渡契約の有効性が争われた事
例では、最高裁はこれを肯定する判断を下している（平成 12 年判決）。しかしながら、既
に確認したとおり、最高裁の示した判断は実行時に行われた個別・特定債権の譲渡につい
て対抗力に関するものにとどまり、将来にわたる包括的な債権群としての譲渡の対抗力は
明確に肯定されているわけではない。また、予約型の場合には、予約完結時までは当事者
間においても確定的な譲渡の効力も生じていないわけであるから、確定的譲渡の効力につ
いてもあくまで予約完結時を基準に判断すればよいということになる。一方、平成 14 年判
決の事例もまた、将来債権を含めた包括的な譲渡担保の設定のために締結された契約であ
るという点で当事者の意図は共通しているが、「譲渡予約」ではなく「譲渡」契約の形を採
っているという点で、平成 12 年判決の事例とは決定的な差異があり、｢（確定的）譲渡契
約｣としての有効な特定があるといえるのかどうかという点が問題となる。 
この点に関する学説の考え方は必ずしも一致しておらず、譲渡債権の特定のためには「終
期の定めが必須」であるとして、本件譲渡契約の有効性に否定的な見解もある（注 31）。ま
た、有効性を肯定する立場をとるものについても、予約型の場合と同様に、「実行時におけ
る特定があること」を理由としてこれを肯定できるとするもの（注 32）と、譲渡対象が特定
の取引に係る「現在及び将来債権の全て」であると考えれば、発生期間が限定されていな
いとしても、対象債権の特定において欠けるところはないとして、その有効性を肯定する
もの（注 33）とに大別される。前者の見解は、譲渡予約契約と譲渡契約との特定の基準を区
別せず、実行段階での第三債務者に対する債権譲渡通知によって譲渡債権が特定されるも
のであるから、譲渡債権の特定性に問題はないとする（注 34）。「譲受人ないし譲渡人が担保
．．
権実行の際に
．．．．．．
譲渡対象債権を具体的に選択・特定して通知をすることによって最終的に特
定することを予定し合意しているので、その時点で特定が認められるのであれば無効とす
べき理由はない」とした原審の判断も同様の解釈に基づくものと解される（注 35）。但し、
このように解した場合、「譲渡予約」ではなく「確定的譲渡契約」でありながら、「実行時
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における選択・特定」を有効性の基準とすることについて、その法律構成が問題となる（注
36）。 
一方、後者、すなわち特定の取引に係る「現在及び将来債権の全て」を譲渡対象とする
ものとして本件譲渡契約の有効性を認める立場をとる場合、「債務者に対して債権譲渡登記
を通知した時に残存している既発生債権に限って譲渡担保権の実行（譲受人による第三債
務者からの取立て及び被担保債権への充当）をする」との合意をどう解するかが問題とな
りうるが、この点については、実行時における特定は単に契約当事者間の「内部的な合意」
にすぎないとみれば、「包括的譲渡」として十分に特定があると解されており（注 37）、判例
が譲渡人と譲受人との間にこのような「内部合意」のあることは、譲渡担保契約の締結時
点で対象債権を確定的に譲渡することと矛盾するものではないとしている点（平成 13 年判
決）がその論拠の一つとされている（注 38）。 
もっとも、主要取引先に係る「すべての債権」を対象とする包括的な譲渡契約と解した
場合には、平成 11 年・12 年判決の示唆するような「公序良俗」の観点からも、その有効性
を検討する必要性が生じる。しかし、平成 14 年判決で問題となった事例は、平成 12 年判
決の事例と同様に全取引先ではなく、そのうちの特定の数社との特定の取引に係るものに
限定されている（債務者の経済活動を不当に拘束しているとはいえない）ほか、①被担保
債権（債務者 A に対するリース料債権）の総額が確定していること、②その締結時点にお
いて、その額が A の B ら 6 社を含む 11 社の第三債務者に対する報酬債権の未回収額にほ
ぼ見合っており、その後も未回収額がほぼ同額で推移するという見込みの下にこれらの第
三債務者に対する報酬債権が譲渡対象とされていた（過剰担保とはいえない）といった事
実が認められることが指摘されており（注 39）、本件に関しては、公序良俗による無効とい
う点は問題にならないといえる。 
既に確認してきたとおり、平成 14 年判決は、登記簿上の記載から始期時点で債務者が有
していた債権についてのみ当該登記の対抗力を認めるとの判断を下しており、実行時にお
ける被担保債権の額を限度とした包括的な（確定的）債権譲渡契約は、少なくとも本件の
事例については「無効な契約」とは解されていない。但し、結果的には当事者が意図した
ような包括的譲渡についての対抗要件の効力は認められておらず、具体的にどこまでが当
該譲渡契約に係る債権として対抗力を主張できることになるのか、つまり、「債権譲渡登記
による対抗要件の効力が及ぶ具体的な範囲」は、本判決では必ずしも明確な基準は示され
ておらず、慎重な検討を要する問題として残されているということになる。 
 
ⅱ. 実行時における「被担保債権に充つるまでの金額部分」を譲渡する契約の対抗力 
それでは、「被担保債権に充つるまでの金額部分」を譲渡する旨の債権譲渡登記について、
対抗要件の効力が及ぶ範囲はどのようなものと解することができるのだろうか。平成 14 年
判決は、対象債権の発生期間の「始期のみ」が記載され、終期の記載を欠いていることか
ら、将来発生する部分が譲渡対象であることは登記の記載事項からは読み取ることはでき
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ないとし、将来債権譲渡部分の対抗力を明確に否定している。この点については、登記内
容を「総合的」にみれば将来債権を対象とするものであることは明らかであるから、終期
の記載を厳格に解すべきではないとの批判がある（注 40）。もっとも、同判決も総合的な判
断から対抗力が決せられるという考え方を否定しているわけではなく、終期以外の方法か
ら認識できればよいとしている。同判決を受けた実務の対応としては、項番 25 に「仮の終
期」を記載する方法や項番 32 の備考欄に実行段階で残存する債権を譲渡する旨を記載する
方法をとることなどの方法も示唆されている（前述・⑴ⅲ参照）。但し、「仮の終期」を定
める方法については、そのような記載が対抗力の決め手となることを疑問視する見解もあ
るほか、登記の有効期間をどの程度のものとするかという点も実務的には悩ましい問題で
ある。また、備考欄への記載の効力についても、登記担当者からは慎重な見解も示されて
いるところである（注 41）。したがって、現時点においては、具体的な記載方法やその効力
に関する基準はいまだ確立されていないものと言わざるを得ない。 
ところで、「被担保債権に充つるまでの金額部分」を譲渡するという点については、①「被
担保債権の範囲」を定めたものであるとの解釈と②「譲渡債権の額」を画するものである
という 2 通りの解釈がありえ、いずれの解釈をとるかによって対抗力の及ぶ範囲について
も別異に解されることになる（注 42）。①の場合、「被担保債権に充つるまでの金額部分」と
は、あくまで被担保債権の範囲を定めたものであって、譲渡の目的物は「将来債権部分も
含む対象債権のすべて」と解することができ、さらに実行段階での特定が内部的な合意に
とどまるものと考えれば、設定契約に基づく債権譲渡登記がされた当初の段階から、「すべ
．．
ての債権
．．．．
」についての対抗力を主張できるものと考えることもできる（注 43）。一方、②「譲
渡債権の額」を画するものであるとの解釈をとる場合には、実行の段階に至って初めて具
体的な譲渡債権の範囲が特定されることになり、実行時に特定された債権について契約当
初(登記時点)に遡及して債権譲渡登記の対抗力を認めるのか、あるいは、実行段階で始めて
個別・特定債権への対抗力が生じるのかという２つの考え方がありうる。つまり、仮に「被
担保債権に充つるまでの金額部分」との備考欄の記載から将来債権部分の譲渡が有効であ
ると解されるとしても、当該記載による対抗力は包括的な「全ての債権」に及ぶものであ
るのか、あるいは「実行時」に特定されたものに限られるのかという点が問題となり、後
者のように対象債権の範囲を限定的に解した場合には、後日の特定により限定された範囲
で当初の契約時点から(遡及的に)対抗力が認められるのか、あるいは実行段階で現実的な限
定があった時点で初めて対抗力が生じるのかという点がさらに問題となる。 
まず、設定時に対抗力が遡及するとの解釈については、選択債権(民法 411 条)に準じた構
成（選択により遡ってその債権が譲渡対象であったと解する）、又は、ある債権が選択され
ることを解除条件とする合意があったと構成するとの法的構成をとることで、理論的に克
服できることが示唆されている（注 44）。そして、このような形で、後日、譲渡対象が具体
的に特定されるものであるとしても、登記がある以上は
．．．．．．．．
「公示」に欠けるところはなく、
設定契約時点から対抗要件としての効力を認めることができるとも考えられる。しかしな
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がら、従来の予約型や停止条件型の事例においても、予約契約や停止条件付譲渡に関する
通知が第三債務者に対してされている場合も少なくはないし、その場合、第三債務者は当
事者間で譲渡が行われる旨の契約が締結されていること、及び、当該契約に係る譲渡対象
債権が自己を（第三）債務者とするものであることについて認識しているという意味で、
いわゆるインフォメーションセンターとして当該譲渡に関する「公示」の機能を果たすこ
とができるとも考えられるところ、平成 13 年予約判決は、明確にその対抗力を否定してい
る。その理由は、第三債務者の認識している情報が、確定的譲渡の内容（誰に、いつ、い
くら譲渡されたのか）ではなく、「これから譲渡される」という「不確定の情報」にすぎな
いものであるからにほかならない（第 4 章第 1 節第 2 款）。「実行時の被担保債権を限度と
して特定の債権を包括的に譲渡する」との債権譲渡登記についても、いつ、どの債権がい
くら譲渡されているのかという具体的な記載を欠いた不確定な情報を認識することはでき
ず、必ずしも十分な公示があるとはいえない（注 45）。つまり、公示されている情報がどの
ようなレベルのものであるのか（譲渡対象債権の領域確定における客観的な判断基準とし
て有効に機能するものなのか）という点に着目すれば、その内容は実行まで個々の債権の
確定的譲渡の効力の発生を留保する予約型契約の場合となんら変わるところはなく、この
ような登記の記載をもって、いいかえれば、登記による公示さえあれば
．．．．．．．．．．．．
、遡及的に「確定
的譲渡」としての対抗力を認められるのかという点については、なお検討の余地があるも
のといえる。 
一方、譲渡対象債権の｢限度額｣に関する特定を欠いているために、実行により特定が生
じるまでの対抗力は認められないと解した場合、実行以前の段階での債権譲渡登記の効力
をどのように解するのかという問題がある。そもそも譲渡対象債権の｢限度額｣の定めが債
権譲渡の特定においてどのような意味をもつのかという点についても議論のあるところで
あり、仮に限度額を定めていたとしても、複数の債権があり、その合計額が限度額を超え
る場合、対象債権の特定が困難となるという問題点も指摘されており、特定のためにはさ
らに予め譲渡対象債権の順番を決めておく必要があるとする見解もある（注 46）。もっとも、
仮に順番を定めておくことで、当事者間では対象債権の特定があるといえるとしても、「種
類債権」と同様の状態にあるものとみれば、個別債権の譲受人に対する関係では対抗力を
主張できないことも指摘されているところである(注 47）。この点について、平成 14 年判決
原審は、XA 間の譲渡担保契約は、X の債権を担保するために一応は A の有する債権は「全
て」X に譲渡する趣旨であるとした上で、実行時に第三債務者及びそれに対する譲渡対象債
権を具体的に選択・特定して通知することによって最終的に譲渡債権の特定・識別をする
ことを予定しているものと解される。すなわち、「将来の不特定債権の確定的譲渡契約も将
来の一時点で譲渡対象債権を特定し、これを第三債務者に債権譲渡登記の通知をすること
によって、不測の結果をもたらさないようになっておれば、債権譲渡の対外的順位だけを
確保する機能を債権譲渡登記制度に持たせる意義があるから、その契約を無効とすべき理
由はない」との判示部分は、第三債務者への通知がされるまでの間、当該債権譲渡に係る
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債権譲渡登記の対抗力を完全に否定するのではなく、「不測の結果をもたらさない」範囲で、
一種の制限的な
．．．．
対抗力が認められることを示唆しているものとも読める。 
ここで平成 14 年判決の事例をもう一度みてみると、譲受人 X は平成 11 年 2 月 10 日、
上記の内容で譲渡契約を締結した後、同年 3 月 4 日に当該債権譲渡を登記し、その後同年 8
月 4 日に債務者 A の不渡りを理由に送付した債権譲渡特例法 2 条 2 項の通知が第三債務者
へ送達しているとの事実が認められる（一方、競合債権者 Y の譲渡契約は平成 11 年 5 月
26 日、債権譲渡登記は同月 28 日、2 条 2 項の通知は同年 7 月 26 日である。）。つまり、少
なくとも平成 11 年 8 月 4 日には既に対象債権は確定され、原審が示唆するように第三債務
者への譲渡通知により当該債権が譲渡対象であることは対外的にも表示されていたことに
なるわけだが、平成 14 年判決は譲渡通知によって遡及的な対抗力が生じることを認めては
いない。もっとも、そもそも当該登記には始期のみしか記載がないから、たとえ第三債務
者への譲渡通知が債権譲渡特例法 2 条 2 項による通知の形をとっていても、本件債権譲渡
登記の対抗力にはなんら影響しないとみれば、登記自体に「実行により特定する」旨が記
載されている場合とは問題を別にするという考え方もできる。但し、仮に平成 14 年判決の
事例とは異なり、債権譲渡登記上に実行段階で特定される範囲での将来債権の譲渡である
旨のなんらかの記載があり、それによって事実上の認識可能性が確保されていたとしても、
平成 14 年判決が「当該譲渡登記自体から第三者にとって認識可能な範囲」でのみ対抗力を
認めていることに着目すれば、その対抗力については否定的に解さざるをえない(注 48)。こ
の点について、第三者は債権譲渡登記から知りえた第三債務者への照会の方法で譲渡に関
する情報を入手することは可能であり、譲渡登記制度においても第三債務者の認識は事実
上の公示の機能を果たすものともなりうると考えることもできる。しかしながら、現行の
債権譲渡登記は「調査の出発点」として位置づけられている登記ではなく、あくまで「登
．
記自体の記載から
．．．．．．．．
客観的に判断される範囲で対抗力が認められる」構造を採るものであり
（注 49）、民法 467 条の対抗要件制度とは異なり、「第三債務者の認識」は「公示」としての
意義をもつものではない。つまり、債権譲渡登記においては、第三債務者の認識の有無は
第三者対抗要件とは完全に切り離されたものとなっており、そのような構造をとる以上、
仮に登記後の「第三債務者への通知」によって第三者の事実上の認識可能性が確保される
としても、そのことは登記の対抗力にはなんら影響するものではないと解される。 
したがって、結論的には、仮になんらかの形で実行時に特定される範囲での債権譲渡の
合意がある旨の認識が可能であるとしても、債権譲渡登記
．．．．．．
自体から
．．．．
実行の時点や実行され
た内容が明らかでなく、その「選択の基準」のみが記載されているにとどまるような場合
には、その対抗力は否定的に解すべきものということになる。また、特例法が債務者対抗
要件の取得の有無にかかわらず、登記時点で対抗要件としての効力が生じるものとしてい
る以上、債務者への通知により事後に特定・識別が可能となったとしても、債権譲渡登記
の対抗力には何ら影響しない（遡及的な効力は生じない）とみるべきである。 
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ⅲ. その他の問題点 
ところで、平成 14 年判決の事例では、Y の債権譲渡登記の対抗力を争っていた第二譲受
人 X の債権譲渡登記についても、「債権の種類」を「報酬債権」ではなく「売掛債権」とし
て登記しているという問題を有しており、原審がその対抗力を否定する判断を下したこと
で、大きな議論を呼んだ。最高裁は X の債権譲渡登記の対抗力を争うためにされた上告を
不受理としているため（最一小決平 14.10.1 金法 1665 号 54 頁）、結果的には、X・Y とも
に、せっかく具備した債権譲渡登記の対抗力を否定されていることになる（注 50）。 
「債権の種類」の誤記によって対抗力を否定した判断について学説は批判的であり、中
小企業の財務経理上、取引先の債権を「売掛債権」として計上するのが一般的であるとこ
ろ、これを債権譲渡登記の 15 種類の債権コードにあわせて峻別し管理しなければならない
とすることは実務に混乱をもたらすとの問題点も指摘されている（注 51）。一方、登記担当
者は、債権の種類は、譲渡債権を特定するための「重要な要素」であるとし、法務省告示
に定める債権の種類コードで特定できないときは、「債権発生原因」の項目に 64 文字以内
で記録する方法により対応すべきことを示唆している（注 52）。 
告示が挙げる登記事項はいずれも債権譲渡の特定に重要な要素と考えられてきたもので
あり、その記載の必要性自体は肯定されうるものである。しかしながら、平成 14 年判決で
問題となった発生期間の限定的な記載についても、将来債権の譲渡可能性が限定的に解さ
れていた平成 10 年の特例法施行当時の判例・学説を反映したものではあるものの、その後
の判例や実務の展開については全く反映されていないとの問題点が指摘されており、実務
的な観点から告示の見直しが求められてきたところである（注 53）。もっとも、具体的にど
のような記載があれば、どこまでの対抗力を認められるのかという点については、必ずし
も統一的な見解があるわけではなく、現段階では明確な基準を確立するには至っていない
ことは既に述べてきたとおりである。また、登記事項の内容の拡充については登記データ
の容量に関する物理的な限界などの技術的な問題点も踏まえた検討の必要性も否定できな
いところであり、この点についてはなお慎重な議論を要すべき課題が集積していることは
いうまでもない（注 54）。 
なお、平成 14 年判決以降、同判決と同様に登記事項に問題があった場合の対抗力に関し
て判断した判例としては、東京高裁平 18.6.28 判決（判例時報 1936 号 82 頁）がある。こ
の事例では、譲渡に係る債権を特定するために必須とされている譲渡に係る債権の「債務
者」及び債権の発生の時における債権者」(債権譲渡登記規則 6 条 2 号)の記載を逆にしてい
たためにその対抗力が問題となったが、「登記事項中の概要事項に、譲渡人として A が記録
されている事実から、譲渡に係る債権の「債権の発生の時における債権者」が当然に A で
あることが明白であるとは認められず、また、入力時の過誤により、原債権者と債務者の
コードを取り違えたことが明らかであるとも認められない」として、その対抗力を否定す
る判断が下されている。 
本件で問題となった誤記は、債権の「個別事項」に係るものであり、譲受人 Y は、「未だ
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債権を譲り受けようとするに止まる者は債権個別事項を確認できる者ではないから（債権
譲渡登記令 5 条）、誤った「個別事項」の記載を信頼して債権を譲り受ける第三者が出現す
る余地はない」ことを論拠として対抗力が認められる旨を主張していた。確かに、「概要事
項」しか確認できない「第三者」の認識が対抗力の判断基準となるとすれば、「個別事項の
誤記」は対抗力に影響しないという考え方もできる。しかしながら、次のような理由から、
ここでいう第三者はあくまで個別事項の閲覧の可能な利害関係人としての第三者をいうも
のと解すべきである。 
そもそも現行の債権譲渡登記が、当該登記に記載された情報について概要事項・個別事
項という二段階の開示基準を設けている理由は、債務者のプライバシー（あるいは信用不
安の惹起）に配慮したことによるものであるとされており（注 55）、結果的に「アクセスす
れば財産に関する権利関係についての情報のほとんどがそこで得られるもの」としての公
示の機能は、不動産の登記制度よりも後退しているといわれている（注 56）。そうであると
すれば、取引関係に入る前の段階の「第三者」については、債権譲渡登記から有益な情報
を入手することは期待できない。言い換えれば、債権譲渡登記には登記の時期の先後によ
って競合債権者間の対抗問題を決する基準となるものであっても、その取引状況等をスト
レートに示すものである債権の内容について広く一般に公示するような趣旨のものではな
いから、あくまでその内容が競合関係にある「第三者」に対して対抗可能かどうかという
点が「対抗要件」としての判断基準となるものと解される。また、平成 14 年判決において
も、個別事項における終期の記載が欠けていることから、第三者に対する対抗力を否定し
ており、同判決がその判断基準としているのは、今後取引関係に入るかもしれない「第三
者」ではなく、あくまで当該債権を既に取得した者や差押債権者である「第三者」の認識
であるということになる（注 57）。また、債権譲渡登記制度は UCC 第 9 編のファイリング・
システムのように、「調査の出発点」として位置づけられている登記ではなく、「登記の記
載から客観的に判断される範囲」で対抗力が認められる構造を採用していることからも、
個別事項も含めた登記記載上の瑕疵は対抗力の判断において致命的なものとなりうるとい
える（注 58）。 
したがって、債権譲渡登記の場合には、個別事項も含めた登記の記載事項そのものから
対抗力が判断されることになり、その齟齬が譲渡債権の識別に支障を来すものとなってい
る場合には、対抗要件としての効力を否定的に解すべきものというべきである（注 59）。 
既にみてきたとおり、特例法の下で、アメリカ法におけるファイリング・システムをモ
デルとして第三債務者の認識と切り離された対抗要件制度が実現したことには、将来債権
譲渡の可能性を拡大するものとしての意義が認められる（第 4 章第 2 節第 2 款）。しかしな
がら、これまでのところ、判例は債権譲渡登記による対抗要件の効力が争われた事案にお
いて、民法 467 条に基づく対抗要件によっては実現しえない、文字通りの包括的な対抗要
件としての効力を認めてはいない。また、告示に定める登記事項が実務的な感覚と一致す
るものではないといった問題点も指摘されているところであり、債権譲渡登記を利用する
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場合にも集合・流動債権群の譲渡についての包括的な対抗要件を具備するのは、思いのほ
か難しいものであると考えられる。 
ところで、このような包括的な債権譲渡の有効性や対抗要件の問題が論じられる場合、
債権譲渡登記制度創設時の議論はもとより、国際的な流動化法制に関する議論においても、
一種のモデルとして、アメリカ法（UCC）におけるファイリング・システムについて言及
されることが少なくない。次項では、UCC のファイリング・システムとわが国の債権譲渡
登記との異同を整理した上で、対抗要件としての債権譲渡登記の問題点とその解決策を考
察する。 
 
⑶ UCC ファイリングと債権譲渡登記との対抗力の差異 
ⅰ. 類似点  
最初に、UCC におけるファイリング・システムと債権譲渡登記制度の対抗力に関する類
似点をみていく。 
既に確認したとおり、債権譲渡登記の最大の特長は、民法上の対抗要件における最大の
問題点であった第三債務者をインフォメーションセンターとする公示に代え、「登記」とい
う公示手段を利用することで、第三債務者への通知又は承諾の方法では対抗要件の取得が
困難な場合にも対抗要件の具備を可能にするという点にあり、従来であれば、一体のもの
として取得されていた第三者対抗要件と債務者対抗要件とが、それぞれ別に取得される構
造となっている。第三債務者への通知（または承諾）による対抗要件の取得が困難である
場合とは、具体的には①第三債務者が不特定であるために通知・承諾いずれの方法もとり
えない場合と、②債務者の信用不安を惹起しかねないという意味で通知・承諾いずれも回
避する必要がある場合とに大別されるが、後者については、正常な資金調達手段であるこ
とが認知されれば、深刻な問題とはなりえないとも言われている。一方、第三者が契約時
点で不確定の場合については、通知や承諾の方法による対抗要件の取得は物理的に不可能
であるから、このような場合にも対抗要件の取得が可能となったことが、画期的な意義を
もつものであったことはいうまでもない。従来、契約当事者ではない譲渡対象債権の第三
債務者の関与が不可欠であり、そのために譲渡対象となりうる債権には自ずと限界があり、
実務においてその利用可能性が高く評価され、既に様々な形で試みられていた未発生の将
来債権を含む集合債権群の譲渡についても、対抗要件の具備は不可能な状態にあった。こ
れに対し、第三債務者を介在しない「登記」の方法をとれば、未発生・不特定の債権につ
いても自由なアレンジメントができることはもちろん、第三債務者ごとに、それぞれ対抗
要件を取得する必要もないから、対象債権の個別性・特定性を緩やかなものとしたまま、
包括的な債権群の譲渡としての対抗要件を具備することができることになる。 
 一方、ファイリング・システムの場合も、債権の譲渡人・譲受人の譲渡契約のみで登録
ができ、第三債務者の関与は不要である。また、担保権者（譲受人）及び債務者(譲渡人)
の氏名、担保権者の住所、債務者の郵便宛所、担保物の型又は品目の記述及び債務者の署
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名のある貸付証書（financing statement）の段階で登録が可能であり（§9－502）、債権
者は、担保合意に先立ち、包括的な担保権の設定に備えた担保物の記載を有する貸付証書
に債務者の署名を得れば、それをとりあえず
．．．．．
ファイルしておくことができるから（注 60）、
対象債権が具体化する以前の早い段階で、包括的な集合・流動・将来債権の譲渡について
公示を具備することができる。 
但し、ファイリング・システムは、アメリカの金融・経済において重要な役割を担って
きた包括的な担保権たる「浮動担保」が実現することを前提に構築された制度にほかなら
ず（第 5 章第 2 節第 2 款参照）、UCC の下では貸付証書における担保物記載に関しても「全
資産」あるいは「すべての動産」という記載の効力が明確に承認されている（§9-504⑵）
（注 61）。UCC が包括的な担保権の有効性を許容している結果、譲渡対象に関する情報を登
録自体から得ることはほとんど期待できないということになるが、そもそも登録の時間的
な先行によって主張できる優先的地位と債権譲渡登記による「対抗要件」とは本質的に異
なるものであるという点には注意を要する（注 62）。この点についてはⅱ.相違点の項にて後
述することとする。 
また、判例は、債権譲渡登記の対抗力について、当該登記の記載事項そのものから第三
者が客観的に認識しうる範囲でのみ認められるものであり、譲渡契約当時者の主観的な意
図やその後にされた第三債務者への譲渡通知などによって、事実上、認識可能であったか
どうかによって、対抗力が左右されるものではないとの立場をとっており（平成 14年判決）、
債権譲渡登記については、登記の記載事項そのものの客観的な正確性が重要となるといえ
る。一方、ファイリング・システムの場合にも、事実上の認識可能性以上の客観的な正確
さが必要とされている。近年の UCC 改正において、登録の正確性が厳格に要求されること
になったことは既に述べたとおりであり（第 5 章第 4 節第 2 款）、いずれの制度においても、
公示されている情報自体の客観的な正確さが重要な意味をもつものであることはいうまで
もない。但し、「調査の出発点」として位置づけられているファイリング・システムの構造
上、そこで要求される正確性は債権譲渡登記制度の場合とは若干視点が異なる。その最も
顕著な例が、登録の索引（index）に関する誤りである。索引（index）は、債務者の名称
を基準として作成されるものであるところ、その名称が誤っていた場合、たとえそれが軽
易なものであったとしても、登録データの検索（filing search）による情報収集を困難なも
のとする（注 63）。例えば、譲渡人の正確な名称が Jhon Paul Smith であるところ、登録デ
ータ上は Jon Smith として登録されていた場合、正確な名称で検索したがゆえに
．．．．．．．．．．．．．．
、対象の
データにヒットしないという結果が生じる場合がありうるのである（注 64）。つまり、たと
え事実上の認識可能性が十分に認められるような軽易な誤りにすぎないとしても、公示と
しての機能を損なう場合があり、このような観点からも記載事項の正確性が要求されるこ
とになる。債権譲渡登記創設後、いまだ黎明期にあるわが国の場合、必ずしも現時点で債
権譲渡登記の有効性やその効力が及ぶ範囲についての基準が示されている状況にはないが、
平成 14 年判決やその後の下級審判例はいずれも、「登記自体から認識可能な範囲」での対
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抗力を認める立場をとっており、対抗力の判断基準として公示された情報にウエイトを置
く考え方を示唆していることは前述したとおりである。したがって、公示される内容や公
示によって確保されうる権利の内容には本質的な差異があるものの、記載された情報自体
の正確さが公示の効力を判断する上で重要な意義をもっているという点で、日米両制度に
は共通性を見出すことができるといえる。 
 
ⅱ. 相違点  
以上のような類似点を有するものの、両制度には本質的に大きな差異がある。既に述べ
たとおり、ファイリング・システムにおいては、わが国の債権譲渡登記制度において定め
られているような担保（譲渡）目的物の特定に関する細かな記述は不要であり、その種類
あるいは品目による概括的な記載が認められているため、登録の内容そのものから担保(譲
渡)目的物の特定のための情報を得ることは、ほとんど期待できない。これは、UCC が「公
示登録制度」（notice filing system）の方式を採用していることによる。つまり、同制度の
下では、登録は「調査のための出発点」としての意義を有するものにすぎず、「具体的にど
の財産が担保財産になっているかは、情報を収集することによって第三者が決定すべき事
項であるとして、たとえ、担保財産の記載において爾後取得財産に言及していなくても、
爾後取得財産に対し登録による対抗力の付与を認める」ものと解されている（注 65)。 
但し、登録が文字通り
．．．．
「調査のための出発点」となりうるかどうかという点については
注意が必要である。もちろん、登録事項には、少なくとも債権者・債務者の情報は明記さ
れているわけであるから、登録に基づき、当事者に確認をとるという方法も考えられるわ
けだが、債権者にはそのような照会に応える義務は課せられておらず、債務者に確認した
ところで、債務者自身の信用情報に関し、正確な情報が得られることは期待できないから
である。しかしながら、そもそも公示登録制度は、債務者とこれから取引をしようとする
第三者に対して、当該債務者は、既に「誰かと担保取引中であるかもしれない」という警
．
告
．
を与え、かつ、どこにいったら、この担保取引についての情報を得ることができるかの
手掛かり
．．．．
を与えることを目的とするものであり（注 66）、債務者の担保取引に係る情報その
．．．．
もの
．．
の提供を目的としているわけではない。したがって、登録を出発点として担保目的物
の情報を現実に入手できるかどうかはともかくとして、先行する担保取引があるかもしれ
ないということさえ認識できれば、公示登録制度としての目的は達しているということに
なる。 
ファイリング・システムがこのような構造をとる理由は、既に述べてきたとおり、UCC
の下では、いわゆる「浮動担保」の方式により最初に担保権を設定した者に優越的な地位
を獲得することが許容されていることにある（第 5 章第 2 節第 3 款参照）。UCC 制定以前
には、アメリカにおいても、担保権が設定されるごとに担保目的物を具体的に叙述した書
類（担保契約書（security agreement））を登録する「取引登録制度」（transaction filing 
system）の方法も採用されていたが、棚卸資産金融（inventory finance）や受取勘定債権
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担保金融（accounts receivable financing）等の流動資産を目的とする担保方法では担保目
的物が新陳代謝を繰り返すために担保目的物の変動がある度に新たな登録が必要となると
いう問題点があった。そこで、取引登録制度に変容を加え、担保目的物の特定性を緩やか
にすることで、包括的な担保権の公示が可能になる現在のような公示登録制度が採用され
たという経緯がある（注 67）。一方、アメリカにおいては個々の担保目的物ごとに担保権を
設定するのではなく、債務者の現在及び将来取得する資産の全てを引き当てとして、金融
を行うのがむしろ一般的であり、法制度上も、このような包括的な担保設定の有効性を許
容する構造をとっているため、「担保目的物」が具体的に何か、具体的にどこまで担保の効
力が及んでいるのか、といった担保目的物の「特定」に関する情報が登録自体から認識で
きなくとも、先行する担保権者がいるということさえ認識できれば、その債務者の資産す
べてが担保に供されている可能性があるという「警告」の機能は十分に果たしていること
になるのである。 
これに対し、わが国の債権譲渡登記制度では、不動産の登記制度と同様に「登記自体の
記載から客観的に判断される範囲で対抗力が認められる」構造を採っており（注 68）、平成
14 年判決の事例のように、担保目的物の記載方法によっては、債権譲渡登記による対抗力
の取得という目的を達し得ない場合がありうる。担保目的物の特定に関する情報が登記事
項として細かく定められ、登記自体から担保対象の範囲を明確にするという債権譲渡登記
の構造には、未発生の将来債権群の譲渡そのものが疑問視され、その発生の確実性が有効
性の基準と考えられていた債権譲渡登記制度創設当時（平成 10 年）以前の判例・学説が影
響していることはいうまでもないが、その後の判例・学説についても債務者の全資産に対
する包括的な譲渡契約の有効性に関する疑問を完全に払拭するものではない。そのため、
わが国の債権譲渡取引においてはなお、なんらかの形で目的物の範囲を明確にするのが通
常である（注 69）。 
したがって、特定性の緩やかさという点からは、アメリカのファイリング・システムの
採用する公示登録制度の方が、浮動担保のような包括的な担保設定に即したものであるこ
とはもちろん、終期の記載を欠いていた平成 14 年判決の事例のように、債権譲渡登記の記
載内容が「不十分」であったために対抗力が否定されるというリスクも少なくてすむとい
える（注 70）。もっとも、我が国の債権譲渡登記の存続期間が原則 50 年（債務者不特定の将
来債権については 10 年）であるのに対し（8 条 3 項）、UCC における登録の存続期間はわ
ずか 5 年でしかない。 
さらに、両制度によって認められる対抗力は、質的にも大きな差異がある。わが国にお
いては、譲渡対象債権の第三債務者に対しては債権譲渡登記のほか特例法に基づく通知が
されなければ、譲受人としての地位を主張できないという構造をとるが、差押債権者を含
む第三者に対しては債権譲渡登記のみで対抗力が認められる（特例法 4 条 1 項、2 項）。一
方、UCC においては、perfection の要件を具備して初めて第三者に対しても対抗可能な公
示を具備した状態となるものとされ（第 5 章第 3 節第 3 款）、将来債権についても対象債権
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が現実に発生してはじめて perfection が認められることになる。言い換えれば、登録の先
行にもかかわらず、perfection の要件を具備するまでの間、第三者との関係ではなお不確実
性が残るものとなっている。 
両制度を比較した場合、その質的な差異に着目すれば、対抗要件として機能する我が国
の債権譲渡登記の方が実効性のあるもののようにも思われる。確かに perfection の段階ま
で対抗力が確立されないという点で不確実性は残ることは否定できない。しかしながら、
UCC においては、ともに perfection のない担保権相互間では、登録の日の早い方に優先権
が認められるほか、perfection が具備された時点で当初の登録時に遡って対抗力が付与され
るものとなっており（§9-303(1)）、その先行が決定的なものとなるとはいえないとしても、
実体的な権利関係における優劣の決定機能をも担うものとなっていることが認められる。
つまり、登録によって確保される優先的地位―それは対抗要件ではなくあくまで優先順位
の確保でしかない―は、債権譲渡登記制度によって具備される「第三者対抗要件」に比し
て「著しく不安定で脆弱なもの」ではない。UCC の下で債権譲渡金融が大きな発展を遂げ
てきたということも、その有効性の証左にほかならないものであるといえる（注 71）。 
 
ⅲ. 債権譲渡登記における問題点と解決のための視点 
以上みてきたとおり、わが国の債権譲渡登記と UCC のファイリング・システムにおける
登録とは、譲渡人(債務者)と譲受人(債権者)との契約のみで、第三債務者が関与することな
く、債権譲渡の公示を具備することができるという点で共通するほか、将来債権や第三債
務者不特定の場合にも登録あるいは登記自体は可能であるものの、公示としての機能を確
保するため、その記載事項に関する正確性は厳格に要求されているといった点に両制度の
類似性を見出すことができる。しかしながら、両制度には、担保取引の内容そのものに関
する公示と調査の出発点としての公示という機能的な差異があり、各制度によって具備さ
れる対抗力も本質的に異なるものであるといえる。 
こうした差異は、両制度が前提とする担保取引実務の差異に起因するものであるわけだ
が、アメリカ法における「浮動担保」と同様、わが国における集合債権譲渡担保を含む流
動化取引の場合にも、単なる集合債権ではなく、新陳代謝を繰り返す「流動債権」として
捕捉しようとするものであることは既に述べてきたとおりであり、本来的に債権譲渡登記
制度が採用している対象物の「特定」による優先順位（及びその範囲）の画定という構成
には馴染まない性質のものであるともいえる（注 72）。それでもなお、債権譲渡登記を具備
するためには、なんらかの形で発生期間などの「特定」を行う必要があるところ（8 条 2 項）、
平成 14 年判決の事例のように、結果的には早々と具備していた債権譲渡登記が対抗要件と
して機能しえなかったケースが生じている。また、債権譲渡登記は、債務者対抗要件を分
離することで、通知や承諾の方法で第三債務者が関与する場合に比べ、第三債務者も含め
た債権の内容の確定に先立ち、早期に包括的な債権群の譲渡として対抗要件を具備できる
ことはもちろん、取引先である第三債務者の信用不安を惹起することなく、債権者・債務
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者間の契約のみで第三者への対抗要件を具備できるという点が大きな利点とされており、
債権譲渡登記の利用者が債務者対抗要件の取得を留保し、第三者対抗要件である債権譲渡
登記のみが先行する方式を選択することは決して少なくはないところ、この場合には、仮
に特定性に何ら問題のない有効な債権譲渡登記を具備していたとしても、債務者対抗要件
を留保している間に民法 467 条の譲渡通知の方法で対抗要件を具備した競合債権者が出現
し、第三債務者が当該債権者に有効な弁済を行ってしまうといったリスクが残ることにな
る（第 4 章第 2 節第 2 款参照）。 
 もっとも、こうしたリスクについては、実務上、担保掛け目や格付け評価の問題として
反映すれば足りるとの指摘もありうるし、売掛債権融資制度においては、実際そのような
リスク計算に基づく掛け目が設定されていることも指摘されているところである（注 73）。
既に見てきたとおり、現行の債権譲渡登記制度は、流動化取引に関する実務上のニーズの
高まりを受け、第三債務者の関与しない簡易な公示制度の実現に重点を置いて創設された
制度であり、流動化取引の特性である対象物の包括性から生じる問題点については、当時、
有力に主張されていた特定性に関する議論を反映し、登記における特定を厳格に求めるこ
とが一種の妥協策として採用されたものとも考えられる。最終的には、特例法では、特定
を欠いていた場合の債権譲渡登記の対抗力や民法上の対抗要件との競合問題の処理などの
具体的な問題点について、何ら明文の規定は設けられておらず、今後の判例・学説の議論
の発展にその解釈を委ねるものとされている（注 74）。そうであるとすれば、債権譲渡登記
によって認められる対抗要件の効力について、いかなる場合にも覆ることのない絶対的な
対抗力をもつものであると解するのか、あるいは UCC における登録のような順位保全的・
制限的な効力しか生じない場合がありうるものと解するのかという点に関しては、なお議
論の余地はありうるし、絶対的な対抗力を認めたところで、個別債権の譲受人との関係で
は上記のような問題点が生じることは避けられないのであるとすれば、むしろ、順位保全
としての制限的な対抗力のみが認め、事後的な調整の余地を残す構成を選択する方が合理
的であると考えることもできる（注 75）。 
結局のところ、公示制度を構築する上では、登記の記載に厳格な特定を要しないものと
する代わりにその効力を緩やかなものとして事後的な調整を図るものとするのか、あるい
は個々の対象物に関する特定を厳格なものとする代わりに原則として事後的な調整の余地
のない絶対的な効力を認めるものとするのか、いずれかの方向性を選択するほかはない。
仮に債権譲渡登記制度が、前者の制限的な対抗力という構成を採用したものであり、登記
における特定は緩やかなもので足りるものとすれば、本来、譲渡の当事者が意図していた
ような実行時までの包括性を登記上の記載にも反映することができることになるという点
で合理性を認めることができる。確かに、制限的な対抗力という構成を採用し、競合債権
者との関係では事後的な調整がありうるものとすることは、登記利用者にとって望ましい
ことではないが、UCC が競合債権者との事後的な調整の余地を認めるにもかかわらず、公
示の先行による優先が無意味なものとなるわけではないことは既に述べてきたとおりであ
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る。さらに、登記後においてもなお、民法 467 条の対抗要件を具備した後発の譲受人へ有
効な弁済がなされることは回避できないことは既に述べてきたとおりであり、異なる対抗
要件制度の競合という問題が生じる以上、なんらかの調整が図られることは避けられない
ことを考慮すれば、むしろ一義的な解決のためには、両制度についての調整の基準を設け、
これによって解決が図られるべきであるともいえる（第 4 章第 2 節第 2 款）。また、債権譲
渡登記のみならず民法 467 条により対抗要件を具備する場合にも生じる問題ではあるが、
包括的な将来債権の譲渡についても契約時における権利移転がされていることを前提に対
抗要件を具備した時点で絶対的な効力を認めた場合、将来にわたって第三債務者の抗弁が
切断されてしまうという問題が生じることになるところ（注 76）、UCC のように将来債権に
ついて発生後に債務者及び第三者に対する対抗力のある担保権を取得するものとして事後
的な調整が機能する構成を採用すれば、このような問題も解消することになるから、この
点でも制限的対抗力を認めることには合理性が認められるものと考えられる。 
もっとも、将来の未発生債権に係る債権譲渡登記が UCC における登録のような一種の順
位保全の効力を有するものにとどまるものと解した場合の実務への影響の大きさを考慮す
ると、この点については解釈論としてよりはむしろ立法論上の課題として解決が図られる
ことが望ましい問題であるといえる（注 77）。 
               
３ 譲渡登記型の対抗力に関する問題点 
以上みてきたとおり、対象債権の包括性・流動性という予約型の特長を維持した状態で、
債権譲渡登記による対抗要件を具備する譲渡登記型については、次のような点でその対抗
力が否定的に解される場合があるものと解される。 
まず、一つ目が対象債権の特定に関する問題である。確かに予約型は、債務者の有する
債権に「広く網をかけておく」方式のものではあるものの、事実上も法律上も対象債権の
帰属は債務者にあり、実行段階で残存する個別・特定の債権が、被担保債権の範囲内で、
債権者へ譲渡されるものにすぎないため、包括的な集合債権群としての譲渡契約の有効性
や対抗力の問題を回避することができる。一方、告示により対象債権の特定のための記載
事項とその記載方法が定められている債権譲渡登記を利用する場合には、対象債権の特定
に関する記載を欠いている場合はもちろん、仮に実行段階で残存する債権を譲渡する旨が
登記に記載されていたとしても、対象債権に関する特定が不十分であるとして、その対抗
力が否定される可能性がある（注 78）。もっとも、このような包括的譲渡に関する登記につ
いても、予約型契約と同様、実行による確定的譲渡がされれば、対抗力が生じるという解
釈もありうるが、既に確認したように、債権譲渡登記は「登記自体から第三者が明確に認
識できる範囲」に限って対抗力を認めることとしており、登記自体から知りえない対象債
権の特定のための後発的な事情（実行対象となる個別・特定の債権について債務者対抗要
件が具備されたこと等）については、債権譲渡登記の対抗力に影響する要素とはなってい
ない（平成 14 年判決）。したがって、予約型に準じ実行時における対象債権の特定を条件
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とした債権譲渡について、債権譲渡登記を具備したとしても、遡及的な対抗力は認められ
ないものと解される。 
さらに、仮に、対象債権を特定しない包括的な集合債権群の債権譲渡登記について、「一
切の債権」という形で譲渡対象債権が明らかにされているものとして、特定の問題をクリ
アすることができたとしても、このような包括的な債権譲渡(担保)契約は、債務者の将来の
資産の全てを拘束するものとして公序良俗違反による無効となる懸念が残ることはいうま
でもない。従来の予約型契約では、実行段階まで個別・特定債権の債権者への確定的な譲
渡が留保されるために、公序良俗違反による無効の問題は回避されてきたという点に着目
すれば(平成 12 年判決)、債権譲渡登記を利用するために確定的譲渡の方法を選択する場合
にも、なんらかの形で、債務者の全部あるいは主要な資産の将来にわたる拘束を緩和する
ための特約が付加されていれば、予約型契約の場合と同様、公序良俗違反による無効の問
題は解決されるものとも考えられる。但し、このような特約が「債権譲渡の効果の発生を
留保する特段の付款」にあたるものとして、その対抗力について否定的に解される可能性
は残る（注 79）。 
一般に対象債権の拘束を緩和する方法としては、債権譲渡（担保）契約の締結時点で、
いったんは、将来債権を含む集合・流動債権群を債権者へ確定的に譲渡した上で、債務者
へ対象債権の取立権を留保する方法や、対象債権の発生の都度、譲渡契約を解除し、「実行」
段階に特定された債権についてのみ、被担保債権の額を限度として譲渡するような方法が
とられている。どのような方法をとるにせよ、譲渡後もなお、対象債権の回収額が譲渡人
の資金繰りに組み入れられているのであれば、債権譲渡の効果は事実上発生していないこ
とになるから、こうした特約が債権譲渡登記の対抗力に影響する特段の付款となることは
十分に考えられる。もっとも、判例は、取立権の留保が確定的譲渡の効果を否定する要素
となることを明確に否定しており（平成 13 年判決）、学説もこのような特約の効力を債権
的な合意にとどまるものと解している。確かに、譲渡後に譲受人が譲渡対象債権を回収し
たとしても、それが単なるサービサーとしての立場によるものであるとすれば、譲渡の効
力や対象債権の帰属とは何ら関係はないことになるから、単に取立権のみを付与する旨の
特約については、対抗力に影響する要素とはなりえない。これに対し、ひとまず、対象債
権を将来にわたって包括的に譲渡する方式をとりながらも、予約型に準じ、実行段階に特
定された債権についてのみ被担保債権の額を限度として譲渡するものとなるよう、対象債
権が発生する都度、譲渡契約を解除するような方法がとられていた場合についてはどうだ
ろうか。将来債権の権利移転時期が、債権発生時になるのかどうかについて争いがあるこ
とは既に述べたとおりであるが、債権が発生した瞬間に当該権利の移転が生じるのか、あ
るいは、発生したときには既に権利は移転しているのかという違いはあるにせよ、遅くと
も発生時には譲渡の効果としての譲受人への権利移転が生じることになるところ、当該債
．．．
権の発生と同時に
．．．．．．．．
債権譲渡が解除されるのであるとすれば、それはまさに確定的譲渡の効
果としての権利移転を留保する「特段の付款」にあたるものであると考えられる。 
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確かに、債権譲渡登記は「確定的な譲渡」を公示するものであり、譲渡の予約契約をし
たにとどまる（あるいは予約した旨の通知を送付したにとどまる）場合とその効力は本来
的に区別されるものではある。しかしながら、当該登記に係る譲渡が確定的なものである
のか、あるいは、予約型のような条件付の未確定のものであるのかという問題は、登記の
有無によって影響を受けるものではなく、当該譲渡契約自体の解釈の問題に帰着するもの
である（注 80）。したがって、①公示における特定の不十分さと②債権譲渡の効果の発生の
留保という２つの点において予約型と共通の要素が認められる場合については、譲渡登記
型についても、予約型と同様にその対抗力が否定的に解される余地は十分にありうるもの
といえる。 
なお、判例は担保目的の譲渡にも譲渡の場合と同様の対抗力を認めており（平成 13 年判
決）、原則的には譲渡担保の設定のための譲渡であることは対抗力には何ら影響するもので
はない。但し、徴収法 24 条のように、法が担保目的の譲渡を別異に取り扱うことを定めて
いる場合、いわば、その担保としての側面が問題となる場合には、譲渡担保であることを
理由に債権譲渡の対抗力を否定される場面が生じることになる（本章第 2 節第 4 款参照）。
もっとも、徴収法 24 条は、法定納期限等よりも後に設定された譲渡担保の場合にしか、物
的納税責任の適用を認めておらず、法定納期限以前に債権譲渡登記による対抗要件を具備
した譲渡担保の設定があれば、権利移転の時期を問わず、同条による追及はできない（平
成 19 年判決）。これに対し、法定納期限等後に民法 467 条の対抗要件を具備した譲渡担保
方式の一括支払システム契約に関する徴収法 24条の適用が問題となった事例において、「譲
渡担保契約」に基づく譲渡担保権者へ譲渡された将来債権について有効な対抗要件が既に
具備されていた場合にもなお、債務者の滞納国税により
．．．．．．．．．．．
「譲渡担保財産」としての追及を
認める旨の判断が下されていることは既に述べたとおりである（平成 15 年判決）。 
以下、債権譲渡登記を利用した債権譲渡担保について、具体的にどのような場合に徴収
法 24 条の適用がありうるのかを整理し、譲渡担保と租税債権との優劣の調整のため、いわ
ゆる担保的構成の考え方をいち早く採用し、その後の判例・学説にも大きな影響を与えた
同条の規定が、集合債権譲渡担保という従来の譲渡担保の枠組みを超えた新しい金融スキ
ームに対しても、租税債権との調整の機能を果たすものであるのかどうかという観点から、
徴収法 24 条の今日的意義を考察することとする。 
 
注１ 集合債権譲渡担保の類型について、宮川不可止「集合債権譲渡担保と法的担保概念」京都学園法学
30・31 号(1999)490 頁、河合伸一「第三債務者不特定の集合債権譲渡担保」金法 1186 号(1988)56
頁ほか 
注２ 千葉（2002）・73 頁 
注３ 大阪高判平 10.7.31、平 10.9.2 いずれも金商 1050 号３頁ほか 
注４ 千葉（2002）・75 頁 
注５ 古積（2001）・85 頁 
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注６ 千葉（2002）・80 頁は、特定のための個別要素を必要とする見解を「特定要素限定説」とし、いず
れかの要素が決定的なものではないとする「特定要素総合説」と呼んで区別する。なお後者は「総
合考慮説」と称されることもある。特定のための個別要素のいずれを必須の要素と見るかについて
は、学説によって異なるが、この問題に関する最大の争点の一つはいうまでもなく「第三債務者」
の特定を要するか否かという点であった。第三債務者の特定を必要とし「誰に対するどの債権か」
を総合的に判断して特定すると述べるものとして、鳥谷部茂「将来債権の担保」別冊 NBL10 号
（1983）66 頁、第三債務者の確定がない「設定者が現在及び将来有する一切の債権」でも特定はあ
り、どの要素も必須ではないとするものとして、道垣内（2004）・298 頁 
注７ 池田真朗・判タ 1068 号 89 頁（2001）、升田純「債権譲渡特例法をめぐる最近の判例 東京地判平成
13.3.9 と債権譲渡登記の動向」Credit&Law144 号（2001）30 頁ほか 
注８ 矢尾渉「最高裁判所判例解説（最判平 14.10.10）」法曹時報 57 巻 3 号（2005）252 頁 
注９ 千葉（2002）・82 頁 
注 10 千葉恵美子「集合債権譲渡担保と目的債権の特定性」民事研修 528 号(2001）24 頁 
注 11 池田真朗「平成 12 年判決判批」判時 1740（判例評論 507）号（2000）175 頁は、当該事例におけ
る事実関係からすれば「資金繰りに協力して経営を支援していく経過においての追加担保設定とい
うことであって、強引に包括的な債権譲渡契約をして債権回収を図るという問題性は感じられない」
こと、そもそも「債権譲渡予約は、予約のうちは第三者に優先する対抗要件を具備しようがないこ
とを考えれば、非常に弱い担保としてしか機能しないのであり、先に述べたように全取引先との債
権の包括譲渡のような場合は別論として、公序良俗違反にならないことは当然」であること等から、
特定性の緩やかな予約型契約の有効性を認める判断が妥当なものであるとする。なお、池田教授は、
ここでいう「公序良俗違反云々の問題」とは、「特定性」の議論ではなく「適法性」の議論であるこ
とを強調し、特定性に関しては個々の事案ごとに判断すべきものとされている（177 頁「一定の債
務者に対して将来発生すべき種々の債権の種類（売掛債権か貸金債権か等）とかは、すべて集合債
権の領域確定の問題である。これに対して、将来誰かに対して発生するだろう債権を包括的に譲渡
する契約、という場合には契約一般の有効要件の問題になる。つまり、第三債務者の特定の問題は、
フランス民法では条文も置かれて明確に問題とされるところの、契約の目的の確定性、適法性の問
題にかかると考えられるのである。」）。 
注 12 千葉（2002）・85 頁 
注 13 後述するとおり、譲渡登記型は、債務者対抗要件の具備の有無によって、第三債務者・債務者対抗
要件をともに具備した従来の民法の対抗要件を具備した「本契約型」に相当するものと、債務者対
抗要件を留保し、債権譲渡登記による第三者対抗要件のみを具備した「新サイレント型（後述・第
3 款図１参照）」の２つの方式にさらに分類することができる。 
注 14 特例法 8 条 2 項、債権譲渡登記規則 6 条 1 項。なお、平成 16 年改正前特例法 5 条 2 項 6 号では「譲
渡に係る債権の債務者」が登記事項とされていた。この点に関する改正をめぐる議論については、
第 4 章第 2 節第 2 款参照。 
注 15 角紀代恵「債権譲渡登記制度の改正・判例と実務」判例・先例研究〈平成 17 年度版〉（2005）（以 
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下「角（2005）」という）15 頁は、「一番フレキシビリティに富む方法」として自由記述を認めた場 
合の流動化スキームの商品設計における可能性の拡大と登記実務上の問題点に言及する。 
注 16 河野（2007）・19 頁は、「継続商品の売掛金」、つまり「明日以降も引き続き供給・サービスが受け
られる継続企業の前提の下で、初めて約定金額の支払を納得して支払っているという関係」の場合、
「具体的に次回の納品が保証されない事態となると、破産管財人等の請求に対してすら、顧客（第
三債務者）の方で任意支払を頑迷に拒絶することが、実務では頻繁に発生」することを指摘する。
そして、「担保権者が破綻し、法的整理を選択した場合」であっても、あくまで「法 4 条 2 項通知を
手控えながら事業を継続させ、有機的事業体を維持しつつ、設定者側に引き続き売掛金の取立・利
用を許す判断」つまり、「法的整理中の担保設定財産から得られるキャッシュフローを『生かしてと
る』か『殺してとるか』という究極の選択」があるとする。 
注 17 河野（2007）・15 頁は「指名債権譲受の場合、第三債務者から想定される多様な抗弁・クレーム主
張が大きなリスク要因として宿命的に存在する」とし、想定される実務上のリスクとして、第三債
務者による「既払リスク」や「債務不履行リスク」があることを指摘した上で、譲渡禁止特約を優
先させる判例（最一小判昭和 48.7.19 民集 27 巻 7 号 823 頁）を考慮すれば、「何といってもリスキ
ーなのは、譲渡対象債権について、民法 466 条 2 項の譲渡禁止特約が付されていることを理由とす
る支払拒絶」であるとする。 
注 18 角（2005）・14 頁 
注 19 角（2005）・14 頁は、「A が第三債務者に対して現在有し、または将来有する下記の債権その他一
切の金銭債権のうち本債権残高に充つるまでの金額部分」という予約型と同等の包括性のある集合
債権譲渡担保契約に係る債権譲渡登記の対抗力について次のように問題を指摘する。「集合債権譲渡
にありましては、これは担保の目的になったものは、一方でどんどん発生する一方、他方で弁済に
よって消滅するという具合に、確かに新陳代謝は繰り返しておりますが、譲渡担保契約において、
将来の債権であってもいったいどの債権、今の場合だと A が持っている債権のうちどの債権、具体
的にどの債権が担保の目的になっているのか、A から甲に譲渡されたかということが、一義的に契
約から定まらなければなりません。しかしながら、この「本債務残高に充つるまでの金額部分」と
いうことから、譲渡担保の目的債権が一義的に定まるかというと非常に疑問といわざるを得ませ
ん。・・・裁判所によっては特定はないといって担保契約自体が無効になる、されるという可能性は
非常に強いかと思います・・・」 
注 20 もっとも、平成 16 年判決以前にも、予約型の集合債権譲渡担保契約の実行としての債権譲渡が否
認権や詐害行為取消権の対象となりうることについては従前から議論のあったところでもあり（後
述第 3 款 2⑵参照）。この点については既に織り込み済みのリスクとして、予約型が利用されている
という指摘もある。 
注 21 池辺吉博「平成 19 年判決判批」NBL コメント 17 頁（2007）は平成 16 年判決及び平成 19 年判決
について、「倒産手続きにおいて法的整理が申し立てられることはそれほど多くはないことから（平
成 16 年判決以降も）停止条件型も利用価値がある」と考えられていたが、「平成 19 年判決により物
的納税責任との関係でも停止条件型は登記による対抗要件を具備する場合よりも実効性が劣ること
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が明らかになった」とし、今後の金融実務における譲渡登記型への移行を示唆する。 
注 22 角（2005）・14 頁 
注 23 千葉（2002）・84 頁は否認権との関係で問題となる危機時期以前の状況においても、同様の問題が
あることを指摘する（「集合債権譲渡担保が、いわゆる正常業務型の担保として利用されている現状
を前提とすれば、問われるべきことは、担保設定時点では、設定者に信用状態が悪化しているとま
ではいえないが、担保権の実行時点では設定者の主要な財産が集合債権譲渡担保の対象となってい
る債権である場合に、担保権者と設定者の一般債権者間の利害をいかに調整するかという点である。
具体的には、設定者の信用状態が悪化した時点でなされた債権譲渡通知が否認権や詐害行為取消権
の対象とならないかが問題であり、担保実務の観点からは、否認権や詐害行為取消権の対象となら
ないために、集合債権譲渡担保の公示手段をいつまでにどのような方法で具備するかが重要とな
る。」）。 
注 24 法務省 Q&A（1998）・254 頁 
注 25 矢尾渉・平成 14 年判決調査官解説・ジュリ 1243 号（2003）128 頁 
注 26 矢尾・前掲注 8・229 頁以下 
注 27 池田・前掲注７・89 頁ほか 
注 28 永石一郎「判批」NBL766 号（2003）103 頁 
注 29 角（2005）・15 頁 
注 30 池田真朗「平成 14 年判決原審判批」金法 1650 号（2002）43 頁 
注 31 平井一雄・太矢一彦「集合債権譲渡担保契約において債権譲渡特例法に基づき譲渡を受けた債権の
発生年月日(始期)のみを記載した場合の登記の対抗力（東京地判平成 13.3.9 判批」銀行法務 21・594
号（2001）72 頁ほか 
注 32 池田雅則「債権譲渡登記の記載事項の意義とその対抗力--最判平成 14.10.10」法学教室 272号（2003）
109 頁 
注 33 千葉恵美子・平成 14 年判決判批・ジュリ 1246 号（2003）70 頁ほか 
注34 池田（雅）・前掲注 32・109 頁。「時間的限定を最終的にどの債権が譲渡担保の対象として債権譲受
人に帰属するのかを明らかにしうる時点、すなわち債務者への債権譲渡通知の時点によって定めれ
ばよいのではないだろうか。」但し、これはあくまで「本件が本契約型ではあるものの、異なる要
．．．．
素
．
を含むもの」、すなわち、「債務者である債権譲渡人の信用状態が悪化するまで契約を継続する根
担保として集合債権譲渡担保が利用されている場合」であることに着目した見解であり、「本契約
型一般であれば始期及び終期という時間的要素もまた対象債権の特定のためには必要であり、それ
を欠く場合には契約の有効性も失われると解することができよう」とされている点には注意を要す
る。 
注 35 もっとも、同判決は第一審判決と異なり、平成 12 年判決を直接引用はしていない。それでも、「平
成 12 年判決の影響を強く受けている」ことは明らかであり（中田裕「最判平成 14・10・10 判批」
法協 120 巻 10 号(2003)218 頁）、第一審・原審とも予約型との混同があることについて、後者の立
場をとる学説からは厳しく批判されている。 
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注 36 中田・前掲注 35・220 頁 
注 37 矢尾・前掲注 8・254 頁 
注 38 矢尾前掲注 8・261 頁 
注 39 中田・前掲注 35・220 頁 
注 40 堀龍兒「平成 14 年判決原審判批」金融判例研究 12 号（2002）37 頁 
注 41 仮の終期を対抗力の判断基準とすることへの疑問を呈するものとして、森井英雄「集合債権譲渡担
保契約において債権譲渡特例法に基づき譲渡債権の発生年月日(始期)のみを記載した場合の登記の
対抗力(東京地判平成 13.3.9 金法 1616 号 51 頁、東京高判平成 13.11.13 金法 1634 号 66 頁」判タ
1089 号 56 頁(2002)。法務省担当者の見解として、後藤浩・登記情報 484 号 1 頁、野口宣大「債権
譲渡登記制度の運用状況と実務上の論点」金法 1653 号（2002）35 頁 
注 42 中田・前掲注 34・216 頁 
注 43 矢尾前掲注 8・254 頁ほか。もっとも、14 年判決原審は「被担保債権に充つるまでの金額部分」の
部分を「被担保債権の額を画するもの」と解しつつ、包括的譲渡ではなく、あくまで「実行時点で
特定される範囲」でのみ債権譲渡の効力を認めており、包括的な譲渡の有効性を肯定するとしても、
その「全て」の部分について対抗力を認めるのかどうかについては、なお判断は分かれるものと考
えられる。 
注 44 中田・前掲注 35・220 頁 
注 45 角（2005）・14 頁 
注 46 森井英雄＝辰野久夫「債権譲渡特例法の実務(新訂第二版)」（2002）149 頁以下 
注 47 道垣内弘人「債権譲渡特例法 5 条 1 項にいう「譲渡に係る債権の総額」について」金法 1567 号（2000）
56 頁 
注 48 中田・前掲注 34・223 頁は、本判決の射程について将来債権の譲渡だけでなく、過去の期間におい
て発生した債権を譲渡する場合にも及ぶとする一方、「民法 467 条の通知に求められる記載内容につ
いては、債権譲渡登記のような厳密な方式があるわけではないから、当然には及ばず、記載内容全
体から特定性を判断するということでよ」く、民法の場合にはあくまで「第三債務者が債権を譲り
受けようとする者を含む第三者に対するインフォメーションセンターとしての機能を果たし得る程
度に特定されているかどうかが基準にな」るとして、民法とは異なる問題
．．．．．．．．．
であることを指摘する。 
注 49 角紀代恵「平成 14 年判決判批」銀法 21・614 号(2003)22 頁 
注50 もっとも本件では最終的に X・Y 間での和解による実質的な解決が図られたようである（永石一郎 
「平成 14 年判決判批」NBL766 号 103 頁（2003））。 
注 51 池田真朗ほか「座談会・売掛債権担保融資保証制度の特徴と運用上の留意点」金法 1643 号（2002）
32 頁 (中村廉平発言) 
注 52 後藤・前掲注 40・1 頁 
注 53 新たな債権種類の分類の提案として、売掛債権に変えて売買代金債権とする方法（吉田光碩「平成
14 年判決判批」・判評 525 号(2002)32 頁）、貸付金債権・その他の商事債権の二分類とする方法（池
辺吉博「平成 14 年判決判批」金法 1659 号（2002）1 頁）などが提案されている。 
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注 54 中田・前掲注 35・217 頁。なお、告示に対する実務からの改正の要請を受け、法務省内では、オン
ライン申請の拡充や情報量の拡大、手続きの簡素化といった観点から登記制度の見直しが進めら
れているところであるとされており、技術的な問題の克服も重要な課題の一つとなっている。 
注 55 前掲注 23・Q&A・112 頁 
注 56 中田・前掲注 35・214 頁 
注 57 中田・前掲注 35・214 頁 
注 58 小山泰史「債権譲渡登記の債権個別事項において原債権者と債務者とを反対にした誤記と第三者対
抗要件の存否」判評 578 号（2007）11 頁 
注 59 矢尾・前掲注 8・255 頁。なお、池田真朗「平成 14 年判決判批」金法 1676 号（2003）10-13 頁は、
債権種類コード等の誤りにより将来債権譲渡に関する債権譲渡登記の効力を否定する旨の判断が現
場実務に混乱をきたしていることに鑑み、「債権譲渡登記の利用に翳りの出ることを避けるために
は・・・対抗力が失われるのは明らかに識別可能性を失わしめるような種類誤記載などに限るとい
うことが裁判例や法務当局の公式見解として示されることが最も望ましいと考える」とする（もっ
とも、池田教授は「『終期』の記載がないことを理由に、Y の債権譲渡登記の対抗力を『始期』に存
在した債権に制限することは、実体的に有効と判断した将来債権の譲渡を、債権譲渡特例法等の法
規制等によって制限するという不当な結果を招く」との見解（清原泰司「平成 14 年判決第一審判批」
判時 1764 号（2002）163 頁）に対しては、「契約の有効性とそこから発生する権利がどこまで法的
に第三者対抗力を具備されるかの問題はもとより別の議論であり、ここでは、有効な将来債権譲渡
契約に対応する対抗力具備手段が存在していないわけではないので（そしてそれを具備するのに何
の困難もないので）、この批判は不当であろう」と評し、「登記登録という制度は、画一的・定型的
な処理によって、公示力、対抗力を客観的に具備せしめるべき」であることを強調している（10 頁）。
千葉・前掲注 33・70 頁も「登記が有効か無効かという問題と対抗力が及ぶ範囲の問題とは理論的に
は別の問題である」として、契約の有効性と登記による対抗力の範囲とは明確に区別されるべきで
あることを強調している。）。 
注 60 アメリカ法における動産（personal property）の概念は広く、 人的財産(権)とも訳されるが、chattel 
personal (不動産に関係しない人的財産)のほか chattel real (不動産に関する人的財産)を含み,  前
者はさらに movables (動産)である有体物をいう corporeal personal property と chose in action 
(債権)および incorporeal personal property (無体財産)とに分かれる（但し、このうちとくに動産
のみを指すこともある。）（田中（英）（1991）・636 頁）なお、UCC における動産担保取引の対象範
囲については第 5 章第 2 節第 1 款参照。 
注 61 これも 2001 年 UCC 改正の改正点の一つであり、旧法では、貸付証書についても担保合意と同様
に担保物のタイプまたは品目の特定が要求されていた(§9－402⑴）)。一方、担保合意においては
担保物記載を含んでいることが必要であり、貸付証書とは異なり、「全資産」あるいは「すべての動
産」等の包括的な概念は担保物を適切に特定していることにはならないとされている（§9－108
（ｃ））。もっとも、森田（2005）・94 頁は「ここで要求される担保物記載ですら、日本法における
担保物の特定に比べるとはるかに包括的である」とする。なお、§9－108（ｂ）は担保物記載のた
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めの「合理的な特定方法」として、「⑴個別の表⑵カテゴリー⑶本条（e）項の定める場合を除いて、
UCC の定義する担保物のタイプ⑷量⑸計量的な算式⑹本条 c 項の定める場合を除いて、担保物を客
観的に確定するその他の方法」による特定を挙げる。 
注 62 角紀代恵「アメリカ合衆国における債権譲渡と対抗要件」ジュリ 1040 号(1994)34 頁 
注 63 改正前には、登録事項の誤記などについてのエラーを発見するシステムはなく、いわゆる「マイナ
ーエラールール」によって、登録の有効性の問題の解決が図られてきた。なお、登録事務所が正し
くインデックスをつけなかった場合にも、登録の検索が困難になり、「公示」の点で重大な問題が生
じるが、改正法はこのような事情で、その記録を見つけられなかったという事態が生じたとしても、
担保権者の権利は影響を受けないとの規定を設けている（§9－517）。（第 5 章第 4 節第 2 款参照） 
注 64 森田（2005）・104 頁。なお、法人の場合には公簿上の登録名称が債務者の氏名とされるため（§9
－503（a）⑴）、個人の場合のようなミドルネームの省略等に起因する問題は生じない。 
注 65 角・前掲注 62・35 頁、White, James J. & Summers, Robert S., 2 Uniform Commercial Code  
3d ed. (1988) at 381 
注 66 角・前掲注 62・33 頁 
注 67 角・前掲注 62・33 頁は、取引登録制度の代表的なものとして、動産譲渡抵当法（chattel mortgage 
act）に言及している。 
注 68 角・前掲注 49・22 頁 
注 69 角（2005）・14 頁は、我が国の債権譲渡登記制度のこのような構成をとる理由の一つとして、「登
記といえば、どうしても不動産登記のアナロジーで考えるのが法務省の発想」であることを指摘す
る。 
注 70 森田（2005）・172 頁は、UCC が公示の基軸となる対象物の同一性の基準を「担保物の同一性」で
はなく「債務者の同一性」に置いている点に着目し、ファイリング・システムを次のように分析す
る。「アメリカにおいても不動産や自動車・航空機のような高額動産に関しては、物としての同一性
を基軸とした公示制度が広範に利用されているが、UCC は担保物の物としての同一性に基軸を置か
ないことによって、物としての同一性が脆弱な担保物についての担保取引を広くカヴァーする公示
制度を用意しえた。特に在庫担保融資を念頭に置けば、このような公示制度の基軸上の大原則の採
用を可能にしているのは、担保取引そのものが特定物上の担保権の設定ではないという事情である
ことには注意すべきである。」 
注 71 森田・NBL コメント 60 頁（2007） 
注 72 角（2005）・14 頁 
注 73 池田真朗「売掛債権担保融資保証制度の法的論点」金法 1643 号（2002）10 頁は、第三者対抗要件
具備の方法として①債権譲渡登記、②民法 467 条 2 項に基づく第三債務者への確定日付ある通知、
③民法 467 条 2 項に基づく第三債務者の確定日付ある承諾のうち、異議をとどめてする承諾、④民
法 467 条 2 項に基づく第三債務者の確定日付ある承諾のうち、異議をとどめない承諾、の４つがあ
るところ、「このうち債権の保全の度合いとしては、④が最も高いと考えられるので、いわゆる担保
掛け目も制度上、④が最も高く設定されている。」とする。 
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注74 池田真朗ほか「座談会・債権譲渡特例法施行1年を振り返って－実務上の論点－」金法1567号（2000）
42 頁池田発言は、債権譲渡登記が「債権の存在を公示するものではなく、譲渡の事実を公示するも
のである」ことから、「登記」よりは、むしろ「登録」という名称の方が誤解がないとの提案を立法
時の議論の中で行っていた旨を説明している。 
なお、角（2005）・13 頁は、平成 10 年当時、不良債権処理にあえいでいた金融機関の破綻を防ぐ
ための措置として、急遽
、、
、特例法の立法に踏み切ったという経緯があったことを指摘するとともに、
近時の立法について、次のように率直なご意見を述べておられる。「会社法もそうですけれども、大
体このあたりから、日本の法務省所管の法律の制定、あるいは改正のスピードが非常に速くなりま
した。大先生でいらっしゃる我妻栄先生とか鈴木竹雄先生がご存命でかつお元気でいらっしゃった
頃の法制審議会では、委員の先生方は喧々諤々の学者の議論をなさっていて、一つの法律を作るの
に大層時間がかかったそうです。ところが、そんなことをやっていたら日本の社会はどんどん変わ
るし、ビジネスのための法的な環境整備を急がなければいけないということで、法制審議会のあり
方というものもかなり変わってまいりまして、現在、立法の速度が非常に速くなっています。昔の
法制審は、とにかく、学者の大先生方が結論が出るまで徹底的に議論する場だったそうですが、今
はもう期限が切られています。例えば来年度の通常国会に必ず法案で上程するという具合にスケジ
ュールが切られていますから、徹底的に議論をする余裕はなくなってきているという感じでありま
す。」 
注 75 鎌田ほか・シンポジウム（2005） 
注76 稲葉譲「将来債権譲渡と債務者の抗弁切断」金法 1805 号（2007）・22 頁は、契約時説を厳格に貫
いた場合に第三債務者の抗弁の切断時期に関して解釈論上の問題が生じることを指摘しつつ、「将
来債権譲渡の譲渡の効果発生時期が譲渡の合意時点であるとの解釈においても、民法 468 条 2 項の
趣旨等から抗弁切断時期は将来債権が発生した時点であると解釈することも法理論上十分に可能
である」とする。 
注 77 対抗要件を具備した将来債権譲渡の効力を制限することについては、実務家を中心として多数の問
題点が指摘されているところである。井上聡「将来債権を担保にとるとはどういうことか」NBL854
号（2007）19 頁ほか 
注 78 角（2005）・14 頁 
注 79 但し、集合債権譲渡担保が金融手法の一つである以上、公序良俗違反による無効を適用することに
は限界もある（池田ほか・鼎談（2007）・18 頁池田発言「一般に債権譲渡担保では、譲渡人に対す
る融資の見返りになされるわけであって、またその中の多くでは被融資者たる譲渡人は、その融資
がないと倒産の危機に瀕するという場合さえあるわけです。したがって、徴収不能財産といっても、
それは既に貸しこまれたものの返済なのであって、そういうことを考えると、公序良俗違反などと
いうのは私はもってのほかという気もいたしますし、・・・もう少し債権譲渡担保の実態を理解して
論じていただきたいという感じもいたします。」）。 
注 80 角（2005）・14 頁（注 16 参照）のほか、千葉・前掲注 33・70 頁にも同様の見解を示している（「典
型担保の場合には、物権の種類・内容が法定されており、登記が経由されれば、物権の効力が及ぶ
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範囲と登記の対抗力が及ぶ範囲は、原則として一致することになる。しかし、非典型担保である集
合債権の譲渡担保の場合、対抗力が及ぶ範囲は設定者の約定に任されている。このため、集合債権
の譲渡担保の場合、対抗力が及ぶ範囲は、第三者が登記の記載から物権の内容として認識できる範
囲に限定されなければ、第三者は不測の損害を被ることになる。」）。 
 
 
第３款  集合債権譲渡担保と徴収法 24 条 
 既にみてきたとおり、民法の対抗要件制度による場合、第三債務者への通知または承諾
が物理的に不可能（あるいは極めて困難）な場合があり、流動化取引の促進の観点からは
この問題をいかに克服するかが最大の関心事となっていたわけだが、必ずしもそのような
場合だけではなく、対抗要件を取得することも可能ではあるものの、債務者の資産に「広
く網をかけた」状態としておくため、あえて
．．．
個々の目的物を特定した確定的な譲渡を行わ
ない状態で包括的な担保権を設定するという場合にも、対抗要件を留保する予約型の方式
が広く用いられてきた（前述・第 2 款１参照）。しかし、債務者対抗要件とは分離された第
三者対抗要件としての債権譲渡登記が創設され、対抗要件の取得が不可能であった場合は
もとより、その実行段階まではあえて対抗要件を留保していたような包括的な「担保設定」
のための債権譲渡についても、担保設定契約の段階で債権譲渡登記による第三者対抗要件
を具備する傾向は急速に進んでいる（注１）。債権譲渡登記によって対抗要件を具備する場
合と従来の予約型との対抗要件具備時期の違いを図示すると【図１】のとおりである。 
 
【図１】 
①設定契約                     ②実行      ③回収 
（譲渡（予約）契約）        （期限の利益喪失） （消滅） 
対抗要件具備時期                              
  （民法）  本契約型                   予約型  
              対抗要件具備時期の前倒し 
 
（特例法）                                                         
                    譲渡登記型     A 登記＋債務者への通知 
                     B 登記のみ先行（新サイレント型） 
 
上の図からも明らかなように、従来であれば、不確定要素が残っている（あるいは「あ
．
えて
．．
残している」）ために契約締結時点での第三債務者への通知や承諾による対抗要件の取
得が留保されていたケースについて、債権譲渡登記の方法で対抗要件を取得することとし
た場合、その取得時期は、②の実行段階から①の設定契約段階へと大幅に前倒しされるこ
とになる。 
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但し、当該譲渡が、譲渡後は譲渡人の資産から完全に離脱する本来的な意味での債権譲渡
とは異なり、あくまで担保の設定手段としての譲渡であった場合には、実行段階まで譲渡
の法的（あるいは事実上の）の発生を効果を留保するという予約型と同様の特約を付す方
式が志向されるべき蓋然性は極めて高く、第三債務者（取引先）への譲渡通知についても
実行段階まで留保される場合が少なくないものと考えられる（本章第 3 節第 2 款⑶参照）。
そのため、債権譲渡登記による第三者対抗要件の取得が前倒しされる一方で、設定後実行
までの間（図１・①～②）、譲渡対象債権に関する未確定要素（金額・範囲等）や債務者対
抗要件が留保され、譲受人への権利移転をあえて
．．．
不完全な状態としたまま、第三者対抗要
件としての債権譲渡登記
．．．．．．
のみが先行している
．．．．．．．．．
という状況が出現することが想定される（【図
１】譲渡登記型のうちの B（新サイレント型）。本章第 3 節第 2 款１⑶参照）。 
既に確認したとおり、徴収法 24 条は担保権の設定時点での予測可能性を基準として、租
税債権の優先との調整を図ったものであるから、法定納期限等よりも前に対抗要件を具備
されていた場合には、譲渡人の滞納国税に係る物的納税責任を追及されることはない（平
成 19 年判決）。そして、この理は債権譲渡登記による第三者対抗要件のみが法定納期限等
に先行している場合にもあてはまるものと解されるから（注２）、契約締結と同時に債権譲
渡登記を具備する譲渡登記型では、譲渡担保契約締結後の租税滞納の発生によって徴収法
24 条の物的納税責任が追及されるという状況は回避されうる。但し、法定納期限等よりも
後に債権譲渡担保契約を締結し、債権譲渡登記を具備した場合についてはなお、当該債権
譲渡が「担保目的」のものであることを理由として、徴収法 24 条に基づく物的納税責任が
問題となる可能性がある（本章第 2 節第 4 款参照）。 
 以下、債権譲渡登記創設後の集合債権譲渡担保と租税債権との競合類型と各類型におけ
る徴収法 24 条の適用の可否を整理した上で、集合債権譲渡担保との競合時における徴収法
24 条の機能と意義を考察する。 
 
１ 集合債権譲渡担保と租税債権との競合類型 
⑴ 債権譲渡登記創設後の徴収法 24 条との競合類型 
最初に徴収法 24 条の規定を改めて確認しておくと、同条は①納税者が国税を滞納した場
合において、その譲渡により担保の目的となっているもの（「譲渡担保財産」）があること
（1 項前段）、②その者の財産につき滞納処分を執行してもなお徴収不足があること（1 項
後段）、③当該譲渡が法定納期限等以前のものではないこと（8 項（旧 6 項））といった要件
を満たして初めて譲渡担保権者に物的納税責任を課すことができる旨を定めている。つま
り、徴収法 24 条は、「担保目的でされた譲渡」の全てに適用されるものではなく、その譲
渡が法定納期限等以後に担保の目的でされたものであって、同条の定める物的納税責任を
告知する時点でなお譲渡担保財産が存続している場合に限り適用されることになるから、
その適用範囲を決する上では、対抗要件の取得（及びその効力発生）時期によって判断さ
れる「譲渡担保財産となった
．．．．．．．．．．
のがいつか」（譲渡担保の「始期」と法定納期限等の先後）と
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いう問題とは別に、「いつの時点まで
．．．．．．．
譲渡担保財産であるのか」あるいは「債権譲渡担保の
実行はどの時点で完了することになるのか」（譲渡担保の「終期」と告知の先後）という論
点が存在することになる。そして、前者の問題（「譲渡担保財産とな
．．．．．．．．
った
．．
のがいつか」）に
ついては、既に平成 19 年判決により、対抗要件の取得時期と法定納期限の先後によって決
せられるとの解釈が示されており、債権譲渡登記による第三者対抗要件が具備された場合
についても、債権譲渡登記の日が法定納期限等に先行する限りは、徴収法 24 条の適用はな
いと解される（注 3）。 
これに対し、後者の問題（「いつの時点まで
．．．．．．．
譲渡担保財産であるのか」）については、平
成 19 年判決の射程を超えるものであり、判例もこの点について明確に言及したものはない
（注４）。また、金銭債権を対象とした譲渡担保では、不動産や動産の担保における換価手
続きを要さず、むしろ「弁済」の手段として行われる「債権譲渡」と同視すべき側面があ
ることも指摘されているところである（第 3 章第 3 節第 2 款参照）。そのため、債権の譲渡
担保の法的構成に関する解釈によっては、債権譲渡担保の「実行」手続きという過程があ
りうるのか、仮にあるとしても、それがどのような法的効果をもつものであるのか、とい
った論点に関する答えは全く異なるものともなりうる。現時点では、債権の譲渡担保に関
する十分な判例の集積もない状況にあり、今後の判例・学説の集積が待たれるところであ
るが、本論文においては、徴収法 24 条の適用が可能な範囲がどのようなものとなるのか、
現時点での議論を前提とした場合に考えられる解釈とそれぞれの解釈を採った場合の徴収
法 24 条の適用の可否という論点に絞って考察していくこととする。 
 
⑵ 物的納税責任の「終期」 
従来の「予約型」における債権譲渡担保の実行手続きでは、期限の利益の喪失後、①実
行対象の債権の範囲（金額及び期間）を確定した上、②当該債権について譲渡担保権者へ
の確定的譲渡がされた旨を第三債務者に通知し、③譲渡担保権者が第三債務者から対象債
権を取立て、被担保債権が消滅するという流れになり、譲渡担保契約の締結時点で第三者
対抗要件を取得しているか否かの差異はあるものの、債権譲渡登記のみが先行する新サイ
レント型においても、その実行は予約型と同様の方法で行われるものと考えられる。 
ところで、未発生の将来債権の権利移転時期については、前述したとおり、契約時にお
いて権利移転しているとみる考え方（契約時説）と具体的な債権の発生時に債権譲渡の効
果としての権利移転が生じるという考え方（発生時説）とがあり（本章第 2 節第 2 款参照）、
前者の考え方を厳格に貫くとすれば、債権譲渡の対抗要件が具備された時点で既に譲受人
への確定的な権利移転の効果が生じている以上、対抗要件の具備が法定納期限よりも後で
あっても、譲渡担保財産として物的納税責任を追及されることはない、いいかえれば、債
権に関する限り対抗要件を具備した譲渡担保財産という状態はない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、という考え方もあり
うるところ、契約時説を主張する学説においても、法定納期限等後に対抗要件を具備した
場合に徴収法 24条の定める譲渡担保権者の物的納税責任の適用がありうることについては、
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必ずしも否定的に解されてはいない。譲渡担保契約の締結時に譲受人への確定的な権利移
転がされているとの構成をとりつつ、法定納期限等後に当該譲渡が行われた場合には「譲
渡担保財産」として物的納税責任の追及がありうると解することについては、理論的な矛
盾が生じることは避けられないが、この点については、一般私法秩序に対する特別法秩序
の優先という観点から、徴収法 24 条の適用に関する限り、権利移転の効果が制限的に解さ
れるとの説明がされている（注５）。 
もっとも、契約時説をとる場合には、債権譲渡と不動産・動産の譲渡とは明確に区別さ
れるものであり、債権の譲渡では、現実の権利移転時期にかかわらず、「確定的な譲渡の合
意がされた時点」で譲受人への権利移転が生じるものと解されることになるから、②第三
債務者への通知による債務者対抗要件の取得や③現実の取立てがされているかどうかにか
かわらず、徴収法 24 条の適用が可能なのは、確定的譲渡の効果が生じる期限の利益喪失ま
でということになる（実行即消滅説）。一方、発生時では、具体的な債権の発生までは債権
者への権利移転は生じないものと解されているから、譲渡担保の実行として確定的な債権
譲渡がされたとしても、その時点で対象債権が未発生の状態であれば、（②や③は不要とし
ても）少なくとも「債権発生時」までは徴収法 24 条の適用の余地がありうるものと考えら
れる（発生後消滅説）。この２つの解釈は、担保のために留保されていた確定的譲渡の効果
としての譲受人への権利移転がいつ生じるのかという点で差異があるものの、いずれの立
場をとる場合においても、当初の譲渡担保（設定）契約に基づき確定的譲渡の効果が生じ
る結果、何らの行為も要することなく当然に譲渡担保権者への権利移転が完了するものと
解されるから、②や③に関わらず、徴収法 24 条に定める物的納税責任の「終期」は確定的
譲渡の法的効果が生じる権利移転時期を基準に判断されることになる。 
これに対し、譲渡担保の「担保」としての側面を重視する場合には、代物弁済条項など
期限の利益喪失時点で当然に譲渡担保権者に帰属するものとなる旨の合意があるような場
合は別として、期限の利益の喪失によって当然に譲渡担保財産の権利が譲受人に移転する
わけではなく、期限の利益喪失後対象債権の消滅までの間（図１・②～③）は、「実行手続
中」の段階であるものと解することができる。このような解釈をとる場合にも、対象債権
が現実に発生しているか否かは（実行手続きとしての）「権利移転」における重要な要素の
一つを構成するものと考えられるし、債権譲渡担保における「実行手続き」や譲受人への
「実質的な権利移転」をどのようなものと解するかによって、いくつかの考え方がありう
る（注６）。しかしながら、これまでに判例が示してきた譲渡担保の実行手続きに関する考
え方を債権の譲渡担保にも厳格にあてはめるとすれば、債権譲渡における権利移転時期が
いつと解されるかに関わらず、①期限の利益の喪失～③対象債権の回収という一連の実行
手続きによって被担保債権が現実に消滅するまでの間は、譲渡担保財産が存続しているも
のと解するのが最も整合的であるといえる。この場合には、期限の利益喪失後も、現実に
対象債権が回収されるまでは、徴収法 24条の適用があるということになる（回収時消滅説）。 
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⑶ 各類型における徴収法 24 条の適用の可否 
以上から、徴収法 24 条の適用要件と前述した特例法施行後の対抗要件の取得の態様に沿
って、同条の適用関係を整理すると下表のとおりであり、表中の記号はそれぞれ、徴収法
24 条の適用対象となる場合を○、なりえない場合を×、積極・消極両方の解釈がありうる
場合を△で表し、上記⑵で示した解釈については、実行即消滅説を「実」、発生後消滅説を
「発」、回収時消滅説を「回」と略している。 
 
１ ２ ３ ４ ５ 
期限の利益喪失による弁済期到来後の告知 
                             
担保目的の譲渡ではなく、
実行段階までの未確定要
素)なし 
対象債権
消滅済 
対象債権発生後消滅前 対象債権の発生前 
期限の利益
喪失前の告
知 
A 
法定納期限等前に債務
者・第三者対抗要件あり 
× × × × × 
B 
法定納期限等前に第三者
対抗要件のみ 
× × × × × 
C 
法定納期限等後告知前に
債務者・第三者対抗要件あ
り 
× × 
△（実・発では×、
回では○） 
△（実では×、
発・回では○） 
○ 
D 
法定納期限等後告知前に
第三者対抗要件のみ 
× × 
△（実・発では×、
回では○） 
△（実では×、
発・回では○） 
○ 
E 対抗要件なし × × × × × 
 
まず、債権譲渡登記を利用する場合、対抗要件の取得と国税の法定納期限との先後関係
にはＡ－Ｄの 4 つの類型がありうる。このうち、Ａ・Ｂが法定納期限等前の第三債務者対
抗要件が具備されている場合であり、この場合には、完全に平成 19 年判決の射程内の問題
として、徴収法 24 条の適用はないことはもちろん（A.B-1～5）、Ｃ・Ｄのように法定納期
限後に対抗要件が具備された場合であっても、当該譲渡が「担保」を目的としたものでは
なく、「譲渡担保財産」として実行段階まで譲受人への権利移転が留保されているものでな
いような場合（C-1 及び D-1）については、「担保」を目的とした譲渡であることを要件と
する徴収法 24 条の適用対象とはなりえない。また、徴収法 24 条による物的納税責任はあ
くまで「譲渡担保財産」が処分時点で現存する場合に限られているから（１項前段）、実
行段階まで譲受人への対象債権の権利移転が留保されていたものの、徴収法 24 条の物的納
税責任を告知する段階では、譲渡担保の実行によって譲渡担保財産となっていた債権が既
に消滅済みである場合（A～D-２）にも、同条の適用はないということになる。 
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さらに、文字通り債務者の責任財産の全てを包括的に譲渡する旨の契約であるために公
序良俗違反により譲渡が無効となるような場合や、債権譲渡契約自体は有効であっても、
予約型と同様、実行段階までの譲渡対象の絞込み（特定）を留保することを内容とするも
のであるために譲渡対象債権の特定が不十分であるとして、債権譲渡登記の対抗力が否定
される場合もありうると考えられるが（前述・第 2 款）、このような場合については、何ら
の対抗要件も具備されていないものと同様に、債務者自身の財産として差押えれば足りる
から、この場合にも徴収法 24 条の適用対象とはならない（E-1～5）。 
問題は、法定納期限等後に担保を目的とした債権譲渡（譲渡担保の「設定」）が行われ、
その第三者対抗要件が具備された場合にいつの時点まで徴収法 24条の適用が可能であるの
かという点であるが、この点については、上記⑵で述べたとおり、①弁済期の到来と同時
に権利移転が完了するため徴収法 24 条を適用する余地はない（実行即消滅説）②期限の利
益喪失後、対象債権の発生までは徴収法 24 条の適用がある（発生後消滅説）③期限の利益
喪失後、現実の回収が完了するまでは徴収法 24 条の適用がある（回収時消滅説）といった
異なる解釈がありえ、このうち徴収法 24 条の適用範囲が最も広いものとなるのは③という
ことになる（C,D-3～5）。逆に徴収法 24 条の適用範囲が最も狭い①の場合も含め、いずれ
の解釈をとる場合にも、少なくとも期限の利益の喪失による弁済期の到来以前（A～D-5）
であれば、徴収法 24 条の適用は肯定されうる。 
なお、譲渡登記制度を利用した場合には、契約段階で債権譲渡登記の取得はあるものの、
債務者対抗要件が留保されているという新しい類型が出現することは前述したとおりであ
る（新サイレント型）。実行段階での「債務者対抗要件」の取得に予約型における実行段
階での債権譲渡通知と同様、譲渡対象債権の金額や範囲を確定するとともに譲受人として
個々の債権に係る第三債務者への請求権を取得するという意義があるものとみれば、この
点についても譲渡担保の「実行」のプロセスとして重要な要素のひとつとなるとも考えら
れる。しかしながら、平成 13 年判決や平成 19 年判決の解釈上は、「債務者対抗要件」の取
得の有無が、物的納税責任の適用に関する判断基準となる第三者対抗要件の効力発生時期
に影響するものでないことはもちろん、債務者対抗要件の具備後、譲受人が回収した段階
で初めて対象債権が現実に消滅するという点に着目すれば、債務者対抗要件の取得自体は
「譲渡担保財産」を消滅させる（＝実行の完了）行為ではないということになるから、債
務者対抗要件の取得の有無によって、徴収法 24 条の適用の可否の判断が分かれるというこ
とはないものと解される（注７）。 
ところで、法定納期限等後に対抗要件を具備した債権の譲渡担保について、徴収法 24条
の適用を認めた先例としては、設定された「譲渡担保財産」と譲渡担保方式の一括支払シ
ステムに関する徴収法 24 条の適用が争われた平成 15 年最高裁判決があり、直接的な争点
とはされていないものの、同判決は「物的納税責任の終期」の解釈に関する判断を示すも
のであるという点は看過すべきではない。 
 以下では、この点に関する平成 15 年判決における物的納税責任の終期に関する判断を改
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めて確認し、債権譲渡登記の先行による集合将来債権譲渡担保の優先をめぐる問題点につ
いて整理していくこととする。   
 
２ 平成 15 年判決にみる債権譲渡担保における徴収法 24 条の適用範囲 
⑴ 平成 15 年判決とは 
念のため、平成 15 年判決における争点とその判断について簡単に確認しておく。 
一括支払システムは、下請企業を多数抱えた大企業における手形の発行・受け渡しに係
る事務の負担を軽減するために、手形に代わる企業間の決済手段として考案されたもので
あり、現在までにファクタリング方式、信託方式、並存的債務引受方式といった複数の方
式が開発・実用化されているところ、譲渡担保方式の一括支払システムについては徴収法
24 条に定める物的納税責任の適用が問題となる（第 3 章第 3 節第 1 款参照）。そのため徴
収法 24 条の定める「告知書」の発出の時点で譲渡担保権を実行する特約、いわゆる「代物
弁済条項」が考案され、広く利用されていた。 
平成 15 年判決では、徴収法 24 条 2 項による告知後「担保される債権が債務不履行その
他弁済以外の理由により消滅した場合においても、なお譲渡担保財産として存続するもの
とみなして」滞納処分ができる旨を定めた同条５項（現行第 7 項。以下同じ）の解釈上、
このような代物弁済の特約を有効と解することができるのかどうかという点が争点となっ
たわけだが、同判決は、「（徴収法 24 条 5 項にいう）『第 2 項の規定による告知を発した後』
とは、同条 2 項の告知書が譲渡担保権者に到達した時点以以後を意味するが、同条 2 項の
告知の発出と到達との間の時間的間隔をとらえ、告知書の発出の時点で譲渡担保権者が譲
渡担保権を実行することを納税者とあらかじめ合意することは、同条 2 項の手続きが執ら
れたことを契機に譲渡担保権が実行されたという関係があるときにはその財産がなお譲渡
担保財産として存続するものとみなすこととする同条 5 項の適用を回避しようとするもの
であるから、この合意の効力を認めることはできない」として、代物弁済条項のある一括
支払システムについて徴収法 24 条の適用を認める判断を下した。 
 
⑵ 平成 15 年判決にみる物的納税責任の終期の解釈  
ⅰ.「債権譲渡担保」に関する徴収法 24 条適用の可否と平成 19 年判決 
譲渡担保方式の一括支払システムについて徴収法 24 条に定める譲渡担保権者の物的納税
責任の適用を認めた平成 15 年判決に対しては、将来の金銭債権を目的とする譲渡担保が弁
済の手段としての側面をもつことや、代物弁済条項に経済的合理性が認められることを論
拠として、その判断を疑問視する見解も少なくない。また、平成 15 年判決の判断を支持す
る見解においても、一括支払システムに付された「代物弁済条項」が、譲渡担保権者であ
る金融機関側が譲渡人（債務者）の租税滞納による物的納税責任のリスクを「代物弁済条
項」という譲渡人との合意によって回避しようとするものであって、私人間の契約による
徴収法の適用要件の回避という問題を有していたことを重視し、「譲渡担保方式の一括支払
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システム」に対する租税債権の優先を認めた同判決の判断は、こうした特殊な事情のない
債権担保一般に妥当するものではないとして、その射程は狭く解されることが多い（本章
第 2 款第 4 款）。 
確かに、平成 15 年判決における最大の争点は、「徴収法 24 条の告知」を起点として代物
弁済の効果が生じる旨を合意することで「物的納税責任」の適用要件そのものを回避し、
徴収法という一種の「特別法秩序」の下で認められているはずの租税債権の優先性が事実
上機能しえない状況を作出することになる代物弁済条項の有効性という点にあり、一般的
な譲渡担保と租税債権との優劣の場面とは一線を画する側面があることは否定できない。
しかしながら、このような合意の効力が問題となりうるのは、仮に当該合意を有効である
とすれば、本来適用されるはずの物的納税責任が適用されなくなるという場合に限られる
ところ、平成 15 年判決は合意の有効性を否定することで、24 条の適用を認めるとの判断を
下している。すなわち、平成 15 年判決は、およそ「譲渡担保」である以上は（目的物が債
権であっても）徴収法 24 条の適用が認められるとの解釈を前提として、このような判断を
下したものであると解される。そうであるとすれば、平成 15 年判決の先例的意義は、必ず
しも「一括支払システムにおける代物弁済条項の効力」という特異な問題に限定されるも
のではなく、債権を対象とする譲渡担保について、どのような場合に徴収法 24 条の物的納
税責任の適用が認められるのかという問題を考える上で、貴重な先例としての意義を持つ
ものであると考えることができる。 
それでは、平成 15 年判決は、具体的にどのような場面において、徴収法 24 条の適用を
認めているのだろうか。その事実関係を整理すると、①Z が X2 との継続的取引によって取
得する売掛金債権を担保のために X1 に譲渡し、X1 は Z との間の当座貸越契約に基づき、
右譲渡に係る代金債権を担保に、支払期日未到来の代金債権残高を貸越限度額として、Z に
対して貸付を行うことを内容とする譲渡担保契約の締結（平成 4 年 12 月 8 日）、②法定納
期限等（平成４年 12 月 22 日）、③債権の発生、④上記①契約に基づく債権譲渡の実行と対
抗要件の具備（平成 5 年 3 月及び 4 月）、⑤不渡事故（平成 5 年 5 月 13 日）、⑥徴収法 24
条による告知（平成 5 年 5 月 20 日）という順になり、問題の譲渡担保契約が未発生の将来
債権を目的としたものであった点、及び、滞納処分執行の時点(上記⑥)で、譲渡担保権者へ
の有効な債権譲渡があったという点では、平成 19 年判決の事例と共通するが、平成 19 年
判決の事例は、法定納期限等よりも前に債権譲渡の対抗要件が具備されているものであっ
たために、平成 15 年判決とは対照的に徴収法 24 条の適用は否定されている。平成 15 年判
決、平成 19 年判決における時系列を整理すると次頁・【図２】のとおりである。 
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【図２】 
 
⑴平成 15 年判決 
          
  ①一括支払システム   ②法定納期限等 ③債権発生 ④債権譲渡  ⑤告知   
  による債権譲渡の合意                    (対抗要件具備） 
 
 
⑵平成 19 年判決 
 
   ①債権譲渡   ②法定納期限等  ③債権発生  ④差押 
   (対抗要件具備）  
 
 
ここで注意する必要があるのは、平成 15 年判決の事例においても、近時の有力説が主張
するように、譲受人への確定的な「債権譲渡」がされた時点（図２・⑴④）で対象債権の
確定的な権利移転が生じ譲受人に帰属するものと解した場合には、告知（図２・⑴⑤）の
段階では既に徴収法 24 条による物的納税責任の対象となる「譲渡担保財産」はないという
ことになり、「代物弁済条項」の有効性を問題とするまでもなく、平成 19 年判決と同様、
徴収法 24 条の適用はないとの判断もありうるところ、平成 15 年判決は、譲渡担保の実行
による確定的な債権譲渡がされ、その対抗要件が具備された時点（図２・⑴④）よりも後
に告知がされた事例について、徴収法 24 条の適用を明確に肯定する判断を下しているとい
う点である。すなわち、平成 15 年判決からは、債権の譲渡担保における徴収法 24 条の物
的納税責任の「終期」は、単に確定的譲渡がされ、その対抗要件が有効に具備されている
だけでは足りず、譲渡担保財産たる対象債権が現実に回収され既に消滅しているのでない
限りは、なお「譲渡担保財産」として対象債権が存続しているものとして、徴収法 24 条の
適用は可能であると解されることになる（本節第３款１⑵のうち「回収時消滅説」）。しか
しながら、このような解釈をとる場合には、譲渡担保の設定のための譲渡ではなく、その
実行としての確定的な債権譲渡による権利移転の効果が否定されることになり、現実の債
権の発生・移転時期にかかわらず「確定的譲渡」の効果を対抗できることを認めた平成 13
年判決や平成 19 年判決との整合性という問題が残ることになる。 
この点について私見は、平成 15年判決と平成 19年判決の対照的な判断が示すとおり、「法
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定納期限等」よりも後に対抗要件の具備された「譲渡担保」であるかどうかによって、そ
の取扱いは完全に異なるものになりうると考える。けだし、一般私法秩序の下では、その
原因行為の無効が認められるような場合は別として、譲渡担保権者は「公示」を具備する
ことで他の競合債権者の出現を排除し（注８）、譲渡担保設定者の資産上での包括的な優先
権を獲得することを何ら妨げられることはないが、租税徴収の確保という特別法秩序が介
入する「法定納期限等以降」（図２・⑴②及び⑵②以降）においては、たとえ滞納処分によ
る差押がされるまで現実に設定者による租税滞納の事実を了知していなかったとしても、
その「予測可能性」が確保されていた以上、租税債権に対する関係では、譲渡担保権者が
取得できる優先権は制限的なものとなりうると解されるからである（注 9）。平成 19 年判決
が徴収法 24 条の適用が譲渡担保の対抗要件具備時期（＝本契約型譲渡担保の「設定時」）
と法定納期限等の先後で決せられるとしているのは、「設定時」
．．．．．
における「予測可能性」を
問題とするものであるという点に着目すれば（注 10）、法定納期限等よりも後に設定者の資
産上に譲渡担保あるいは抵当権その他法定担保権を取得した場合を別に解することについ
て、平成 19 年判決との整合性は問題とならない。 
但し、このような解釈は、あくまで担保のための債権譲渡を「譲渡担保の設定」と解す
ることを前提としたものであって、そもそも金銭債権に関する限り譲渡担保と債権譲渡と
の差異はなく、平成 13 年判決及び平成 19 年判決もそのような解釈を前提として徴収法 24
条の適用を否定しているものと解する場合には、債権譲渡担保における徴収法 24 条の適用
自体に疑義が生じることになる。この点について平成 15 年判決は、担保目的のものである
以上、債権についても譲渡担保財産という構成が妥当することを当然の前提として徴収法
24 条の適用を認めているものと解される。そのため、担保としての取扱いがされる理由に
ついては同判決からは明らかではないが、徴収法 24 条が譲渡担保財産の種類を問わず、あ
くまでも担保のための譲渡を別異に取り扱うこととしている点を重視すれば、仮に一般私
法秩序の下で譲渡に分類される場合であっても、徴収法 24条が適用される場合においては、
その適用要件に従い、担保としての再構成が生じるものと考えることもできる。アメリカ
における真正売買の法理が、連邦倒産法による強力な再構成を所与の前提として発展して
きたことは前述したとおりであり（第 5 章第 4 節第 1 款参照）、浮動担保による広範な優先
権が許容されているアメリカ法において、その一方では特別法秩序による制限的法理が重
要な機能を担っているという点は、集合・流動将来債権群上での包括的優先権をめぐるわ
が国の議論にも、重要な示唆を与えるものであるといえる（注 11）。わが国の場合、いまだ
アメリカにおける真性売買のようなメルクマールを確立する状況には至っていないが、破
産法という特別法秩序の下での譲渡担保の取扱いは我が国においても重要な論点の一つと
なっており、いわゆる予約型債権譲渡担保の一種である停止条件付債権譲渡について破産
管財人の否認権行使の可否が問題となった事例として平成 16年判決を挙げることができる。
この事例については、破産法と徴収法という差異はあるものの、支払停止時を直接の停止
条件とする債権譲渡契約の有効性が問題となったという点で、徴収法 24 条の告知発付時を
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効力発生時とした代物弁済条項の効力が問題となった平成 15年判決の事例との類似性も指
摘されている（注 12）。 
それでは、平成 16 年判決は、譲渡担保あるいは（条件付）債権譲渡というものをどのよ
うなものととらえた上で、破産法という特別法秩序の下で債権譲渡担保の効力を否定的に
解しているのだろうか。平成 15 年判決と比較しながら、この点に関する最高裁の判断をみ
ていくこととする。 
 
ⅱ 平成 16 年判決における債権譲渡担保に関する否定的判断との類似性と相違点 
いわゆる停止条件型や予約型と呼ばれる対抗要件を留保する方式の集合債権譲渡担保契
約が実務において重用されてきた背景の一つとしては、旧破産法 74 条の対抗要件否認の 15
日の起算日が「権利移転の原因たる行為の日」ではなく、「当事者間における権利移転の効
果の生じた日」とされていることから（昭和 48 年判決・第 4 章第 1 節第 1 款参照）、予約
完結権の行使又は停止条件の成就により債権譲渡の効力が生じてから 15日以内に行われる
譲渡通知は同条による否認の対象とはならないと解されてきたことがあげられる。しかし、
一方で、このような解釈に対しては、実質的には譲渡担保が設定されているにもかかわら
ずそれが明らかにされず、危機時期になって突如対抗要件が備えられることになり、破産
債権者の利益を著しく害するので、この場合の原因行為は停止条件付き譲渡担保設定契約
時または譲渡担保設定予約時であるとみて、その時点から 15 日を経過してなされた対抗要
件具備は、旧破産法 74 条の適用対象となると解するとして、これを疑問視する学説も有力
に主張されていた（注 13）。さらに、平成 10 年には集合債権譲渡担保を「特殊担保」として
構成し、あくまで債権移転の対抗要件とは区別して観念される仮通知というべき性質を有
するものではあるが、かかる特殊担保の設定契約の締結時点で債権質に関する民法 364 条
の類推により条件付債権譲渡についての確定日付のある通知または承諾による対抗要件の
具備が可能であることを前提として、旧破産法 74 条 1 項所定の 15 日の起算点を担保設定
時である契約締結日と解し、危機時期にされる通知は同条所定の否認の対象となるとした
長井秀典大阪地裁判事（当時）の論文（注 14）が公表され、同論文はその後の判例・学説に
も大きな影響を与えるものとなった。但し、長井論文の説く「特殊担保」としての対抗要
件取得を前提とした否認肯定説（「特殊担保説」）については、平成 13 年予約判決が仮の対
抗要件という概念を否定する判断を下したこととの整合性に問題が生ずるところ、近時の
下級審判例では、対抗要件否認よりはむしろ原因行為そのものの否認、すなわち、停止条
件付集合債権譲渡担保契約は危機否認又は故意否認の対象となる債権譲渡と実質的に変わ
るところはなく、否認制度の趣旨を潜脱するものであるとして、旧破産法 72 条 1 号又は 2
号の準用あるいは類推適用により否認が肯定されるとの構成をとるものも現れていた（注
15）。こうした状況の中で、平成 16 年判決は、次のように判示し、近時の下級審判例と軌を
一にする形で、旧破産法 72 条 2 号の危機否認の適用を肯定する判断を下した。 
「破産法 72 条 2号は、産者が支払停止又は破産の申立てがあった後にした担保の供与、
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債務の消滅に関する行為その他破産債権者を害する行為を否認の対象として規定してい
る。その趣旨は、債務者に支払停止等があった時以降を債務者の財産的な危機時期とし、
危機時期の到来後に行われた債務者による上記担保の供与等の行為すべてを否認の対象
とすることにより、債権者間の平等及び破産財団の充実を図ろうとするものである。債務
者の支払停止等を停止条件とする債権譲渡契約は、その契約締結行為自体は危機時期前に
行われるものであるが、契約当事者は、その契約に基づく債権譲渡の効力の発生を債務者
の支払停止等の危機時期の到来にかからしめ、これを停止条件とすることにより、危機時
期に至るまでの責任財産に属していた債権を債務者の危機時期が到来するや直ちに当該
債権者に帰属させることによって、これを責任財産から逸出させることをあらかじめ意図
し、これを目的として、当該契約を締結しているものである。・・・上記契約は、72 条 2
号の規定の趣旨に反し、その実効性を失わせるものであって、その契約内容を実質的にみ
れば、上記契約に係る債権譲渡は、債務者に支払停止等の危機時期が到来した後に行われ
た債権譲渡と同視すべきものであり、上記規定に基づく否認権行使の対象となると解する
のが相当である。（下線筆者）」 
平成 16 年判決は、停止条件付集合債権譲渡担保契約に対する否認権の行使の問題につい
て最高裁として初めて判断を示したものとして大きな意義をもつ。もっとも、予約型の集
合債権譲渡担保に対する否認を認める旨の判断自体は、近時の下級審判例の方向性と一致
するものであり、実務においても既に十分予測されていたともいわれている（注 16）。また、
有力学説であった特殊担保説の前提とする仮の対抗要件の有効性という考え方が近時の判
例法理と整合的でないことや特殊担保としての理論構成によらずに旧破産法 74 条 1 項所定
の 15 日の起案点を契約締結時に繰り上げた場合には昭和 48 年判決との整合性が問題とな
ることに鑑みれば、本判決が、学説において有力に主張されてきた対抗要件否認ではなく、
危機否認により原因行為そのものを否定するとの理論構成を採用した点についても、近時
の判例法理と一致するものであると評されている（注 17）。 
予約型の経済的合理性が実務的な観点から十分に正当化されうるものであることは既に
確認してきたとおりであるし（本章第 3 節第 2 款）、対抗要件否認ではなく危機否認との構
成をとった場合にも、条文上の要件に関する形式的な解釈としては、否認を認める旨の結
論をとることに理論的な難点があることも否めない。それにもかかわらず、平成 16 年判決
がこのような判断を下した理由の一つは、この事例が譲渡人の危機時期を直接の
．．．
停止条件
とする債権譲渡契約であったという点にあるとみることができる。危機時期における債権
譲渡行為の存在を擬制し、一種の脱法行為としてこれを危機否認の対象とした平成 16 年判
決の根底には、徴収法 24 条に定める物的納税責任の通知が発せられた時点で代物弁済の効
果が生じるとの代物弁済条項の効力を否定した平成 15年判決と同様の考え方があることも
指摘されているところである（注 18）。もっとも、平成 16 年判決は、担保目的であることよ
りはむしろ、「公示の留保」という点を問題として、その効力を否定する判断を下している
ものであるから、その意味では、あくまでも「担保」であることを前提として、租税債権
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の優先を認めた平成 15 年判決と、その視点は異なる（注 19）。それでもなお、形式的には有
効であるはずの集合債権譲渡担保契約の効力を否定した平成 16 年判決の根底には、徴収法
と破産法という差異こそあれ、危機時期における譲渡人の責任財産の流出を問題視し、特
別法秩序の維持のために、このような状況を作出する取引の効力を制限するとの判断の前
提には、平成 15 年判決と共通する実質的な価値判断があるものと考えることができる。確
かに、平成 13 年判決が集合将来債権譲渡担保の対抗要件の有効性を肯定したことで、我が
国における「公示」の時間的な先行による債権譲受人の優先は、極めて堅固なものとなり
つつある。しかし、その一方で、平成 15 年判決・平成 16 年判決という特別法秩序が機能
する場面での債権譲渡（担保）の効力が問題となった事例では、既に有効な対抗要件が具
備されているにもかかわらず、実質的に「債権譲渡」による譲受人への権利移転が否定さ
れる旨の判断がされているという点に着目すれば（注 20）、最高裁は集合債権譲渡担保を含
めた債権譲渡スキームの有効性を広く認める一方、特別法秩序の介入による一定の限界（な
いし調整）がありうることを示唆しているものと解することができる。 
但し、平成 16 年判決で問題となった「停止条件付集合債権譲渡契約」は、平成 15 年判
決で問題となった徴収法 24 条の適用要件回避を意図した代物弁済条項と同様、譲渡人の支
払不能を直接の停止条件とした集合債権譲渡契約の有効性が問題となった事例であること
は既に述べてきたとおりであり、このような「脱法的要素」のない事例（支払不能・支払
停止以外の事由を停止条件とするもの）に関しては、同判決の射程外にあるものと解され
る（注 21）。また、「対抗要件」が確定的な権利移転を示すものである以上は、「担保目的」
のものであるか否かを問わず、有効な債権譲渡登記を具備した時点で確定的な権利移転の
効果を主張できるのか、あるいは、債権譲渡登記による対抗要件が有効に具備された場合
であっても破産手続き等においては何らかの制限を受ける場合がありうるのか、そして、
仮にそのような制限を受けるとすれば、具体的にどのような場合にどこまでの制限を受け
ることになるのかといった点については、今後の判例の展開に委ねられていることはいう
までもない。 
 
ⅲ 平成 15 年判決における物的納税責任の「終期」の解釈 
 以上みてきたとおり、平成 15 年判決は物的納税責任の告知前の段階で有効な債権譲渡通
知が具備されていた事案について、「代物弁済条項」の効力を否定することにより徴収法 24
条の適用を認め、法定納期限後に対抗要件を具備した債権譲渡担保に対する租税債権の優
先を肯定する旨の判断を下している。債権の譲渡担保への 24 条の適用を認めた平成 15 年
判決の判断に対しては否定的な見解も少なくなく、その射程は制限的に解される傾向にあ
ることは既にのべてきたとおりである（注 22）。 
確かに、譲渡担保の目的物が債権であるという点を重視し、確定的な債権譲渡があった
時点で権利移転があったとの解釈を採るとすれば、徴収法 24 条に基づく告知を発した時点
で代物弁済が実行されるとの代物弁済条項の有効性を問題とするまでもなく、物的納税責
 256 
任の対象となる「譲渡担保財産」は既に譲受人に確定的に帰属するものとなっており、お
よそ債権に関する限り譲渡担保財産として 24条の適用が問題となる余地はないとも解する
ことができる。しかしながら、平成 15 年判決は譲渡担保の「実行」としての譲渡通知にこ
のような効果を認めてはいない。すなわち、確定的な債権譲渡による権利移転の効果をど
うみるかによっては、徴収法 24 条の解釈上、その適用を否定的に解する結論もありうると
ころ、平成 15 年判決は、代物弁済条項の有効性に関する判断以前の理論的な前提として、
債権の譲渡担保にも同条の適用があることを明確に示唆したものとみることができる。 
したがって、平成 15 年判決の解釈上は、少なくとも徴収法 24 条の適用が問題となる場
面においては、法定納期限等よりも後に対抗要件を具備した債権譲渡担保について、同条
の定める物的納税責任の告知前に、（譲渡担保の実行として）既に確定的な債権譲渡に関す
る対抗要件が具備されていたとしてもなお、当該債権譲渡の効果としての譲受人への確定
的な権利移転（「譲渡担保財産」の不存在）を主張することはできず、対象債権が弁済その
他の理由によって消滅していない限り、「譲渡担保財産」として物的納税責任の追及がある
とする「回収時消滅説」が同判決と最も整合的な結論であるということになる。 
 
⑶ 平成 15 年判決から示唆される「物的納税責任」の可能性と限界 
以上、平成 15 年判決について、徴収法 24 条の「適用範囲」という観点から再考してき 
たわけだが、同判決から示唆される物的納税責任の可能性と限界は次のように整理できる。 
 まず、同判決が示唆する最も大きな可能性の一つは、同判決が「担保を目的とした債権
譲渡」について、徴収法 24 条に定める「物的納税責任」の適用を肯定したという点に見出
される。流動化による経済効果や今後の可能性が大きな注目を集める一方、今後の課題と
して国税徴収法や破産法といった特別法の下で、最新の債権譲渡金融が具体的にどのよう
な取り扱いを受けることになるのかという点に関する議論の必要性が指摘されることも少
なくはないものの（注 23）、これまでのところこの点について必ずしも十分な議論が尽くさ
れている状況にはなく、今後の議論の方向性も定まってはいない。このような状況の中で、
既に平成 13 年判決によって、その対抗要件の効力に関しては債権譲渡と債権譲渡担保とに
差異はないとの判断が示されていたにもかかわらず、平成 15 年判決が、少なくとも租税債
権に対する関係では、債権譲渡と債権譲渡担保とが異なる効力をもつ場合があるとの判断
を示したことの意義は決して小さなものではない。平成 15 年判決の示した判断は、今後の
議論の手がかりを供するものとなることはもちろん、近時、大きな発展を遂げつつある将
来債権を活用した債権譲渡スキームとしての債権譲渡担保についても、一定の範囲で解釈
論上の調整法理が構築されうる可能性を示唆するものであるとみることもできる。 
もっとも、平成 15 年判決が動産・不動産を中心とした伝統的な譲渡担保の場合と同様、
債権譲渡担保の場合についても、徴収法 24 条に定める譲渡担保権者の物的納税責任の適用
を認めたことは、必ずしも債権譲渡担保について、いわゆる担保的構成を前提とした伝統
的な学説の議論や従来の動産・不動産の譲渡担保に関する判例法理の全てが妥当すること
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を示すものではなく、そのような法理が妥当する場合もありうる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことを示したものにすぎ
ない。その射程範囲も、徴収法 24 条の適用が問題となる局面に限られたものである。但し、
債権譲渡金融の先進国であるアメリカにおける真正売買の基準が、担保としての取扱いが
認められた事例の集積から確立されてきたものであることに鑑みれば（第 5 章第 4 節第 1
款）、「例外的事例」として端的にその先例的意義を否定的に解するよりはむしろ、こうし
た事例の中から一般的な事例においても妥当する普遍的な判断や理論的前提を抽出してい
くことも、その有効性の基準や今後の議論のあるべき方向性を考える上で重要な意義をも
つものとなると考える。 
さらに、同判決が「譲渡担保の実行」という被担保債権の回収のためのプロセスの存在
を擬制し、債権譲渡による観念的・外形的な権利移転時期にかかわらず、現実の回収
．．．．．
がさ
れていない段階での徴収法 24条による追及可能性を肯定した点についても看過すべきでは
ない。徴収法 24 条がその対象となる資産の種類について何らの制限も設けていない以上、
「物的納税責任」はすべての資産に関する譲渡担保に適用されるものではあるが（第 3 章
第 1 説第 3 款）、債権譲渡担保の法的構成や将来債権の権利移転時期について判例・学説と
も画一的な基準を見出すには至っていない状況にあるために、債権譲渡担保に関する同条
の適用の可否や適用可能な範囲について、見解は分かれうる（第 3 章第 3 節第 2 款参照）。
しかしながら、債権であれ動産・不動産であれ「現実の存否」という点を基準にする限り
は、その法的構成の差異によって適用の可否が左右される余地はない。したがって、平成
15 年判決が告知の時点ではいまだ取り立てによる債権の消滅がされていなかった事例につ
いて徴収法 24 条の適用を認め、「譲渡担保財産」の現実の存否を基準とする判断を示した
ことは、譲渡担保財産の種類に関わらず、その適用範囲が一義的に決せられるという意味
で法的安定性に資するものと考えることができる。そして、このような解釈をとることで、
徴収法 24 条に定める物的納税責任の適用要件は、①法定納期限等後に「対抗要件」が具備
され、②告知時点で対象資産が「現存」している、という極めてシンプルな要件に読み替
えることができる。キャッシュフローファイナンスが拡大傾向にある中、動産と売掛債権
あるいは不動産と賃料債権など事業継続の過程で発生・取得する企業資産についての複合
的・包括的な譲渡担保が設定される結果、競合債権者との優劣を一義的に決することが困
難となる場面も増加することが想定される。そうであるとすれば、資産の種類あるいはそ
の法的構成の差異を問わないシンプルな要件により、その優劣が明確に決せられる 24 条の
構成には先駆的な意義を認めることができる。 
 一方、平成 15 年判決は徴収法 24 条の「限界」についても示唆している。平成 15 年判決
の事例は、当初の設定契約時点で対抗要件を具備せず、個々の債権の発生後に対抗要件を
具備する方式であるために、「法定納期限等後の譲渡担保」として、物的納税責任が肯定さ
れているわけだが、平成 19 年判決で確認されたとおり、法定納期限等よりも前に有効な対
抗要件が具備されていれば、徴収法24条の適用対象とはならない（基本通達24条関係34）。
また、平成 15 年判決の事例では、徴収法 24 条の告知時を直接の効力発生時とするもので
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あったという点で、「同条の趣旨を没却するものとして、代物弁済条項の効力が否定されて
いるわけだが、このような一種の「脱法的」要素のない「代物弁済条項」により対象債権
が譲渡担保権者に当然に移転するものとされていた場合や（注 24）、対象債権が転々と譲渡
されているような場合に譲渡担保財産としての追及が可能であるのか否かといった問題に
ついては、平成 15 年判決の射程を超えるものとなることはいうまでもない（注 25）。 
 
３ 徴収法 24 条の今日的意義と課題 
⑴ キャッシュフローファイナンスの現状と債権譲渡における公示の先行の意義 
 いわゆるキャッシュフローファイナンスと呼ばれる金融の最大の特徴は、企業が将来
．．
取
得しうる資産の価値が融資の基準として最重要視されているという点にあり、従来の企業
が（現在）有する資産の交換価値を前提とした金融とは一線を画する。すなわち、仮に毎
月の売掛債権の発生が 1 億程度とすると、年間ベースでは 1 億×12 ヶ月＝12 億円、5 年間
では 12 億×5 年＝60 億円もの売掛債権の発生が見込まれところ、これを現在価値に割り引
いた金額で、将来債権の価値が把握されるため、現在価値で把握する場合に比べ、その利
用価値が数倍・数十倍のものとなりうるのである（注 26）。そして、このようなファイナン
スを実現するためには、対象資産上での譲受人の優先が確実に担保される仕組みが必要と
なるところ、特例法による債権譲渡登記制度の創設は、対抗要件を具備した集合・流動将
来債権群の譲渡を実現するものであり、当該譲渡に関する公示の時間的な先行により、他
の競合債権者に対する「絶対的」な優先、すなわち、事後的・遡及的にその優先が覆るこ
とのない確実な優先が獲得されるか否かが、我が国でのキャッシュフローファイナンスの
発展の命運を分けると言われている（注 27）。 
 それでは、債権譲渡登記制度による対抗要件の取得は、そのような「絶対的な優先」を
実現するものとなりうるのだろうか。この点について、近時の有力説は、確定的な債権譲
渡に関する合意が有効になされた時点で、譲受人への権利移転の効果が生じるとの考え方
を前提とすれば、有効な「対抗要件」を先に具備した時点で譲受人の後続の競合債権者に
対する優先が否定されることはなく、平成 13 年判決以降の最高裁判例もこのような見解と
整合的であることを主張している（注 28）。そして、このような考え方の根底には、貸し手
となる金融機関側にとってはもちろん、所有資産の現在価値に関する評価のみでは十分な
事業資金を獲得することが難しい中小企業等にとっても、資金調達の活路として大きな意
味をもつものであるキャッシュフローファイナンスがその役割を担っていくためには、将
来債権譲渡の対抗要件に一種の「絶対性」が認められることが不可欠であるとの「実務的
な観点」に根ざした問題意識があることはいうまでもない（注 29）。 
 
⑵ 調整法理の必要性 
しかし、一方で、将来に渡る包括的な債権譲渡の絶対的な効果を積極的に認めた場合の
課題として、理論的・実務的な観点からは、なおいくつかの問題点も指摘されている。 
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まず、理論的な問題として、いわゆる契約時説では対抗要件の取得と対象債権の権利移
転とは本質的に切り離すことのできないものであることを前提として、対抗要件を具備し
た債権譲渡について物権的な権利移転の効果が生じていることを強調し（注 30）、このよう
な考え方は実務感覚にも沿うものとして広く支持されているところ、なぜ契約時に「債権
的な合意」の効果にとどまらず、「物権的な権利移転の効果」まで発生させることができる
のかという根本的な問題が克服されていないことは既に指摘したとおりである（注 31）。 
仮に、現実の債権の発生に先立ち、物権的な権利移転の効果が生じるのであるとすれば、
対象債権は当初から
．．．．
譲受人のものとして発生し、譲受人は対抗要件さえ具備していれば、
その後に出現する競合債権者を完全に排除した状態で、対象債権を獲得することができる
ことになる。これに対し、あくまで譲渡人のものとして発生した上で、譲渡契約の効果と
して、何らの行為も要することなく当然に譲受人へ移転するというプロセスをたどるとの
考え方もありえ、たとえ瞬間的なものであるにせよ、いったんは譲渡人を経由した上で移
転するとの解釈は、判例との整合性という観点からも必ずしも否定されるものではないこ
とは前述したとおりである（本章第 2 節第 3 款参照）。但し、このように解した場合、譲受
人は対抗要件具備後においてもなお「対象債権そのもの」は取得していないことになるか
ら、譲受人が将来債権譲渡契約によって取得し対抗力を認められているものは何であるの
か、仮登記のような制度は別として、「権利変動」を伴わない対抗要件は認められるもので
はないのではないか、という点が問題となりうる（注 32）。あるいは、現実の債権が移転し
ていない以上、将来債権譲渡の対抗要件の効力発生時期は一律に
．．．
現実の債権の発生時とな
るとの考え方もありうるが、このような解釈は平成 19 年判決が明確に将来債権としての譲
渡契約の対抗要件の効力を主張できることを認めていることと整合的ではないし、複数の
債権譲渡が債権発生前に行われた場合に順位を決することができないという問題が生じる
ため、採用することはできない（注 33）。 
この点について私見は、あくまで譲渡人のものとして発生した上で、債権譲渡契約の効
果として、何らの行為も要することなく当然に譲受人へ移転するというプロセスをたどる
との考え方を前提として、将来債権の譲受人は、対象債権の発生前においては「債権を取
得するという法的地位」、そして発生後はこの法的地位に基づいて債権そのものの取得につ
いて、それぞれ取得時点からその効力を対抗することができる結果、未発生段階に遡及し
て（譲渡契約当初から）債権そのものの移転についての対抗要件を主張した場合と同様の
優先的地位を確保できるものと解する。けだし、一般的な企業間の取引における契約関係
から生じる金銭債権が、企業活動における役務の提供に対する将来の支払請求権を担保と
する債権譲渡担保契約が締結され債権譲渡登記による対抗要件が具備された場合を考える
と、当該金銭債権の発生・獲得の基礎となる原契約（取引契約）と金銭債権譲渡（担保）
契約とは、直接的にはそれぞれの契約の内容に何ら拘束されるものではなく、あくまで譲
渡人を介して関連性を有するものにすぎず、逆にいえば、それぞれの契約が個々に独立し
たものである以上、単なる通過点であるにせよ、役務提供を行う譲渡人という’junction’な
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しに譲受人が直接的に当該債権を獲得することはできないし、既に確定的な譲渡合意がさ
れていたとしても、譲受人を経由する必然性が存在するものと解されるからである。また、
仮に、対抗要件を具備した譲受人が取得するものが、対象債権そのものではなく、譲受人
としての法的地位にとどまるものと解したとしても、債権譲渡に関する対外的な効力が主
張されうる限り、債権発生後直ちに譲受人は何らの行為も要することなく当然に対象債権
を取得することができる以上、譲渡契約当初から権利移転に関する対抗要件の効力を認め
た場合との実質的な差異は生じない。そうであるとすれば、将来債権譲渡の有効性を許容
するために、あくまでも権利移転と対抗要件とがパラレルなものであるという点に固執す
るのは、解釈論としての実質的な意義にも乏しい（注 34）。また、制限的な対抗要件という
考え方についても、将来債権譲渡における権利移転を絶対的なものとした場合に生じうる
問題点を克服するものとして、合理性が認められるものであることは既に述べたとおりで
ある（本節第 2 款２⑶）。 
確かに、譲受人側からみた取引としての「確実性」という点では、対抗要件の取得と権
利移転とをパラレルなものと解する方が、いまだ権利変動は実現しておらず、現時点では、
将来、当該債権を取得することができるという「オプション」を有するにすぎないものと
解する場合よりもはるかに「安定感」は得られる。その意味では対抗要件の効力の裏づけ
として権利移転が生じていることを論じることの意義は決して小さなものではない。しか
しながら、対抗要件を具備した将来債権譲渡の「絶対性」（ないしは対抗要件取得後の譲渡
債権に関する事後的な調整の可否とその基準）についての解釈論あるいは立法論を展開し
ていく上では、近年の債権法改正に係る議論の動向等も踏まえた慎重な議論を重ねていく
必要があることはもちろん（注 35）、譲渡人の倒産時や租税滞納発生時などの場合にも、将
来債権譲渡が物権的な「絶対性」をもつものとして何らの制限を受けることはないものと
考えることができるのかどうかという問題を論じる上では、金融スキームとしての有効性
という観点とは別のアプローチからの議論も重要な意味をもつことになることはいうまで
もない。 
さらに、事業活動から生み出される将来債権が、譲受人から提供された資金を対価とし
て獲得されるものであることは間違いないとしても、当該資金のみで事業活動の対価とし
ての売掛金等の将来債権が取得できるわけではなく、事業活動を継続する上で不可欠であ
る人的・社会的インフラがあって初めて獲得されうるものであるという点に着目すれば、
労働債権や租税債権といったコストもまた、当該債権の一部を構成するものにほかならな
いわけであるから、将来債権譲渡（担保）によって既に絶対的な権利移転が生じており、
その後に生じた債権については単なる劣後債権として追及の余地はないものといえるのか
どうかという点も実質的な問題点として指摘することができる（注 36）。もちろん、本来で
あれば租税債権や労働債権等、事業活動を継続する上で不可欠の人的・社会的なインフラ
に係るコストの支払は、正常なウォーターホールの最上段で既に解決済みの問題となるも
のとして設計されているし（注 37）、譲受人が取得する将来債権は、譲受人から譲渡人へ供
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与された資金なしには獲得することのできないものであることもまた否定の余地のないと
ころである。結局のところ、譲渡人自身が資金調達の手段として自己が取得する将来債権
を譲渡することに合意している以上、自己の投下した資金を原資として生み出されたキャ
ッシュから優先的な回収を図ることはもちろん、譲渡契約の効果として、正常なウォータ
ーフローを経て（租税債権等のコストを支払った後に）譲渡人が獲得することのできるキ
ャッシュではなく、ウォーターホールの「源泉」そのものが、将来の一定期間（債権譲渡
登記の有効期間の範囲で）譲受人へ移転済みであるとの解釈についても、必ずしも否定す
べき性質のものではない（注 38）。しかしながら、あくまでの「担保」として債権譲渡契約
を締結し、実行段階まで当該譲渡に関する何らかの留保が付与されているような場合にも、
このような「資金源泉の包括的譲渡」という考え方が妥当するかどうかという点について
は、当事者の合理的な意思という観点からも、疑問の余地がある（注 39）。少なくとも「実
行時」において具体的な譲渡範囲を確定する方式をとる「譲渡登記型」（注 40）においては、
「被担保債権の期限の利益喪失時における目的債権（の額）」との文言が用いられるのが通
常であるところ（注 41）、できる限り「広く」網をかけたい債権者側はともかく、債務者の
側としては被担保債権の額を超える以上の債権譲渡を行う理由も必要性もないわけである
から、（契約期間中に発生する）「包括的な全債権」を対象とした譲渡契約というよりはむ
しろ、従来と同様、期限の利益喪失時の弁済を「担保」する範囲での譲渡というのが、両
者の合意する当該譲渡契約の内容なのではないか（注 42）。そして、当事者の合意が「担保
のための譲渡」にとどまるものである以上、判例・学説によって確立されてきた「担保の
目的を達する上で必要な範囲」内での譲渡(注43)という譲渡担保法理が妥当するものとして、
その効力を制限的に解する余地は十分にありうる（注 44)。 
もっとも、こうした包括的な債権譲渡の効果を制限する趣旨の合意について、契約時説
をとる論者からは、対象物が債権である以上、将来にわたる包括的譲渡の効果（権利移転）
は契約時点で生じており、譲渡の効果を事後的に制限する趣旨の合意は、あくまで「内部
的な合意」であって包括的譲渡の対外的な対抗力には何ら影響しないという説明がされて
いる（注 45）。確かに、従来型の金融手法とは一線を画するものとして急速な発達を遂げつ
つある債権譲渡を活用した金融スキームについて、これを従来の譲渡担保の議論の枠の中
で論じることには限界があるし、むしろ包括的譲渡としての権利移転の効果を契約時から
認めるとの構成の方が当事者の意思に合致するものとなる場合があることも否定できない。
しかしながら、対象債権からの取立金の全てではなく、その一部、すなわち担保の目的を
達する範囲でのみ譲渡の効果を発生させるために、当事者があえて担保という形式を選択
している場合には、そのような解釈が妥当しないことは既に述べてきたとおりである（注 46）。
けだし、当事者が債権譲渡実行段階における被担保債権の範囲内での譲渡を意図して、あ
．
えて
．．
譲渡担保の方式が選択されている以上、このような当事者の意図を超えて包括的な債
権譲渡と同等の効果（包括的な全債権の権利移転）を認めるべき理由はないからである（注
47）。また、従来の判例・学説が形成してきた譲渡担保に関する制限的な解釈をとる場合に
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おいても、譲受人が譲渡目的物から優先的な回収を図りうること自体が否定されるわけで
はなく、本来的な担保の目的を達する範囲ではその効力が認められるものであることはい
うまでもない。したがって、（債権譲渡による権利移転の効果を利用して設計された証券化
等の新たな金融スキームとは異なり）従来の間接金融の延長として
．．．．．．．．．．．．．
譲渡担保の方法が選択
されているにすぎないような場合については、新たな資金調達手段としての債権譲渡金融
の可能性を狭め、中小企業金融の道を閉ざすという批判は必ずしも妥当しないといえる。 
「将来債権」を活用したファイナンスの最大の利点は、債務者の将来資産を有効に捕捉
することで、「新しい良質のキャッシュフロー」を捕捉できるところにあり（注 48）、債務者
の事業活動が当初の見込みどおり順調に推移している限りは、ウォーターホールの最上段
で租税債務等の優先的な支払を実現しながら、自己が投下した資金の回収を両立すること
ができるものとされていることは既に述べたとおりである。但し、それはあくまで契約時
に設計されたウォーターホールが正常に機能している場合の話であって、何らかの事情で
譲渡人の資金源泉が枯渇するリスクが生じ正常な資金繰りが破綻してしまった場合には、
当然、他の債権者との深刻な競合が生じることになる。したがって、確実な資金回収を実
現していくためには、譲受人の側にも譲渡人のウォーターホールを常時モニタリングすべ
き現実的な必要性があることはいうまでもない（注 49）。もっとも、譲受人が単に金融の手
段として、事業活動の結果、形成されるウォーターホールの金銭的な価値を把握している
者にすぎず、これを正常に維持すべき義務や権限はもちろん、資金源泉を構成するコスト
についても直接的には何らの債務も負うことはなく、あくまで譲渡人自身の管理に委ねら
れているものである以上、正常なウォーターホール機能の維持を期待することが難しいと
いうのもまた事実である。そうであるとすれば、将来の一切の債権の譲渡として、包括的
な権利移転の効果を全面的に肯定し、当該譲渡に関する対抗要件の具備後は一切競合債権
者との事後的な調整の余地はないとするよりはむしろ、担保として調整の余地を認める構
成を採ることでキャッシュフローファイナンスの健全な発展を図るということも、有効な
選択肢の一つであると考える（注 50）。 
この点について、浮動担保権者による強大な優先権を許容した UCC の当初の制度設計に
おいて、優先債権者による債務者資産の監視機能（policing）が働くことを期待したものの、
結果的にはその期待が裏切られてしまったことについて述べた後年のギルモアの反省の言
は、債権譲渡金融の黎明期にあるわが国の議論にも、多くの示唆を与えるものであるとい
える（第 5 章第 2 章第 3 款参照）。もっとも、このようなギルモアの問題提起にもかかわら
ず、近年の改正においても、UCC における公示の時間的先行による優先は拡大される傾向
にあるわけだが、その一方で、UCC は、対抗力の問題と競合債権者との優劣の問題とを明
確に区別し、将来債権について発生に先んじて取得した公示の効力は順位保全的なものに
とどまるものとの構成がとられているほか、倒産法や租税法といった特別法が機能する場
面では、判例による調整法理が機能していることも看過すべきではない（第 5 章第 5 節参
照）。すなわち、アメリカ法においては、公示を具備した将来債権譲渡の譲受人の優先は、
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必ずしも絶対的なものとはなっていないし、権利移転の効果についても契約と同時に生じ
るものとは解されてはいない。それにもかかわらず、アメリカにおいて債権譲渡金融が著
しい発展を遂げているという事実からは、有効な調整法理の存在が必ずしも、金融の発展
にとって否定的な意味を持つものではなく、調整法理が機能しているからこそ、逆に、そ
の原則的な優先が許容されうるという逆説的な教示を読みとることもできる（注 51）。した
がって、契約時に権利移転が生じるとの解釈を前提として、対抗要件（公示）を具備した
将来債権譲渡に一種の絶対的な優先効が生じるとの解釈については、比較法的な観点から
も疑問の余地があるし、債権譲渡金融の確立を急ぐあまりの「行き過ぎ」の議論であると
いう感は否めない。わが国における債権譲渡金融をめぐる議論においても、何らかの調整
法理の必要性については示唆されているものの、現在までのところ、判例はもとより、学
説においても議論の発展をみてはいないことは既に述べたが、こうした議論を阻害してい
る要因の一つは、厳しい経済環境を打破するための「債権流動化取引の促進」という命題
が、政策的・経済的な問題としてのみならず、法律上の議論にも色濃く反映されているこ
とにあると考えられる（注 52）。確かに、流動化取引の原始的な形態ともいえる債権譲渡担
保と競合債権との調整の問題を論じることは、一見すると、流動化の促進とはそのベクト
ルの向きを逆にするようにもみえるし、結論的にもその効力を否定すべき場合は当然あり
うる。しかしながら、UCC においては、競合債権との「調整法理」の存在がその発展を抑
．
制
．
するものとなっていないことは既に述べてきたとおりであり、例外的な場面において調
整法理が有効に機能するからこそ原則的な優先が許容されうるという意味ではむしろ、そ
．
の発展に不可欠なファクター
．．．．．．．．．．．．．
の一つとしての側面を有するものでもあるという点に着目す
れば、調整法理の確立と流動化の促進という２つの命題は、必ずしもベクトルの向きを異
にするものではないと考える（注 53）。 
 
⑶ 24 条の今日的意義 
それでは、我が国の民法学における譲渡担保法理の形成にも重要な影響を与えてきた徴
収法 24 条は、債権譲渡金融の発展の過程において、先駆的な役割を果たしてきた集合債権
譲渡担保との関係でもその意義が認められるものとなるのだろうか。確かに、徴収法 24 条
は「担保のための譲渡」と租税債権の優先について調整の機能を果たすものではあるが、
その適用要件から明らかなように、担保のための譲渡の「全て」を対象とするものではな
い。したがって、同条に定める租税債権の追及には「限界」があることは既に述べてきた
とおりであり、法定納期限等よりも前に債権譲渡登記による有効な対抗要件が具備されて
いた将来債権譲渡については、担保目的のものであるか否かを問わず、同条の適用対象と
はなりえない。つまり、譲渡担保契約設定後に譲渡人の資金源泉の枯渇によって租税滞納
が発生したような場合に、正常なウォーターホールにおける優先順位を「再構成」し、租
税債権の優先を実質的に確保するような機能は同条にはない。このことは法定納期限等以
前に対抗要件を取得した将来債権譲渡について徴収法 24 条の適用を否定した平成 19 年判
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決において明確に示されているところでもあり、同判決は現行の徴収法 24 条の機能的限界
を指摘し、改正による解決の必要性を示唆するものであるとみる学説もある（注 54）。 
私見は、現行の徴収法 24 条の機能的な限界は、法定納期限等後の譲渡担保に限って物的
納税責任を負うものとする同条の適用要件に起因するものであり、この点については、立
法による解決に委ねられるべき問題であると考える。但し、今後、立法による解決が図ら
れる場合においても、端的に租税債権の優先を拡大するため、安易に独自のルールを創設
するような改正がされるべきではない。けだし、そもそも立法者が譲渡担保権者に対する
租税債権の優先を制限的なものとするための要件を法定担保権との競合の場合以上に厳格
なものとした理由は、徴収法による特別法秩序が介入することで生じる私法秩序への影響
を最小限のものとするという点にあり（第 3 章第 1 節第 3 款）、私法学上の議論との協調を
欠いた税法独自のルールの創設は、私法秩序の尊重を旨とする徴収法の基本理念に反する
ものともなりかねないからである。いずれにせよ、現行の徴収法 24 条の解釈上は、法定納
期限等以前に対抗要件を取得した譲渡担保については、対抗要件取得後、譲渡対象債権が
発生するよりも前に租税滞納が発生した場合であっても、徴収法 24 条による優劣の調整は
なんら期待することはできない。 
これに対し、法定納期限等よりも後に債権譲渡登記を具備した集合債権譲渡担保につい
ては、当該譲渡担保設定後に徴収法 24 条に定める物的納税責任が適用された結果、「公示」
を具備した債権譲渡の効力が租税に対する関係で否定される結果となるとしても、設定時
点で当該租税債権の法定納期限等が経過している以上、十分な予測可能性が確保されてい
たものとして、遡及的な優先にはあたらないものと解すべきである。徴収法 24 条は譲渡担
保の対象財産の種類については何ら制限を置いておらず、むしろ対象財産の種類や法的構
成を問わずに適用可能となる構成が採用されていることは前述したとおりであり（第 3 章
第 1 節第 3 款参照）、「予測可能性」を基準とした租税債権の優先について、担保目的物が
債権であることを理由として別異に扱うべき理由はない（注 55）。したがって、集合・流動
将来債権群を対象とするものも含め、法定納期限等後に設定された譲渡担保財産である限
りは、徴収法 24 条が機能することになるから、徴収法 24 条は、集合債権譲渡担保との関
係においてもなお意義が認められるものであるといえる。 
もっとも、今後、契約時点で債権譲渡登記による対抗要件が具備される形式が主流とな
っていくことが想定されるという点に着目すれば、当初の担保設定時点ではなく、実行段
階に至って初めて対抗要件が具備されているために「法定納期限等後の譲渡担保財産」と
して徴収法 24条による物的納税責任が適用されるという予約型に特有の問題もなくなるわ
けであるから、その結果、同条の機能する場面は大幅に縮小し、優劣調整ルールとしての
意義も失われていくことになるのではないかという指摘は当然ありうる（注 56）。しかしな
がら、動産・債権譲渡登記制度の創設等、（いまだ完全なものではないにせよ）法的インフ
ラの整備が実現した結果、譲渡担保が、企業金融において、これまで以上に大きな役割を
果たすものとなりつつあることもまた事実であり、債権譲渡担保による融資の絶対数やそ
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の融資金額が拡大傾向にあることはもちろん、従来であれば、予約型、あるいは端的に「譲
渡通知」の差し入れの方法で事実上の担保設定の方法をとっていたものが、譲渡登記型の
債権譲渡担保へと移行する結果、租税債権の競合において徴収法 24 条の適用が問題となる
場面は、むしろ従来以上に増加すると見るべきであり、集合・流動将来債権の譲渡担保に
対する関係でも、同条はなお存在意義を失ってはいないといえる。なお、資金難に苦しむ
中小企業の救済措置として、中小企業売掛債権担保融資制度等が整備されてきた経緯等に
鑑みれば、租税徴収における政策的な配慮が求められるべきであることも指摘されている
ところであり（注 57）、そうした配慮の必要性自体は否定されるべきものではないが、この
点については、解釈論の域を超えた立法・政策上のものとして論じるべき問題であること
はいうまでもない。 
さらに、キャッシュフローファイナンスとしての債権譲渡担保では将来発生するキャッ
シュフローそのものの包括的な譲渡を前提に担保価値が把握されており、固定された「モ
ノ」とはその価値把握も実現の方法も全く異なるものである以上、従来の動産・不動産を
前提として判例・学説が形成してきた「譲渡担保」の概念には、債権、特に集合将来債権
の譲渡担保は馴染まない側面があるという点に着目すれば、そもそも「担保のための譲渡」
とは何なのかという本質的な問いについても無視することはできない。譲渡担保という形
式がとられている場合については、徴収法 24 条の解釈上、その適用が問題となることはい
うまでもないが、契約上、債権譲渡との文言が用いられてはいるものの、実質的・機能的
には貸付金債権の担保のための譲渡にほかならないというケースについて、これを譲渡担
保とみて徴収法 24条の適用が可能であるのかという点は最も悩ましい問題であるといえる。
徴収法はこの点に関する独自の定義をもってはおらず、徴収法 24 条の定める「担保のため
の譲渡」という文言からは、どこまでが「担保」で、どこからが「譲渡」なのか、具体的
な基準を読み取ることもない。したがって、両者の区分の基準をどこに見出すかという問
題は、まさに今後の議論の展開に委ねられているところである。あるいは、債権譲渡と債
権譲渡担保との区別が困難である以上、両者をあえて区別せず同一の基準で取り扱うこと
に合理性が認められる場合もあると考えられるところ、徴収法 24 条が適用される場合など
「譲渡担保」としての取扱いが問題となる局面以外で、判例が債権譲渡担保の対抗要件の
効力について債権譲渡と同一の基準で決せられる旨の判断を下していることは既に確認し
てきたとおりである。また、今後は債権譲渡担保ではなく端的に債権譲渡という形式を選
択する傾向が強まることも指摘されているところであるし、新たな金融手法が開発された
結果、譲渡担保という伝統的な金融手法が過去のものとなるという可能性があることも否
定はできない。しかしながら、譲渡担保という形式を選択することで譲渡当事者双方が一
定のメリットを享受できる以上、債権譲渡よりはむしろ債権譲渡担保の形式を選択する場
合も決して少なくはないものと考えられ、今後の方向性としては債権譲渡と債権譲渡担保
との明確な二分化が生じるものとみることができることは既に述べてきたとおりであり、
様々な形で改良が試みられるとしても権利移転型担保のプロトタイプともいうべき譲渡担
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保は何らかの形で残っていくものであると考えられる。徴収法 24 条が特定の資産の譲渡担
保を前提としたものではなく、むしろ、およそ担保として行われた譲渡の全てを捕捉する
構成を採用していること（注 58）、そして、その規模や形式、対象とする目的物の種類は変
わっても、こうした権利移転型の担保と租税債権との競合における本質的な問題点は何ら
変わることはなく、予測可能性を基準とした徴収法 24 条の考え方が妥当するものであるこ
と（注 59）といった点に着目すれば、徴収法 24 条の採用した優劣調整の基準には、こうし
た金融の発展に対応しうる普遍性が認められるものと考えられる。 
また、徴収法 24 条は、公示の時間的な先行により優先が確保される私法上の担保権と公
示なき法定の優先権たる租税債権についても、「法定納期限等」という予測可能性が確保さ
れる時期を優先の基準として採用し、私法上の優劣決定の基準と軌を一にする形で譲渡担
保と租税債権との優劣の調整を図るものであるという点で、集合債権譲渡担保に対する関
係でも意義をもつものであると考える。すなわち、徴収法 24 条は、いずれかの債権者の優
先の範囲を拡大または縮小するものではなく、各債権者の把握している対象財産の価値に
応じ、それぞれの債権者の優先を合理的な範囲に画するものにすぎない。したがって、徴
収法 24 条は、租税債権の優先を確保するため、端的に先行の競合債権者の優先を否定する
ものではないことはもとより、金融の新たな発展を阻むものではない。むしろ、公示を具
備した競合債権者の優先を基調とするものであるという点で、徴収法 24 条は、流動化を促
進するための新たな公示制度たる債権譲渡登記の有効性という命題をクリアしながら、特
別法秩序との調整を実現するものであるといえる。 
近時、キャッシュフローファイナンスの中心として、集合将来債権を対象とした譲渡担
保の役割はますます大きなものとなりつつあり（注 60）、それと相まって、特別法上の優先
権との関係を律する調整法理の必要性も指摘されている。しかしながら、具体的にどのよ
うな観点から何を基準として調整が施されるべきなのかといった点に関しては、債権の流
動化の促進という経済・政策と調和的でなければならなということが強調されるだけで、
具体的な議論の方向性さえも見えないまま、債権譲渡金融の万能神話が構築されている状
況にある（注 61）。既に述べてきたとおり、徴収法 24 条の採用した優劣調整の基準は、①
シンプルな適用要件によって金融取引の発展に対応しうる普遍的な構成をとっていること、
②あくまで時間的な先行を基準とした中立性を有するものであり金融の発展とも整合的で
あること、という特長を有するものであるところ、こうした特長は租税債権との競合の場
面のみならず、新しい金融の発展に対応した合理的な調整の基準というものを考えていく
上で重要な要素となるものであるといえる。そうであるとすれば、徴収法 24 条は、単に譲
渡担保に関する最初の制定法上の規定として「先駆的な意義をもつものであった」という
だけではなく、今後の新しい金融取引の中で生じうる問題の解決のための議論の方向性を
示唆する先駆的な基準として今日的な意義をも認められるものであると言っても決して過
言ではないと考える。 
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注１ その要因の一つは一連の最高裁判例が予約型の効力を否定してきたことにあるが、債権譲渡登記制
度の創設を受け、本来想定されていた証券化取引以外の従来型の譲渡担保が登記件数の伸びに貢献
するものとなっていた（渋佐（2000）・36 頁）という点に着目すれば、それ以前の段階から既に譲
渡登記型への移行が急速にすすんでいたことが伺われる。 
注２ 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・15 頁ほか。但し、池田教授はこの点について債権譲渡登記によ
る対抗力の捉え方によっては解釈が分かれる余地もありうることを示唆している（「24 条 6 項（現
行 6 項）前段のおそらく当然の解釈として、債権譲渡担保が登記された場合には譲渡担保権者がそ
の時点で国税に対して優越することになるはずであろう（これをも国税に劣後すると言うためには、
債権譲渡登記は登記であっても譲渡の事実のみを公示するものであって、権利の移転を公示するも
のではない、という解釈を採らなければ不可能であろう。」）。24 条の適用時における債権譲渡登記
による対抗力を否定的に解するものとして、菅原（2006）・7 頁。 
注３ 森田・NBL コメント（2007）60 頁ほか 
注４ 会社更生法事件において集合債権譲渡担保の実行の完了が問題となった事案として、東京高決平成
16・4・9（公刊集未掲載）「債権を目的とする譲渡担保権の実行としての債権譲渡の合意がなされた
としても、それにより被担保債権が消滅し、譲渡担保権の実行が終了したといえるためには、債権
譲渡について第三者及び第三債務者に対する対抗要件を備えることが必要であり、本件では本件譲
渡債権の移転についての債務者対抗要件が備えられていない以上、いまだ譲渡担保権は存続してお
り、被担保債権も残存しているといわざるを得ない」 
注５ 契約時説の立場から平成 19 年判決の結論を支持しつつ、法定納期限等後に対抗要件を具備した場合
については、徴収法 24 条の適用があることを明確に肯定するものとして、潮見（2007）・19 頁ほか 
注６ 三村藤明「平成 16.4.19 東京高決判批」NBL836 号 43 頁（2006）は、債権譲渡登記を具備した債
権譲渡担保の実行手順は、①第三債務者に対して登記事項証明書の交付を伴う債権譲渡通知（法 4
条 2 項）を発送し、②第三債務者から譲渡担保権者の指定する口座に送金させて取り立て、③その
支払金を被担保債権に対して充当することである、とした上で、「本決定は、債務者対抗要件が備え
られていない以上、譲渡担保権は存続していると判示しているので、少なくとも①の債務者対抗要
件の具備は（譲渡担保の実行が完了しているというために）必要である。しかし、さらに②及び③
を完了しなければ債権譲渡担保の実行が完了しないのかどうかという点には正面から答えているわ
けではない」として、現実の取立が譲渡担保の実行完了に関する判断を左右する要素の一つである
ことを示唆する。 
注７ 平成 19 年に改正された徴収法基本通達 62 条関係 40 は、「債権譲渡登記がされた時」を租税債権に
対する優先を対抗できる時期としている（「債権譲渡登記がされた債権譲渡と滞納処分による差押え
が競合した場合における優先関係は、債権譲渡登記がされた時と債権差押通知書が第三債務者に送
達された時の先後により判定する。」）。 
注８ もっとも、近時の判例では、集合動産譲渡担保について「後順位譲渡担保の設定」もありうること
を示唆しており（最判平 18・7・20 金法 1792 号 50 頁）、譲渡担保であれば後順位債権者を常に排
除できるわけではない。 
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注９ この点について、田高寛貴・NBL コメント（2007）43 頁は、「もっとも将来債権の譲渡担保が常に
国税債権に優位する地位を認めてよいというわけではない。第 1 審判決も述べるように目的債権の
範囲が包括的になりすぎると公序良俗に反すると判断されるおそれがある・・・15 年判決について
詐害行為取消における相対的無効を参照しつつ徴税当局との関係でのみ同条項の効力を否定したも
のと見る見解はここでも参考となろう。」として、予測可能性の観点からではなく、公序良俗違反の
観点から譲渡担保権者の優先が制限されうることを示唆する。 
注 10 田高・前掲注 9・43 頁は「24 条 1 項にいう財産の譲渡が、抵当権などの担保権設定と同義に解さ
れるべきものである以上、債権譲渡担保についても担保権設定という実質面から捉える必要があ
る・・・担保権的理解をつきつめれば債権譲渡の効力発生を担保実行時とする構成もありえようが
24 条の適用を考える上では、同条の趣旨からして担保権設定
．．
の意味として譲渡を理解するので足り
るであろう。（傍点筆者）」 
注 11 森田・前掲注３・60 頁は、平成 13 年判決が未発生の将来債権に関する対抗要件の有効性を認める
判断を示したことで、既にアメリカ以上の包括的な優先権が獲得されうる状態にあることを懸念す
る（「日本の包括担保権者が把握する担保価値は、アメリカの『人的財産』についての担保法制化の
それを優に凌駕するものとなっていたのである。連邦倒産法はカウンターバランスとしてこれまた
激烈な担保切り崩しの法制度を持っている。・・・将来財産の担保目的での現在処分というルビコン
をわれわれは既に平成 13 年に既にわたってしまっている。しかし、訪れた担保の春が債権回収の集
団的秩序への拘泥、さらには特にその延長に置かれる事業再生への法的枠組みをめぐる議論から将
来の人的財産を対象外にすべきではあるまい。」） 
注 12 山本和彦「停止条件付債権譲渡と否認権」NBL794 号 40 頁（2004） 
注 13 伊藤眞「債務者更生手続の研究」（西神田編集室・1984）375 頁。但し、伊藤説については、昭和
48 年判決との整合性という問題点も指摘されている。 
注 14 長井秀典「停止条件付集合債権譲渡の対抗要件否認」判タ 960 号 37 頁（1998） 
注 15 東京地裁平成 10 年 7 月 31 日判時 1655 号 143 頁 
注 16 田原睦夫「停止条件付集合債権譲渡担保と否認」金融商事判例 1197 号 2 頁以下（2004）ほか 
注 17 宮坂昌利「判批」法曹時報 59 巻 1 号 206 頁（2007） 
注 18 山本・前掲注 12・45 頁「その実質的な価値判断については、特に一括支払システムに関する最高
裁 15・12・19 との類似性が感じられる(ともに第二小法廷)。国税徴収や倒産手続きといった公益的
な制度に対して法的な技巧を駆使してその適用を回避することに対する判例の否定的な評価が見ら
れるように思われる。」 
注 19 伊藤・前掲注 13・341 頁は、破産局面において重要な問題となる「担保権者と一般債権者の利益調
整」という観点からは、「譲渡担保の目的物の範囲を対外的に公示する」必要があることを指摘する。
これに対し、租税滞納の局面では、主として租税債権の無選択性（債権の取得時における選別の余
地がない）という点から、当該譲渡行為に関する「公示」の欠如よりもむしろ、端的に租税債務の
成立を予見しながら責任財産が移転されることが問題となるため、徴収法 24 条でも、「法定納期限
等」と「対抗要件の取得時期」の先後という基準が採用されているものと解される。 
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注 20 平成 15 年判決では物的納税責任の告知前の段階で有効な債権譲渡通知が具備されており、この時
点で譲受人への権利移転が完了したとみれば、徴収法 24 条の適用はないことになる。 
注 21 宮坂・前掲注 17・208 頁ほか 
注 22 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・15 頁ほか 
注 23 潮見（2007）・15 頁は、「債権譲渡(担保)の場面での公序良俗規範の判断構造を明確化する作業が必
要である」とする。 
注 24 河野（2007）・21 頁は、「不良債権化した売掛債権をいったん自社在庫に転換し、それを通常の事
業活動の中で看過処分していく方式」、いわゆる「帰属清算型」の譲渡担保における最大のメリット
は「帰属清算手続きを踏むことによって、従来の担保目的財産を代物弁済的に固有財産化し、他債
権者との権利競合や法的整理に伴う諸規制を 100 パーセント回避できる」という点にあり、「有事の
際の機動性という面では非常に魅力がある手法」と評する。しかしながら、河野弁護士は「平成 18
年秋に東京弁護士会倒産法部が主催した ABL のシンポジウム（「動産および債権の譲渡担保の倒産
手続における法的問題点」NBL846 号 7 頁以下）にパネリストの一人として出席し、ディスカッシ
ョンをした感じでは、商社でも、最近は帰属清算型という方式は余り利用されず、処分清算型の契
約方式が使われる」ことを指摘している。 
注 25 もっとも、「法定担保」との均衡を図るという観点からは、代物弁済等の特約により譲渡担保財産
が消滅する旨の合意について（直接的な脱法性があるか否かにかかわらず）一定の要件のもとに対
外的な効力を否定するという考え方も当然ありえよう（例えば、IRC では、「連邦税リーエンの登
録の 45 日以内に債務者により取得された担保物上では、商業上の融資に係る担保権の優先が認め
られる（6323（c）(1)）」とし、「取得時期」を基準とした私債権者との調整が図られている（第 5
章第 3 節第 2 款 2 参照）。なお、基本通達 24 条関係 27 は、譲渡担保権者からの転々譲渡の場合に
ついて、「法第 24 条第 7 項の規定により、譲渡担保財産として存続するものとみなして法第 24 条
第 3 項の規定を適用できる場合であっても、法第 24 条第 3 項の差押え前に、譲渡担保財産が譲渡
担保権者から更に譲渡された場合には、法第 24 条第 7 項の規定によって譲渡担保財産として存続
するものとみなすことはできない。」としているから、徴収法 24 条 3 項による差押よりも前に第二
譲渡の対抗要件が具備されれば、同条の適用はないということになろう。 
注 26 井上聡・NBL コメント（2007）19 頁、江口（2007） 
注 27 江口直明・NBL コメント（2007）21 頁（「欧米の金融専門弁護士とディスカッションする際にい
つも問題になるのは、当該国での担保権が破産管財人や国税当局との関係で確実に守られているか
という点である。倒産手続きの制度設計や国税債権の優先性の観点からの例外はあるとしても、そ
の例外が条文上明確であることが重要であり、また将来拡大解釈されて、担保権を制約しないかど
うかに関心が払われる。将来の予測が不可能な場合、当該担保の価値評価が難しくなり、その価値
に依拠することはできず、借入人はせっかくの潤沢なキャッシュフローを有効利用できないことに
なる。」）  
注 28 池田・平成 19 年判決評釈（2005）・15 頁ほか 
注 29 鎌田ほか・シンポジウム（2005）123-124、128 頁池田発言では、契約時説の論拠の一つとして同
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説が国際的な趨勢であることを挙げ、同説が実務的な必要性に依拠するものであることもまた国際
的な潮流であることが述べられている（「将来債権であっても、譲渡契約時に権利は移転する。対抗
要件具備時に対抗力は発生する。・・・これは国際的には決して目新しいものではありませんで、私
が 1995 年から 2001 年にかけて、UNCITRAL で参加しておりました国際債権譲渡契約の草案作成
作業の議場では、多数意見というか、大多数の意見であります。もちろんその説明は彼らに聞くと、
色々処分権とか、観念的債権とか言うんですけれども、そういう理屈以上に、そう考えなければ、
将来債権による資金調達、裏を返すと、将来債権を引当てにした融資というのはできないだろうと
いう、実務的な観点からの意見が圧倒的でありました。・・・発生したときに対抗力を具備するとい
うのでは、ヨーイドンで差押えが来たとか、その段階で優劣関係に紛争が起こるのではお金は貸せ
ませんよというのが、UNCITRAL の多数意見なんですね。そういう意味で、これから後に出てく
る権利者、差押債権者等を全部シャットアウトできるというところが債権の場合には大きな魅力と
いうか、必要なところというふうに認識する人が多かったようですが（下線筆者）。」） 
なお、実務家による指摘としては、池田ほか・鼎談（2007）・11 頁における江口弁護士の発言が
金融当事者の認識を代弁するものとして注目される（「最近のホールビジネスセキュイタリゼーショ
ンでは 1000 億円を超える金銭を、将来債権を担保に融資しています。将来債権というのは現時点で
将来の分まで譲渡できるのだというのが当事者の考えではないでしょうか。ですから、まさに契約
時説に立った意思をもって債権譲渡担保権者も設定者も考えている。将来債権の譲渡担保設定を承
諾する第三債務者も自分の承諾が単なる順位保全の承諾とは思っていないと思います。それが将来
覆されるということは夢にも考えていないというのが全当事者の意思ではないかと思います」）。 
注 30 池田ほか・鼎談（2007）・11 頁（本章第 2 節第 3 款参照） 
注 31 三村藤明、粟田口太郎・NBL コメント（2007）56 頁 
注 32 池田ほか・鼎談（2007）・11 頁池田発言「順位保全的対抗要件というのは、・・・対抗要件の理 
論からすれば、不動産における仮登記のような制度を作って初めて認められる」 
注 33 角（2000）・21 頁本章第 1 節第 3 款参照 
注 34 古積・NBL コメント（2007）37 頁は、将来債権譲渡の効力に関する争点を「確定的な債権譲渡行
為及びその通知による第三者への対抗の可否」であるとした上で次のように述べて契約時説の意義
を否定的に解している。「たとえ譲渡担保の効力が債権発生時点に生じるとしても・・確定的譲渡の
公示によって既に対外的な優先効を主張できる。仮に契約時点で債権が移転されているというなら
ば、逆にその時点で既に譲受人に債権が帰属するということの法的意義、また現実には債権が発生
しなかった場合の法律関係などが問われることになりかねない。したがって、あえて債権発生前に
その帰属を論じる解釈論的意義は認めがたい。まして、契約時点における債権移転の効果の発生と
いう点を正当化するために集合動産譲渡担保における集合物概念をここにも応用して 1 つの集合債
権が譲渡担保の対象となるという構成は筆者には無用なものにしか映らない」 
注 35 道垣内弘人・NBL コメント（2007）46 頁では、「かつて、私は移転対象を法的地位とする上記の
ような理解を「なお有体物的な思考に拘束されていると批判した。しかし、他方で発生原因から切
り離された抽象的意味での債権を観念するということ自体が多方面から反省を迫られている。予定
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されている債権法の改正をめぐる議論においても、債権と契約上の地位を分けて考えることができ
るのかは問題になると思われるし、将来債権をめぐる議論はそのための材料も提供しているのであ
る」との問題提起がされている。 
注 36 片山・NBL コメント（2007）26 頁 
注 37 池田ほか・鼎談（2007）・18 頁江口発言「キャッシュフローファイナンスの場合には、租税債権と
いうのは最初に払ってもらわなければスキームが回りませんので、必ず納税準備口座というものを
作って、その優先順位は第 1 順位で払っていただくという仕組みにしております。」 
注 38 谷地向（2007）・83 頁は「資金調達規模の大きい大企業、中堅企業の場合には、特別目的会社（SPC）
を設立し、担保となる資産を特別目的会社に譲渡するなどの方法をとることもあるが、中小企業の
場合は、不動産を担保する場合と同様に、在庫等に担保権を設定して金融機関から借入をするとい
う方法を採ることが多」く、「借入の返済原資は、担保とした在庫等が生み出すキャッシュフローに
限定されておらず、不動産を担保とした場合と同様に、企業全体のキャッシュフローから返済する
という場合が多い」とする。なお、2005 年 10 月から 2006 年 9 月に在庫・売掛債権等を担保とし
て利用した事例について、同 82 頁「図表 1 不動産以外の資産を担保として利用した主な資金調達
事例」参照。 
注 39 池田ほか・座談会（2001）・20 頁小野傑発言は、売掛債権そのものの評価に基づく新たな金融が出
現している一方、従来型の担保としての譲渡がなお併存している状況にあることについて指摘して
いる（「担保としての「売掛債権担保融資にも 2 種類あると思います。１つがストラクチャードファ
イナンスという視点から、まさしく売掛債権について適正な評価をし、それに対してファイナンス
を実行するというおそらく中小企業にとって望ましい姿です。ただ、それはごく限られた例ではな
いかと思います。特例法が導入されて、実際には流動化よりも債権譲渡担保のために、多く利用さ
れているようですが、売掛債権の担保価値に基づいて融資をしているのではなく、本来であれば、
対抗要件留保というものも含め、無担保の融資であったものに対して、金融機関の債権保全という
視点から担保をつけるというのが多いのではないかと感じます。視点を金融機関側に置くか、中小
企業側に置くかによって違いますが、中小企業という立場に立ちますと、唯一重要な資産が、担保
にとられてしまい、なおかつニューマネーが出ないという状況になってしまいます。」）。 
注 40 債権譲渡登記を利用した譲渡担保の類型について、本章第 3 節第 2 款参照 
注 41 このような文言が用いられることには、被担保債権の額を著しく超え公序良俗違反の観点から譲渡
の効果が否定されることがないよう、包括的な全債権の譲渡の効果を制限する意図がある。また、
千葉（2002）・85 頁では、予約型方式の譲渡担保が好んで用いられてきた理由を次のように説明す
る。 
注 42 「譲渡担保権者」の把握している価値が実行時点での「残高」であるのか、将来的な全債権である
のかという点については、議論のあるところであり、実行時点での「残高のみ」が担保となってい
るとの考え方に対してはキャッシュフローファイナンスの本質と乖離したものであるとの批判がさ
れている（井上聡・NBL コメント 19 頁（2007））。しかし、後者の解釈をとった場合にも、将来債
権の具体的な価値についての評価方法を確立するには至っていないとの問題点が残り（浅田隆（三
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井住友銀行法務部）・NBL コメント 11 頁（2007）「現状の審査実務では、将来債権担保について（プ
ール型債権等証券化手法を応用した方法など一部は存するものの）確立した評価手法はない」）、担
保としての評価方法も含め、将来債権について「譲渡担保権者が把握している価値」については、
検討すべき課題は決して少なくない。 
注 43 最判昭 41.4.28 民集 20 巻 4 号 900 頁ほか 
注 44 片山・前掲注 36・26 頁「所有権移転型の非典型担保である譲渡担保については、不動産及び動産
を中心に」は、「債権譲渡担保についても、譲渡担保の形態をとる限りにおいては、その基本構造で
ある「担保目的を達成するのに必要な範囲」での財産移転という総論的な命題が妥当し、その上で
議論として「将来債権」「集合債権譲渡担保における権利帰属のあり方が考察されるべきではないか
との推論が成り立つ。・・・おりしも、集合動産譲渡担保に関して「通常の営業の範囲」について設
定者に処分権が付与されていると構成した 18 年判決(最判平成 18．7.20 民集 60 巻 6 号 2499 頁）
が登場したことは記憶に新しい」として債権譲渡担保に従来の譲渡担保法理が妥当する可能性を指
摘するとともに、「取立て・回金の実態」という点から将来債権譲渡担保を①甲：被担保債権の期限
の利益喪失時における目的債権の優先的な確保を目的とした類型、②乙：譲渡担保権者の排他的な
担保管理、回金による被担保債権の回収が平常時から行われる類型、の２つに分類し、前者におけ
る「担保的要素」について次のように分析されている「甲においては、設定段階の公示の有無にか
かわらず、設定者に取立権限が付与され譲渡担保権者への回金も想定されていないことが多いと推
測される・・・・。そこでは期限の利益が失われない限り、譲渡担保権者が目的債権に関する権利
を取得する趣旨ではなく設定者が取立権を行使しかつ取り立て金は設定者の責任財産を構成するこ
とが前提とされている。であるならば、甲類型の将来債権について、担保目的に必要な範囲での債
権移転という視角から、設定者に利益およびそれを基礎とする他の債権者の利益をいかに考慮する
かを論じる余地が生じる。・・（但し）当面は、原則として譲渡担保権者に目的債権およびその取立
権が帰属する(設定者の取立権は債権的な権利にとどまる）とし、例外的に、担保目的を逸脱する場
合には担保権設定や担保権実行(取立権行使）の効力が否定されることがあるとする取り扱いが妥当
であろう。」 
注 45 潮見（2007）・16 頁ほか 
注 46 千葉（2002）・101 頁は、あえて「集合債権譲渡担保」という方式を採用する理由を次のように説
明する。「設定者としては、自己の事業資金を獲得するために担保目的となっている債権についても
利用することができ、事業からあがる利益によって担保権者に対する借入金債務を弁済することを
期待している。担保権者としても、設定者が取り立てた債権と同程度の担保価値のある債権を担保
対象債権として補充してくれる限りは、設定者の取立てを認めることに反対する理由はないはずで
ある。かえって、担保権者としては、担保対象となっている債権を累積額によって把握すると多額
になりすぎ、借入金債務が滞りなく弁済されている限りは、担保管理事務を簡素化し、管理コスト
を削減するために、担保対象債権に対する拘束を最小限に抑えたいはずである。担保権者が集合債
権譲渡担保の効果として期待していることは、設定者の資産状況が悪化した時点で、確実に担保対
象債権から貸付債権を回収できることである。（下線筆者）」  
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注 47 角（2005）・14 頁は、「本件債務残高に充つるまでの金額部分」について、担保対象の特定が不十
分であるとして担保契約自体が無効とされるリスクがあることを指摘した上で、このような特約の
ある集合将来債権譲渡担保契約について次のように述べる。「担保の場合にはいくら譲渡があっても、
甲は、自分が A に対して持っている債権額を超える部分というのは、自分のものに取得することは
できません。そこで、「本件債務残高に充つるまでの金額部分」というふうにこの譲渡債権の表示を
したとすれば、確かに A が B に対して持っている、現在有し、また将来有する下記の債権、その他
一切の金銭債権が担保の目的なんだ、ただ、確実に甲が実行できるのは、甲が直接 B から取立てる
ことができるのは債務残高に充つるまでなのであるというふうに解釈することも不可能ではありま
せん。そしてこのように解釈すれば確かに特定はしております。このように、この部分は結局は契
約の解釈の問題になります。（下線筆者）」 
注 48 河野（2007）・16 頁は、「黄金の卵を産む鶏の首を絞めてお腹の金塊を取り出そうとするやり方で
は、本当に二束三文の価値しか取り出せません。鶏を絞め殺さずにうまく餌を与え続けてこそ、担
保権者のために毎日金の卵を 1 個産み続けてくれるというわけです。」とし、昨今の金融取引におい
ては「型どおりの民事執行手続きによって競売キャッシュフローのみを求める時代とは異なり、新
しい良質のキャッシュフローを捕捉しようとする動き」があることを指摘する。これは、「金融機関
が担保を処分して債権を回収するのではなく、企業が弁済不能に陥らないように、金融機関が担保
管理を通じて企業の業績を詳細に把握し、業績悪化の兆しが見えた場合には、早い段階でサポート
を行うことで、債権を保全しようとするもの」、つまり「担保を債権回収の手段としてではなく、債
権管理の手段として位置づける」という考え方としても説明することができるであろうし（谷地向
（2007）・84 頁）、「二束三文の金塊」よりは「金の卵を産み続ける鶏」を欲するのは正当な債権者
心理といえよう。もちろん、債務者が倒産を回避し、危機的状況を回避することは譲渡担保権者の
みならず、一般債権者の利益にも資するものでもある（伊藤・前掲注 13・371 頁。但し、伊藤教授
は、このような一般論が成立するためには、①譲渡担保の設定が（旧債務に対する担保供与ではな
く）新たな信用の供与に付随して行われていること②被担保債権額と目的物の価額との間に合理的
均衡があること③信用供与と担保設定の時期が倒産決定時前であること、といったいくつかの前提
が必要となるとしている。） 
しかしながら、正常なウォーターホールが破綻し、「金の卵」を産むや否や担保権者への債務弁済
と事業資金に消えしまうという状況の中で事業活動を継続させていった場合、事業活動に伴い不可
避的に発生する租税債務等を徒に膨らませる結果に陥る場合がありうるという点については、後述
するとおり、今後の課題として慎重な検討を要すべき問題の一つであるといえよう。 
注 49 実務的には、自己資本比率等の財務比率や担保とした在庫の数量等を一定水準以上に保つことなど
を経営者が制約する、いわゆる「コベナンツ条項」を盛り込み、これらの条項に違反した場合には、
原則として担保の積増しや金利の引上げなどのペナルティを課すとの対応が図られることが少なく
ない。このような誓約条項を設定する理由は、「経営者のモラルハザードを防止するため」であり、
「債権管理を重視し、早い段階から金融機関が経営サポートを行うこととする場合には、経営者の
甘えを招く可能性がある。このため、誓約条項の遵守を求め、違反した場合にはペナルティを課す
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こととすることで、経営者の意識を高める目的がある。」とされている（谷地向（2007）・85 頁）。 
注 50 池田ほか・鼎談（2007）・18-19 頁・江口発言「確かにキャッシュフローのモニタリングが十分で
きない中小企業の債権をもまとめて流動化するという場合には、ウォーターホール上 1 番にできな
いという可能性もありますので、税金の支払と債権者の債権保全との競合がクローズアップされて
いくというのは避けられないと思います。」 
同じく小林発言は納税資金をウォーターホールのトップにもってくることができないという問題
の解決策について次のように述べている。「事業活動から生じる売掛債権などを担保にとって、その
事業活動から生じる収益に対して課税されるとしますと、その前提を支えている租税というものは、
本来負担されてもいいのではないかとも思えるわけです。例えば、抵当不動産の賃料に対する物上
代位の場合でも、不動産を所有していること自体に対する固定資産税なんていうものは、どちらか
というと先にもっていってもらっても仕方ないのかなとも思える。しかし、全く関係のないところ
で単に法定納期限が先だということだけで優先されてしまっては困るというふうに、それぞれの租
税のもっている根拠などと私法上の権利の優劣というものを、本来であればきちんとお行儀よく並
べてもらうということが必要になるのかもしれないと思うのですが、いざそれをやろうとしますと、
非常に複雑で、難しい立法政策になるんだろうとは思います。」 
この点に関する立法措置の必要性自体は首肯しうるところではあるが、「全く関係のないところで
単に法定納期限が先だということだけで優先されてしまっては困る・・・・それぞれの租税のもっ
ている根拠などと私法上の権利の優劣というものを、本来であればきちんとお行儀よく並べてもら
う」という点には疑問が残る。事業活動上不可欠である社会的インフラに対するコストと見れば、
事業活動と「無関係」な租税債務という考え方は疑問であるし、通常の企業間取引やメインバンク
との金銭消費貸借のような直接的な対価性がないからこそ、徴収法は租税債権に法定納期限等を基
準とした優先を認めていることは看過すべきではない（第 2 章第 2 節第 1 款「租税債権の特殊性」
参照）。滞納処分のリスクがあることについては十分確認した上で取引関係に入る必要があることは
いうまでもないし、設定時点で既に法定納期限後等を徒過していた（認識可能であった）租税債務
があり、その結果、設定者の滞納国税による滞納処分がされた場合については、モニタリング以前
の問題（貸し手側金融機関の設定時における返済資力調査が不完全）といわざるをえないのではな
いだろうか。 
注 51  少なくとも、阻害要因とはなっていないといえよう。 
注 52 鎌田ほか・シンポジウム（2005）・123-124 頁、128 頁池田発言（注 29 参照） 
注 53 この点に関する議論の充実を平成 19 年判決以降の重要な課題として指摘するものとして石川博
康・NBL コメント 17 頁（2007）、高須順一・NBL コメント 41 頁（2007）など 
注 54 新美育文、シュルマトフ・ウルグベック「平成 19 年判決判批」判タ 1249 号 36 頁（2007） 
注 55 融資時において、納税証明書（国税通則法 123 条）を取得することで、証明日現在の未納の有無は
容易に確認でき、将来債権を対象としたキャッシュフローファイナンスについても、融資時点での
基本的な信用力調査が必要であることは従来の金融となんら異なるものではないはずである。 
注 56 危機時期まで対抗要件を具備していなかった従来の予約型では、譲渡そのものが租税債権者に対抗
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できないものである以上、設定者（債務者）の資産として差押えれば足りるわけであるから、その
意味では徴収法 24 条の適用が問題となる場面は必ずしも多くはなかったとも考えられる。これに
対し、譲渡登記型では、対抗要件を具備した「譲渡担保」として、租税債権との優劣は徴収法 24
条に定める「法定納期限等」と対抗要件の取得時期の先後によって決せられることになる。 
注 57 池田真朗「債権譲渡特例法から動産債権譲渡特例法へ」法曹時報第 58 巻 6 号 1 頁（2006）19 頁は、
次のように述べ、資金調達手段としての売掛債権譲渡金融の重要性を指摘する。「ここで重視すべき
は、特に中小企業にとって大事なのは、いかに運転資金が回るかということなのである。倒産時の
問題を論じる前に、いかにしたら倒産を回避して営業を継続できるかを考えるべきではなかろう
か。・・・所有不動産は既に何重にも担保設定がされ、人的保証ももはや困難であるという状況で、
金融機関の新規融資が得られず運転資金がなくて倒産してしまうケースは中小企業を中心に数多い。
しかしながら、優良な製品を作り、信頼の高い納入先を持っている中小企業は売掛債権を担保に融
資が受けられるなら、まさに運転資金が回るのである。倒産時の不安も尤もであるが、それ以前の、
倒産を回避できる資金調達を是非重視するべきであろう。」 
注58 鎌田ほか・シンポジウム（2005）・118 頁森田宏樹発言（第 3 章第 3 節第 4 款参照） 
注59 立法時における議論では、非占有型・権利移転型担保である譲渡担保の場合、占有・使用を継続し
たまま担保に供することができるという点から究極的には全資産を譲渡しつつも、事業継続そのも
のは可能であるという利点があるところ、事業用動産の包括的譲渡の結果、課税対象となる事業そ
のものは継続し、滞納は累積しているにもかかわらず、譲渡担保による徴税困難という問題を生じ
ているということが指摘されており、この状況は現在の資金源泉そのものの移転がされてしまった
場合の徴税困難と本質的には同じ問題に属するといえよう。もっとも、現行の徴収法 24 条が法定
納期限等以降の劣後譲渡担保権者のみを対象とするものとされた結果、譲渡対象債権の発生よりも
はるかに前に対抗要件を具備しうるものとなった債権譲渡担保においては、動産の場合以上に大き
な徴税の困難が生じうる場合がありえ、平成 19 年判決原審が租税債権の優先を認めた際の論拠も
この点にあった（本章第 2 節参照）。 
注 60 平成 19 年 7 月 12 日に金融庁が公表した「地域密着型金融（平成 15-18 年度第二次アクションプロ
グラム終了時まで）の進捗状況について」によれば、全国 566 の地域金融機関が取り組んだ動産・
債 権 譲 渡 担 保 融 資 は 件 数 で 18,260 件 、 金 額 で は 2,029 億 円 の 規 模 に 上 る 。
（http://www.fsa.go.jp/news/19/ginkou/20070712-2/01.pdf） 
注 61 森田（2005）・73 頁以下は、動産譲渡登記制度創設にあたり、UCC のファイリング・システムに
ついて、その機能や対抗問題処理の構造に関する正確な理解を離れ、競合譲受人に対する優先を主
張できる公示制度として神話化している状況を懸念する。 
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第 7 章 結論と残された課題 
 
第 1 節 結論 
最後に「徴収法 24 条が採用した優劣決定の基準はどのようなものであり、債権の譲渡担
保という最新の金融スキームとの関係でも同条はなお有効性を見出しうるものであるのか、
そして、同条が採用した優劣決定の基準とそこから受ける示唆を踏まえ、債権譲渡担保に
おける競合債権者との優劣調整をめぐる議論については、どのような方向性が志向されて
いくべきなのか」という命題に関する本論文の結論をまとめておく。 
念のため、徴収法 24 条に定める物的納税責任の内容と適用要件を確認しておこう。同条
は、譲渡担保権者を一種の劣後債権者として取り扱い、先行の債権者たる租税債権者に対
しては、権利移転の効果を主張しえないことを定めたものであり、譲渡担保財産上での租
税債権の優先が認められるための実体的要件は、①担保のための譲渡であること、②租税
債権の予見可能時期（法定納期限等）以降に対抗要件を具備したものであること、③租税
債権の徴収のための滞納処分の執行時点で譲渡対象財産（担保目的物）が存続しているこ
と、の３つに整理される。したがって、徴収法 24 条の解釈上、譲渡担保財産の種類は、そ
の適用の可否を左右するものとはならない。但し、将来債権を含む債権の譲渡担保に関し
ては、譲渡登記を利用することで対抗要件を大幅に前倒しできることから、②の要件によ
って、徴収法 24 条の適用範囲が極めて限られたものとなり、十分な機能を果たしえない場
面も生じうる。さらに、将来債権の権利移転時期の解釈をめぐる議論の帰結によっては、
③の要件からも債権の譲渡担保に関する適用がさらに困難になる可能性もある。但し、近
年の判例には、法定納期限等後の債権譲渡担保に関し、その実行後、実際の回収よりも前
の時点で徴収法 24 条に基づく譲渡担保財産への追及がされた事案において、譲渡担保の実
行による権利移転の効果を否定する結論を下しているものがあり（平成 15 年判決・第 3 章
第 3 節第 2 款参照）、同判決は譲渡対象債権の担保目的物としての存続期間を債権譲渡の合
意の成立時点までではなく、現実の回収（消滅）時点までと解することで、動産・不動産
の譲渡担保の場合と同様、債権を目的とした譲渡担保の場合にも、その法的構成にかかわ
らず、徴収法 24 条が適用されうることを示唆しているものと読める（第 6 章第 3 節第 3 款
参照）。また、特例法登記を具備した将来債権譲渡の対抗力について、登記によって公示さ
れた内容に基づき極めて厳格に判断している近時の判例の傾向は、設定契約時点での確実
な対抗要件の取得は必ずしも容易なものではないことも示唆しており（平成 14 年判決・第
6 章第 3 節第 2 款参照）、そうであるとすれば、法定納期限等と対抗要件取得時期の時間的
な先後を基準として譲渡担保財産上での優劣を決するものとする徴収法 24 条は、租税債権
者にとって、なお強力なツールとして機能するものであると考えられる。 
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もちろん、法定納期限等後に対抗要件が具備され、譲渡担保財産がなお存続しているも
のに限り租税債権の追求を認めるという徴収法 24 条の適用要件は、将来の事業から生じる
収益そのもの、つまり、債務者のキャッシュフローの源泉を包括的に譲渡し、集合・流動
債権としての債権群の譲渡として有効に対抗要件を具備した将来債権譲渡担保との関係で
は無力にすぎる局面もあることは、前章においてキャッシュフローファイナンスとの競合
という観点からその問題点を指摘したとおりであり、平成 19 年判決（第 6 章第 2 節参照）
が法定納期限等以前に対抗要件を具備した将来債権の譲渡担保に対する租税債権の優先を
完全に否定する判断を下したことについて、同条の改正の必要性が示唆されていることを
指摘する学説もある。この点について私見は、債権譲渡登記の創設による対抗要件取得時
期が大幅に先行する状況が出現したことを受け、徴収法 24 条の改正が検討されるべき時期
に来ていることは否定できないと考える。そして、その改正の内容としては、法定納期限
等以前に対抗要件を取得した場合であっても、現実の資産の取得に先行するものである場
合にも同条による調整が機能しうるものとするため、上記②の要件、すなわち法定納期限
等後に対抗要件を取得したものに限り同条による調整を受けるとの要件を廃止または緩和
する方向が検討されるべきである。但し、この問題については後述する「残された課題」（本
章第 2 節参照）についても十分な議論を尽くし、租税徴収の確保という一面的な議論では
なく、より掘り下げた多角的な観点からの検討が不可欠であるということを付言しておく
必要がある。本論文において検討した徴収法 24 条の立法時における議論や同条の適用によ
ってもたらされる租税債権の優先が極めて限られたものであることが示すとおり、同条が
譲渡担保財産を納税者の責任財産として捕捉するための要件を法定の担保権者との競合の
場合以上に厳格なものとしている理由は、租税債権の特殊性に起因する徴収困難をいかに
合理的に解消するかという徴収法特有の問題よりはむしろ、譲渡担保特有の二面性をいか
に正確に反映させるかという問題の解決に力点が置かれていることによるところが大きい。
そして、そうである以上、現行の適用要件についての立法的な解決を図る場合においても、
民法学上の議論が十分に反映されるべきであることはいうまでもない。けだし、租税債権
の優先を拡大することのみを目的として安易な改正を行い、独自のルールを創出すること
は、私法上のルールとの調和を図った現行国税徴収法の理念を損なうものともなりかねな
いからである（注１）。 
動産・債権譲渡の登記制度が実現をみた今日、譲渡担保をめぐる議論もまた新しい局面
を迎えつつある。そのような状況の中、譲渡担保権者と競合債権者との優劣の調整という
問題についても、譲渡担保という金融の発展に応じた新しいルール作りや今後の金融のあ
るべき発展形態を模索していくための議論は既に始まっている（注 2）。しかし、平成 19 年
判決の原審をめぐる一連の議論に象徴されるように、金融の可能性の拡大と租税徴収の確
保のいずれがより重要な問題なのかといった点に議論が終始し、優劣調整のための合理的
な基準を見出すには至ってはいない。私見は、「公示」に対応するものとして「法定納期限
等」を優先の基準とすることで租税の優先性を確保する一方、上記①～③のような厳格な
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適用要件を課すことで、私債権との均衡を保つよう、慎重な配慮がされた徴収法 24 条は、
譲渡担保と競合債権者との優劣を決するための最も合理的な基準のひとつであり、担保物
上での優劣決定をめぐる本質的な問題点とそれを解消するための有効なルールが組み込ま
れているという意味で、新しいルール作りの中でも参照されるべきものであると考える。
そして、従来の動産・不動産を中心とした譲渡担保との差異を強調する将来債権を利用し
た譲渡担保の中にも、伝統的な譲渡担保と共通のファクターを見出すことができること、
及び、そのような譲渡担保に共通する問題因子を抽出し、譲渡担保財産の種類を問わない
シンプルな要件によって譲渡担保権者との優劣を決する徴収法 24条が債権譲渡担保との関
係でも有効に機能していることは既に確認してきたとおりである。そうであるとすれば、
我妻博士をはじめとする徴収法の立法者達が同法 24 条において示唆する譲渡担保の本質や
時間的な先行を基準とした譲渡担保財産上での優先の基準は、今日既にその意義を失った
歴史上の遺物などではなく、そこには、今日、民法学が直面している新しい金融スキーム
をめぐる議論にも十分に対応できるような普遍性や合理性を見出すことができるといって
も決して過言ではないだろう。 
また、いち早く動産譲渡に関する登録制度を創設し、将来債権譲渡金融を発展させてき
たアメリカ法において採用されている早い者勝ちの原則（第 5 章第 2 節参照）は、公示が
具備された時期の先後を基準として競合債権者に対する優先が確保されるという点で、公
示の時間的な先行を重視した徴収法立法者の考え方との共通性を見出しうるものであるが、
アメリカ法では、公示の時間的な先行を取得した債権者に将来にわたる広範な優先的地位
を認める一方、あくまで資産の現実の取得時期から対抗力が具備されるものとすることで、
競合債権者との優劣の調整が機能しているという点は看過すべきではない。アメリカ法の
採用する登録制度とわが国の対抗要件制度との機能的な差異については、十分に考慮する
必要があるが、将来債権を活用した金融スキームに関して最も先進的な国の一つであるア
メリカにおいてさえ、現実の資産の取得に先立ち、対抗力を付与するのではなく、あくま
でも先行の譲受人としての優先的地位が確保されるものにすぎないものと位置づけられて
いることは注目に値する。もっとも、アメリカ法が公示の時間的な先行を基準として広範
な優先的地位を認めてきた理由は、先行の債権者が債務者資産の形成・獲得に大きな貢献
を果たしうるという点にあり、公示の先行による優先的地位の取得後、将来の長期間にわ
たって債務者の資産状況に関するモニタリングを怠り、債務者が破綻していく傍らで悠々
と自己の債権の回収を図ることについては、UCC の起草者の一人である Gilmore も否定的
な見解を示していることは既に述べたとおりである（第 5 章第 2 節第 3 款参照）。 
このような観点からは、将来債権のように資産の現実の取得時期と公示の具備時期との
時間的なギャップが生じるものについては、公示を具備した時点ではなく、担保実行時点
における債務者の資産への現実の貢献・関与の度合いに応じた調整を行うことで初めて競
合債権者間の実質的な平等が確保されるという考え方もできよう。将来債権についても現
在債権同様、あくまで権利変動についての対抗要件であるという解釈を貫くことで、法的
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安定性が維持されるという点に異論はないが、比較法的にも、そして実質的な公平性の確
保という点からも、将来債権について、ひとたび対抗要件が有効に具備されれば、債権の
現実の移転時期にかかわらず、当該債権は既に確定的に譲受人へ移転したものとなり、競
合債権者（後発の譲受人や差押権者）に対する関係では、一種の絶対的な優先が確立され
うるとの解釈を前提とした近時の学説の議論については、やはり疑問が残るものと言わざ
るを得ない。確かに確実な対抗要件を具備できるか否かは金融スキームとしての有効性を
左右するものであるし、未発生の将来債権についての流動性が確保されることは金融の可
能性を飛躍的に拡大させるものではあるが、将来債権譲渡の対抗要件について権利移転と
パラレルに考えるべき必要性は必ずしも肯定されうるものではない。私見は、未発生の将
来債権についても有効に対抗要件を取得しうるとしつつ、あくまで債権が発生した時点で
譲渡人へ移転することになるとの解釈を前提として、平成 19 年判決の示した判断から対抗
要件具備時点での「確定的な権利移転」という結論を導くことについては否定的な立場を
とる。 
もっとも、債権譲渡契約及びその対抗要件の取得後、現実の債権発生時までに生じた競
合債権者との優劣についてなんらかの調整法理が機能する余地がありうるという点につい
ては、その理論構成に差異はあるものの、いずれの立場をとる学説も必ずしも否定的に解
しているわけではない。調整法理の必要性という点では異論がないとすれば、この点に関
する議論が必ずしも進展していない理由は何なのだろうか。私見は、競合債権者間の優劣
調整の議論における最も困難で本質的な問題は、調整法理の必要性という点よりはむしろ、
「調整法理の確立が金融の発展を阻害するようなものであってはならない」という命題を
克服することの難しさにあると考えている。法定納期限等以前に対抗要件を具備していた
債権譲渡担保への徴収法 24 条の適用を認めた平成 19 年判決原審をめぐる一連の議論が激
化した理由もこの点にあると見ることができるだろう。私見の立場は、合理的な調整法理
の存在は、金融の可能性を阻むものではなく、むしろ正常な発展に不可欠なものであると
いうものであり、徴収法 24 条についても、そのような金融の発展を阻害するような帰結を
導くものではないと考える。けだし、同条の本来的な趣旨は、譲渡担保という金融スキー
ムの開発によってもたらされた不都合ないし不均衡を解消するための「調整」を図ること
にあり、その機能も両者のバランスを維持する範囲に限定されているからである。そうで
あるからこそ、公示が時間的に先行する債権者の優先を重視しつつ、租税債権の特殊性を
考慮した「法定納期限等」を優劣の基準として採用し、目的物の種類や法的構成を問わな
いシンプルな要件（上記①～③）によって、優劣の調整が有効に機能する徴収法 24 条の構
成は、調整法理のあり方としては多いに支持されうるものであるし、債権譲渡担保に関す
る今後の議論のあるべき方向性とも一致するものとなりうるのである。 
譲渡登記という新しい対抗要件制度の創設を背景として実現した集合・流動将来債権群
の譲渡担保は、将来債権の権利移転の効果という民法起草者の想定を大きく超える難問を
孕んだまま、様々な形で金融実務における応用・開発が進められている。金融の可能性を
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拡大するために新しい法理論が志向されることは肯定されうるものであるし、問題解決の
過程においては、既存の法理への疑問も積極的に提示されるべきである。しかしながら、
特定の経済的利益の実現のみを追及するような一面的な立法論・解釈論は望ましいもので
はないし、既存の法理の中にある普遍的・本質的な原則については、新しいルール作りを
模索していく上でも十分に考慮する必要があることはいうまでもない。金融の新しい可能
性を切り開くものとして債権の譲渡担保をめぐる議論が本格化する中、譲渡担保をめぐる
判例・学説、そして実務的な論点に関する詳細な分析を踏まえ、譲渡担保に関する最初の
制定法として結実した徴収法 24 条が、今後の議論のための解釈論上及び立法論上の指針の
一つとして機能していくことを期待したい。 
 
注 1 このような新しい問題の解決は、税法という限られた領域での問題としてではなく、私法学上の問
題としての議論とその解決に力点が置かれるべきであるということは、立法者自身が明確に示唆し
ているところでもある（第 3 章第１款参照）。 
注2 池田・NBL（2007）21 頁では、債務者の「事業の継続」を前提とした新しい担保のあり方に着目し、
担保法におけるパラダイムシフトが提言されている（第 4 章第 3 節参照）。 
 
 
第 2 節 残された課題 
既にみてきたとおり、現行の徴収法 24 条は、国税の法定納期限等に劣後する譲渡担保の
みを追及対象としているため、ひとたび法定納期限等以前に将来債権としての譲渡登記が
具備されれば、その後、何らかの事情により租税債務の支払が行われない状態が生じた場
に租税債権の優先を実質的に確保するような機能はない。この点に関する解釈論上の限界
については前章にて指摘したとおりであり、立法論として、法定納期限等以前に設定され
た譲渡担保との調整をどのように図るかという点が今後に残された最大の課題であること
はいうまでもない。 
また、ひとたび債務者（譲渡人）の資金繰りになんらかの歪みが生じた場合、私法と租
税法あるいは私法と破産法といった一般私法秩序と特別法秩序との競合はもとより、特別
法秩序相互間での競合という問題も複合的に発生することになるという点には注意を要す
る。具体的には、法定納期限等後に担保目的で行われたものとして徴収法 24 条の適用要件
を充足していた債権譲渡が、管財人による否認権の行使によって取り消された場合や将来
債権譲渡担保の対象である売掛金債権が破産管財人による債務の履行から生じたものであ
った場合などが考えられる。将来債権を活用した金融スキームの開発が進む中、私法秩序
と特別法秩序との競合のみならず、複数の特別法秩序の競合が将来債権上で生じた場合の
調整をどう図るべきかという問題は、もはや単なる理論上の論点にとどまるものではなく、
この点に関する現実的な対応も今後の重要な課題の一つである。 
もっとも、特別法秩序相互の競合という問題自体は決して新しい問題ではなく、債務者
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の破産時における租税債権の取扱いをめぐっては従来から議論がある。特に、長期間、積
極的な徴税措置がとられていなかった場合にも、公共性・公益性を理由として租税債権の
優先が認められるという点に関しては、批判的な見解が少なくはなく、近年の破産法改正
でも、租税債権が優先的に取り扱われる範囲は大幅に縮小されている。将来債権上での債
権競合の問題についての立法的な解決を考える上でも、各債権の優先が許容される合理的
な範囲の画定という点が鍵になるところ、租税債権についても、その優先の根拠や合理的
な優先の範囲といった本質的な論点が改めて問われるべき時期にきているといえよう。 
さらに、平成 19 年 6 月の電子記録債権法の成立により、債権流動化に関する新たな法的
インフラがまた一つ構築されたことになるわけだが、電子記録債権という概念自体が、民
法の想定をはるかに超えた全く新しい概念であり、取引環境の変化や新たな可能性を示唆
するものでもある。今後の議論を展開していく上では、こうした新しい概念やある種のパ
ラダイムの転換についても視野に入れておく必要があることはいうまでもない。 
国際的な取引環境の変化を背景に、我が国における金融・経済が急激な変革の時期を迎
えつつある現在、今後に残された課題は決して少なくはない。社会・経済環境の変化に伴
い、実体法の中核たる民法もまた、大きな変革の時期を迎えている。本論文が今後の議論
のための一つの視点を供するものとして、民法学の発展に寄与することができれば幸いで
ある。 
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